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民法 典 

予備 的 名 称 法律 の 公表 、 効 果 、 適 用 

法律 一 般 

第 1 条 

法律 お よび 行政 行為 は 、 フ ラン ス 共 和 国 官報 に 掲載 さ 
れ た 場合 、 そ の 確定 日 また は 掲載 の 翌日 に 発効 する 。 


た だ し 、 そ の 条項 の うち 実施 措 賀 を 必要 と する も の の 
発効 は 、 こ れ ら の 措置 の 発効 日 まで 延期 され る 。 


味 急 事態 の 場合 、 公 布 政 多 で 定め る 法律 お よび 政 府 が 特 
別 の 規定 に より 命じ た 行政 行為 は 、 公 布 さ れ た 後 証 ち 
に 効力 を 生ずる 。 


この 条 の 規定 は 、 個 々 の 行為 に は 適用 され な い 。 


第 2 条 


法律 は あく まで 格 来 の た め の も の で あり 、 と 遡及 的 な 効 
刀 ( ま な い 。 


第 3 条 


警察 や 治安 に 関す る 法律 は 、 領 土 に 住む すべ て の 人 を 
拘束 する 。 


不動 産 は 、 外 国人 が 所 有する も の で あっ て も 、 フ ラン 
ス の 法律 が 適用 され る 。 


人 の 地位 と 能力 に 関す る 法律 は 、 外 国 に 居住 し て いる 
者 で あっ て も フラ ンス 人 を 支配 する 。 


第 4 祭 


法律 の 沈 庄 、 不 明瞭 さ 、 不 十分 さ を 口 実に 、 装 決 を 拒 償 
する 裁 羊 記 は 、 正 義 の 合 定 と し て 起訴 され る こと が あ 
る 。 


第 S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


裁 鹿 官 は 、 提 出さ れ た 原因 に つい て 、 一 般 的 か つづ 規制 的 
な 規定 に よっ て 宣告 する こと を 禁じ られ て いる 。 


第 6 条 


公序良俗 に 関わ る 法律 か ら 、 特 定 の 合意 に よっ て 脱線 
の この UI ま CDS SS 


第 6-1 条 


婚 如 お よび 養子 縁組 は 、 配 偶 者 また は 両親 が 異性 また 
は 同性 に か か わら ず 、 本 法 金 第 1 巻 の 第 7 編 の 第 1 章 か ら 
第 4 章 に 規定 する も の を 除き 、 法 律 で 認め られ た の と 同 
じ 効 果 、 権 利 お よび 義務 を 有する 。 


第 6-2 条 

親子 関係 が 法 的 に 確立 し て いる すべ て の 子供 は 、 両 親 
と の 関係 に お いて 、 第 1 巻 の 第 2 章 の 特別 規定 に 従っ 
て 、 同 一 の 権利 と 同一 の 義務 を 有する 。 

フィ リエ ーション は 、 子 供 を それ ぞ れ の 両親 の 家族 に 
引き 入れ る 。 

民法 - 最終 更新 日 : March 02 2022 - 文書 作成 日 : April 15 
2022 

民法 

第 1 巻 : 人 

第 1 鏡 : 市 民権 

第 7 条 


市 民権 の 行使 は 政治 的 権利 の 行使 と は 無関係 で あり 、 憲 
法 と 選 光 法 に 従っ て 獲得 ・ 保 持 さ れる も の で ある 。 


第 8 条 


すべ て の フラ ンス 国民 は 、 市 民権 を 享受 する 。 


第 9 条 


すべ て 人 は 、 そ の 私 生活 を 価 重 され る 権利 を 有する 。 


裁 鹿 記 は 、 被 っ た 損害 に 対す る 補償 を 損なう こと な 

く 、 プ ライ バシ ー の 侵害 を 防止 また は 終止 させ る の に 
適し た 隔離 、 差 し 押さ えな どの すべ て の 措 区 を 規定 す 
る こと が で きる : これ ら の 措 資 は 、 明 急 性 が あれ ば 、 
略式 手続 き で 命じ られ る こと が ある 。 


第 9-1 条 


すべ て の 人 は 、 無 罪 の 推定 を 尊重 され る 権利 を 有 す 
る 。 


人 が 有 基 鹿 決 を 受け る 前 に 、 司 法 調査 また は 捜査 の 対象 
で ある 事実 に つい て 有 有 有罪 で ある と 公 に 示さ れ た 場合 、 
裁 鹿 札 は 、 略 式 手続 で あっ て も 、 被 っ た 損害 の 補償 を 損 
な うこ と な く 、 こ の 侵害 に 責任 を 負う 自然 人 また は 法 
人 を 問わ ず 、 そ の 者 の 費用 で 、 無 罪 推定 の 侵害 を 終わ 
ら せ る た め に 訂正 の 挿入 また は プレ スリ リー ス の 配布 
な どす べ て の 措 連 を 規定 する こと が で きる 。 


第 10 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 10 条 すべ て の 者 は 、 真 実 を 確定 する た め に 、 司 法 を 
援助 する 義務 を 負う 。 


正当 な 理由 な く 、 こ の 義務 を 法 的 に 要求 され て も 果 た 
さ な い 者 は 、 必 要 に 応じ て 、 損 害 賠償 と 利息 を 害する 
こと な く 、 清 人 金 ま た は 科料 と いう 刑 前 の 下 に 強制 され 
る こと が ある 。 


第 11 条 


外国 人 は 、 フ ラン ス に お いて 、 そ の 外国 人 が 属す る 国 
の 条約 に よっ て フラ ンス 国民 に 選 え られ て いる 、 ま た 
は 格 来 紀 えら れる 市 民権 と 同じ 権利 を 享受 する 。 


第 14 条 


外国 人 は 、 フ ラン ス に 居住 し て いな い 者 で あっ て も 、 
フラ ンス に お いて フラ ンス 人 と 締結 し た 義務 の 履行 の 
た め に フラ ンス の 裁 羊 所 に 召喚 され る こと が あり 、 外 
国 に お いて フラ ンス 人 と 締結 し た 義務 の た め に フラ ン 
ス の 裁 鹿 所 に 召喚 され る こと が ある 。 


第 1S 条 


フラ ンス 人 は 、 外 国 で 外国 人 と 契約 し た 義務 に つい 


て 、 フ ラン ス の 裁 記 所 に 提訴 され る こと が ある 。 


第 2 章 : 人 体 の 尊重 


第 16 条 


法律 は 、 人 身 の 優先 を 保障 し 、 人 身 の 尊 成 に 対す る いか 
な る 攻撃 も 禁止 し 、 人 生 の 初め か ら 人 身 の 尊重 を 保障 
し て いる 。 


第 16-1 条 


すべ て の 人 は 、 自 己 の 身体 を 豊和 事 さ れる 権利 を 有 す 
る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
人 間 の 身体 は 不可 侵 で ある 。 


人 体 、 そ の 要素 お よび その 生成 物 は 、 財 産 権 の 対象 と 
すのこ の (は で きい 


第 16-1-1 条 


人 体 に 対す る 尊敬 は 、 死 に よっ て 消滅 する も の で は な 
い 。 


火葬 され た 遺 友 を 含む 死者 の 遺 呈 は 、 尊 敬 、 尊 厳 、 民 識 
を も っ て 扱わ れ な けれ ば な ら な い 。 


第 16-2 条 
裁 鹿 札 は 、 死 後 も 含め て 、 人 体 に 対す る 不法 な 十 渉 、 ま 
た は その 要素 も し く は 生成 物 に 関わ る 不法 な 行為 を 防 


止ま た は 終止 させ る た め の す べ て の 適切 な 措 細 を 定め 
る こと が で きる 。 


第 16-3 条 


人 体 の 完全 性 は 、 当 事 者 に と っ て 医療 上 の 必要 性 が ある 
場合 、 ま た は 例外 的 に 他人 の 治療 上 の 利益 の た め に の 
み 侵 害する こと が で きる 。 


た だ し 、 本 人 の 状態 に よっ て 治療 的 介入 が 必要 と な 
り 、 本 人 が 同意 で き な い 場合 は 、 事 前 に 本 人 の 同意 を 得 
な けれ ば な ら な い 。 


第 16-4 条 
何人 も 、 人 間 と いう 種 の 完全 性 を 傷つけ て は な ら な 
も Va 


人 の 選択 を 組織 的 に 行う こと を 目的 と し た 優生 学 的 な 
行為 は 禁止 され て いる 。 


生き て いる 人 また は 亡くな っ た 人 と 遺伝 的 に 同じ 子供 


を 作る こと を 目的 と し た あら ゆる 介入 は 禁止 され て い 
ます 。 


病気 の 予防 、 診断 、 治 療 を 目的 と し た 研究 を 害する こと 
な く 、 そ の 人 の 子孫 を 修正 する 目的 で 、 遺 伝 的 特徴 に 変 
更 を 加え る こと は で き な い 。 


第 16-S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

人 体 、 そ の 要素 、 そ の 産物 に 財産 的 価値 を 付 己 する 効果 
を 持つ 契約 は 無効 で ある 。 


第 16-6 条 


人 体 実験 、 人 体 の 構成 要素 の 除去 、 ま た は その 生成 物 の 
収集 に 身 を ゆだね る 者 に 対し て は 、 報 酬 を 支払 っ て は 
な ら な い 、。 


第 16-7 条 
他人 の 利益 の た め の 子 作り や 妊娠 に 関す る いか な る 合 


意 も 無効 で ある 。 


第 16-8 条 


身体 の 要素 や 生成 物 を 提供 し た 人 と 、 そ れ を 受け 取っ 
た 人 の 両方 を 特定 で きる よう な 情報 を 開示 する こと は 
で き な い 。 提供 者 は 受 賃 者 の 身元 を 知る こと が で き 
ず 、 受 領 者 は 提供 者 の 身元 を 知る こと が で き な い 。 


治療 上 の 必要 性 が ある 場合 、 提 供 者 と 受領 者 の 医師 の み 
が 、 後 者 を 識別 する た め の 情 報 に アク セス する こと が 
で きま す 。 


第 16-8-1 条 
配偶 子 提供 また は 有 受 精 の 場合 レシ ン ピ エ ント は 医学 
的 補助 に よ る 子作り に 同意 し た 人 で ある 。 


提供 者 の 匿名 性 の 原則 は 、 第 三 者 の 提供 者 と の 医療 扶助 
に よる 子作り に よっ て 生ま れ た 満年齢 の 者 が 、 そ の 要 
求 に 応じ て 、 公 箇 衛 生 法 第 2 編 第 1 巻 の 第 3 章 の 第 4 編 に 定 
め ら れ た 条件 の も と 、 括 識別 用 デー タ ま た は 第 三 者 の 
提供 者 の 身元 に アク セス する こと を 妨げ な い 。 


第 16-9 条 
本 章 の 規定 は 、 公 序 良 俗 に 及 す る も の で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 章 人 の 遺伝 的 特徴 の 検査 と 、 そ の 遺伝 的 指 信 
に よっ て 人 を 識別 する こと 。 


遺伝 的 特徴 
第 16-10 条 


L.- 人 の 体質 的 な 遺伝 的 特徴 の 検査 は 、 医 学 的 また は 科学 
的 な 研究 目的 の た め に の み 実 施す る こと が で きる 。 こ 
の 検査 は 、 検 査 が 実 好 され る 前 に 書面 で 得 ら れる 本 人 
の 明示 的 な 同意 が 条件 と な る 。 


II - I で 規定 され た 同意 は 、 本 人 が 以下 の こと を 正式 に 知 
ら さ れ た 後に 得 ら れる 。1. 検 査 の 性 質 


29 検査 が 医学 的 目的 の 場合 は その 指示 、 科 学 的 研究 の 
場合 は その 目的 。 


3? 該当 する 場合 、 検 査 に よっ て 、 当 初 の 適応 や 目的 と 
は 無関係 な 遺伝 的 特性 が 偶然 明らか に な る 可能 性 が あ 
る が 、 そ れ を 知る こと に よっ て 、 本 人 又は その 家族 が 
遺伝 カウ ン セ リン グ を 含む 予防 措 連 又 は ケア か ら 利 益 
を 得る こと が で きる こと 。 


49 遺 付 カウンセリング を 含む 予防 措 殴 双 は ケア を 正当 
化す る 重大 な 症状 の 原因 と な り 得 る 遺伝 的 異常 が 診 B 

され た 場合 、 最 初 の 適応 症 又 は 検査 の 最初 の 目的 と は 無 
関係 な 遺伝 的 特性 の 検査 結果 の 開示 を 拒否 する 可能 性 
と 、 そ の 拒 償 が 関係 する 家族 の メン バー に も た ら す で 
ある の る う リス ク 。 


同意 は 、 本 II の 2? に 記載 され た 適応 症 又 は 目的 に 吉 及 す 
る も の と する 。 


同意 は 、 そ の 全部 又は 一 部 を 、 形 式 を 問わ ず 、 い つ で 
も 取り 消す こと が で きる 。 


4? で 述べ た 、 付 随 的 に 明らか に な っ た 結果 の 伝達 は 、 検 
査 が 科学 的 研究 目的 の 場合 は 公衆 衛生 法 第 1 部 の 第 2 編 

に 、 検 査 の 目的 が 医学 的 で ある 場合 は 同 第 1 部 の 第 3 編 に 
定め られ た 条件 に 従っ て 保証 され る 。 


II - 1 お よび II か ら の 人 逸脱 と し て 、 科 学 的 研究 目的 の た め 
に 実施 され 、 他 の 目的 の た め に 採取 され た 人 の 身体 の 
要素 を 用 いて 実施 され る 1 に 記載 の 遺伝 的 特徴 の 検査 の 
場合 、 第 50 条 . 公衆 衛生 法 の 1130-?$ が 適用 され ます 。 


IV - 人 の 体質 的 な 遺伝 的 特徴 の 検査 に 関す る 広告 の た め 
の 勧誘 は 禁止 され て いま す 。 


第 16-11 条 


遺伝 的 指 伊 に よる 個人 の 識別 は 、 以 下 の 場 合 に の み 求 め 
る こと が で きる : 1? 法 的 手続 の 過程 で 行わ れる 調査 又 
は 捜査 の た め 2? 医学 的 又は 科学 的 研究 の た め 


3? 死亡 者 の 身元 が 不明 な 場合 に それ を 確認 する 目的 民 
法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 月 
1 日 

4? 第 50 条 に 規定 され た 条件 下 。 国 防 法典 2381-1 に 規定 さ 
れる 条件 下 。 


民事 に お いて は 、 親 族 関 係 の 確立 も し く は 争奪 、 ま た 

は 補助 金 の 取得 も し く は 抑制 を 求め る 訴訟 の 管轄 裁 閉 官 
に よっ て 命じ られ た 調査 措 連 の 実行 に お いて の み 、 身 

元 確認 を 求め ある こと が で きる 。 関係 者 の 同意 は 、 事 前 

に か つ 明 示 的 に 得 な けれ ば な ら な い 。 本 人 が 生前 に 明 

示 的 に 同意 し な い 限 り 、 そ の 人 死後 は 遺伝 的 指 人 に よる 

識別 を 行う こと は で き な い 。 


識別 が 医学 的 又は 科学 的 研究 目的 の た め に 行わ れる 場 


合 、 識 別 が 行わ れる 前 に 、 本 人 が その 性質 及び 目的 に 

つい て 正式 に 説明 を 受け た 後 、 本 人 の 明示 的 な 同意 を 書 
面 で 得 な けれ ば な ら な い 。 同 意 は 、 本 人 確認 の 目的 に 

つい て 言及 する も の と する 。 同意 は 、 形 式 的 な も の で 

な く 、 い つ で も 取り 消す こと が で きる 。 


3. に 記載 され た 身元 調査 が 、 軍 隊 ま た は その 付属 編成 に 
よっ て 行わ れ た 作戦 中 に 死亡 し た 兵士 、 自然 災 害 の 犠牲 
者 、 ま た は 安全 に 関す る 方 向 付 け お よび プロ グラ ム に 
関す る 1993 年 1 月 21 日 の 法律 95-73 号 の 第 26 条 に 基づく 調 
査 対象 者 で あり その 死亡 が 推定 され る 者 に 関係 する 場 
合 。 こ の 者 の 生物 学 的 痕跡 の 収集 を 目的 と する 試料 は 、 
その 者 が 常時 出入 り し て いた と 思わ れる 場所 で 、 そ の 
施設 の 責任 者 の 同意 を 得 て 、 ま た は その 者 が 拒否 し た 
場合 も し く は その 同意 を 得る こと が 不可 能 な 場合 に 

は 、 司 法 裁 記 所 の 自由 お よび 拘禁 裁 記 官 の 許可 を 得 て 採 
取 す る こと が で きる 。 同 じ 目 的 の た め に 、 そ の 者 の 子 
孫 又 は 推定 相続 人 か ら 試 料 を 採取 する こと も で きる 。 
その 場合 、 関係 者 は 、 試 料 の 性 質 、 目 的 及び いつ で も 同 
意 を 取り 消す こと が で きる こと に つい て 正当 に 通知 さ 
れ た 後 、 試 料 採取 に 先立ち 、 書 面 に よる 各 関 係 者 の 明示 
の 同意 を 取得 し な けれ ば な ら な い 。 同 意 書 に は 、 採 取 
と 本 人 確認 の 目的 に つい て 言及 され て いま す 。 


本 条 3 項 に 吉 及 され た 識別 調査 を 実施 する た め の 手 続き 
は 、 国 家 評 議会 の 政 移 で 規定 され る も の と する 。 


第 16-12 条 

以下 の 者 に 限り 、DNA 鐘 定 を 実施 する こと が 許可 され 
る 。1.1. 刑 事 訴訟 法 の 第 157-2 条 に 記載 され て いる 技術 
的 、 科 学 的 な 警察 サー ビス また は 組織 。 

2.2. 国家 評議 会 の 法 金 で 規定 され た 条件 下 で 承認 され た 


者 。 
法 的 手続 き に お いて 、 こ れ ら の 人 物 は 法律 専門 家 の リ 
スト に 登録 され て いな けれ ば な り ま せん 。 


第 16-13 条 


何人 も 、 そ の 遺伝 的 特性 に よっ て 差別 され る こと は な 
いう 


第 4 章 脳 画像 技術 の 利用 
第 16-14 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


脳 画像 技術 は 、 医 学 的 また は 科学 的 研究 目的 、 ま た は 司 
法 の 専門 知識 の 枠 内 で の み 使用 する こと が で き 、 こ の 

文脈 で は 、 脳 機能 画像 は 除外 され ます 。 検査 が 実地 さ れ 
る 前 に 、 そ の 人 性質 と 目的 に つい て 本 人 に 正当 に 説明 し 

た 上 で 、 本 人 の 明示 的 な 同意 を 書面 で 得 な けれ ば な ら 

な い 。 同意 に は 、 検 査 の 目的 を 記載 し な けれ ば な ら な 

い 。 同 意 は 、 形 式 を 問わ ず 、 い つ で も 取り 消す こと が 

で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 
第 1 編 a: フラ ンス 国籍 
第 1 章 : 一 般 規 定 


第 17 条 


フラ ンス 国籍 は 、 フ ラン ス の 条約 お よび その 他 の 国際 
公約 の 適用 を 条件 と し て 、 本 号 の 規定 に 従っ て 付 、 取 
得 、 喪 失 さ れる 。 


第 17-1 条 


原 籍 の 帰属 に 関す る 新しい 法律 は 、 そ の 発効 日 に まだ 
未成 年 で ある 者 に 適用 され 、 第 三 者 が 取得 する 権利 を 害 
する こと な く 、 ま た 、 以 前 に 成立 し た 行為 の 有効 性 を 
国籍 を 理由 と し て 争う こと が で き な い 。 


前 項 の 規定 は 、 解 釈 上 、 本 法典 の 第 1 編 の 公布 後に 施行 
され た 原 籍 に 関す る 法律 に も 適用 され る 。 


第 17-2 条 


フラ ンス 国籍 の 取得 お よび 喪失 は 、 法 律 が これ ら の 効 
果 を 付 す る 行為 また は 事実 の 時 に 施行 され て いる 法 
律 に 準拠 する 。 


前 項 の 規定 は 、1945 年 10 月 19 日 以前 に 施行 され て いた 
籍 に 関す る 法律 の 時 間 的 な 適用 を 、 解 釈 に よっ て 規制 
する 。 


第 17-3 条 


フラ ンス 国 球 を 取得 し 、 喪 失 し 、 又 は 回 復 す る た め の 
申請 及び 国籍 の 宣言 は 、 法 律 の 定め る 条件 の 下 に 、16 歳 
か ら 無 許可 で する こと が で きる 。 


16 蔵 未満 の 未成 年 者 は 、 親 権 を 行使 する 者 が 代理 し な け 
れ ば な ら な い 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


精神 的 また は 身体 的 な 能力 に 障害 が あり 、 意 思 表 示 を す 
る こと が で き な い 未成 年 者 も 、 代 理 人 を 立て な けれ ば 
な ら な い 。 そ の 障害 は 、 検 察 官 が 定め た リス ト の 中 か 
ら 選 ば れ た 専門 医 が 発行 する 証明 書 に よっ て 立証 され 
る 。 こ の 証明 書 は 、 申 請書 に 添付 し な けれ ば な ら な 
い 。 


前 項 の 未成 年 者 が 後見 の 下 に 費 か れ て いる 場合 、 そ の 
代理 は 、 家 族 会 議 に よっ て この 目的 の た め に 認め られ 
た 後見 人 に よっ て 確保 され る 。 


第 17-4 条 


本 号 に お いて 、 フラ ンス 国内 」 と いう 表現 は 、 首 都 
圏 、 海 外 の 県 お よび 集団 、 ニ ュー カレ ドニ ア 、 フ ラン 
ス 南 方 ・ 南 極 額 土 を 意味 する 。 


第 17-S 条 


本 タイ トル に お いて 、 多 数 派 お よび 少数 泊 は フラ ンス 


法 の 意味 を 有する と 理解 され る 。 


第 17-6 条 


フラ ンス 人 名 の 決定 に つい て は 、 い つ で も 、 憲 法 お よび 
法律 を 適用 し て 行わ れ た フラ ンス 公権力 の 行為 な ら び 
に 過去 に 締結 され た 国際 条約 の 結果 生じ た 変更 を 考慮 す 
る も の と する 。 


第 17-7 条 


領土 の 併合 お よび 割譲 が フラ ンス 国籍 に 及ぼ す 影 響 に 
つい て は 、 従 来 の 規定 が な い 場 合 、 以 下 の 規定 に 従 
9 


第 17-8 条 


主権 移譲 の 日 に 併合 地 に 居住 する 譲受 国 の 国民 は 、 当 訪 
地域 外 に 実際 に 居住 を 構え る 場合 を 除き 、 フ ラン ス 国 
籍 を 取得 する 。 同 じ 留 保 に 従い 、 主 権 移譲 の 日 に 割譲 さ 
れ た 領土 に 居住 する フラ ンス 国民 は 、 そ の 国籍 を 失 
接 Na 
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第 17-9 条 


共和 国 の 旧 県 また は 海外 領土 の 独立 へ の 加盟 が フラ ン 
ス 国籍 に 及ぼ す 影 響 に つい て は 、 本 号 の 第 7 章 に 規定 さ 
れれ て いる 。 


第 17-10 条 


第 17-8 条 の 規定 は 、 和 解釈 上 、1945 年 10 月 19 日 以前 の 条約 
に よる 併合 お よび 領土 の 割譲 に 起因 する 国籍 の 変更 に 
適用 され る 。 


た だ し 、1814 年 5 月 30 日 の パリ 条約 に より フラ ンス に 返 
選 さ れ た 領土 に 居住 し て いた 外国 人 で 、 こ の 条約 後に 
フラ ンス に 住所 を 移し た 者 は 、1814 年 10 月 14 日 の 法律 
の 規定 に 従っ た 場合 に 限り 、 フ ラン ス 国 籍 を 取得 する 
こと が で きま す 。 復帰 し た 領土 の 外 で 生ま れ 、 こ れ ら 
領土 に 住所 を 維持 し た フラ ンス 人 は 、 上 記 の 条約 の 
適用 に より 、 フ ラン ス 国 籍 を 失う こと は な い 、。 


第 17-11 条 


従来 の 協定 に 紀 え られ た 解釈 を 害する こと な く 、 国 籍 
の 変更 は 、 そ れ が 明示 的 に 規定 され て いな い 場 合 に 

は 、 い か な る 場合 に も 、 国 際 条 約 に よっ て 生じ る こと 
(は な い 、。 


第 17-12 条 


国籍 の 変更 が 、 国 際 協 定 の 条項 に より 、 選 択 行為 の 実行 
を 条件 と する と き は 、 こ の 行為 の 形式 は 、 そ れ が 制定 
され た 締約 国 の 法律 に より 決定 され る 。 


第 2 章 : フラ ンス の 原 国籍 

第 1 節 : 世 杭 さ れ た フラ ンス 国民 

第 18 条 

少な く と も 片方 の 親 が フラ ンス 人 で ある 子供 は フラ ン 
ス 人 で ある 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 18-1 条 


た だ し 、 和 両親 の どちら か が フラ ンス 人 で ある 場合 、 フ 
ラン ス で 生ま れ て いな い 子 供 は 、 成 年 に 先立つ 6 ヶ 月間 
と 成年 に 続く 12 ヶ 月 間 に フ ラン ス 人 の 地位 を 放棄 する 
権利 を 有する 。 


この 権利 は 、 外 国人 また は 無 国籍 の 親 が 子供 の 未成 年 の 
間 に フ ラン ス 国 籍 を 取得 し た 場合 、 和 失わ れ ま す 。 


二 : フラ ンス で の 出生 に よる フラ ンス 国籍 保 


第 19 条 


フラ ンス て で 両親 不明 の まま 生ま れ た 子 は フラ ンス 人 で 
ある 。 


し か し 、 そ の 子 の 少数 年 の 間 に 、 外 国人 と の 間 に 息 縁 
関係 が 成立 し 、 か つ 、 そ の 著作 者 の 国内 法 に 従っ て 外国 
人 の 国籍 を 取得 し た 場合 に は 、 そ の 子 は フラ ンス 人 で 
な か っ た も の と みな され る 。 


第 19-1 条 


フラ シス 人 で ある 。 


1? 無 国籍 の 両親 か ら フ ラン ス で 生ま れ た 子 。 


2? 外国 の 両親 か ら フ ラン ス で 生ま れ た 子 で 、 外 国 の 国 
籍 に 関す る 法律 が 、 両 親 の どちら か ーー 方 の 国籍 を 伝達 
する こと を 一 功 認 め て いな い 者 。 


た だ し 、 少 数 民族 の 間 に 両 親 の いずれ か が 取得 し た 外 
国籍 が その 子 に 伝達 され た 場合 は 、 そ の 子 は フラ ンス 
人 で な か っ た と みな され る 。 


第 19-2 条 


この 法典 の 第 58 条 に 従っ て 出生 証明 書 が 作成 され た 子供 
は 、 フ ラン ス て 出生 し た も の と 推定 され る 。 


第 19-3 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


フラ ンス で 生ま れ た 子供 は 、 少 な く と も 和 両 親 の どちら 
か が フラ ンス で 生ま れ て いれ ば 、 フ ラン ス 人 で ある 。 


第 19-4 条 


し か し 、 両 親 の どちら か 一 方 だ けが フラ ンス で 生ま れ 
た 場合 、 フ ラン ス 人 の 子供 は 、 第 19-3 条 に より 、 成 年 に 
先立つ 6 ヶ月 と 成年 に 続く 12 ヶ 月 の 間 に こ の 地位 を 否認 
する 権利 を 有する 。 


この オプション は 、 両 親 の どちら か が 子供 の 未成 年 の 
間 に フ ラン ス 国 籍 を 取得 し た 場合 、 失 われ ます 。 


第 3 節 : 共通 規定 

第 20 条 

本 章 の 規定 に よって フラ ンス 国籍 を 有する 子 は 、 フ ラ 
ンス 国籍 の 帰属 に つい て 法律 で 要求 され る 条件 の 存在 


が 後に な っ て か ら 確 立 さ れ た と し て も 、 出 生 時 か ら フ 
ラン ス 人 で あっ た も の と みな され る 。 


完全 養子 縁組 の 対象 と か っ た 子 の 国籍 は 、 上 記 第 18 条 並 
びに 第 18 条 の 1、 第 19 条 の 1、 第 19 条 の 3 及び 第 19 条 の 4 で 
定め る 区 別に 従っ て 決定 され る 。 


た だ し 、 出生 後に フラ ンス 国籍 が 確定 し て も 、 そ の 子 
の 明白 な 国籍 に 基づき 、 関 係 者 が 以前 に 行っ た 行為 ま 
た は 第 三 者 か ら 以 前 に 取得 し た 権利 の 効力 に は 影響 を 
及ぼ ば さ な い 、。 


第 20-1 条 


子 の 親権 は 、 そ の 子 の 少数 民族 の 間 に 確立 され な い 限 
り 、 そ の 子 の 国籍 に 影響 を 選 え な い 。 


第 20-2 条 


本 号 に いう 場合 に お いて 、 フ ラン ス 国 籍 を 放棄 する 選 
択 肢 を 有する フラ ンス 人 は 、 第 26 条 以下 の 規定 に 従っ 
て 宣 斉 する こと に より 、 こ の 選択 肢 を 行使 する こと が 
で きる 。 


その 者 は 、16 歳 か ら 同 じ 条 件 の 下 で この 選択 肢 を 放棄 
OS だ の GS: 
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第 20-3 条 


前 条 に いう 場合 に お いて 、 何 人 も 、 世 朋 に より 外国 の 
国籍 を 有する こと を 証明 し な い 限 り 、 フ ラン ス の 国籍 
を 離脱 する こと が で き な い 。 


第 20-4 条 

の 権利 を 失う 。 

第 20-S 条 

第 19 条 の 3 お よび 第 19 条 の 4 の 規定 は 、 外 国籍 の 外交 


本 
た は 職業 領事 の 子 と し て フラ ンス て 出生 し た 者 に は 適 
用 され な い 。 


ま 


し か し 、 こ れ ら の 子供 は 、 以 下 の 第 21-11 条 の 規定 に 
従っ て 、 自 発 的 に フラ ンス 国籍 を 取得 する こと が で き 
ます 。 

第 3 章 : フラ ンス 国籍 の 取得 

第 1 節 : フラ ンス 国籍 の 取得 方 法 

第 1 項 : 以下 の 理由 に よる フラ ンス 国籍 の 取得 
首 族 関係 

第 21 条 


単純 養子 縁組 は 、 養 子 の 国籍 に 自動 的 に 影響 を 避 える こ 
APUN 


第 2 項 : 婚 畑 に よる フラ ンス 国籍 の 取得 
婚 
第 21-1 条 


民法 典 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 
婚 如 は 国 閑 に 自動 的 な 影響 を 紀 え ませ ん 。 


第 21-2 条 


フラ ンス 国籍 の 配偶 者 と 結婚 し た 外国 人 また は 無 国籍 
者 は 、 結 婚 の 日 か ら 4 年 の 期間 を 経て 、 申 告 に より フラ 
ンス 国籍 を 取得 する こと が で きる 。 た だ し 、 こ の 申告 
の 日 に 、 結 婚 以 来 配偶 者 の 間 で 感情 的 お よび 物質 的 な 生 
活 の 共同 性 が 消滅 し て お ら ず 、 フ ラン ス 人 配偶 者 が 国 
籍 を 保持 し て いる こと を 条件 と する 。 


外国 人 が 申告 の 時 点 で 、 書 如 の 日 か ら 少 な く と も 3 年 
間 、 フ ラン ス に 継続 的 か つ 定 期 的 に 居住 し て いた こと 
を 証明 で き な い 場合 、 ま た は フラ ンス 人 配偶 者 が フラ 
ンス 国外 に 設立 され た フラ ンス 人 登録 簿 に 国外 で の 共 
同 生活 の 期間 に つい て 登録 され て いる こと を 証明 で き 
な い 場 合 、 共 同 生活 期間 は $ 年 に 延長 され る 。 さ ら に 、 
海外 で 行わ れ た 婚 燃 は 、 フ ラン ス の 市 民権 登録 簿 に あ 


ら か じ め 転 記さ れ て いな けれ ば な り ま せん 。 


外国 人 配偶 者 は 、 そ の 状態 に 応じ て 、 フ ラン ス 語 の 十 
分 な 知識 も 証明 し な けれ ば な り ま せん が 、 そ の レベ ル 
や 評価 方 法 は 、 国 務 院 の 政 金 で 定め られ て いま す 。 


第 21-3 条 


第 21 条 の 4 お よび 第 26 条 の 3 の 規定 に 従い 、 当 該 者 は 、 申 
告 を 行っ た 日 に フラ ンス 国籍 を 取得 する 。 


第 21-4 条 


政府 は 、 第 26 条 第 2 項 に 規定 する 受領 証 の 日 か ら 2 年 間 、 
また は 登録 が 拒否 され た 場合 に は 申告 の 適法 性 を 認め 
る 司法 装 断 が 確定 し た 日 か ら 2 年 間 、 言 語 以 外 の 不適 格 
性 また は 同化 欠如 を 理由 と し て 、 国 務 院 金 で 外国 籍 配偶 
者 に よる フラ ンス 国籍 の 取得 に 反対 する こと が で き 

る 。 


外国 人 配偶 者 の 一 夫 多妻 の 実態 、 ま た は 15 蔵 の 未成 年 者 
に 対し て 行わ れ た 刑法 第 222-9 条 に 規定 され る 犯 固 に 対 
し て 宣告 され た 有 罪 講 決 は 、 同 化 の 失敗 を 構成 する も 
の ん ずる 。 


政府 が 異議 を 唱え た 場合 、 当 該 者 は フラ ンス 国籍 を 取得 
し な か っ た も の と みな され ます 。 


た だ し 、 定 言 か ら 反 対 念 まで の 間 に 行 われ た 行為 の 有 


間 性 に つい て は 、 フ ラン ス 国 籍 を 取得 で き な か っ た こ 
と を 理由 に 異議 を 申し 立て る こと は で き な い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
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第 21-S 条 


フラ ンス の 裁 剤 所 また は フラ ンス て で 権威 を 説 め られ て 
いる 外国 の 裁 鹿 所 の 対決 に よっ て 無効 と され た 尋 燥 
は 、 善 意 で 契約 し た 配偶 者 の 利益 の た め に 第 21-2 条 に 規 
定 する 宣言 を 無効 と する こと は な い 。 


第 21-6 条 


婚 如 の 無効 は 、 そ の 間 に 生 まれ た 子供 の 国籍 に 影響 を 
えな い 。 


第 3 項 : 出生 と 居住 を 理由 と する フラ ンス 国籍 の 
取得 

フラ ンス で の 出生 と 居住 を 理由 と する フラ ンス 国 
籍 の 取得 


第 21-7 条 


外国 人 の 両親 か ら フ ラン ス で 生ま れ た 子供 は 、 そ の 日 

に フラ ンス に 住所 を 有 し 、11 歳 降 、 連 続 ま た は 疾 連 続 
で 少な く と も $ 年 間 フ ラン ス に 常 居所 を 有 し て いれ ば 、 

成年 に 達し た 時 点 で フラ ンス 国籍 を 取得 する 。 


司法 裁 記 所 、 地 方 公共 団体 、 公 的 機関 及び サー ビス 、 特 
に 教育 機関 は 、 国 民 、 特 に 第 1 項 が 適用 され る 者 に 対 
し 、 国 籍 に 関す る 有効 な 規定 を 通知 する こと か 要求 さ 
れる 。 こ の 情報 提供 の 条件 は 、 国 家 評 議会 の 政信 で 定め 
られ る 。 


第 21-8 条 


第 26 条 以下 に 規定 する 条件 の 下 で 、 か つ 、 外 国 の 国籍 を 
有する こと を 証明 する こと を 条件 と し て 、 当 該 者 は 、 

成年 に 先立つ 6 箇月 以内 又は 成年 に 続く 12 箇月 以内 に フ 
ラン ス 国 民 で ある こと を 辞退 する こと を 宣言 する こと 
で きる 。 


後者 の 場合 、 フ ラン ス 人 で あっ た こと は な いも の と み 
な され る 。 


第 21-9 条 


フラ ンス 国籍 を 取得 する た め に 第 21-7 条 に 規定 され た 条 
件 を 満た す 者 は 、 フ ラン ス 軍 に 従事 する こと に な っ た 
場合 、 こ の 地位 を 和 酵 退 する 権利 を 失う 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

外国 人 の 両親 の も と に フラ ンス で 生ま れ た 未成 年 者 
で 、 徴 兵 と し て 正規 に 入隊 し た 者 は 、 そ の 入隊 の 日 に 
フラ ンス 国籍 を 取得 する 。 


第 21-10 条 


第 21 条 第 7 項 か ら 第 9 項 ま で の 規定 は 、 外 国籍 の 外交 官 お 
よび 職業 領事 の 子 と し て フラ ンス て で 出生 し た 者 に は 適 
用 され な い 。 し か し 、 こ れ ら の 子供 は 、 以 下 の 第 21-11 
条 の 規定 に 従っ て 、 自 発 的 に フラ ンス 国籍 を 取得 する 
SCO YES まお の 


第 21-11 条 


外国 人 の 父母 か ら フ ラン ス で 生ま れ た 未成 年 の 子 は 、 
申告 の 時 点 で フラ ンス に 住所 を 有 し 、11 歳 以降 、 連 続 ま 
た は 丘 連 続 で 少な く と も $ 年 間 フ ラン ス に 常 居所 を 有 し 
て いれ ば 、16 歳 か ら 第 26 条 以下 に 定め る 条件 の 下 で 、 
申告 に より フラ ンス 国籍 を 主張 する こと が で きる 。 


同じ 条件 の 下 で 、 外 国人 の 両親 か ら フ ラン ス で 生ま れ 
た 未成 年 の 子供 の た め に 、13 歳 か ら フ ラン ス 国 籍 を 主 
張 す る こと が で きま す (フラ ンス に 常 居 所 が ある と い 
う 条件 は 8 歳 か ら 満 た され な けれ ば な り ま せん ) 。 た だ 
し 、 未 成年 者 が 第 17-3 条 の 第 3 項 に 規定 され た 手続 き に 
従っ て 確立 され た 精神 的 また は 身体 的 能力 の 障害 に 
よっ て 意思 表示 を する こと が で き な い 場合 は 、 そ の 未 
成年 者 の 同意 が 必要 で ある 。 


第 4 項 : 宜 吉 に よる フラ ンス 国籍 の 取得 
国籍 の 取得 
第 21-12 条 


フラ ンス 国籍 を 有する 者 に よる 単純 養子 縁組 の 対象 と 
な っ た 子 は 、 成 年 に 達する まで の 間 、 第 26 条 以下 に 規 
定 する 条件 の 下 で 、 フ ラン ス 国 籍 を 主張 する こと を 宣 
吾 す る こと が で きる が 、 そ の 宣言 の 時 点 で は フラ ンス 
に 居住 し て いる こと が 条件 で ある 。 


た だ し 、 フ ラン ス に 常 居所 を 有 し な い フ ラン ス 国 籍 の 
者 の 養子 と か っ た と き は 、 居 住 の 義務 は 、 廃 止 され 
の 。 


1? 裁 鹿 所 の 決定 に より 引き 取ら れ 、 少 な く と も 3 年 間 、 
フラ ンス 国籍 を 有する 者 に 育て られ た 、 ま た は 児童 福 
祉 事業 に 委託 され た 児童 2? 裁 鹿 所 の 決定 に より 引き 取 
られ 、 少 な く と も S$ 年 間 、 公 的 機関 また は 国務 院 の 法 多 
に より 定め られ た 特性 を 有する 民間 機関 の いずれ か に 
よっ て 、 フ ラン ス の 教育 を 受け る こと が で きる 条件 で 
育て られ た 児童 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


第 21-13 条 


第 26 条 宣言 に 先立つ 10 年 間 に 、 一 定 の 態様 で フラ ンス 
国籍 の 保有 を 享受 し た 者 は 、 第 26 条 以下 に 従っ て 行う 宣 
吾 に より 、 フ ラン ス 国 籍 を 主張 する こと が で き る 。 


申告 久 前 の 行為 の 有効 性 が フラ ンス 国籍 の 保有 に 従属 す 
る 場合 、 申 告 者 が フラ ンス 国籍 を 保有 し て いな か っ た 
と いう 理由 だ け で は 、 そ の 有効 性 を 争う こと は で き な 
い 。 


第 21-13-1 条 


第 26 条 か ら 第 26 条 の $ ま で の 規定 に よ る 申告 に よっ て 、 
少な く と も 65 歳 で 、 少 な く と も 23 年 間 フ ラン ス に 定期 
的 か つ 習 慣 的 に 居住 し 、 フ ラン ス 国 民 の 青 系 尊属 で あ 
る 者 は 、 フ ラン ス 国 籍 を 主張 する こと が で きる 。 


本 条 第 1 項 に 規定 する 条件 は 、 同 項 に 記載 する 申告 の 日 
に 評価 され る 。 


政府 は 、 本 条 の 規定 を 利用 する 申告 者 に に る フラ ンス 
国籍 の 取得 に つい て 、 第 21-4 条 に 規定 する 条件 の 下 に 反 
対す る こと が で きる 。 


第 21-13-2 条 


6 上 蔵 か ら フ ラン ス 人 名 内 に 通常 居住 し て いる 者 は 、 第 26 条 
か ら 第 26 条 の 5$ を 適用 し て 行政 当局 に 申告 する こと に よ 
り 、 成 年 時 に フラ ンス 国籍 を 主張 する こと が で きる 。 

また 、 フ ラン ス で 国 の 管理 下 に ある 教育 施設 に お いて 
義務 教育 を 受け た 場合 、21 条 の 7 また は 21 条 の 11 を 適用 
し て フラ ンス 国籍 を 取得 し た 兄弟 また は 姉妹 が いる 場 
合 、 フ ラン ス 国 籍 を 主張 する こと が で きる 。 


第 21-4 条 は 、 本 条 第 1 項 の 適用 に よる 申告 に 適用 され ま 
す 。 


第 21-14 条 
第 23 条 -6 条 の 適用 に より フラ ンス 国籍 を 喪失 し た 者 、 ま 


た は 第 30-3 条 の 適用 に より フラ ンス 国籍 を 拒否 され た 者 
は 、 第 26 条 以下 に 基づく 宣 斉 に より フラ ンス 国籍 を 主 


張 す る こと が で きる 。 


この 場合 、 フ ラン ス と の 文化 的 、 職 業 的 、 経 済 的 、 家 族 
的 な 結び つき が 明確 で ある か 、 ま た は 、 フ ラン ス 軍 の 

部 隊 で 実際 に 兵役 に つい た か 、 戦 時 中 に フラ ンス 軍 ま 

た は 同盟 箇 で 戦っ た こと が 必要 で ある 。 
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年 04 月 1 日 
フラ ンス 軍 の 部 隊 に お いて 現に 兵役 を 行い 、 ま た は 戦 
時 中 に フラ ンス 軍 も し く は 同盟 事 に お いて 戦っ た 者 の 
生存 配偶 者 も 、 本 条 第 1 項 の 規定 に よる 利益 を 受け る こ 
どか が FC きる 。 


第 S 項 : 公 的 機関 の 決定 に よる フラ ンス 国籍 の 取 

得 

公 的 機関 の 決定 に よる フラ ンス 国籍 の 取得 

第 21-14-1 条 

フラ ンス 国籍 は 、 国 防 大 臣 の 提案 に より 、 フ ラン ス 軍 

に 入隊 し た 外国 人 で 作戦 行動 中 また は 作戦 行動 の 際 に 負 
傷 し 、 申 請 し た 者 に 政 多 に より 付 王 され る 。 

該当 者 が 死亡 し た 場合 、 第 1 項 に 規定 する 条件 の も と 、 

死亡 の 日 に 第 22-1 条 に 規定 する 居住 条件 を 満た し て いた 
その 未成 年 の 子供 に も 同様 の 手続 き が 可能 で ある 。 


第 21-1S 条 


第 21-14-1 条 に 規定 され て いる 場合 を 除き 、 公 的 機関 の 
決定 に よる フラ ンス 国籍 の 取得 は 、 外 国人 の 要請 に よ 
り 政 金 で 説 め られ た 帰化 に 起因 する 。 


第 21-16 条 


帰化 許可 証 に 著名 し た 時 点 で フラ ンス に 居住 し て いな 
い 者 は 、 帰 化す る こと が で き な い 。 


第 21-17 条 


21-18 条 、21-19 条 、21-20 条 に 定め る 例外 を 除き 、 帰 化 
は 、 申 請 前 の $ 年 間 の フラ ンス で の 常 居 所 を 証明 で きる 
外国 人 に の み 許 可 さ れる 。 


第 21-18 条 


第 21-17 条 に 記載 され て いる 試用 期間 が 2 年 に 短縮 され ま 
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1? フラ ンス の 大 学 ま た は 高等 教育 機関 が 発行 する 証書 
を 取得 する た め に 2 年 間 の 高等 教育 を 修了 し た 外国 人 の 
場合 2? その 能力 お よび オ 能 に より フラ ンス に 事 要 な 

サー ビス を 提供 し た 、 ま た は 提供 する 可能 性 が ある 外 
国人 の 場合 。 


39 市 民 、 科 学 、 経 済 、 文 化 、 ス ポー ツ の 分 野 で 実施 ま 
た は 達成 され た 活動 と いう 観点 か ら 評価 され る 、 里 越 
し た 統合 の 実績 を 持つ 外国 人 の 場合 。 


第 21-19 条 

以下 の 者 は 、 研 修 期間 を 必要 と せ ず に 帰化 する こと が 
SS 

22 ラク ラブ 廃 政 ): 

290 ラ クラ ラ 閥 正 )。 

3 (廃止 され た 項 ) 

4? フラ ンス 軍 の 部 隊 で 実際 に 兵役 に 就 いた 外国 人 、 ま 
た は 戦時 中 に フラ ンス 軍 ま た は 同 盟 軍 に 自発 的 に 入隊 
じ た だ た 外国 大 3746 廃 八 さ れ た だ た パラ クラ タリ): 

6 フラ ンス に 特別 な 奉仕 を し た 外国 人 、 ま た は その 帰 
化 が フラ ンス に と っ て 特別 な 関心 を 呼ぶ 外国 人 。 こ の 
場合 、 帰 化 許 可 は 、 主 務 大 臣 か ら の 理由 ある 報告 書 に 対 


する コン セイ ユ ・ デ タ の 意見 を 経て 初め て 許可 され 
る 。 


7? 難民 お よび 無 国籍 者 の 保護 の た め の フ ラン ス 事 務 所 
を 設立 し た 1932 年 7 月 23 日 付 法律 第 52-893 号 に 基づき 、 
虹 の 地位 を 得 た 外国 人 。 

第 21-20 条 


フラ ンス の 文化 お よび 言語 較 に 属す る 者 は 、 公 用 語 ま 
た は 公用 語 の ひと つが フラ ンス 語 で ある 領土 また は 国 


家 の 国 民 で ある 場合 、 ま た は フラ ンス 語 を 母語 と する 
場合 また は フラ ンス 語 で 教え る 施設 に お いて 最低 3 年 
間 の 学校 教育 を 受け た こと を 証明 で きる 場合 に は 、 研 
修 期間 を 条件 と せ ず に 帰化 する こと が で きる 。 


第 21-21 条 


フラ ンス 国籍 は 、 フ ラン ス 語 を 話す 外国 人 が 帰化 を 申 
請 し 、 そ の 優れ た 業績 に よっ て フラ ンス の 影響 力 お よ 
び 国 際 経 済 関係 の 繁栄 に 貢献 し た 場合 、 外 和 務 大 臣 の 提案 
に より 胡 え る こと が で きる 。 


第 21-22 条 
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18 歳 に な る 前 に 帰化 する こと は で きま せん 。 
た だ し 、 両 親 の どちら か が フラ ンス 国籍 を 取得 し て い 
て も 外国 人 の まま で ある 未成 年 の 子供 に つい て は 、 甲 


請 前 の 5 年間 、 そ の 両親 と と も に フラ ンス に 居住 し て い 
た こと を 証明 すれ ば 、 帰 化 を 誰 め る こと が で きる 。 


第 21-23 条 


善 届 で な い 者 、 あ る い は この 法典 の 第 21-27 条 で 吉 及 さ 
れ て いる 犯 非 の 一 つ で 有 基 講 決 を 受け た 者 は 、 帰 化す 


る こと が で き な い 。 


た だ し 、 外 国 で 受け た 有 排 決 は 考慮 され な い 。 こ の 
場合 、 帰 化 を 宣告 する 法 信 は 、 国 務 院 の 同意 を 得 た 後 で 
が けれ は 先 行 され る こと は なか いい 。 


第 21-24 条 


特に 、 フ ラン ス 語 、 歴 史 、 文 化 、 社 会 (その 水準 と 評価 
方 法 は 、 国 務 院 の 法人 金 に よっ て 定め られ る ) 、 フ ラン 

ス 国 籍 に よっ て 革 えら れる 権利 と 義務 、 お よび 共和 国 

の 基本 原則 と 価値 観 の 遵守 に つい て 、 そ の 状態 に 応じ 

て 十分 な 知識 を 有 し て いる こと を 証明 し な い 限 り 、 帰 

他 す よる ご と は で き な い 。 


同化 試験 終了 後 、 フ ラン ス 国 民 の 権利 と 義務 に 関す る 憲 
草 に 著名 する 。 

この 憲章 は 、 国 家 評議 会 の 法 飲 に よっ て 承認 され 、 フ 

ラン ス 共 和 国 の 原則 、 価 値 観 、 重 要 な シン ボル を 想起 

させ る も の で ある 。 


第 21-24-1 条 


フラ ンス 語 の 知識 と いう 条件 は 、 少 な く と も 15 年 間 フ 
ラン ス に 定期 的 か つ 習 慣 的 に 居住 し 、70 歳 を 超え る 政 
治 亡命 者 、 無 国籍 者 に は 適用 され な い 、。 


第 21-2S 条 


帰化 を 待つ 外国 人 の 同化 お よび 健康 状態 を 確認 する 条件 
は 、 政 金 で 定め る 。 


第 21-2S-1 条 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 1 日 


帰化 に よる フラ ンス 国籍 取得 の 申請 に 対す る 公 的 機関 
の 回 答 は 、 完 全 な ファ イル を 構成 する た め に 必要 な す 
べ て の 書類 の 提出 か ら 18 ヶ 月 以内 に 行わ な けれ ば な ら 
ず 、 そ れ に 対し て 頁 ち に 受領 書 が 発行 され る 。 


帰化 を 希望 する 外国 人 が 、 提 出 の 日 に 少な く と も 10 年 間 
フラ ンス に 通常 居住 し て いる こと を 証明 する 場合 、 第 1 
項 に いう 期限 は 12 ヶ 月 に 短縮 され ます 。 


上 記 の 期間 は 、 理 由 の ある 決定 に より 、1 回 に 限り 3 ヶ 
月 間 延 長 す る こと が で きま す 。 


第 6 項 : フラ ンス 国籍 を 取得 する た め の 特 定 の 方 
法 に 共通 する 規定 

フラ ンス 国籍 の 取得 方 法 に 関す る 規定 

第 21-26 条 


フラ ンス 国籍 取得 の 条件 と な る 以下 の も の は 、 フ ラン 
ス に お ける 居住 と 同等 と みな され ます 。 


15? フラ ンス 国家 また は フラ ンス 経済 も し く は 文化 に 特 
別 な 関心 を 持つ 組織 の た め に 公 的 また は 私 的 な 職業 活 
動 を 行う 外国 人 の フラ ンス 国外 で の 滞在 。 


2? フラ ンス と 関税 同盟 を 結ん で いる 国 の うち 政信 で 指 
定 さ れ た 国 で の 漠 在 3? 平時 お よび 戦時 に お いて 、 フ ラ 
ンス 軍 の 正規 隊員 と し て 、 ま た は 国家 公務 中 法 の 第 2 巻 
に 規定 され た 義務 で フラ ンス 国外 に 滞在 4? 国家 公務 員 
ボラ ンティア と し て フラ ンス 国外 に 漠 在 する こと 。 


配偶 者 の 一 方 に 有利 な 居住 地 の 同 化 は 、 実 際 に 同居 し て 
いる 場合 、 他 方 に も 適用 され ます 。 


第 21-27 条 


国家 の 基本 的 利益 に 対す る 攻撃 また は テロ 行為 を 構成 
する 犯 非 また は 犯 旧 で 有 暮 決 を 受け た 場合 、 ま た は 
問題 の 犯 大 に か か わら ず 、 執 行 猫 予 の な い 6 ヶ月 以上 の 
禁固 刑 を 言い 渡さ れ た 場合 は 、 フ ラン ス 国 籍 を 取得 し 
た り 、 こ の 国籍 に 復権 する こと は で き な い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 

明示 的 に 撤回 また は 廃止 され て いな い 国 外 退 去 命 金 、 
また は 完全 に 実行 され て いな い フ ラン ス 領 内 へ の 入国 
禁止 命 信 の 対象 で あっ た 者 に も 適用 され る 。 


フラ ンス に お ける 外国 人 の 洛 在 に 関す る 法律 お よび 条 
約 に 照ら し て 、 フ ラン ス で の 少 在 が 不 規 則 で ある 者 に 


も 適用 され る 。 


本 条 は 、21-7 条 、21-11 条 、21-12 条 お よび 22-1 条 に より 
フラ ンス 国籍 を 取得 で き る 未成 年 者 、 フ ラン ス 刑 法 第 
133-12 条 の 規定 に より 自動 的 に 思 赦 され た 受刑 者 、 ま た 
は フラ ンス 刑事 訴訟 法 775-1 条 お よび 775-2 条 の 規定 に よ 
り 犯 罪 記 録 の 2 番 か ら 除 外さ れ た 前 科 者 に は 適用 され な 
(0 


第 21-27-1 条 


公 的 機関 の 決定 また は 宣言 に よっ て フラ ンス 国籍 を 取 
得する 場合 、 関 係 者 は 、 婚 に 所 有 し て いる 国籍 、 フ ラ 
ンス 国籍 に 加え て 保持 し て いる 国籍 、 お よび 放棄 し よ 
うと する 国籍 を 管轄 官庁 に 示す も の と する 。 


第 7 項 : フラ ンス 国籍 取得 の 儀式 
第 21-28 条 


県 内 の 国 の 代表 者 また は パリ で は 警察 庁 長官 が 、 フ ラ 
ンス 国籍 取得 後 6 ヶ月 以内 に 、 第 21 条 の 2、 第 21 条 の 11、 
第 21 条 の 12、 第 21 条 の 13 の 1、 第 21 条 の 13 の 2、 第 21 条 の 
14、 第 21 条 の $、 第 21 条 の 6、 第 21 条 の 7、 第 21 条 の 8、 第 
21 条 の 9、 第 21 条 の 9 の 各 項 に 掲げ る 県 内 に 在住 する 者 に 
対し て フラ ンス 国籍 の 受容 式 を 組織 し 、 そ の 場 で フラ 
ンス 国 球 を 取得 し な けれ ば な ら な い 。21-14-1, 21-15, 24- 
1, 24-2. 32-4、 お よび 1964 年 12 月 26 日 付 法 律 第 64-1328 号 
(1963 年 5 月 6 日 に スト ラス ブー ル で 著 名 され た 重 国 籍 
の 場合 の 軽減 お よび 還 国 籍 の 場合 の 軍事 義務 に 関す る 欧 
州 評 議会 の 条約 を 認可 ) の 2 条 が あり ます 。 


歓迎 式典 に は 、 そ の 部 門 で 選出 され た 代 議 員 お よび 元 
老 院 議員 が 招待 され ます 。 


第 21-7 条 を 適用 し て 権利 に より フラ ンス 国籍 を 取得 し た 
者 は 、 第 31 条 で 訓 及 され た フラ ンス 国籍 の 証明 書 の 発 
行か ら 6 ヶ月 以内 に この 式典 に 招 か れ ま す 。 


歓迎 式典 で は 、 第 21-24 条 で 迷 べた フラ ンス 国民 の 権利 
と 義務 に 関す る 電 草 が 、 第 1 項 と 第 3 項 で 迷 ぶ べた フラ ン 
ス 国籍 を 取得 し た 人 に 渡さ れ ま す 。 


第 21-29 条 


県 内 の 国 の 代表 者 また は パリ で は 警察 寺 長 は 、 登 録 官 
と し て の 資格 で 、 市 町 村 に 居住 し 、 フ ラン ス 国 籍 へ の 
受容 の 儀式 か ら 利益 を 得る 可能 性 の ある 者 の 身元 お よ 
び 住 所 を 市 長 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - ドキ ュ メ ント 生 
成 日 : April 15, 2022 


市 長 の 要請 が あっ た 場合 、 市 長 は 、 市 民 登 録 記 と し て の 
資格 で 、 フ ラン ス 国 籍 へ の 受け 入れ の 儀式 を 組織 する 

権限 を 付 所 する こと が で き る 。 

第 2 節 : フラ ンス 国籍 の 取得 に よる 効果 

第 22 条 

フラ ンス 国籍 を 取得 し た 者 は 、 そ の 取得 の 日 か ら 、 フ 


ラン ス 国 民 の 地位 に 付随 する すべ て の 権利 を 享受 し 、 
すべ て の 義務 に 拘束 され ます 。 


第 22-1 条 


両親 の どちら か が フラ ンス 国籍 を 取得 し た 未成 年 の 子 
供 は 、 そ の 親 と 同じ 常 居所 を 有する 場合 、 ま た は 別居 
や 離婚 の 場合 に その 親 と 交互 に 居住 する 場合 、 権 利 と 
し て フラ ンス 国籍 を 取得 する 。 


本 条 の 規定 は 、 公 権力 の 決定 また は 国籍 の 宜 斉 に よ っ 
て フラ ンス 国籍 を 取得 し た 者 の 子 に つい て は 、 そ の 者 
の 氏名 が 決定 また は 宣言 に 記載 され て いる 場合 に の み 
適用 され る 。 


第 22-2 条 


前 条 の 規定 は 、 結 婚 し て いる 子 に は 適用 され な い 。 


第 22-3 条 


た だ し 、 第 22-1 条 に より フラ ンス 国籍 を 有 し 、 フ ラン ス 
で て 出生 し て いな い 子 供 は 、 成 年 に 先立つ 6 ヶ月 間 お よび 
成年 に 続く 12 ヶ 月 間 に そ の 地位 を 放棄 する 権利 を 有 す 

る 。 


この 権利 は 、 第 26 条 以下 の 規定 に 従っ て 宣言 する こと 
に より 行使 する こと が で きる 。 


歳 か ら は 、 同 じ 条 件 の 下 で この 権利 を 放棄 する こと が 
で きる 。 

第 4 章 : フラ ンス 国籍 の 喪失 、 喪 失 お よび 回 復 
フラ ンス 国籍 


Code civil - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


第 1 節 : フラ ンス 国籍 の 喪失 

第 23 条 

フラ ンス 国籍 を 有 し 、 通 常 は 外国 に 居住 し て いる 成人 
が 、 自 発 的 に 外国 籍 を 取得 し た 場合 、 本 号 第 26 条 以下 に 


規定 する 条件 の も と で 、 明 示 的 に 宣言 し た 場合 に の み 
フラ ンス 国籍 を 喪失 する 。 


第 23-1 条 


フラ ンス 国籍 を 喪失 する た め の 宣 詩 は 、 外 国籍 の 取得 
を 申請 し た 時 か ら 、 居 く と も 取得 の 日 か ら 1 年 以内 に 行 
うこ と が で きる 。 


第 23-2 条 


3$ 蔵 未満 の フラ ンス 人 は 、 番 展 な 市 民 で ある 場合 に 限 


り 、 上 記 第 23 条 及び 第 23 条 第 1 項 に 規定 する 宜 言 を する 
SRC 

第 23-2 条 33 蔵 未満 の フラ ンス 人 は 、 国 家 公 務 員 法 の 第 2 
巻 の 義務 を 十分 に 果たし て いる 場合 に 限り 、 上 記 の 第 
23 条 お よび 第 23 条 -1 項 に 定め る 申告 を 行う こと が で き 
る 。 


第 23-3 条 


第 18 条 第 1 項 、 第 19 条 第 4I 順 お よび 第 22 条 第 3 項 に 規定 す 
る 場合 に お いて フラ ンス 国籍 を 放棄 する 選択 肢 を 行使 
し た フラ ンス 人 は 、 フ ラン ス 国 籍 を 喪失 する 。 


第 23-4 条 


外国 籍 を 有 す す る フラ ンス 国民 は 、 未 成年 者 で あっ て 
も 、 有 要請 に より フラ ンス 国籍 を 喪失 する こと を フラ ン 
ス 政 府 か ら 許可 され る 。 


この 許可 は 、 政 信 に よっ て 世 え られ ます 。 


第 23-S 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 26 条 外国 人 と 婚 畑 し た 場合 、 フ ラン ス 人 配偶 者 は 、 
配偶 者 の 外国 籍 を 取得 し 、 世 帯 の 常 居所 が 外国 に 確立 さ 


れ て いる こと を 条件 に 、 第 26 条 以下 の 規定 に 従っ て フ 
ラン ス 国 籍 を 合 認 する こと が で きる 。 


た だ し 、35 蔵 未満 の フラ ンス 人 は 、 国 家 公 務 員 法 の 第 2 
巻 に 規定 され た 義務 を 遵守 し て いる 場合 に の み 、 こ の 
償 認 の 選択 肢 を 行使 する こと が で き る 。 


第 23-6 条 


フラ ンス 国籍 の 喪失 は 、 フ ラン ス 人 の 家系 で ある 関係 
者 が フラ ンス 国籍 を 保有 し て お ら ず 、 フ ラン ス に 常 居 
所 を 有 し た こと が な い 場 合 、 フ ラン ス 国 籍 を 保有 し て 
いた 子孫 が フラ ンス 国籍 を 保有 し て お ら ず 、 半 世紀 に 
わた っ て フラ ンス に 居住 し て いな い 場 合 、 痢 決 に より 
確定 する こと が で きる 。 


者 決 は 、 フ ラン ス 国 籍 が 失わ れ た 日 を 決定 し ます 。 革 
決 は 、 フ ラン ス 国 籍 が 失わ れ た 日 を 決定 し 、 こ の 国籍 
は 関係 者 の 著作 者 に よっ て 失わ れ 、 後 者 は フラ ンス 人 
で あっ た こと が な いと 決定 する こと が で きま す 。 


第 23-7 条 


外国 の 国民 と し て 事実 上 行動 し て いる フラ ンス 人 は 、 
その 国 の 国籍 を 有 し て いる 場合 、 国 務 院 の 同意 を 得 

て 、 政 金 に より 、 フ ラン ス 人 の 地位 を 失っ た と 宣 詩 す 
る の 呈 が で きる 。 


第 23-8 条 


フラ ンス 国民 は 、 外 国 の 軍隊 若しくは 公職 又は フラ ン 
ス が 属し な い 国 際 機 関 に 雇用 され て いる 間 、 又 は より 
一 般 的 に それ ら を 援助 し て いる 間 、 政 府 に よる 差 止 命 
念 に も か か わら ず 、 そ の 雇用 を 辞 さ ず 又 は それ ら の 援 
助 を や め な か っ た と き は 、 フ ラン ス 国 籍 を 失う も の と 
ずる 。 


当該 者 は 、 差 止 命 信 に よっ て 定め られ た 期間 (15 日 以上 2 
箇月 以内 ) 内 に 、 そ の 活動 を 終了 し な か っ た と き は 、 国 
務 院 の 政信 に よっ て フラ ンス 国籍 を 喪失 し た も の と 宣 
言 さ れる 。 


国務 院 の 意見 が 不利 な 場合 、 前 項 に 規定 する 措 加 は 、 閣 
僚 会 議 の 政 人 名 に よっ て の み 行 うこ と が で き る 。 


第 23-9 条 


フラ ンス 国籍 の 喪失 の 効力 は : 
民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


19 第 23 条 に 規定 する 場合 は 外国 籍 を 取得 し た 日 に 、2? 
23-3 条 お よび 23-$ 条 に 規定 する 場合 は 宣言 の 日 に 、3? 
23-4 条 、23-7 条 お よび 23-8 条 に 規定 する 場合 は 対決 の 日 
に 、4? 第 23-6 条 に 規定 する 場合 は 装 決 で 定め られ た 日 
こ 、 そ れ ぞ れ 発 効 す る 。 


で ーー 


第 2 節 : フラ ンス 国籍 の 回 復 
第 24 条 


フラ ンス 国籍 を 有 し て いた こと を 証明 する 者 の フラ ン 
ス 国 籍 の 回 復 に つい て は 、 次 の 各 条 項 に 定め る 区 別に 
従っ て 、 政 今 ま た は 宣言 に より 行わ れる 。 


第 24-1 条 


法 信 に よる 復権 は 、 年 齢 に 関係 な が く 、 ま た 訓練 を 受け 
る こと を 条件 と せ ず に 取得 する こと が で きる 。 そ れ 以 
外 の 場合 は 、 帰 化 の 条件 と 規則 に 従い ます 。 


第 24-2 条 


外国 人 と の 婚 妨 、 ま た は 個人 の 措 帝 に よる 外国 籍 の 取得 
に より フラ ンス 国籍 を 喪失 し た 者 は 、 第 21-27 条 の 規定 
に 従っ て 、 フ ラン ス 国 内 また は 国外 に お いて 、 第 26 条 
以下 に 従っ て 宣言 する こと に より 、 復 権 す る こと が で 
きる 。 


これ ら の 者 は 、 フ ラン ス と の 明確 な 関係 、 特 に 文化 
的 、 職 業 的 、 経 済 的 また は 家族 的 な 関係 を 保持 また は 獲 
得 し て いな けれ ば な ら な い 。 


第 24-3 条 


政信 また は 宣言 に よる 復権 は 、 本 号 第 22 条 第 1 項 お よび 
第 22 条 第 2 項 の 条件 に より 、18 蔵 未満 の 子供 に 関し て 有 
効 で ある 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 節 : フラ ンス 国籍 の 奴 春 
第 2S 条 


フラ ンス 国籍 を 取得 し た 個人 は 、 国 家 評議 会 の 承認 を 経 
て 発行 され た 政信 に より 、 フ ラン ス 国 籍 を 剥奪 され る 
こと が ある が 、 玉 春の 結果 、 無 国籍 と な る 場合 は この 
限り で は な い 。1? 国家 の 基本 的 利益 に 対す る 攻撃 を 構 
成す る 犯 非 また は 軽 犯 因 と みな され る 行為 、 あ る い は 
テロ 行為 と みな され る 犯 卓 ま た は 軽 犯 罪 と みな され る 
行為 で 有 有 罪 衛 決 を 受け た 場合 、2? 刑法 第 2 章 、 第 3 編 、 第 
4 巻 に 規定 され 削 せ られ る 犯 非 また は 軽 犯 卓 と し て 有 基 
者 決 を 受け た 場合 : 


4? フラ ンス 国民 の 身分 と 相 容 れ ず 、 フ ラン ス の 利益 を 
害する 外国 国家 の 利益 の た め の 行為 を 行っ た 場合 。 


第 25-1 条 


没収 は 、 関 係 者 が 告発 され 、 第 25 条 で 言及 され た 行為 が 
フラ ンス 国 球 取得 前 また は 取得 の 日 か ら 10 年 以内 に 行 
われ た 場合 に の み 発生 する 。 


また 、 当 該 行 為 の 実行 か ら 10 年 以内 に の み 宜 告 す る こ 
と が で きる 。 


関係 者 が 告発 され た 行為 が 第 25 条 の 1? に 言及 され て いる 
場合 、 前 2 項 の 期限 は 13 年 に 延長 され ます 。 


2 フラ ンス 国籍 の 取得 また は 喪失 に 関連 する 
邊 


フラ ンス 国籍 
第 1 人 節 : 国籍 の 申告 
第 26 条 


フラ ンス 人 の 配偶 者 と の 婚 如 、 第 21-2 条 に 基づく 、 ま た 
は フラ ンス 人 の 全 和 尊属 で ある こと 、 第 21-13-1 条 に 基 
づく 、 ま た は フラ ンス 人 の 兄弟 姉 球 で ある こと を 理由 
と し て な され る 国籍 の 申告 。 第 21-13-2 条 に 従っ て 、 ま 
た は 第 21-13-3 条 に 従っ て 、 フ ラン ス 人 で ある こと を 理 
由 と し て 、 ま た は 第 21-13-3 条 に 従っ て 、 フ ラン ス 人 で 
ある こと を 理由 と し て 。 

第 21-13-2 条 に 従っ て フラ ンス 人 の 兄弟 姉妹 で ある こと 
を 理由 と し た 、 行 政 当局 に よる 受理 が あり ます 。 そ の 
他 の 国籍 に 関す る 申告 は 、 司 法 裁 鹿 所 書記 官 室長 また は 
領事 に よっ て 受理 され ます 。 こ れ ら の 申告 書 を 受 促 す 
る 際 の 様式 は , 国家 評議 会 の 政信 で 定め る 。 


受領 書 は 、 そ の 許容 性 を 証明 する た め に 必要 な 書類 を 
提出 し た 後に 発行 され ます 。 


第 26-1 条 


た だ し 、 以 下 の 宣 言 は 例外 で 、 帰 化 担当 大 臣 が 登録 す 
る 。 


フラ ンス 人 の 配偶 者 と の 婚 如 に 基づく 申告 、2. 第 21-13- 
1 条 に 基づき フラ ンス 人 の 尊属 で ある こと に 基づく 申 
告 、3. 第 21-13-2 条 に 基づき フラ ンス 人 の 弟 ま た は 妹 で 
ある こと に 基づく 申告 。 


第 26-2 条 


フラ ンス 国籍 の 宣 店 を 受理 し 登録 する 権限 を 有する 司 
法 坊 講 所 また は 地方 議会 の 所 在 地 お よび 管轄 は 、 政 念 で 
定め る 。 


第 26-3 条 


第 26 条 大 臣 ま た は 司法 裁 剤 所 の 司法 書記 官 室長 は 、 法 
的 条件 を 満た さ な い 申告 の 登録 を 拒否 し な けれ ば な ら 
な い 。 


宣言 者 は その 理由 ある 決定 を 通知 され 、6 ヶ 月 以内 に 司 
法 裁 鹿 所 に 対し て 異議 を 申し 立て る こと が で き る 。 歳 
以上 の 未成 年 者 は 、 個 人 的 に 訴訟 を 提起 する こと が で 
きる 。 


登録 拒否 の 決定 は 、 申 告 者 が 申告 の 許容 性 を 証明 する た 
め に 必要 な すべ て の 書類 の 提出 を 証明 する 受信 証 を 発 
行 さ れ た 日 か ら 6 ヶ月 以内 に 行わ な けれ ば な ら な い 。 


第 21 条 の 2、 第 21 条 の 13 の 1 及び 第 21 条 の 13 の 2 に 基づき 
提出 され た 宣言 に つい て は 、 期 限 を 1 年 に 延長 する も の 
の の 8 

第 21 条 の 4、 第 21 条 の 13 の 1 また は 第 21 条 の 13 の 2 に 基 づ 


き 政府 に よっ て 異議 申立 手続 が 開始 され た 場合 、 こ の 
期間 は 2 年 に 延長 され る も の と し ます 。 


第 26-4 条 


法定 期間 内 に 登録 が 拒絶 され な か っ た 場合 、 登 録 の 記載 
を 付 し た 申告 書 の 吾 し を 申告 者 に 交付 する 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

登録 が な され た 日 か ら 2 年 以内 に 、 法 的 条件 が 満た され 
て いな い 場 合 、 検 圭 官 に 異議 を 申し 立て る こと が で き 
る 。 


虚偽 また は 不正 の 事実 が あっ た 場合 に も 、 そ の 発見 か 
ら 2 年 以内 で あれ ば 、 検 察 庁 に 対し て 登記 を 対抗 する こ 
と が で きる 。 第 21-2 条 に 規定 され た 宣言 の 登録 か ら 12 ヶ 
月 以内 に 夫婦 間 の 共同 生活 が 停止 し た 場合 は 、 詐 欺 と 推 
定 さ れる 。 


第 26-S 条 


第 23-9 条 の 第 2 項 (1?) の 規定 に 従い 、 国 籍 の 宜 言 は 、 
いっ た ん 登録 され る と 、 そ れ が な され た 日 に 効力 を 発 
する 。 


第 2 節 : 行政 上 の 決定 
第 27 条 


フラ ンス 国籍 の 取得 、 帰 化 、 復 権 、 お よび フラ ンス 国 
籍 吾 失 の 許可 に つい て 、 不 許可 、 延 期 、 拒 否 の 決定 を す 
る 場合 は 、 立 証 さ れ な けれ ば な ら な い 。 


第 27-1 条 


第 26 条 フラ ンス 国籍 の 取得 、 帰 化 、 復 帰 、 喪 失 の 許 
可 、 喪 失 、 喪 失 に 関す る 政信 は 、 政 金 で 定め られ た 様式 
で 作成 され 、 公 布 さ れる 。 こ れ ら の 法 念 に は 遡及 的 な 
効果 は な い 。 


第 27-2 条 


取得 、 帰 化 、 復 権 に 関す る 政 人 金 は 、 申 請 者 が 法 的 条件 を 
満た さ な い 場合 、 官 報 に 掲載 され て か ら 2 年 以内 に 、 国 
務 院 の 同意 を 得 て 取 り 消 すこ と が で きる 。 政 信 が 嘘 ま 
た は 不正 に よっ て 得 ら れ た 場合 、 不 正 の 発覚 か ら 2 年 以 
内 に 、 こ れ ら の 政 金 を 取り 消す こと が で きる 。 


第 27-3 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 23 条 の 7 お よび 第 23 条 の 8 に 規定 され た 理由 の 1 つ に よ 
る フラ ンス 国籍 の 喪失 、 ま た は フラ ンス 国 球 の 没収 に 
つなが る 政信 は 、 利 害 関係 者 の 聴取 また は 見 和解 の 提出 


を 求め た 後に 発行 され ます 。 


第 3 節 : 市 民権 登記 簿 へ の 記載 
第 28 条 


出生 記録 の 余白 に 、 フ ラン ス 国 籍 の 取得 、 喪 失 ま た は 回 
復 に つなが る 行政 行為 お よび 宣言 に つい て 記載 し ま 
す 。 


また 、 フ ラン ス 国 籍 の 証明 書 の 最初 の 発行 、 お よび こ 
の 国籍 に 関す る 裁 刻 所 の 決定 に つい て も 同様 に 記載 し 
ます 。 


第 28-1 条 


前 条 に 規定 する 国籍 に 関す る 記載 は 、 出 生 証 明 書 又 は そ 
れ に 代わ る も の と し て 作成 され た 証明 書 の 親子 関係 を 
示す コピ ー 及 び 抄 本 に 自動 的 に 記載 され る 。 


また 、 利 害 関係 人 の 請求 に より 、 出 生 証 明 書 の 親族 関係 
の 記載 の な い 抄 本 や 戸籍 膳 本 に も 記載 が な され る 。 た 
だ し 、 フ ラン ス 国 籍 の 喪失 、 和 酵 退 、 没 収 、 取 得 反対 、 取 
得 ・ 帰 化 ・ 復 権 金 の 撤回 、 外 国籍 を 確定 し た 司法 和 断 に 
つい て は 、 過 去 に 国籍 を 取得 し た 者 、 司 法 に より 認め 
られ た 者 、 フ ラン ス 国 籍 の 証明 書 を 発行 され た 者 が 、 
当該 書類 へ の 記載 を 求め た 場合 、 出 生 証 明 書 の 抄本 や 家 
族 手 帳 に 自動 的 に 記載 され ます 。 


第 6 章 : 国籍 に 関す る 訴訟 


第 1 節 : 司法 裁 記 所 の 管轄 権 お よび 司法 裁 麟 所 に 
対す る 手続 き 


司法 裁 記 所 に 対す る 手続 
第 29 条 
一 般 資 轄 権 を 有する 民事 萩 鹿 所 は 、 自 然 人 の フラ ンス 国 


籍 また は 外国 国籍 に 関す る 紛争 を 灰 理 する 唯一 の 管轄 権 
を 有 し ます 。 


国籍 に 関す る 問題 は 、 刑 事 障 審 の ある 刑事 裁 計 所 を 除 
き 、 他 の 行政 裁 記 所 また は 司法 才 記 所 に 付託 され る も 
の と する 。 


第 29-1 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


自然 人 の フラ ンス 国籍 また は 外国 国 球 に 関す る 紛争 を 
番 理 する 権限 を 有する 司法 裁 記 所 の 所 在 地 お よび 管轄 
は 、 政 金 で 定め る 。 


第 29-2 条 
国籍 に 関す る 事項 、 特 に 召喚 状 、 提 出 物 、 上 訴 を 法務 省 


に 提出 する 際 の 手続 き は 、 民 事 訴訟 法 に よっ て 定め ら 
CNVO、 


第 29-3 条 


何人 も 、 フ ラン ス 国 籍 を 有する か 合 か を 決定 する た め 
に 行動 する 権利 を 有 し ます 。 


検察 紀 は いか な る 者 に 対し て も 同じ 権利 を 有する 。 検 
察 は 国籍 申告 の た め の 訴 訟 に お いて 必要 な 被告 人 で 

す 。 国籍 の 問題 を 審理 する 権限 を 有する 裁 鹿 所 に お い 
て 、 国 籍 の 問題 が 事件 と し て 提起 され る 場合 に は 、 常 
に 関 宮 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 29-4 条 


検察 官 は 、 行 政 機関 また は 第 29 条 に 従っ て 手続 を 停止 し 
た 裁 講 所 に 対し て 国籍 異議 を 提起 し た 第 三 者 か ら 要 請 さ 
れ た 場合 、 行 動 す る 義務 が ある 。 国 籍 異議 を 申し 立て 
た 第 三 者 は 、 関 名 し て いな けれ ば な ら な い 、。 


第 29-S 条 


第 29 条 5 ンス 国籍 の 問題 に 関 し て 通常 の 裁 鹿 所 が 下 
し た 装 決 お よび 裁定 は 、 当 事 者 で も 代理 人 で も な い 者 
に 関し て も 効力 を 持つ 。 


し か し 、 利 害 関係 者 は 、 検 圭 官 が 関 台 し て いる 場合 に 限 
り 、 第 三 者 訴訟 に よっ て 異議 を 申し 立て る こと が で き 
ます 。 


第 2 節 : 司法 裁 記 所 に お ける 国籍 の 証明 
裁 鹿 所 
第 30 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


フラ ンス 国籍 の 問題 に お ける 立証 責任 は 、 国 籍 が 問題 
に な っ て いる 者 が 負う 。 


た だ し 、 こ の 立証 責任 は 、 第 31 条 以下 に 従っ て 発行 さ 
れ た フラ ンス 国籍 の 証明 書 を 所 持 す る 個人 の フラ ンス 
国籍 に 異議 を 唱え る 者 に ある 。 


第 30-1 条 


フラ ンス 国籍 が 宣言 、 取 得 の 命 金 、 帰 化 、 復 帰 、 叙 土 の 
併合 以外 の 方 法 で 帰属 また は 取得 され た 場合 、 証 明 は 、 
法律 で 要求 され る すべ て の 条件 の 存在 を 立証 する こと 
に よっ て の み 行 うこ と が で きる 。 


第 30-2 条 


し か し な が ら 、 フ ラン ス 国 籍 が 親族 関係 に し か 由来 し 
な い 場 合 、 当 該 者 な ら び に 当該 者 に フラ ンス 国籍 を 紀 
える 可能 性 の ある 父 お よび 母 が 、 常 に フラ ンス 国籍 の 
地位 を 保有 し て いた な ら ば 、 他 に 証明 され な い 限 り 、 
成立 し た も の と みな され る 。 


マヨ ッ ト 島 で 生ま れ 、1994 年 1 月 1 日 に 成人 し て いる 者 
の フラ ンス 国籍 は 、 こ れ ら の 者 が フラ ンス の 身分 を 常 
に 保有 し て いた 場合 、 補 完 的 に 確立 され た と みな され 
2 。 


移民 と 統合 に 関す る 2006 年 7 月 24 日 付 法律 第 2006-911 号 

の 公布 か ら 3 年 間 は 、 本 条 第 2 項 の 適用 の た め 、 マ ヨッ 

ト で 生ま れ た こと を 証明 する 1994 年 1 月 1 日 に 滴 年 齢 の 

人 は 、 さ ら に 、 前 述 の 2006 年 7 月 24 日 付 法律 第 2006-911 

号 の 公布 以前 、 少 な く と も 10 年 間 マ ヨッ ト の 投票 者 名 簿 
に 登録 され て いて 、 マ ヨッ ト に 常住 する こと を 証明 で 
きる 場合 は 、 常 に フラ ンス の 身分 を 所 有 し て いた も の 

と 見 な され ます 。 


第 30-3 条 


個人 が 、 そ の 者 が 先祖 代々 国籍 を 有する 祖先 が 半 世 紀 以 
上 滞在 し て いる 外国 に 居住 し て いる 、 ま た は 居住 し て 

いた 場合 、 そ の 者 及び その 者 に 国籍 を 七 える 可能 性 の 

ある 父 ま た は 母 が フラ ンス 国籍 を 保有 し て いな か っ た 

場合 、 そ の 者 は 、 先 祖 代 々 フラ ンス 国籍 を 有する こと 

を 証明 する こと は 許さ れ な いと し ます 。 


この 場合 、 裁 鹿 所 は 第 23-6 条 に 基づき 、 フ ラン ス 国 籍 の 
喪失 を 宣言 し な けれ ば な り ま せん 。 


第 30-4 条 


フラ ンス 国籍 の 喪失 また は 喪失 の 場合 を 除き 、 個 人 が 
外国 人 で ある こと の 証明 は 、 当 該 人 物 が フラ ンス 国籍 
を 有する た め に 法律 で 要求 され る 条件 の いずれ か を 満 


だ た し て いな いこ と を 示す こと に よっ て の み 行 うこ と が 
で きま 。 

Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


第 3 節 : フラ ンス 国籍 の 証明 書 
第 31 条 


司法 裁 記 所 の 司法 書記 官 室 の 業務 部 長 は 、 こ の 国籍 を 有 
する こと を 証明 で きる 者 に 対し て フラ ンス 国籍 の 証明 
書 を 発行 する 唯一 の 権限 を 有する 。 


第 31-1 条 


国籍 証明 書 を 発行 する 権限 を 持つ 司法 裁 記 所 また は 地方 
議会 の 所 在 地 と 管轄 は 、 政 今 で 定め られ て いる 。 


第 31-2 条 


国籍 証明 書 は 、 本 号 の 第 II 章 、 第 IL 章 、 第 IV 章 、 第 VII 章 
を 参照 し 、 関係 者 が フラ ンス 国民 と し て の 地位 を 有 す 
る 法 的 規定 、 お よび 、 そ れ を 立証 する た め の 書 類 を 示 
し ます 。 証明 され な い 限 り 真 正 で ある 。 


国籍 証明 書 を 作成 する た め に 、 司 法 裁 麟 所 の 司法 登録 業 
務 部 長 は 、 他 の 要素 が な い 場 合 、 外 国 で 作成 され 、 自 分 
の 前 に 提出 され た 市 民権 記録 が 、 フ ラン ス 法 が それ に 
付す で あろ う 効 果 を 有する と 推定 する こと が で きる 。 


第 31-3 条 


司法 裁 刻 所 の 司法 書記 官 長 が 国籍 証明 書 の 発行 を 拒否 し 
た 場合 、 利 害 関係 人 は 、 法 務 大 臣 に この 問題 を 付託 する 
こと が で きる 。 


第 7 章 : 主権 の 移譲 が フラ ンス 国籍 に 及ぼ す 影 響 
特定 の 賃 土 に 関す る 主権 
第 32 条 


1960 年 7 月 28 日 に 成立 し た フラ ンス 共和 国 の 領 土 に 由来 
する フラ ンス 人 で 、 独 立 の 日 に 以前 フラ ンス 共和 国 の 
償 土 と し て の 地位 を 有 し て いた 国 の 領土 に 居住 し て い 
た 者 は 、 フ ラン ス 国 籍 を 取得 する こと が で きる 。 
以前 フラ ンス 共和 国 の 海外 領土 と し て の 地位 を 有 し て 
いた 者 は 、 フ ラン ス 国 籍 を 保持 する 。 


これ ら の 者 の 配偶 者 、 論 婦 ま た は 妻夫 お よび 子孫 に つ 
いて も 同様 と する 。 


第 32-1 条 


自決 の 投票 結果 の 公式 発表 の 日 に アル ジェ リア に 居住 
する 普通 法 の 市 民権 を 有 す す る フラ ンス 人 は 、 ア ル ジ ェ 
リア 国籍 に 関す る 状況 が どう で あれ 、 フ ラン ス 国 籍 を 
保持 する 。 


第 32-2 条 


1962 年 7 月 22 日 以前 に アル ジェ リア で 生ま れ た コモ ン 
ロー の 市 民権 を 持つ 者 の フラ ンス 国籍 は 、 第 30-2 条 の 条 
件 の も と 、 こ れ ら の 者 が 常に フラ ンス の 地位 を 事 受 し 
て いた 場合 に は 、 成 立 し た も の と みな され る 。 


第 32-3 条 


独立 の 日 に 、 そ れ ま で 共和 国 の 県 また は 海外 領土 で 
あっ た 国 の 領域 に 居住 する フラ ンス 人 は 、 そ の 国 の 法 
律 に よっ て 他 の 国籍 が 世 え られ て いな い 場 合 、 自 動 的 
に その 国籍 を 保持 する 。 


前 項 の 規定 の 恩恵 を 受け る 者 の 子 で 、 そ の 父母 が 居住 
し て いた 地域 の 独立 へ の 加 明 の 日 に お いて 18 歳 未満 で 
ある 者 も 、 権 利 と し て フラ ンス 国籍 を 保持 する 。 


第 32-4 条 


共和 国 議 会 、 フラ ンス 連合 議会 お よび 経済 理事 会 の 元 議 
員 で 、 フ ラン ス 国 籍 を 失い 、 一 般 規定 の 効果 に より 外 
国籍 を 取得 し た 者 は 、 フ ラン ス に 住所 を 定め た 場合 
簡単 な 申告 に より フラ ンス 国籍 に 復帰 する こと が で き 
る 。 


また 、 そ の 配偶 者 、 奉 婦 、 去 夫 お よび その 子供 に つい 


て も 同様 の 選択 が 可能 で ある 。 


第 32-S 条 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 4 月 13 日 


第 26 条 前 条 に 規定 する 復権 宣 埋 は 、 第 26 条 以下 の 規定 
に 従っ て 、18 歳 に 達し た 時 点 で 関係 者 が 行う こと が で 
きる 代理 大 に よっ の 行う こと ば は で き が い 。 示 成 年 者 
に つい て は 、 第 22 条 第 1 項 お よび 第 22 条 第 2 項 の 条件 に 
より 有効 で ある 。 


第 8 章 。 海 外 集団 に 固有 の 規定 
憲法 第 74 条 で 、 ニ ュー カレ ドニ ア に 適用 され る 規 


Oo 


第 33 条 
本 号 の 適用 の た め に : 


1 “大 審 院 “と いう 言葉 は 大 審 院 “と いう 言葉 は “第 一 審 
裁 間 所 “と いう 言葉 に 芯 き 換え られ る 。2? 第 21-28 条 お 
よび 第 21-29 条 に お いて 、「 県 内 」 は 「 県 外 」 に 改め 
る 。 第 21 条 の 28 お よび 第 21 条 の 29 に お いて 、 「 部 内 」 
と いう 語 を 「 地 域内 」 と いう 語 に 改め る 。 「 地 域 社会 
に お 償 る 。 また は ヨー 力 レ ドア に お ける 」 と いい 
う 言葉 に 草 きま 換え られ まし た 。 


ウォ リス ・ フ ツナ 諸島 、 フ ラン ス 叙 ポ リネ シア 、 お よ 
び ニ ュー カレ ドニ ア で 第 68 条 に 基づき 発生 し た 信金 

は 、 そ の 通貨 で の ユー ロ の 等 価 価値 を 考慮 し 、 現地 通貨 
で 発音 され ます 。 


第 33-1 条 


第 26 条 の 緩和 に より 、 司 法 裁 半 所 0 ビス 部 
長 が 受け 取ら な けれ ば な ら な い 宣 言 は 、 第 一 審 裁 鹿 所 
長 互 また は 分 離 部 を 担当 する 裁 剤 札 が 受 ( け 取 る . 


第 33-2 条 
第 31 条 の 例外 と し て 、 第 一 審 裁 麟 所 長官 また は 分 室 を 担 
当 する 裁 羊 記 は 、 フ ラン ス 国 籍 を 有 す す る こと を 証明 で 


きる 者 に 対し て フラ ンス 国籍 証明 書 を 発行 する 権利 を 
有する 唯一 の 者 で ある 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - ドキ ュ メ ント 作 
成 日 : April 15, 2022 

第 1 巻 : 人 

第 2 編 : 市 民 的 地位 の 記録 

第 1 章 : 一 般 規 定 。 

第 34 条 


民事 身分 記録 に は 、 受 理 し た 年 、 日 、 時 間 、 民 事 登 記 官 
の 姓名 、 そ こ に 記載 され て いる すべ て の 者 の 姓名 、 職 


業 、 住 拓 を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


出生 年 月 日 及び 出生 地 


(&) 出生 届 及 び 認 知 届 に 記載 され た 父母 の 出生 地 (b) 認知 
届 に 記載 され た 子 の 出生 地 (c) 出生 届 及 び 認 知 届 に 記載 
され た 配偶 者 の 出生 地 


c) 婚 如 の 手続 に お ける 配偶 者 の も の 。 


d 死亡 証明 書 に 記載 され て いる 死亡 者 。 
は 、 装 明 し た 時 点 で 表示 され ます 。 そ れ 以 外 の 場合 , 
上 記 の 者 の 年 齢 は , すべ て の 場合 に お いて 供 迷 者 の 年 


齢 と 同様 に , 年 数 で 表示 され る 。 証人 に 関し て は 、 成 人 
で ある こと の み が 示 され る 。 


第 34-1 条 


市 民 的 地位 の 記録 は 市 民 登 記 官 に よっ て 作成 され る 。 民 
事 登記 官 は 検察 官 の 管理 下 で その 機能 を 発 押す る 。 


第 35 条 


民事 登記 官 は 、 受 け 取 っ た 記録 に 、 出 頭 者 が 申告 し な け 
れ ば な ら な いこ と 以外 の こと を 、 メ モ や その 他 の 記 六 
で 挿入 し て は な ら な い 。 


第 36 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

関係 者 が 胡 接 出頭 する 義務 の な い 場 合 に は 、 特 別に 認証 
され た 代理 人 に よっ て 代表 され る こと が で きる 。 


第 37 条 


民法 上 の 身分 記録 の 証人 は 、18 歳 以上 の 両親 また は その 
他 の 者 で な けれ ば な ら ず 、 性 別 の 区 別 は な く 、 利 害 関 
係 者 に よっ て 選ば れ な けれ ば な ら な い 。 


第 38 条 


民事 登記 官 は 、 出 頭 し た 当事者 また は その 代理 人 、 お よ 
び 証 人 に 行為 を 読み 聞か せ 、 著 名 する 前 に 青 接 読む よ 
うに 勧め る 。 


これ ら の 手続 き が 行わ れ た こと は 、 行 為 に 記載 され 
る 。 


第 39 条 


これ ら の 行為 に は 民事 登記 官 、 出 頭 者 、 証 人 が 著名 し 、 
ある い は 出頭 者 、 証 人 が 著名 で き な い 理由 を 記載 す 
る 。 


第 40 条 


市 民 的 地位 の 記録 は 紙 で 作成 され 、 各 自治 体 で 車 複 し て 
保 党 さ れる 1 つま た は 複数 の 登録 価 に 登録 され る 。 


市 町 村 は , 市 民 的 地位 の デー タ の 自動 処理 を 実施 し た 場 
合 , その 安全 性 と 完全 性 を 保証 する 。 こ れ ら の デー タ 

を 保持 する た め に 実施 され る 処理 の 技術 的 特性 は 、 国 

家 評議 会 の 政 多 で 定め られ て いま す 。 


第 1 項 の 例外 と し て 、 市 民 的 地位 の デー タ の 自動 処理 
が 、 政 信 で 定め られ た 条件 お よび 技術 的 特性 を 満た す 
市 町 村 は 、 市 民 的 地位 の 記録 の 2 枚 目 の コピ ー を 作成 す 
る 義務 を 免除 され る 。 


この 免除 は 、 外 和 務 省 に よっ て 作成 され た 市 民権 記録 に 
も 適用 され ます 。 


第 46 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


戸籍 が 存在 し な い 場 合 、 ま た は 紛失 し た 場合 、 証 明 は 称 
号 と 証人 の 両方 に よっ て 受け る 。 こ れ ら の 場合 、 婚 
如 、 出 生 、 死 亡 は 戸籍 と 死亡 し た 父 と 母 か ら 発 せら れ 
る 書類 、 お よび 証人 の 両方 に よっ て 証明 する こと が で 
るり 


戸籍 の 復元 また は 返 選 が 行わ れる まで の 間 、 炎 害 ま た 
は 戦争 行為 に よっ て 原本 が 破壊 また は 消失 し た すべ て 
の 民事 上 の 地位 に 関す る 行為 を 公示 行為 に よっ て 補完 
この の で きる 。 


これ ら の 公証 行為 は 、 公 証人 が 発行 する 。 


公証 行為 は 、 少 な く と も 3 人 の 証人 の 陳述 書 と 、 関 係 者 
の 市 民 的 地位 を 証明 する その 他 の 文書 の 提出 に 基づい 
て 成立 する 。 公正 証書 は 、 公 証人 と 証人 が 閉 名 し ます 。 


申請 者 と 証人 は 刑法 の 第 441-4 条 に 規定 され る 浪 則 を 受 
ける 。 


第 47 奈 


外国 で 作成 され 、 そ の 国 の 慣習 に 従っ て 作成 され た フ 

ラン ス 人 お よび 外国 人 の 市 民権 記録 は 、 保 有する 他 の 

記録 や 文書 、 外 部 デー タ 、 記 録 自 体 か ら 引 き 出 され た 要 
素 が 、 必 要 な ら ば あら ゆる 有用 な 検査 の 後に 、 こ の 記 

録 が 不正 で ある こと 、 偽 造 さ れ て いる こと 、 ま た は そ 

こ に 宣言 され た 事実 が 現実 と 一 致し な いこ と を 立証 し 

な い 限 り 、 真 正 で ある 。 こ れ は 、 フ ラン ス の 法律 に 照 

らし て 評価 され る も の と し ます 。 


第 48 条 


外国 に いる フラ ンス 人 の 市 民権 記録 は 、 フ ラン ス の 法 
律 に 従い 、 外 交 官 また は 健 事 代理 人 に よっ て 受 叙 さ れ 
た 場合 、 有 効 と な る 。 


身分 事項 の 保存 は 、 第 40 条 に 規定 され た 条件 を 満た す 自 
動 処理 レス テム に よっ て 保証 され 、 外 務 省 に よっ て 実 
施さ れ 、 外 務 省 は コピ ー と 抄本 を 発行 する こと が で き 
る 。 


第 49 条 


すでに 登録 され て いる 記録 の 余白 に 市 民 的 地位 に 関す 
る 記録 を 登録 する すべ て の 場合 に お いて 、 そ れ は 自動 
的 に 行わ れる 。 


記入 の 原因 と な る 記録 を 作成 また は 転記 し た 民事 登記 官 
は 、3 日 以内 に その 所 有する 登記 簿 に 記入 し 、 記 入 す べ 

登記 簿 の 副本 が 登記 所 に ある 場合 、 そ の 管轄 区 域 の 検 
察 官 に 通知 を 送る 。 


記入 すべ べき 余白 の 記録 が 他 の コミ ュー ン で 作成 また は 
転 如 され て いる 場合 、 そ の 通知 は 、3 日 以内 に 、 そ の コ 
ミュ ー ン の 民事 登記 官 に 送付 され 、 民 事 登 記 官 は 、 登 記 
所 に 登記 の 複製 が ある 場合 に は 、 胡 ち に 、 そ の 地区 の 
検 守 互 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

言及 すべ き 余 白 の 記録 が 外国 で 作成 され 、 ま た は 書き 
旨 さ れ た と き は 、 吾 及 の 原因 と な る 記録 を 作成 し 、 ま 
た は 書き 吾 し た 民事 登記 官 は 、3 日 以内 に 、 外 務 大 臣 に 
その 計 を 届け 出 な けれ ば な ら な い 。 


第 40 条 第 3 項 の 市 町 村 の 民事 登記 官 は 、 記 載 事 項 の 通知 
を 登記 所 に 送付 する こと を 免除 され る 。 


第 S0 条 


前 条 に 記載 され た 公務 員 の 側 で 前 条 に 違反 し た 場合 、 司 
法 裁 鹿 所 に 起訴 され 、3 て 30 ユ ー ロ の 浪人 金 に 処 さ れる 。 


第 S1 条 


登記 簿 の 寄託 者 は 、 そ こ で 発生 する 変更 に つい て 民事 
上 の 責任 を 負う 。 た だ し 、 必 要 な 場合 に は 、 前 玉 の 変更 
の 作者 に 対し て 訴訟 を 起こ すこ と が で きる 。 


第 S2 条 


民法 上 の 地位 に 関す る 行為 の 改ざん 、 偽 造 、 ル ー ズ リー 
フ へ の 記載 、 こ の 目的 の た め の 登 記 簿 以外 へ の 記載 

は 、 刑 法 に 定め られ た 宮 則 を 害する こと な く 、 当 事 者 
の 損害 賠償 の 原因 と な る 。 


第 3 条 


地域 管轄 の 検 守 訪 は 、 い つ で も 登記 薄 の 状態 を 検証 する 
こと が で きる 。 検証 の 概要 報告 書 を 作成 し 、 民 事 登記 官 
の 培 反 また は 犯 非 を 紅 弾 し 、 浪 金 を 請求 する も の と す 
る 。 


第 S4 条 


民法 上 の 身分 に 関す る 行為 を 裁 鹿 所 が 扱う すべ て の 場 
合 に お いて 、 利 害 関係 者 は その 記 決 に 対し て 上 訴 す る 
こと が で きる 。 

第 2 章 : 出生 証明 書 。 


第 1 節 : 出生 に 関す る 申告 書 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 SS 条 


出生 申告 は 、 出 生後 日 以内 に 、 所 在 地 の 民 事 登記 所 に 
行う 


この 期限 は 、 出 生地 と 市 民 登 録 機関 の 所 在 地 の 距離 が 離 
れ て いる こと が 正当 化 さ れる 場合 、 例 外 的 に 8 日 に 延長 
され ます 。 国務院 金 は 、 本 項 が 適用 され る コミ ュー ン 
を 決定 する 。 


出生 が 法定 期限 内 に 申告 され な か っ た 場合 、 民 事 登録 紀 
は 、 子 か 出生 し た 地区 の 裁 記 所 が 下 し た 攻 決 に よっ て 

の み 、 そ の 記録 に 記載 する こと が で き 、 出 生日 の 余白 

に その 概要 が 記載 され る 。 出 生地 が 不明 な 場合 は 、 申 請 
者 の 住所 地 の 裁 章 所 が 管轄 する 。 子 の R 氏 名 は 、 第 311 条 
第 21 項 及び 第 311 条 第 23 項 に 規定 する 規則 に 従っ て 決定 
され る 。 


外国 で は 、 外 交 官 又は 領事 代理 人 に 対す る 申告 は 、 出 生 
後 15 日 玉 内 に 行わ れる 。 た だ し 、 特 定 の 領事 地区 で は 、 
政信 に より この 期間 を 延長 する こと が で きる 。 


第 S6 条 


出生 を 申告 する の は 、 父 、 ま た は 父 が いない とき は 、 
出産 に 立ち 会 っ た 医学 また は 外科 の 医師 、 助 産婦 、 保 健 
婦 そ の 他 の 者 、 お よび 母 が 自宅 外 で 出産 し た と き は 、 
その 自宅 の 者 で ある 。 


出生 証明 書 は 廊 ち に 作成 され な けれ ば な ら な い 。 


第 57 奈 


出生 証明 書 に は 、 出 生 の 日 、 時 間 、 場 所 、 子 の 性 別 、 子 
に 王 え られ た 名 、 姓 に 続い て 、 必 要 な 場合 に は 、 そ の 

選択 に つい て の 両親 の 共同 宣 斉 、 な ら び に 父 お よび 母 

の 名 、 姓 、 年 齢 、 職 業 お よび 住居 、 さ ら に 必要 な 場合 に 
は 、 宣 言 者 の 名 に つい て 記載 され る 。 子 の 父 及び 母 又 

は その 一 方 が 民事 登記 官 に 指定 され て いな い 場 合 , こ 

の 件 に 関す る 登記 簿 に は 何 も 記載 され な い 。 


記録 が 作成 され る 日 に 子 の 性 別 を 決定 する こと が 医学 

的 に 不可 能 で ある 場合 、 検 守 札 は 、 市 民 登 記 官 に 対し 、 
出生 記録 に 性 別 を 衣 ち に 記入 し な いこ と を 許可 する こ 

と が で きる 。 医学 的 に 確認 され た 性 別 の 記録 は 、 出 生 

申告 の 日 か ら 3 ヶ 月 を 超え な い 期 間 内 に 、 子 の 法定 代理 
人 また は 検察 官 の 請求 に より 行わ れる 。 検察 記 は 、 出 

生 証 明 書 の 余白 に 性 別 を 記載 する こと を 命じ 、 法 定 代理 
人 の 要請 に より 、 子 供 の 1 つ 以 上 の 姓 を 訂正 する こと を 
命ずる 。 


子供 の ファ ー ス ト ネ ー ム は 、 父 親 と 母親 が 決め る 。 分 
學 時 に 身元 の 秘匿 を 求め た 女性 は 、 子 供 に 孔 え た いと 
思う 名 前 を 公表 する こと が で きる 。 そ れ が で き な い 場 
合 、 あ る い は 子供 の 両親 が 不明 な 場合 に は 、 市 民 登 録 機 
関 が 3 つ の 姓 を 選び 、 そ の うち の 1 つが 子供 の 姓 の 代わ 
りり と な お 

は 、 子 の 姓 の 代わ り と な る 。 市 民 登 録 機関 は 、 選 択 し 
た 姓 を 衣 ち に 出生 証明 書 に 記入 し な けれ ば な ら な い 。 
出生 記録 に 記入 され た いずれ の 名 前 も 、 通 常 の 名 前 と 
し て 選択 する こと が で きる 。 


これ ら の 姓 ま た は その 1 つが 、 単 独 で また は 他 の 姓 ま た 
は 名 前 と 組み 合わ せ て 、 子 の 利益 また は 第 三 者 の 姓 を 
保護 され る 権利 に 反する と 思わ れる 場合 、 市 民 登 録 機関 
は 古 ち に 検察 官 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 後 者 は 
生還 昌 に の の 


0 その 姓 が 子供 の 利益 に な ら な い , ある い は 

三 者 の 姓 を 保護 され る 権利 を 尊重 し な いと 考え る 場 
内 , 裁 鹿 官 は , その 姓 を 戸籍 か ら 削 除 す る よう 命じ 
る 。 必要 で あれ ば 、 裁 所 は 、 両 親 が 上 記 の 利益 に 合致 
する 新た な 選択 を し な い 場 合 、 自 ら 決 定 し た 別 の 姓 を 
子供 に 付 紀 し ます 。 こ の 決定 は 、 子 供 の 身分 証明 書 の 余 
白 に 記載 され ます 。 


第 57-1 条 


子 の 出生 地 の 民 事 登 記 官 が 、 子 の 出生 証明 書 の 余白 に 子 
の 認知 を 記載 する 場合 、 書留 で 他方 の 親 に 通知 し 、 受 領 
の 確認 を する 。 


この 親 に 通知 で き な い 場合 、 民 事 登記 官 は 検察 互 に 通知 
し 、 検 察 紀 は 必要 な 措 帝 を と る 。 


第 S8 条 


新生 児 を 発見 し た 者 は 、 発 見 地 の 民 事 登 記 所 に 申告 する 
義務 が ある 。 そ の 者 が 子供 を 引き 取る こと に 同意 し な 
い 場 合 は 、 一 緒 に 発見 され た 衣服 お む お よび その 他 の 物品 
と と も に 、 民 事 登 記 官 に 引き 渡さ な けれ ば な ら な い 。 


詳細 な 報告 書 を 作成 し 、 こ の 法典 の 第 34 条 に 規定 され た 
情報 に 加え て 、 発 見 の 日 時 、 場 所 お よび 状況 、 児 童 の 明 
白 な 年 齢 お よび 性 別 、 児 童 の 識別 に 役立つ あら ゆる 特 
定 事 項 、 な ら び に 委託 され た 当局 また は 人 物 を 記載 し 
な けれ ば な ら な い 。 

この 報告 書 は 、 そ の 日 付 で 市 民 身 分 登録 筐 に 記載 され 
し 


この 報告 書 と は 別に , 民事 登録 官 は 出生 証明 書 に 代わ る 
行為 を 定め る 。 こ の 法律 に は 、 第 34 条 に 規定 され て い 
る 事項 の ほか に 、 子供 の 性 別 、 子 供 の 名 お よび 姓 を 記 
載 し 、 子 供 の 見 か け の 年 齢 に 対応 する 生年 月 日 を 定め 、 
子供 が 発見 され た コミ ュー ン を 出生 地 と する 。 


この 記録 は 、 児 童 福祉 事業 の 保護 下 に 賀 か れ 、 出 生 記 録 
が 知ら れ て いな い 児 童 、 ま た は 出生 の 秘密 が 主張 され 
て いる 児童 に つい て 、 児 童 福祉 事業 の 申告 に より 作成 
され な けれ ば な ら な い 。 


発見 報告 書 ま た は 仮 出生 記録 の 如 し お よび 抄本 は 、 本 法 
念 第 57 条 の 条件 お よび 区 別に 従っ て 発行 され る 。 
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子 の 出生 証明 書 が 発見 され た 場合 、 ま た は 出生 が 裁 記 に 


より 宜 告 され た 場合 、 検 宗 紀 また は 利害 関係 者 の 請求 に 
より 、 発 見 報告 書 お よび 仮 出生 証明 書 が 取り 消さ れる 。 


第 S9 条 


海上 航海 中 に 出生 し た 場合 、 父 親 が 乗船 し て いれ ば 、 父 
親 の 申告 に より 出生 後 3 日 以内 に 調書 が 作成 され る 。 


出産 が 港 で の 停泊 中 に 行わ れ た 場合 、 陸 上 と の 通信 が 不 
可能 な 場合 、 ま た は 、 フ ラン ス 外 交 官 ま た は 償 事 代理 
人 が 港 に いな い 場 合 、 そ の 者 が 外国 に いる 場合 、 民 事 
登録 官 の 機能 を 委任 され て 、 同 じ 条 件 の 下 で 記録 が 作成 
され ます 。 


この 法律 は 、 す な わ ち 、 国 の 船 和 退 に つい て は 、 そ の 毅 
骨 の 軍司 金 紀 、 ま た は 司 信 巨 が 不在 の 場合 に は 、 司 金 官 
また は その 職務 を 遂行 する 者 が 作成 し 、 そ の 他 の 船 崩 
に つい て は 、 月 長 、 マス ター、 ス キッ パー、 . ま た は そ 
の 職務 を 遂行 する 者 が 作成 する 。 


その 際 , その 行為 が 上 記 の どの 状況 下 で 作成 され た も 

の で ある か を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 そ の 行為 は 日 

誌 の 末尾 に 記入 する 。 

第 2 節 : 名 字 ・ 名 前 の 変更 

第 60 条 

何人 も 市 民 登 記 官 に 対し 、 姓 の 変更 を 申請 する こと が 

で きる 。 申請 書 は 居住 地 ま た は 出生 証明 書 を 作成 し た 場 
所 の 登記 所 に 提出 され ます 。 未 成年 者 また は 成年 後見 人 
の 場合 、 申 請書 は 法定 代理 人 が 提出 する 。 姓 の 追加 、 削 
除 、 順 序 の 変 更 も 申請 する こと が で きる 。 

13 歳 以上 の 場合 、 本 人 の 同意 が 必要 で す 。 

姓 の 変更 の 決定 は 、 市 民 身 分 登録 仁 に 記載 され る 。 


民事 登記 巨 が その 要請 が 正当 な 利益 に 反する と 考え る 


場合 、 特 に 子供 の 利益 や 姓 が 保護 され る 第 三 者 の 権利 に 
反する 場合 は 、 衣 ち に その 件 を 検察 官 に 送致 し な けれ 
ば な ら な い 。 申請 者 に 通知 する 。 検察 紀 が 受 更 に 反対 
し た 場合 、 申 請 者 また は その 法定 代理 人 は 、 そ の 後 、 
この 問題 を 家庭 裁 記 所 に 提訴 する こと が で きま す 。 


第 61 条 


第 61 条 正当 な 利益 を 証明 する こと が で きる 者 は 、 民 名 
の 変更 を 請求 する こと が で きる 。 


改名 の 請求 は 、 申 請 者 の 4 親等 以内 の 衣 系 尊属 また は 傍 
系 豊 属 の 称号 の 消滅 を 避け る こと を 目的 と する こと が 
260SS 
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氏名 の 受 更 は 政信 で 認め られ て いる 。 


第 61-1 条 


第 61 条 利害 関係 人 は 、 改 名 政信 が 官報 に 公告 され て か 
ら 2 ヶ月 以内 に 、 国 務 院 に 対し て 異議 を 申し 立て る こと 
が で きる 。 


名 称 を 変更 する 政信 は 、 異 議 申し 立て が な い 場 合 は 、 異 
議 申し 立て が 認め られ た 期間 の 終了 時 に 、 認 め ら れ な 
い 場合 は 、 異 議 申し 立て が 却下 され た 後に 発効 する 。 


第 61-2 条 


氏名 の 変更 は 、 受 益 者 の 子供 が 13 歳 未満 の 場合 、 権 利 と 
し て 及ぶ 。 


第 61-3 条 


13 歳 以上 の 子供 の 氏名 の 変更 は 、 そ の 恋 更 が 親子 関係 の 
確立 また は 変更 に よら な い 場 合 に は 、 そ の 子供 の 個人 
的 な 同意 を 必要 と する 。 


し か し 、 親 子 関係 の 成立 や 変更 は 、 満 年 齢 の 子供 の 姓 を 
本 人 の 同意 な く 変更 する こと を 意味 し な い 。 


第 61-3-1 条 


第 61 条 他国 の 市 民 身 分 登録 筐 に 名 前 が 登録 され て いる 
者 は 、 他 国 で 取得 し た 名 前 を 名 乗る た め に 、 フ ラン ス 
で 作成 され た 出生 証明 書 を 持つ 市 民 登 録 簿 に 名 前 の 変更 
を 申請 する こと が で きる 。 そ の 者 が 未成 年 者 で ある 場 
合 、 申 告 は 、 親 権 を 行使 する 2 人 の 親 が 共同 で 、 ま た は 
親権 を 行使 する 親 が 単独 で 、 そ の 者 が 13 歳 以上 で ある 
場合 に は その 者 の 個人 的 同意 を 得 て 行 われ る 。 


氏名 の 変更 は 民事 登録 機関 に よっ て 承認 され 、 民 事 登録 
機関 は それ を 現在 の 出生 登録 澄 に 記録 する 。 


困難 な 場合 、 登 録 機関 は この 問題 を 検察 宜 に 照会 し 、 検 
宗 巨 が 請求 に 反対 する こと も ある 。 こ の 場合 、 関 係 者 


に 通知 され る 。 


出生 地 の 検 察 記 は 、 同 じ 条 件 の 下 で 、 氏 名 の 放 更 を 命じ 
70GS の 。 
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前 4 項 に 定め る 条件 の 下 で 取得 し た 氏名 の 変更 は 、13 歳 
未満 の 受益 者 の 子 に も 権利 と し て 及ぶ 。 


第 61-4 条 


姓 と 名 の 変更 に 関す る 決定 は 、 関 係 者 、 お よび 該 当 す 
る 場合 、 そ の 配偶 者 、 市 民 連 帯 協定 の パー トナ ー、 お よ 
び 子 供 の 市 民 身 分 証明 書 の 余白 に 記載 され る 。 


同様 に 、 外 国 で 定期 的 に 取得 し た 名 字 を 変更 する 決定 
は 、 検 詩 互 の 指示 に より 、 市 民 的 地位 の 記録 の 余白 に 記 
入 さ れる 。 


第 100 条 と 第 101 条 の 規定 は 、 姓 と 名 の 変更 に 適用 され ま 
す 。 


第 2 節 a : 市 民 的 身分 に お ける 性 別 の 記載 の 修正 
第 61-S 条 


満年齢 者 また は 退位 し た 未成 年 者 で 、 市 民権 記録 に お け 
る 自己 の 性 別に 関す る 記載 が 、 自 己 の 提示 する 性 別 お 
よび 自己 の 知る 性 別 と 一 致し な いこ と を 十分 な 数 の 事 
実に よっ て 証明 する 者 は 、 そ の 記載 の 変更 を 取得 する 
ee20Y でき : る の 


主 な 事実 は 、 あ ら ゆ る 手段 で 証明 する こと が で きる 。 

(1) その 者 が 主張 する 性 別に 属す る も の と し て 公然 と 自 
己 を 表示 し て いる こと (② その 者 が 主張 する 性 別に 属す 
る も の と し て その 家族 、 友 人 又は 職業 上 の 仲間 に 知ら 

れ て いる こと (3③) その 者 が 主張 する 性 別に 対応 する た め 
に 姓 の 変更 を 取得 し た こと 。 


第 61-6 条 


請求 は , 司法 裁 閉 所 に 提出 され る 。 


申請 者 は , 市 民 的 身分 記録 に お ける 自己 の 性 別に 関す る 
記載 を 変更 する こと に 自由 か つ 十 分 な 説明 に 基づく 同 
意 を 表明 し , 申請 を 支持 する すべ て の 証拠 を 提出 す 
る 。 


申請 者 が 医学 的 治療 , 手術 又は 不妊 手術 を 受け て いな い 
と いう 事実 は , 申請 を 認め な い 理 由 と し て は な ら な 
CN 


攻 記 所 は 、 申 請 者 が 第 61-$ 条 に 定め る 条件 を 満た し て い 
る と 認め 、 市 民権 記録 に お ける 性 別 の 記載 と 、 該 当 す 
る 場合 に は 姓 の 変更 を 命ずる 。 


第 61-7 条 
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性 別 お よび 該当 する 場合 は 姓 を 修正 する 決定 の 記載 
は 、 こ の 決定 が 確定 し た 日 か ら 13 日 以内 に 、 検 察 互 の 請 
求 に より 、 関 係 者 の 出生 記録 の 余白 に 記載 され る 。 


第 61-4 条 の 例外 と し て 、 性 別 変更 の 決定 に 伴う 名 字 の 変 
更 は 、 関 係 者 また は その 法定 代理 人 の 同意 が ある 場合 


に 限り 、 配 偶 者 お よび 子供 の 市 民 身 分 証明 書 の 余白 に 記 
和信 され る 。 


第 100 条 お よび 第 101 条 は 、 性 別 の 変更 に 適用 され る 。 
第 61-8 条 

民事 上 の 身分 記録 に お ける 性 別 の 表示 の 変更 は 、 第 三 
に 関し て 締結 され た 義務 また は 変更 前 に 成立 し た 親族 
関係 に 影響 を 及ぼ さ な い 、。 

第 3 節 : 認知 の 行為 。 

第 62 条 

認知 行為 に は 、 説 知 を 行う 者 の 姓 、 名 、 生 年 月 日 、 あ る 
い は そう で な い 場 合 は 年 齢 、 出 生地 、 本 籍 地 が 記載 さ 
れる 。 

また 、 第 326 条 の 規定 に 従っ て 、 子 の 出生 日 、 出 生地 、 
性 別 、 氏 名 を 記載 する か 、 ま た は 、 そ う で な い 場 合 
は 、 出 生 に 関す る すべ て の 有益 な 情報 を 記載 する 。 
認知 の 行為 は 、 そ の 日 付 で 市 民権 登記 簿 に 記載 され る 。 


第 1 項 に 規定 する 事項 の み が 、 該当 する 場合 に は 、 子 の 
出生 記録 の 余白 に 記載 され る 。 


第 9 節 に 規定 され る 状況 に お いて 、 承 認 の 宣言 は 、 同 節 
に 指定 され た 機関 に よっ て 、 同 人 節 に 示さ れ た 方 法 で 受 
賃 さ れる こと が で きる 。 


認知 行為 が 作成 され た と き 、 第 371 条 第 1 項 お よび 第 371 
条 第 2 項 が 作成 者 に 読み 上 げ ら れる 。 


第 62-1 条 


父親 の 認知 の 転 吾 が 、 母 親 が 反対 する 身元 の 秘密 の た め 
に 不可 能 で ある こと が 痢 明 し た 場合 、 父 親 は 検 圭 官 に 
通知 する こと が で きる 。 検 圭 札 は 、 子 ども の 出生 証明 
書 の 作成 日 お よび 作成 場所 の 調査 を 進め る 。 


第 3 章 婚 類 記 録 
第 63 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


婚 如 の 祝 貨 の 前 に 、 民 事 登 記 官 は 一 般 家 屋 の 崖 に 貼ら れ 
た ポス ター に よっ て 公示 を 行う 。 こ の 公告 に は , 閣 来 
の 配偶 者 の 姓 , 名 , 職業 , 住所 及び 居所 並び に 婚 如 の 儀 
式 を 行う 場所 を 記載 する 。 

第 1 項 に 規定 する 公表 、 ま た は 第 169 条 の 規定 に 従っ て 公 
表 の 免除 が 認め られ た 場合 、 婚 如 の 祝典 は 以下 の こと 
を 条件 と する 。1? 閣 来 の 配偶 者 各 人 に つい て 、 次 の 表 
示 双 は 書類 を 提出 する こと 。 

- 第 70 条 また は 第 71 条 で 要求 され る 書類 。 

- 公 的 機関 が 発行 し た 文書 に よ る 身分 証明 。 


- 婚 如 が 外国 当局 に よっ て 成立 する 場合 を 除き , 証人 の 
姓 , 名 , 生年 月 日 , 出生 地 , 職業 及び 本 籍 地 の 表 示 。 


- 該当 する 場合 、 第 460 条 に 規定 する 保護 措 貰 の 責任 者 が 
通知 され た こと の 証明 。 


た だ し 、 不 可能 な 場 また は 提出 され た 書類 か ら 草 
OO s の 観点 か ら 和 審理 を 行う 必 
要 が な いと 思わ れる 場合 は 、 こ の 限り で な い 。 


未成 年 者 で ある 格 来 の 配偶 者 の 聴聞 は , その 父 , 母 又は 
法定 代理 人 及び 格 来 の 配偶 者 の 立会 いな く 行 われ る 。 


民事 登記 官 は 、 閣 来 の 配偶 者 が 提出 し た 書類 、 共 同 審 理 
で 収集 し た 要素 、 ま た は 匿名 で な いこ と を 条件 に 受け 
取っ た 詳細 な 外部 要素 に 照ら し て 、 予 定 さ れ た 婚 如 が 
同じ 第 146 条 また は 第 180 条 の 下 で 取り 消さ れる か も し 
れ な いと 柳 金 する 理由 が ある 場合 、 哲 来 の 配偶 者 それ 
ぞ れ と 個別 に 面接 する よう 要請 する 。 


民事 登記 官 は , 共同 審理 また は 個別 面接 の 実施 を 1 人 ま 

た は 複数 の コミ ュー ン の 民事 登記 所 の 公務 員 に 委任 す 
ae 第 10 条 閣 来 の 配偶 者 の 一 方 が 外国 に 
居住 し て いる 場合 、 民 事 登 記 官 は 、 管 轄 権 を 有する 外交 
官 ま た は 信 事 当局 に 客 問 の 実施 を 依頼 する こ と が で き 
の 8 


外交 また は 領事 機関 は 、1 人 また は 複数 の 民事 登記 官 、 

また は 填 切 な ? 努 合 に は 、 分 院 の 職員 また は フラ ンス 国 

籍 の 管轄 名 誉 宮 事 に 、 共 同 審 理 ま た は 個別 審問 の 実施 を 
委任 する こと が で き る 。 閣 来 の 配偶 者 の 一 方 が 祝典 の 

開催 国 以外 の 国 に 居住 し て いる 場合 、 外 交 官 また は 領事 
機関 は 、 そ の 地域 の 管轄 民事 登記 官 に 審問 を 行う よう 依 
困 目 9 の 5ECD いき の 


前 項 の 規定 に 従わ な い 民 事 登 記 官 は 、 司 法 裁 記 所 に 訴追 
され 、3<30 ユ ー ロ の 剖 金 に 負 さ れる も の と する 。 


第 64 奈 


前 条 に 規定 する 通知 は 、 共 同 住宅 の 崖 に 10 日 間 掲 示さ れ 
だ まま で か けれ ば な が なら だ がい 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

告示 か ら 10 日 を 経過 し 、 そ の 日 を 含ま な い 間 は 、 婚 妨 
な AM さき 選 る こと が で き な かい 。 


この 期間 の 満了 前 に 掲示 が 中 断 さ れ た 場合 、 共 同 住宅 の 
崖 に 貼ら れ な く な っ た ポス ター に その 上 則 が 記載 され 
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第 6S 条 


公示 期間 の 満了 か ら 1 年 以内 に 婚 燥 が 成立 し な か っ た 場 
合 、 上 記 の 形式 で 新た に 公示 され た 後 で な けれ ば 、 婚 
如 を 成立 させ る こと が で き な い 。 


第 66 条 


婚 異 議 申立 書 は 、 原 本 お よび その 写し に 異議 申立 人 ま 
た は その 特別 委 住 状 が 著名 し 、 委 任 状 の 召し と と も に 
当事者 の 本 人 また は 本 籍 地 、 お よび 民事 登記 官 に 送達 さ 
れ 、 原 本 に 査証 が 貼付 され る 。 


第 67 条 


民事 登記 衛 は 、 眉 滞 な く 、 婚 燥 登記 簿 に 異議 申し 立て の 
概要 を 記入 する 。 ま た 、 思 議 申 し 立て の 記入 欄 の 余白 

に 、 コ ピー が 渡さ れ た 世 決 また は 解除 の 行為 を 記入 し 

な けれ ば な ら な い 。 


第 68 条 


異議 が あっ た 場合 、 民 事 登録 詞 は 、3000 ユ ー ロ の 削 金 お 
よび すべ て の 損害 賠償 の 神 則 の も と で 、 解 除 を 受け る 
前 に 婚 如 を 祝う こと は で き な い 。 


第 69 条 


複数 の コミ ュー ン で 公表 され た 場合 、 各 コミ ュー ン の 
市 民 登 録 機関 は 、 結 婚 を 祝 わ な けれ ば な ら な い 者 に 選 
滞 な く 、 反 対 が な いこ と を 示す 証明 書 を 送付 する 。 


第 70 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 10 条 閣 来 の 配偶 者 は それ ぞ れ 、 婚 如 を 祝 す べき 民事 
登記 官 に 、 親 子 関係 を 示す 出生 証明 書 の 抄本 を 手渡 す も 
の と し 、 フ ラン ス の 民事 登記 官 が 発行 し た も の で あれ 
ば 、3 ヶ 月 以上 経過 し て いな いも の で な けれ ば な ら な 

。 


た だ し 、 市 民 登 録 機関 は 、 事 前 に 閣 来 の 配偶 者 に 通知 し 
た 上 で 、 閣 来 の 配偶 者 の 出生 記録 の 保管 者 に 、 市 民 身 分 
記録 に 含ま れる 個人 デー タ の 検証 を 依頼 する こと が で 

きる 。 そ の 場合 、 後 者 は 出生 証明 書 の 提出 を 免除 され 

る 。 


出生 記録 が フラ ンス の 市 民 登 録 局 に 保管 され て いな い 
場合 、 こ の 記録 の 抄本 は 6 ヶ ケ月 より 古く て は な ら な い 。 
この 時 間 条 件 は 、 記 録 を 更新 し な い 外 国 の 市 民 身 分 制度 
か ら 出 た 記録 に は 適用 され ませ ん 。 


第 71 条 


この 記録 を 取得 で き な い 閣 来 の 配偶 者 は 、 公 証人 また 
は 国外 で は フラ ンス の 管轄 の 外交 ・ 領 事 当 局 が 発行 す 
る 公証 記録 を 提出 する こと に よっ て 、 そ の 埋め 合わ せ 
を する こと が で きる 。 


公正 証書 は 、 少 な く と も 3 人 の 証人 の 陳 迷 及び その 他 の 
提出 され た 文書 に 基づき 、 哲 来 の 配偶 者 の 姓 、 名 、 職 業 
及び 住所 、 並 びに 父 及 び 母 が 装 明 し て いる 場合 に は そ 

の 出生 地 及 び 出 生 時 刻 並 びに 出生 証明 書 を 提出 で き な い 
理由 を 証明 する も の で な く て は な ら な い 。 公 証人 は 、 

公証 人 また は 外交 ・ 償 事 機関 、 お よび 証人 が 閉 名 し ま 

す 。 


第 73 条 
父 及 び 母 又は 祖父 母 の 同意 の 認証 行為 、 又 は それ ら が な 


い 場 合 に は 家族 会 議 の 同意 の 認証 行為 に は 、 閣 来 の 配偶 
者 及び その 行為 に 頁 ブ 献 し た すべ て の 者 の 姓 、 名 、 職 業 


及び 住所 並び に その 関係 の 程度 を 記載 し な けれ ば な ら 
ん PT。 


民法 第 159 条 に 規定 され て いる 場合 を 除き 、 こ の 同意 書 
は 、 公 証人 、 婚 燥 当事者 の 住所 地 ま た は 居所 の 民事 登記 
官 、 お よび 国外 で は フラ ンス の 外交 官 ま た は 領事 代理 
人 の いずれ か に よっ て 作成 され る 。 民 事 登記 官 に よっ 
て 作成 され た 場合 、 そ れ に 反する 国際 協定 が ある 場合 
を 除き 、 外 国 の 当局 に 提出 する 必要 が ある 場合 に の 

み 、 合 法 化 さ れ な けれ ば な ら な い 、。 


第 74 条 


婚 は 、 夫 婦 の 選択 に より 、 法 律 で 定め られ た 公示 の 
日 に 、 夫 婦 の 一 方 また は 両親 の 一 方 が 少な く と も 1 ヶ月 
継続 し て 居住 し て いる 住所 また は 居所 を 有する 市 町 村 
で 祝 わ れる 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 74-1 条 


婚 如 の 祝賀 の 前 に 、 拘 来 の 配偶 者 は 第 63 条 の 適用 で 宣言 
し た 証人 の 身元 を 確認 する か 、 必 要 で あれ ば 、 彼 ら が 
選ん だ 新しい 証人 を 指定 する 。 


第 7S 条 


公示 期限 後 の 当事者 が 指定 し た 日 に 、 役 場 に お いて 民事 
登記 巨 が 、 当 事 者 と 血縁 関係 に ある か 人 柱 か を 問わ ず 、 少 
な く と も 2 人 、 多 く て も 4 人 の 証人 の 立ち 会 い の も と 、 
本 法 第 212 条 お よび 第 213 条 、 第 214 条 お よび 第 215 条 の 第 
1 項 、 な ら び に 第 371-1 条 を 哲 来 の 配偶 者 に 読み 聞か せる 
も の と する 。 


た だ し 、 車 大 な 支障 が ある 場合 に は 、 尋 地 の 検察 密 
が 民事 登記 官 に 対し 、 当 事 者 の 一 方 の 住所 また は 居所 に 
赴 い て 書 如 を 祝う よう 請求 する こと が で き る 。 閣 来 の 
配偶 者 の 一 方 に 死 の 危険 が 迫っ て いる 場合 、 民 事 登録 官 
は 検察 紀 の 要請 また は 許可 な し に そこ に 行く こと が で 
き 、 そ の 後 、 で きる だ け 早 く 、 共 通 の 家庭 外 で の この 
祝賀 の 必要 性 を 検索 官 に 通知 し な けれ ば な ら な い 、。 


この こと は 婚 燃 証明 書 に 記載 され る 。 


市 民 登 録 記 は 、 格 来 の 配偶 者 、 及 び 未 成年 者 で ある 場合 
に は 、 祝 有 に 出席 し 結婚 を 承認 し た その 子 老 に 対し 、 
結婚 契約 が 締結 され て いる か どう か 、 純 結 さ れ て いる 
場合 に は その 日 付 、 及 びそ れ を 受 叙 し た 公証 人 の 氏名 
と 居住 地 を 申告 する よう 求め る 。 


閣 来 の 配偶 者 の 一 方 が 作成 し た 書類 が , 姓 叉 は 名 前 の 繊 
り に 関し て 互い に 一 致し な い 場 合 , 公証 人 は , その 関 
係 者 , 及び 未成 年 者 で ある 場合 に は 祝宴 に 出席 し て い 
る その 近親 者 に 呼び か け , 一 致し な いこ と が 省略 又は 
応 記 に よる も の で ある こと を 定 准 さ せる 。 

そし て 、 各 当事者 か ら 次 々 と 配偶 者 に な る こと を 希望 
する 和則 の 宣言 を 受け 、 法 の 名 の 下 に 婚 如 に よっ て 結ば 
れる こと を 宣告 し 、 衣 ちら に その 記録 を 作成 する 。 


第 76 条 


結婚 証明 書 に は 次 の こと が 記載 され る 。 


1? 夫婦 の 姓 、 名 、 職 業 、 年 齢 、 生 年 月 日 、 出 生地 、 住 
居 、 家 2? 父親 と 母親 の 姓 、 名 、 職 業 、 住 居 3? 父親 と 母 
親 、 祖 父 ま た は 祖母 の 同意 、 必 要 で あれ ば 家族 会 議 の 同 


三 ! 
ィ い へ O 


4 各 配 偶 者 の 前 の 配偶 者 の 姓 と 名 : 5? (廃止 ) : 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

6? 契約 当事者 が 互い を 配偶 者 と する こと を 宣 吉 し 、 民 
事 登記 巨 が その 結合 を 家訓 する こと 。 


7? 証 人 の 姓名 、 職 業 、 住 居 、 お よび 成人 と し て の 身分 
8? 前 条 に 規定 され る 手続 き に 基づい て 行わ れる 、 婚 燥 
契約 が 締結 され た か 人 否 か の 宜 吉 、 お よび 可能 な 限り 、 
契約 が ある 場合 に は その 日 付 お よび それ を 受領 し た 
公証 人 の 氏名 と 住居 地 これ ら は すべ て 、 民 事 登記 官 に 
対し て 第 50 条 で 定め る 削 金 の 下 に 行わ れる 。 


申告 の 省略 や 諾 記 が あっ た 場合 、 第 99-1 条 に 従っ て 訂正 
の の と を が で きる 。 


9? 該当 する 場合 、 適 用 法 を 指定 する 文書 が 、1978 年 3 月 
14 日 に ハー グ で 締結 され た 夫婦 財産 制 の 適用 法 に 関す 

る 条約 に 従っ て 作成 され た こと 、 お よび その 文書 の 閉 

名 の 日 付 と 場所 、 該 当 す る 場合 、 そ れ を 作成 し た 者 の 名 
前 ど 能 用 に つい て の 宣 吉 。 

各 配 偶 者 の 出生 証明 書 の 余白 に は 、 婚 刀 の 祝詞 お よび 配 
偶 者 の 氏名 を 記載 する も の と する 。 


第 4 章 死亡 診断 書 


第 78 条 


死亡 証明 書 は 、 死 亡 し た コミ ュー ン の 市 民 登 録 機関 が 、 
死亡 者 の 親族 また は その 市 民 的 地位 に 関す る 可能 な 限 
り 正 確 で 完全 な 情報 を 持つ 者 の 申告 に 基づい て 作成 す 
る 。 


申告 され た 情報 の 正確 性 を 確保 する た め に 、 市 民 登 録 機 

関 は 、 出 生 証明 書 の 保管 者 SNR タタ の 検証 を 

依頼 する こ と が で き 、 フ ラン ス に 出生 証明 書 が な い 場 
合 は 、 婚 燥 証明 書 の 保管 者 に 依頼 する こと が で きる 。 


第 79 奈 


死亡 診断 書 に は 以下 の 事項 が 記載 され る 。 


1? 死亡 し た 日 、 時 間 、 場 所 。 


2? 死亡 者 の 姓 、 名 、 誕 生日 、 出 生地 、 職 業 、 住 所 3? 父 
親 と 母親 の 姓 、 名 、 職 業 、 住 所 4? 死亡 者 が 結婚 、 未 人 亡 
人 、 離 婚 し て いた 場合 、 も う 一 方 の 配偶 者 の 姓 、 名 4"a 
死亡 者 が 民事 連帯 協定 に 拘束 され て いた 場合 、 も う 一 方 
の パー トナ ー の 姓 、 名 4? a 死亡 者 が 民事 連帯 協定 に 拘 
東 さ れ て いた 場合 、 も う 一 方 の 配偶 者 の 姓 、 名 4?a 死 
亡者 が 民事 連帯 協定 に 拘束 され て いた 場合 、 も う 一 方 の 
配偶 者 の 姓 、 名 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 1 日 


5? 申告 者 の 姓名 、 年 齢 、 職 業 、 本 籍 地 、 お よび 当 す 
場合 は 故人 と の 関係 度合 い 。 


全体 、 分 か る 男 囲 で 。 


死亡 し た 人 の 出生 証明 書 の 余白 に 死亡 の 記載 を する 。 


第 79-1 条 


子供 が その 出生 を 民事 登記 所 に 申告 する 前 に 死亡 し た 場 
合 、 民 事 登 記 所 は 、 子 供 が 生存 し て 生ま れ た こと を 示 

し 、 そ の 出生 と 死亡 の 日 時 を 明記 し た 診断 書 の 提出 に 

より 、 出生 証明 書 と 死亡 証明 書 を 確定 する 。 


前 項 に 規定 する 診断 書 が な い 場 合 、 市 民 登 録 機関 は 、 生 
命 の な い 子 の 記録 を 作成 する 。 こ の 行為 は 、 そ の 日 付 

を も っ て 死亡 台 帳 に 登録 され 、 出 生 の 日 、 時 間 お よび 

場所 、 父 お よび 母 の 名 、 姓 、 年 月 日 お よび 出生 地 、 職 業 
お よび 居住 地 、 な ら び に 必要 に 応じ て 申告 者 の 名 に つ 

いて 記載 され る 。 父 及び 母 の 請求 に より 、 子 の 名 及び 

父 の 名 若しくは 母 の 名 又は 父 及 び 母 が それ ぞ れ 一 の 姓 

の 範囲 内 で 選択 し た 順序 に よる 二 の 名 を 併せ て 記入 す 

る こと も で きる 。 こ の 姓名 の 登録 は 、 法 的 効力 を 有 し 

な い 。 作成 され た 記録 は 、 子 供 が 生き て いた か どう か 

を 予言 する も の で は な く 、 利 害 関係 者 は この 問題 を 司 

法 裁 剤 所 に 提訴 し 、 装 決 を 仰ぐ べ こ と が で きま す 。 


第 80 奈 


死亡 が 故人 の 居住 し て いた コミ ュー ン 以 外 の 場所 で 発 
生 し た 場合 、 死 亡 記録 を 作成 し た 市 民 登 記 官 は 、 で きる 
だ け 早 く 故 人 の 最後 の 居住 地 の 市 民 登 記 官 に 記録 の 可 し 
を 送付 し 、 そ の 宮 し を 衣 ち に 登記 簿 に 記載 し な けれ ば 
な ら な い 。 こ の 規定 は 、 死 亡 が 死亡 者 の 住所 地 以 外 の 地 


区 で 発生 し た 場合 、 地 区 に 分 割 さ れ た 都市 に は 適用 さ 
ZEDYa 


な 療 地 : 婦 お よび 高齢 者 の た め の 社 会 的 ・ 医 療 的 社会 的 施 

に お いて 死亡 し た 場合 、 所 長 は 24 時 間 以 内 に いか な 
る 方 法 で も 市 民 登録 機関 こ 死 亡 を 通知 し な けれ ば な ら 
な い 。 こ れ ら の 施設 で は 、 民 事 登記 官 の 注意 を 喚起 す 
る 発言 お よび 情報 が 記録 され た 登記 簿 が 保管 され て い 
る 。 


困難 な 場合 、 登 録 紀 は その 場 で 死亡 を 確認 する た め に 
施設 に 行き 、 伝 えら れ た 申告 と 情報 に 基づい て 、 第 79 
条 に 従っ て 記録 を 作成 し な けれ ば な ら な い 。 


第 81 条 


禁 力 的 な 死 の 徴候 や 兆候 、 ま た は それ を 疑う に 足る そ 
の 他 の 状況 が ある 場合 、 埋 葬 は 、 了 医学 また は 外科 学 の 医 
師 の 支援 を 受け た 和 察 官 が 、 遺 体 の 状態 、 そ れ に 関連 す 
る 状況 、 お よび 入手 で きた 情報 に つい て 報告 書 を 作成 
し た 後に の み 、 行 うこ と が で きる 。 

また 、 死 者 の 姓 、 名 、 年 齢 、 職 業 、 出 生地 お よび 居住 地 
に 関す る 情報 を 収集 する こと が で きる 。 


第 82 条 


警察 到 は 、 報 告 書 に 記載 され た すべ て の 情報 を 、 そ の 
人 が 死亡 し た 場所 の 市 民 登録 局 こ 貞 ち に 送信 する 義務 が 
あり 、 そ れ に 基づい て 死亡 診断 書 が 作成 され る 。 


登録 機関 は 、 故 人 の 本 閑 地 が 羊 明 し て いる 場合 は 、 そ の 


コピ ー を 登録 機関 に 送付 する 。 


第 84 奈 


刑務 所 や 跡 禁 ・ 留 曽 場 で の 死亡 の 場合 、 用 務 員 や 看守 は 
調 ち に 登記 官 に 通知 し 、 登 記 官 は 第 80 条 に ある よう に 
そこ に 行き 、 死 亡 証明 書 を 作成 する も の と する 。 


第 85 条 


禁 力 的 な 死 . あ る い は 刑務 所 の 施設 内 で 発生 し た 死 の 
すべ て の 場合 、 こ れ ら の 状況 に つい て 登録 澄 に 記載 し 
て は な ら ず 、 死亡 証 明 書 は 単に 第 79 条 に 規定 され た 様 
式 で 作成 され な けれ ば な ら な い 、。 


第 86 条 


海上 で の 航海 中 に 死亡 し た 場合 、 第 S9 条 に 規定 され た 状 
況 で は 、 本 条 で 指定 され た 問 官 担当 者 が 24 時 間 以 内 に 、 
そこ に 規定 され た 様式 で 、 そ の 則 を 記載 する 。 


第 87 条 


死亡 し た 人 の 遺体 が 発見 され 、 身 元 が 確認 で きる 場合 、 
死亡 か ら 遺 体 の 発見 まで の 経過 時 間 に か か わら ず 、 死 
推定 地 の 民 事 登 記 官 に よっ て 死亡 診 断 書 が 作成 され な 


けれ ば な ら な い 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

死者 が 特定 で き な い 場合 、 死 亡 記 録 に は その 最も 完全 
な 説明 を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 そ の 後 特定 で きた 
場合 、 記 録 は 現行 法 第 99-1 条 に 規定 され る 条件 に 基づい 
て 修正 され る 。 

市 民 登 録 機関 は 、 検 圭 札 が 死者 の 身元 を 確認 する た め に 
必要 な 措 費 を 講じ る こと が で きる よう 、 選 滞 な く 死 亡 
を 通知 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 88 条 


第 88 条 フラ ンス 国内 また は フラ ンス 国外 で 失 忠 し た フ 
ラン ス 人 の 死亡 は 、 そ の 生命 を 危険 に さら す 可 能 性 の 
高い 状況 に お いて 、 遺 体 が 発見 され な い 場 合 、 検 察 紀 
また は 関係 者 の 要請 に より 、 裁 鹿 所 が 宣告 する こと が 
で さき る: 


同じ 条件 の 下 で 、 フ ラン ス の 権限 の 及ぶ 鍋 域 内 、 フ ラ 
ンス の 船舶 また は 航空 機内 、 あ る い は フラ ンス に 住所 
また (は 常 居所 が ある 場合 は 外国 で 和 失 忠 し た 外国 人 また 
は 無 国籍 者 の 死亡 は 、 司 法 に より 宣告 され る こと が で 
きる 。 


また 、 死 亡 は 確実 で ある が 遺体 が 発見 され て いな い 場 
合 に も 、 司 法 上 の 死亡 宣告 の 手続 き が 適用 され る 。 


第 89 条 


申請 書 は 、 死 亡 ま た は 失 忠 が フラ ンス の 管轄 区 域 で 発 
生 し た 場合 は その 場所 の 司法 裁 記 所 に 提出 し 、 そ う で 
な い 場 合 は 死亡 者 また は 失 忠 者 の 住所 地 ま た は 最後 の 
居住 地 の 裁 鹿 所 に 、 そ う で な い 場 合 は その 者 を 乗せ た 
航空 機 ま た は 船舶 の 母港 の 場所 の 司法 裁 記 所 に 提出 し な 
けれ ば な ら な い 。 そ の 他 の 場合 、 パ リ の 司法 裁 記 所 が 
窟 轄 権 を 有 し ます 。 


複数 の 人 が 同じ 出来 事 で 失 忠 し た 場合 、 和 失 忠 地 の 裁 聞 

所 、 船 舶 ま た は 航空 機 の 母港 の 裁 鹿 所 、 パ リ の 司法 裁 半 
所 、 ま た は 事件 の 利益 か ら 正 当 化 され る その 他 の 司法 

裁 剤 所 に 集団 請願 を 提出 する こと が で き る 。 


第 90 条 


検索 記 か ら の 要請 で な い 場 合 、 要 請 は 検 圭 官 を 通じ て 坊 
入所 に 伝達 され ます 。 事件 は 法廷 で 審理 ・ 装 断 さ れ ま 

す 。 弁護士 の 関与 は 義務 付け られ て お ら ず 、 手 続き 上 

の すべ て の 行為 、 お よび その コピ ー と 抄本 は 、 印 紙 が 

免除 され 、 無 料 で 登録 され る 。 


坊 鹿 所 は 、 死 亡 が 十分 に 立証 され て いな いと 考え る 場 
合 、 情 報 の 追加 措置 を 命じ 、 特 に 失 貴 の 状況 に つい て 行 
政調 査 を 要求 する こと が で きる , 


死亡 が 宜 告 され た 場合 、 死 亡 の 日 付 は 、 事 件 の 状況 か ら 
導 か れる 推定 を 考慮 し て 、 ま た 、 そ う で な い 場 合 に 
は 、 失 中 の 日 に 確定 され な けれ ば な ら な い 。 こ の 日 付 
は 決し て 不定 で あっ て は な ら な い 、。 


第 91 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


死亡 を 宣告 し た 半 決 の 内 容 は 、 実 際 の 死亡 地 ま た は 推定 
死亡 地 の 戸 籍 、 お よび 当 する 場合 に は 、 故 人 の 最後 の 
住所 地 の 戸 籍 に 転記 され る 。 


死亡 日 の 戸籍 の 余白 ( il 集団 訴訟 の 場 
合 、 処分 の 個々 の 抄本 は 、 転 召 の た め に 、 各 死者 の 最後 
の 住所 の 民事 登記 所 に 送ら れる 。 


死亡 宣告 は 死亡 診断 書 の 代わ り と な り 、 第 三 者 に 対し て 
と の 訂正 また は 取消 を 求め る こ と が で きま すま が 、 ぞ の 

場合 は 現行 法 第 99 条 お よび 第 99-1 条 に 従っ て 訂正 また は 
取消 を 求め る こと が で きま す 。 


第 92 条 


第 92 条 裁 鹿 に より 死亡 宣告 を 受け た 者 が 宣告 後に 再び 
出現 し た と き は 、 検 察 紀 また は 利害 関係 人 は 、 第 89 条 以 
に 規定 する 方 法 に より 、 半 決 の 取消 し を 求め る こと 

の GS 


必要 に 応じ て 、 第 130 条 、 第 131 条 お よび 第 132 条 の 規定 
を 適用 する 。 


宣言 的 半 決 の 取消 し に 関す る 記載 は 、 そ の 騰 本 の 余白 に 
行う も の と する 。 


第 S 章 : 軍人 お よび 海軍 の 職員 に 関す る 民事 上 の 身 


記 角 。 


特定 の 特別 な 場合 。 
第 93 条 


国 の 軍人 お よび 水兵 に 関す る 民事 上 の 身分 記録 は 、 前 章 
に 人 巡 べ た よう に 設定 され る 。 


た だ し 、 戦 争 、 国 の 領域 外 に お ける 軍事 行動 、 ま た は 

占 償 下 も し く は 政府 間 協 定 に よる 外国 の 領域 に お ける 

フラ ンス 軍 の 駐留 の 場合 、 こ れ ら の 記録 は 、 国 防 大 臣 

の 命 念 に より 指定 され た 還 事 登記 官 も 受 包 す る こと が 

で きる 。 前 章 の 規定 が 適用 で き な い 場合 、 上 記 の 民事 登 
記 巨 は 、 手 軍人 に 関し て も 権限 を 有する 。 


2. 国 土 に お いて 、 動 員 又 は 包囲 の 結果 、 民 事 登録 業務 が 
定期 的 に 行わ れ な く な っ た 地域 の 軍人 及び 丘 軍 事 に 関 
する 記録 は 、 上 記 の 民事 登録 機関 が 受理 する こと が で 
きる 。 


軍隊 で の 出生 に 関す る 申告 は 、 出 生後 10 日 以内 に 行わ れ 
る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

死亡 証明 書 は 、 市 民 登 録 機関 が 故人 を 訪問 で き な か っ た 
場合 で も 、 軍 隊 で 作成 する こと が で き る 。 第 78 条 の 規 
定 の 例外 と し て 、2 人 の 申告 者 の 証明 で 作成 する こと が 
2 で ⑥ き る 。 


第 9S 条 


第 93 条 第 2 項 お よび 第 3 項 に 規定 する 場合 、 市 民権 記録 は 
特別 な 登録 薄 に 作成 され 、 そ の 保管 お よび 保存 は 防衛 大 
臣 の 命 金 で 規定 され る 。 


第 96 条 


第 93 条 第 2 項 及 び 第 3 項 に 規定 する 場合 に お いて 婚 燥 が 成 
立 し た と き は 、 事 情 が 許す 限り 、 閣 来 の 配偶 者 の 最後 

の 住所 地 に お いて 公表 され 、 ま た 、 関 係 者 の 所 属す る 

部 隊 に お いて 、 防 衛 大 臣 の 命 信 に より 定め られ た 条件 

の 下 に 公表 が 確保 され る 。 


第 96-1 条 


第 96 条 国 の 領域 外 に お ける 戦争 また は 還 事 行動 の 場 

合 、 重 大 な 理由 が あり 、 一 方 で は 法務 大 臣 の 、 他 方 で は 
国防 大 臣 の 認可 が あれ ば 、 軍 人 、 国 家 水兵 、 軍 隊 に 雇用 
され て いる 者 また は 国 の 船舶 に 乗船 する 者 の 結婚 は 、 
特 来 の 配偶 者 が 本 人 で な く て も 、 哲 来 の 配偶 者 が 死亡 し 
て いて も 、 以 下 の 方 法 で 結婚 に 対す る 同意 が 記録 され 
て いれ ば 、 滑 式 す る こと が で きる 。 


1.1. 国 内 で は 、 閣 来 の 配偶 者 の 婚 如 に 対す る 同意 は 、 そ 
の 人 が 居住 する 場所 の 民事 登記 官 が 作成 し た 行為 に 
よっ て 成立 する 。 2. 国 内 の 領域 外 また は その 人 が 居住 
する 場所 に 民事 登記 サー ビス が な く な っ た すべ て の 場 
合 、 同 意 行為 は 第 93 条 で 指定 され た 民事 登記 官 が 作成 し 
た も の で ある 。 


3.3. 軍 人 の 捕虜 又は 被 抑 留 者 の 場合 に は 、 そ の 同意 は 、 
当該 軍人 が 捕虜 と か っ て いる 国 に お ける フラ ンス の 利 
益 の た め に 責任 を 負う 外国 の 外交 官 若 し く は 領事 代理 人 
又は 抑留 され て いる 国 に 公認 の フラ ンス の 人 外交 官 若 し 
く ぐ は 其 事 当局 選 よ つて 作成 ずる こと が で きる 。 まだ 、2 
人 の フラ ンス 軍 閣 校 若しくは 下士 互 、 又 は 同じ 国籍 の 2 
人 の 証人 の 補佐 を 受け る フラ ンス 軍 閣 校 若しくは 下士 
官 が 作成 する こと が で きる 。 ④⑭ 婚 燥 の 祝賀 の 際 に 民事 
登録 官 が 同意 書 を 読み 上 げ る 。 


上 記 の 者 に よる 代理 行為 及び その 未成 年 の 子 の 婚 如 に 対 
する 同意 行為 は 、 前 各 項 に 規定 する 同意 行為 と 同一 の 条 
件 下 で 作成 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
本 条 の 適用 条件 は 、 規 則 で 定め られ て いる 。 


第 96-2 条 


第 96-1 条 の 婚 燃 の 効力 は 、 哲 来 の 配偶 者 の 同意 を 得 た 日 
に さか の ば ぼる 。 


第 97 条 


軍隊 の 構成 員 、 軍 隊 の 活動 に 参加 する 民間 人 、 軍 隊 の 指 
揮 下 に ある 者 、 軍 隊 の 航跡 に 雇用 され た 者 に つい て 、 

軍 当 局 が 上 記 の 第 93 条 に 規定 する すべ て の 場合 、 ま た 
は 市 民 当 局 が 受け 取っ た 死亡 証明 書 は 、 上 記 の 第 93 条 に 
よっ て 軍 当 局 が これ ら の 証明 書 を 受け 取る 権限 を え 
られ て いる 期間 お よび 償 域 に お いて 、 政 人 金 に よっ て 定 
め ら れ た 条件 に 基づい て 行政 上 の 修正 の 対象 と な る こ 


と が ある 。 


第 6 章 : フラ ンス 国籍 を 取得 また は 回 復 し た 外国 
生ま れ の 者 の 市 民 的 地位 


2 
V 
第 98 条 


フラ ンス 国籍 を 取得 また は 回 復 し た 外国 生ま れ の 者 
は 、 出 生 時 に 作成 され た 記録 が すでに フラ ンス の 当局 
が 保管 する 登録 澄 に 登録 され て いな い 限 り 、 出 生 記 録 
に 代わ る 記録 が 作成 され る 。 


この 記録 に は 、 当 該 者 の 姓 、 名 、 性 別 が 記載 され 、 出 生 
地 と 年 月 日 、 親 族 関係 、 フ ラン ス 国 籍 取得 日 の 居住 地 が 
記載 され て いま す 。 


第 98-1 条 


同様 に 、 フ ラン ス 国 籍 を 取得 また は 回 復 し た 者 が 、 以 
前 に 外国 で 婚 畑 を 結ん だ 場合 、 そ の 婚 如 の 祝 貨 が す で 
に フラ ンス の 当局 が 保管 する 記録 に 記録 され て いな い 
限り 、 嬉 記録 に 代わ る 行為 が 作成 され ます 。 


記録 に は 以下 の 内 容 が 記載 され ます 。 


- 婚 如 成 立 の 日 付 と 場所 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 
- その 記録 を 作成 し た 当局 の 表示 


- 配偶 者 それ ぞ れ の 姓 、 名 、 生 年 月 日 、 出 生地 。 


- 配偶 者 の 親権 : 


- また 必要 で あれ ば 、 婚 契 約 を 受理 し た 当局 の 名 称 、 
質 、 居 住地 


第 98-2 条 


出生 と 婚 妨 が すでに フラ ンス の 当局 に よっ て 保管 され 
て いる 登録 江 に 記録 され て いる 場合 を 除き 、 出 生 と 婚 
如 の 詳細 を 記載 し た 1 枚 の 記録 を 作成 する こと が で き 
る 。 


これ は 出生 記録 と 婚 燥 記録 の 両方 の 代わ り と な る 。 
第 98-3 条 
第 98 条 か ら 第 98 条 の 2 まで に 言及 され た 記録 は 、 そ れ に 


川 科 : で : 


- 作成 され た 日 付 


- 民事 登記 記 の 名 前 と 著名 。 
- その 代わ り と な る 行為 の 余白 に 記載 され た 事項 。 
- その 者 の 国籍 に 関す る 行為 及び 決定 の 表示 。 


続い て , 余白 に 記載 され る の は , 以 下 の と お り で あ 
る 。 


- 各 行為 の カテ ゴリ ー ご と に 有効 な 法律 で 定め られ た 表 
。 


第 98-4 条 
第 98 条 か ら 第 98 条 の 2 まで の 規定 に より 記録 を 作成 され 


た 者 は 、 外 国 当 局 か ら 受 促し た 出生 記録 又は 婚 如 記 録 の 
書 旨 を 請求 する 権利 を 喪失 する 。 


外国 の 市 民権 記録 また は フラ ンス 領事 館 の 市 民権 記録 の 
明細 と 同 条 の 規定 に 従っ て 作成 され た 記録 の 明細 と の 
間 に 不 一 致 が ある 場合 、 後 者 は 、 そ れ ら を 修正 する 決 
定 が な され る まで は 、 上 真正 で な けれ ば な ら な い 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 7 章 : 民事 身分 記録 の 取消 し と 訂正 
身分 記録 
第 99 条 


民法 上 の 身分 事項 の 記録 の 訂正 は 、 裁 鹿 所 の 長 が 命 ず 


る 。 


性 別 の 表示 と 必要 に 応じ て 姓 の 表示 の 訂正 は 、 性 器 形 成 
の 変異 を 示す 者 の 要請 、 ま た は 未成 年 者 の 場合 は その 
法定 代理 人 の 要請 に より 、 そ の 性 別 が 出生 証明 書 に 記載 
され て いる も の と 一 致し な いこ と が 医学 的 に 証明 され 
た 場合 に 命じ られ る 。 


市 民 的 地位 の 記録 の 取り 消し は 、 裁 鹿 所 が 命ずる 。 た だ 
し 、 記録 が 不正 に 作成 され た 場合 は 、 管 轄 の 検索 官 が そ 
の 取り 消し を 進め る こと が で きる 。 


第 99-1 条 


民事 登記 官 は 、 自 分 が 保管 者 で ある 民事 身分 記録 の 余白 
に 記載 され た 陳述 お よび 記載 事項 の うち 、 純 粋 に 重要 
な 記 り また は 脱落 を 修正 し な けれ ば な ら ず 、 そ の 一 覧 
は 民事 訴訟 法 に よっ て 決定 され る 。 


話 記 が 他 の 民事 身分 記録 に 影響 を 及ぼ す 場 合 、 照 会 され 
た 民事 登記 官 は その 是正 を 進め 、 ま た は 記録 の 保管 者 
で な い 場 合 に は 是正 させ る 。 

この よう な 訂正 の 手続 き は 、 同 法 に 規定 され て いる 。 
この 目的 の た め に , 管轄 の 検察 札 は , 謀っ た 記録 の 登 


録 澄 の 保管 者 及び 同じ 衣 り の 影響 を 受け た 他 の 記録 を 保 
営 する 者 に 年 接 必要 な 指示 を える 。 


第 99-2 条 


第 98 条 か ら 第 98 条 の 2 まで の 法律 を 作成 する 民事 登記 


の 権限 を 有する 者 は 、 第 99-1 条 に 従っ て 、 こ れ ら の 法律 
の 余白 に 付 さ れ た 宣言 と 言及 を 無効 と する 純粋 に 重要 
な 誠 り と 省略 の 行政 上 の 訂正 を 進め る こと が で きる 。 


フラ ンス 難民 無 国籍 人 保護 局 の 市 民 登 録 記 の 権限 を 有 す 
る 者 は 、 同 じ 条 件 の 下 で 、 外 国人 の 入国 お よび 居住 な 
ら び に 人 亡命 権 に 関す る 法典 に 従っ て 作成 され た 市 民 資 
格 記 録 に 代わ る 証明 書 を 修正 する こと が で きる 。 


第 100 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

司法 また は 行政 に よる 行為 の 是正 また は 取消 は 、 民 事 
身分 登録 澄 に 公表 され た 時 点 か ら 、 す べ て の 人 に 対し 
て 請求 する こと が で きる 。 


第 101 条 
行為 の コピ ー は 、 民 法 第 50 条 で 制定 され た 浪 金 お よび 
登記 簿 の 寄託 者 に 対す る すべ て の 損害 賠償 の 前 則 の も 


と で 、 命 金 され た 修正 と と も に の み 交 付す る こと が で 
きる 。 


第 8 章 。 市 民権 記録 の 公開 


第 101-1 条 


民事 身分 記録 の 公開 は 、 民 事 登 記 官 に よる 全 コ ピー また 
は 抄本 の 発行 に よっ て 確保 され る 。 


騰 本 お よび 抄本 の 内 容 お よび 交付 条件 は 、 国 務 院 の 政 人 
で 定め られ て いる 。 


民事 身分 記録 に 含ま れる 個人 デー タ の 安全 な 検証 の た 

め の 手 続き は 、 国 務 院 の 政 多 で 定め る 条件 の 下 で 、 完 全 
な コピ ー お よび 抄本 の 発行 に 代え て 実施 する こと が で 

きる 。 検証 手 続 が 干物 質 的 手段 、 特 に 公証 人 に より 実施 
で きる 場合 、 前 条 で 巡 べ た 完全 な コピ ー ま た は 抄本 の 

交付 の 他 の 形 能 に 取っ て 代わ る も の で ある 。 


疾 物 質 的 方 法 に よる 検証 手続 き は 、 産 科 病院 が 所 在 す 


る 、 ま た は 設立 され た コミ ュー ン の 領域 で 義務 的 に 実 
施さ れ ま す 。 


第 101-2 条 


その 内 容 、 更 新 の 規則 、 発 行 と 確保 の 条件 は 、 国 家 評 議 
会 の 政信 で 定め られ て いる 。 そ の ひな 形 は 政 人 で 定め 
られ て いま す 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 

第 3 編 : ド ミト リー 

第 102 条 

フラ ンス 人 の 市 民権 行使 に 関す る 本 籍 地 は 、 そ の 人 が 
主たる 事業 所 を 有する 場所 で ある 。 


安定 し た 住所 を 持た な い 者 の 市 民権 行使 の 場所 は 、 そ 
の 者 が 第 $0 条 に 規定 され た 条件 に 基づい て 住所 を 選択 


し た 場所 で ある 。264-1 (社会 活動 ・ 家 族 法典 ) に 規定 
RE 


フラ ンス で 登録 され た 内 陸 航 行 船舶 に 居住 する 船頭 お 
よび その 他 の 者 で 前 項 に 規定 する 住所 また は 法定 住所 
を 持た な い 者 は 、 法 務 大 臣 、 内 務 大 臣 お よび 公共 事業 ・ 
運輸 ・ 観 光大 臣 の 命令 に より 作成 され た リス ト に 名 前 
が 載っ て いる 自治 体 の いずれ か に 住所 を 選択 する こと 
を 要求 され る 。 

た だ し 、 サ ラリ ー マ ン 船員 お よび 舶 上 生活 者 は 、 船 を 
運航 する 会 社 が そこ に 本 社 ま た は 施設 を 賀 い て いる 場 
合 に 限り 、 他 の コミ ュー ン に 居住 する こと が で きま す 
(この 場合 、 居 住地 は この 会 社 の 事務 所 に 固定 され ま 
69 


第 103 条 


本 籍 地 の 変 更 は 、 他 の 場所 に 実際 に 居住 し て いる 事実 
と 、 そ こ に 主たる 施設 を 設置 する 意図 に よっ て 行わ れ 
る も の と する 。 


第 104 条 


意思 の 証明 は 、 本 籍 を 移転 し た 場所 の 自治 体 だ け で な 
く 、 移 転 先 の 自治 体 に 対し て も 行わ れる 明示 的 な 宣言 
に よっ て も た ら さ れる 。 


第 10S 条 


明示 的 な 宣 井 が な い 場 合 、 意 思 の 証明 は 状況 次 第 で あ 
る 。 


第 106 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


一 時 的 また は 取消 可能 な 公職 に 召さ れ た 国民 は 、 反 対 の 
意思 を 表明 し て いな けれ ば 、 以 前 に 有 し て いた 本 籍 地 
を 保持 する 。 


第 107 条 


終身 制 の 公職 を 引き 受け た 場合 、 そ の 公務 員 の 住所 は 、 
その 公職 を 行う べき 場所 に 胡 ち に 移転 する こと を 意味 
する 。 


第 108 条 


第 108 条 夫婦 は 、 共 同 生活 に 関す る 規定 を 害する こと な 
く 、 列 居 の 住所 を 持つ こと が で きる 。 


法律 上 別居 し て いる 者 で あっ て も 、 配 偶 者 に 対し て な 
され た 身分 お よび 能力 に 関す る 通知 は 、 無 効 を 覚悟 
で 、 そ の 配偶 者 に も 宛て て な され な けれ ば な ら な い 。 


第 108-1 条 


離婚 また は 法 的 分 離 の 手続 き 中 の 配偶 者 の 別居 は 、 権 利 
上 、 列 居 地 を 意味 する 。 


第 108-2 条 


独立 し た 未成 年 者 は 、 父 お よび 母 と の 間 に 住 所 を 有 す 
る 。 


父 と 母 が 別居 し て いる 場合 は 、 同 居 し て いる 親 と 同居 
GO と に びる 。 


第 108-3 条 


後見 人 の 下 に ある 滴 年 齢 の 者 は 、 そ の 後見 人 と 同居 し 
て いる 。 


第 109 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


常習 的 に 他人 に 仕え ん 、 ま た は 他人 の た め に 働く 油 年 齢 
の 者 は 、 そ の 者 と 同一 の 家屋 に 居住 すると き は 、 そ の 
仕 キ 、 ま た は 他人 の た め に 働く 者 と 同一 の 本 籍 を 有 す 
る も の と する 。 


第 111 条 


文書 に 、 当 事 者 また は その 1 人 の 側 で 、 こ の 同じ 文書 を 
本 籍 地 以 外 の 場所 で 執行 する た め の 本 籍 地 の 選 択 が 含ま 
れ て いる 場合 、 こ の 文書 に 関す る 送達 、 請求 お よび 手 
続き は 、 合 意 し た 本 籍 地 で 行う こと が で き 、 第 48 条 の 
規定 に 従っ て 、 本 籍 地 以外 の 場所 で 行う こと が で き 

る 。 
の 規定 に 従っ て 、 そ の 本 籍 地 の 裁 講 記 に 対し て 行う こ 
を が で きま す 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 1 巻 : 人 

第 4 編 : 欠席 者 

第 1 章 : 欠席 の 推定 

第 112 条 

本 人 が 何 の 連 絡 も な く 住 所 地 ま た は 居所 地 に 出頭 し な 

く な っ た 場合 、 後 見 裁 麟 記 は 、 利 害 関係 人 また は 検察 庁 


の 請求 に より 、 不 在 の 推定 が ある こと を 立証 する こと 
が * で きる 。 


第 113 条 


第 103 条 裁 記 記 は 、 不 在 と 推定 され る 者 の 権利 行使 また 
は 利害 関係 の ある 行為 に つい て 代理 し 、 そ の 財産 の 全 
部 また は 6 管理 する た め に 、1 人 以上 の 親族 また は 
同盟 者 、 に よっ て は その 他 の 者 を 指定 する こと が 
で さき: る 。 と 推定 され る 者 の 代理 と 財産 の 管理 は 
この 章 の 規定 に 従っ て 、 家 族 会 議 の な い 成 人 の 後見 に 
適用 され る 規則 、 ま た は 例外 的 に 裁 鹿 官 283 決定 に 
より 、 代 理 人 が 第 494-1 条 に 記載 の 者 の 場合 は 家族 ハビ 
リ テ ー シ ョ ン の 規則 に 従う 。 


第 114 条 


他 の 管轄 区 域 ( 5 る 特定 の 権限 を 害する こと な 

く 、 同 じ 目 的 の た め に 、 裁 刻 訪 は 、 必 要 に 応じ て 、 財 産 
の 規模 に 応じ て 、 の また は 婚 如 の 費用 の た め 
に 毎年 配分 され る べき 金額 を 決定 する も の と する 。 


裁 齋 官 は , 子女 を どの よう に 養育 する か を 決定 する 。 


また 、 管 理 費 の 支払 い 方 法 、 お よび 推定 不在 者 の 代理 人 
と その 財産 管理 の 責任 者 に 配分 され る 報酬 を 規定 す 
る 。 


第 11S 条 


裁 鹿 官 は 、 い つ で も 、 職 権 で 、 こ の よう に 指名 され た 
者 の 任務 を 終了 させ る こと が で き 、 ま た 、 こ の 者 に 代 
ね わる こと が で きる 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 


月 15 日 


第 116 条 

推定 不在 者 が 分 割 を 要求 され た 場合 、 こ れ を 友好 的 に 行 
3 の が でき る 

代理 人 と 推定 不在 者 の 間 で 利益 が 相反 する 場合 、 後 見 裁 
世 官 は 第 115 条 に 従っ て 指定 され た 代理 人 の 立会 い の も 
と で 、 部 分 的 で あっ て も 分 割 を 許可 する 。 


いずれ の 場合 も 、 清 算 書 を 後見 裁 刻 官 に 提出 し 、 承 認 を 
得る 。 


分 割 は 、 第 840 条 か ら 第 842 条 まで の 規定 に 従っ て 、 裁 鹿 
所 で も 行う こと が で きま す 。 


それ 以外 の 分 割 は 仮 の も の と みな され る 。 

第 117 条 

検察 庁 は 、 推 定 不 在 者 の 利益 を 守る こと を 特別 に 任務 と 
し 、 彼 ら に 関す る すべ て の 申請 に つい て 聴取 され 、 こ 


の タイ トル に 規定 され て いる 措 費 の 適用 また は 変更 を 
職権 で 要求 する こと が で きる 。 


第 118 条 


不在 と 推定 され た 者 が 再び 現れ 、 ま た は 知ら せ た 場 
合 、 裁 記 記 は 本 人 の 求め に 応じ て 、 本 人 の 代理 お よび 財 


産 の 管理 の た め に と られ た 措 連 を 終了 させ 、 不 在 の 期 
間 中 に 本 人 の た め に 管理 また は 取得 し た 財産 を 取り 戻 
さ な け れ ば な ら な い 。 


第 119 条 


不在 の 推定 に 基づき 、 詐 欺 に よら ず に 取得 し た 権利 

は 、 不 在 者 の 死亡 が 立証 され 、 ま た は 司法 的 に 宣言 さ 
れ た 場合 に は 、 死 亡 の 日 付 の 如何 に か か わら ず 、 問 題 
と され な い 、。 


第 120 条 


推定 欠席 者 の 代理 お よび その 財産 の 管理 に 関す る 前 記 
の 規定 は 、 連れ去り の 結果 、 意 思 表 示 を する こと が で 
き な い と 認め られ る 者 に も 適用 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 121 条 
これ ら の 同じ 規定 は 、 推 定 不 在 者 また は 第 120 条 に 記載 


され た 者 が 、 自 己 を 代理 し 財産 を 管理 する 十分 な 委任 状 
を 残し て いる 場合 に は 適用 され な い 。 


配偶 者 が 婚 如 制 度 の 適用 に より 、 特 に 第 217 条 、 第 219 
条 、 第 1426 条 お よび 第 1429 条 に 基づき 得 ら れ た 決定 の 効 


果 に より 、 問 題 と な る 利益 を 十分 に 擁護 で きる 場合 
同様 で ある 。 


不在 の 推定 を 確立 し た 莉 決 か ら 10 年 が 経過 し た と き 、 
第 112 条 に 規定 され た 手続 き に 従っ て 、 ま た は 第 217 条 、 
第 219 条 、 第 1426 条 お よび 第 1429 条 に 規定 され た 法 的 手 
続き の いずれ か の 機会 に 、 裁 鹿 所 は 、 利 害 関係 者 また 
は 検察 官 の 請求 に より 、 不 在 を 宜 告 する こと が で き 
る 。 そ の 宣告 が な い 場 合 に お いて 、 そ の 者 が 20 年 以上 
連絡 を 受け る こと な く 、 そ の 住所 又は 居所 の 所 在 地 に 
出頭 し な く な っ た と きも 、 同 様 と する 。 


第 123 条 
第 123 条 不在 宣告 の 請求 書 の 抄本 は 、 検 察 庁 の 裏書 を 経 
た 後 、 当 該 部 門 、 場 合 に よっ て は 、 音 信 不 通 と な っ た 者 


の 住所 地 ま た は 最後 の 居住 地 の 国 で 発行 され る 2 つの 新 
聞 に 掲載 され る 。 


請求 が 付託 され た 裁 鹿 所 は 、 ま た 、 有 用 と 認め る 場所 
に お いて 、 そ の 他 の 公表 措 連 を 命ずる こと が で きる 。 


これ ら の 公表 措 帝 は 、 請 求 を 行っ た 当事者 に よっ て 実 
施さ れる も の と する 。 


第 124 条 


薦 鹿 所 は 、 提 出さ れ た 文書 に 基づき 、 失 忠 の 状況 及び 報 
道 の 欠如 を 説明 し 得る 事情 に 配慮 し て 裁定 を 下す も の 
と する 。 


才 章 所 は 、 情 報 の 追加 的 な 措 連 を 命じ 、 必 要 な 場合 に 

は 、 検 察 記 が 申立 人 で な いと き は 、 検 察 記 が その 権利 

を 有する 場所 に お いて 、 検 察 官 の 立会 い の 下 に 調査 を 

実施 する よう 規定 する こと が で きる 。 

検察 官 が 有用 と 考え る 場所 、 特 に 本 籍 地 ま た は 最後 の 居 
住地 が 異な る 場合 は 、 そ の 地区 で 行う 。 


第 12S 条 


手続 を 開始 する 請願 書 は 、 第 122 条 第 1 項 お よび 第 2 項 に 
規定 され た 期間 の 満了 の 1 年 前 か ら 提出 する こと が で き 
る 。 不在 を 宣言 する 対決 は 、 こ の 請願 書 の 抜粋 が 公表 さ 
れ て か ら 少 な く と も 1 年 後に 吉 い 渡さ これ ます 。 こ の 装 決 
は 、 不 在 と 推定 され る 者 が 第 122 条 で 吉 及 され て いる 期 
間 中 に 再 出頭 し な か っ た こと を 立証 し て いる 。 


第 126 条 


不在 宣告 の 申請 は 、 不 在 者 が 再び 現れ た 場合 、 あ る い は 
麟 決 が 詩 い 渡さ れる 前 に その 死亡 の 日 付 が 確定 し た 場 
合 に は 、 無 効 と みな され ます 。 


第 127 条 


不在 を 宣 訓 す る 半 決 が 下さ れる と 、 裁 鹿 所 が 定め た 期 
間 内 に 、 第 123 条 に 規定 され た 方 法 で その 抄本 が 公表 さ 
れる 。 こ の 期限 内 に 公表 され な か っ た 場合 、 講 決 は 無 
効 と みな され る 。 


痢 決 が 既 羊 力 と な っ た 場合 、 そ の 有効 な 部 分 は 、 検 察 密 
の 要請 に より 、 不 在 者 の 本 籍 地 ま た は 最後 の 居住 地 の 死 
攻 者 名 簿 に 転記 され る 。 こ の 転 宮 は 、 不 在 を 宣 吉 し た 装 
決 の 日 付 の 登記 簿 の 余白 に 記載 され 、 不 在 を 宣言 され た 
者 の 出生 証明 書 の 余白 に も 記載 され る 。 


この 騰 本 は 第 三 者 に 対し て 強制 執行 を 可能 に し 、 第 三 
は 第 99 条 お よび 99-1 条 に 従っ て その 修正 ま た は 無効 を 得 
る こと が で きる 。 

第 128 条 

不在 を 宜 言 する 対決 は 、 転 如 の 時 点 か ら 、 不 在 者 の 死亡 


が 確定 し た 場合 に 有 し て いた で あろ うす べ て の 効果 を 
有する 。 


本 タイ トル の 第 1 章 に 従っ て 不在 者 の 財産 管理 の た め に 
と られ た 措 加 は 、 裁 刻 所 また は それ を 命じ た 裁 刻 衛 が 
別段 の 決定 を し な い 限 り 、 停 止 さ れる 。 


不在 者 の 配偶 者 は 新た に 婚 燥 を 結ぶ こと が で き る 。 
第 129 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 11 条 不在 者 が 再 出現 し た 場合 、 ま た は 不在 を 宣言 す 
る 装 決 の 後に その 存在 が 証明 され た 場合 、 検 察 紀 また 
は 利害 関係 人 の 請求 に より 、 こ の 状 決 の 取り 消し を 追 
及 す る こと が で きる 。 


た だ し 、 利 害 関係 者 が 代理 人 と な る こと を 希望 する 場 
合 、 弁 護 士 会 に 正規 に 登録 され て いる 弁護 士 に よっ て 
の み 行 うこ と が で きま す 。 


取消 羊 決 の 有効 な 部 分 は 、 第 123 条 に 規定 され た 手続 き 

に 従っ て 、 居 党 な く 公 表 さ れる も の と する 。 

この 攻 決 は 、 公 表 さ れ 次 第 、 子 供 の 不在 を 家斉 する 装 決 
の 余白 お よび それ に 言及 する すべ て の 登録 澄 に 記載 さ 

れる 。 


第 130 条 


第 130 条 裁 鹿 に より 存在 が 確定 し た 不在 者 は 、 そ の 財産 
お よび 不在 中 に 受け 取る べき で あっ た も の を 、 そ の 状 
態 に ある も の 、 疎 外さ れ た も の の 価格 、 ま た は その 利 
益 の た め に 発生 し た 資本 も し く は 所 得 の 使用 に よっ て 
取得 し た 財産 を 取り 戻す こと が で きる 。 


第 131 条 


詐欺 に よっ て 不在 宣告 を 行わ せ た 利害 関係 者 は 、 そ の 
存在 が 司法 的 に 証明 され た 不在 者 に 、 そ の 享受 し た 財産 
か ら の 収入 を 回 復 し 、 徴 収 の 日 か ら の 法定 利息 を 支払 


う 義 務 を 負い 、 場 合 に よっ て は 追加 損害 を 予見 する こ 
と が で き な い も の と する 。 


詐欺 が 不在 を 宜 斉 され た 者 の 配偶 者 に 起因 する 場合 、 配 
偶 者 は 不在 を 宣言 する 装 決 に よっ て 終了 し た 夫婦 財産 制 
度 の 清算 に 異議 を 唱え る 権利 を 有する 。 


第 132 条 


不在 宣告 を 受け た 者 の 婚 畑 は 、 不 在 宣告 が 取り 消さ れ た 
と し て も 、 解 消さ れ た まま で ある 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 16 日 

第 1 巻 : 人 

第 $ 編 : 婚 妨 

第 1 章 : 結婚 する た め に 必要 な 資格 と 条件 

結婚 する た め に 必要 な 条件 

第 143 条 


婚 燃 は 、 異 性 また は 同性 の 二 人 に よっ て 結ば れる 。 


第 144 条 


結婚 は 18 歳 未 滴 で は で き な い 。 


第 14S 条 


た だ し 、 婚 畑 の 祝 地 の 検 圭 紀 は 、 重 大 な 事由 が ある と 
き は 、 年齢 要件 の 適用 を 免除 する こと が で きる 。 


第 146 条 


同意 が な いと き は 、 婚 如 は 成立 し な い 。 


第 146-1 条 


フラ ンス 人 の 婚 如 は 、 た と え 外 国 で 締結 され た も の で 
あっ て も 、 そ の 者 の 立ち 会 い を 必要 と する 。 


第 147 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 
最初 の 結婚 が 解消 され る 前 に 、2 度 目 の 結婚 を する こと 
は で き な い 。 


第 148 条 


未成 年 者 は 、 父 と 母 の 同意 が な けれ ば 婚 如 を 結ぶ こと 
が で き な い 。 父 と 母 の 間 に 不 和 が ある 場合 は 、 こ の 区 
分 が 優先 され る 。 


第 149 条 


ー 方 が 死亡 し て いる 場合 、 あ る い は 意思 表示 が で き な 
い 場 合 は 、 他 方 の 同意 で 十分 で ある 。 


哲 来 の 配偶 者 の 一 方 の 父 ま た は 母 の 死亡 証 明 書 は 、 配 偶 
者 また は 被 相続 人 の 父 と 母 が 宣 装 し て この 死亡 を 証明 
する と き は 、 提 出す る 必要 は な い 。 


父 又 は 母 の 現住 所 が 不明 で あり , 1 年 間 音 信 不 通 で ある 
場合 , 子 及 びそ の 同意 を 得る 父 又 は 母 が 宜 准 の 上 申告 す 
れ ば , 婚 畑 を 成立 させ る こと が で きる 。 


その 全容 は 婚 畑 証明 書 に 記載 され る 。 


本 条 お よび 本 章 の 次 条 で 規定 され る 場合 に お ける 虚偽 
の 宣 維 は 、 刑 法 第 434-13 条 に 規定 され る 浪 則 に より 処 沖 
され る 。 


第 1S0 条 


父 と 母 が 死亡 し て いる 場合 、 あ る い は 意思 表示 で き な 
い 場 合 は 、 前 父 と 前 母 が これ に 代わ る 。 同 じ 系 統 の 前 
父 と 前 母 の 間 に 不 和 か が ある 場合 、 あ る い は 2 糸 統 の 間 に 
不 和 が ある 場合 、 こ の 分 割 は 同意 を 必要 と する 。 


父 と 母 の 現住 所 が 不明 で 、1 年 間 音信 不通 の 場合 、 祖 父 
と 子供 本 人 が 官署 すれ ば 、 尋 燃 を 成立 させ る こと が 
で きる 。 祖 父 ま た は 祖母 の 1 人 以上 が 婚 燃 に 同意 し て い 
て も 、 他 の 祖父 また は 祖母 の 現住 所 が 不明 で 、1 年 間 音 
信 不 通 の 場合 も 同様 で ある 。 


第 1S1 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


閣 来 の 配偶 者 の 1 人 の 父 と 母 、 祖 父母 また は 祖母 の 不在 
を 宣告 し 、 ま た は 不在 の 調査 を 命じ た で あろ う 状 決 の 
し を 、 操 作 部 分 に 紹 小 し て 提出 する こと は 、 現 行 法 第 
149 条 、150 条 、158 条 お よび 139 条 に 定め る 場合 、 そ の 死 
証明 書 の 提出 と 同等 と する 。 


第 1S4 条 


父 と 母 、 同 泰 の 祖父 と 祖母 、 ま た は 両 奈 の 祖父 の 間 の 不 
和 は 、 公 証人 が 閣 来 の 配偶 者 か ら 依頼 を 受け 、 第 二 公証 
人 や 証人 の 援助 を 受け ず に 行動 し 、 ま だ 同意 を 得 て い 
な い 父 、 母 また は 祖父 に 予定 され て いる 結婚 を 通知 す 
る と に まっ て 立 誹 する こと が で きる 


届出 行為 に は , 閣 来 の 配偶 者 , その 父 , 母 又は 場合 に 
よっ て は 祖父 の 姓 , 名 , 職業 , 住所 及び 居所 並び に 婚 如 
を 行う 場所 を 記載 する 。 


また 、 こ の 届出 は 、 ま だ 許可 され て いな い 同 意 を 得る 
た め に 行う も の で あり 、 同 意 が 得 ら れ な い 場 合 に は 婚 
如 は 成立 し な いと いう 宣言 も 含ま れる 。 


第 1SS 条 


衝 順 の 不 和 は 、 婚 畑 を 祝う べき 民事 登記 官 狗 の 著名 入り 
の 書簡 、 ま た は 第 73 条 、 第 2 項 に 規定 する 形式 で 作成 さ 
れ た 行為 に よっ て も 立証 され うる 。 


本 条 お よび 前 条 に 掲げ る 行為 は 、 無 料 で 押印 され 登録 
され る 。 


第 156 条 


18 蔵 に 達し て いな い 呈 子 また は 娘 の 婚 如 を 、 父 と 母 、 
祖父 また は 祖母 、 お よび 必要 な 場合 に は 家族 会 議 の 同意 
が 婚 燥 行為 に 記載 され て いな い 状 態 で 成立 させ た 民事 
登記 巨 は 、 利 害 関係 者 また は 検察 到 の 請求 に より 、 婚 
が 成立 し た 地区 の 司法 裁 記 所 で 、 民 法 第 192 条 に 定め る 
昔 金 を 科 さ れる こと に な る 。 


第 157 条 


第 154 条 に 規定 する 届出 の 証明 を 要求 し な い 民 事 登記 官 
は 、 前 条 に 規定 する 削 金 に 処す る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 159 条 


父 も 母 も 祖父 母 も いな い 場 合 、 ま た は 全員 が 意思 表示 
で き な い 場合 、18 蔵 の 未成 年 者 は 、 家 族 会 議 の 同意 が な 
けれ ば 婚 如 を 結ぶ こと が で き な い 、。 


第 160 条 


死亡 の 確定 し て いな い 18 蔵 の 未成 年 者 の 子孫 の うち 、 
現住 所 が 不明 で 、 か つ 、 こ れ ら の 子孫 が 1 年 間 何 の 知ら 
せ も な いと き は 、 未 成年 者 は 、 そ の 居住 地 の 後 見 裁 半 
官 の 前 で 、 書 記 官 を 補佐 し て 、 そ の 部 屋 で 宜 奪 し て 申告 
し 、 後 見 裁 鹿 思 は 、 こ れ を 記録 し か な けれ ば な ら な い 。 


後見 裁 刻 記 は 、 こ の 宣 奪 を 家庭 裁 鹿 所 に 通知 し 、 家 庭 裁 
志 所 は 、 婚 如 の 許可 の 申請 に つい て 審 半 を 行う 。 た だ 

し 、 未 成年 者 は 、 家 族 会 議 の メン バー の 立会 い の も と 

に 、 下 接 宜 装 する こと が で き る 。 


第 161 条 


評 泰 で は 、 す べ て の 秘 糸 専属 と 証 和 卑 属 、 親 族 間 の 婚 興 


は 林政 され て いる 。 


第 162 条 


傍 夫 で は 、 負 と 妹 、 見 第 間 、 姉 妹 間 の 結婚 は 禁止 され て 
る 


第 163 条 


示 父 と 姓 、 電 、 示 母 と 電 、 姓 の 間 の 婚 問 は 休止 され て い 
る 。 


第 164 条 


た だ し 、 共和国 大 統領 は 、 事 大 な 事由 が ある と き は 、 
本 条 に 定め る 禁止 を 解除 する こと が で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


1? 第 161 条 に よっ て 、 同 骨 を 作っ た 者 が 死亡 し て いる 場 
合 の 証 舟 の 同盟 者 間 の 婚 燃 に 対し て 。 


(②) (廃止 ) : 
39 第 163 条 に よっ て 。 


第 2 章 : 婚 畑 の 祝賀 に 関す る 形式 的 な 手続 き 


第 16S 条 


婚 燃 は 、 第 63 条 に 規定 する 公表 の 日 、 お よび 公表 を 免除 
され た 場合 に は 以下 の 第 169 条 に 規定 する 免除 の 日 に 、 
夫婦 の 一 方 また は その 両親 が 住所 また は 居所 を 有する 
コミ ュー ン の 民事 登記 官 に よっ て 、 共 和 国 式 で 公 的 に 
祝 わ れる 。 


第 166 条 
第 63 条 で 命じ られ た 公示 は 、 婚 地 の 役場 お よび 閣 来 


の 配偶 者 の それ ぞ れ の 住所 地 ま た は 住所 が な い 場 合 に 
は 居所 の ある 場所 の 役場 で 行わ れる 。 


第 169 条 


婚 が 祝 わ れる 地区 の 検察 弓 は 、 事 大 な 理由 の た め 
に 、 公 表 と 居 延 また は 公表 の 掲示 の み を 免除 する こと 
り の MG この 


第 171 条 


共和 国 大 統領 は 、 重 大 な 理由 に より 、 閣 来 の 配偶 者 の 1 
人 が 死亡 し た 場合 、 そ の 同意 を 明白 に 立証 する 十分 な 数 
の 事実 が あれ ば 、 婚 如 の 成立 を 許可 する こと が で き 
の 。 


この 場合 、 婚 如 の 効力 は 、 配 偶 者 の 死亡 の 日 の 前 日 に 生 


じ た も の と みな す 。 


た だ し 、 こ の 婚 如 は 生存 配偶 者 に 有利 な 遺留 分 継承 権 を 
伴わ ず 、 配 偶 者 間 に 婚 如 制 度 は 存在 し な か っ た も の と 
みな され る 。 


第 2 章 a : フラ ンス 人 の 国外 で の 婚 妨 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 節 : 総則 
第 1-1 条 


フラ ンス 国民 同士 、 ま た は フラ ンス 国民 と 外国 人 と の 
間 で 外国 に お いて 締結 され た 婚 燥 は 、 そ れ が 純 結 され 
た 国 の 慣習 に 従っ た 形式 で 祝 わ れ た 場合 、 ま た フラ ン 
ス 国 民 ほ た は 外国 人 が 本 号 第 1 草 に 含ま れる 規定 に 反し 
て いな いこ と を 条件 と し て 有効 と され る 。 


フラ ンス の 人 外交 官 ま た は 領事 当局 が フラ ンス の 法律 に 
従っ て 行っ た 婚 婚 に つい て も 同様 と する 。 


た だ し 、 こ れ ら の 当局 は 、 政 信 で 指定 され た 国 を 除 
き 、 フ ラン ス 人 と 外国 人 と の 婚 如 の 儀式 を 進め る こと 
は で き な い 。 


第 2 節 : 外国 で 湖 行 され る 婚 燃 に 先立つ 手続 き 


外国 当局 に よる 手続 き 。 
第 171-2 条 


外国 当局 に よっ て 書 如 が 成立 し た 場合 、 フ ラン ス 人 の 
婚 燥 は 、 婚 如 の 成立 場所 を 管轄 する 外交 ・ 領 事 機関 に お 
いて 第 63 条 に 規定 する 要件 を 満た し た 後に 成立 し た 婚 
燥 要件 具備 証明 書 の 発行 に 先立ち 行わ な けれ ば な ら な 
も 


第 169 条 に 規定 され る 免除 を 条件 と し て 、 第 63 条 に 規定 
され る 公表 は 、 閣 来 の フラ ンス 人 配偶 者 が 住所 また は 
居所 を 有する 場所 の 市 民 登 録 機関 また は 外交 ・ 領 事 機関 
に も 行わ れる 。 


第 171-3 条 


婚 燥 の 祝賀 地 に 関す る 管轄 の 外交 ・ 領 事 当局 の 要請 に よ 
り 、 第 63 条 で 述べ た 閣 来 の 配偶 者 の 聴取 と 個別 面接 は 、 
哲 来 の 配偶 者 の フラ ンス 国内 の 住所 地 ま た は 居住 地 の 
民事 登録 機関 、 ま た は 海外 に 住所 地 ま た は 居住 地 の 場 合 
は 地域 的 に 管轄 の 外交 ・ 領 事 当 局 に よっ て 実施 され る 。 


第 171-4 条 


第 144 条 、 第 146 条 、 第 146-1 条 、 第 147 条 、 第 161 条 、 第 
162 条 、 第 163 条 、 第 180 条 また は 第 191 条 に 基づき 、 予 定 
され た 婚 如 が 無効 で ある こと を 示す 重大 な 兆候 が ある 
場合 、 外 交 官 また は 領事 機関 は 衣 ち に 管轄 の 検 守 札 に こ 
の 問題 を 付託 する と と も に 関係 当事者 に 通知 し な けれ 
ば な ら な い 、。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


第 10 条 検察 官 は 、 送 致 後 2 ヶ月 以内 に 、 婚 燃 の 儀式 が 行 
われ る 場所 の 外交 官 ま た は 領事 当局 お よび 利害 関係 者 
に 、 理 由 の ある 決定 に より 、 尋 如 の 儀式 に 反対 する こ 
と を 通知 する こと が で きる 。 


閣 来 の 配偶 者 は 、 た と え 未 成年 で あっ て も 、 い つ で も 
第 177 条 お よび 第 178 条 の 規定 に 従っ て 、 司 法 裁 刻 所 に 対 
し て 反対 の 撤回 を 請求 する こと が で きる 。 


第 3 節 : 外国 で 成立 し た 婚 如 を 外国 当局 が 書き 写 
す 場 合 
第 171-S 条 


フラ ンス で 第 三 者 に 対し て 強制 執行 する た め に は 、 外 
国 当 局 に よっ て 祝 わ れ た フラ ンス 人 の 婚 記 録 を フラ 
ンス の 市 民権 登記 簿 に 転記 し な けれ ば な ら な い 。 転 写 
が 行わ れ な い 場 合 、 外 国 当 局 に よっ て 有効 に 成立 し た 
フラ ンス 人 の 婚 如 は 、 配 偶 者 と 子供 に 関し て フラ ンス 
で 民事 上 の 効果 を 生じ ます 。 


婚 燥 要件 具備 証明 書 が 発行 され る 際 に 、 拘 来 の 配偶 者 は 
第 1 項 に 規定 され る 規則 を 知ら され る 。 


膳 吾 の 請求 は 、 婚 燥 が 成立 し た 場所 を 管轄 する 領事 また 
は 外交 当局 に 行う 。 


第 171-6 条 


検索 官 の 反対 に も か か わら すず 婚 燃 が 成立 し た 場合 、 領 
事 民 事 登 記 官 は 、 配 偶 者 が 司法 釈放 の 決定 を 提出 し た 後 
に の み 、 フ ラン ス の 民事 身分 登録 澄 に 外国 の 婚 畑 記録 
を 書き 芋 す こと が で きま す 。 


第 171-7 条 


婚 如 が 第 171-2 条 の 規定 に 反し て 行わ れ た 場合 、 転 如 の 
前 に 配偶 者 の 共同 聴取 が 行わ れ 、 必 要 で あれ ば 外交 官 ま 
た は 儲 事 当局 に よる 個別 聴取 が 行わ れ ま す 。 し か し 、 
外交 また は 領事 当局 が 、 第 146 条 お よび 第 180 条 に 関し て 
婚 燃 の 有効 性 に 問題 が な な いこ と を 立証 する 情報 を 有 し 
て いる 場合 、 正 当 な 決定 に より 、 配 偶 者 の 事前 の 聴取 な 
し に 転 如 を 進め る こと が で きる 。 


婚 如 の 祝 迫 地 を 管轄 する 外交 ・ 領 事 当 局 の 要請 に より 、 
共同 守 理 お よび 個別 審理 は 、 フ ラン ス に お ける 配偶 者 
の 住所 地 ま た は 居所 地 の 民 事 登 記 互 が 、 配 偶 者 が 外国 に 
住所 地 ま た は 居所 を 有する 場合 に は 領域 的 管轄 権 を 有 す 
る 外交 ・ 償 事 当局 が 実施 する 。 共 同 審 理 及 び 個 別 面 接 の 
実施 は 、1 人 又は 数 人 の 身分 の 公務 上 員 、 又 は 該当 する 場 
合 に は 、 配 偶 者 の 住所 地 叉 は 居所 地 の 公 務 員 に 委任 する 
07 が で きる 。 

の 職員 、 ま た は 該当 する 場合 に は 、 離 宮 の 職 員 も し く 
は フラ ンス 国籍 の 管轄 名 誉 人 名 事 に 要 ね る こと が で き 

る 。 


第 144 条 、 第 146 条 、 第 146 条 の 1、 第 147 条 、 第 161 条 、 第 
162 条 、 第 163 条 、 第 180 条 又は 第 191 条 に 基づき 、 外 国 の 
当局 の 前 で 行わ れ た 婚 如 が 無効 で ある と いう 重大 な 兆 
候 が ある 場合 、 記 録 の 転 豆 を 担当 する 外交 官 又は 領事 機 


関 は 夏 ち に 検察 庁 に 通知 し 、 転 了 を 延期 する 。 


検 官 は 、 送 致 の 日 か ら 6 ヶ 月 以内 に 転 旨 を 決定 し な け 
れ ば な ら な い 。 


検察 札 が この 期間 内 に 決定 を 下さ な い 場 合 、 ま た は 検 
察 互 が 転 吾 に 反対 する 場合 、 配 偶 者 は 司法 裁 記 所 に 婚 如 
の 転 宮 に 関す る 決定 を 申請 する こと が で きま す 。 裁 者 
所 は 1 ヶ月 以内 に 対決 を 下 し ます 。 上 訴 し た 場合 、 裁 
所 も 同じ 期間 内 に 半 決 を 下 し ます 。 


検 圭 互 が 6 ヶ月 以内 に 婚 如 の 無効 を 宣言 する よう 要求 し 
た 場合 、 検 察 記 は 膳 宮 を 裁 鹿 互 に 照会 する 目的 の み に 限 
定 す る よう 命じ ます 。 裁 鹿 互 の 決定 が ある まで 、 転 写 
され た 記録 の コピ ー は 司法 当局 に の み 、 ま た は 検察 官 
の 許可 を 得 て 発 行 す る こと が で きま す 。 


第 171-8 条 


第 171-2 条 に 規定 する 手続 が 遵守 され 、 婚 妨 が その 国 の 
慣習 に 従っ た 方 法 で 祝 わ れ た 場合 、 重 大 な 証拠 に 基 づ 
く 新た な 要素 が 第 144 条 、 第 146 条 、 第 146 条 の 1、 第 147 
条 、 第 161 条 、 第 162 条 、 第 163 条 、 第 180 条 また は 第 191 
条 に 基づき 婚 燥 が 無効 で ある と 示唆 し な い 限 り 、 そ の 
結婚 は 市 民権 登記 に 転記 され る も の と する 。 


後者 の 場合 , 外交 官 又は 促 事 機関 は , 配偶 者 の 共同 聴聞 
及び 必要 な 場合 に は 個別 聴聞 を 行っ た 後 , 租 ち に 検察 庁 
に 通知 し , 書 了 を 延期 させ る 。 


婚 燃 の 祝賀 場所 を 管轄 する 外交 ・ 領 事 当局 の 要請 に よ 
り 、 共 同 審 理 お よび 個別 面 拉 は 、 フ ラン ス に お ける 配 
偶 者 の 住所 地 ま た は 居住 地 の 民 事 登 記 官 が 、 配 偶 者 が 外 


国 に 住所 地 ま た は 居住 地 を 有する 場合 は 領土 を 管轄 す 
る 外交 ・ 額 事 当 局 が 実施 する 。 審 問 お よび 個別 面接 の 実 
施 は 、1 人 以上 の 永住 権 保持 者 、 ま た は 適切 な 場合 に 

は 、 離 宮 を 運営 する 職員 、 も し く は フラ ンス 国籍 を 有 
する 管轄 の 名 誉 償 事 に 和 要 任 する こと が で きる 。 


検察 互 が 婚 如 の 無効 を 請求 する 期間 は , 送致 の 日 か ら 
6 ヶ月 間 で ある 。 こ の 場合 、 第 171-7 条 の 最終 段落 の 規定 
が 適用 され ます 。 


検察 到 が 6 ヶ月 以内 に 決定 を 下さ な い 場 合 、 外 交 官 また 
は 儲 事 機関 が 記録 を 書き 吾 す も の と し ます 。 還 は 、 
その 後 180 条 お よび 184 条 に 従っ て 婚 如 の 無効 を 追及 す 
る 可能 性 を 排除 する も の で は あり ませ ん 。 


第 4 節 : フラ ンス 国外 に 居住 する フラ ンス 国民 
が 、 フ ラン ス 国 外 で の 婚 如 を 祝う こと が で き な い 
CS 


外国 で 婚 燃 を 祝う こと が で き な い こと 。 
第 171-9 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 74 条 お よび 第 16$ 条 の 適用 除外 と し て 、 格 来 の 同性 の 
配偶 者 で 、 少 な く と も 一 方 が フラ ンス 国籍 を 有する 場 
合 。 同 性 間 の 婚 如 を 説 め て いな い 国 に 住所 また は 居所 
を 有 し 、 フ ラン ス の 人 外交 ・ 領 事 当 局 が 婚 如 の 成立 を 進 
め る こと が で き な い 場合 、 婚 糞 は 、 夫 婦 の 一 方 の 出生 
地 ま た は 最後 の 居住 地 の 自治 体 ま た は 両親 の 一 方 が 第 74 
条 に 定め る 条件 の 下 で 住所 また は 居所 を 有する 自治 体 
の 民事 登記 官 に よっ て 公 に 祝 わ れる 。 そ れ が で き な い 
場合 、 婚 如 は 、 夫 婦 が 選択 し た コミ ュー ン の 市 民 登 録 機 


関 が 行う 。 


哲 来 の 配偶 者 が 選択 し た コミ ュー ン の 民事 登記 所 の 管轄 
権 は 、 第 63 条 に 規定 され た 公表 の 少な く と も 1 ヶ月 前 

に 、 こ の 目的 の た め に 作成 され た ファ イル を 預け る こ 

と に よっ て 生じ る 。 民 事 登記 官 は 、 地 域 的 に 権限 の あ 

る 外交 ・ 領 事 当 局 に 、 同 じ 第 63 条 に 記載 され て いる 共同 
審理 と 個別 面接 の 実施 を 依頼 する こと が で きる 。 


第 3 章 : 結婚 へ の 反対 
第 172 条 


婚 如 の 成立 に 反対 する 権利 は 、 契 約 当事者 の 一 方 と 婚 如 
契約 を 締結 し た 者 に 属す る 。 


第 173 条 


父 、 母 、 お よび 父 と 母 が いな い 場 合 は 祖父 母 は 、 そ の 
子 や 子孫 が 成人 し て いて も 、 そ の 婚 如 に 異議 を 唱え る 
2 NG こま 


婚 如 に 対す る 衣 系 尊属 の 異議 が 裁 記 上 却下 され た 後 は 、 
調 系 尊属 に よる 新た な 異議 は 認め られ ず 、 婚 如 の 成立 
を 選 ら せる こと も で き な い 。 


第 174 条 


弁 順 者 が いな い 場 合 、 満 年 齢 の 負 第 姉妹 、 未 父 ま た は 朴 


母 、 最 初 の いと こま た は 2 番目 の いと こ は 、 次 の 2 つの 
場合 に 限り 、 反 対 意 見 を 迷 べ る こと が で きる 。 


19 第 159 条 で 要求 され る 家族 会 議 の 同意 を 得 て い な い 場 
合 2? 反対 の 根拠 が 閣 来 の 配偶 者 の 人 格 的 能力 の 変更 で 
ある 場合 この よう な 反対 は 、 裁 麟 所 が 純粋 か つ 単 純 に 
却下 を 宣告 する こと が で きる が 、 反 対 者 が 法 的 保護 措 
衣 を 開始 し 、 ま た は 開始 させ な い 限 り 、 決 し て 受理 さ 
れる こと は な いも の と する 。 


第 17S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


家庭 教師 また は 保 佐 人 は 、 第 173 条 に 規定 する 条件 の 下 
に 、 そ の 援助 また は 代理 を する 者 の 婚 畑 に 異議 を 唱え 
る を が で きる 。 


第 17S-1 条 


検 圭 庁 は 、 婚 如 の 無効 を 請求 し うる 場合 に は 、 異 議 を 申 
し で る こと が で きる 。 


第 17S-2 条 


第 146 条 また は 第 180 条 に 基づい て 意図 され た 婚 燥 が 取 
り 消 され る 可能 性 が 高い と いう 重大 な 示唆 が 、 必 要 に 
応じ て 第 63 条 で 述べ た 聴聞 また は 個別 面接 の 観点 か ら 
あっ た 場合 、 民 事 登 記 官 は 艇 ちら に この 問題 を 検察 官 に 送 
致す る も の と する 。 市 民 登 録 礼 は 利害 関係 者 に その 則 
を 通知 する 。 


検察 札 は 、 付 託さ れ て か ら 13 日 以内 に 、 婚 如 の 進行 を 許 
可 す る か 、 反 対す る か 、 あ る い は 自ら が 人 行う 調査 の 結 

果 が 出る まで 如 の 成立 を 延期 する こと を 決定 する よ 

う 要 求 さ れる 。 同 長官 は 市 民 登 録 機関 及び 利害 関係 者 に 
その 理由 を 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


検察 官 が 決定 し た 停止 期間 は 1 箇月 を 超え る こと は で き 
ず 、 特 別に 理由 の ある 決定 に より 1 度 だ け 更新 する こと 
が で きる 。 


停止 期間 が 満了 する と 、 検 察 官 は 理由 ある 決定 で 、 婚 
の 進行 を 許可 する か 、 ま た は その 祝賀 に 反対 する か を 
民事 登記 札 に 通知 する 。 


閣 来 の 配偶 者 の いずれ か が 未成 年 で あっ て も , 婚 如 の 
停止 また は その 更新 の 決定 に 対し て 司法 裁 記 所 長官 に 対 
し て 異議 を 唱え る こと が で き , 同 長 官 は 10 日 以内 に 裁 
定 を 下す 。 司法 裁 記 所 長官 の 決定 は 控訴 裁 鹿 所 に 付託 す 
る こと が で き 、 控 訴 裁 鹿 所 は 同じ 期間 内 に 半 決 を 下 
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第 176 条 


異議 告知 書 に は 、 異 議 申立 人 に それ を 提出 する 権利 を 編 
える 能力 を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 ま た 、 反 対 の 理 
由 を 記載 し 、 反 対 の 根拠 と な る 法律 の 条文 を 複 旨 し 、 婚 
如 を 祝 す べき 場所 に お ける 住所 の 選択 を 記載 する 。 た 
だ し 、 第 171-4 条 に 基づく 異 議 申し 立て が な され た 場 
合 、 検 察 紀 は 、 そ の 裁 計 所 の 所 在 地 に お いて 本 籍 地 を 選 
択 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 1 項 に 記載 の 要件 は 、 反 対 意見 を 含む 行為 に 著名 し た 
大 臣 の 無効 お よび 人 禁止 を 条件 と し て 規定 され て いる 。 


一 年 を 経過 し た と き は 、 嘩 議 申立 て の 行為 は 、 そ の 効 
力 を 失う 。 た だ し 、 第 173 条 の 第 2 項 に 言及 する 場合 を 除 
き 、 更 新 す る こと が で き る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

た だ し 、 検 察 庁 が 異議 申し 立て を 行っ た 場合 は 、 裁 鹿 所 
の 決定 に よっ て の み 効 力 を 失う 。 


第 177 条 


裁 記 所 は 、 格 来 の 配偶 者 が 未成 年 で や っ て も 、 そ の 近 放 
要求 に 対し て 10 日 以内 に 裁定 を 下す も の と する 。 

第 178 条 

上 訴 が あっ た 場合 、10 日 以内 に 決定 し 、 上 訴 さ れ た 間 決 


が 反対 者 を 釈放 し た 場合 、 裁 鹿 所 は 自ら の 申し 立て で 
も 決定 し な けれ ば な ら な い 。 


第 179 条 


異議 申立 が 却下 され た 場合 、 昇 大 者 以外 の 異議 申立 人 
は 、 損 害 賠償 を 命じ られ る こと が ある 。 


婚 如 の 反対 を 棄却 し た 装 決 お よび 債務 不履行 は 、 異 議 の 
中 ASC を 避け る こと は が い 。 


第 4 章 婚 燥 無効 の 申請 
第 180 条 


婚 妃 が 配偶 者 の 一 方 また は 双方 の 自由 な 同意 に よら ず 
に 成立 し た と き は 、 配 偶 者 、 自 由 な 同意 を 得 ら れ な 
か っ た 配偶 者 、 ま た は 検察 官 に 限り 、 異 議 を 申し 立て 
る こと が で きる 。 配偶 者 また は その 一 方 に 強制 が 加え 
られ た 場合 (尊属 へ の 景 敬 の 念 に よる 場合 も 含む ) 
は 、 婚 如 の 無効 の 事由 と な る 。 


人 物 、 ま た は 本 質 的 な 資質 に 諾 り が あっ た 場合 、 他 方 
の 配偶 者 は 婚 燥 の 無効 を 要求 する こと が で きる 。 


第 181 条 

前 条 の 場合 、 婚 燃 か ら 3 年 を 経過 する と 、 和 無効 の 請求 は 
認め られ な く な る 。 

第 182 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


父母 、 青 系 尊属 また は 家族 会 議 の 同意 を 得 な いで し た 婚 
如 は 、 そ の 同意 を 必要 と し た 者 、 ま た は その 同意 を 必 
要 と し た 夫婦 の 一 方 に 限り 、 そ の 婚 如 を 対抗 する こと 
が で きる 。 


第 183 条 


無効 の 訴え は 、 書 如 が 明示 的 また は 庄 示 的 に その 同意 
を 必要 と し た 者 に よっ て 承認 され た と き 、 ま た は 婚 如 
を 知っ た と きか ら 何 ら の 請求 も な く 3 年 を 経過 し た と き 
は 、 も は や 配偶 者 また は その 同意 を 必要 と し た 親族 に 
よっ て 提起 する こと が で き な い 。 ま た 、 配 偶 者 が 婚 
に 同意 で きる 年 齢 に 達し て 以来 、 何 ら の 主張 も な く $ 年 
を 経過 し た と き は 、 配 偶 者 は この 訴訟 を 提起 する こと 
AN でき な し 


第 184 条 


第 144 条 、 第 146 条 、 第 146 条 の 1、 第 147 条 、 第 161 条 、 第 
162 条 お よび 第 163 条 の 規定 に 違反 し て 締結 され た 婚 
は 、 そ の 成立 か ら 30 年 以内 に 、 配 偶 者 本 人 、 利 害 関係 を 
有する すべ て の 者 また は 検察 庁 の いずれ か が 異議 を 申 
で る こと が で きる 。 


第 187 条 


第 184 条 に 従い 、 無 効 の 訴え を 利害 関係 を 有する すべ て 
の 者 が 提起 で きる すべ て の 場合 に お いて 、 傍 系 親族 ま 
た は 2 人 の 配偶 者 の 生存 中 に 別 の 結婚 か ら 生 まれ た 子供 
は 提起 で き な い が 、 こ れ ら の 者 が 生ま れ か つ 現 在 の 利 
害 関係 を 有する 場合 に 限り 、 提 起す る こと が で きる 。 


第 188 条 


再婚 を され た 配偶 者 は 、 再 婚 を され た 配偶 者 の 生存 中 
に 、 そ の 無効 を 要求 する こと が で きる 。 


第 189 条 


新しい 配偶 者 が 最初 の 婚 燃 の 無効 を 反対 する 場合 、 こ の 
婚 如 の 有効 性 また は 無効 性 を あら か じ め 記 断 し な けれ 
ば な ら な い 。 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


第 190 条 


検 守 記 は 、 第 184 条 が 適用 され る すべ て の 場合 に お い 

て 、 夫 婦 二 人 の 生存 中 に 婚 如 の 無効 を 請求 し 、 二 人 に 別 
居 を 宜 告 させ る こと が で き 、 ま た そう し な けれ ば な ら 
な い 。 


第 191 条 


公 的 に 契約 され ず 、 管 轄 の 公務 員 の 前 で 祝 わ れ て いな 
い 婚 畑 は 、 そ の 祝典 か ら 30 年 以内 に 、 配 偶 者 自身 、 父 と 
母 、 子孫 、 自 然 か つ 実 際 の 利害 関係 を 有 す す る すべ て の 
者 、 お よび 検察 庁 に よっ て 異議 を 申し 立て る こと が で 
きる 。 


第 192 条 


婚 燥 に 先立ち 、 必 要 な 公表 を 行わ な か っ た 場合 、 ま た 
は 法律 で 認め られ た 許し を 得 な か っ た 場合 、 あ る い は 
公表 か ら 祝 典 ま で の 所 定 の 間隔 を 守ら な か っ た 場合 、 
検 宗 官 は 、 公 務 員 に 対し て 4.5 ユ ー ロ 以下 の 浪 金 を 命 

じ 、 契 約 当 事 者 また は その 権限 の 下 に 行動 し た 者 に 対 
し て は 、 そ の 財産 に 比例 し た 浪 金 を 命ずる も の と す 
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第 193 条 


前 条 に よっ て 宣告 され た 前 則 は 、 第 16$ 条 に 規定 され た 
規則 に 違反 し た 場合 、 た と え そ の 違反 が 婚 畑 の 無効 を 
宣告 する の に 十分 で な いと 考え られ る 場合 で も 、 同 条 
で 指定 され た 者 が 負う こと に な る 。 


第 194 条 


何人 も 、 第 46 条 に 規定 され る 民事 上 の 地位 行為 の 見 出し 
の 下 で の 場合 を 除き 、 民 事 上 の 地位 登録 和仁 に 登録 され た 
祝 貨 行為 を 表 さ な い 限 り 、 配 偶 者 の 称号 お よび 婚 如 の 民 
事 上 の 効力 を 主張 する こと は で き な い 、。 


第 19S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

身分 を 有 す す る こと は 、 そ れ を 行使 する 被疑 配偶 者 が そ 
れ ぞ れ 民 事 登記 互 に 対す る 婚 燥 の 祝典 行為 の 代理 を 免除 
すぐ の こと 選 で き 胡 いい 


第 196 条 


地位 の 保有 が あり 、 民 事 登 記 官 に 対す る 婚 燥 の 祝賀 行為 
が 代理 され る 場合 、 配 偶 者 は それ ぞ れ この 行為 の 無効 
を 請求 する こと が で き な い 。 


第 197 条 


た だ し 、 第 194 条 お よび 第 195 条 の 場合 に お いて 、 夫 婦 
と し て 公 的 に 生活 し て いた 2 人 の 個人 で 、 と も に 死亡 し 
て いる 者 の 子 が いる 場合 、 こ の 子 の 靖 出 性 は 、 出 生 証 
明 書 に 反し な い 身 分 の 所 有 に よっ て 証明 され る と き 
は 、 祝 典 行為 の 代理 が な いこ と の み を 口実 に 争う こと 
OCG き な がい 


第 198 条 


婚 如 の 合法 的 な 成立 の 証明 が 刑事 訴訟 の 結果 に よっ て 得 
られ た 場合 、 そ の 草 決 が 民事 身分 登録 澄 に 登録 され る 
こと に より 、 婚 燥 は その 成立 の 日 か ら 、 配 偶 者 と この 


婚 問 か ら 生 まれ た 子供 の 両方 に つい て 、 す べ て の 民事 
的 効果 を 持つ こと が 保証 され る 。 


第 199 条 


夫婦 また は その 一 方 が 不正 を 発見 する こと な く 死 亡 し 

た 場合 、 婚 如 の 有効 性 を 宣言 させ る こと に 利害 関係 を 持 
つ す べ て の 人 お よび 検察 記 に よっ て 、 刑 事 手 続 が 開始 

され る こと が ある 。 


第 200 条 


誕 欺 が 発見 され た と き に 公務 上 員 が 死亡 し て いた 場合 、 
検 宗 互 が 利害 関係 者 の 立ち 会 い の も と 、 そ の 相続 人 に 対 
し て 民事 訴訟 を 提起 し 、 そ の 紺 弾 を 受け る 。 


第 201 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

無効 と され た 婚 妨 も 、 そ れ が 善意 で 結ば れ た も の で あ 
れ ば 、 配 偶 者 に 関し て は その 効果 を 発揮 する 。 


婚 燥 の 無効 が 宣言 され て も 、 婚 燥 が 善意 で 結ば れ た も 
の で あれ ば 、 そ の 効果 は 配偶 者 の み に 及 ぶ 。 


第 202 条 


婚 燃 は 、 夫 婦 の いずれ も が 矢 意 で な か っ た と し て も 、 
子供 に 関し て も その 効果 を も た ら す 。 


裁 鹿 官 は 、 離 婚 の 問題 と 同様 に 、 親 権 行使 の 様式 に つい 
て 裁定 する 。 

第 4 章 a: 法 の 抵触 に 関す る 規則 

第 202-1 条 

婚 如 を 成立 させ る た め に 必要 な 資質 と 条件 は 、 配 偶 者 
それ ぞ れ の 個人 法 に よっ て 規定 され る 。 適 用 され る 個 


人 法 が 何で あれ 、 婚 燥 は 第 146 条 お よび 第 180 条 の 第 1 項 
の 意味 に お いて 、 配 偶 者 の 同意 を 必要 と する 。 


同性 の 2 人 は 、 少 な く と も 一 方 に つい て 、 そ の 個人 法 ま 
た は その 領域 内 に 住所 も し く は 居住 地 を 有する 国 の 法 
律 の いずれ か が 許容 する 場合 に 、 婚 如 を 締結 する こと 
が で きる 。 


第 202-2 条 

婚 如 は 、 そ の 婚 如 が 行わ れ た 国 の 法律 に 規定 され た 方 
式 に 従っ て 行わ れ た 場合 、 有 効 に 成立 する 。 

第 S 章 : 婚 糞 か ら 生 じ る 義務 

第 203 条 


夫婦 は 、 婚 如 の 事実 の み に よ っ て 、 そ の 子 を 養い 、 維 
持 し 、 育 て る 義務 を 共に 負う 。 


第 204 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


子 は 、 父 お よび 母 に 対し て 、 婚 如 ま た は その 他 の 方 法 
に よる 設立 の 訴え を 提起 する こと が で き な い 。 


第 20S 条 

子 は 、 父 母 ま た は 困 著 し て いる 他 の 子孫 に 扶養 義務 を 
負う 。 

第 206 条 


婚 ま た は 嫁 は 、 同 じ 状 況 下 で 、 嬉 また は 嫁 の 父 ま た は 
母 に 対し て も 扶養 義務 を 負う が 、 こ の 義務 は 、 如 族 を 
生ん だ 配偶 者 と その 配偶 者 と の 間 に 生 まれ た 子供 が 死 
亡 し た と き に は 消滅 する 。 


第 207 条 


これ ら の 規定 か ら 生 じ る 義務 は 相互 的 な も の で ある 。 


し か し な が ら 、 債 権 者 自身 が 債務 者 に 対す る 義務 を 著 
し く 履 行 し な か っ た 場合 、 裁 麟 官 は 債務 者 の 扶養 義務 の 
全部 また は 一 部 を 免除 する こと が で きる 。 


債権 者 が 債務 者 また は その 和 師 卑 属 、 兄 第 姉妹 の 1 人 に 
対し て 犯し た 犯罪 で 有 草 閉 決 を 受け た 場合 、 裁 鹿 官 が 列 
段 の 決定 を し な い 限 り 、 債 務 者 は 債権 者 に 対す る 扶養 義 
務 か ら 免 除 さ れる 。 


第 208 条 


扶養 は 、 そ れ を 請求 する 者 の 必要 性 と それ を 負担 する 
者 の 富 に 比例 し て の み 認 め ら れる 。 


裁 刻 互 は 、 自 ら の 意思 で あっ て も 、 ま た 事案 の 状況 に 
応じ て 、 有 効 な 法律 で 説 め られ た 変動 条項 を 扶養 料 に 付 
すこ と が で きる 。 


第 209 条 


第 209 条 扶養 の 提供 者 また は 受領 者 の 一 方 が も は や 扶養 
を 提供 で き な い 状態 に ある と き 、 ま た は 他方 が も は や 
その 全部 また は 一 部 を 必要 と し な い 状 態 に ある と き 
は 、 免 除 ま た は 減額 を 請求 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 210 条 


扶養 義務 を 負う 者 が 扶養 料 を 支払 えな いこ と を 正当 化 
する と き は 、 家 庭 裁 記 所 は 、 事 実 を 十分 に 知り な が 

ら 、 扶 養 義務 を 負う 者 を 自宅 に 迎え 、 養 い 、 維 持 す る こ 
と を 命ずる こと が で きる 。 


第 211 条 


また 、 家 庭 基 剤 所 は 、 扶 養 義 務 を 負う 子供 を 自宅 に 迎 
え 、 養 い 、 維 持 す る こと を 申し 出 た 父 ま た は 母 が 、 こ 
の 場合 、 扶 養 義務 の 支払 い を 免除 され る か どう か を 決 
定 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 6 章 配偶 者 の それ ぞ れ の 義務 と 権利 
第 212 条 


配偶 者 は 互い に 尊敬 、 忠 実 、 助 け 合い 、 援 助 す る 義務 が 
ある 。 


第 213 条 


配偶 者 は 、 家 族 の 道徳 的 ・ 物 質 的 な 運営 を 共に 確保 す 
る 。 ま た 、 子供 の 教育 を 行い 、 子 供 の 拘 来 を 準備 する 。 


第 214 条 


婚 興 協定 に 婚 畑 費用 に 対す る 配偶 者 の 負担 が 規定 され て 
いな い 場 合 、 配 偶 者 は それ ぞ れ の 能力 に 応じ て それ を 
負担 する 。 


夫婦 の 一 方 が 義務 を 果たさ な い 場 合 、 民 事 訴 訟 法 に 規定 
され た 方 法 で 、 も う 一 方 の 配偶 者 か ら 強 制 的 に 義務 を 
未 た させ る こと が で きる 。 


第 21S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
配偶 者 は 、 相 互 に 生活 の 共同 体 に 拘束 され る 。 


家族 の 居住 地 は 、 両 者 が 合意 し て 選ん だ 場所 に ある 。 


配偶 者 は 、 互 い に 無 断 で 、 家 族 の 住居 を 保証 する 権利 お 
よび その 住居 に 備え られ た 家具 を 処分 する こと は で き 
な い 。 そ の 行為 に 同意 し て いな い 夫 婦 の 一 方 は 、 そ の 
行為 の 無効 を 求め る こと が で きる 。 無 効 の 訴え は 、 そ 
の 行為 を 知っ た 日 か ら 1 年 以内 に 提起 する こと が で きる 
が 、 婚 如 関 係 が 解消 し て か ら 1 年 以上 経過 し た 場合 に は 
提起 する こと が で き な い 。 


第 216 条 


各 配 偶 者 は 完全 な 法 的 能力 を 有する が 、 そ の 権利 と 権限 
は 婚 制 度 の 効果 お よび 本 章 の 規定 に よっ て 制限 され 
る こと が ある 。 


第 217 条 


配偶 者 が 意思 表示 を する こと が で き な い 場合 、 ま た は 
その 拒否 が 家族 の 利益 に よっ て 正当 化 さ れ な い 場 合 、 
配偶 者 の 援助 また は 同意 が 必要 と され る 行為 を 単独 で 
行う こと を 裁 麟 所 か ら 許 可 さ れる こと が ある 。 


裁 鹿 所 の 認可 に よっ て 定め られ た 条件 の 下 で 行わ れ た 
行為 は 、 援 助 ま た は 同意 を 欠い た 配偶 者 に 個人 的 な 義務 
を 負わ せる こと な く 、 そ の 配偶 者 に 対抗 する こと が で 
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第 218 条 


配偶 者 は 、 婚 制 度 に よっ て 自分 に 与 えら れ た 権限 の 
行使 に つい て 、 他 の 配偶 者 に 代理 人 を 委任 する こと が 
で きる 。 こ の 委任 は いか な る 場合 に も 自由 に 取り 消す 
se きる 


第 219 条 
夫婦 の 一 方 が 意思 表示 で き な い 場合 、 他 方 は 、 一 般 的 に 


また は 特定 の 行為 に つい て 、 夫 婦 財 産 制 か ら 生 じ る 権 
限 の 行使 を 代理 する 権限 を 裁 志 所 か ら 革 えら れ 、 そ の 


条件 と 範囲 は 裁 羊 過 に よっ て 決定 され る 。 


攻 剤 所 に よる 法 的 権限 、 委 任 ま た は 権限 が な い 場 合 、 一 
方 の 配偶 者 が 他方 の 配偶 者 を 代理 し て 行っ た 行為 は 、 後 
者 に 関し て は 、 企 業 経営 の 規則 に 従っ て 効力 を 持つ 。 


第 220 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


夫婦 の それ ぞ れ は 、 家 庭 の 維持 また は 子供 の 教育 を 目 
的 と する 契約 を 単独 で 締結 する 権限 を 有する 。 こ の よ 
うに し て 一 方 が 契約 し た 債務 は 、 他 方 に 対し て 連帯 し 
て 義務 を 負う 。 


た だ し 、 家 庭 の 生活 様式 、 取 引 の 有用 性 ・ 無 益 性 、 契 約 
し た 第 三 者 の 善意 ・ 趣 意 を 考慮 し 、 明 ら か に 過大 な 支出 
を し た 場合 は 、 連 帯 責 任 は 適用 され な い 。 


また 、 夫 婦 の 同意 が あれ ば 、 分 割 払い や ロー ン に よる 
購入 は 、 現在 の 生活 に 必要 な 適度 な 金額 で あり 、 複 数 の 
ロー ン が ある 場合 、 こ れ ら の 金額 の 合計 が 、 世 帯 の 生 
活 様 式 を 考慮 し て 明らか に 過大 で な い 限 り 、 成 立 し な 
本 


第 220-1 条 


夫婦 の 一 方 が その 義務 を 著しく 怠り 、 そ れ に よっ て 家 
族 の 利益 が 損なわ れ た 場合 、 家 庭 裁 鹿 所 は その 利益 の 
た め に 必要 な すべ て の 緊急 措 弾 を 規定 する こと が で き 
る 。 


特に 、 配 偶 者 が 他 の 配偶 者 の 同意 な し に 、 自 巳 ま た は 共 
同体 の 財産 (動産 か 不動 産 か を 間 わ な い ) を 処分 する 
こと を 禁 農 する こと が で きる 。 また 、 配偶 者 の 一 訪 ま 
た は 他方 の 個人 的 な 使用 の た め に 特定 する 場合 を 除 

き 、 動 産 を 持ち 出す こと を 禁止 する こと が で きる 。 


本 条 を 適用 し て と られ る 措 敬 の 期間 は 、 裁 鹿 札 に よっ 
て 決定 され な けれ ば な ら ず 、 延 長 を 含め て 3 年 を 超え る 
まで きい 


第 220-2 条 


命 信 が 、 そ の 疎外 が 公表 の 対象 と な る 財産 の 処分 を 禁止 
する 場合 、 申 請 者 の 配偶 者 の 要求 に より 公表 し な けれ 
ば な ら な い 。 た だ し 、 利 害 関係 人 が その 間 に 変 更 命 金 
を 取得 し た 場合 は 、 同 様 の 方 法 で 公表 され な けれ ば な 
ら な い 。 


命 金 が 動産 の 処分 また は その 持ち 出し を 禁止 する 場 
合 、 申 請 者 は その 配偶 者 に 送達 し 、 後 者 を 留 剃 人 と 同じ 
条件 で 動産 の 管理 者 と する 効果 を 有する 。 第 三 者 に 送達 
され た 場合 は 、 趣 意 の ある 者 と みな され る 。 


第 220-3 条 


命 信 に 違反 し て 行わ れ た すべ て の 行為 は 、 そ れ が 第 三 


者 と 部 意 で 行わ れ た 場 また は 、 そ の 疎外 が 公 * 表 の 
対象 と な る 財産 ( 人 前 条 に 
規定 する 公表 の 後に 行わ れ た も の で ある 場合 に は 、 申 
立 配 偶 者 の 請求 に より 、 取 り 消 すこ と 5 時 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

無効 の 訴え は 、 申 立 人 で ある 配偶 者 が その 行為 を 知っ 
た 日 か ら 2 年 間 は 提起 する こと が で きず 、 そ の 行為 が 公 
示 の 対象 と な る 場合 に は 、 そ の 公示 か ら 2 年 以上 経過 し 
た 後 は 、 提 起す る こと が で き な い 。 


第 221 条 


夫婦 の それ ぞ れ は 、 他 方 の 同意 な し に 、 自 己 の 名 義 で 
預金 口座 お よび 証券 口座 を 開設 する こと が で きる 。 


預け 先 に つい て は 、 嬉 関係 の 解消 後 で あっ て も 、 預 
けら れ た 資金 や 有価 証券 を 自由 に 処分 で きる も の と 常 
に みな され る 。 


第 222 条 


夫婦 の 一 方 が 、 個 人 で 保有 し て いる 動産 の 管 理 、 享受 
た は 処分 の 行為 を 行う た め に 単独 で 現れ た 場合 、 善 意 
RMT 
する も の と みな され る 。 


ま 


この 規定 は 、 第 215 条 、 第 3 項 で 訓 及 され て いる 動産 、 お 


よび 第 1404 条 に 従っ て 他 の 配偶 者 に よる 所 有 が 推定 さ 
れる 性 質 を 持つ 有形 財産 に は 適用 され な い 。 


第 223 条 


223 条 各 配 偶 者 は 自由 に 職業 を 行い 、 そ の 収入 と 賃金 を 
受け 取り 、 婚 如 費 用 を 支払 っ た 後に それ を 処分 する こ 
と が で きる 。 


第 22S 条 


各 配 偶 者 は 、 自 己 の 個人 的 財産 を 単独 で 管理 し 、 義 務 を 
負い 、 処 分 する 。 


第 22S-1 条 


各 配 偶 者 は 、 自 分 の 名 前 に 代え て 、 あ る い は 加え て 、 
も う 一 方 の 配偶 者 の 名 前 を 自分 の 選ん だ 順序 で 使用 す 
の ら 導 の "で きる 。 


第 226 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


本 章 の 規定 は 、 夫 婦 間 の 合意 の 適用 を 留保 し な いす べ 
て の 点 で 、 夫 婦 の 婚 燥 体制 が どう で あれ 、 婚 如 の 単独 
効果 に よっ て 適用 され る 。 


第 7 章 : 婚 畑 の 解消 
第 227 条 


婚 如 は 以下 の 場合 に 解消 され る 。 


天女 の 王 方 の 2K 記 まる こと に よう て 。 


2? 法 的 に 宜 告 され た 離婚 に よっ て 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 

第 6 編 : 離婚 

第 1 章 : 離婚 の ケー ス 

第 229 条 

夫婦 は 、 弁 護 士 が 副 緒 し た 私 的 な 文書 に 賭 名 し 、 公 証人 
の 議事 録 に 預け る こと に よっ て 、 相 互 に 離婚 に 同意 す 
の ES427002G き 5 

本 婚 は 、 以 下 の 場 合 に 宜 告 さ れる 。 

- 相 互 の 同意 、 第 229-2 条 の 1? に 規定 され る 場合 。 

- 婚 畑 関 係 の 破棄 の 原則 の 受講 、 ま た は 

- ま た は 夫婦 の 絆 の 決定 的 な 変更 


- ま た は 過失 


第 1 節 : 双方 合意 の 離婚 
第 1 項 : 私 的 な 緒 名 に よる 行為 で 双方 の 合意 に よ 
る 離婚 


公証 人 役場 の 議事 録 に 保管 され た 弁護 士 連 賭 の 私 
賭 証書 


公証 人 役場 
第 229-1 条 


夫婦 が 婚 関 係 の 破棄 と その 効果 に つい て 合意 し た 場 
合 、 そ れ ぞ れ 弁 護 士 の 助け を 借り て 、 弁 護 士 が 連 才 

し 、 第 1374 条 で 想定 され た 条件 の 下 で 成立 し た 私 碑 証 書 
と いう 形式 の 条約 に その 合意 を 記載 する 。 


この 合意 は 、 公 証人 の 議事 録 に 保管 され 、 公 証人 は 、 第 
a 229-3 条 の 1 か ら 6 に 規定 され た 正式 な 要件 を 満た し て 
いる か どう か を 確認 し ます 。 ま た 公証 人 は 、 第 229-4 条 
で 規定 され て いる 反省 期間 の 満了 前 に 契約 書案 が 賭 名 さ 
れ て いな いこ と を 確認 する 。 


この 預 託 に より 、 契 約 は 確実 な 日 付 と な り 、 強 制 力 を 
持つ よう に な り ま す 。 


第 229-2 条 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 


年 04 月 13 日 
以下 の 場合 、 配 偶 者 は 、 弁 護 士 に よっ て 閉 名 され た 私 的 


証書 に よっ て 、 離 婚 に 相互 に 同意 する こと は で き な 
NN 


19 未成 年 者 が 、 両 親 か ら 第 388-1 条 に 規定 され た 条件 の 
下 で 裁 麟 官 の 意見 を 聞く 権利 が ある こと を 知ら され 、 
裁 鹿 官 の 意見 を 聞く こと を 要求 する 。 


2? 夫婦 の 一 方 が 、 本 書 第 11 編 の 第 2 章 に 規定 する 保護 体 
制 の いずれ か に 区 か れ て いる こと 。 


第 229-3 条 


離婚 お よび その 効果 に 対す る 同意 は 推定 され な い 。 


合意 は 、 無 効 の 前 則 の 下 に 、 明 示 的 に 以下 の 内 容 を 含む 
も の と する 。 


1? 夫婦 それ ぞ れ の 姓 、 名 、 職 業 、 居 住地 、 国 籍 、 生 年 
月 日 と 出生 地 、 結 婚 の 日 付 と 場所 、 お よび 子供 が いる 場 
合 は それ ぞ れ の 子供 の 同じ 表示 2? 夫婦 の 援助 を 担当 す 
る 弁護 士 の 名 前 、 職 業 上 の 住所 、 職 業 上 の 業務 体制 、 お 
よび 彼ら が 登録 し て いる 弁護 士 会 。 


3? 婚 関 係 の 破 錠 と その 影響 に 関す る 夫婦 の 合意 事項 
の 記載 と 、 そ の 含意 事項 に 記載 され た 条件 。 


4? 本 タイ トル 第 3 章 に 基づく 離婚 の 影響 の 完全 解決 の 条 
件 、 特 に 代償 金 の 支払 い が 必 要 な 場合 。3? 夫婦 財産 分 
制 度 の 清算 書 (清算 が 土地 登記 対象 財産 に 関わ る 場 
合 、 公 証人 に よる 正式 の 書式 が 必要 ) 、 ま た は 清算 する 
理由 が な い 和 旨 の 宣言 6? 未成 年 者 は 、 両 親 か ら 第 388-1 条 
に 定め る 条件 の 下 で 裁 鹿 官 の 意見 を 聞く 権利 を 知ら さ 
れ て お り 、 こ の 選択 肢 を 利用 し た く な い 冒 の 陳述 書 。 


第 229-4 条 


弁護 士 は 、 受 理 か ら 13 日 間 の 反省 期間 が 経過 する 前 に 、 
無効 の 削 則 に より 賭 名 する こと が で き な い 合意 書 の 草 
案 を 、 受 領 通知 付き の 書留 郵便 で 、 補 佐 し て いる 配偶 者 
に 送付 し な けれ ば な ら な い 、。 


この 契約 は 、 一 定 の 期日 を 経た 日 に 強制 執行 が 可能 と な 
る 。 


第 2 項 : 裁 叫 上 の 合意 に よる 離婚 
第 230 条 


第 229-2 条 の 1? に 規定 する 場合 に お いて 、 夫 婦 が 婚 畑 の 
破綻 と その 影響 に つい て 合意 し た と き は 、 離 婚 の 結果 
を 定め る 合意 書 を 裁 鹿 官 に 提出 し 、 そ の 承認 を 求め る 
こと に より 、 夫 婦 が 共同 し て 離婚 を 請求 する こと が で 
2 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 232 条 


裁 記 官 は 、 各 配偶 者 の 意思 が 本 物 で あり 、 自 由 意 志 と 情 
報 提供 に よる 同意 で ある と 確信 し た 場合 、 合 意 書 を 承認 
し 、 離 婚 を 宣告 する 。 


裁 鹿 札 は 、 合 意 内 容 が 子供 また は 配偶 者 の 一 方 の 利益 を 
十分 に 保護 し て いな いと 状 断 し た 場合 、 同 書 を 拒 谷 


し 、 離 婚 を 宜 告 し な いこ と が で きま す 。 


第 2 節 : 離 グ 婚 の 受 諸 

第 233 条 

離婚 は 、 婚 如 の 原因 と な っ た 事実 を 考慮 する こと な 

く 、 婚 燥 の 破綻 の 原則 を 受け 入れ る 場合 に 、 配 偶 者 が 共 
同 で 請求 する こと が で きる 。 

夫婦 の 一 方 また は 両方 が 、 弁 護 士 の 助け を 借り て 、 そ 

れ ぞ れ が 弁護 士 の 連 填 に よる 私 著 証 書 で 婚 破 綻 の 原則 
を 受 詰 し 、 そ れ が か 訴訟 手続 の 開始 前 に 締結 され た 場合 

に 請求 する こと が で きる 。 


婚 如 破 綻 の 原則 は 、 訴 訟 手続 き 中 に 配偶 者 が いつ で も 受 
語 す る こと も 可能 で す 。 


この 受諾 は 、 上 訴 す る こと に よっ て も 撤回 する こと は 
CS ま 08 
第 234 条 


薦 記 記 は 、 夫 婦 が それ で ぞ れ 自由 に 承諾 し た と 確信 し た 
場合 、 離 婚 を 宣告 し 、 そ の 結果 を 決定 する 。 


: 夫婦 の 絆 を 決定 的 に 変化 させ る た め の 離 


第 237 条 


夫婦 の 絆 が 決定 的 に 秋 化 し た 場合 、 夫 婦 の 一 方 が 離婚 を 
請求 する こと が で きる 。 


第 238 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

夫婦 の 絆 が 決定 的 に 変化 する の は 、 離 婚 申 請 時 に 1 年 間 
別居 し て いた 場合 、 夫 婦 間 の 生活 共同 体 が 停止 し た こと 
に よる 。 


申立 人 が その 理由 を 示さ ず に 手続 を 行っ た 場合 、 夫 婦 
の つなが り の 決定 的 な 変化 を 特徴 づけ る 期限 は 、 離 婚 
宣告 時 に 評価 され る 。 

た だ し 、 第 246 条 の 規定 を 害する こと な く 、 こ の 根拠 に 
基づく 申請 と 他 の 離婚 申請 が 同時 に 行わ れ た 場合 、1 年 


の 期限 を 要 せ ず 、 夫 婦 の 絆 の 決定 的 な 変化 を 理由 に 離婚 
が 成立 する 。 


第 4 節 : 過失 に よる 離婚 
第 242 条 
夫婦 の 一 方 は 、 婚 燥 の 義務 に 重大 か な また は 反復 し て 違反 


する 事実 が 配偶 者 の 責め に 帰し 、 共 同 生 活 の 維持 が 耐え 
られ な いと き 、 離 婚 を 請求 する こと が で きる 。 


第 244 条 


主張 され た 事実 の 後 、 夫 婦 が 和解 する こと に より 、 離 
婚 の 理由 と し て 主張 され る こと は な い 。 こ の 場合 、 裁 
首 官 は 請求 の 棄却 を 宣言 する 。 し か し 、 和 解 後 に 発生 ま 
た は 発見 され た 事実 に 基づい て 新た な 請求 を 行う こと 
が で き 、 そ の 場合 、 こ の 新た な 請求 を 支持 する た め に 
以前 の 事実 を 想起 する こと が で きる 。 同 居 の 維持 また 
は 一 時 的 な 生活 の 再開 は 、 そ れ が 和解 の 必要 性 また は 
努力 、 ま た は 子供 の 教育 の 必要 性 か ら 生 じ た に すぎ な 
い 場 合 は 、 和 和解 と みな し て は な ら な い 。 


第 24S 条 


離婚 を 始め た 配偶 者 の 欠点 は 、 そ の 請求 の 審査 を 妨げ 
な い 。 し か し 、 配 偶 者 を 疾 上 難し た 事実 が 、 離 婚 の 原因 
と な る よう な 還 大 な も の で ある こと を 春 う こと が あ 
の 


また 、 こ れ ら の 欠点 は 、 他 方 の 配偶 者 が 離婚 の 反訴 を 
支持 する た め に 申し 立て る こと が で き る 。 両 方 の 主張 
が 認め られ た 場合 、 離 婚 は 過失 の 共有 に 基づい て 成立 
する 。 


反訴 が な い 場 合 で も 、 討論 に よっ て どちら か カー 方 に 非 
が ある こと が 明らか に な れ ば 、 両 配偶 者 の 共通 の 過失 
に 基づい て 離婚 が 記 め られ る こと が ある 。 


第 24S-1 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


配偶 者 の 請求 に より 、 裁 麟 官 は 、 当 事 者 の 括 や 不満 を 迷 
べ る こと な く 、 離 婚 の 原因 と な る 事実 が ある こと を 胡 
決 理由 で 迷 べ る に と ど め る こと が で きる 。 


第 246 条 


夫婦 関係 の 永久 的 な 変更 の 申請 と 過失 の 申請 が 同時 に 提 
出さ れ た 場合 、 裁 麟 記 は 過失 の 申請 を 先 に 審査 し な け 
れ ば な ら な い 。 


第 S 節 : 離婚 申請 の 根拠 と な る 事項 の 変更 
第 247 条 


夫婦 は 、 訴 訟 手続 き 中 いつ で も 、 


計 ANANSsMeeEikmel より 、 公 証人 の 議事 録 
に 預け 、 双 方 の 合意 に より 離婚 する 。 


2? 第 229-2 条 の 1? に 規定 され る 場合 、 離 婚 の 結果 を 定め 
2 の 人 唱 お コ と に より 、 裁 麟 互 に 双方 の 合意 
に よる 離婚 を 家斉 する こと に 同意 する よう 求め る こと 

0 


第 247-1 条 


配偶 者 は また 、 夫 婦 関 係 の 最終 的 な 変更 また は 過失 に よ 
り 離 婚 が 請求 され た 場合 、 手 続き の いか な る 時 点 で 

も 、 裁 刻 官 に 、 婚 燥 関係 の 破棄 の 原則 を 受け 入れ て 離婚 
を 宣告 する こと を 確認 する た め の 合意 を 求め る こと が 


で きる 。 


第 247-2 条 


原告 が 夫婦 の 絆 の 決定 的 な 変化 を 理由 に 離婚 を 申請 
被告 が 導 を 理由 に 離婚 を 反訴 し た 場合 、 原 告 は 配偶 者 の 
疾 を 援用 し て 申請 の 根拠 を 変更 する こと が で きる 。 


第 2 章 : 裁 叫 上 の 主 婚 手続 き 

第 1 節 : 総則 

第 248 条 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


離婚 の 原因 、 結 果 、 仮 処分 に 関す る 討論 は 公開 され な 
MG 


第 249 条 


離婚 訴訟 に お いて 、 満 年 齢 の 被 保護 者 は 保護 者 が 代理 

し 、 満 年 齢 の 被 保 佐 人 は 保 佐 人 の 援助 を 受け て 、 自 ら 旗 
訟 を 遂行 する 。 た だ し 、 和 被 保護 者 は 、 こ の 婚 如 の 破裂 

の 原因 と な っ た 事実 を 考慮 する こと な く 、 単 独 で その 

原則 を 受け 入れ る こと が で きる 。 


第 249-2 条 


直 保 護 工 者 の 配偶 者 に 後見 また は 保 佐 を 委託 し て いた 場 
、 了 臨時 の 家庭 教師 また は 保 佐 人 が 選任 され る 。 


第 249-3 条 


法 的 保護 措 次 の 申請 が な むさ れ 、 ま た は 進行 中 で ある 場 

合 、 離 婚 の 申請 は 、 そ の 保護 措 連 の 成立 を 裁定 する 世 決 
が 出る まで 審査 する こ と が で き な い 。 た だ し 、 裁 痢 官 

は 第 254 条 お よび 第 25$ 条 に 規定 する 仮 の 措 暫 を と る こ 

を 2 が で きる 。 

第 249-4 条 

夫婦 の 一 方 が 本 書 第 Me こ 規定 する 保護 措 軟 の 


いずれ か に 区 か れ て いる 場合 に は 、 協 議 離 婚 の 申請 
行う こと は で き な い 。 


第 2 節 : 裁 叫 上 の 離婚 に 適用 され る 手続 き 
協議 贅 婚 
第 2S0 条 


2 は 、 当 事 者 の それ ぞ れ の 弁護 士 ま た は 双方 
に よっ て 選ば れ た 弁護 士 に よっ て 行わ れる 。 


坊 記 記 は 、 夫 婦 そ れ ぞ れ と 申請 書 を 検討 し 、 そ の 後 、 夫 


婦 を 引き 合わ せる 。 そ の 後 、 弁 護 士 を 呼び 出す 。 


第 250-1 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 232 条 に 規定 され た 条件 が 満た され た と き 、 裁 半 官 は 
離婚 の 結果 を 解決 する た め の 合 意 書 を 作成 し 、 同 じ 決 定 
で それ を 宣告 する 。 


第 250-2 条 


裁 鹿 官 が 合意 の 認定 を 拒否 し た 場合 、 裁 剤 札 は 、 離 婚 志 
決 が 確定 する 日 まで の 間 に 当 事 者 が 合意 し た 第 254 条 お 
よび 第 255 条 の 意味 に お ける 仮 の 措 交 を 、 そ れ が 子 ま た 
は 子 の 利益 に な る 場合 に 限り 、 認 定 す る こと が で き 

る 。 


その 後 、 最 長 6 ヶ月 の 期間 内 に 夫婦 間 で 新た な 合意 を 提 
示す る こと が で きる 。 


第 250-3 条 


新た な 合意 が 第 250-2 条 の 期間 内 に 提示 され な い 場 合 、 
ある い は 裁 刻 官 が 再び 同調 を 拒 合 し た 場合 、 離 婚 の 申請 
は 和 失効 する も の と する 。 


第 3 節 : その 他 の 離婚 の ケー ス に 適用 され る 手続 き 


萩 鹿 離 婚 
第 1 項 : 離婚 申請 書 の 提出 
第 2S1 条 


離婚 手続 を 開始 し た 配偶 者 は 、 婚 燃 の 破綻 の 原則 の 受 諸 
また は 夫婦 の 絆 の 決定 的 な 変更 に 基づく 場合 に は 、 そ 
の 請求 の 根拠 を 示す こと が で きる 。 こ の 2 つの 場合 を 除 
き 、 請 求 の 根拠 は 本 案 に 関す る 最初 の 提出 書類 で 示さ な 
けれ ば な ら な い 。 


第 22 条 


手続 を 開始 する 申請 書 に は 、 以 下 の 事 項 に 関す る 条項 の 
注意 書き を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 家 庭 問題 に お け 
る 調停 お よび 参加 型 手続 、 親 権 行使 の 様式 お よび 離婚 の 
結果 に 関す る 当事者 の 一 部 また は 全部 の 合意 の 認定 。 


また 、 不 許可 の 削 則 付き で 、 配 偶 者 の 金銭 的 お よび 財産 
的 利益 の 解決 に 関す る 提案 も 含ま れる 。 


第 253 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


裁 剤 互 は 離婚 申請 を 決定 的 に 拒否 する 場合 、 婚 如 費 用 の 
拠出 、 家 族 の 居住 地 、 親 権 行 使 の 様式 に つい て 裁定 する 
こと が で きる 。 


第 2 項 : 暫定 的 措 連 


第 254 条 


裁 鹿 記 は 、 当 事 者 また は 単独 構成 当事者 が 放棄 し な い 限 
り 、 手 続 の 開始 か ら 、 そ の 終了 時 に 審理 を 行い 、 配 偶 者 
の 可能 な 合意 を 考慮 し て 、 離 婚 の 申請 の 提出 か ら 状 決 が 
確定 する 日 まで の 配偶 者 と 子供 の 存在 を 確保 する た め 

に 必要 な 措 紳 を 講じ な けれ ば な ら な い 。 


第 2SS 条 


裁 刻 札 は 特に 以下 の こと を 行う こと が で きる 。 


1 夫婦 の 一 方 か ら 他 方 の 配偶 者 また は 子供 に 対す る 暴 
力 が 申し 立て られ た 場合 、 ま た は 夫婦 の 一 方 が 配偶 者 
を 明らか に 支配 し て いる 場合 を 除き 、 夫 婦 に 調停 手段 
を 提案 し 、 そ の 合意 を 得 た 後 、 家 事 調停 変 員 を 指名 し て 
その 手続 き を させ る こと :2? 夫婦 の 一 方 が 他方 の 配偶 者 
また は 子供 に 対す る 暴力 を 主張 し な い 限 り 、 ま た は 夫 
婦 の 一 方 が その 配偶 者 を 明らか に 掌握 し て いな い 限 

り 、 夫 婦 に 差止め を する こと 。 ぐ ④? 夫婦 の 一 方 に 住居 お 
よび 家財 道具 の 享有 を 認め 、 ま た は 夫婦 間 で 享有 を 共有 
の せる の ご を 。 


$? 衣類 お よび 身の回り 品 の 引渡 し を 命ずる こと 。 


6? 夫婦 の 一 方 が その 配偶 者 に 支払 うべ き 扶 養 料 及び 弁 
護 士 費 用 を 定め 、 債 務 の 全部 又は 一 部 の 仮 払 い を 保証 し 
な けれ ば な ら な い 配 偶 者 を 指定 する こと 。 


7? 状況 に より 必要 と され る 場合 、 夫 婦 関 係 の 清算 に お 
いて 配偶 者 の 一 方 に その 権利 に 対抗 する た め の 条 項 を 
付 避 する こと 。 


8? 夫婦 関係 の 清算 に お ける 各 配 偶 者 の 権利 に 基づき 、 

4? に 言及 し た 以外 の 共有 また は 未 分 割 財産 の 享受 また は 
管理 の 帰属 を 決定 する こと 9 配偶 者 の 金銭 的 利益 の 解 
決 に 関す る 推定 目録 の 作成 また は 提案 を 行う 資格 を 有 
する 専門 家 を 指定 する こと 。 


10? 夫婦 関係 清算 の 草案 を 作成 し 、 分 割 さ れる 土地 を 形 
成す る た め に 公証 人 を 任命 する こと 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

第 2S6 条 


子供 に 関す る 暫定 措 連 は 、 本 書 第 1 章 の 第 9 編 の 規定 に 従 
う も の と する 。 


第 3 項 : 証拠 

第 2s9 条 

離婚 の 理由 また は 請求 の 抗弁 と し て 主張 され る 事実 
は 、 自 白 を 含む あら ゆる 証明 方 法 に よっ て 立証 する こ 


と が で きる 。 た だ し 、 配 偶 者 が 申し 立て た 音 情 に つい 
て 、 子 の 意見 を 聞く こと は で き な い 。 


第 259-1 条 


配偶 者 は 、 暴 力 ま た は 詐欺 に よっ て 得 た 証拠 を 手続 に 
所 E' お る こと (は で きん ない いり 


第 2s9-2 条 


配偶 者 の 要求 に よっ て な され た 人 陳 は 、 家 庭 に 対す る 
侵害 また は 不法 な プラ イバシー の 侵害 が あっ た 場合 に 
は 、 討 論 か ら 除 外さ れる 。 


第 259-3 条 


配偶 者 は 、 互 い 、 裁 鹿 札 、 お よび 第 25$ 条 の 9? と 10? に 
従っ て 裁 麟 官 が 指定 する 専門 家 お よび その 他 の 人 物 

に 、 給 付 と 年 金 の 決定 お よび 夫婦 関係 の 清算 に 役立つ す 
べ て の 情報 お よび 書類 を 伝え な けれ ば な ら な い 。 


裁 鹿 官 は 、 職 業 上 の 秘密 を 保持 する こと な く 、 債 務 者 ま 
た は 配偶 者 の た め に 資産 を 保有 すす る 者 に 対し て 、 あ ら 
ゆる 有用 な 調査 を 行う こと が で きる 。 

第 3 章 : 離婚 の 結果 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 節 : 離婚 の 効果 が 発生 する 日 
第 260 条 


婚 燃 は 和解 消さ れる : 


1? 弁護 士 が 著名 し た 私 的 証書 に よっ て 締結 され た 離婚 
協議 に よっ て 、 そ の 強制 力 が 発生 する 日 。 


2? 離婚 を 宜 告 する 対決 に よっ て 、 そ れ が 裁 半 管 轄 と な 
る 日 。 


第 262 条 


離婚 の 合意 また は 鹿 決 は 、 夫 婦 の 財産 に 関し て 、 民 事 訴 
誠 規 則 で 定め られ た 余白 へ の 記載 手続 き が 完了 し た 日 
か ら 、 第 三 者 に 対抗 する こと が で きる 。 


第 262-1 条 


離婚 の 合意 また は 装 決 は 、 配 偶 者 間 の 関係 に お いて 、 
その 財産 に 関し て 効力 を 有する 。 


- 離 婚 の すべ て の 結果 を 解決 する 合意 が 強制 力 を 持つ よ 
うに な っ た 日 に 、 公 証人 の 議事 録 ( 頂け られ た 氏 護 士 
が 副 賭 し た 私 賭 証 書 に よっ て 、 双 方 の 合意 に よっ て 成 
67 ey io 2 
除く ) 


- 第 229-2 条 の 1. に 規定 され た ケー ス て で 双方 の 合意 に より 
旨 SE 場合 、 合 意 書 ( = の 定め が な い 陣 、 

離婚 の すべ て の 結果 を 定め た 合意 書 の 公証 日 に 執行 可能 
0 の 


婚 問 の 破 業 の 原則 の 受話 、 夫婦 の 絆 の 決定 的 な 変更 、 
また は 過失 に より 離婚 が 宜 告 され た 場合 、 離 婚 申請 の 
国 


夫婦 の 一 方 の 請求 に より 、 裁 講 官 は 、 革 決 の 効力 を 、 夫 
婦 の 同居 お よび 共同 生活 を 解消 し た 日 に 確定 する こと 

が で きる 。 こ の 請求 は 、 離 婚 手 続き の 際 に の み 行 うこ 

と が で きる 。 夫婦 の 一 方 の み に よ る 婚 燃 中 の 住居 の 利 

用 は 、 裁 羊 互 が 別段 の 決定 を し な い 限 り 、 離 婚 の 申請 

で 無償 で 継続 する も の と する 。 


第 262-2 条 


離婚 の 申請 後 、 夫 婦 の 一 方 が 共同 体 の 責任 で 契約 し た 義 
務 、 夫 婦 の 一 方 が その 権限 の 範囲 内 で 行っ た 共有 財産 の 
譲渡 は 、 他 方 の 配偶 者 の 権利 に 対す る 詐欺 が あっ た こ 

と が 証明 され た 場合 、 無 効 と され る も の と する 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2 節 : 離婚 が 配偶 者 に 及ぼ す 影 響 
第 1 項 : 一 般 的 な 規定 
第 263 条 


離婚 し た 配偶 者 が 互い に 別 の 結合 を 希望 する 場合 、 新 た 
に 婚 畑 の 成立 を 祝う 必要 が ある 。 


第 264 条 


離婚 する と 、 夫 婦 は それ ぞ れ 配偶 者 の 姓 を 使え な く な 
る 。 


し か し 、 夫 婦 の 一 方 は 、 自 分 自身 また は 子供 の た め 

特別 な 利益 を 証明 で きる 場合 、 配 偶 者 の 同意 人 
官 の 許可 を 得 て 、 他方 の 名 前 の 使用 を 維持 する こ の が 
SG 


第 26S 条 


離婚 は 、 婚 如 期 間 中 に 効力 を 生じ た 夫婦 間 の 給付 、 お よ 
び 現 在 の 財産 の 贈 選 に は 、 そ の 形式 を 問わ ず 、 影 響 を 
及ぼ さ な い 。 


離婚 は 、 婚 如 体 制 の 解消 また は 配偶 者 の 一 方 の 死亡 に 
よっ て の み 効 力 を 生じ る 婚 如 上 の 給付 、 お よび 婚 契 
約 に より 配偶 者 が その 配偶 者 に 紀 えた 、 ま た は 婚 如 中 
に 世 え られ た 死因 に よる 処分 を 、 そ れ ら を えた 配偶 
区 須 印 し な い 限り 自動 無効 と する 。 この 遺 
言 は 、 離 婚 宣告 時 に 配偶 者 が 賭 名 し 、 弁 護 士 また は 裁 章 
官 が 連 著 し た 契約 書 に 記載 され 、 維 持 され る 利益 また 
は 規定 を 取り 消す こと が で き な く な り ま す 。 


し か し 、 婚 燃 契 約 に その よう な 規定 が ある 場合 、 配 偶 


者 は 共同 体 に 頁 献 し た 財産 を 常に 取り 戻す こと が で き 
の 。 


第 26S-1 条 


MM は 、 配 偶 者 の いずれ か が 法律 また は 第 三 者 と の 合 
に よっ て 有する 権利 に 影響 を 名 え な い 。 


第 26S-2 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 10 条 夫婦 は 、 離 婚 の 手続 き 中 に 、 夫 婦 財 産 制 の 清算 
お よび 分 割 の た め の 任 意 の 合意 を する こと が で きる 。 


清算 が 土地 登記 の 対象 と な る 財産 に 関係 する 場合 、 そ の 
合意 は 公正 証書 に よっ て 行わ れ な けれ ば な ら な い 。 
第 2 項 : 双方 の 合意 以外 の 離婚 に 特有 の 帰結 。 
双方 の 合意 に よる 離婚 

第 266 条 

第 270 条 の 適用 を 害する こと な く 、 配 偶 者 が 夫婦 の 絆 の 
氷 久 的 な 障害 を 理由 に 認め られ た 離婚 の 被告 で あり 、 
自ら 離婚 を 請求 し て いな か っ た 場合 、 ま た は 離婚 が そ 
の 配偶 者 に 対し て の み 認 め ら れ た 場合 、 婚 燃 の 解消 に 


より 被る 特に 車 大 な 結末 を 補償 する た め に 、 損 害 賠償 
を 請求 する こと が で きる 。 


この 請求 は 、 離 婚 手続 き の 際 に の み 行 うこ と が で きま 
す 。 


第 267 条 


配偶 者 に よる 従来 の 和解 が な い 場 合 、 裁 鹿 官 は 、 共 同 所 


有 の 維持 、 優 先 的 配分 、 共 同 財産 また は 未 分 割 財産 の 持 
分 に 対す る 前 払い の 請求 に つい て 裁定 を 下す も の と す 
る 。 


民事 訴訟 法 第 1361 条 か ら 第 1378 条 に 定め る 条件 の 下 、 裁 
羊 官 は 、 当 事 者 間 に 意 見 の 相違 が ある こと が 何ら か の 

方 法 で 証明 され た 場合 、 ノ 特に 以下 の も の を 提出 する こ 

と に より 、 財 産 権 の 清算 と 共有 の 申請 に つい て 裁定 す 

る 。 


- 夫 婦 間 の 不一致 点 を 示す 、 裁 鹿 上 の 分 割 を 受諾 する 和則 
の 共同 宣言 書 


- 第 25$ 条 の 10? に 基づい て 任命 され た 公証 人 が 作成 し た 
草案 。 


公証 人 は 職権 で あっ て も 、 配 偶 者 に 適用 され る 婚 血 制度 
の 決定 に つい て 裁定 する こと が で きる 。 


第 268 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

第 10 条 夫婦 は 、 訴 訟 手続 き 中 に 、 離 婚 の 結果 の 全部 ま 
た は 一 部 を 解決 する 合意 を 裁 記 官 に 提出 し 、 そ の 承認 
を 得る こと が で きる 。 


攻 剤 記 は 、 各 夫婦 お よび 子供 の 利益 が 維持 され る こと 


を 確認 し た 後 、 離 婚 を 宜 告 する こと で 合意 事項 を 承認 
する 。 


第 3 項 : 補償 給付 
第 270 条 


離婚 に より 、 配 偶 者 間 の 扶養 義務 に 終止 符 が 打 た れる 。 


夫婦 の 一 方 は 他方 に 対し て 、 婚 燥 関係 の 破綻 が それ ぞ 
れ の 生活 条件 に も た ら す 格差 を 可能 な 限り 補償 する こ 
と を 目的 と し た 給付 金 を 支払 うこ と を 要求 され る こと 
が ある 。 こ の 給付 は 一 時 金 で ある 。 こ の 給付 は 、 資 本 
金 の 形 で 行わ れ 、 そ の 額 は 裁 麟 衛 に よっ て 確定 され ま 
す 。 


し か し 、 裁 講 記 は 、 衡 平 の 見 地 か ら 、 第 271 条 に 規定 さ 
れ た 基準 を 考慮 し 、 ま た は 破局 の 特殊 な 状況 に 関し 

て 、 給 付 を 要求 する 配偶 者 に 専ら 不利 益 と な る 離婚 が 宣 
告 さ れ た 場合 、 こ の 給付 を 紀 え る こと を 拒 否 する こと 

NG きる 


第 271 条 


補償 手当 は 、 離 婚 時 の 状況 お よび 予測 可能 な 格 来 に お け 
る その 推移 を 考慮 し 、 手 当 が 支払 われ る 配偶 者 の 必要 性 
お よび 他方 の 資源 に 応じ て 定め られ る 。 


この 目的 の た め に 、 裁 講 記 は 特に 以下 の 点 を 考慮 し な 
けれ ば な ら な い 。 


- 婚 如 期間 の 長 さ 


- 配偶 者 の 年 齢 お よび 健康 状態 


- 夫婦 の 資格 お よび 職業 的 状況 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

- 夫婦 の 一 方 が 同居 中 に 行っ た 職業 上 の 選択 が 子供 の 教 
育 に 及ぼ す 影 響 と 、 そ の た め に 費やさ な けれ ば な ら な 
い 時 間 、 ま た は 自分 の キャ リア を 犠牲 に し て 配偶 者 の 
キャ リア を 優先 させ る こと 。 


- 夫婦 財産 制 の 清算 後に お ける 夫婦 の 推定 また は 予測 さ 
れる 財産 (資本 と 収入 の 両方 ) 。 


- 夫婦 の 學 存 お よび 予見 可能 な 権利 


- 退職 年 金 に 関す る それ ぞ れ の 状況 。 可 能 な 限り 、 代 償 
金 の 債権 者 で ある 配偶 者 の た め に 、 第 6 項 に 吉 及 され た 


状況 に よっ て 引き 起こ され た 可能 性 の ある 退職 権 の 減 
少 を 推定 し た 上 で 。 


第 272 条 


第 20 条 裁 刻 記 ま た は 当事者 に よる 代償 手当 の 決定 、 ま 
た は 改訂 申請 の 際 、 当 事 者 は 、 そ の 名 誉 の た め に 、 そ 
の 資源 、 収 入 、 資 産 お よび 生活 状況 の 正確 さ を 証明 する 
宣言 書 を 裁 刻 官 に 提出 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 274 条 


第 20 条 裁 記 過 は 、 以 下 の 形 式 の うち 、 資 本 補填 の 実行 
方 法 を 決定 する 。 


1 金銭 の 支払 い 、 離 婚 の 宣告 は 第 277 条 に 規定 され た 保 
証 の 構成 に 従う 。 


2? 財産 、 一 時 的 また は 終身 的 な 使用 権 、 住 居 、 用 益 権 
の 帰属 、 債 権 者 に 有利 な 強制 譲渡 の 装 決 。 た だ し 、 債 務 
者 で ある 配偶 者 が 相続 また は 贈 世 に よっ て 受け 取っ た 
財産 の 帰属 に つい て は 、 配 偶 者 の 同意 が 必要 で ある 。 


第 27S 条 


債務 者 が 第 274 条 に 規定 され た 条件 で 資本 金 を 支払 うこ 
と が で き な い 場合 、 裁 鹿 札 は 、8 年 の 制限 内 で 、 維 持 費 
支払 い に 適用 され る 規則 に 従っ て 指数 化し た 定期 的 な 


支払 い の 形 で 、 資 本 金 の 支払 い 条 件 を 決定 し な けれ ば 
な ら な い 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

債務 者 は 、 そ の 状況 に 重大 な 変化 が あっ た 場合 、 こ れ 
ら の 支払 条件 の 改訂 を 請求 する こと が で きる 。 例 外 的 
に 、 裁 鹿 官 は 特別 な 理由 ある 決定 に より 、8 年 を 超え る 
総 期間 で の 資本 の 支払 を 認め る こと が で きる 。 


債務 者 は 、 い つ で も 指数 化 さ れ た 資本 の 残高 か ら 解 放 
され る こと が で きま す 。 


夫婦 財産 制 の 清算 後 、 代 償 金 の 債権 者 は 、 裁 刻 官 に 対し 
て 割増 資本 の 残高 の 支払 い を 申請 する こと が で きる 。 


第 27S-1 条 


第 27$ 条 第 1 項 に 規定 する 支払 方 法 は 、 第 274 条 に 規定 す 
る 形式 に よ る 資本 の 一 部 の 支払 を 排除 し な い 。 


第 276 条 


例外 的 に 、 裁 鹿 所 は 、 債 権 者 の 年 齢 また は 健康 状態 に 
よっ て 自活 で き な い 場合 、 特 別に 理由 の ある 決定 に 
よっ て 、 代 償 金 を 終身 年 金 の 形 で 定め る こと が で き 
る 。 裁 鹿 所 は 、 第 271 条 に 規定 され る 評価 の 要素 を 考慮 
する も の と する 。 


年 金 の 額 は 、 事 情 に より 必要 な 場合 に は 、 第 274 条 に 規 
定 さ れる 形式 の うち 、 資 本 的 分 数 の 帰属 に より 減 額 す 


る こと が で きる 。 


第 276-1 条 


年 金 は 指数 化 さ れ 、 そ の 指数 は 扶養 手当 の 場合 と 同様 に 
決定 され る 。 


指数 化 前 の 年 金額 は 、 そ の 全 期 間 に わ た っ て 一 律 に 固定 
され る か 、 ま た は 資源 お よび ニー ズ の 予想 され る 進展 
に 応じ て 連続 的 に 変化 させ る こと が で きる 。 


第 276-3 条 


年 金 形式 で 固定 され た 代償 手当 は 、 当 事 者 の どちら か 
の 資源 また は 必要 性 に 著しい 変化 が 生じ た 場合 、 改 定 、 
合志 ま 寺 は 陸上 混 ある この が で きる 。 


この 改訂 は 、 裁 鹿 官 が 最初 に 定め た 金額 より も 年 金 を 
増加 させ る 効果 を 持つ こと は で き な い 。 


第 276-4 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 16 条 年 金 の 形式 に よる 代償 金 の 債務 者 は 、 い つ で も 
裁 鹿 記 に 対し 、 年 金 の 全部 また は 一 部 を 資本 金 に 代え る 
こと を 申請 する こと が で きる 。 代替 は 、 コ ン セ イ ユ ・ 
デ タ の 法 念 に より 定め られ た 条件 に 従っ て 行わ れる も 


の と する 。 


代償 金 の 債権 者 は 、 債 務 者 の 状況 の 変化 に より 、 特 に 夫 
婦 関 係 の 清算 中 に この 代替 が 可能 で ある こと を 証明 す 
る 場合 、 同 様 の 請求 を 行う こと が で きる 。 


第 274 条 、 第 275 条 お よび 第 275 条 第 1 項 に 規定 する 執行 の 
方 法 が 適用 され る 。 年 金 の 全部 また は 一 部 を 資本 金 に 代 
える こと を 裁 州 官 が 拒否 する 場合 は 、 特 別に 正当 化 さ 
れ な けれ ば な ら な い 。 


第 277 条 


第 278 条 裁 章 鹿 は 、 法 律 上 また は 司法 上 の 抵当 権 と は 無 
関係 に 、 債 務 者 の 配偶 者 に 買 権 の 設定 、 担 保 の 提供 、 年 
金 ま た は 資本 の 支払 を 保証 する 契約 の 締結 を 要求 する 
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第 278 条 


第 28 条 協議 離婚 の 場合 、 配 偶 者 は 、 弁 護 士 が 連 賭 し た 
私 的 証書 に より 作成 され た 合意 書 ま た は 裁 講 官 の 認定 
に 付す 合意 書 に お いて 、 代 償 金 の 額 お よび 条件 を 定め 
る も の と する 。 ま た 、 特 定 の 事象 が 発生 し た 場合 に 手 
当 の 支払 い を 停止 する こと を 規定 する こと が で きる 。 
給付 は 、 一 定期 間 、 年 金 の 形式 を と る こと が で きる 。 


た だ し 、 配偶 者 の 権利 と 義務 を 不 公平 に 定め る も の で 


ある 場合 、 裁 刻 記 は その 協定 の 認定 を 拒 合 する 。 


第 279 条 


同質 化 さ れ た 契約 は 、 裁 記 所 の 決定 と 同じ 強制 力 を 持ち 
ます 。 


この 合意 は 夫婦 間 の 新た な 合意 に よっ て の み 有 変更 する 
こと が で き 、 こ の 合意 も 相同 化 の 対象 と か なり ま す 。 


た だ し 、 夫 婦 の どちら か の 資力 また は 必要 性 に 重大 な 

変化 が 生じ た 場合 、 各 夫婦 は 裁 鹿 官 に 対し て 代償 金 の 改 
計 を 求め る こと が で きる こと を 合意 書 に 規定 する こと 

が で きる 。 代 償 金 の 形態 が 資本 金 か 一 時 的 年 金 か 終身 年 
金 か に よっ て 、 第 273 条 第 2 項 お よび 第 3 項 、 第 276 条 の 3 
お よび 276 条 の 4 の 規定 も 適用 され る 。 


協定 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 第 280 条 か ら 第 280 条 の 2 
まで が 適用 され る も の と する 。 


本 条 第 3 項 お よび 最終 項 は 、 弁 護 士 が 連 賭 し 、 公 証人 の 
議事 録 に 碧 け られ た 私 閉 証 書 に よっ て 作成 され た 離婚 
協議 に 適用 され る 。 

Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 

2022 年 04 月 13 日 


第 279-1 条 
第 268 条 の 適用 で 、 配 偶 者 が 裁 記 官 の 同調 に 補償 金 に 関 


する 合意 を 提出 する 場合 、 第 278 条 と 第 279 条 の 規定 が 適 
用 され る 。 


第 280 条 


債務 者 で ある 配偶 者 が 死亡 し た 場合 、 代 償 金 の 支払 い 
は 、 そ の 形態 に か か わら ず 、 遺 産 か ら 徴収 され る 。 そ 
の 支払 い は 、 相 続 財産 の 範囲 内 で 、 個 人 的 に 責任 を 負わ 
な いす べ て の 相続 人 が 負担 し 、 不 足す る 場合 に は 、 第 
927 条 の 適用 を 受け て 、 特 定 の 名 義 に よる すべ て の 婚 出 
人 が その 収入 に 応じ て 負担 する 。 


代償 金 が 第 275 人 条 の 条件 に 従っ て 文 払わ れる 資本 金 の 形 
で 確定 し て いる 場合 、 こ の 指数 化 さ れ た 資本 金 の 残額 
は 和 長 ち に 文 払 われ る よう に な る 。 


補償 手当 が 年 金 の 形 で 確定 され て いる 場合 、 そ れ は 硬 
ち に 文 払 うべ き 資 本 金 で 門 き 換え られ る 。 こ の 代 符 
は 、 国 家 評 議会 の 政信 で 定め られ た 方 法 に よっ て 行わ 
れる 。 


第 280-1 条 


第 280 条 の 例外 と し て 、 相 続 人 は 、 債 務 者 で ある 配偶 者 
に 課さ れ て いた 代償 金 の 支払 い の 形式 お よび 方 法 を 維 
持 す る た め に 、 こ の 代償 金 の 支払 い を 個人 的 に 義務 付 
ける こと を 共に 決定 する こと が で きる 。 こ の 合意 は 、 
無効 と な る 可能 性 が ある た め 、 公 証 さ れ た 証書 に 記録 
され ます 。 こ の 合意 は 、 債 権 者 で ある 配偶 者 が 証書 に 
関所 し て いな い 場 合 、 債 権 者 に 通知 され た 時 点 か ら 第 
三 者 に 対し て 行使 され る 可能 性 が あり ます 。 


代償 金 の 文 払い 条件 が 維持 され て いる 場合 、 代 償 金 が 資 


本 金 ま た は 一 時 的 も し く は 終身 年 金 の 形態 を と っ て い 
る か どう か に 応じ て 、 第 275 条 第 2 項 お よび 第 276 条 の 
3、276 条 の 4 に 規定 され て いる 措 連 は 、 債 務 者 の 相続 人 
に 開放 され て いま す 。 ま た 後者 は 、 代 償 手 当 が 第 275 条 
第 1 項 に 規定 され る 形式 を と る 場合 、 指 数 化 さ れ た 資本 
の 残額 か らい つ で も 解放 され る こと が で きる 。 


第 280-2 条 


死亡 し た 配偶 者 の た め に 支払 われ た 復帰 年 金 は 、 後 者 

が 死亡 の 日 に 年 金 の 形式 を と っ て いた 場合 、 代 償 手 当 

の 額 か ら 自 動 的 に 差し 引か れる 。 

相続 人 が 第 280-1 条 に 規定 され た オプ ショ ン を 利用 し た 
場合 、 裁 麟 巨 が 別段 の 決定 を し な い 限 り 、 債 権 者 が その 
権利 を 失っ た り 、 復 帰 型 年 金 の 受給 資格 に 変更 が 生じ た 
場合 に も 、 同 額 の 控除 が 継続 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 281 条 
本 項 に 規定 する 譲 渡 お よび 放棄 は 、 そ の 支払 方 法 に か 


か わら ず 、 婚 如 体 制 に 対す る 頁 献 と みな され る 。 こ れ 
ら は 贈 と 同列 に 扱わ れ な い 。 


第 4 項 : 住居 
第 28S-1 条 


家族 の 住居 と し て 使用 され て いる 建物 が 、 配 偶 者 の 一 
方 に 個人 的 に また は 自己 の 権利 と し て 属し て いる 場 

合 、 裁 刻 記 は 、 子供 が その 住居 に 常時 居住 し 、 そ の 利益 
が 必要 と する 場合 、1 人 以上 の 子供 に 対し て 単独 また は 
共同 で 親権 を 行使 する 配偶 者 に それ を 賃貸 する こと が 
で きる 。 


攻 剤 記 は 賃貸 期間 を 決定 し 、 最 も 若い 子供 が 成年 に 達 す 
る まで 更新 する こと が で きる 。 


新た な 状況 に より 賃貸 が 正当 化 さ れる 場合 、 裁 麟 官 は 賃 
貸 を 終了 させ る こと が で きる 。 


第 3 節 : 離婚 が 子供 に 芋 える 影響 
第 286 条 


子供 に 対す る 離婚 の 結果 は 、 本 書 第 1 章 か ら 第 9 編 の 規定 
に 従う 。 


第 4 章 : 法 的 分 離 
第 1 分 : 法 的 分 離 の 事例 と 手続 き 
第 296 条 


法 的 分 離 は 、 離 婚 と 同じ ケー ス 、 同 じ 条 件 下 で 宣告 また 
は 成立 する こと が で きる 。 


第 297 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


離婚 の 申立 て を され た 配偶 者 は 、 法 的 分 離 の 反訴 を す 
る こと が で きる 。 た だ し 、 主 た る 離婚 の 申立 て が 夫婦 
の 結合 の 決定 的 な 変更 に 基づく も の で ある と き は 、 反 
訴 は 離婚 の み を 求め る こと が で きる 。 法 的 別居 の 申立 
て を され た 配偶 者 は 、 離 婚 の 反訴 を する こと が で き 
る 。 


第 297-1 条 


離婚 の 請求 と 法 的 分 離 の 請求 が 同時 に な され た 場合 、 
痢 方 は まず 離婚 の 請求 に つい て 審査 する 。 裁 閉 官 は 、 
離婚 の 要件 が 満た され た と き は 、 長 ち に 離婚 を 言い 渡 
さ な け れ ば な ら な い 。 そ う で な い 場 合 は 、 法 的 分 離 の 
申請 に つい て 革 決 を 下す も の と する 。 


し か し 、 こ れ ら の 申請 が 過失 に 基づく も の で ある 場 
合 、 裁 記 札 は これ ら を 同時 に 審査 し 、 受 理 し た 場合 に 
は 、 夫 婦 双 方 に 責 を 負わ せる 形 で 離婚 を 宣告 する 。 


第 298 条 


さら に 、 第 229 条 第 1 項 な いし 第 229 条 第 4 項 お よび 上 記 第 


2 章 の 規定 が 、 法 的 分 離 の 手続 き に 適用 され る 。 
第 2 節 : 法 的 分 離 の 結果 
第 299 条 


法 的 分 離 は 、 婚 燃 関係 を 解消 か する も の で は な い が 、 同 
居 の 義務 を 終了 させ る も の で ある 。 


第 300 条 


別居 し た 配偶 者 は 、 そ れ ぞ れ 相 手 の 名 前 の 使用 を 保持 
する 。 し か し 、 公 証人 の 議事 録 に 預け られ た 弁護 士 が 
副 著 し た 私 著 証書 に よ る 法 的 分 離 の 合意 、 法 的 分 離 の 志 
決ま た は その 後 の 填 決 に より 、 夫 婦 の それ ぞ れ の 利益 
を 考慮 し て 、 そ れ を 禁止 する こと が で きる 。 


第 301 条 


寝食 を 共に する 別居 配偶 者 の 一 方 が 死亡 し た 場合 、 他 方 
の 配偶 者 は 法律 が 生存 配偶 者 に 付 司 する 権利 を 保持 す 

る 。 相 互 の 合意 に よ る 法 的 分 離 の 場合 、 配 偶 者 は その 合 
意 に 、 第 756 条 か ら 第 757 条 の 3 まで お よび 第 764 条 か ら 

第 766 条 まで に よっ て 五 え られ る 相続 の 権利 の 放棄 を 含 
め る こと が で きる 。 

お よび 764 条 か ら 766 条 に より えら れる 相続 権 の 放 径 

を 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


第 302 条 


法 的 分 離 は 、 常 に 財産 の 分 離 を 伴う 。 


財産 に 関し て は 、 法 的 分 離 の 効力 発生 日 は 、 第 262 条 か 
ら 第 262 条 の 2 まで の 規定 に 従っ て 決定 され る 。 


第 303 条 


寝食 を 共に する 分 離 は 、 扶 養 の 義務 に 影響 を 七 え ず 、 
それ を 宣告 する 対決 また は その 後 の 世 決 に より 、 困 双 
する 配偶 者 に 支払 うべ き 扶 養 料 を 確定 する 。 扶養 料 は 、 
双方 の 合意 に よ る 法 的 分 離 の 合意 に よっ て も 定め る こ 
と が で きる 。 


この 扶養 は 、 過 和 失 に 関係 な く 革 えら れ ま す 。 し か し 、 
債務 者 で ある 配偶 者 は 、 必 要 で あれ ば 第 207 条 、 第 2 項 の 
規定 を 援用 する こと が で きる 。 


この 扶養 は 、 扶 養 義務 の 規定 に 従う 。 


し か し 、 債 務 者 の 配偶 者 の 財産 が 許す 場合 に は 、 扶 養 料 
は 、 第 274 条 か ら 第 27$ 条 の 1 まで 、 第 277 条 お よび 第 281 
条 の 規定 に 従っ て 、 そ の 全部 また は 一 部 が 資本 金 の 構 

成 に よっ て 賀 き 換 えら れる 。 こ の 資本 金 が 債権 者 の 必 

要 を 満た す の に 不足 する 場合 、 債 権 者 は 扶養 料 の 形 で 補 
充 を 要求 する こと が で きる 。 


第 304 条 


本 節 の 規定 に 従い 、 法 的 分 離 の 結果 は 、 上 記 第 3 章 に 定 
め る 離婚 の 結果 と 同じ 規則 に 従う 。 


第 3 節 : 法 的 分 離 の 終了 
第 30S 条 


共同 生活 の 自発 的 な 再開 に より 、 法 的 分 離 を 終了 させ 
る 。 


第 三 者 に 対し て 有効 で ある た め に は 、 公 正 証書 で 定め 
る か 、 民 事 登記 官 へ の 申告 の 対象 と する 必要 が ある 。 

夫婦 の 婚 畑 証明 書 の 余白 に 記載 され 、 出 生 証 明 書 の 余白 
に も 記載 され ます 。 


財産 の 分 離 は 、 配 偶 者 が 第 1397 条 の 規則 に 従っ て 新しい 
夫婦 制度 を 採用 し な い 限 り 、 存 続 する 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


第 306 条 


夫婦 の 一 方 の 請求 に より 、 法 的 分 離 が 2 年 間 継続 し た 場 
合 、 法 的 分 離 の 装 決 は 、 右 の よう に 離婚 の 対決 に 変換 さ 
れる 。 


第 307 条 


法 的 分 離 の すべ て の ケー ス で 、 双 方 の 合意 に より 離婚 


に 転換 する こと が で きる 。 


法 的 分 離 の 場合 、 離 婚 へ の 転換 は 双方 の 同意 に よっ て の 
み 行 われ る 。 


第 308 条 


転換 の 結末 、 法 的 別居 の 原因 は 離婚 の 原因 と な り 、 過 ち 
の 帰属 は 秋 更 され な い 。 


裁 鹿 互 は 、 離 婚 の 結果 を 確定 する 。 配 偶 者 間 の 利益 や 年 
金 は 、 離 婚 に ノ 特有 の 規則 に 従っ て 決定 され る 。 


第 S 章 : 離婚 と 法 的 分 離 に 関連 する 法律 の 抵触 
別居 

第 309 条 

離婚 と 法 的 分 離 は フラ ンス の 法律 に 準拠 し ます 。 
- 夫婦 が と も に フラ ンス 国籍 の 場合 


- 夫婦 が と も に フラ ンス の 領土 に 居住 し て いる 場合 


- 離婚 や 法 的 分 離 の 才 鹿 権 は フラ ンス の 裁 鹿 所 に ある 
が 、 外 国 の 法律 が その 裁 鹿 権 を 認め て いな い 場 合 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 

第 7 編 : 親権 

第 1 章 : 一 般 規 定 

第 310-1 条 

親権 は 、 本 号 の 第 2 章 に 規定 する 条件 の 下 、 法 律 の 運 
用 、 自 発 的 な 説 知 、 閉 名 な 行為 に よっ て 確立 され た 地位 
の 所 有 、 お よび 本 号 の 第 3$ 章 に 規定 する 条件 の 下 、 共 同 
認知 に よっ て 法 的 に 確立 され る 。 


また 、 本 タイ トル の 第 3 章 に 規定 する 条件 の 下 で 、 章 決 
に よっ て 成立 する こと も ある 。 


第 310-2 条 

子 の 父 と 母 の 間 に 、 第 161 条 と 第 162 条 に 規定 する 親権 を 
理由 と する 婚 燃 の 障害 の いずれ か が 存在 し 、 一 方 に つ 
いて 既に 親権 が 確立 し て いる 場合 、 い か な る 手段 に 


よっ て も 他方 に つい て 親権 を 確立 する こと は 禁じ られ 
て いる 。 


第 1 節 : 証拠 と 推定 


第 310-3 条 


親権 は 、 子 の 出生 証明 書 、 説 知行 為 、 ま た は 地位 の 保有 
を 立証 する 公示 行為 に よっ て 証明 され る 。 


本 タイ トル の 第 3 草 に 基づく 訴訟 が 提起 され た 場合 、 親 
権 は 訴訟 の 許容 性 を 条件 と し て 、 あ ら ゆ る 手段 に よっ 
て 証明 され 、 争 われ る 。 


第 311 条 


法律 で は 、 子 供 は 出生 の 日 以前 の 300 日 目 か ら 180 日 目 ま 
で の 間 に 受 胎 し た と 推定 され る 。 


受胎 は 、 子 の 利益 の た め に 必要 で あれ ば 、 そ の 期間 中 
いつ で も 行わ れ た も の と 推定 する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


これ ら の 推定 を 覆す た め に 、 反 対 の 証拠 も 説 め られ 
る 。 
第 311-1 条 


身分 の 保有 は 、 人 と その 人 が 属す る と され る 家族 と の 
間 の 親族 関係 の を 明らか に する 十分 な 数 の 事実 に 
よっ て 立証 され る 。 


これ ら の 事実 の 主 な も の は 次 の と お り で ある 。 


1? この 者 が 、 そ の 出自 と され る 個人 又は 人 物 か ら 子 と 
し て 扱わ れ て きた こと 、 及 び こ の 者 自身 が その 個人 叉 
は 人 物 を 自分 の 親 又 は 両親 と し て 扱っ て きた こと 。 


2? この 両親 が 、 こ の 資格 に お いて 、 こ の 者 の 教育 、 維 
持 又 は 設置 を 行っ た こと : 3? この 者 が 社会 及び 家族 に 
お いて その 子 と し て 認め られ て いる こと : 4④? この 者 が 
公 的 機関 に に っ て その よう に 考え られ て いる こと : 5? 
この 者 が 、 そ の 出自 と され る 個人 又は 個人 の 氏名 を 称 
CC いる こと 。 


第 311-2 条 


地位 の 保有 は 、 継 続 的 、 平 和 的 、 公 的 、 か つ 明 白 で な け 
れ ば な ら な い 。 


第 2 分 : 親族 関係 に 関わ る 法律 の 的 触 
第 311-14 条 


親権 は 、 子 の 出生 日 に お ける 母親 の 個人 法 に よる 。 母 親 
が 半 明 し な い 電 合 は 、 子 の 個人 法 に よる 。 


第 311-1S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

し か し 、 子供 と その 父 お よび 母 、 ま た は その うち の 一 
人 が 、 共 有 で ある か 別居 で ある か に か か わら ず 、 フ ラ 
ンス に 常 居所 を 持つ 場合 、 身 分 の 所 有 は 、 た と え 親 権 
の 他 の 要素 が 外国 の 法律 に 依存 し 得 た と し て も 、 フ ラ 


ンス の 法律 に 従っ て そこ か ら 生 じ る すべ て の 結果 を 生 
み 出 す 。 


第 311-17 条 


父性 また は 母性 の 自発 的 な 承認 は 、 そ れ が その 作成 者 
の 個人 法 ま た は 子 の 個人 法 の いずれ か に 従っ て な され 
た 場合 、 有 効 で ある 。 


第 3 節 : 姓 の 承継 に 関す る 規定 
第 311-21 条 


子 の 出生 宣言 の 日 また は それ 以降 に 父母 の 親族 関係 が 成 
立 し た 場合 、 父 母 は 子 に 七 え る べき 姓 を 、 父 の 姓 、 母 
の 姓 の いずれ か 、 ま た は 両者 の 姓 を それ ぞ れ 1 つの 姓 の 
範囲 内 で 選択 し 、 そ の 順序 で 併記 する 。 子供 の 名 前 の 選 
択 に つい て 民事 登記 官 へ の 共同 宣言 が な い 場 合 , 子供 は 
最初 に 親権 が 確立 され た 親 の 名 前 を と り , 両方 の 親 に 
つい て 同時 に 親権 が 確立 され た 場合 に は , 父親 の 名 前 
を と る 。 両 親 の 間 に 不 一 致 が あり 、 両 親 の 一 方 が 民事 登 
録 機関 に 通知 し た 場合 、 遅 く と も 出生 申告 の 日 また は 出 
生後 、 同 時 に 親族 関係 が 成立 し た 時 点 で 、 子 は 両親 の 両 
方 の 名 前 を 、 そ れ ぞ れ の 最初 の 姓 の 制限 内 で 、 ア ル 
ファ ベッ ト 順 に 連結 し て 名 乗る 。 


両親 の 少な く と も 一 方 が フラ ンス 人 で ある 子 が 外国 で 
出生 し た 場合 、 前 項 の 条件 に よる 名 前 の 選択 の 選択 肢 を 
利用 し な か っ た 両親 は 、 記 録 の 転 吾 の 申請 時 に 、 眉 く 

と も 子 の 出生 後 3 年 以内 に 、 そ の 宣言 を する こと が で き 


る 。 


本 条 、 第 311-23 条 、 第 342-12 条 また は 第 357 条 の 第 2 項 が 
共通 の 子 に 関し て 既に 適用 され て いる 場合 、 以 前 に 委 
譲 ま た は 選択 し た 名 前 は 他 の 共通 の 子 に 関し て も 有効 
で ある 。 


父母 また は 父母 の 一 方 が 二 重 姓 を 名 乗る 場合 、 父 母 は 共 
同 宣言 書 に より 、 一 方 の 名 前 の み を 子 に 伝え る こと が 
で きる 。 


第 311-22 条 


第 311-21 条 の 規定 は 、 第 22-1 条 の 規定 を 適用 し て フラ ン 
ス 人 と な っ た 子 に つい て 、 国 務 院 で 制定 され た 政信 で 
定め られ た 条件 の 下 で 適用 され る 。 


第 311-23 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


片方 の 親 に つい て の み 親 子 関係 が 成立 し た 場合 、 子 供 
は その 親 の 名 前 を 名 乗る 。 


第 二 の 親 族 関 係 の 成立 の 際 、 お よび その 後 子 の 未成 年 の 
間 に 、 父 母 は 民事 登記 官 に 対す る 共同 宣 斉 に よっ て 、 第 
ニニ の 親 上 関 係 が 成立 し た 親 の 姓 に 代え る か 、 ま た は 父 

母 の 姓 が それ ぞ れ 1 つの 制限 内 で 、 父 母 が 選ん だ 順序 で 
2 つの 姓 を 結合 する か 、 ど ちら か を 選択 する こと が で き 
る 。 氏 名 の 変更 は 出生 証明 書 の 余白 に 記載 され る 。 車 大 
な 支障 が ある 場合 、 親 は 特別 な 真正 な 代理 人 に よっ て 

代理 きれ る ご と が で きる 。 


た だ し 、 第 311-21 条 、 本 条 第 2 項 、 第 342-12 条 また は 第 
357 条 が 他 の 共通 の 子 に つい て すでに 適用 され て いる 場 
合 、 名 前 の 変更 の 宣言 は 、 以 前 に 要 ね られ た 、 ま た は 
選ば れ た 名 前 を 避 える 以外 の 効果 を 持た な い 。 


子供 が 13 歳 以上 の 場合 、 本 人 の 同意 が 必要 で ある 。 
第 311-24 条 


第 311 条 第 21 項 お よび 第 311 条 第 23 項 に 基づく 選択 権 は 、 
1 回 に 限り 行使 する こと が で きる 。 


第 311-24-1 条 


両親 の 少な く と も 一 方 が フラ ンス 人 で ある 子供 が 外国 
で 出生 し た 場合 、 そ の 子供 の 出生 記録 の 転 吾 は 、 外 国 の 
出生 記録 に 記載 され て いる 子供 の 名 前 を その まま 保持 
し な けれ ば な ちら な い 。 

し か し 、 転 吾 の 申請 時 に 、 両 親 は 、 本 節 に 規定 され る 条 
件 の 下 で 、 子供 の 名 前 の 決定 に つい て フラ ンス 法 の 適 
用 を 選択 する こと が で きま す 。 


第 2 章 : 親子 関係 の 成立 

第 1 節 : 法律 の 運用 に よる 親子 関係 の 成立 
第 1 項 : 出生 証明 書 に お ける 母親 の 指定 
第 311-2S 条 


母親 に つい て は 、 子 の 出生 記録 に お ける 母親 の 指定 に 
よっ て 、 親 子 関係 が 成立 する 。 


第 2 項 : 父性 の 推定 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 312 条 


婚 如 中 に 懐胎 し 、 ま た は 出生 し た 子 は 、 夫 を 父 と す 
る 。 


第 313 条 


子 の 出生 証明 書 に 夫 が 父親 と 明記 され て いな い 場 合 、 父 
性 の 推定 は 無効 と な か る 。 ま た 、 離 婚 ま た は 法 的 分 離 の 

申請 後 、 ま た は 公証 人 へ の 離婚 の すべ て の 結果 を 解決 

する 合意 書 の 提出 後 300 日 以上 経過 し 、 申 請 ま た は 和解 
の 最終 拒絶 か ら 180 日 未満 に 子供 が 生ま れ た 場合 に も 、 

父性 の 推定 が 無視 され る 。 


第 314 条 


第 313 条 に 従っ て 父 権 の 推定 が 無効 に な っ た 場合 、 子 供 
が 夫 に 関し て 身分 を 持ち 、 第 三 者 に 関し て 既に 確立 し 
た 父 権 を 持た な い 場 合 、 法 の 運用 に よっ て 再び 確立 さ 
れる 。 


第 31S 条 


父 権 の 推定 が 第 313 条 に 規定 され た 条件 に よっ て 破棄 さ 
れ た 場合 、 そ の 効果 は 第 329 条 に 規定 され た 条件 に よっ 
て 法廷 で 回 復 さ せる こと が で きる 。 ま た 、 夫 は 第 316 条 
お よび 第 320 条 に 規定 する 条件 に より 、 子 供 を 認知 する 
2 の でき の 


第 2 節 : 認知 に よる 親子 関係 の 成立 
第 316 条 


本 章 第 1 節 に 規定 する 条件 の 下 で 親権 が 確立 され な い 場 
合 に は 、 出 生 の 前 また は 後に な され た 父性 また は 母性 
の 承認 に よっ て 確立 され る こと が で きる 。 


認知 は 、 そ れ を 行っ た 者 に 関し て の み 親 族 関係 を 確立 
する 。 


認知 は 、 出 生 証 明 書 、 民 事 登 記 官 が 受理 し た 行為 、 ま た 
は その 他 の 真正 な 行為 に よっ て な され る 。 


1? 公 的 機関 が 発行 し た 、 姓 、 名 、 生 年 月 日 、 出 生地 、 紀 
上 真 、 著 名 、 発 行 機関 の 識別 情報 、 発 行 日 、 発 行 地 か ら な 
る 公 的 文書 に よっ て 身元 を 証明 する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

2? 本 人 の 住所 また は 居所 に つい て 、3 ヶ 月 以内 の 日 付 の 
裏付け 書類 を 提出 する こと 。 本 籍 地 ま た は 居住 地 の 証明 
が 不可 能 な 場合 、 ま た 法律 に より 居住 地 と し て コ 

ミュ ー ン が 定め られ て いな い 場 合 、 著 者 は 第 50 条 .C. に 

規定 され る 条件 の も と 、 本 籍 地 選 択 証明 書 を 提出 し ま 

す 。264-2 (社会 活動 ・ 家 族 法典 ) 。 


この 記録 に は 、 第 62 条 に 規定 され た 刻 と 、 こ の よう 
に し て 成立 し た 親子 関係 の 可 分 性 に つい て 、 認 知 を 行 
う 者 が 知ら され て いる 邊 の 記載 が ある 。 


第 316-1 条 


民事 登記 衛 に よる 認知 を 行う 者 の 聴取 に 基づき 、 お そ 
らく 認知 が 詐欺 で ある と の 重大 な 示唆 が ある 場合 、 民 
事 登記 記 は 主 ち に 問題 を 検察 官 に 送致 し 、 認 知 を 行う 者 
に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


検察 互 は 、 送 致 か ら 13 日 以内 に 、 民 事 登記 官 が 説 知 を 登 
記す る こと 、 ま た は 出生 記録 の 余白 に 記載 する こと を 
許可 する か 、 実 施 中 の 調査 の 結果 が 出る まで それ を 停 
止 す る か 、 ま た は それ に 反対 する か を 決定 する よう 要 
求 さ れる 。 


こう し て 決定 され た 保留 の 期間 は 1 ヶ月 を 超え る こと は 
で きず 、 特 別に 動機 付け られ た 決定 に よっ て 1 度 だ け 更 
新 可 能 で ある 。 た だ し 、 調 査 の 全部 また は 一 部 が 外交 
官 ま た は 領事 機関 に よっ て 外国 で 行わ れる 場合 、 滞 在 
の 期間 は 2 ヶ月 に 延長 され 、 特 別 な 理由 の ある 決定 に 
よっ て 1 回 更新 され る 。 す べ て の 場合 に お いて , 民事 登 
記 上 及 び 認 証 を 行っ た 者 は , 停止 決定 及び その 更新 を 通 
知 さ れる 。 


停止 期間 が 終了 する と 、 検 察 互 は 、 市 民 登 録 機関 及び 利 
害 関係 者 に 対し 、 理 由 を 付 し た 決定 に より 、 認 知 を 登録 
する こと を 認め る か 、 又 は 子 の 出生 証明 書 の 余白 に 記 
載 す べき か 償 か を 通知 する 。 


認知 の 著作 者 は 、 未 成年 者 で あっ て も 、 そ の 停止 又は 更 
新 の 決定 に 対し て 司法 裁 記 所 に 異議 を 申し 立て る こと 


が で き 、 司 法 裁 記 所 は 、 付 託 の 日 か ら 10 日 愉 内 に その 決 
定 を し な けれ ば な ら な い 。 上 訴 が あっ た 場合 、 裁 痢 所 
は 同期 間 内 に 対決 を 下す も の と する 。 


第 316-2 条 


検 圭 官 に よる 反対 行為 は 、 認 知 を 行う 者 の 姓名 、 当 誠 子 
の 姓名 、 生 年 月 日 及び 出生 地 を 記載 し な けれ ば な ら な 
い 、。 


出生 前 の 認知 の 場合 に は 、 異 議 申立 書 に は 、 認 知 の 作成 
者 の 氏名 及び 姓 並び に 胎児 の 識別 に 関し て 民事 登記 官 に 
伝達 され た 表示 を 記載 する 。 


無効 を 芝 悟 で 、 認知 の 登録 また は 子供 の 出生 記録 の 余白 
へ の 記載 に 反対 する 行為 に は 、 反 対 者 の 能力 お よび 反 
対 の 根拠 を 記載 する 。 

また 、 反 対 の 根拠 と な る 法律 規定 を 記載 し ます 。 


異議 申立 行為 は 、 原 本 お よび コピ ー に 異議 申立 人 が 基 名 
し 、 民 事 登記 官 に 通知 され 、 登 記 官 は 原本 に 押印 する 。 
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民事 登記 官 は 、 眉 滞 な く 、 民 事 登 記 簿 に 異議 申立 の 概要 
を 記載 する 。 ま た 、 当 該 異議 申立 書 の 記載 欄 の 余白 に 、 
その 聖 し の 交付 を 受け た 釈放 の 決定 を 記載 する 。 確 認 
書 の 作成 者 は 、 遅 滞 な く 通 知 さ れる 。 

反対 が あっ た 場合 、 民 事 登 記 官 は 、 第 68 条 に 規定 する 浪 
金 を 科 し て 、 認 知 を 登記 し た り 、 子 供 の 出生 証明 書 に 記 
2 の CC でき AU 


第 316-3 条 


裁 電 所 は 、 認 知 を 行っ た 者 が 未成 年 で やあ っ て も 、 付 託 
され た 日 か ら 10 日 以内 に 、 そ の 者 が 行っ た 異議 申立 の 
解除 の 申請 に つい て 決定 を 行う も の と する 。 


控訴 され た 場合 、 同 じ 期 間 内 に 決定 が な され 、 控 訴 さ 
れ た 対決 が 異議 申し 立て を 却下 し て いた 場合 、 裁 麟 所 
は 、 自 ら の 申し 立て で あっ て も 、 世 決 を 下さ な けれ ば 
な り ま せん 。 


認知 の 登録 や 子供 の 出生 記録 の 余白 へ の 記載 に 対す る 異 
議 申し 立て を 却下 し た 不履行 に よ る 対決 は 、 異 議 を 申 
し で る こと が で き な か い 。 

第 316-4 条 

検索 官 へ の 送致 が 出生 前 の 認知 また は 出生 申告 に 付随 す 


る 認知 に 関す る も の で ある 場合 、 子 供 の 出生 証明 書 は 
この 認知 の 記載 な し に 作成 され る 。 


第 316-$ 条 

認知 が 登録 され た 場合 、 第 311 条 の 21 ま た は 第 311 条 の 23 
の 目的 に お ける その 効果 

検察 記 に 送致 され た 日 。 

第 3 節 : 身分 保有 に よる 親族 関係 の 成立 

第 317 条 

父母 また は 子 の 各々 は 、 公 証人 に 公証 行為 を 申請 する こ 


と が で き 、 こ の 公証 行為 は 、 他 に 証明 され な い 限 り 、 
身分 を 所 有 し て いる こと の 証拠 と な る 。 


公証 人 は 、 少 な く と も 3 人 の 証人 の 供 迷 と 、 第 311-1 条 の 
意味 に お ける 十分 な 事実 の 組合 せ を 証明 する その 他 の 
文書 に 基づき 、 公 証 行為 を 行う こと が で きる 。 公 証人 
の 著名 は 、 公 証人 お よび 証人 が 行い ます 。 


公証 書 の 発行 は 、 主 張 さ れ た 身分 の 所 有 の 停止 また は 主 
張 さ れ た 親 の 死亡 (出生 の 宣言 前 に 死亡 し た 場合 を 含 
む ) か ら 3$ 年 以 内 に の み 請 求 す る こと が で き る 。 


公示 行為 に 記載 され た 地位 の 占有 に よっ て 成立 し た 親 
族 関係 は 、 子 の 出生 記録 の 余白 に 記載 され る 。 
民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 章 : 親 告 上 央 に 関す る 行為 
第 1 飾 : 総則 
第 318 条 


出生 し て いな い 子 の 親族 関係 に 関す る 訴え は 受理 され 
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第 318-1 条 


民事 に 関す る 計 決 を 下す 司法 裁 記 所 は 、 親 子 関係 に 関す 
る 訴 訟 の 専属 管 轄 権 を 有する 。 


第 319 条 


親族 関係 に 影響 を 及ぼ す 犯 非 の 場 合 、 刑 事 訴訟 に 関す る 
決定 は 、 親 族 関係 の 問題 に 関す る 対決 が 既 羊 力 に な っ た 
後に の み 行う こと が で きる 。 


第 320 条 


裁 鹿 で 争わ れ て いな い 限 り 、 法 的 に 確立 され た 親族 関 
係 は 、 そ れ に 反する 別 の 親族 関係 の 確立 の 障害 と な 
る 。 


第 321 条 


法律 で 別 の 期間 に 制限 され て いる 場合 を 除き 、 親 族 関 係 
に 関す る 行為 は 、 そ の 者 が 主張 する 地位 を 奪わ れ 、 ま 
た は 争わ れ て いる 地位 を 享受 する よう に な っ た 日 か ら 
10 年 の 間 に 規 定 さ れる 。 子供 の 場合 、 こ の 期間 は その 
未成 年 の 間 は 停止 され る 。 


第 322 条 


第 322 条 訴え を 提起 する た め に 認め られ た 期間 の 満了 前 
に 死亡 し た 者 の 相続 人 は 、 訴 え を 提起 する こと が で き 
3 
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相続 人 は 、 訴 訟 が 取り 下げ られ 、 ま た は 和 失効 し て いな 
い 限 り 、 既 に 開始 され た 訴訟 を 続行 する こと も で き 
る 。 


第 323 条 


親族 に 関す る 訴え は 、 放 径 する こと が で き な い 。 


第 324 条 


親族 関係 で 下さ れ た 導 決 は 、 そ の 当事者 で な か っ た 者 
に 対し て も 、 提 訴 す る こと が で きる 。 

これ ら の 者 は 、 訴 訟 が 公開 され て いた 場合 に は 、 第 321 
条 で 述べ た 期間 内 に 異議 を 申し 立て る 権利 を 有する 。 


裁 鹿 官 は 職権 に より 、 装 決 を 共同 で 下す べき と 考え る 
利害 関係 者 全員 を 手続 き に 参加 させ る よう 命じ る こと 
が で きる 。 

第 2 節 : 親子 関係 確立 の た め の 訴 訟 

第 32S 条 

権原 お よび 身分 の 保有 が な い 場 合 、 母 性 検索 が 認め ら 
れる 。 


この 訴え は 子 に 罰 保 され 、 子 が 被疑 母 の 出産 し た 子 で 
ある こと を 証明 する こと が 要求 され る 。 


第 326 条 


出産 の 際 、 母 親 は 自分 の 入籍 と 身元 を 秘密 に する よう 要 
求 する こと が で きる 。 


第 327 条 


婚 如 外 の 父性 は 、 司 法 的 に 宜 言 する こと が で きる 。 


父性 の た め の 訴 訟 は 、 子供 の た め に 留保 され る 。 
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第 328 条 


親子 関係 が 成立 し て いる 親 は 、 そ れ が 未成 年 で あっ て 
も 、 子 の 未成 年 の 間 は 、 母 性 また は 父性 の 確立 の 訴え 
を 提起 する 単独 能力 を 有する 。 


親子 関係 が 成立 し て いな い 場 合 、 ま た は 親 が 死亡 し て 
いる か 意思 表示 で き な い 場合 は 、 第 408 条 の 第 2 項 の 規定 
に 従っ て 家庭 教師 が 訴訟 を 提起 する 。 


訴え は 、 親 と され る 者 また は その 相続 人 に 対し て 提起 
され る 。 相続 人 が いな い 場 合 、 ま た は 相続 人 が 相続 を 
放棄 し た 場合 は 、 国 に 対し て 訴 訟 を 起こ し ます 。 放 径 
し た 相続 人 は 、 そ の 権利 を 主張 する た め に 手続 き に 参 
加 す る 。 


第 329 条 


第 313 条 に 従っ て 父性 の 推定 が 無効 に され た 場合 、 配 偶 
者 の いずれ か が 、 子 の 少数 年 の 間 に 、 夫 が 父 で ある こ 
と を 証明 する こと に よっ て その 効果 を 回 復 す る こと を 
請求 する こと が で きる 。 

この 旗 訟 は 、 子 供 が 成年 後 10 年 間 は 可能 で ある 。 


第 330 条 

身分 関係 の 所 有 は 、 利 害 関係 を 有する 者 の 請求 に より 、 
身分 関係 の 消滅 また は 親 と され る 者 の 死亡 か ら 10 年 以 
内 に 立証 する こと が で きる 。 

第 331 条 

本 節 に 基づき 訴訟 が 提起 され た 場合 、 裁 鹿 所 は 必要 に 応 


じ て 、 親 権 の 行使 、 子 の 維持 お よび 教育 へ の 貢献 、 名 前 
の 帰属 に つい て 裁定 する 。 


第 3 節 : 親子 関係 を 争う 訴え 


第 332 条 


母性 は 、 母 親 が 子 を 産ん で いな いこ と を 証明 する こと 
に よら 6 で 当 9 こ と が で きる 。 


父性 は 、 夫 また は 認知 の 著者 が 父親 で な いこ と を 証明 
OS ORG の この NG き る 。 


第 333 条 
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地位 の 占有 が 権原 に 基づく 場合 、 子 、 父 と 母 の 一 方 、 ま 
た は 真 の 親 と 主張 する 者 の み が 訴 訟 する こと が で き 

る 。 訴 訟 は 、 地 位 の 占有 が 停止 し た 日 また は 親子 関係 が 
争わ れ た 親 の 死亡 か ら $ 年 以内 に 規定 され る 。 


タイ トル に 従っ た 地位 の 占有 が 、 出 生ま た は その 後に 
な され た 認知 か ら 少 な く と も 3$ 年 間 続 いて いる 場合 に 
は 、 検 窪 庁 を 除い て 、 何 人 も 親子 関係 を 争う こと は で 
き な い 。 


第 334 条 
タイ トル に 従っ た 地位 の 所 有 か が な い 場 合 、 当 い の た め 


の 訴訟 は 第 321 条 に 規定 され た 期間 内 に 利害 関係 を 持つ 
すべ て の 者 が 提起 する こと が で きる 。 


第 33S 条 


第 335 条 公正 証書 に よっ て 確定 され た 身分 を 有する こと 
に よっ て 成立 し た 親権 は 、 そ の 発行 の 日 か ら 10 年 以内 
に 、 利 害 関係 を 有する 者 が 反対 の 証拠 を 提出 する こと 
に まま ら で 人 うこ と が か ので きる 。 


第 336 条 


法 的 に 確立 され た 親子 関係 は 、 記 録 そ の も の か ら 導 き 
出さ れ た 証拠 が それ を あり 得 な いも の と する 場合 、 あ 
る い は 法 に 反する 詐欺 の 場合 に は 、 検 察 庁 に よっ て 和 争 
われ る こと が ある 。 


第 336-1 条 


第 5$ 条 に 基づく 権限 を 有する 民事 登記 官 は 、 出 生前 の 父 
親 に 関す る 認知 が 、 申 告 者 に よっ て 伝え られ た 父親 に 
関す る 情報 と 矛盾 し て いる 場合 、 申 告 者 に よっ て 伝え 
られ た 情報 に 照ら し て 出生 記録 を 作成 する 。 そ し て 、 
第 336 条 に 基づき 父子 関係 を 争う 検察 官 に 選 滞 な く 通 知 
9 の 


第 337 条 
訴訟 を 争う こと を 認め た と き 、 裁 鹿 所 は 、 子 の 利益 の 


た め に 、 子 と 育て の 親 と の 関係 の 条件 を 決定 する こと 
の YG き の 


第 4 章 補助 金 に 関す る 訴え 
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第 342 条 


父方 の 親権 が 法律 上 確定 し て いな い 子 は 、 受 胎 の 法定 其 
間 中 に 母親 と 関係 を 持っ た 者 に 補助 金 を 請求 する こと 


が で きる 。 

この 訴え は 、 子 の 未成 年 期 を 通じ て 提起 する こと が で 
きる 。 子 は 、 未 成年 期 に 提起 され な か っ た 場合 で も 、 
成年 後 10 年 以内 に 提起 する こと が で きる 。 


父 ま た は 母 が 受胎 の 時 に 他 の 者 と 婚 如 関 係 に あっ た 場 
合 、 ま た は 両者 の 間 に 本 法 第 161 条 か ら 第 164 条 まで に 規 
定 する 婚 燥 の 障害 の 1 つが 存在 し た 場合 で あっ て も 、 旋 
え は 認め られ な けれ ば な ら な い 、。 

第 342-2 条 


補助 金 は 、 子 供 の 必要 性 、 債 務 者 の 資力 、 家 族 の 状況 に 
応じ て 、 年 金 の 形 で 清算 され る 。 


年 金 は 、 子 供 が 成年 に 達し て も な お 困 軸 し て いる 場 
合 、 そ の 状態 が 子供 の 過失 に 起因 する も の で な い 限 
り 、 成 年 を 超え て 支給 され る こと が ある 。 


第 342-4 条 

被告 は 、 自 分 が 子 の 父 と な り 得 な いこ と を あら ゆる 手 
段 で 証明 する こと に より 、 請 求 を 棄却 する こと が で き 
る 。 

第 342-S 条 


補助 金 の 負担 は 、 第 767 条 の 規則 に 従っ て 債務 者 の 遺産 


に 引き 継が れる 。 


第 342-6 条 


上 記 327 条 第 2 項 、328 条 は 補助 金 の 訴え に も 適用 され 
る 。 


第 342-7 条 
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補助 金 を 交付 する 対決 は 、 債 務 者 と 受益 者 の 間 、 お よび 
該当 する 場合 、 そ れ ぞ れ の 債務 者 と 他方 の 親 ま た は 配 
偶 者 の 間 に 、 本 法 第 161 条 か ら 164 条 まで に 規定 され る 婚 
如 の 障害 を 生じ させ る も の で ある 。 


第 342-8 条 


補助 金 の 訴え に 関す る 故 決 は 、 そ の 後 の 父 権 の 訴え に 
対す る 不 受理 事由 を 生じ な い 。 


補助 金 の 交付 は 、 そ の 後 、 債 務 者 以外 の 者 に 対し て 子 の 
父子 関係 が 立証 され た 場合 、 そ の 効力 を 失う 。 


第 $ 章 。 第 三 者 と の 医学 的 補助 に よる 子作り 


提供 者 
第 342-9 条 


第 三 者 の ドナ ー の 介入 を 必要 と する 医療 兵助 に よ る 子 
作り の 場合 、 ド ナー と 医療 兵助 に よる 子作り の 結果 生 
じ た 子 と の 間 に 親 族 関係 の 絆 を 確立 する こと は で き な 
い 、。 


また 、 ド ナー に 対し て いか な る 責任 追及 も で き な い 。 
第 342-10 条 


夫婦 また は 未婚 の 女性 が 、 子 孫 を 残す た め に 、 第 三 
の ドナ ー の 介入 を 必要 と する 医療 援助 に 頼る 場合 、 公 
人 に 事前 に 同意 を 紀 え な けれ ば な り ま せん 。 公 証人 
は 、 親 子 関係 に 関す る その 行為 の 結果 と 、 子 供 が 望め 
ば 成年 に な っ た と き に この 第 三 者 ドナ ー の 括 識 別 デ ー 
タ と 身元 に アク セス で きる 条件 に つい て 知ら せま す 。 


医学 的 助産 に 対す る 同意 は 、 子 供 が 医学 的 助産 の 産物 で 
は な いこ と 、 ま た は 同意 が 無効 と され た こと を 主張 し 
な い 限 り 、 親 権 の 立証 また は 和 争奪 の た め の い か な る 行 
動 も 排除 する も の で ある 。 


人 工 授精 や 膝 移 植 が 行わ れる 前 に 、 死 亡 、 離 婚 や 法 的 分 
離 の 申請 、 第 229-1 条 に 規定 され た 手続 き に 従っ た 双方 
の 合意 に よる 離婚 や 法 的 分 離 の 合意 の 締結 、 同 棲 の 解消 
が あっ た 場合 、 同 意 は 効力 を 失い ます 。 ま た 、 夫 婦 の 
どちら か が 、 人 工 授精 また は 膝 移 植 の 実施 前 に 、 そ れ 
を 担当 し た 医師 また は それ を 受理 し た 公証 人 に 書面 で 
撤回 し た 場合 に も 、 効 力 を 失い ます 。 


第 342-11 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 342-10 条 に 規定 され た 同意 を 得 た 時 点 で 、 女 性 の カッ 
ブル は 共同 で 子供 を 認知 する 。 


親権 は 、 出 産 し た 女性 に 関し て は 、 第 311-25 条 に 従っ て 
確立 され る 。 も う 一 人 の 女性 に 関し て は 、 本 条 第 1 項 に 
規定 され る 共同 認知 に よっ て 成立 する 。 こ れ は 、2 人 の 
女性 の うち の 1 人 、 ま た は 当 する 場合 に は 、 市 民 登 録 
機関 へ の 出生 申告 の 責任 者 が 行い 、 出 生 証 明 書 に その 和則 
を 記載 する 。 


この よう に し て 成立 し た 親族 関係 は 、 第 342-10 条 の 第 2 
項 に 規定 する 条件 の 下 で 法廷 に お いて 人 争わ れ て いな い 
限り 、 本 号 に 規定 する 条件 の 下 で 列 の 親族 関係 が 成立 す 
る こと は な い 。 


第 342-12 条 


共同 説 知 に よっ て 第 342-11 条 に 規定 する 条件 の 下 で 親族 
関係 が 成立 し た と き は 、 そ こ で 指定 され た 女性 は 、 遅 
く と も 出生 の 宣言 の 時 に 、 子 に 帰属 すべ き 姓 を 選択 す 
る 。 す な わ ち 、1 人 の 姓 を 限度 と し て 、2 人 の うち の 1 人 
の 名 前 、 ま た は 2 人 が 選ん だ 順序 で 、 両 方 の 名 前 を 一 緒 
に 選択 する 。 市民 登録 機関 に 子供 の 名 前 の 選択 に つい て 
共同 の 申告 が な い 場 合 、 子 供 は 、 そ れ ぞ れ の 最初 の 姓 
の 範 囲 内 で 、 ア ルフ ァ ベ ッ ト 順 に 結合 し た 両者 の 名 前 
を 名 乗る 。 


両親 の 少な く と も 一 方 が フラ ンス 人 で ある 子供 が 外国 
で 出生 し た 場合 、 本 条 第 1 項 に 規定 する 条件 に よる 名 前 
の 選択 の 選択 肢 を 利用 し な か っ た 両親 は 、 子 供 の 出生 
か ら 遅 く と も 3 年 以内 に 、 記 録 の 転 如 を 申請 する 際 に そ 


の 宣言 を する こと が で きる 。 


本 条 、 第 311-21 条 、 第 311-23 条 第 2 項 ま た は 第 357 条 が 共 
通 の 子 に 関し て すでに 適用 され て いる 場合 、 以 前 に 委 
譲 ま た は 選択 し た 名 称 は 他 の 共通 の 子 に 対し て も 有効 
で ある 。 


父母 また は 父母 の 一 方 が 二 重 姓 を 称し て いる 場合 、 父 母 
は 共同 宣言 書 に より 、 一 方 の 名 前 の み を 子 に 伝え る こ 
が か でき: る 。 


第 342-13 条 の 最後 の 段落 が 適用 され 、 そ れ に よっ て 子 の 
親権 が 変更 され た 場合 、 検 察 弓 は 本 条 を 適用 し て 子 の 氏 
名 を 変更 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 342-13 条 


医学 的 助産 に 同意 し た 後 、 そ の 結果 生ま れ た 子 を 認知 し 
な い 者 は 、 母 お よび 子 に 対し て 責任 を 負う 。 


さら に 、 そ の 父性 は 裁 記 上 宜 告 さ れる 。 こ の 訴訟 は 、 
第 328 条 お よび 第 331 条 の 規定 に 準拠 する 。 


医学 的 補助 に よる 子作り に 同意 し た 後 、 第 342-10 条 に 記 
され た 共同 認知 の 民事 登記 官 へ の 交付 を 妨げ た 女性 は 責 
任 を 負う 。 


第 342-10 条 で 言及 され て いる 共同 認知 が 提供 され な い 場 
合 、 満 年 齢 の 子 、 未 成年 で あれ ば その 法定 代理 人 、 ま た 
は 法 的 措 章 を と る こと に 関心 の ある 者 の 要請 に より 、 

検察 互 が 市 民 登 録 機関 に 伝 達 する こと が で き る 。 共同 認 
知 は 、 子 供 の 出生 証明 書 の 余白 に 記入 され る 。 た だ し 、 
推定 、 任 意 認知 また は 完全 養子 経 旨 に よっ て 第 三 者 に 関 
し て すでに 確立 し て いる 親族 関係 が 、 本 タイ トル の 第 3 


章 に 規定 する 条件 、 第 353-2 条 に 規定 する 条件 に よる 第 
三 者 訴訟 また は 半 決 に 規定 する 条件 に よる 審査 請求 に 
よっ て 法廷 で 争わ れ て いな い 限 り 、 共 同 承認 に よっ て 
確立 し た 親族 関係 を 出生 記録 に 記入 する こと は で き な 
(8 
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第 1 巻 : 人 

第 8 編 : 養子 縁組 

第 1 章 : 本 採用 

第 1 分: 完全 養子 縁組 に 必要 な 条件 
第 343 条 


養子 縁組 は 、 法 的 に 別居 し て いな い 夫 婦 、 市 民 連 帯 協定 
0 縛 ば た 2 人 人 の パー トナ ー、 また だ は 同 李 し で いる 2 人 
が 要請 する こと が で きま す 。 


養子 縁組 者 は 、 少 な く と も 1 年 間 の 共同 生活 を 営ん で い 
る こと の 証明 を 提出 する こと が で きる か 、 あ る い は と 
も に 26 歳 以上 で な けれ ば な り ま せん 。 

第 343-1 条 

養子 縁組 は 、26 上 蔵 以 上 の 者 で あれ ば 誰 で も 請求 する こ 
CCO きま: 


養子 縁組 者 が 結婚 し て お り 、 寝 食 を 共に し て いな い 、 
ある い は 民事 上 の 連帯 協定 で 拘束 され て いる 場合 、 そ 


の 意思 表示 が で き な い 場合 を 除き 、 夫 婦 の も う 一 人 の 
同意 が 必要 で ある 。 


第 343-2 条 


前 条 で 想定 され る 年 齢 条件 は 、 配 偶 者 、 市 民 的 連帯 協定 
に 基づく パー トナ ー、 同 居 人 の 子 を 養子 と する 場合 に 
は 必要 な い 。 


第 343-3 条 


生糸 尊属 と 衣 和 卑 属 の 間 、 お よび 兄弟 姉妹 の 間 の 養子 経 
組 は 禁止 され て いる 。 た だ し 、 養 子 の 利益 を 考慮 し な 
けれ ば な ら な い 重 大 な 理由 が ある 場合 、 裁 鹿 所 は 養子 
縁組 を 宜 告 する こと が で き る 。 


第 344 条 


養子 は 、 養 子 経 組 を し よう と する 子供 より 15 蔵 以上 で 
な けれ ば な ら な い 。 後 者 が 配偶 者 、 市 民 的 連 常 協定 に 基 
づく パー トナ ー、 同 棲 者 の 子供 で ある 場合 、 必 要 な 年 齢 
差 は わずか 10 歳 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

た だ し 、 裁 剤 所 は 、 正 当 な 理由 が ある と き は 、 前 項 に 
規定 する 年 齢 差 を 下回る 場合 に 、 養 子 縁組 の 宣 斉 を する 
だ OS 


第 34S 条 


養子 縁組 は 、 少 な く と も 6 ヶ月 間 養 親 の 家 に いた 153 歳 未 


満 の 子供 に の み 許 され る 。 


し か し 、 子供 が 13 歳 以 上 で 、 そ の 年 齢 に 達する 前 に 養 
子 経 組 の 法 的 条件 を 滴 た し て いな い 者 に よっ て 引き 取 
られ た 場合 、 ま た は その 年 齢 に 達する 前 に 単純 養子 縁 
組 の 対象 と な っ た 場合 、 あ る い は 第 345-1 条 お よび 第 347 
条 の 第 2、3 項 に 規定 する 場合 、 条 件 を 満た し て いれ 
ば 、 子供 の 少数 年 の 間 お よび 成人 後 3 年 以内 に 完全 養子 
を 請求 する こと が で きる 。 


13 歳 以上 の 場合 、 養 子 は 個人 的 に 完全 な 養子 縁組 に 同意 
し な けれ ば な り ま せん 。 こ の 同意 は 第 348-3 条 の 第 2 項 に 
規定 され た 方 法 で 行わ れる 。 こ の 同意 は 、 養 子 縁組 が 
成立 する まで は 、 い つ で も 撤回 する こと が で き る 。 


第 34S-1 条 


配偶 者 、 市 民 連 淀 協定 を 結ん で いる パー トナ ー、 同 棲 者 
の 子供 の 完全 養子 経 組 は 以下 の よう に 誰 め られ て い 
る 。 


19 配偶 者 、 市 民 的 連帯 協定 を 結ん で いる パー トナ ー、 
同居 人 と の 間 に の み 、 子供 が 法 的 に 親子 関係 を 確立 し て 
いる 場合 。 


12a 子 が この 配偶 者 、 市 民 的 連帯 の 邊 り を 結ん だ パー ト 
ナー 又は 同居 人 に よる 完全 な 養子 縁組 の 対象 で あり 、 彼 
又は 彼女 に 関し て の み 親 権 が 確立 し て いる 場合 2? 配偶 
者 、 市 民 的 連帯 の 契り を 結ん だ パー トナ ー 又 は 同居 人 以 
外 の 親 が 親権 を 完全 に 撤回 され た 場合 3? 子 が この 配偶 
者 、 市 民 的 連帯 の 契り を 結ん だ パー トナ ー 又 は 同居 人 以 
外 の 親 が 親権 者 で ある 場合 


3? 配偶 者 、 市 民 的 連帯 の 下り を 結ん だ パー トナ ー、 同 
居 人 以外 の 親 が 死亡 し て お り 、 一 親等 の 子孫 が いな い 
場合 また は 子供 に 対す る 関心 を 明らか に 和 失っ て いる 


第 10 条 何人 も 、2 人 の 配偶 者 、2 人 の 民事 上 の 連帯 契約 
に よる パー トナ ー、2 人 の 同棲 者 を 除い て 、 養 子 縁組 を 
まる こと は で きん が い )。 


た だ し 、 養 子 縁 組 者 また は 2 人 の 養子 縁組 者 の 死亡 後 、 
ある い は 2 人 の 養子 縁組 者 の うち の 1 人 の 死亡 後 で あっ 
て も 、 そ の 遺族 の 新しい 配偶 者 、 市 民 的 連帯 の 契機 に よ 
る パー トナ ー、 同 棲 者 か ら 申 し 出 が あれ ば 、 新 し い 養 
子 縁組 を 宣告 する こと が で きる 。 


第 347 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


養子 縁 相 を する こと が で きま す 。 

? 父 、 母 また は 家族 会 議 が 養子 縁組 を 有効 に 承諾 し た 
音 、2? 国家 被 後 見 人 の た め の 家 族 会 議 が 養子 縁組 を 
承諾 し た 国家 被 後 見 人 、3? 第 381 条 第 1 項 お よび 第 381 条 
第 2 項 に 定め る 条件 に より 司法 的 に 放棄 され た と 宣告 さ 


れ た 児童 。 
第 348 条 


348 条 両方 の 親 に つい て 子 の 親権 が 確立 し て いる 場 


合 、 両 方 の 親 が 養子 経 組 に 同意 し な けれ ば な ら な い 。 


両親 の 一 方 が 死亡 し て いる か 、 意思 表 示 で き な い 場 
合 、 ま た は 親権 を 失っ て いる 場合 は 、 も う 一 方 の 両親 
の 同意 で 十分 で ある 。 


第 348-1 条 


子 の 親権 が その 著者 の 一 人 に 関し て の み 確 立 さ れ て い 
る 場合 、 後 者 は 養子 縁組 に 同意 する 。 


第 348-2 条 


子 の 父 と 母 が 死亡 し て いる 場合 、 意 思 表 示 で き な い 場 
合 、 あ る い は 親権 を 失っ た 場合 に は 、 実 際 に 子 を 養育 
し て いる 者 の 意見 を 聞い て 、 家 族 会 議 が 同意 を 石 え 
る 。 


子 の 親権 が 確立 し て いな い 場 合 も 同様 で ある 。 


第 348-3 条 


養子 縁組 の 同意 は 、 自 由 で な けれ ば な ら ず 、 子供 の 出 
生後 に いか な る 対価 も な し に 得 ら れ 、 養 子 縁組 の 結 
果 、 特 に 完全 な 養子 縁組 を 視野 に 入れ て いる 場合 、 婚 存 
の 親族 関係 の 断 紙 が 完全 か つ 取 消 不能 で ある こと に つ 
いて 知ら され て いな けれ ば な ら な い 、。 


養子 経 組 へ の 同意 は 、 フ ラン ス ま た は 外国 の 公証 人 、 


ある い は フラ ンス の 人 外交 官 ま た は 領事 代理 人 の 面前 で 
行わ れ ま す 。 ま た 、 子供 が 児童 福祉 局 に 引き 渡さ れる 
際 に 、 児 童 福祉 局 が 受け 取る こと も あり ます 。 


養子 経 組 の 同意 は 、2 ヶ 月 間 で あれ ば 撤回 する こと が で 
きま す 。 撤回 に は 、 民 法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 
文書 作成 日 : 2022 年 4 月 15 日 を 受け 取っ た 個人 また は 

サー ビス 多 て に 、 受 領 通知 付き の 書留 郵便 で 行う 必要 が 
あり ます 。 

の 同意 が 必要 で ある 。 要 求 に 応じ て 子供 を 両親 に 引き 

渡し た 場合 も 、 た と え 日 頭 で あ っ て も 、 取 り 下 げ の 証 

明 と な る 。 


2 ヶ月 の 期間 終了 後 、 同 意 が 撤回 され て いな い 場 合 、 
子 縁組 が 成立 し て いな いこ と を 条件 に 、 両 親 は 子 の 返 
選 を 要求 する こと が で きま す 。 子供 を 引き 取っ た 者 が 
返 志 を 拒否 し た 場合 、 両 親 は この 問題 を 裁 鹿 所 に 提訴 す 
る こと が で き 、 裁 鹿 所 は 子供 の 利益 を 考慮 し 、 返 志 を 
命じ る か どう か を 決定 し ます 。 子供 が 返 選 され た 場 
合 、 養 子 縁 組 へ の 同意 は 無効 と な る 。 


第 348-4 条 


両親 、 両 親 の 一 方 、 ま た は 家族 会 議 が 、 児 童 福祉 サー ビ 
ス に 引き 渡す こと に よっ て 、 子 ども を 被 後見 人 の 地位 
に 資 く こと に 同意 し た 場合 、 養 子 の 選択 は 、 被 後見 人 の 
た め の 家 族 会 議 の 同意 を 得 て 、 保 護 者 に 変 ね られ る 。 


第 348-S 条 
養子 と 養子 の 間 に 6 親 等 まで の 親族 関係 また は 盟約 関係 


が ある 場合 、 ま た は 配偶 者 、 民 事 連帯 協定 に 基づく パー 
トナ ー、 同 棲 者 の 子 を 准 子 に する 場合 を 除き 、2 歳 未満 


の 養子 の 同意 は 、 そ の 子 が 実際 に 児童 福祉 サー ビス に 
引き 渡さ れ て いる 場合 に の み 有 効 で ある 。 


第 348-6 条 


裁 記 所 は 、 両 親 ま た は その 一 方 の み に よ る 同意 の 拒否 
を 虐待 と みな し 、 両 親 の 子 に 対す る 関心 が 薄れ 、 そ の 
健康 や 道徳 が 損なわ れる お それ が ある 場合 、 養 子 縁組 
を 宣告 する こと が で きる 。 


また 、 家 族 会 議 に よる 不適 切な 同意 拒 合 の 場合 も 同様 で 
ある 。 


第 348-7 条 


裁 鹿 所 は 、13 歳 以上 の 未成 年 者 また は 満年齢 の 被 保護 者 
で 個人 的 に 同意 する こと が で き な い 被 養 子 者 の 利益 に 

合致 する 場合 に は 、 了 臨時 の 管理 人 また は その 者 に 関連 

する 代理 権 を 有する 法 的 保護 の 措 賀 の 責任 者 の 意見 を 得 
た 後 、 養 子 縁組 を 宜 告 す る こと が で き る 。 


2 


完全 養子 縁組 の 講 断 
第 3S1 条 
民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 


年 04 月 1 日 
養子 縁組 を 前 提 と し た 配 泡 は 、 養 子 経 組 に 対す る 有効 か 


つ 最 終 的 な 同意 が 得 ら れ た 子 、 国 の 被 後見 人 、 ま た は 裁 
羊 所 の 決定 に より 放棄 が 宜 言 され た 子 の 、 閣 来 の 養子 候 
補 者 へ の 実際 の 引き 渡し の 日 に 効力 を 生じ ます 。 


養子 候補 者 は 、 子 供 が 引き 渡さ れ た 時 点 か ら 養 子 縁組 の 
鹿 決 が 言い 渡さ れる まで の 間 、 子 供 に 関し て 通常 の 親 
権 行為 を 行ない ます 。 


子供 の 親権 が 確立 され て いな い 場 合 、 子 供 の 引き 渡し 
か ら 2 ヶ 月 間 は 養子 縁組 を 目的 と し た 配 資 を 行う こと は 
で きま せん 。 


両親 が 子 の 返 選 を 要求 し て いる 場合 、 最 も 熱心 な 当事者 
の 要求 に より この 要求 の 是 上 に つい て の 決定 が な され 
る まで 、、 二 奄 を 太 う こと は で き な い 。 


第 3S2 条 


養子 縁組 を 視野 に 入れ た 配 連 は 、 子 ども が 元 の 家族 に 戻 
され る の を 防ぐ 。 ま た 、 親 子 関係 の 宣言 や 認知 も で き 
な い 。 


養子 縁組 を 目的 と し た 配 言 が 中 止 さ れ た 場合 、 ま た は 
裁 電 所 が 養子 縁組 の 宣言 を 拒否 し た 場合 、 配 曽 の 効果 は 
遡及 的 に 終了 する 。 


第 3S3 条 


養子 経 組 は 、 養 子 縁組 者 の 請求 に よ り 司 法 攻 記 所 が 宣告 
する 。 司法 裁 記 所 は 、 裁 剤 所 に 付託 され た 日 か ら 6 ヶ 月 

以内 に 、 法 律 の 条件 が 満た され て いる か 、 養 子 経 組 が 

子供 の 利益 に な る か どう か を 検証 し な けれ ば な ら な 
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識別 能力 の ある 未成 年 者 は 、 裁 麟 所 又は その 利益 が 必要 
と する 場合 、 こ の 目的 の た め に 裁 鹿 所 が 指名 する 者 に 
よっ て 聴取 され る 。 未 成年 者 は 、 そ の 年 齢 お よび 成 熱 
の 程度 に 応じ た 方 法 で 聴取 され る も の と する 。 未成 年 
者 が 聴取 を 拒否 し た 場合 、 裁 刻 札 は 、 そ の 拒否 の 是 疾 を 
評価 する 。 

未成 年 者 は 、 単 独 で 、 又 は 弁護 士 若しくは 本 人 の 選択 す 
る 者 と 共に 、 聴 聞 を 受け る こと が で きる 。 こ の 選択 が 
未成 年 者 の 最善 の 利益 に な ら な いと 思わ れる 場合 、 裁 
者 官 は 別 の 人 物 を 指名 する こと が で きま す 。 養 子 に 子 
孫 が いる 場合 、 裁 鹿 所 は 、 養 子 縁組 が 家族 の 生活 を 危う 
くす る 可能 性 が な いこ と も 確認 し ます 。 


養子 縁組 の た め に 子供 を 定期 的 に 引き 取っ た 後に 養子 縁 
紅 者 が 死亡 し た 場合 、 養 子 縁組 者 の 生存 する 配偶 者 また 
は 相続 人 の 1 人 が 、 養 子 縁組 者 に 代わ っ て 申請 書 を 提出 
ずる こと が で きま す 。 


合法 的 に 養子 と し て 引き 取ら れ た 後に 子供 が 死亡 し た 
場合 に も 、 申 立て を 行う こと が で きま す 。 装 決 は 死亡 
の 前 日 か ら 有 効 と な り 、 子供 の 市 民 的 地位 が 変更 され 
る だ け で す 。 


養子 縁組 を 説 め る 対決 に は 理由 が な い 。 
第 3s3-1 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

国 の 被 後見 人 また は 養子 経 組 者 の 配偶 者 、 民 事 上 の 連 帯 
協定 に 拘束 され る パー トナ ー ま た は 同居 人 の 子 で な い 
外国 の 子 を 准 子 と する 場合 、 裁 記 所 は 、 養 子 経 組 を 定 告 


する 前 に 、 申 請 者 が 縁組 の 承 記 を 得 て い る か 、 そ の 承 
認 を 免除 され て いる か 確認 する も の と する 。 


認可 が 下り な い 場 合 、 あ る い は 法定 期限 内 に 認可 が 下 

りな い 場 合 、 裁 麟 所 は 、 申 請 者 が 子供 を 受け 入れ る の 
に 適し て お り 、 養 子 縁組 が 子供 の 利益 に な る と 状 断 す 
れ ば 、 養 子 縁組 を 宣告 する こと が で きま す 。 


第 353-2 条 


養子 縁組 の 装 決 に 対す る 第 三 者 に よる 手続 き は 、 養 子 縁 
組 者 また は 装 子 経 組 者 の 配偶 者 に 起因 する 詐欺 また は 偽 
り の 場合 に の み 認め られ る 。 


家庭 裁 鹿 所 が 第 371-4 条 に 基づい て 決定 し た 養子 と 第 三 
者 と の 関係 の 維持 、 お よび 、 第 三 者 の ドナ ー と の 医学 
的 補助 に よる 子作り の 手続 き へ の 同意 、 お よび 、 当 
する 場合 に は 本 書 第 $ 章 か ら 第 7 編 に 規定 する 共同 認知 の 
存在 を 裁 鹿 所 に 隠す こと は 、 第 1 項 に いう 詐欺 に 該当 す 
る 。 


第 3S4 条 


第 334 条 完全 養子 縁組 を 宣告 する 決定 は 、 裁 鹿 外 の も の 
と な っ た 日 か ら 13 日 以内 に 、 検 察 札 の 請求 に より 、 養 
子 の 出生 地 の 民 事 身 分 登録 簿 に 転記 され る 。 


養子 が 外国 で 出生 し た 場合 、 決 定 は 外務 省 の 中 央 民事 次 
格 局 の 登録 簿 に 転記 され る 。 


転記 に は 、 養 子 縁組 の 対決 に 基づく 出生 の 日 、 時 刻 、 場 
所 、 子 の 性 別 、 姓 、 名 、 養 子 又は 養 親 の 姓 、 名 、 出 生 
日 、 出 生地 、 職 業 、 本 籍 地 が 記載 され る 。 子供 の 実際 の 


血縁 関係 を 志す も の は 含ま れ て いま せん 。 


この 転写 は 、 養 子 の 出生 証明 書 の 代わ り と な る も の で 
用 


フラ ンス の 市 民 登 録 機関 が 保管 する オリ ジ ナ ル の 出生 
記録 お よび 該 当 する 場合 、 第 S8 条 に 従っ て 作成 され た 
出生 記録 は 、 検 察 記 の 鹿 断 に より 、「 養 子 」 と 記さ れ 、 
無効 と みな され ます 。 


第 3 節 : 完全 養子 縁組 の 効果 
第 3SS 条 


養子 縁組 は 、 養 子 経 組 の 申立 て が あっ た 日 か ら 効 力 を 生 
じ る 。 


第 3s6 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


養子 縁組 は 、 そ の 子 に 本 来 の 親族 に 代わ る 親族 性 を 付 
する 。 養 子 は 、 第 161 条 か ら 第 164 条 に 定め る 婚 燥 の 禁止 
に 従い 、 血 族 に 属さ な く な る 。 


し か し 、 配 偶 者 、 市 民 的 連帯 協定 に 基づく パー トナ ー、 
また は 同棲 者 の 子 を 養子 と する こと は 、 そ の 人 と その 
家族 に 関し て 元 の 親族 関係 を 残す こと に な る 。 こ の 場 
合 、 残 り の 部 分 に つい て は 、 夫 婦 の 両者 に よ る 養子 縁 
組 の 効果 が 生じ る 。 


第 357 条 


准 子 経 組 は 、 子 に 養子 銀 組 者 の 氏名 を 付 選 する 。 


配偶 者 、 市 民 的 連帯 協定 に 基づく パー トナ ー、 同 棲 者 の 
養子 の 場合 、 ま た は 2 人 に よる 養子 の 場合 、 養 子 と も う 
1 人 の 夫婦 また は 養子 は 、 共 同 家斉 に よっ て 、 子 に 付 王 
する 姓 を 選択 する : 1 人 の 姓 、 ま た は 2 人 の 名 前 を 1 人 の 
姓 の 範囲 内 で 選ん だ 順序 で 結合 し た 姓 の いずれ か で あ 
る 。 


この 選択 は 一 度 だ け 行う こと が で きる 。 


子供 の 名 前 の 選択 に 言及 し た 共同 宣言 が な い 場 合 、 子 供 
は 、 養 子 と その 配偶 者 の 名 前 、 ま た は 2 人 の 養子 の それ 
ぞ れ の 名 前 を 、 そ れ ぞ れ の 最初 の 姓 の 範囲 内 で 、 ア ル 
ファ ベッ ト 順に つなげ た も の を 名 乗る 。 


子 に 関し て 第 311-21 条 、 第 311-23 条 の 第 2 項 、 第 342-12 条 
また は 本 条 が 適用 され た 場合 、 子 の 名 は 養子 の 姓 と す 
る 。 
また は 本 条 が 夫婦 双方 の 子 に つい て 適用 され た 場合 、 
養子 に は 先 に 譲り 渡し また は 選択 し た 名 称 が 適用 され 
る も の と する 。 


養子 また は その 一 方 が 二 重 の 姓 を 称す る と き は 、 養 子 
は 、 共 同 の 書面 に よる 宣言 に よっ て 、 一 方 の 姓 の み を 
伝達 する こと が で きる 。 


養子 縁組 者 の 請求 に より 、 裁 鹿 所 は 、 子 の 姓 を 変更 する 


こと が で きる 。 子供 が 13 歳 以上 の 場合 、 本 人 の 同意 が 必 
要 で ある 。 


第 357-1 条 


最後 の 段落 を 除き 、 第 357 条 は 、 フ ラン ス に お いて 完全 
養子 経 組 の 効果 を 持つ 、 外 国 で 正当 に 宣告 され た 養子 縁 
紺 の 対象 で あっ た 子供 に 適用 され る 。 

養子 縁組 者 は 、 養 子 経 組 対決 の 膳 吾 を 申請 する 際 に 、 膳 
了 避 が 行わ れる 場所 の 検察 弓 に 宛て た 宣 斉 に より 、 本 条 

に よっ て 開か れ た 選択 肢 を 行使 する も の と する 。 

養子 縁組 者 は 、 外 国 の 養子 経 組 対決 の 捧 印 を 申請 する 

際 、 そ の 申請 書 に 選択 肢 の 宣言 を 添付 し か けれ ば な ら 

な い 。 こ の 宣言 の 記載 は 、 世 決 文 の 中 で 行わ れる 。 


選択 し た 名 前 の 記載 は 、 検 察 官 の 要請 に より 、 子 供 の 出 
生 証明 書 に 記載 され ます 。 


第 3S9 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


養子 縁組 は 取り 消す こと が で き な い 。 


第 2 章 単純 養子 縁組 
第 1 節 : 要件 と 装 断 
第 360 条 


単純 養子 縁組 は 、 准 子 の 年 齢 に 関係 な く 認め られ る 。 


重大 な 事由 が ある 場合 は 、 全 部 養子 縁組 の 対象 と な っ た 
こと の ある 子 の 単純 養子 経 組 が 認め られ る 。 


単身 で 単純 准 子 また は 全体 養子 を と っ た こと の ある 子 
は 、 配 偶 者 、 市 民 連 帯 協定 に 基づく パー トナ ー、 ま た は 
同居 人 が 単純 養子 と し て 2 回 目 の 養子 経 引 を する こと が 
で きる 。 


養子 が 13 歳 以上 の 場合 、 そ の 者 は 養子 縁組 に 自ら 同意 し 
な けれ ば な ら な い 。 


第 361 条 


第 343 条 か ら 344 条 、 第 345 条 の 最終 項 、 第 346 条 か ら 348 
条 の 7、333 条 、333 条 の 1、333 条 の 2、33$ 条 お よび 第 337 
条 の 最終 項 の 規定 は 、 単 純 養 子 に 適用 され る 。 


第 361-1 条 

養子 縁組 を 目的 と し た 配置 は 、 国 の 被 後見 人 また は 司法 
に より 放棄 され た と 宣言 され た 児童 の 閣 来 の 養子 へ の 
実際 の 引き 渡し に よっ て 行わ れる 。 

第 362 条 

単純 養子 縁組 を 宣告 する 決定 は 、 そ れ が 確定 し た 日 か 


ら 13 日 以内 に 、 検 察 紀 の 要請 に より 民事 身分 登録 簿 に 記 
載 ま た は 転記 され る 。 


第 2 分 : 単純 養子 縁組 の 効果 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 363 条 


単純 養子 縁組 は 、 養 子 の 氏名 に 養子 の 氏名 を 付す こと に 
より 、 養 子 に 養子 の 氏名 を 紀 え る も の で ある 。 た だ 

し 、 養 子 が 13 歳 以上 で ある 場合 は 、 そ の 同意 が 必要 で 
ある 。 


養子 と 養 親 、 ま た は その 一 方 が 二 重 姓 を 名 乗っ て いる 
場合 、 養 子 に 授け られ る 名 前 は 、 一 人 一 人 の 名 前 の 範囲 
内 で 、 養 親 の 名 前 を 自分 の 名 前 に 加え る こと に よる も 
の で ある 。 追 加 す る 名 前 の 選択 と 2 つの 名 前 の 順序 は 養 
子 に 属し 、 養 子 は 13 歳 以上 の 養子 の 個人 前 な 同意 を 得 な 
けれ ば な ら な い 。 同 意 が 得 ら れ な い 場 合 、 ま た は 選択 
の 余地 が な い 場 合 、 養 子 に 世 えら れる 名 前 は 、 養 子 の 
最初 の 名 前 に 、 養 子 の 最初 の 名 前 を 2 番目 に 加え た も の 
と な る 。 


二 人 の 配偶 者 、 市 民 的 連帯 協定 に よる パー トナ ー ま た は 
同棲 者 に よる 養子 縁組 の 場合 、 養 子 の 名 前 に 加え る 名 前 
は 、 養 子 の 要求 に より 、1 名 の 制限 内 で 、 そ の うち の 1 
名 の 名 前 と する 。 養子 が 二 重 姓 を 持つ 場合 、 保 持 す る 名 
前 の 選択 と 追加 する 名 前 の 順序 は 養子 に 任 さ れ 、 養 子 は 
13 蔵 以上 の 養子 の 個人 的 な 同意 を 得 な けれ ば な ら な 

い 。 同 意 が 得 ら れ な い 場 合 、 ま た は 選択 が な い 場 合 、 
養子 に 据え られ る 名 前 は 、 養 子 の 最初 の 名 前 に 、 ア ル 
ファ ベッ ト 順 で 養子 の 最初 の 名 前 を 2 番目 に 追加 し た も 
の と な る 。 


た だ し 、 裁 講 所 は 、 養 子 の 求め に 応じ て 、 養 子 が 養子 
の 名 前 の み を 名 乗る こと 、 ま た は 配偶 者 、 民 事 連 淀 協定 
に 基づく パー トナ ー、 同 棲 者 の 子 を 養子 に する 場合 に 


は 、 養 子 が 元 の 名 前 を 名 乗る こと を 決定 する こと が で 
きる 。 二 人 の 者 に よる 養子 縁組 の 場合 、 養 子 の 姓 に 代わ 
る 姓 は 、 養 子 縁組 者 の 選択 に より 、 そ の うち の 一 人 の 
姓 、 又 は その 二 人 が 選択 し た 順序 で 、 そ れ ぞ れ 単 一 の 
姓 の 範囲 内 で 二 人 の 姓 を 併記 する こと が で きる 。 こ の 
要請 は 、 養 子 縁組 の 後に も 行う こと が で きる 。 養子 が 
13 歳 以上 の 場合 、 こ の 姓 の 曽 き 換え に 本 人 の 同意 が 必要 
で ある 。 


第 363-1 条 


第 363 条 の 規定 は 、 外 国 で 正当 に 認め られ た 養子 縁組 の 
対象 で あり 、 フ ラン ス に お いて 単純 養子 縁組 の 効果 を 
持ち 、 養 子 の 出生 証明 書 が フラ ンス の 当局 に よっ て 保 
管 さ れ て いる 子供 に 適用 され る 。 


養子 経 組 者 は 、 出 生 記 録 の 更新 を 要求 する 際 に 、 出 生 記 
録 が 保管 され て いる 場所 の 検察 互 に 宛て た 宣 訓 に よっ 
て 、 本 人 条 に よっ て 開か れ た 選択 肢 を 行使 する 。 


選択 され た 名 前 は 、 検 察 紀 の 要請 に より 、 子 供 の 出生 記 
録 に 記載 され る 。 


第 364 条 


単純 養子 縁組 は 、 准 子 に 元 の 親族 に 加え 、 親 族 関係 を 付 
放す る 。 養 子 は 本 家 で の 権利 を 保持 する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


本 法 第 161 条 か ら 第 164 条 に 規定 する 婚 如 の 禁止 は 、 養 子 
と その 本 家 と の 間 に 適 用 され る 。 


第 36S 条 

た だ し 、 養 子 の 配偶 者 、 民 事 上 の 連帯 夏 約 に よる 相手 、 
また は 養子 の 両親 の いずれ か の 同居 人 で ある 場合 は こ 

の 限り で は な い 。 こ の 場合 、 養 子 縁 組 者 は 、 配 偶 者 、 市 
民 的 連帯 の 契り を 結ん だ パー トナ ー ま た は 同居 人 と 同 

時 に 親権 を 有 し 、 養 子 縁 組 者 は 、 こ の 権限 の 共同 行使 を 
目的 と し て 司法 裁 記 所 書記 官 室 長 に 宛て た 養子 縁組 者 と 
の 共同 宣言 に 従っ て 、 単 独 で の 行使 を 保持 する 。 


親権 者 の 権利 は 、 本 書 第 1 章 か ら 第 9 編 に 規定 され た 条件 
下 で 、 玲 子 ま た は 誰 絡 に よっ て 行使 され る 。 


未成 年 者 の 法 的 管理 と 後見 に 関す る 規則 は 、 養 子 に も 適 
用 され る 。 
第 366 条 


養子 縁 引 か ら 生 じ る 関係 は 、 養 子 の 子供 に も 及ぶ 。 

婚 如 は 禁止 され て いる 。 

19 養 親 、 養 子 お よび その 子 の 間 。 

2? 養子 と 養子 の 配偶 者 また は 民事 上 の 連帯 協定 を 結ん 

だ 相手 と の 間 、 養 子 と 養子 の 配偶 者 また は 民事 上 の 連 帯 
協定 を 結ん だ 相手 と の 間 、3? 同一 人 物 の 養子 と の 間 : 


4? 養子 と 養子 の 子供 と の 間 。 


た だ し 、 上 記 3 項 お よび 4 項 の 婚 如 の 禁止 は 、 重 大 な 事由 
が ある 場合 、 共 和 国 大 統 額 の 裁定 に より 解除 され る こ 
と が ある 。 


上 記 2? の 婚 刀 の 禁止 は 、 同 盟 を 作っ た 者 また は 市 民 的 連 
帯 協定 に よっ て 拘束 され て いた 者 が 死亡 し た 場合 に 
も 、 同 じ 条 件 で 解除 する こと が で きる 。 


第 367 条 


養子 が 困 工 し て いる 場合 、 養 子 は 養子 に 対し て 扶養 義務 
を 負い 、 逆 に 、 養 子 は 養子 に 対し て 扶養 義務 を 負う 。 養 
子 の 父 と 母 に 対す る 扶養 義務 は 、 養 子 が 国 の 被 後 見 人 と 
し て 認め られ 、 あ る い は 第 50 条 に 規定 され た 期限 内 に 
保護 され る と 同時 に 消滅 する 。 社 会 活動 お よび 家族 法 
の 第 132 条 の 6 に 規定 され て いる 期間 内 に 、 国 の 被 保護 者 
に 認定 され る か 、 ま た は 保護 され た 時 点 で 、 養 子 の 扶 
養 義務 は 消滅 し ます 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


第 368 条 


養子 と その 子孫 は 、 養 子 の 家族 に お いて 、 第 3 巻 の 第 1 編 
に 規定 され る 継承 権 を 有する 。 


た だ し 、 養 子 と その 子孫 は 、 養 子 の 子孫 に つい て 四 貰 
権 付 相 続 人 の 地位 を 有 し な い 。 


第 368-1 条 


養子 の 遺産 に お いて 、 子 孫 お よび 生存 配偶 者 が いな い 
場合 、 養 子 か ら 贈 妃 さ れ た 財産 また は その 遺産 で 受け 
取っ た 財産 は 、 養 子 の 死亡 時 に 現存 し て いれ ば 、 債 務 
の 負担 義務 お よび 第 三 者 が 得 た 権利 に し た が っ て 養子 
また は その 子孫 に 復帰 する 。 養 子 が 父 お よび 母 か ら 無 
償 で 受け て いた 財産 も 、 同 様 に 父 お よび 母 ま た は その 
子孫 に 帰属 する 。 


養子 の 財産 の 余 刺 分 は 、 本 家 と 養子 の 家族 の 間 で 等 し く 
分 割 さ れる 。 


第 369 条 


養子 縁組 は 、 そ の 後 の 親族 関係 の 成立 に か か わら ず 、 
その すべ て の 効果 を 保持 する 。 


第 370 条 


370. 車 大 な 理由 が ある 場合 、 養 子 が 成年 に 達し た と き 、 
養子 また は 状 親 の 要求 に より 、 養 子 縁組 を 取り 消す こ 
2 でき る 。 


養子 が 未成 年 の 場合 、 養 子 縁組 の 取り 消し は 検 圭 庁 に の 
み 請 求 す る こと が で きる 。 


第 370-1 条 


准 子 縁組 を 取り 消す 半 決 に は 理由 を 迷 べ な けれ ば な り 
ませ ん 。 


その 条件 は 、 第 362 条 に 規定 され た 条件 の 下 で 、 出 生 証 
明 書 また は 養子 縁組 の 状 決 文 の 転 吾 版 の 余白 に 記載 され 
る 。 
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第 370-2 条 


取消 は 、 姓 の 変更 を 除き 、 格 来 に わた っ て 養子 縁組 の 
すべ て の 効果 を 終了 させ る 。 


第 3 章 養子 縁 相 と フラ ンス に お ける 効力 に 関す る 
法 の 的 触 


外国 で 成立 し た 養子 縁組 の フラ ンス 国内 で の 効力 
第 370-2-1 条 


准 子 経 組 は 国際 的 な も の で ある 。 


(1) 外国 に 居住 する 未成 年 者 が 、 養 子 縁組 に 関連 し て 、 

准 子 経 組 者 が 居住 する フラ ンス に 移送 され た 、 移 送 中 
で ある 、 ま た は 移送 され る 予定 で ある 場合 (2) フラ ンス 
に 居住 する 未成 年 者 が 、 准 子 経 組 に 関連 し て 、 養 子 経 組 
者 が 居住 する 外国 に 移送 され た 、 移 送 中 で ある 、 移 送 
され る 予定 で ある 場合 


第 370-3 条 


養子 縁組 の 条件 は 、 養 子 縁組 者 の 国内 法 、 ま た は 夫婦 に 
よる 養子 縁組 の 場合 は 、 養 子 縁組 の 日 に お ける 夫婦 の 両 
者 の 共通 の 国内 法 、 ま た は そう で な い 場 合 は 、 養 子 色 

旨 の 日 に お ける 共通 の 常 居 所 地 の 法 律 、 ま た は それ 以 

外 の 場合 は 、 押 さえ た 裁 鹿 所 の 法律 に 従い ます 。 

た だ し 、 夫 婦 の 両方 の 国 の 法律 が 養子 縁組 を 禁止 し て 

いる 場合 は 、 養 子 経 組 を 認 め る こと は で きま せん 。 


外国 籍 の 未成 年 者 の 養子 縁組 は 、 そ の 未成 年 者 が フラ ン 
ス で 生ま れ 、 習 慣 的 に 居住 し て いる 場合 を 除き 、 そ の 

未成 年 者 の 個人 法 が 禁止 し て いる 場合 は 、 宣 告 す る こ 

と が で きま せん 。 


適用 され る 法律 に か か わら ず 、 養 子 縁組 は 第 348-3 条 の 
第 1 段落 に 規定 され た 条件 の も と で 子供 の 法定 代理 人 の 
同意 を 必要 と する 。 


第 370-4 条 


フラ ンス て で 認め られ た 養子 縁組 の 効力 、 フ ラン ス 法 
の も の で ある 。 


第 370-S 条 


外国 で 正式 に 認め られ た 養子 縁組 は 、 フ ラン ス に お い 
て 、 婚 存 の 親族 関係 を 完全 か つ 取 消 不能 な 形 で 解消 する 
場合 に は 、 完 全 養 子 経 組 の 効果 を も た ら す 。 そ う で な 
い 場 合 は 、 単 純 養 子 銀 組 の 効果 が 生じ ます 。 ま た 、 必 要 
な 同意 が 事実 を 十分 に 認識 し た 上 で 明示 的 に な され た 


場合 に は 、 完 全 養 子 縁組 に 変更 する こと が で きま す 。 
民法 - 最終 改正 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 1 日 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 16 日 

第 1 巻 : 人 

集 9 編 : 親権 

第 1 章 : 子供 の 個人 に 対す る 親 の 権限 

子供 の 人 格 

第 371 条 


子供 は 何 蔵 で あっ て も 、 父 親 と 母親 に 名 誉 と 条 敬 の 念 
を 抱く も の で ある 。 


第 371-1 条 


親権 は 、 子 の 利益 を 目的 と し た 一 連 の 権利 と 義務 で あ 
る 。 


親権 は 、 成 年 また は 子供 の 独立 まで 、 子供 の 安全 、 健 
康 、 道 徳 を 守り 、 子 供 の 教育 を 保障 し 、 子供 の 人 格 を 尊 
重 し 、 子供 の 発達 を 可能 に する た め に 、 親 に 属す る も 
の で ある 。 


親 の 権限 は 、 身 体 的 また は 心理 的 な 暴 力 を 受け る こと 


な く 行 使 さ れる 。 


親 は 、 児 童 の 年 齢 と 成熟 の 程度 に 応じ て 、 児 童 に 関係 す 
る 決定 に 参加 させ な けれ ば な ら な い 、。 


第 371-2 条 

各 親 は 、 自 己 の 資源 、 他 方 の 親 の 資源 お よび 子 の 必要 性 
に 応じ て 、 子 の 養育 お よび 教育 に 貢献 する 。 

この 義務 は 、 親 権 ま た は その 行使 が 撤回 され た と き 、 
ある い は 子 が 成年 に 達し た と き の い ずれ に お いて も 、 
法律 の 運用 に よっ て 消滅 する こと は な い 。 

第 371-3 条 

子供 は 、 父 と 母 の 許可 な し に 、 家 庭 を 離れ る こと は で 


きず 、 ま た 、 法 律 で 定め られ た 必要 な 場合 を 除い て 
は 、 家 庭 か ら 連 れ 出 すこ と は で き な い 。 


第 371-4 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


子供 は 、 そ の 子孫 と 個人 的 な 関係 を 維持 する 権利 を 有 す 
る 。 こ の 権利 の 行使 を 妨げ る こと が で きる の は 、 子 の 
利益 の み で ある 。 


特に 、 第 三 者 が 子 お よび 父母 の 一 方 と 安定 的 に 居住 し 、 
子 の 養育 、 維 持 ま た は 決済 を 行い 、 子 と の 間 に 永 続 的 な 


感情 的 関係 を 築い て いる 場合 、 子 の 利益 に な る な ら 

ば 、 家 庭 裁 記 所 は 、 親 か どう か に か か わら ず 、 子 と 第 
三 者 と の 関係 の 諸 条 件 を 決定 する も の と する 。 

第 371-S 条 

子供 は 、 そ れ が 不可 能 な 協 合 、 ま た は 子供 の 利益 か ら 
他 の 解決 策 が 必要 な 場合 を 除き 、 兄 第 姉 妹 と 分 離さ れ て 


は な ら な い 。 必要 で あれ ば 、 裁 鹿 官 は 兄弟 姉妹 の 間 の 
個人 的 な 関係 に つい て 裁定 する も の と する 。 


第 371-6 条 


親権 者 に 伴わ れず に 国 の 領土 を 離れ る 児童 は 、 親 権 者 
が 著名 し た 領土 を 離れ る た め の 認 可 を 得 な けれ ば な ら 
な い 。 


国務 院 の 政信 は 、 本 条 を 適用 する 条件 を 定め る も の と 
する 。 


第 1 節 : 親権 者 の 権限 の 行使 

第 1 項 : 一 般 原 則 。 

第 372 条 

父 と 母 は 、 共 同 し て 親権 を 行使 する 。 親 権 は 第 342-11 条 
に 規定 する 場合 に 共同 し て 行使 され る 。 


し か し 、 一 方 に つい て 婚 に 親権 が 確立 し て いる 子 の 出 
生後 1 年 以上 経過 し て 親権 が 確立 し た 場合 、 後 者 が 単独 


で 親権 を 行使 する こと に 変わ り は な い 。 子 の 第 二 の 親 
に 関し て 親権 が 裁 示 上 宜 言 さ れ た 場合 、 ま た は 本 書 第 5 
章 か ら 第 7 編 に 規定 する 条件 に 基づく 親権 の 確立 の 場 
合 、 検 圭 互 の 請求 に より 共同 承認 の 言及 が な され た 場合 
も 同様 で ある 。 


それ に も か か わら ず 、 父 と 母 が 司法 裁 鹿 所 の 登記 業務 
局長 に 宛て て 共同 宣言 を 行っ た 場合 、 ま た は 家庭 裁 鹿 所 
の 裁 講 官 の 決定 に より 、 親 権 を 共同 し て 行使 する こと 
の で きる 。 


第 372-2 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

善意 の 第 三 者 に つい て は 、 各 親 が 単独 で 子 の 人 身 に 関 
する 親権 の 慣習 的 行為 を 行う と き は 、 他 の 者 の 同意 を 
得 て 行 っ た も の と みな され る 。 


第 373 条 


能力 不足 、 不 在 、 そ の 他 の 原因 に よっ て 意思 表示 で き な 
い 父 親 ま た は 母親 は 、 親 権 の 行使 を 奪わ れる 。 


第 373-1 条 


父母 の 一 方 が 死亡 し 、 ま た は 親権 の 行使 を 奪わ れ た 場 
合 、 も う 一 方 の 親 は 、 過 去 の 司法 羊 断 に より 親権 を 奪わ 
れ た 場合 を 除き 、 単 独 で この 権限 を 行使 する 。 


第 2 項 : 別居 の 親 に よる 親権 の 行使 
別居 
第 373-2 条 


父母 の 別居 は 、 親 権 の 行使 に 関す る 規則 に 影響 を 及ぼ さ 
KJ 


父 と 母 は それ ぞ れ 子供 と の 個人 的 関係 を 維持 し 、 子 供 
と も う 一 人 の 親 と の 結び つき を 尊重 し な けれ ば な ら な 
い 。 


この た め 、 例 外 的 に 、 古 接 の 関係 者 また は 家庭 裁 所 の 
裁 剤 互 の 要請 に より 、 検 察 官 は 、 家 庭 裁 刻 所 の 裁 半 官 の 
決定 、 弁 護 士 が 連 著 し 公証 人 に 提出 する 私 的 証書 に よる 
双方 の 合意 に よる 離婚 協議 、 ま た は 親権 行使 の 条件 を 定 
め る 同書 に よる 協議 の 執行 を 警察 に 要請 する こと が で 
きる 。 


両親 の どちら か の 居住 地 に 変更 が あっ た 場合 、 そ れ が 

親権 行使 の 方 法 を 変更 する も の で あれ ば 、 も う 一 方 の 

親 に 事前 に 適時 に 情報 を 提供 する 必要 が あり ます 。 意 

見 の 相違 が ある 場合 、 よ り 勤 卿 な 親 は 家庭 裁 鹿 所 の 裁 痢 
官 に この 問題 を 付託 し 、 裁 講 官 は 子供 の 最善 の 利益 に 

従っ て 対決 を 下す も の と する 。 裁 麟 互 は 、 旅 費 を 配分 

し 、 そ れ に 応じ て 子供 の 維持 と 教育 へ の 頁 献 の 額 を 調 

整 す る 。 


第 373-2-1 条 


子供 の 利益 の た め に 必要 な 場合 、 裁 麟 官 は 親権 行使 を 2 
人 の 親 の うち 1 人 に 委ね る こと が で きる 。 


他方 の 親 に 対す る 接近 お よび 宿泊 の 権利 の 行使 は 、 重 大 
な 理由 が ある 場合 に の み 拒 否 す る こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 10 条 家庭 裁 鹿 所 の 裁 記 過 は 、 子 の 利益 に 従い 、 親 権 
を 行使 し な い 親 と 子 の 結び つき の 継続 作 及 び 有 効 性 が 
必要 と する と き は 、 そ の た め に 指定 され た 集会 所 に お 
いて 和 面 会 権 を 組織 化す る こと が で きる 。 


子 の 利益 の た め に 必要 な 場合 、 ま た は 子 を 他方 の 親 に 
調 接 引き 渡す こと が 一 方 の 親 に と っ て 危険 で ある 場 
合 、 裁 剤 記 は 、 必 要 な すべ て の 保証 を 提示 する よう に 
その 方 法 を 編成 し な けれ ば な ら な い 。 裁 鹿 官 は 、 自 己 
の 指定 する 集会 所 に お いて 、 又 は 信頼 で きる 第 三 者 若 
し く は 資格 を 有する 法律 家 の 代 理 人 の 援助 を 受け て 、 
子 を 引き 渡す よう 定め る こと が で きる 。 


親権 を 持た な い 親 は 、 子 の 鈴 持 と 教育 を 牙 督 する 権利 
と 義務 を 保持 する 。 親権 を 持た な い 親 は 、 子 供 の 生活 
に 関す る 重要 な 選択 に つい て 知ら され な けれ ば な ら な 
い 。 親権 を 持た な い 親 は 、 第 371-2 条 に 基づく 義務 を 尊 
車 し な けれ ば な ら な い 。 


第 373-2-2 条 


I. - 父母 間 ま た は 父母 と 子 と の 間 に 別 居 が ある 場合 、 
の 維持 お よび 教育 へ の 頁 献 は 、 場 合 に より 、 父 母 の 一 
方 か ら 他方 、 ま た は 子 を 委託 され た 者 に 支払 われ る 維 
持 手当 の 形 を と る も の と する 。 


この 扶養 手当 の 条件 お よび 保証 は 、 以 下 の も の に よっ 
て 定め られ る 。1U 裁 麟 所 決定 。 


2 裁 章 互 に よっ て 承認 され た 合意 。 


3 第 229-1 条 の 条項 に 従い 、 双 方 の 合意 に よる 離婚 また 
は 法 的 分 離 の 合意 。 


4U 公証 人 が 正本 と し て 受理 し た 行為 。 


SU 家族 手当 担当 機関 が 第 50 条 に 基づき 強制 力 を 著 えた 
契約 社会 保障 法典 582.2 に 基づき 、 家 族 手当 担当 機関 が 
強制 力 を えた 契約 。 


6U 調停 、 和 和解 、 参 加 型 手続 き の 結果 、 当 事 者 それ ぞ れ 
の 弁護 士 が 連 著 し 、 管 轄 裁 記 所 の 書記 官 室 が 第 30 条 .7? 

を 適用 し て 執行 式 で 裏書 し た 取引 また は 合意 事項 を 記録 
し た 行為 。 民 事 執行 手続 法 111 条 3 項 を 適用 する 。 


扶養 料 の 支払 い は 、 銀 行 振込 また は その 他 の 支払 手段 に 
よっ て 行う こと を 規定 する こと が で きる 。 


この 扶養 は 、 全 部 また は 一 部 が 、 子 の 利益 の た め に 発 
生 し た 費用 の 証 接 支払 の 形 を と る か 、 全 部 また は 一 部 
が 、 使 用 権 お よび 居住 権 の 形 で 提供 され る こと が で き 
る 。 


II - 年 金 の 全部 また は 一 部 が I の 1? か ら 6" に 記載 され た タ 
イト ル の いずれ か に よっ て 現金 で 確定 され て いる 場 

合 、 家 族 手 当 の 責任 機関 の 仲介 に よる 債権 者 の 親 へ の 支 
払い は 、 現 金 部 分 に つい て は 、 社 会 保障 法典 の 第 2 章 、 
第 8 編 、 第 $ 巻 に 定め る 条件 お よび 民事 訴訟 法 の 方 法 に 
従っ て 設定 され て いる 。 


た だ し 、 以 下 の 場 合 は 仲介 を 成立 させない も の と す 
る 。 民 法 - 2022 年 03 月 02 日 最終 修正 - 2022 年 04 月 15 日 生 
成 の 文書 


19 両親 の 両方 が 拒否 し た 場合 、 こ の 拒否 は 本 条 I に 記載 
され た 表題 に 記載 され な けれ ば な ら ず 、 年 金 が 同 I1? に 
記載 され た 表題 に 確定 され て いる 場合 は 、 手 続き の い 
か な る 時 点 で も 表明 する こと が 可能 で ある 。 


2? 例外 的 に 、 裁 鹿 官 が 、 職 権 で 必要 で あれ ば 特別 に 理 

由 の ある 決定 に より 、 当 事 者 の 一 方 の 状況 又は 子 の 維持 
及び 教育 に 対す る 拠出 の 執行 条件 が その 実施 と 両立 し 

な いと みな す と き 。 


成立 し た 場合 、 調 停 は 、 父 母 の 一 方 の 請求 に より 、 家 族 
手当 担当 機関 苑 に 、 他 方 の 父母 の 同意 を 得 た 上 で 終了 す 
る も の と する 。 


本 II の 第 2 パラ グラ フ 、1? 及 び 最 後 か ら 2 番目 の パラ グラ 
フ は 、 当 事 者 の 一 方 が 、I で 迷 ぶ べた タイ トル の 1 つの 発行 
に 至る 手続 の 中 で 、 債 務 者 の 親 が 債権 者 の 親 又は 子 に 対 
する 国 迫 又は 故意 の 暴力 行為 に 対す る 告訴 又は 有 草 半 決 
の 対象 で あっ た こと を 迷 べ る と き 、 又 は 当事者 の 一 方 

が 、 同 じ 条 件 の 下 で 債務 者 の 親 に 関す る 裁 鹿 所 の 鹿 決 で 
その 根拠 叉 は その 処分 に お いて か か る 登 迫 又は 暴力 に 

言及 する も の を 提出 する と き は 、 適 用 し な いも の と す 

る 。 


II - 家 族 手 当 担当 機関 の 仲介 に よる 債権 者 で ある 親 へ の 
年 金 の 支払 い が 実 施さ れ て いな い 場 合 、 ま た は それ が 
終了 し て いる 場合 、 両 親 の 少な く と も 一 方 か ら 家 族 手 
当 担 当 機関 へ の 要請 に より 、 第 50 条 に 定め られ た 手続 
き に 従っ て 金融 仲介 が 実施 され ます 。 た だ し 、 年金 の 
全部 また は 一 部 が 、 本 条 I の 1? か ら 6? に 記載 され た 証券 
の いずれ か に よっ て 現金 で 確定 され て いる こと が 条件 
で ある 。 


金融 仲介 が II の 2? に 従っ て 中 止 さ れ た 場合 、 そ の 復活 
は 、 新 た な 要素 の 存在 を 評価 する 裁 鹿 札 の 前 で 要求 さ 


れる 。 


IV - 第 1 条 の 3 か ら 6 に 館 べ た 場合 、 家 族 手 当 の 責任 機関 
の 仲介 に よっ て 支払 われ る 年 金額 の 支払 日 お よび 毎年 
の 再 評価 の 方 法 は 、 国 家 評 議会 の 政信 に よっ て 定め ら 
れ た 条件 に 準拠 する 。 る 場合 を 除き 、 同 | の 2? に 記載 さ 
れ た 場合 に も 適用 され る 。 

た だ し 、 承 認 さ れ た 協定 が 年 金 の 支給 また は 再 評価 に 
関す る 規定 を 含む 場合 、 ま た は 後者 を 明示 的 に 除外 し 
た 場合 は この 限り で は な い 。 


国務 院 金 は また 、 家 族 の 構成 貞 の 私 生活 を 保護 する 必要 
性 に 関し て 、 当 事 者 の 一 方 が II の 最終 段落 で 述べ た 情報 
や 要素 を 報告 また は 作成 し た と いう 事実 を 必要 に 応じ 
て 含め 、 厳 密 に 必要 な 要素 を 指定 し 、 家 族 手 当 の 責任 機 
関 の 仲 介 を 通じ て 年 金 の 支払 い の た め に 、 登 録 さ れ ま 
す 。 弁護 士 お よび 公証 人 は 、 家 族 手 当 担当 機関 に 、I の 
1? に 記載 され た 決定 の 強制 力 の ある 抜粋 、 ま た は 同 I の 
2? か ら 4? お よび 6* に 記載 され た 協定 お よび 行為 の 強制 力 
の ある コピ ー、 お よび それ ら の 伝達 手続 き に 加え て 、 
伝 達 する こと が 要求 され る 。 


第 373-2-3 条 


債務 者 の 資産 の 整合 性 が それ を 可能 に する 場合 、 第 373- 
2-2 条 の 1? か ら 6* に 言及 し た 決定 、 証 書 、 合 意 で 規定 さ 
れ た 条件 と 保証 の も と で 、 見 返り と し て 子供 に 指数 付 
き 年 金 を 避 え る 責任 を 負う 認定 され た 組織 へ の 金額 の 
支払 い 、 使 用 権 付き 不動 産 の 放棄 、 収 益 用 不動 産 の 割り 
当て に よっ て 鈴 持 費 を 全部 また は 一 部 賀 き 換え る こと 
カ Y⑥ き る 。 


第 373-2-4 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

特に 扶養 手当 の 形 で 、 補 足 の 帰属 を 、 必 要 に 応じ て 、 後 
日 請求 する こと が で きる 。 


第 373-2-S 条 


自活 で き な い 満年齢 の 子 に 対し て 主たる 責任 を 負う 親 
は 、 も う 一 方 の 親 に 子 の 鈴 持 と 教育 へ の 寄 后 を 求め る 
こと が で きる 。 裁 講 官 は 、 こ の 拠出 金 の 全部 また は 一 
部 を 子供 に 支払 うこ と を 決定 し 、 ま た は 両親 が 同意 す 
の の が でき る 。 


第 3 項 : 家庭 裁 所 に よる 介入 
第 373-2-6 条 


家庭 裁 乾 所 の 裁 鹿 官 は 、 未 成年 者 の 利益 を 保護 する た め 
に 特別 の 注意 を 払い な が ら 、 こ の 章 に 基づい て 提出 さ 
れ た 問題 を 解決 し な けれ ば な ら な い 。 


裁 鹿 官 は 、 児 童 と 父母 の それ ぞ れ の 関係 の 継続 性 及び 有 
効 性 を 確保 する た め の 措 資 を と る こと が で きる 。 


特に 、 裁 鹿 官 は 、 子 供 が 両親 の 許可 な く フ ラン ス 額 土 
か ら 出 国 す る こと を 禁止 する よう 命じ る こと が で き 
る 。 こ の 両親 の 許可 な く 出 国 す る こと の 禁止 は 、 検 察 
官 に よっ て 指名 手配 ファ イル に 記入 され ます 。 


検察 到 は 、 職 権 で あっ て も 、 そ の 決定 の 執行 を 確保 す 

る た め に 削 金 を 命じ る こと が で き る 。 状況 に より 必要 
と され る 場合 、 検 察 記 は 、 他 の 裁 鹿 官 に よっ て 下さ れ 

た 決定 お よび 第 373-2-2 条 の 1I の 1? お よび 2? に 記載 され た 
書類 の 1 つ に 記録 され た 親権 者 の 同意 に 当 金 を 付す る こ 
と が で きる 。 民 事 執行 手続 法 第 L.131-2 条 か ら L.131-4 条 
まで の 規定 が 適用 され る 。 


裁 叫 所 は 、 親 が 第 373-2-2 条 の 1? か ら 6? に 記載 され た 権利 
の 行使 を 故意 に 妨害 し た 場合 、1 万 ユー ロ を 超え な い 金 
額 の 民事 前 の 支払 い を 命ずる こと も で きる 。 


第 373-2-7 条 


両親 は 、 親 権 行使 の 方 法 と 子供 の 養育 ・ 教 育 へ の 貢献 度 
を 定め た 合意 書 の 承 記 を 得る た め に 、 こ の 間 題 を 家庭 
裁 鹿 所 に 提訴 する こと が で き る 。 


裁 麟 札 は 、 合 意 内 容 が 子供 の 利益 を 十分 に 保護 し て いな 
い 、 ま た は 両親 の 同意 が 自由 に 世 え られ て いな いと 間 
断 し な い 限 り 、 合 意 内 容 を 承認 し ます 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 373-2-8 条 


親権 行使 の 方 法 お よび 子 の 鈴 持 ・ 教 育 へ の 貢献 に つい 
て 裁定 する た め に 、 両 親 の 一 方 また は 検察 庁 か ら 裁 痢 
官 に 照会 され る こと も あり 、 そ れ 自 体 、 親 か どう か に 
か か わら ず 第 三 者 に よっ て 照会 され る こと も あり う 
る 。 


第 373-2-9 条 


前 2 条 の 適用 に より 、 子 の 居住 地 は 、 父 母 の それ ぞ れ の 
居住 地 ま た は 父母 の 一 方 の 居住 地 に 交互 に 固定 する こ 
と が で きる 。 


父母 の 一 方 の 請求 が あっ た と き 、 ま た は 子 の 居住 形態 
に つい て 父母 の 間 に 不 一 致 が ある と き は 、 裁 麟 官 は 、 
仮に 交互 居住 を 命ずる こと が で き 、 そ の 期間 は 裁 鹿 官 
が 定め る も の と する 。 こ の 期間 の 終了 後 、 裁 麟 互 は 、 
子供 が 両親 の それ ぞ れ の 家 ま た は 両親 の 一 方 の 家 に 交 
互 に 居住 す も る こと に つい て 最終 決定 を 下す も の と す 
る 。 


子 の 居住 地 が 父母 の 一 方 の 家 に 固定 され て いる 場合 、 家 
庭 裁 剤 所 の 裁 諸 記 は 、 も う 一 方 の 親 の 面会 権 の 条件 を 決 
定 す る 。 こ の 面会 権 は 、 子 の 利益 の た め に 必要 な 場 
合 、 特 別に 理由 を 付 し た 決定 に より 、 裁 半 官 の 指定 する 
面会 場所 で 行使 する こと が で きる 。 


子 の 利益 の た め に 必要 な 場合 、 又 は 子 を 他方 の 親 に 年 接 
引き 渡す こと が 一 方 の 親 に と っ て 危険 で ある 場合 、 裁 

者 互 は 、 必 要 な すべ て の 保証 を 提示 する よう に その 方 

法 を 整理 し な けれ ば な ら な い 。 裁 鹿 官 は 、 自 分 が 指定 

し た 場所 で 、 ま た は 依頼 で きる 第 三 者 や 資格 の ある 法 

律 家 の 代理 人 の 援助 を 受け て 実施 する よう 定め る こと 

7 で きる 。 


第 373-2-9-1 条 


親権 の 行使 に 関す る 申立 て が 家庭 裁 半 所 に 送致 され た 場 
合 、 家 庭 裁 叫 所 は 、 職 業 手当 の 額 に 関す る 当事者 の 合意 
を 付記 し て 、 必 要 に 応じ て 、 実 家 の 享 有 を 二 人 の 親 の 一 
方 に 仮に 割り 当て る こと が で きる 。 


裁 刻 札 は 、 こ の 享有 の 期間 を 最長 6 ヶ月 間 と する 。 


財産 が 分 割 さ れ て いな い 所 有 権 で 両親 に 属し て いる 場 
合 、 こ の 期間 中 に 裁 麟 所 が 最も 勤 角 な 当事者 に よる 清 
算 ・ 分 割 作業 を 把握 し た 場合 に は 、 両 親 の どちら か の 
要求 に より 、 こ の 措 芝 を 延長 する こと が で き る 。 


第 373-2-10 条 


不一致 の 場合 、 裁 羊 記 は 当事者 の 和解 に 努め な けれ ば な 
ら な い 。 


両親 が 合意 に よる 親権 の 行使 を 模索 する の を 容易 に す 
る た め 、 裁 麟 官 は 、 両 親 の 一 方 が 他方 の 親 も し く は 子 
供 に 対す る 病 力 を 主張 する 場合 、 ま た は 両親 の 一 方 が 
他方 の 親 を 明らか ( - 支 配 し て いる 場合 を 除き 、 調 停 措 
貴 を 提案 し 、 そ の 合意 を 得 た 後に 調停 者 を 任命 する こ 
の で き る 。 
裁 剤 所 は 、 両 親 の 合意 を 得 た 後 、 親 権 行使 の 条件 に つい 
て 最終 的 な 装 断 を 下す 決定 を 含め 、 家 事 調停 変 員 を 指名 
し て これ を 進め る こと が で きる 。 


また 、 裁 鹿 所 は 、 親 の 一 方 か ら 他 方 の 親 ま た は 子 に 対 
する 暴 力 が 主張 され て いる 場合 、 ま た は 親 の 一 方 が 他 
方 の 親 を 明らか ( = 拘束 し て いる 場合 を 除き 、 こ の 措 並 
の 目的 と 進捗 状況 を 知ら せる 家庭 内 調停 者 と 面会 する こ 
と な 命じ る こと が で きる 。 


第 373-2-11 条 


親権 行使 の 条件 を 決定 する 際 、 裁 鹿 官 は 特に 以下 の 点 を 
考慮 し な けれ ば な ら な い 。 


19 両親 が 過去 に 行っ た 慣行 、 ま た は 過去 に 行っ た 合意 : 


2 第 388-1 条 に 規定 され た 条件 下 で 未成 年 の 子供 が 示し 
た 感情 : 3? それ ぞ れ の 親 が 義務 を 果たし 、 相 手 の 権利 
を 尊重 する 能力 : 4? 特に 子供 の 年 齢 を 考慮 し て 実施 さ 
れ た 専門 家 の 報告 書 の 結果 : 3? 第 373-2-12 条 に 規定 さ 
れ た 社会 調査 お よび 反 調 査 で 集め られ た 情報 : : 

69 両親 の 一 方 か ら 他方 へ の 身体 的 、 心 理 的 な 圧力 や 暴 
pj 上 


第 373-2-12 条 


親権 お よび 面会 権 の 行使 、 ま た は 子供 を 第 三 者 に 変 託す 
る た め の 条 件 を 決定 する 前 に 、 裁 刻 官 は 資格 の ある 人 
物 に 社会 調査 を 行う よう 使命 を 名 える こと が で きる 。 
この 調査 の 目的 は 、 家 族 の 状況 、 お よび 子供 が 生活 し 、 
育つ 状況 に つい て 情報 を 収集 する こと で ある 。 


両親 の 一 方 が 社会 調査 の 結論 に 異議 を 唱え た 場合 、 両 親 
の 要求 に 応じ て 反対 尋問 を 命ずる こと が で きる 。 


社会 的 調査 は 、 離 婚 の 原因 に 関す る 議論 に 利用 する こと 
(6G き PO 


第 373-2-13 条 


公証 人 ( SA 
る 同族 的 合意 また は 双方 の 合意 に よる 離婚 合意 に 含ま 
れる 2 和義 1 拉 人 に 昌 に C DC 
交 更 また は 完了 する こと が で きる 。 
裁 鹿 官 は 、 両 親 ま た は 検察 庁 の 要請 に より 、 い つ で も 
生ま に 
は 、 親 で ある か どう か に か か わら ず 、 第 三 者 に よっ て 
差し 押さ えら れる こと が ある 。 


第 4 項 : 第 三 者 に よる 介入 
第 373-3 条 


裁 鹿 互 は 、 例 外 的 に 、 特 に 両親 の いずれ か が 親権 を 弁 春 
され て いる 場合 な ど 、 児 童 の 利 倫 の た め に 必要 な 場合 
に は 、 児 童 を 第 三 者 、 で きれ ば その 親族 の 中 か ら 選 ば 
れ た 者 に 委託 する こと を 決定 する こと が で きる 。 こ 
問題 は 、 第 373 条 の 2 第 8 項 及 び 第 373 条 の 2 第 11 項 に 従 

い 、 裁 講 官 に 付託 され 、 裁 鹿 官 が 決定 する も の と す 
る 。 


例外 的 な 状況 に お いて 、 父 母 の 分 離 後 の 親 権 行使 の 態様 
を 定め る 家庭 裁 鹿 所 の 裁 羊 記 は 、 父 母 の 存命 中 に 、 当 
権限 を 行使 する 親 が 死亡 し た 場合 に は 、 子 を 遺族 に 委託 
し て は な ら な いこ と を 決定 する こと が で きる 。 こ の 場 
合 、 裁 麟 所 は 、 子 供 を 一 時 的 に 委託 する 者 を 指定 する こ 
が で きる 、 


第 373-4 条 


子供 を 第 三 者 に 委託 し た 場合 、 親 権 は 引き 続き 父 と 母 が 


行う が 、 委 託さ れ た 者 は 、 子 供 の 緊 督 と 教育 に 関す る 
通常 の 行為 を すべ て 行う 。 


家庭 坊 刻 所 の 裁 記 過 は 、 子 供 を 第 三 者 に 仮 託す る 際 に 
後見 の 開始 を 要求 する 決定 を する こと が で きる 。 


第 373-S 条 


父 ま た は 母 の いずれ も が 依然 と し て 親権 を 行使 する こ 
と が で き な い 場合 、 以 下 の 第 390 条 に 規定 する よう に 後 
見 を 開始 する も の と する 。 


第 374-1 条 


0 の 後見 人 の 編成 を 請 
求 す る 責任 を 負う 第 三 者 に 、 子 供 を 仮に 委託 する こと 
を 決定 する こと が で きる 。 


第 374-2 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

本 号 に 定め る すべ て の 場合 に お いて 、 後 見 は 、 管 理 す 
べき 財産 が な い 場 2 開設 する こ と が で き 
る ぐ 。 


そし て 、 第 10 編 に 規定 され た 規則 に 従っ て 組織 化 さ れ 


る 。 


第 2 節 : 教育 扶助 
第 37S 条 


独立 し た 未成 年 者 の 健康 、 安 全 ま た は 道徳 が 危険 に 
され て いる 場合 、 ま た は その 教育 また は 身体 的 、 感 情 
的 、 知 的 お よび 社会 的 発達 の 条件 が 著しく 損なわ れ て 
いる 場合 、 父 と 母 が 共同 で 、 ま た は その 一 方 が 、 子供 
を 委託 され た 者 また は サー ビス 、 保 護 者 、 未 成年 者 自身 
また は 検察 庁 の 要請 に より 、 裁 羊 所 が 教育 扶助 措 間 を 命 
ずる こと が で きる 。 、 部 評議 会 の 議長 か ら 
通知 を 受け た 場合 、 未 成年 者 の 状況 が 第 30 休 s の 男 囲 に 
まれ る こ と を 確認 する も の と する 。 

社会 活動 ・ 家 族 法 第 226 条 の 4。 裁 鹿 官 は 、 例 外 的 に 自分 
に 照会 する こと が で きる 。 


同じ 親権 者 の も と に いる 複数 の 子供 に 対し て 同時 に 命 
念 す る こと が で きる 。 


決定 に より 措 弾 の 期間 が 定め られ 、2 年 を 超え る こと は 
で き な い 。 こ の 措 細 は 、 理 由 を 付 し た 決定 に よっ て 更 
親 ま る こと が で きま すず 


し か し 、 親 が 深刻 で 重度 の 慢性 的 な 関係 上 お よび 教育 上 
の 困難 を 有 し て お り 、 現 在 の 知識 で は その よう に 評価 
され 、 親 の 責任 を 行使 する 能力 に 氷 続 的 な 影響 を 石 え 
る 場合 、 サ ービス また は 施設 に 失い 
れ 措 連 は 、 そ の 子 の 即時 お よび 哲 来 の ニー ズ に 過 合 
る 限り 、 そ の 子 が 生活 の 場 に お いて 関係 上 、 感 情 上 お 
よび 地理 上 の 継続 性 か ら 利益 を 得 ら れる よう に 、 よ り 
長期 間 の 期間 を 命じ られ る こと が あり ます 。 


児童 の 状況 に 関す る 報告 書 は 、 また は 2 蔵 未満 の 
児童 に つい て は 6 カ月 こ と に こ 、 見 童 鹿 事 に 送付 され な け 


れ ば な ら な い 。 こ の 報告 書 に は 、 児 童 の 小児 科 的 、 心 
間 En お 
第 37S-1 条 


児童 裁 麟 官 は 、 教 育 扶助 に 関す る すべ て の 事項 に つい 
て 、 上 訴 を 条件 と し て 管轄 権 を 有する 。 


攻 諸 販 は 、 下 定 され る 指導 こつ いて 常に 家族 の 支持 を 
得る よう 【 に 支 め 、 児童 の 利益 を 厳密 に 考慮 し て 決定 し 
半 け ナ れ ば な 人 


裁 刻 札 は 、 審 理 の 間 、 分 別 の で き る 子供 と の 個別 面接 を 
計画 的 に 行わ か けれ ば な ら な い 、。 


児童 の 利益 の た め に 必要 な 場合 、 児 童 の 裁 鹿 札 は 、 職 権 
で 、 ま た は 部 門 評 議会 の 会 長 の 要請 に より 、 弁 護 士 会 の 
会 長 に 識別 能力 の ある 児童 の た め の 弁 護 士 の 任命 を 求 

め 、 識 別 能 力 の な い 児 童 の た め の 了 臨時 の 管理 人 の 任命 

を 求め な けれ ば な ら な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 37S-2 条 


可能 な 限り 、 未 成年 者 は 現在 の 環境 に 維持 され な けれ 
ば な ら な い 。 こ の 場合 、 裁 刻 札 は 、 家 族 が 遭遇 する 物 
質 的 また は 道徳 的 な 困難 を 克服 する た め に 援助 と 助言 
人 
育ま た は 再 教育 サー ビス を 指定 する も の と する 。 

人 物 ま た は サー ビス は 、 子 ども の 発達 を 牙 視 し 、 時 


的 に 裁 麟 官 に 報告 する 責任 を 負う 。 2 要 と する 場 
合 、 裁 鹿 記 は 、 最 長 1 年 間 (更新 可能 ) 、 こ の 支援 を 強 
化 ま た は 強 化す る よう 命ずる こと 0 る 。 


裁 鹿 記 は 、 第 1 項 に 記載 され た サー ビス に 未成 年 者 を 委 
託す る 場合 、 当 該 サ ービス が この 目的 の た め に 特別 に 
認可 され て いる こと を 条件 と し て 、 例 外 的 また は 定期 
的 な 宿泊 を 提供 する こと を 当該 サー ビス に 認め る こ と 
が で きる 。 こ の 認可 に より 未成 年 者 を 収容 する 場 
当該 サー ビス は 、 胡 ち に 両親 又は 法定 代理 人 、 二 
年 裁 刻 札 及 び 部 門 評議 会 議長 に 通知 し な けれ ば な ら な 
い 。 こ の 宿泊 施設 に 関す る 意見 の 相違 は 、 裁 鹿 官 に 委ね 
られ る 。 

また 、 裁 講 官 は 、 hh ・ 教 育 施設 に 
定期 的 に 通う こと (全寮 制 の 場合 ) 、 職 業 活動 を 行う こ 


と な ど 、 特 定 の 義務 を 課 し た 結 児童 の 環境 で の 怒 
続 的 な 存在 を 認め る こと が で きる 。 


第 37S-3 条 


児童 の 保護 が 必要 な 場合 、 児 童 鹿 事 は 児童 を 委託 する こ 
と を 決定 する こと が で き る 。 1? も う 一 人 の 親 へ : 


2? 他 の 家族 また は 信頼 で きる 第 三 者 へ 3 部門 の 児童 福 
祉 サー ビス へ 


4? 日 常 的 に 、 ま た は その 他 の 方 法 で 未成 年 者 を 受け 入 
れる こと が 許可 され て いる サー ビス また は 施設 


5* 正規 また は 特殊 な 医療 また は 教育 サー ビス また は 施 


2 


広 急 の 場合 を 除き 、 栽 羊 記 は 、 管 轄 の 役所 が 第 50 条 に 規 


定 さ れ た 児童 の た め の プ ロジ ェクト に 従い 、 家 族 ま た 
は 信頼 で きる 第 三 者 に よる 養育 の 枠 内 で 、 児 童 の 教育 
お よび 身体 、 感 情 、 知 的 、 社 会 的 発達 の た め の 条 件 を 評 
価 し な い 限 り 、3? か ら $? ま で の 児童 を 委託 し て は な ら な 
い 。223-1-1 に 規定 され た 子ども の た め の プ ロジ ェクト 
選 従 い 、 汗 ど も が 婦 で きる よう に かつ たら 、 す ども 
の 意見 を 聞い た 上 で 決定 され ます 。 


た だ し 、 父 と 母 の 間 で 離婚 の 申請 が な され また は 離婚 
の 装 決 が 下さ れ た 場合 、 あ る い は 父 と 母 の 間 で 子 の 居 
住 権 お よび 面会 権 の 決定 の 申請 が な され また は 章 決 が 
下さ れ た 場合 、 こ れ ら の 措 連 は 、 親 権 の 行使 また は 第 
三 者 へ の 子 の 委託 の 方 法 に 関す る 決定 後に 未成 年 者 に 
と っ て 危険 を 伴う よう な 性 質 の 新しい 事実 が 明らか に 
な っ た 場合 に の み と る こと が で きる 。 こ れ ら の こと 
は 、 家 庭 裁 鹿 所 が 現行 法 の 第 373-3 条 を 適用 し て 、 子 供 
を 誰 に 託す べき か を 決定 する こと を 妨げ な い 。 法 的 分 
本 に つい て も 同じ 規則 が 適用 され る 。 


検察 紀 は 、 教 育 扶助 で 下さ れ た 配 交 決 定 を 執行 する た め 
に 、 青 接 、 警 察 の 援助 を 要請 する こと が で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 37S-4 条 


前 条 1?、2?、4? お よび 3$? に 定め る 場合 、 裁 剤 札 は 、 有 資 
格 者 また は 公開 の 観察 ・ 教 育 ・ 再 教育 サー ビス の い ず 

れ か に 、 児 童 を 委託 きれ た 者 また は サー ビス お よび 家 

族 に 対す る 援助 と 助言 、 お よび 児童 の 発達 の 牙 視 を 指示 
2000 の 70 で CS の > 


第 375-3 条 で 述べ た 場合 に お いて 、 裁 羊 記 は 、 例 外 的 
に 、 検 察 互 の 書面 に よる 請求 に より 、 児 童 の 状況 お よ 


び ぴ 利 益 が 正当 化 さ れる と き は 、 児 童 が 委託 され た サー 

ビス に 対す る 援助 お よび 助 斉 を 行い 、 本 条 第 1 項 で 規定 
する フォ ロー アッ プ を 実行 する た め に 、 司 法 に よる 青 
少年 保護 の 公 的 部 門 の サー ビス に 委託 する こと が で き 

る 。 


すべ て の 場合 に お いて 、 裁 砂 記 は 、 児 童 の 引渡 し に 第 
375-2 条 第 3 項 と 同様 の 条件 を 付す こと が で きる 。 ま た 、 
裁 鹿 官 は 、 定 期 的 に 児童 の 状況 に つい て 報告 を 受け る 
こと を 決定 する こと が で きる 。 


第 37S-4-1 条 


児童 の 裁 麟 記 は 、 第 37$ 条 の 2 か ら 第 37$ 条 の 4 まで に 従っ 
て 教育 扶助 の 措 加 を 命じ た 場合 、 第 37$ 条 の 2 か ら 第 375 
条 の 4 まで に 従っ て 教育 兵助 の 措 費 を 命ずる こと が で き 
る 。 
た だ し 、 父 母 の 一 方 か ら 他 方 の 父母 また は 子 に 対す る 
病 力 が 申し 立て られ た 場合 、 ま た は 父母 の 一 方 が 他方 
の 父母 を 明らか に 支配 し て いる 場合 は 、 父 母 の 同意 を 
得 た 後 、 コ ン セ イ ユ ・ デ タ が 法人 で 定め る 条件 の 下 に 
この 措 絢 を 行う 家庭 調停 変 員 を 任命 する こと が で き 

る 。 


本 条 第 1 項 に 基づき 裁 鹿 官 が 家事 調停 を 提案 する 場合 、 
裁 鹿 官 は 、 父 母 に 対し 、L.222-2 条 か ら L.222-4-2 条 お よ 
び L.222-$ 条 に 基づき 父母 が 利益 を 得る こと が で きる 措 
走 に つい て も 通知 する も の と する 。 

か ら L.222-4-2 お よび L.222-5-3 の 規定 に 基づく 措 置 に つ 
いて も 、 父 母 に 通知 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 37S-S 条 


暫定 的 な 措 費 と し て 、 た だ し 上 訴 す る こと を 条件 と し 
て 、 裁 鹿 官 は 、 手 続 中 に 、 未 成年 者 を 収容 所 また は 観察 
所 に 仮に 引き 渡す こと を 命じ 、 ま た は 第 375 条 の 3 お よ 
び 第 37$ 条 の 4 に 規定 する 措 連 の いずれ か を 講じ る こと 
が で きる 。 


昧 急 の 場合 、 未 成年 者 が 発見 され た 場所 の 検 宗 記 は 、 同 
様 の 権限 を 有する が 、8 日 以内 に 管轄 の 裁 講 思 に この 間 
避 を 付託 し な けれ ば な ら ず 、 裁 講 記 は 、 そ の 措 賞 を 維 
持 、 変 更 また は 取り 消す 。 

児童 の 状況 が 許す 場合 、 検 圭 官 は 、 児 童 の 利益 に よら な 
い 限 り 、 両 親 の 児童 と の 通信 、 訪 問 、 滞 在 の 権利 の 性 質 
と 頻度 を 決定 する 。 


児童 福祉 事業 者 が 、 場 合 に より 、 一 時 的 又は 恒久 的 に 家 
族 の 保護 を 奪わ れ た 未成 年 者 の 状況 を 報告 し た と き 

は 、 検 察 孔 又は 少年 裁 志 所 羊 事 は 、 法 務 省 に 対し 、 各 部 
門 ご と に 、 当 訪 未 成年 者 を 送致 する た め に 必要 な 情報 
を 提供 する よう 要請 する も の と する 。 


検察 官 又 は 少年 裁 講 所 の 裁 麟 記 は 、 適 切な 受け 入れ 能勢 
を 保証 する た め に 、 特 に この よう に 伝達 され た 情報 に 
基づい て 評価 する 児童 の 利益 を 厳密 に 考慮 し て 、 決 定 
を 下す も の と する 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 10 条 緊急 事態 に お いて 、 児 童 が 危険 に さら され る よ 
うな 状態 で 国 の 領域 を 離れ よう と し て お り 、 親 権 者 の 
少な く と も 1 人 が 児童 を 保護 する た め の 措 加 を 講じ て い 


な いこ と を 示唆 する 重大 な 要素 が ある 場合 、 未 成年 者 

が 居住 する 場所 の 検察 紀 は 、 理 由 あ る 決定 に より 、 児 童 
が 領域 を 離れ る こと を 禁止 する こと が で きる 。 検察 官 

は 、8& 日 以内 に 、 第 375-7 条 の 最終 段落 に 規定 され た 条件 
の 下 で その 措 帝 を 維持 し 、 ま た は 解除 する た め に 、 こ 

の 問題 を 管轄 の 裁 講 記 に 付託 する も の と する 。 検察 官 

の 決定 に より 、 出 国 禁 止 の 期間 が 定め られ 、2 ヶ 月 を 超 
える こと は で き な い 。 こ の 出国 禁止 措 費 は 、 指 名 手配 

ファ イル に 記載 され ます 。 


第 37S-6 条 


教育 兵助 に 関し て な され た 決定 は 、 そ れ を 行っ た 裁 鹿 
宜 が 職権 で 、 ま た は 父 と 母 が 共同 し て 、 も し く は その 
一 方 が 、 子 供 を 委託 きれ た 者 も し く は サー ビス 、 保 護 
者 、 未 成年 者 自身 、 も し く は 検察 互 の 請求 に より 、 い つ 
で も 変更 また は 取り 消す こと が で きる 。 


第 37S-7 条 


教育 兵助 の 措 費 を 受け る 児童 の 父 お よび 母 は 、 こ の 措 
引 と 両立 し 得 む な いも の で は な い 親 権 の すべ て の 属性 を 
引き 続き 行使 する 。 こ の 措 弾 の 期間 中 は 、 児 童 裁 記 官 の 
許可 な し に 児童 を 解放 する こと は で き な い 。 


373-4 条 お よび 親権 者 の 同意 な し に 第 三 者 が 義 定 型 的 行 
為 を 行う こと を 許可 する 特定 の 規定 を 害する こと な 

く 、 児 童 裁 鹿 思 は 、 児 童 の 利益 が 正当 化 さ れる すべ て 
の 場合 に お いて 、 例 外 的 に 、 次 の こと を 行う こと が で 
き る 。 親権 者 が 虐待 的 また は 不当 な 拒否 や 怠慢 を し た 
場合 ある い は 親権 者 が 子供 に 対し て 犯し た 犯罪 や 軽 


犯 大 で 起訴 され た り 有 暮 鹿 決 を 受け た 場合 、 子 供 が 徐 旗 
され て いる 人 物 、 サ ービス 、 施 設 に 一 つま た は 複数 の 
特定 の 親権 行為 を 行う 権限 を 据え 、 申 請 者 が この 手段 の 
必要 性 を 証明 する 責任 が ある 。 


児童 の 受け 入れ 先 は 、 児 童 の 利益 の た め に 、 親 の 面会 及 
び 宿 泊 の 権利 の 行使 並び に 児童 と その 兄弟 姉妹 と の 関係 
の 維持 を 容易 に する た め に 、 探 さ な け れ ば な ら な い 。 
第 371-$ 条 の 適用 で は 、 児 童 の 利益 か ら 他 の 解決 策 が 必 
要 と され な い 限 り 、 児 童 は 兄弟 姉妹 と 一 緒 に 迎え られ 
る 。 


子供 を 個人 また は 施設 に 委託 する 必要 が ある 場合 、 そ 
の 両親 は 面会 や 宿泊 の 権利 だ け で な く 、 通 信 の 権利 も 
保持 する 。 裁 麟 札 は 、 そ の 条件 を 決定 し 、 児 童 の 利益 の 
た め に 必要 で あれ ば 、 こ れ ら の 権利 の 1 つま た は 複数 の 
行使 を 一 時 的 に 停止 する こと を 決定 する こと が で きま 
す 。 ま た 、 裁 麟 互 は 、 特 別に 理由 の ある 決定 に より 、 
子ども が 人 に 委託 され て いる 場合 、 ま た は 子ども が 委 
託さ れ て いる 機関 も し く は サー ビス に よっ て 指定 され 
た 第 三 者 の 立会 い の み で 、 父 母 の 面会 権 を 行使 する こ 
と が で きる こと を 課す こと が で きる 。 児童 の 裁 麟 官 
は 、 第 375-3 条 の 2? に 規定 する 場合 に 委託 され た 児童 の 
親 の 面会 権 を 第 三 者 の 立会 い の 下 で 行使 する よう 命じ 
た と き は 、 児 童 福祉 サー ビス また は 第 375-2 条 に 規定 す 
る 措 費 を 担当 する サー ビス に この 面会 権 の 行使 の 付添 
い を 委託 する こと が で きる 。 第 三 者 の 立会 い の も と で 
の 面会 の 実施 方 法 は 、 国 務 院 の 政信 で 定め る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 11 条 才 記 記 は 、 児 童 の 状況 が 許す な ら ば 、 面 会 権 お 
よび 宿泊 権 の 性 質 お よび 頻度 を 決定 し 、 そ の 行使 条件 
を 親権 者 お よび 児童 が 委託 され た 個人 、 役 務 ま た は 施 


設 が 共同 で 決定 する こと を 決定 し 、 そ の 文書 を 裁 鹿 官 
に 送付 する こと が で きる 。 不一致 が ある 場合 、 こ の 間 
題 は 裁 麟 記 に 要 ね られ る 。 


裁 刻 札 は 、 児 童 の 利益 を 考慮 し て 、 児 童 の 受け 入れ 条件 
に つい て 決定 する こと が で き る 。 児 童 の 利益 を 考慮 

し 、 ま た は 危険 が ある 場合 、 裁 麟 記 は 受け 入れ 場所 の 
匿名 性 を 決定 し ます 。 


民事 訴訟 法 第 1183 条 、 現 行 法 第 37$ 条 の 2、 第 37$ 条 の 3 ま 
た は 第 375 条 の $ を 適用 する 場合 、 裁 剤 記 は 、 子 の 出国 の 
禁止 を 命じ る こと も で きる 。 間 決 は 、 出 国 禁 止 の 期間 

を 決定 する も の と し 、 そ の 期間 は 2 年 を 超え る こと は で 
き な い 。 こ の 出国 禁止 念 は 、 検 察 官 に よっ て 指名 手配 

ファ イル に 記入 され る 。 


第 37S-8 条 


教育 扶助 の 措 殴 の 対象 と な っ た 児童 の 維持 お よび 教育 
に 要する 費用 は 、 裁 鹿 互 が これ ら の 費用 の 全部 また は 
一 部 を 免除 で きる 場合 を 除き 、 引 き 続 き 父 お よび 母 な 
ら び に 扶養 を 請求 で きる 被 扶養 者 の 責任 で ある 。 


第 37S-9 条 


第 375-3 条 に 基づき 、 未 成年 者 を 精神 障害 の た め に 入院 
し て いる 者 を 受け 入れ る 施設 に 委託 する 決定 は 、 施 設 
外 の 医師 に よる 詳細 な 医学 的 意見 の 後に 、13 日 間 を 超え 
な い 男 囲 で 命じ られ る 。 


この 措 連 は 、 受 け 入れ 施設 の 精神 科 医 に よる 医学 的 見 解 
を 得 た 後 、1 ヶ 月 間 更 新 す る こと が で きる 。 


第 2-1 節 : 家計 の 管理 を 助け る た め の 司 法 措置 
第 37S-9-1 条 


第 50 条 に 記載 され て いる 孤立 者 に 支払 われ る 家族 手当 

や 積極 的 連帯 収入 が ある 場合 。 社 会 活動 ・ 家 族 法典 の 

262-9 に 記載 され て いる 家族 手当 や 孤立 し た 人 に 支払 わ 
れる 積極 的 連帯 収入 が 、 子供 の 住居 、 維 持 、 健 康 、 教 育 
に 関す る ニー ズ に 使用 され て いな い 場 合 、 ま た 第 30 条 . 
に 記載 され て いる ホー ム ヘ ル プ 手 当 の 1 つが 使用 され て 
いな い 場 合 。 社 会 活動 ・ 家 族 法典 の 222-3 条 に 規定 され 
て いる ホー ム ヘ ル プ の 給付 が 十分 で な いと 思わ れる 場 
合 、 児 童 裁 剤 札 は 、「 家 族 給付 委任 者 」 と 呼ば れる 資格 
の ある 自然 人 また は 法人 に 、 給 付 の 全部 また は 一 部 を 

文 払う よう 命ずる こと が で きる 。 


この 代理 人 は 、 家 族 手当 また は 第 1 項 に 記載 され た 手当 
の 受給 者 の 支持 を 得 、 子 供 の 鈴 持 、 健 康 お よび 教育 に 関 
する 必要 を 満た す よ うに 努め 、 す べ て の 決定 を 行い 、 

手当 の 自律 的 管理 の た め の 条 件 を 再 確立 する た め に 家 
族 と と も に 教育 的 行動 を 取る 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


この 援助 措 交 を 命じ る 目的 で 、 裁 装 官 に 問題 を 照会 する 
権利 を 有する 者 の リス ト は 、 政 金 で 決定 され る 。 


この 決定 は 、 措 抄 の 期間 を 定め て いる 。2 年 を 超え る こ 
と は で き な い 。 こ の 措 は 、 理 由 を 付 し た 決定 に より 
更新 する こと が で きる 。 


第 37S-9-2 条 


家族 の 権利 と 義務 に 関す る 協議 会 の 市 長 ま た は その 代 

理 人 は 、 第 375-9-1 条 の 適用 に より 、 家 族 手 当 の 責任 機 

関 と 共同 で 、 家 族 の 困難 を 児童 記事 に 変 ね る こと が で 

き る 。 市 長 が 第 50 条 に 基づき コー ディ ネー ター を 指名 

し た 場合 。121-6-2 に 基づき 、 市 長 が コー ディ ネー ター 

を 指名 し た 場合 、 市 長 は 、 そ の 専門 家 が 所 属す る 当局 の 
同意 を 得 て 、 そ の 事実 を 児童 諸事 に 通知 し な けれ ば な 

ら な い 。 後 者 は 、 コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 家族 の 福利 厚生 

に 関す る 代理 人 の 機能 を 果たす た め に 指名 する こと が 

で きる 。 


コー ディ ネー タ に よる 家族 手当 の 代理 人 機能 の 行使 
は 、 第 50 条 . に 定め る 規則 に 従う 。474-3、 お よび 第 30 
条 .474-$ の 第 1 段落 お よび 第 2 段落 に 規定 され た 規則 に 従 
う 。474-?、 お よび 本 法典 の 第 373-9-1 条 に よっ て 規定 さ 
れる 。 

第 3 節 : 親 の 権限 の 委譲 

第 376 条 


親権 の 放棄 また は 謀 渡 は 、 以 下 に 定め る 場合 の 半 決 に 
よら な けれ ば 、 い か な る 効力 も 生じ な い 。 


第 376-1 条 


家庭 坊 刻 所 の 裁 刻 過 は 、 未 成年 の 子 の 親権 行使 の 態様 、 


教育 に つい て 半 決 を 求め られ た と き 、 ま た は その 子 を 
第 三 者 に 委託 する こと を 決定 し た と き は 、 父 と 母 の 一 
方 が その 同意 を 取り 消す こと が で きる よう な 車 大 な 理 
由 が な い 限 り 、 こ の 間 題 に つい て 父 と 母 の 間 で 自由 に 
締結 し た すべ て の 合意 を 尊 事 する こと が で きる 。 


第 377 条 


父 お よび 母 は 、 共 に また は 別々 に 、 事 情 に より 必要 な 
場合 に は 、 親 権 行使 の 全部 また は 一 部 を 第 三 者 、 家 族 、 
信頼 で き る 親族 、 児 童 の 養育 の た め に 認可 され た 施設 
また は 部 門 の 児童 福祉 サー ビス に 委任 する よう 裁 半 官 
に 申請 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

親 が 明らか に 無関心 で ある 場合 、 親 権 の 全部 また は 一 

部 を 行使 で き な い 場合 、 ま た は 親 の 一 方 が 他方 の 親 に 

対し て 犯し た 犯罪 に より 起訴 され また は 有 眉 羊 決 を 受 

け 、 そ の 結果 他方 が 死亡 し た 場合 、 子 供 ま た は その 家 

族 の 一 員 を 引き 取っ た 個人 、 施 設 ま た は 部 門 の 児童 福祉 
サー ビス も 、 親 権 行使 の 全部 また は 一 部 の 委任 を 裁 半 官 
に 申請 する こと が で きる 。 


後者 の 場合 、 裁 講 札 は 、 親 権 行使 の 全部 又は 一 部 の 委任 
を 申請 し た 第 三 者 の 同意 を 得 て 、 当 該 要 任 に つい て 裁定 
する た め 、 検 察 庁 に 押収 され る こと も ある 。 

場合 に よっ て は 、 検 察 庁 は 、 少 年 裁 記 所 の 裁 鹿 札 に よる 
ファ イル の 吾 し の 送付 又は 検 宗 庁 か ら の 通知 に より 通 
知 さ れる も の と する 。 


本 条 に 規定 する すべ て の 場合 に お いて 、 父 母 は 、 手 続 


に 呼ば れる も の と する 。 当 該 児 童 が 教育 扶助 措 連 の 対 
象 で ある 場合 、 委 任 は 、 児 童 裁 応 官 の 意見 を 聞い た 後に 
の み 行 うこ と が で きる 。 


第 377-1 条 


親権 の 全部 また は 一 部 の 委任 は 、 家 庭 革 間 所 の 裁 羊 札 が 
下す 記 決 に よっ て も た ら さ れる 。 


た だ し 、 委 任 の 鹿 決 で は 、 子 の 教育 の 必要 性 か ら 、 父 
と 母 、 ま た は その 一 方 が 委任 され た 第 三 者 と 親権 行使 
の 全部 また は 一 部 を 分 担 す る こと を 定め る こと が で き 
る 。 
この 共有 に は 、 親 権 を 行使 する 限り に お いて 、 親 の 同 
意 が 必要 で ある 。 第 372-2 条 の 推定 は 、 委 任 者 と 被 委任 
者 が 行っ た 行為 に 適用 され る 。 


裁 麟 記 は 、 親 権 の 共同 行使 が 両親 、 両 親 の 一 方 、 秋 任 者 
また は 検 圭 官 に よっ て 生じ 得る 困難 を 把握 する こと が 
で きる 。 示 羊 巨 は 第 373-2-11 条 の 規定 に 従っ て 装 決 を 下 
す も の と する 。 


第 377-2 条 


委任 は 、 新 た な 事情 が 示さ れ た 場合 、 す べ て の 場合 に 
お いて 、 新 た な 対決 に よっ て 終了 また は 移譲 する こと 
が で きる 。 


子 の 返 二 が 父 と 母 に 認め られ た 場合 、 家 庭 裁 鹿 所 は 、 父 
と 母 が 困 徐 し て いな けれ ば 、 維 持 費 の 全部 また は 一 部 


を 弁済 する よう 求め る も の と する 。 


第 377-3 条 


未成 年 者 の 養子 経 組 に 同意 する 権利 は 、 決 し て 委譲 され 
MM 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 4 節 : 親権 の 全部 また は 一 部 の 離脱 。 
親権 の 行使 の 撤回 お よび 親権 の 行使 の 撤回 。 
第 378 条 


親権 また は 親権 行使 は 、 自 分 の 子 に 対し て 犯し た 犯 居 
また は 軽犯罪 の 加害 者 、 共 同 加害 者 また は 共犯 者 、 自 分 
の 子 が 犯し た 犯罪 また は 軽 犯 卓 の 共同 加害 者 また は 共 
犯 者 、 あ る い は 他 の 親 に 対す る 犯 卓 ま た は 軽犯罪 の 加 
害 者 、 共 同 加 害 者 また は 共犯 者 と し て 有 墓 と な っ た 父親 
お よび 母親 か ら 刑 事 鹿 決 の 明示 に よっ て 完全 に 撤回 す 
る の この の FCG き ます 。 


この 撤回 は 、 父 お よび 母 以外 の 昇順 者 が 、 そ の 子 覆 に 
対し て 発生 し うる 親権 の 分 紀 に つい て 適用 され る 。 


第 378-1 条 


親権 は 、 不 当 な 扱い 、 アル コー ル 飲 料 の 常習 的 か つ 過 度 
の 摂取 また は 麻 楽 の 使用 、 悪 名 高い 不 行 跡 ほ また は 犯 眉 行 


為 、 特 に 親 の 一 方 が 他方 に 対し て 行使 する 身体 的 また 
は 心理 的 性 質 の 圧力 また は 暴力 を 子 が 目撃 し た 場合 、 
た は 配慮 不足 また は 指示 不足 に より 、 子 の 安全 、 健 康 ま 
た は 道徳 を 明らか に 危険 に さら す 父 お よび 母 か ら 、 犯 
有罪 歴 な し に 、 完 全 に 撤回 され る こと が ある 。 


また 、2 年 以上 、 自 発 的 に 第 375-7 条 に 基づく 権利 の 行使 
と 義務 の 履行 を 放棄 し た 父 と 母 か ら 、 子 に 関し て 教育 
扶助 の 措 賀 が と られ た 場合 、 親 権 を 全面 的 に 剥奪 する 
が で きる 、 


親権 放棄 の 訴え は 、 検 察 庁 、 家 族 の 一 員 、 児 童 の 保護 
者 、 ま た は 児童 が 委託 きれ て いる 部 門 の 児童 福祉 サー 
ビス に よっ て 裁 剤 所 に 提出 され る 。 


第 378-2 条 


他方 の 親 に 対し て 行わ れ た 犯罪 の た め に 起訴 され た 、 
また は 有 基 半 決 を 受け た 親 の 親権 の 行使 、 お よび アク 
セス 権 と 宿泊 権 は 、 検 察 紀 が 8 日 以内 に 家庭 裁 鹿 所 に こ 
の 問題 を 付託 する こと を 条件 に 、 裁 羊 互 の 決定 まで 、 
最長 6 ヶ月 間 、 権 利 と し て 停止 され る も の と する 。 


第 379 条 


第 378 条 お よび 第 378 条 第 1 項 に より 宣告 され た 親権 の 全 
面 的 な 妹 礁 は 、 自 動 的 に 親権 に 付随 する すべ て の 属性 
( 家 塁 お よび 個人 的 属性 ) に 関係 し 、 他 の 決定 が な い 場 
合 は 、 対 決 の 時 に すでに 生ま れ た すべ て の 未成 年 の 子 
に 及 ん で いま す 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


この 場合 、 子 に 対し て は 、 取 下げ 記 決 に 別段 の 定め が 
な い 限 り 、 第 205 条 か ら 第 207 条 まで を 適用 除外 と し 
て 、 扶 養 義 務 を 免除 する こと に な る 。 


第 379-1 条 


痢 決 は 、 全 面 的 な 撤回 で は な く 、 単 に 、 そ の 属性 に 限定 
し た 親権 の 部 分 的 撤回 、 ま た は 親権 の 行使 の 撤回 を 宣告 
する こと が で きる 。 ま た 、 親 権 の 全部 また は 一 部 の 取 
り 下 げ は 、 す で に 生ま れ た 特定 の 子 に つい て の み 効 力 
を 有する と 決定 する こと も で きる 。 


第 380 条 


親権 の 全部 また は 一 部 の 撤回 、 親 権 ま た は 驚 護 権 の 行使 
の 撤回 を 宣告 する 場合 、 押 され た 裁 記 所 は 、 も う 一 方 
の 親 が 死亡 し て いる か 親権 の 行使 を 失っ て いる 場合 に 
は 、 後 見 の 組織 を 要請 する こと を 条件 に 、 子供 を 一 時 的 
に 委託 する 第 三 者 を 指定 する か 、 子 供 の た め の 社 会 的 
援助 の 部 門 サ ービス に 子供 を 委託 し な けれ ば な ら な 
8 


また 、 父 母 の 一 方 が 親権 を 全面 的 に 撤回 し 、 ま た は 他方 
に 対し て 宣告 され た 親権 の 行使 の 効果 に よっ て 親権 が 
交 譲 され た 場合 に も 同様 の 措 資 を 講じ る こと が で き 

る 。 


第 381 条 


第 378 条 お よび 第 378 条 第 1 項 に 規定 する 理由 の 1 つ に よ 
り 、 親 権 を 全面 的 に 退け られ 、 ま た は その 権利 を 剥 春 
され た 父 お よび 母 は 、 申 立 に より 、 新 た な 事情 の 証明 
に より 、 裁 記 所 か ら 、 双 奪 さ れ た 権利 の 全部 また は 一 


部 を 回 徐 させ る こと を 得る こと が で きる 。 


回 復 の 申請 は 、 親 権 の 全部 又は 一 部 の 取消 し を 官 告 する 

章 決 が 取り 消さ れ た 後 1 年 入内 に 行う こと が で きる 。 申 

2 , 子 が 養子 縁組 の た め に 配 帝 さ れ て いた 場 
に 0 まり 申立 て ! は 認め られ な い 。 


返 志 が 認め られ た 場合 、 検 察 庁 は 必要 に 応じ て 教育 扶助 
措 次 を 要請 月 す る o 

第 $ 節 : 親 の 育児 放棄 の 司法 宣告 

第 381-1 条 


親 が いか な る 理由 に よっ て も それ を 妨げ る こと な く 、 
申立 前 の 1 年 間 に そ の 子 の 教育 また は その 発達 に 必要 な 
関係 を 維持 し な か っ た 場合 、 そ の 子 は 放棄 され た も の 
と みな され る 。 


第 381-2 条 


0 ま 個人 、 施 設 ま た は 部 門 の 児童 福祉 サー ビ 
に 引き 取ら れ た 児童 で 、 申 立 前 の 1 年 間 に 第 381-1 条 に 
CD こ あ る 者 を 遺棄 し た と 宣 斉 する も の と す 


よる 育児 放棄 の 裁 鹿 の 申立 て の 前 年 度 に 、 親 に よ 
る 育児 放棄 の 裁 叫 の 申立 て を 行う 。 者 の 吉 の 申 
請 は 、 第 381-1 条 に 規定 され た 1 年 の 期間 の 終わ り に 、 子 

PUE 

よっ て 、 親 を 支援 する た め の 適 切な 措 曽 が 提案 され た 

後 ( - 提 出さ れ な けれ は ば ならない < この 申請 は 、 職 権 で 

AM また は 場合 に よっ て は 児童 裁 羊 官 の 

提案 (00 


養子 縁組 へ の 同意 の 撤回 、 更 な る 情報 の 要求 、 ま た は 表 
明 さ れ た が 実現 され て いな い 子 供 を 引き 取る 意思 は 、 
法 の 運用 に よっ て 親 の 放棄 の 宣言 の 申請 を 拒絶 する 十 
分 な 行為 と は な ら ず 、 本 条 第 1 項 に 記載 の 期限 を 中 断 さ 
芯 な が い 。 


親 の 放棄 は 、 第 1 項 に 記載 され た 期間 中 に 、 家 族 の 一 人 
が その 子 を 引き 取る こと を 申請 し 、 そ の 申請 が その 子 
の 最善 の 利益 に な る と みな され る 場合 に は 、 宣 告 さ れ 
な い 、。 


親 の 人 怠慢 は 、 両 方 の 親 に 対し て 、 ま た は 一 方 の 親 に 対 
し て 宣言 する こと が で き る 。 


裁 記 所 が 子供 を 放棄 し た と 宣言 し た 場合 、 子 供 を 引き 
取っ た 、 ま た は 子供 が 託さ れ た 個人 、 施 設 、 部 門 の 児童 
福祉 サー ビス に 子供 に 対す る 親権 を 委ね ます 。 

第 三 者 の 異議 申し 立て は 、 子 ども の 身元 に つい て 詐欺 
や 錯 諾 が あっ た 場合 に の み 認め られ る 。 

第 2 章 : 子 の 財産 に 対す る 親 の 権限 

第 1 節 : 法 的 管理 

第 382 条 

法律 上 の 管理 権 は 親 に 属す る 。 親 権 が 二 人 の 親 に よっ 
て 共同 で 行使 され る 場合 、 そ れ ぞ れ の 親 が 法律 上 の 管 


理 者 と な る 。 そ れ 以 外 の 場合 は 、 親 権 を 行使 する 親 に 
法律 事務 が 帰属 する 。 


第 382-1 条 


法律 上 の 管理 権 が 2 人 の 装 に よっ て 共同 し て 行使 され る 
場合 、 各 親 は 第 三 者 に 対し て 、 未 成年 者 の 財産 に 関す る 
管理 行為 を 単独 で 行う 権限 を 他方 か ら 受 けた と みな さ 
れる 。 


管理 行為 と みな され る 行為 の リス ト は 、 第 496 条 の 条件 
の 下 で 定義 され て いる 。 


第 383 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

唯一 の 法定 管理 者 また は 場合 に よっ て は 両方 の 法定 管理 
者 の 利益 が 未成 年 者 の 利益 と 対立 する 場合 、 未 成年 者 は 
後見 裁 鹿 記 に 対し て 了 臨時 の 管理 者 の 選任 を 請求 する も の 
と する 。 法定 後見 人 が 速やか に 行動 し な い 場 合 、 裁 鹿 官 
は 、 検 察 庁 、 未 成年 者 自身 、 ま た は 自ら の 申し 出 に よ 

り 、 了 臨時 の 管理 人 を 選任 する こと が で きる 。 


人 の 法定 後見 人 の うち 1 人 の 利益 が 未成 年 者 の 利益 と 相 
反する 場合 、 後 見 裁 間 記 は も う 1 人 の 法定 後見 人 に 1 つま 
た は 複数 の 特定 の 行為 に つい て 児童 の 代理 を する 権限 
を 考え る こと が で きる 。 


第 384 条 


第 二 者 が 礼 理 す る こと を 条件 に 未成 年 者 に 贈 才 また は 
遺贈 され た 財産 は 、 法 的 管理 の 対象 と は な ら な い 。 


第 三 者 の 管理 人 は 、 贈 与 、 遺 吾 、 ま た は それ が で き な 
い 場 合 に は 、 法 律 上 の 管理 人 の 権限 に よっ て 避 えら れ 
た 権限 を 有する 。 


第 三 者 管理 人 が この 機能 を 拒否 し た 場合 、 ま た は 第 393 
条 お よび 第 396 条 に 規定 され た 状況 の 1 つ に 陥っ た 場 

合 、 後 見 裁 鹿 札 は その 後任 と し て 臨時 の 管理 人 を 任命 す 
る 。 


第 38S 条 


法定 代理 人 は 、 未 成年 者 の 唯一 の 利益 の た め に 、 未 成年 
者 の 財産 の 管理 に つい て 、 慎 重 か つ 勤 穏 に 、 ま た 十分 
な 情報 に 基づい て 注意 する こと が 要求 され る 。 


第 386 条 


法律 上 の 管理 者 は 、 未 成年 者 の 財産 の 管理 に お いて 犯し 
た 過失 か ら 生 じ る 損害 に つい て 責任 を 負う 。 


法律 上 の 管理 が 共同 で 行わ れる 場合 、 両 親 と も 共同 し て 
責任 を 負う 。 


国 は 、 第 412 条 に 規定 され た 条件 の 下 で 、 後 見 裁 鹿 官 お 
よび 司法 裁 鹿 所 の 法廷 登録 サー ビス の ディ レク ター が 
法 的 管理 に 関す る 事項 で その 機能 を 行使 する こと に 
よっ て 生じ る 可能 人 性 の ある 損害 に 対し て 責任 を 負う 。 


責任 追及 の 訴え は 、 関 係 者 の 成人 の 日 また は その 離縁 
か ら $ 年 以内 に 規定 され て いる 。 


第 2 節 : 法 的 享受 

第 386-1 条 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 02 日 - 2022 年 4 月 1 日 作成 文 
雪 

法律 上 の 吉 受 は ょ 、 法 律 上 の 管理 に 付随 する も の で あ 
り 、 父 母 の 共同 また は 父母 の うち 管理 責任 を 負う 者 に 
帰属 する 。 

第 386-2 条 


如 有 権 は 次 の よう に 停止 する 。 
(①) 子 が 16 蔵 に 達し た 時 点 、 ま た は 婚 燃 を 締結 し た 場合 
は さら ( - 早 い 時 点 (2) 親 の 権 大 を 失わ せる 原因 また は 法 


的 管理 を 失わ せる 原因 (3③) 用 益 権 の 消滅 を も た ら す 原因 
に よっ て 、 消 滅する 。 


第 386-3 条 

この よう な 享受 の た め の 料 金 は 、 以 下 の と お り で あ 
の 

19 用 益 権 者 が 拘束 され る も の で ある 。 

子 の 財産 に 応じ た 食費 、 維 持 費 、 教 育 費 。 

第 386-4 条 


法 的 享受 は 、 財 産 に は 及ば な い 。 


19 子 供 が 労働 に よっ て 獲得 する こと が で きる も の 。 


(2) 両親 が 各 受 し な いこ と を 明示 し た 上 で 贈 包 また は 遺 
贈 さ れ た も の 0③) 子 が 犠牲 と な っ た 婚 燥 外 の 損害 の 補償 
と し て 受け 取る も の 。 


第 3 節 : 後見 裁 麟 官 の 介入 
第 387 条 


法律 管理 者 間 で 意見 が 対立 し た 場合 、 そ の 行為 を 認可 す 
る 目的 で 後見 裁 刻 官 を 差し 押さ える 。 


第 387-1 条 


法定 管理 者 は 、 後 見 裁 刻 官 の 事前 の 許可 を 得 な けれ ば ば 、 
これ を 行う こと が で き な い 。 民 法 - 最終 更新 日 : 2022 年 
03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 04 月 1 日 

1? 未成 年 者 に 属す る 建物 また は 事業 を 双方 の 合意 に よ 

り 売 却 す る こと 、2" 未 成年 者 に 属す る 建物 また は 事業 を 
法人 化す る こと 、3% 未 成年 者 に 代わ っ て 借入 を 行う こ 

寺 党 


4) 未成 年 者 の た め に 権利 を 放棄 し 、 六 協 し 、 ま た は 契 
約 を 締結 する こと 、5) 未成 年 者 に 属す る 継承 を 純粋 か 
つ 単 純 に 受け 入れ る こと 、6) 未成 年 者 の 財産 を 購入 

し 、 そ れ を 賃貸 する こと 、 こ の 行為 の 結論 と し て 、 法 
律 管理 者 は 未成 年 者 と 利害 関係 が ある も の と みな され 

る 。 


8. 第 50 条 . の 意味 で の 有価 証券 また は 金融 商品 に 関わ る 
行為 を 行う こと 。8. 金融 商品 取引 法 (Monetary and 
Financial Code) 第 211 条 第 1 項 に 規定 され る 有価 証券 また 
は 金融 商品 に 関わ る 行為 で 、 そ の 内 容 が 著しく 変化 


し 、 資 本 価値 が 著しく 減少 し 、 ま た は 未成 年 者 の 特権 が 
持続 的 に 変化 する こと に より 、 現 在 ま た は 閣 来 の 未成 
年 者 の 資産 に 関わ る 場合 。 


認可 は 、 証 書 の 条件 、 お よび 当 する 場合 、 証 書 が 作成 
され る 価格 また は アッ プ セ ッ ト 価 格 を 決定 する も の と 
する 。 


第 387-2 条 


法律 上 の 管理 者 は 、 認 可 が あっ て も 、 以 下 の こ と を 行 
うこ と が で き お ない 。 


1? 未成 年 者 の 財産 また は 権利 を 無償 で 処分 する こと 。 


2? 未成 年 者 に 対す る 権利 また は 請求 を 第 三 者 か ら 取 得 
する こと : 3? 未 成年 者 の 名 義 で 取引 また は 職業 を 行う 
こと : 4 未成 年 者 の 財産 また は 権利 を 信託 に 譲渡 する 
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第 387-3 条 


第 387-1 条 に 記載 され た 行為 を 検討 する 際 、 裁 鹿 官 は 、 

資産 の 構成 また は 価値 、 未 成年 者 の 年 齢 また は 家庭 環境 
を 考慮 し て 、 未 成年 者 の 利益 を 保護 する た め に 不可 欠 

と 考え る 場合 、 あ る 行為 また は 一 連 の 処分 行為 に つい 

て 裁 鹿 官 の 事前 承認 が 必要 で ある と 決定 する こと が で 
きる 。 


攻 記 官 は 、 未 成年 者 の 財産 的 利益 を 明白 か つ 実 質 的 に 損 
な う 行 為 ま た は 不作 為 、 あ る い は それ ら に 宣 大 な 不利 
益 を も た ら す 可能 性 の ある 状況 を 知る 両親 ま た は その 
ー 方 、 検 宗 庁 ま た は 第 三 者 が 同じ 目的 の た め に 差し 押 
さえ る こと が で きる 。 


裁 鹿 官 に 状況 を 知ら せ た 第 三 者 は 、 法 律 管理 人 に よる 未 
成年 者 の 財産 管理 の 保証 人 と は な ら な い 。 


第 387-4 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 387 条 第 1 項 お よび 第 387 条 第 3 項 に 基づく 管理 を 行う 場 
合 、 裁 鹿 記 は 、 未 成年 者 の 財産 の 目録 お よび 毎年 、 更 新 
され た 目録 を 提供 する よ う 法定 管理 人 ! こ 求 め る こと が 
6 きる の 


目録 の 如 し は 、16 歳 に 達し た 未成 年 者 に 渡さ れる 。 
第 387-S 条 


前 条 の 管理 に 際 し 、 裁 鹿 官 は 、 関 人 4 記 巨 
事務 所 長 に 、 裏 付け 書類 を 添付 し た 年 次 管理 会 計 を 提出 
し 、 検 証 を 受け る よう 、 法 律 管理 者 沈 0 と が "で 
きる 。 


会 計 が 要求 され た 場合 、 法 務 管 理 者 は 、 そ の 任務 の 終了 
時 に に 、 最 後 の 年 次 会 計 が 作成 され た 後に 行わ れ た 業務 
の 最終 会 計 を 裁 志 所 登記 所 所 長 に 提出 し な けれ ば な ら 
な い 。 


登記 業務 局長 は , 民事 訴訟 法 に 定め る 条件 の 下 で , 会 計 

監査 の 任務 を 補助 する こと が で きる 。 ま た 、 未 成年 者 

の 名 義 で 口座 を 開設 し て いる 事業 所 に 対し て 、 職 業 上 

EE と な く 、 年 次 会 計 報 
書 を 要求 する こと が で きま す 。 


未成 年 者 が 口座 の 開設 を 拒否 し た 場合 、 裁 刻 所 書記 官 事 


務 局 長 は 困難 な 状況 に つい て 報告 書 を 作成 し 、 裁 鹿 官 に 
送り ます 。 裁 麟 官 は 、 口 座 の 適合 性 に つい て 章 決 を 下 
し ます 。 


未成 年 者 の 資産 の 規模 や 構成 が 正当 で ある 場合 、 裁 講 官 
は 、 未 成年 者 の 費用 で 、 裁 羊 官 の 定め る 条件 に 従っ て 、 
技術 者 に よっ て 検証 お よび 承認 の 任務 を 遂行 する こと 
を 決定 する こと が で きま す 。 


蔵 に 達し た 未成 年 者 に は 、 管 理 口座 の 吾 し が 渡さ れ 
る 。 


口座 開設 、 請 求 、 文 払 の 訴え ( は 、 未 成年 者 が 成年 に 
た 後 $ 年 を 経過 する と 、 茜 じ ら れ る 。 


第 387-6 条 
法律 管理 者 は 、 後 見 裁 剤 記 お よび 検察 紀 の 呼 出 命 金 に 応 


じ 、 こ れ ら の 者 が 必要 と する 情報 を 伝達 する 義務 を 負 
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裁 鹿 記 は 、 彼 に 対し 差 止 命 信 を 出し 、 従 わな い 場 合 は 民 
公法 に 定め る 過料 を 支払 う よ う 命 じ る こと が で き 


法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 

第 10 編 : マイ ノリ ティ 、 後 見 人 、 人 解放 
第 1 章 : マイ ノリ ティ 

第 388 条 


未成 年 者 と は 、18 蔵 に 達し て いな い 男 女 の 個 人 を い 
プ 。 


有効 な 身分 証明 書 が な く 、 主 張 さ れる 年 齢 が 世 当 で な 
い 場 合 、 年 齢 を 決定 する た め の 崩 X 線 検査 は 、 司 法 当 局 
の 決定 に よっ て の み 、 関 係 者 の 同意 を 得 た 後に 実施 さ 
れる こと が で きる 。 


これ ら の 検査 の 結論 は 、 謀 差 を 明記 し な けれ ば な ら な 
い が 、 そ れ 自 体 で 当該 者 が 未成 年 で ある か 否 か を 決定 
する こと は で き な い 、。 疑 義 は 、 関 係 者 に 利益 を も た ら 
す 。 


関係 者 が 未成 年 か どう か 疑わ し い 場 合 、 第 一 次 お よび 
第 二 次 性 徴 の 思春 期 的 発達 の 検査 に 基づい て 、 そ の 年 齢 
の 評価 を 行う こと は で き な い 。 


第 388-1 条 


自己 に 関す る いか な る 手続 に お いて も 、 識 別 能 力 の あ 
る 未成 年 者 は 、 自 己 の 介入 また は 同意 に つい て 定め る 
規定 を 害する こと な く 、 裁 講 記 ま た ( の 
要 と する 場合 に は 裁 講 官 が その 目的 の た め に 指定 し た 
者 に より 聴取 を 受け る こと が で きる 。 


この よう な 聴聞 は 、 未 成年 者 が 要求 し た 場合 、 権 利 の 問 
題 と な る 。 未成 年 者 が 聴聞 を 把 否 し た 場合 、 裁 鹿 互 は 

この 拒否 の 是 間 を 評価 し ます 。 未 成年 者 は 、 単 独 で 、 弁 
護 士 また は 本 人 の 選択 する 者 と と も に 、 聴 聞 を 受け る 

こと が で きま す 。 こ の 選択 が 未成 年 者 の 利益 に な ら な 

いと 思わ れる 場合 、 裁 羊 記 は 別 の 者 を 指定 する こと が 

ぐさ ます 


未成 年 者 の 聴聞 は 、 当 該 手続 の 当事者 と し て の 地位 を 
える も の で は あり ませ ん 。 


裁 鹿 記 は 、 未 成年 者 が 聴聞 を 受け る 権利 お よび 弁護 士 に 
よる 援助 を 受け る 権利 に つい て 知ら され て いる こと を 
確認 する も の と する 。 


第 388-1-1 条 


法律 管理 者 は 、 法 律 ま た は 慣習 に より 未成 年 者 が 自ら 行 
動 す る こと が 認め られ て いる 場合 を 除き 、 市 民生 活 の 
すべ て の 行為 に お いて 未成 年 者 を 代理 する 。 


第 388-1-2 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


蔵 に 達し た 未成 年 者 は 、 個 人 事業 また は 一 人 会 社 の 設立 
お よび 経営 に 必要 な 管理 行為 を 単独 で 行う こと を 法定 
代理 人 か ら 委 任 さ れる こと が ある 。 処 分 の 行為 は 、 そ 
の 法定 代理 人 に よっ て の み 行 うこ と が で きる 。 


第 1 項 の 認可 は 、 私 文書 また は 公正 証書 の 形式 を と り 、 
未成 年 者 が 行う こと が で きる 行政 行為 の リス ト を 含む 
も の と する 。 

第 388-2 条 


訴訟 手続 に お いて 、 未 成年 者 の 利益 が その 法定 代理 人 の 
利益 と 相反 する よう に 見 える 場合 、 第 383 条 に 規定 する 


条件 の 下 、 後 見 裁 羊 言 、 ま た は 、 そ う で な い 場 合 は 、 事 
件 を 審理 する 裁 羊 記 が 、 未 成年 者 を 代理 する 臨時 の 管理 
人 を 任命 する も の と する 。 


教育 扶助 の 手続 き に お いて は 、 本 条 第 1 項 に 従っ て 任命 
され た 特別 管理 人 は 、 該 当 す る 場合 、 未 成年 者 が 委託 さ 
れ た 法人 また は 自然 人 か ら 独 立 し て いな けれ ば な ら な 
い 。 


第 2 章 : 後見 制度 
第 1 節 : 後見 の 開始 と 終了 の 場合 
第 390 条 


未成 年 者 の 後見 人 と な っ た 者 は 、 そ の 未成 年 者 が 同性 の 
子 で ある 場合 に は 、 後 見 人 と な っ た も の と みな され ま 
ず 。 


また 、 法 律 上 親子 関係 が 成立 し て いな い 子 に 関し て も 
成立 する 。 


児童 福祉 事業 に 関す る 特別 法 の 適用 除外 は な い 。 


第 391 条 


法律 行政 の 場合 、 後 見 裁 記 塵 は 、 い つ で も 、 重 大 な 理由 
が ある と き は 、 職 権 で 、 ま た は 父母 、 親 族 、 検 圭 庁 の 
請求 に より 、 味 急 の 場合 を 除き 、 法 律 管 理 者 の 意見 を 聴 
取 し 、 ま た は 呼び 出し た 後 、 後 見 の 開始 を 決定 する こ 
と が で きる 。 後見 人 は 、 味 急 の 場合 を 除き 、 申 立て か 


ら 終局 鹿 決 まで の 間 、 一 切 の 処分 を する こと が で き な 
に Ya 


後見 が 開始 され た 場合 、 後 見 審 羊 巨 は 家族 会 を 招集 し 、 
家族 会 は 法定 代理 人 を 後見 人 に 選任 する か 、 他 の 後見 人 
を 指定 する こと が で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 392 条 

後見 開始 後 、 子 の 父母 の 一 方 が 記 知 し た 場合 、 後 見 裁 鹿 
官 は 、 そ の 父母 の 請求 に より 、 法 律 行政 を 後見 に 代え 
る こと を 決定 する こと が で きる 。 

第 393 条 

第 392 条 の 規定 を 害する こと な く 、 後 見 は 、 未 成年 者 の 
解放 また は 成年 に 達し た と き に 終了 する 。 ま た 、 釈 放 


の 莉 決 が 確定 し た 場合 、 あ る い は 関係 者 が 死亡 し た 場 
合 に も 終了 する 。 


第 2 分 : 後見 人 の 組織 と 運営 
第 1 項 : 家庭 教師 の 料金 
第 394 条 


児童 に よる 保護 で ある 後見 は 、 公 的 な 義務 で ある 。 家 


族 の 義務 で あり 、 公 共 社 会 の 義務 で ある 。 


第 39S 条 
次 の 者 は 、 後 見 の 諸 義務 を 行使 する こと が で き な い 。 


1? 独立 し た 未成 年 者 (後見 人 で ある 未成 年 者 の 父 ま た 
は 母 で ある 場合 を 除く ) 2? この 法典 に 規定 する 法 的 保 
護 措 殴 の 利益 を 受け る 成人 3? 親権 を 和 奪 され た 者 。 


4 刑法 第 131-26 条 の 適用 に より 、 家庭 教師 の 職務 を 行う 
こと を 禁じ られ た 者 。 


第 396 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 11 条 任 さ れ た 者 の 不適 格 、 怠 慢 、 不 正行 為 ま た は 詐 
矯 の た め 、 い か な る 家庭 教師 職 も 取り 上 げ る こと が で 
きる 。 紛争 また は 利害 の 対立 に より 、 そ の 職権 者 が 未 
成年 者 の 利益 の た め に その 職権 を 行使 する こと が で き 
な い 場 合 も 、 同 様 と する 。 


後見 を 委託 され た 者 は 、 そ の 状況 に 著しい 変化 が あっ 
た 場合 、 交 代 す る こと が で きる 。 


第 397 条 


家庭 裁 鹿 所 は 、 後 見 人 お よび 代位 後見 人 に 関す る 支障 、 
撤回 、 交 替 に つい て 規定 する 。 


後見 裁 麟 官 は 、 家 族 会 議 の 他 の メン バー に 関係 する も 
の に つい て 裁定 する 。 


家庭 教師 の 職 は 、 そ の 職 に ある 者 の 聴取 また は 呼出 し 
が な い 限 り 、 そ の 職 に ある 者 が 撤回 する こと は で き な 
い 。 


第 10 条 裁 鹿 官 は 、 緊 急 事態 と 誰 め た と き は 、 未 成年 者 
の 利益 の た め に 暫定 的 な 措 賀 を 定め る こと が で きる 。 


第 2 項 : 家族 会 議 
第 398 条 


裁 記 所 は 、 遺 吉 に よる 後見 人 が いな い 場 合 、 お よび 欠 
員 が ある 場合 を 除き 、 家 族 会 議 に よる 後見 を 組織 する 
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第 399 条 


後見 裁 鹿 官 は 、 後 見 の 期間 中 、 家 族 会 議 の メン バー を 任 


家族 会 議 は 、 家 庭 教師 と 副 家 庭 教師 を 含む 少な く と も 4 


人 の メン バー で 構成 され 、 裁 刻 札 は 含ま れ な い 。 


家族 会 議 に は 、 未 成年 者 の 父 お よび 母 の 親族 、 な ら び 
に フラ ンス 国内 お よび 海外 に 居住 し 、 未 成年 者 に 関心 
を 示す 者 を 含め る こと が で きま す 。 
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家族 会 議 ひ メン バー は 、 未 成年 者 の 利益 を 考慮 し 、 そ の 
能力 、 未 成年 者 の 父 ま た は 母 と の 通常 の 関係 、 未 成年 者 
と の 感情 的 な 結び つき 、 お よび その 都合 に 応じ て 選ば 
ます 


裁 官 は 、 父 方 また は 母方 の 2 つの 支部 の うち の 一 方 が 
代表 者 不在 と な る こと を で きる 限り 避け な けれ ば な ら 
な い 。 


第 400 条 


家族 会 議 は 、 後 見 裁 麟 札 に よっ て 主宰 され る 。 そ の 審議 
は 、 そ の メン バー の 投票 に よっ て 採択 され る 。 


た だ し 、 家 庭 教師 また は 家庭 教師 に 代わ る 代 諾 家庭 教師 
は 投票 権 を 有 し な い 。 


同数 の 場合 は 、 裁 麟 巨 が 決定 票 を 持つ 。 


第 401 条 


家庭 裁 記 所 は 、 父 お よび 母 が 表明 し た 希望 を 考慮 し 、 未 
成年 者 の 維持 お よび 教育 の 一 般 的 条件 を 規定 する 。 


家庭 教師 に 支給 され る 手当 を 評価 する 。 


家庭 裁 鹿 所 は 、 第 12 編 の 規定 に 従っ て 、 未 成年 者 の 財産 
の 管理 に つい て 決定 し 、 家 庭 教師 に 必要 な 権限 を え 
る 。 


家族 会 議 は 、16 蔵 に 達し た 未成 年 者 が 個人 事業 また は 一 
会 社 の 設立 お よび 経営 に 必要 な 管理 行為 を 単独 で 行う 
こと を 許可 する 。 


前 項 の 認可 は 、 私 文書 また は 公正 証書 の 形式 を と り 、 未 
成年 者 が 行う こと が で きる 行政 行為 の リス ト を 含む も 
の と する 。 


第 402 条 


第 402 条 家族 会 議 の 審議 は 、 詐 欺 ま た は 偽り に よっ て 和 滞 
か され た 場合 、 ま た は 実質 的 な 形式 が 省略 され た 場合 
に は 、 無 効 で ある 。 


この 無効 は 、 第 1182 条 に よる 確認 と し て 有効 な 新た な 審 
識 に よっ て カバ ー さ れる 。 
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無効 の 訴え は 、 家 庭 教師 、 代 位 家庭 教師 、 家 族 会 議 の 他 
の メン バー お よび 検察 巨 が 審議 か ら 2 年 久 内 に 、 ま た 成 
年 に 達し た 未成 年 者 また は 成年 また は 離 科 か ら 2 年 以内 
に 提起 する こと が で きる 。 詐欺 ま た は 偽証 が あっ た 場 
合 、 そ の 原因 と な っ た 事実 が 発見 され な い 限 り 、 時 効 
は 成立 し な い 。 


取り 消さ れ た 執 議 に よっ て 行わ れ た 行為 も 、 同 様 に 取 
り 消 すこ と が で きる 。 し か し 、 期 限 は その 行為 か ら 進 
行 し 、 熟 慮 か ら は 進行 し な い 。 

第 3 項 : 後見 人 

第 403 条 

後見 人 を 選ぶ 個人 の 権利 は 、 未 成年 者 の 血縁 の 有無 に か 


か わら ず 、 最 後に 生き 残っ た 親 が 死亡 の 日 に 親権 を 行 
使 し て いた 場合 に の み 、 そ の 親 に 帰属 する 。 


この 指定 は 、 遺 吉 書 また は 公証 人 に 対す る 特別 な 宣言 
の 形 で し か 行う こと が で きま せん 。 


この 指定 は 、 未 成年 者 の 利益 の た め に 破棄 する 必要 が 
な い 限 り 、 家 族 会 議 に 対し て 拘束 力 を 持ち ます 。 


へ 


父 ま た は 母 に よっ て 指名 され た 後見 人 は 、 後 見 人 を 引 
き 受 ける 必要 は あり ませ ん 。 


第 404 条 


遺言 に よる 後見 人 が いな い 場 合 、 あ る い は 遺 に より 
選任 され た 後見 人 が その 機 引 前 家族 会 議 
は 未成 年 者 の た め に 後見 人 を 選任 する 。 


第 40S 条 


家庭 裁 鹿 所 は 、 未 成年 者 の 状況 、 関 係 者 の 適性 、 管 理 さ 
れる べき 財産 の 規模 を 考慮 し て 、 保 護 措置 を 共同 で 行 
う 複数 の 家庭 教師 を 任命 する こと が で きる 。 各 家庭 孝 
師 は 、 第 三 者 に 対し て 、 家 庭 教 師 が 説 可 を 必要 と し な い 
行為 を 単独 で 行う 権限 を 他 の 者 か ら 受 けた も の と みな 
され る 。 


家庭 裁 記 所 は 、 未 成年 者 の 身辺 に つい て 責任 を 有する 後 
見 人 と 、 そ の 財産 の 管理 に つい て 責任 を 有する 後見 人 
と に 後見 の 実施 を 分 割 す る こと 、 ま た は 特定 の 財産 の 
管理 を 後見 人 補助 者 に 委託 する こと を 決定 する こと が 
0 の 
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第 2 項 の 規定 に より 選任 され た 家庭 教師 は 、 家 庭 裁 半 所 
の 特別 の 決定 が な い 限 り 、 独 立 し て お り 、 互 い に 責 任 
を 負う こと は な い 。 た だ し 、 そ の 決定 事項 を 相互 に 通 
知 す る も の と する 。 


第 406 条 


家庭 教師 は 、 後 見 の 期間 中 、 任 命 さ れる 。 


第 407 条 


後見 人 は 個人 前 な 職責 で ある 。 


家庭 教師 の 相続 人 に は 継承 され な い 。 


第 408 条 


後見 人 は 未成 年 者 の 身辺 を 管理 し 、 法 律 ま た は 慣習 に よ 
り 未 成年 者 自身 に 権限 が ある 場合 を 除き 、 市 民生 活 の す 
べ て の 行為 に お いて 未成 年 者 を 代表 する 。 


後見 人 は 法廷 で 未成 年 者 を 代表 し ます 。 た だ し 、 家 庭 裁 
者 所 の 許可 また は 命 念 が な い 限 り 、 未 成年 者 は 原告 ま 

た は 被告 と し て 婚 如 外 の 権利 を 主張 する こと は で き な 

い 。 ま た 、 家 庭 裁 鹿 所 は 、 家 庭 教師 に 対し 、 訴 訟 や 手続 
きか ら の 撤退 、 和 和解 を 命じ る こと が で きま す 。 


家庭 教師 は 未成 年 者 の 財産 を 管理 し 、 第 12 編 の 規定 に 
従っ て その 管理 に つい て 責任 を 負う 。 


家庭 教師 は 、 家 族 会 議 の 認可 を 受け た 後 、 個 人 事業 また 
は 一 人 会 社 の 語 & 立 お よび 経営 の た め に 必要 な 処分 行為 
を 行う も の と する 。 


第 408-1 条 


未成 年 者 の 財産 また は 権利 は 、 信 託 財産 に 譲渡 する こと 
が で き な い 。 


第 4 項 代位 後見 人 

第 409 条 
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後見 人 に は 、 家 族 会 議 の 構成 員 の 中 か ら 選 任 さ れ た 代位 
後見 人 が 含ま れる 。 


家庭 教師 が 未成 年 者 の 一 方 の 支部 の 親族 また は 盟友 で あ 
る 場合 、 代 位 す る 家庭 教師 は 、 で きる 限り 他方 の 文部 か 
ら 選 ば れる 。 


代位 後見 人 の 職 は 、 後 見 人 の 職 と 同じ 日 に 消滅 する 。 


第 410 条 


代位 後見 人 は 、 家 庭 教師 の 任務 の 遂行 を 緊 督 し 、 未 成年 
者 の 利益 が 保護 者 の 利益 と 相反 する 場合 に は 、 未 成年 者 
を 代表 する 。 


後見 人 が 行う 重要 な 行為 の 前 に 、 代 位 後見 人 は 情報 を 
えら れ 、 相 談 さ れる 。 


未成 年 者 に 対し て 責任 を 負う こと を 党 悟 の 上 で 、 家 許 孝 


師 が 行う 行為 を 臣 督 し 、 家 庭 教師 の 任務 の 遂行 に 問題 が 
ある と 装 断 し た 場合 に は 、 選 滞 な く 後 見 裁 羊 記 に 報告 
する 。 


家庭 教師 が 任務 を 終え た 場合 、 自 動 的 に その 代わ り と 
な る わけ で は あり ませ ん が 、 同 じ 責 任 の も と 、 新 し い 
家庭 教師 を 任命 させ る こと が 要求 され ます 。 


第 S 項 : 後見 人 の 空席 
第 411 条 


後見 人 は 、 家 庭 裁 講 所 に 後見 人 を 立て る こと が で き な 

い 場 合 、 ま た は 子供 を 国 の 被 後見 人 と し て 認め る こと 

が で き な い 場合 に 、 空 位 と され る 。 こ の 場合 、 後 見 審 

者 訪 は 所 轄 の 児童 福祉 に 関す る 公 的 機関 に 照会 する 。 後 
見 人 に は 、 家 族 会 議 も 代位 後見 人 も 含ま れ な い 。 


後見 は 、 子 ども が 国 の 被 後 見 人 と し て 認め られ る よう 
に な れ ば 、 す ぐに 解除 され る 。 


第 411-1 条 

後見 坊 剤 官 と 検 圭 紀 は 、 そ れ ぞ れ の 管轄 区 域 に お いて 
後見 の 全般 的 な 覧 益 を 行う 。 

後見 人 お よび その 他 の 後見 機関 は 、 彼 ら の 召喚 に 応 
じ 、 彼 ら が 必要 と する あら ゆる 情報 を 彼ら に 伝え る 
務 が ある 。 


萩 剤 記 は 彼ら に 対し て 差 止 命 信 を 出し 、 従 わな い 者 に 
は 民事 訴訟 法 に 規定 され る 過料 を 科す こと が で きる 。 


寺 信 
に ラコ 
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第 6 項 : 賠償 責任 

第 412 条 

すべ て の 後見 機関 は 、 そ の 機能 の 行使 に お いて 犯し た 
過失 か ら 生 じ た 損 害 に つい て 責任 を 負う 。 


損害 の 原因 と な っ た 過失 が 、 後 見 裁 鹿 官 、 司 法 裁 鹿 所 の 
司法 書士 事務 所 長 ま た は 書 半 記 上 が 後 兄 の 組 織 お よび 之 営 
に お いて 多 し た も の で ある 場合 、 責 任 追 及 は 国 に 対し 
て 行わ れ 、 国 は 求 行為 を 行う こ らら の Y で きる 。 


第 413 条 


責任 追及 の 訴え は 、 た と え そ の 年 齢 を 超え て 管理 が 継 
続 さ 4500 し て も 、 本 人 の 成年 か ら 5 年 、 そ れ 以 前 
に 停止 し た 場合 は 措 資 の 終了 か ら 3$ 年 で 禁止 され る 。 


第 3 章 奴隷 解放 
第 413-1 条 


未成 年 者 は 、 婚 燃 に よっ て 当然 に 解放 され る 。 


第 413-2 条 


未成 年 者 は 、 未 婚 の 者 で あっ て も 、16 蔵 に 達し た と き 
に 、 そ の 英 分 を 和解 放す る こと が で きる 。 


未成 年 者 の 聴取 後 、 正 当 な 理由 が ある と き は 、 父 お よ 
び 母 また は その 一 方 か ら の 請求 に より 、 後 見 裁 講 官 が 
その 離 縁 を 宣告 する 。 


父母 の 一 方 の みか ら 申 請 さ れ た 場合 、 他 方 が 意思 表示 で 
き な い 場合 を 除き 、 裁 刻 官 は 他方 の 意見 を 聞い た 上 で 
決定 する も の と する 。 


第 413-3 条 

父 ま た は 母 の な い 未 成年 者 は 、 家 庭 裁 記 所 の 請求 に よ 
り 、 同 様 に 離 綴 す る こと が で きる 。 
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第 413-4 条 


前 条 の 場合 に お いて 、 家 庭 教師 の 努め が な いた め 、 家 
族 会 議 の 構成 員 が 未成 年 者 を 離脱 させ る こと が で きる 
と 考え た と き は 、 後 見 裁 剤 札 に 対し 、 評 議会 を 招集 し 
て その 審議 を する よう 請求 する こと が で き る 。 未 成年 
者 本 人 が その よう な 会 議 を 要求 する こと も で きる 。 


第 413-S 条 


賞 理 ま た は 後見 に 関す る 会 計 は 、 そ れ ぞ れ 第 387 条 の 3 
お よび 第 514 条 に 規定 され た 条件 の も と で 、 離 脱し た 未 
成年 者 に 提供 され る 。 


第 413-6 条 


解放 され た 未成 年 者 は 、 成 人 と 同様 に 、 市 民生 活 の すべ 
て の 行為 を 行う こと が で きる 。 


し か し 、 婚 如 ま た は 養子 縁 引 を する た め に は 、 解 放さ 
れ て いな い 場 合 と 同じ 規則 を 守ら な けれ ば な ら な い 。 


第 413-7 条 


和 解 放さ れ た 未成 年 者 は 、 父 お よび 母 の 権威 の 下 に ある 
こと を や め る 。 


後者 は 、 父 また は 母 と し て の 唯一 の 資格 で 、 そ の 未成 
年 者 が 解放 後に 他人 に 及ぼ し た 損害 に つい て 、 権 利 上 責 
任 を 負わ な い 、。 


第 413-8 条 


離 継 され た 未成 年 者 は 、 離 婦 決 定時 の 後見 裁 鹿 記 お よび 
離縁 後に その 請求 を し た と き は 司法 裁 痢 所 長官 の 許可 
を 得 て 、 取 引 者 と な る こと が で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 

第 11 編 : 法律 で 保護 され た 成年 と 成人 
第 1 章 : 一 般 規定 

第 414 条 


成年 は 18 歳 と され 、 こ の 年 齢 で 各 人 が 名 受 する 権利 を 
行使 する こと が で きる よう に な る 。 


第 1 節 : 保護 措 壮 か ら 独立 し た 規定 
第 414-1 条 


有効 な 行為 を 行う に は 、 健 全 な 精神 状態 で な けれ ば な 
ら な い 。 こ の こと を 理由 に 無効 の 訴え を 起こ す 者 は 
行為 時 の 精神 障害 の 存在 を 証明 し な けれ ば な ら な い 。 


第 414-2 条 


生前 は 、 無 効 の 訴え は 関係 者 の み に 属 する 。 


6 生前 贈 生 と 遺 吉 以 外 の その 者 が し た 行為 は 
次 の 場合 に 限り 、 心神 店 失 を 理由 と し て 相続 人 ! こ 対 抗 で 
きる 。 人 精神 障害 の 証拠 が ある 場 

②) 関係 者 が 法 的 保護 を 受け て いた 間 に な され た 場合 
③) 死亡 前 に 保 佐 、 後 見 の 開始 、 家 族 の 更生 の 目的 で 訴 
え が 提 起 さ れ た 場合 、 閣 来 の 保護 の 委任 に 効果 が あっ 
た 場合 で ある 。 


無効 の 訴え は 、 第 2224 条 に 規定 され た 3$ 年 の 期間 に よっ 
て 消滅 する 。 


第 414-3 条 

精神 障害 の 影響 下 に ある と き に 他人 に 損害 を 芋 え た 者 
は 、 賠 償 の 義務 を 負わ な い 、。 
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第 2 節 : 保護 され る 成人 に 共通 する 規定 

第 41S 条 

満年齢 者 は 、 そ の 状態 また は 状況 に より 必要 と され る 


個人 お よび 財産 の 保護 を 、 本 タイ トル に 定め る 手続 き 
司 必 た が つく 及 は る 。 


この 保護 は 、 個 人 の 自由 、 基 本 的 権利 及び 人 の 尊厳 を 尊 
重 し て 定め られ 、 か つ 、 確 保 さ れる 。 


その 目的 は 、 被 保護 者 の 利益 で ある 。 こ の 保護 は 、 で 
きる 限り 被 保護 者 の 自治 を 促進 する も の で ある 。 


それ は 、 家 族 及び 公共 の 共同 体 の 義務 で ある 。 


後見 裁 鹿 官 及び 検察 記 は 、 そ の 管轄 区 域 に お ける 保護 措 
貴 の 全般 的 な 緊 を 行う 。 


彼ら は 、 ど の よう な 措 連 が 宣告 され 、 要 求 さ れ た と し 
て も 、 被 保護 者 及び 保護 要求 の 対象 で ある 者 を 訪問 し 、 
又は 訪問 させ る こと が で きる 。 


保護 担当 者 は 、 彼 ら の 召喚 に 応じ 、 彼 ら が 必要 と する 
あら ゆる 情報 を 彼ら に 伝え る 義務 が ある 。 


第 417 条 


後見 裁 鹿 官 は 、 保 護 を 委託 され た 者 に 対し て 差 止 命 信 を 
出し 、 従 わな か っ た 者 に 対し て は 民事 訴訟 法 に 定め る 
過料 を 科す こと が で きる 。 


後見 裁 刻 官 は 、 そ の 任務 を 遂行 する 上 で 特徴 的 な 失敗 が 
あっ た 場合 、 本 人 の 意見 を 聞き 、 ま た は 本 人 を 呼び 出 
し た 後 、 そ の 任務 を 免除 する こと が で きる 。 


また 、 同 じ 条 件 の も と 、 検 察 官 に 依頼 し て 、 第 50 条 . に 
規定 する リス ト の 人 ER の 3 
削除 する よう 求め る こと が で きる 。471-2 (社会 活動 ・ 
家庭 法 ) に 規定 され る 成年 保護 司 の 解任 を 求め る こと 
が "でき 上 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 418 条 


企業 経営 の ルー ル の 適用 を 妨げ る こと な く 、 和 被 保護 者 
の 死亡 は 保護 担当 者 の 使命 を 終了 させ る 。 


第 419 条 


成年 被 後見 人 保護 司法 書士 久 外 の 者 は 、 無 料 で 司法 保護 
処分 を 行う も の と する 。 た だ し 、 後 見 裁 鹿 札 ま た は 家 
族 会 議 が 構成 され て いる 場合 は 、 管 理 す る 財産 の 重要 性 
また は 措 連 の 行使 の 困難 性 に 応じ て 、 保 護 を 委託 きれ 
た 者 に 賠償 金 の 支払 い を 許可 する こと が で きる 。 そ の 
金額 を 設定 する 。 こ の 補償 金 は 被 保 護 者 に よっ て 支払 
われ る 。 


司法 保護 措 連 が 成人 の 保護 の た め の 司 法 代理 人 に よっ て 
行使 され る 場合 、 措 の 資金 は 、 そ の 資源 に 応じ て 、 
また 社会 活動 及び 家族 法 に 定め られ た 条件 に 従っ て 、 
被 保 護 者 が その 全部 又は 一 部 を 負担 する も の と され 

る 。 


措 首 の 資金 を 被 保護 者 が 全額 負担 で き な い 場合 、 公 的 機 
関 が 、 成 人 の 保護 に 関す る すべ て の 法定 代理 人 に 共通 
の 計算 方 法 に 従い 、 資 金 源 の 如何 に か か わら ず 、 措 潮 
の 実施 条件 を 考慮 し て 、 こ れ を 負担 する 。 こ れ ら の 方 
法 は 、 政 金 で 定め られ て いま す 。 


例外 的 に 、 裁 包 官 又は 家族 会 議 が 構成 され て いる 場合 に 
は 、 検 圭 詞 の 意見 を 聴取 し た 後 、 保 護 措置 が 要求 する 行 


為 又 は 一 連 の 行為 で あっ て 特に 長期 に わた る 又は 複雑 
な 勤 欠 さ を 伴う も の の 実施 の た め に 、 前 2 項 に 基づき 受 
償 し た 金額 が 明らか に 不 十 分 で ある こと が が 痢 明 し た 場 
合 に は 、 成 人 保護 の た め の 司 法 代理 人 に 追加 し て 手当 を 
充当 する こと が で きる 。 こ の 補償 は 、 被 保護 者 が 支払 
う も の と する 。 


特 来 の 保護 の 委任 は 、 別 段 の 定め が な い 限 り 、 無 償 で 行 
使 さ れる 。 


第 420 条 


420 条 成人 保護 の た め の 司 法 代 理 人 は 、 そ の 一 般 的 運 
6 め に 公 的 機関 が 法人 に え る 援助 又は 補助 に 従 っ 

、 い か な る 資格 又は いか な る 形式 に よっ て も 、 自 己 
の 担当 する 任務 と 下 接 は 間接 に 関連 する その 他 の 人 金 
銭 的 利益 又は 利益 を 受 句 し て は な ら な い 。 


彼ら は 、 後 見 裁 麟 札 の 認可 を 得 た 後に の み 、 被 保護 者 の 
相続 人 を 捜索 する 委任 状 を 発行 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 421 条 


司法 保護 措 資 の すべ て の 機関 は 、 そ の 機能 の 行使 に 際 
し て 犯し た 過失 か ら 生 じ た 損 害 に つい て 責任 を 負う 。 

た だ し 、 強 化 さ れ た 後見 の 場合 を 除き 、 保 佐 人 お よび 
代位 保 佐 人 は 、 詐 欺 ま た は 車 大 な 過 和 失 が あっ た 場合 に 
の み 、 そ の 援助 に よっ て 行わ れ た 行為 に つい て 南 任 を 


負う 。 


第 422 条 


損害 の 原因 と な っ た 過失 が 、 後 見 裁 羊 官 、 司 法 裁 半 所 の 
登記 業務 所 長 ま た は 書記 官 に よ る 保護 措 賀 の 組織 お よび 
運営 に あっ た 場合 、 被 保護 者 、 被 保護 者 また は その 相続 
人 が 起こ す 責 任 訴 訟 は 、 求 償 権 を 有する 国 を 被告 と し 
て 行わ れる 。 


損害 の 原因 と な っ た 過失 が 成人 の 保護 の た め の 司 法 代 
理 人 に よっ て 行わ れ た 場合 、 責 任 訴訟 は 、 後 者 また は 
償 選 請求 権 を 有する 国 に 対し て 行う こと が で き る 。 
第 423 条 

責任 追及 の 訴え は 、 た と え そ れ 以 降 も 管理 が 継続 され 
た と し て も 、 保護 処 分 の 終了 か ら S$ 年 以内 に 規定 され て 


いる 。 た だ し 、 後 見 制度 の 開始 に より 後見 が 終了 し た 
場合 に は 、 後 見 制度 の 終了 か ら 3$ 年 間 が 期限 と な る 。 


第 424 条 


閣 来 の 保護 代理 人 は 、 第 1992 条 に 規定 され た 条件 の も と 
で 、 そ の 委任 の 行使 に つい て 責任 を 負う 。 


本 号 第 2 章 の 第 6 節 の 規定 に 従っ て 権限 を 也 え られ た 者 


は 、 同 じ 条 件 の 下 で 、 自 分 に 七 え られ た 委任 状 の 行使 
に つい て 代理 人 に 対し て 責任 を 負う 。 


第 2 章 : 成人 の 法 的 保護 に 関す る 措 革 
第 1 節 : 総則 
第 42S 条 


Code civil - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


医学 的 に 確認 され た 精神 的 能力 また は 身体 的 能力 の い ず 
れ か の 障害 に より 、 自 己 の 利益 を 図る こと が で き な い 

者 は 、 こ の 章 に 規定 する 法 的 保護 の 措 帝 を 受け る こと 

が で きる 。 


別段 の 定め が な い 限 り 、 こ の 措 連 は 、 本 人 及び その 財 
産 的 利益 の 双方 を 保護 する こと を 目的 と する 。 た だ 
し 、 こ れ ら の 2 つの 任務 の うち 一 方 に 明示 的 に 限定 する 
こら が か で きる 。 


第 426 条 


第 426 条 被 保護 者 の 住居 及び これ に 備え られ た 家具 は 、 
それ が 本 宅 で ある か 副 宅 で ある か に か か わ ら ず 、 で き 
る 限り 長期 間 被 保護 者 の 自由 裁量 に 委ね られ る 。 


3. 第 1 項 に 掲げ る 財産 の 管理 権 は 、 不 安定 な 享有 契約 の 
み を 認め る も の で あり 、 そ の 契約 は 、 反 対 の 規定 又は 
条件 に も か か わら ず 、 和 被 保護 者 が その 住居 に 復帰 する 
と 頁 ち に 終了 す る 。 


3. 住 居 又 は 家具 に 関す る 権利 を 譲渡 、 解 約 又は 賃貸 借 の 
締結 に よっ て 処分 する こと が 必要 に な っ た 場合 又は 被 
保護 者 の 利益 に な る 場合 に は 、 そ の 行為 は 、 裁 講 官 又は 
家 放 会 議 が 設置 さ れ て いる 場合 に は その 会 議 に よっ て 
認め られ る が 、 人 不動 産 の 性 質 が 要求 する 手続 を 害する 
生生 当 訪 行為 の 目的 が 聞 設 に お ける 当該 者 の 

受け 入れ で ある 場合 、 当 該 施 設 に 地位 や 雇用 を 持た な 
い 人 人 の の 見 が 必要 と され る 。 い か な る 場合 に 
お いて も 、 記 念 品 、 個 人 的 な 性 質 の も の 、 障 害 者 に 必要 
な も の 、 病 人 の 世話 を する た め の も の は 、 関 係 者 が 収 
容 さ れ て いる 施設 の 世話 に よっ て 必要 で あれ ば 、 関 係 
者 の 自由 裁量 で 保管 され る 。 


第 427 条 


3 保護 措 帝 の 責任 者 は 、 措 帝 が 宜 告 され る 前 に 被 保護 者 
PR 

。 ま た 、 公 的 資金 を 受 額 する 権限 を 有する 新た な 施 
設 て 別 の 口座 また は 通帳 を 開設 する こと は で き な 
10 


但し 、 後 見 裁 鹿 官 又は 家族 会 議 が 設 連 さ れ て いる 場 
は 、 被 保護 者 の 利益 の た め 2 
護 者 に これ を 許可 する こと が で きる 。 


3. 裁 剤 互 又は 家族 会 議 が 構成 され て いる 場合 に お いて 必 
要 と 認め た と き は 、 保 護 担当 者 は 、 被 保護 介 2 
座 を Caisse des dep6ts et consignations (に 開設 する 。 


被 保 護 者 が 口座 又は 通帳 を 有 し な い 場 合 に は 、 保 護 措 朱 
担当 者 は 、 被 保護 者 の た め まあ 


3. 被 保護 者 の 名 に お いて 、 及 び 被 保護 者 に 代わ っ て 行う 
回 収 、 支 払 並び に 資産 管理 の 銀行 業務 は 、 専 ら 被 保護 
者 の 名 に お いて 開設 し た 口座 を 通じ て 行わ れる も の と 
する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

第 10 条 被 保護 者 に 属す る 資金 及び 有価 証券 に より 生じ 
た 果実 、 収 益 及 び キ ャ ビタ ル ゲ イン は 、 排 他 的 に 被 保 
護 者 に 帰属 す る 。 


被 保護 者 が 小切手 の 発行 を 禁止 され た 場合 で あっ て 

も 、 保 護 措 費 の 担当 者 は 、 裁 羊 官 又は 家族 会 議 が 構成 さ 
れ て いる と き は その 許可 を 得 て 、 被 保護 者 の 有する 唱 
座 を 自己 の 著名 に より 操作 し 、 か つ 、 す べ て の 通常 の 
支払 手段 を 自己 の 自由 に 利用 する こと が で き る 。 


第 2 節 : 司法 措 費 に 共通 する 規定 
第 428 条 


司法 上 の 保護 措 連 は 、 必 要 な 場合 に 限り 、 か つ 、 関 係 者 
が 締結 し た 閣 来 の 保護 委任 の 履行 、 代 理 に 関す る 慣習 法 
の 規則 、 配 偶 者 の それ ぞ れ の 権利 お よび 義務 に 関す る 

規則 、 夫 婦 財 産 制 の 規則 、 特 に 第 217 条 、 第 219 条 、 第 

1426 条 お よび 第 1429 条 に 規定 する 規則 の 適用 、 ま た は 他 
の より 制限 の 少な い 保 護 措 連 に よっ て 、 そ の 者 の 利益 

を 十分 に 提供 で き な い 場合 に 、 裁 鹿 窟 に よっ て 命じ ら 

れる 。 


その 措 帝 は 、 関係 者 の 個人 的 能力 の 変更 の 程度 に 応じ 
て 、 比 例 的 か つ 個 別 的 で ある 。 


第 429 条 


司法 保護 措 紳 は 、 独 立 し た 未成 年 者 に 対し て も 、 洪 年齢 
の 者 に 対し て も 行う こと が で きる 。 


独立 し た 未成 年 者 の 場合 、 申 請 は 、 そ の 未成 年 者 の 最後 
の 年 に 提出 され 、 裁 鹿 を 受け る こと が で きる 。 

し か し 、 司法 保護 措 帝 は 、 そ の 成年 の 日 まで 効力 を 生 
な \ 


第 430 条 


保護 措 資 の 開始 の 申請 は 、 要 保護 者 、 場 合 に よっ て は 配 
偶 者 、 民 事 連 帯 協定 を 結ん だ 相手 、 同 棲 相手 (同棲 を 解 
消し て いな い 場 合 ) 、 親 族 、 同 盟 者 、 成 年 者 と 密接 か つ 
安定 し た 関係 に ある 者 、 ま た は その 者 に 関し て 法 的 保 
護 措 間 を 行使 する 者 が 裁 鹿 所 に 行う こと が で き る 。 


また 、 検 察 巨 が 職権 で 、 ま た は 第 三 者 の 要請 に より 提 
出す る こと も で きる 。 


第 431 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

請求 に は 、 不 許可 事由 が ある 場合 、 検 宗 紀 が 作成 し た リ 
スト か ら 選 ば れ た 医師 が 作成 し た 詳細 な 証明 書 が 添付 
され ます 。 こ の 医師 は 、 保 護 さ れる 人 物 を 治療 する 医 
師 の 意見 を 求め る こと が で きま す 。 


この 証明 書 の 発行 費用 は 、 国 家 評 議会 の 政信 で 定め られ 


ます 。 


第 430 条 第 1 項 に 掲げ る 滴 年 齢 者 の 親族 以外 の 者 か ら 検 
に 照会 が あっ た 場合 、 後 見 裁 鹿 官 に 送付 する 請求 書 
こ は 、 不 許可 を 覚悟 で 、 こ の 者 が 入手 で き る 妥 保 護 者 

4 (経済 状況 お よび その 自律 性 の 評価 な ら び 

に 、 場 合 に よっ て は 、 そ の 者 と 共に 行わ れる 個人 向け 
3 も 記載 し な けれ ば な ら な い 。 情 報 
収集 の 性 質 と 方 法 は 、 規 則 に よっ て 定義 され て いま 
す 。 検察 記 は 、 案 件 を 照会 し た 第 三 者 に 追加 情報 を 要求 
まる の こと の で きま す 。 


第 432 条 


6 障 取 され た 者 また は \ び 出さ れ た 者 と 共 
、 痢 決 を 下す 。 関係 者 は 、 弁 護 士 ま た は 裁 麟 官 の 同意 
得 て 、 本 人 の 選択 する 他 の 者 を 同伴 する こと が で き 

了 


た だ し 、 裁 鹿 官 は 、 特 別に 理由 の ある 決定 お よび 第 431 
条 で 言及 され た リス ト に 登録 され た 医師 の 助 斉 に よ 
り 、 当 事 者 の 健康 を 害する 可能 性 が ある 場合 ei 

2 生還 

審理 を 進め る 必要 が な いこ と を 決定 する こと が で き 

る 。 


第 3 節 : 法 的 保護 
第 433 条 


裁 鹿 互 は 、 第 425 条 に 規定 され た 理由 の 1 つ に より 、 特 定 
の 行為 を 行う た め に 一 時 的 な 法 的 保護 また は 代理 を 必 


要 と する 者 を 司法 保護 下 に 童 く こと が で きる 。 


この 措 費 は 、 保 佐 人 また は 家庭 教師 の 手続 き に お い 
て 、 裁 羊 官 が 手続 き 期 間 中 、 宣 告 す る こと も で きる 。 


第 432 条 に か か わら ず 、 累 急 の 場合 、 裁 羊 札 は 本 人 の 意 
見 を 聞く こと な く 痢 決 を 下す こと が で きる 。 こ の 場 
合 、 裁 刻 記 は で きる だ け 早 く 本 人 の 聴取 を 行う 。 た だ 
し 、 医 師 の 助 斉 に より 、 聴 取 が 本 人 の 健康 を 害する 可能 
性 が ある 場合 、 ま た は 本 人 が 自分 の 希望 を 迷 べ る こと 
が で き な い 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 


第 434 条 


正義 の 保護 は 、 第 50 条 に 規定 され た 条件 下 で 検察 官 に 行 
われ る 宣言 に よっ て も も た ら さ れる 。 公 箇 衛 生 法 第 
3211 条 の 6 に 規定 され た 条件 下 で 検察 紀 に 申告 する こと 
に よっ て も 、 正 義 の 保護 が 得 ら れる 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


第 43S 条 


才 世 所 の 保護 下 に 薄 か れ た 者 は 、 そ の 権利 の 行使 を 保持 
する 。 し か し 、 そ の 者 は 、 無 効 を 覚悟 で 、 第 437 条 に 
従っ て 代理 決定 者 が 選任 され た 行為 を 行う こと は で き 
な い 。 


措 交 期 間 中 に 本 人 が 行っ た 行為 と 締結 し た 約束 は 、 第 


414-1 条 に 基づき 無効 と され うる が 、 単 純 な 病変 の 場合 
は 取り 消さ れ 、 過 各 | の 場合 は 減額 され る こと が ある 。 

裁 鹿 所 は 、 特 に 取引 の 有用 性 ・ 無 益 性 、 被 保護 者 の 資産 
の 大 き さ ・ 整 合 性 、 契 約 し た 者 の 善意 ・ 趣 意 を 考慮 す 

る 。 


3. 無 効 、 取 消し 又は 減殺 の 訴え は 、 被 保護 者 及び その 死 
後 は その 相続 人 に の み 帰 属す る 。 ま た 、 第 2224 条 に 規 
定 さ れ て いる 3$ 年 の 期間 に よっ て 消滅 する 。 


第 436 条 


被 保護 者 が 自己 の 財産 の 管理 を 他人 に 委託 し た 委任 状 
は 、 後 見 裁 記 官 、 委 任 者 の 聴取 また は 呼び 出し に よっ 
て 取り 消さ れる か 停止 され な い 限 り 、 司 法 保護 期間 中 
も 効力 を 有 し 続け る 。 


委任 状 が な い 場 合 、 業 務 管 理 の 規則 が 適用 され る 。 


保 佐 人 又は 後見 人 の 開始 を 請求 する 権利 を 有する 者 は 、 
被 保護 者 の 資産 の 保全 に 不可 欠 な 保護 行為 を 、 そ の 忠 急 
性 と 保護 措 資 の 開始 の 両方 を 認識 し た 時 点 で 胡 ち に 実行 
する 義務 を 負う 。 同 じ 規 定 が 、 保 護 下 に 薄 か れ た 者 を 

収容 する 個人 また は 施設 に も 適用 され る 。 


第 437 条 


第 436 条 で 定義 され た 場合 以外 に 行動 する 理由 が ある 場 
合 、 利 害 関係 者 は 裁 記 記 に 対し て 通知 を 行う こと が で 
きる 。 


第 445 条 及 び 第 448 条 か ら 第 451 条 に 定め る 条件 及び 手 
続 に 従っ て 、 裁 講 官 は 、 被 保護 者 の 資産 の 管理 に よっ 
て 必要 と な る 1 つ 叉 は 複数 の 特定 の 行為 (処分 も 含む ) 
を 行う た め に 特別 代理 人 を 選任 する こと が で きる 。 委 
任 者 は 、 特 に 第 435$ 条 に 規定 する 行為 を 遂行 する 任務 を 
基 えら れる こと が ある 。 


代理 決定 者 は 、 第 510 条 か ら 第 515 条 に 定め る 条件 の 下 
で 、 和 被 保護 者 及び 裁 鹿 札 に 対し て その 任務 の 遂行 に つ 
いて 報告 する こと が 要求 され る 。 


第 438 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


代理 決定 者 は 、 第 457 条 第 1 項 な いし 第 463 条 に 基づき 、 
被 保護 者 を 保護 する 任務 を 委任 され る こと も ある 。 


第 439 条 


失効 の 禄 則 の 下 、 司 法 保護 措 曹 は 1 年 を 超え る こと は で 
きず 、 第 442 条 第 4 段落 に 定め る 条件 の 下 で 1 回 更新 可能 
で ある 。 


正義 の 保護 措置 が 第 433 条 の 適用 に より 宣告 され た 場 
合 、 一 時 的 な 保護 の 必要 性 が な く なれ ば 、 裁 半 記 は い 
つ で も その 終了 を 命ずる こと が で きる 。 


司法 保護 が 第 434 条 の 適用 に より 開始 され た 場合 、 一 時 
的 な 保護 の 必要 が な く な れ ば 、 検 宗 紀 に 行う 宣言 に よ 
り 、 ま た は 検察 官 の 決定 に より 医療 宣 訓 を 打ち 消す こ 
と に より 、 終 了 す る こと が で きる 。 


いずれ の 場合 も 、 釈 放 、 中 止 の 宜 詩 また は 医学 的 家斉 の 
抹消 が な い 場 合 、 司 法 保護 は 、 期 限 の 満了 また は 命じ ら 
れ た 行為 の 完了 後に 終了 する 。 ま た 、 新 た な 法 的 保護 措 
走 の 発効 日 以降 の 保 佐 ・ 後 見 措 次 の 開始 に よっ て も 終了 
する 。 


第 4 節 : 保 佐 と 後見 
第 440 条 


自分 で 行動 する こと が で き な い に も か か わら ず 、 第 423 
条 に 規定 され た いずれ か の 理由 に より 、 市 民生 活 の 重 
要 な 行為 に つい て 継続 的 に 援助 また は 管理 され る こと 
を 必要 と する 者 は 、 被 保 佐 人 に な る こと が で き る 。 


保 佐 人 は 、 司 法 に よ る 保護 で は 十分 な 保護 が 確保 で き 
な いこ と が 証明 され た 場合 に の み 宣 告 さ れる 。 


第 10 条 第 425 条 に 規定 する 理由 の 1 つ に より 、 市 民生 活 
の 行為 に お いて 絶 続 的 に 代表 され な けれ ば な ら な い 者 
は 、 家 庭 教師 の 下 に 連 く こと が で きる 。 


後見 を 認め られ た 者 は 、 法 的 保護 も 後見 も 十分 な 保護 を 
提供 で き な い こと が 証明 され た 場合 に の み 、 後 見 に 付 


する こと が で きる 。 


第 1 小節 措 世 の 期間 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 441 条 


裁 鹿 札 は 、 措 加 の 期間 を 決定 する も の と し 、$ 年 を 超え 
る こと (は で きだ な い 。 


後見 制度 を 宣告 し た 裁 剤 記 は 、 第 431 条 に 記載 され た リ 
スト に 登録 され た 医師 の 助 計 に より 、 第 425 条 に 記載 さ 
れ た 関係 者 の 人 格 的 能力 の 変化 が 、 得 られ た 科学 の デー 
タタ に 従っ て 明らか に 改善 する 見 込み が な いこ と に 注目 
し 、 特 別に 理由 を つけ た 決定 に よっ て 、10 年 を 超え な 
い 男 囲 で より 長い 期間 を 定め る こと が で きる 。 


第 442 条 


萩 記 官 は 、 同 じ 期 間 の 措 帝 を 更新 する こと が で きる 。 


た だ し 、 第 425 条 で 述 べた 関係 者 の 人 格 的 能力 の 障害 

が 、 科 学 的 知識 に よっ て 明らか に 改善 する 見 込み が な 
い 場 合 、 裁 詩 官 は 、 特 別に 理由 の ある 決定 と 第 431 条 で 
言及 し た リス ト に ある 医師 の 助言 に より 、20 年 を 超え 
な い 男 囲 で 決定 し た 長い 期間 、 措 連 を 更新 する こと が 
2 の 


攻 間 官 は 、 保 護 措 首 の 責任 者 の 意見 を 聴取 し た 後 、 い つ 
で も 、 措 賞 を 終了 させ 、 こ れ を 変更 し 、 ま た は 本 号 に 
規定 する 他 の 措 連 に 代え る こと が で きる 。 


裁 記 官 は 職権 で 、 ま た は 第 430 条 に 記載 され た 者 の 1 人 
の 要求 で 、 診断 書 に 基づき 、 第 432 条 に 定め られ た 条件 
に 従っ て 決定 する こと が で きる 。 た だ し 、 裁 講 互 は 、 
第 430 条 お よび 第 431 条 に 従っ て その 周 の 要請 を 受け た 
場合 に の み 、 当 該 者 の 保護 を 拡大 する こと が で きる 。 


第 443 条 


措 帝 は 、 更 新 が な い 場 合 、 定 め ら れ た 期限 が 満了 し た 
場合 、 釈 放 の 半 決 が 確定 し た 場合 、 ま た は 関係 者 が 死亡 
し た 場合 に 終了 する 。 


3. 第 3 条 及び 第 15 条 を 害する こと な く 、 裁 閉 記 は 、 被 
保護 者 が 国 の 領域 外 に 居住 する 場合 に お いて 、 その 距 
本 に よっ て 措 交 の 臣 視 及び 管理 を 妨げ る と き は 、 そ の 
措 資 を 終了 させ る こと も で きる 。 


第 2 節 措 革 の 公表 

第 444 条 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


保 佐 また は 後見 の 開始 、 変 更 ま た は 終了 の 世 決 は 、 民 事 
訴訟 法 の 定め る 手続 に 従い 、 被 保護 者 の 出生 証明 書 の 余 


白 に その 記載 が な され て か ら 2 ヶ 月 以内 に 限り 、 第 三 者 
に 対し て 請求 する こと が で きる 。 


た だ し 、 そ の よう な 記載 が な い 場 合 で あっ て も 、 個 人 
的 に 知っ て いる 第 三 者 に 対し て 、 設定 する こと が で き 
る 。 


第 3 小節 保護 団体 
第 44S 条 


第 10 条 未成 年 者 の 保護 に 関す る 権利 は 、 未 成年 者 の 財 
産 を 保護 する 権利 を 有する 。 た だ し 、 第 397 条 に よっ て 
家族 会 議 に 世 え られ た 権限 は 、 こ の 機関 の 構成 が な い 
場合 、 裁 鹿 記 に よっ て 行使 され る 。 


医療 従事 者 、 楽 学 従事 者 、 お よび 医療 補助 者 は 、 患 者 に 
対し て 保 佐 人 また は 後見 人 を 行使 する こと は で き な 
Ya 

信託 契約 に よっ て 指定 され た 受託 者 は 、 設 定 者 に 関し 


て 保 佐 人 また は 補助 人 の 職 を 行使 する こと が で き な 
い 。 


第 1 項 : 学芸 員 お よび 家庭 教師 
第 446 条 


被 保護 者 の た め に 、 本 項 に 規定 する 条件 の 下 で 、 か つ 


家族 会 議 が 構成 され て いる 場合 に は その 権限 に し た 
が っ て 、 保 佐 人 また は 後見 人 を 選任 する も の と する 。 


第 447 条 


保 佐 人 また は 家庭 教師 は 、 裁 記 鹿 に よっ て 任命 され 
る 。 


裁 麟 官 は 、 被 保護 者 の 状況 、 関 係 者 の 能力 及び 管理 すべ 
き 財 産 の 規模 を 考慮 し て 、 数 人 の 保 佐 人 又は 数 人 の 家庭 
教師 を 選任 し 、 共 同 し て 保護 措 帝 を 行わ せる こと が で 
きる 。 各 保 佐 人 又は 家庭 教師 は 、 第 三 者 に つい て 、 他 の 
者 か ら 、 家 庭 教 師 が 権限 を 必要 と し な い 行 為 を 単独 で 行 
う 権限 を 受け た も の と みな され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 
第 10 条 才 記 官 は 、 保 護 処分 に つい て 、 人 の 保護 に 責任 
を 負う 保 佐 人 また は 後見 人 と 財産 の 管理 に 責任 を 負う 保 
人 は 後見 人 と に 分 割 す る こと が で きる 。 裁 半 官 

、 特 定 の 財産 の 管理 を 副 保 佐 人 また は 後見 人 に 委託 す 
と が で きま す 。 


前 項 の 規定 に より 指定 され た 者 は 、 裁 半 官 が 別段 の 定 
9 を 除い て は 、 そ れ ぞ れ 独 立 し て お り 、 互 
に 責任 を 負う こと は な い 。 た だ し 、 こ れ ら の 者 は 

和 間 の 決定 を 相互 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


第 448 条 


被 保護 者 が 保 佐 人 また は 後見 人 と な っ た 場合 に 、 そ の 
者 が 1 人 また は 数 人 の 者 を 指名 する こと は 、 指 名 され た 
者 が その 任務 を 拒 合 し 、 ま た は 遂行 する こと が で き な 
い 場 合 、 ま た は 被 保 護 者 の 利益 の た め に その 者 を 排除 
する こと か 必要 な 場合 を 除き 、 裁 鹿 官 を 拘束 する 。 困 
難 な 場 合 は 、 裁 麟 巨 が 決定 する 。 


被 保 佐 人 又は 家庭 教師 の 措 連 を 受け て いな い 父 母 又は 最 
後に 生存 する 父 及 び 母 が 、 未 成年 の 子 に 対し て 親権 を 行 
使 し 、 又 は 成人 の 子 の 物心 両面 の 世話 を 引き 受け 、 自 己 
が 死亡 し た 日 又は 引き 続き 当該 者 の 世話 を する こと が 
で き な く な っ た 日 か ら 、1 人 又は 数 人 の 者 を 保 佐 人 又は 
家庭 教師 の 任務 を 行う 者 に 指定 する 場合 も 同様 で ある 。 


第 449 条 


第 448 条 に 基づく 任命 が な い 場 合 、 裁 麟 官 は 、 被 保護 者 
の 配偶 者 、 民 事 連帯 協定 を 締結 し た パー トナ ー ま た は 
その 同棲 相手 を 保 佐 人 また は 家庭 教師 に 任命 する 。 た 
だ し 、 同 棲 が 終了 し た 場合 また は その 他 の 理由 で その 
措 敬 を 委託 する こと が で き な い 場合 は この 限り で は な 
い 。 


前 項 の 規定 に よる 指名 が な い 場 合 に お いて 、 最 後 の 留 
保 に 従う と き は 、 裁 鹿 訪 は 、 親 族 、 同 盟 者 又は 被 保護 
成人 と 同居 し 、 若 し く は 密接 か つ 安 定 し た 関係 に ある 
者 を 指名 し な けれ ば な ら な い 。 


3. 吉 齋 官 は 、 被 保護 成人 の 表明 し た 感情 、 被 保護 成人 の 
通常 の 関係 、 被 保護 者 に 対す る 関心 及び 被 保護 成 人 の 


父母 、 親族 及び 友人 に よる 推 茶 を 考慮 し な けれ ば な ら 
な い 。 


第 4S0 条 


家族 また は 近親 者 が 保 佐 人 また は 後見 人 と な る こと が 
で き な い 場合 、 裁 鹿 訪 は 第 50 条 に 規定 する リス ト に 登 
録 され た 成人 の 保護 ASH ジー 
471-2 
に 登録 され た 成年 者 保護 の た め の 司 法 代理 人 を 選任 す 
る 。 こ の 代理 人 は 、 被 保護 者 の 利益 に な る 緊急 の 行為 、 
特に 被 保護 者 の 財産 を 保全 する た め に 不可 欠 な 保全 行為 
を 拒 合 する こと は で き な い 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 4S1 条 


医療 施設 また は 社会 的 も し く は 医療 社会 的 施設 に 収容 ま 
た は 介護 され て いる 者 の 利益 が 正当 化 さ れる 場合 

者 互 は 、 第 50 条 1? ま た は 3? の 条件 - 基 づい て 成人 の 保護 
の た め の 法 定 代理 人 の リス ト に 登録 され て いる 施設 の 
責任 者 また は サー ビス を 、 保 佐 人 また は 保護 者 と し て 
指定 する こと が で き る 。471-2 (社会 活動 ・ 家 族 法典 ) 
の 1? ま た は 3? の 条件 に より 、 成 年 保護 の た め の 法 定 代 理 
人 リス ト に 登録 され た 施設 の 責任 者 また は サー ビス 担 
当 者 が 、 コ ン セ イ ユ ・ デ タ に ある 法人 金 で 定め られ た 条 
件 の も と で 、 そ の 職務 を 遂行 する も の と する 。 


マン ダ タ リー に 託さ れ た 使命 は 、 裁 刻 官 が 列 段 の 決定 


を し な い 限 り 、 人 の 保護 に 及ぶ 。 


第 4S2 条 


保 佐 人 お よび 後見 人 は 、 個 人 的 な 任務 で ある 。 


た だ し 、 保 佐 人 お よび 後見 人 は 、 自 ら の 責任 に お い 
て 、 一 定 の 行為 を 行う た め に 、 法 的 保護 の 措 加 を 受け 
て いな い 満 年 齢 の 第 三 者 の 協力 を 得る こと が で き 、 そ 
の 一 覧 は 国家 評議 会 の 政信 で 定め られ て いる 。 


第 4S3 条 


何人 も 3 年 を 超え て 後見 人 また は 家庭 教師 を 維持 する 義 
務 は な い 。 た だ し 、 配 偶 者 、 市 民 連 淀 協定 の パー ト 
ナー、 関 係 者 の 子供 、 お よび 成人 の 保護 の た め の 法 定 代 
理 人 は 例外 で ある 。 


第 2 項 : 代位 保 佐 人 、 代 位 後見 人 
第 4S4 条 
裁 剤 記 は 、 必 要 と 計 断 し た 場合 、 家 族 会 議 が 構成 され て 


いれ ば その 権限 に 従い 、 代 理保 佐 人 また は 代理 家庭 教師 
を 任命 する こと が で きま す 。 


保 佐 人 また は 家庭 教師 が 被 保護 者 の 一 方 の 支部 の 親族 ま 
= は 同 盟 者 で ある 場合 、 代 仁保 佐 人 また は 代位 家庭 教師 


は 、 で きる 限り 他方 の 支部 か ら 選 ば れる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
2 
能 を 引き 受け る こと が で き な い 場合 、 第 50 条 . に 規定 す 
る リス ト に 登録 され て いる 成人 の 保護 ES 
理 人 が 、 代 仁保 佐 人 また は 代位 家庭 教師 の 機能 を 引き 受 
ける こと が で きる 。 

471-2 に 規定 され た 成年 保護 司 を 任命 する こと が で きま 
9 


0 た 1202 

| その 職務 の 遂行 盾 0S 
こ は 選 滞 な く 裁 鹿 互 に 報告 し 、 3 っ た 場 

被 保 護 者 に 対し て 責任 を 負う も の と する 。 


3. 被 保護 者 の 利益 が 保護 者 又は 家庭 教師 の 利益 と 0 

る と き 、 又 は 一 方 若しくは 他方 が その 任務 の 制限 に 

り 被 保護 者 を 援助 し 、 若 し く は 代理 する こ が で まな 

本 代位 保護 者 又は 代位 家庭 教師 は 、 同 
、 被 保護 者 を 援助 し 、 間 介 P 

和 


邊 保護 備 者 は 、 保 佐 人 また は 家庭 教師 が 行う 重大 な 行為 の 
前 に 、 保 佐 人 また は 家庭 教師 か ら 情 報 を 紀 え られ 、 相 談 
され る 。 


代位 保 佐 人 また は 代位 家庭 教師 の 職 は 、 保 佐 人 また は 家 
庭 教師 の 職 と 同時 に 終了 する 。 


し か し 、 代 位 され た 保 佐 人 又は 代位 され た 家庭 教師 

は 、 被 保護 者 に 対し て 責任 を 負う こと を 条件 と し て 、 
保 佐 人 又は 家庭 教師 が その 職務 を 停止 し た 場合 に は 、 そ 
の 者 を 補充 させ る こと が 要求 され ます 。 


第 3 項 : 臨時 の 保 佐 人 と 臨時 の 後見 人 
第 4SS 条 


代位 保 佐 人 また は 代位 後見 人 が いな い 場 合 、 行 為 ま た は 
ー 連 の 行為 の 際 に 、 被 保護 者 の 利益 と 対立 する 、 ま た は 
任務 の 制限 の た め に 被 保護 者 の た め に 援助 また は 行動 
で き な い 保 佐 人 また は 後見 人 は 、 裁 諸 官 また は 家族 会 
が 構成 され て いる 場合 に は その 者 に よっ て 任命 され た 
臨時 の 保 佐 人 また は 後見 人 を 持つ 。 


この 指名 は 、 検 宗 官 、 利 害 関係 者 また は 職権 に よ る 要請 
に よ つ て で も 有 条 う ざと が で きる 


第 4 項 : 家庭 教師 が いる 成人 の 家族 会 議 

第 4S6 条 

才 剤 記 は 、 本 人 の 保護 また は 財産 の 整合 性 の 必要 性 か ら 
正当 化 さ れ 、 か つ 本 人 の 家族 お よび 側近 の 構成 が 許す 


場合 に は 、 家 族 会 議 に よる 後見 を 組織 する こと が で き 
る 。 


裁 剤 訪 は 、 被 保護 者 が 表明 し た 感情 、 普 段 の 関係 、 本 人 
に 対す る 関心 、 両 親 や 親族 、 周 胃 の 人 々 か ら の 推 共 を 考 


慮 し て 、 家 族 会 議 の メン バー を 選任 する 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


家庭 裁 記 所 は 、 第 446 条 か ら 第 45$ 条 に 基づき 、 家 庭 教 
師 、 代 用 家庭 教師 、 場 合 に よっ て は 了 臨時 の 家庭 教師 を 任 
命 する 。 


第 398 条 、 第 399 条 第 4 項 、 第 401 条 第 1 項 に 規定 する も の 
を 除き 、 未 成年 者 の 家族 会 議 に つい て 定め られ た 規則 
が 適用 され る 。 第 402 条 第 3 項 の 適用 に つい て は 、 被 保護 
成人 が 訴え を 提起 する 場合 、 保 護 措 連 が 終了 し た 日 か ら 
期限 が 到来 する 。 


第 47 条 


家族 会 議 が 家庭 教師 また は 代位 家庭 教師 と し て 成年 保護 
の た め の 司 法 書 士 を 任命 し て いる 場合 、 裁 刻 札 は 家族 会 
議 に 出席 せ ず に 会 議 を 開き 、 番 議 す る こと を 許可 する 

こと が で きる 。 家 族 会 議 で は 、 家 庭 教師 お よび 代位 公 

認 の 家庭 教師 を 除い て 、 そ の メン バー の 中 か ら 議 長 お 

よび 書記 を 選任 する 。 


家族 会 議 の 議長 は 、 各 会 議 の 議題 を 事前 に 裁 鹿 官 に 送り 
ます 。 


家族 会 議 の 決定 は 、 民 事 訴訟 法 に 定め る 条件 の 下 で 、 裁 
鹿 官 の 反対 が な い 場 合 に の み 効 力 を 生じ ます 。 


会 長 は 、 裁 鹿 札 に 紀 えら れ て いる 家族 会 議 の 招集 、 会 議 
お よび 審議 の 権限 を 行使 する 。 た だ し 、 裁 記 官 は 、 い 
つ で も 、 自 己 の 議長 の 下 に 家族 会 議 を 招集 する こと が 
で きる 。 


本 保 佐 人 お よび 家庭 教師 の 人 の 保護 に 対す る 


人 の 保護 
第 4S7-1 条 


被 保護 者 は 、 自 己 の 状態 に 適合 し た 手続 に 従い 、 か つ 、 
第 三 者 が 法律 上 提供 する こと を 要求 され て いる 情報 を 
害する こと な く 、 自 己 の 個人 的 状況 、 関 係 する 行為 、 そ 
の 有用 性 、 忠 急性 の 程度 、 そ の 効果 及び 自己 が 拒否 し た 
場合 の 結果 に 関す る すべ て の 情報 を 保護 責任 者 か ら 受 
領 す る も の と する 。 


第 4S8 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 458 条 法律 で 定め る 特別 の 規定 に 従っ て 、 そ の 性 質 が 
厳密 に 個人 の 同意 を 意味 する 行為 の 遂行 は 、 被 保護 者 の 
援助 双 は 代理 を 生じ させ る こと は な い 。 


子 の 出生 の 宣言 、 そ の 認知 、 子 の 個人 に 関す る 親権 者 の 
行為 、 子 の 民 名 の 選択 又は 変更 の 宣言 、 自 己 又は 子 の 養 
子 縁組 に え る 同意 は 、 歳 格 に 個人 的 な も の と みな さ 


れる 。 
第 4S9 条 


第 458 条 に 規定 する 場合 を 除く ほか 、 和 被 保護 者 は 、 そ の 
状態 が 許す 限り 、 単独 で その 身上 に 関す る 決定 を 行 
う 。 


被 保 護 者 の 状態 が 、 情 報 に 基づい た 個人 的 な 決定 を 自ら 
行う こと を 許さ な い 場 合 、 裁 麟 官 又は 家族 会 議 が 構成 さ 
れ て いる と き は 、 そ の 者 は 、 自 己 に 関す る すべ て の 行 
為 又は 自己 が 列挙 する 行為 に つい て 、 そ の 保護 に つい 
て 責任 を 負う 者 の 援助 か ら 利益 を 受け る も の と する こ 
と を 定め る こと が で きる 。 こ の 援助 が 十分 で な い 場 
合 、 裁 鹿 所 は 、 家 族 の リハ ビリ テー ショ ン の 写 告 又は 
後見 措 曽 の 開始 の 後 、 必 要 が あれ ば 、 そ の リハ ビリ 
テー ショ ン 又 は 措 薄 の 責任 者 に 対し 、 本 人 の 身体 の 完全 
性 を 著しく 害する 効果 を 有する 行為 を 含め 、 当 該 本 人 
の 代理 を する 権限 を 付 紀 する こと が で きる 。3. 叱 急 の 場 
合 を 除く 外 、 被 保護 者 及び その 保護 担当 者 の 間 に 意 見 の 
相違 が ある と き は 、 裁 鹿 互 は 、 その 者 の 請求 に より 又 
は 職権 で 、 一 方 又は 他方 に 決定 を 行う こと を 認 め る も 
の と する 。 


但し 、 率 意 の 場合 を 除く ほか 、 成 年 被 保護 者 の 保護 責任 
者 は 、 裁 鹿 官 又は 家族 会 議 が 設 次 さ れ て いる 場合 に は 
その 許可 を 得 な けれ ば 、 和 被 保護 者 の プラ イバシー を 著 
し く 侵 害する よう な 決定 を する こと が で き な い 。 


3. 成年 被 後見 人 の 保護 に 責任 を 負う 者 は 、 自 己 の 行動 が 
関係 者 に 及ぼ す 危 険 を な くす た め に 厳密 に 必要 と され 
る 保護 措 帝 を と る こと が で きる 。 


その 者 は 、 裁 鹿 札 ま た は 家族 会 議 が 構成 され て いる 場 
合 に は 、 選 滞 な くそ の 周 を 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


第 4S9-1 条 


本 款 の 適用 は 、 法 定 代理 人 の 介入 を 規定 する 公衆 衛生 法 
お よび 人 社会 活動 ・ 家 族 法 が 定め る 特定 の 規定 を 逸脱 する 
効力 を 有 し な い 。 


た だ し 、 第 4$1 条 に 規定 され た 条件 下 で 、 措 賀 が 保健 施 
設 ま た は 社会 的 も し く は 医療 的 社会 的 施設 を 担当 する 個 
公 ま だ は サー ビス に 委 託 され 、 この 個人 また ば サー ビ 

ス が 第 459 条 の 第 3 項 に 従っ て 裁 麟 互 また は 家族 会 議 の 承 
訳 を 必要 と する 決定 を 下す か 、 ま た は 公 箇 衛 生 法 が 坊 

首 官 の 介入 を 規定 する 任務 また は 行 為 を 被 保護 者 の 利益 
の た め に 実行 し な けれ ば な ら な い 場 合 、 こ の 個人 また 

は サー ビス は 、 裁 麟 官 の 介入 の た め に 公衆 衛生 法 の 規 

定 す る 任務 を 実行 する 。 後 者 は 、 利 害 の 対立 が ある と 

判断 し た 場合 、 代 位 保 佐 人 また は 代位 家庭 教師 が 任命 さ 
れ て いれ ば その 者 に 、 そ う で な けれ ば 了 臨時 の 保 佐 人 ま 

た は 家庭 教師 に 任務 を 委任 する こと を 決定 する こと が 

で きる 。 


第 4S9-2 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 459 条 被 保護 者 は 、 そ の 居住 地 を 選定 する 。 


本 人 は 、 親 族 で ある か 合 か を 問わ ず 、 い か な る 第 三 者 
と も 自由 に 個人 的 関係 を 維持 する こと が で きる 。 被 保 
護 者 は 、 第 三 者 の 訪問 を 受け 、 及 び 必 要 な 場合 に は 、 そ 


の 者 に 便 家 を 供 さ れる 権利 を 有する 。 


困難 な 場合 は 、 裁 刻 記 ま た は 家族 会 議 が 構成 され て い 
る 場合 は 、 そ の 会 議 が 決定 する 。 


第 460 条 


保護 措 資 の 担当 者 は 、 自 分 が 支援 また は 代理 する 成人 の 
結婚 計画 に つい て 事前 に 知ら され て いる 。 


第 461 条 


被 保 佐 人 は 、 保 佐 人 の 援助 が な けれ ば 、 民 事 連 帯 協定 を 
結ぶ 協定 に 著名 する こと は で き な い 。 第 515-3 条 第 1 項 に 
規定 する 民事 登記 官 また は 公証 人 に 対す る 共同 申告 の 際 
に は 、 援 助 を 必要 と し な い 。 


前 項 の 規定 は 、 協 定 を 変更 する 場合 に 道 用 され る 。 


被 保 佐 人 は 、 共 同定 斉 ま た は 一 方 的 な 決定 に より 、 民 事 
連帯 協定 を 破棄 する こと が で きる 。 被 保 佐 人 の 援助 

は 、 第 515-7 条 第 $ 項 に 規定 され た サー ビス を 実施 する た 
め に の み 必 要 と され る 。 


被 保 佐 人 は 、 第 15-7 条 第 10 項 お よび 第 11 項 に 規定 され 
る 業務 に お いて 、 そ の 保 佐 人 の 援助 を 受け る 。 


本 条 の 適用 上 、 保 佐 人 が パー トナ ー に 保 佐 を 委託 し た 場 
合 、 保 佐 人 は 被 保護 者 と 利害 が 対立 し て いる と みな さ 
れる 。 


第 462 条 


被 保 佐 人 は 、 民 事 連 淀 協定 を 締結 する 契約 書 に 賭 名 する 
際 に 、 後 見 人 の 援助 を 受け る 。 第 515-3 条 第 1 項 に 規定 す 
る 民事 登記 官 ま た は 公証 人 に 対す る 共同 申告 の 際 に は 、 
援助 や 代理 は 必要 な い 。 


本 条 第 1 項 の 規定 は 、 協 定 を 秋 更 する 場合 に 適用 され 
る 。 


第 10 条 被 後 見 人 は 、 共 同 宣言 また は 一 方 的 な 決定 に 
よっ て 民事 連 淀 協定 を 終了 させ る こと が で き る 。 第 515- 
7 条 第 5$ 項 に 規定 され る サー ビス の 形式 は 、 家 庭 教 師 の 依 
頼 に より 実施 され る 。 解約 の イニ シア チ ブ が 他 の パー 
トナ ー か ら 来 る 場合 、 サ ービス は 保護 者 に 行わ れる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

民事 連帯 協定 の 一 方 的 な 解除 は 、 裁 鹿 記 また は 家族 会 
が 設 資 され て いる 場合 は その 許可 を 受け た 家庭 教師 

が 、 利 害 関係 者 の 意見 を 聞き 、 必 要 に 応じ て 両親 や 親族 
の 意見 を 聞い た 上 で 、 開 始 す る こと も で きる 。 


共同 宣言 に よる 分 離 に 関す る 手続 き の 完 了 に は 、 援 助 
や 代理 は 必要 な い 。 


後見 人 は 、 第 15-7 条 第 10 項 お よび 第 11 項 に 規定 され る 
業務 に お いて 、 後 見 人 に よっ て 代理 され る 。 


本 条 の 適用 上 、 家 庭 教師 は 、 パ ー ト ナー に 後見 が 委託 さ 


れ た 場合 、 被 保護 者 と 利 填 が 対立 する も の と みな され 
る 。 


第 463 条 


第 463 条 裁 鹿 所 また は 家族 会 議 が 設 曽 され て いる 場合 

は 、 措 資 の 開始 時 に 、 ま た は それ が で き な い 場合 は 後 

日 、 本 人 保護 の 任務 を 委託 され た 保 佐 人 また は 後見 人 が 
この 点 で 講じ た 措 買 に つい て 説明 する 条件 を 決定 し な 

けれ ば な ら な い 。 


第 S 小 節 行為 の 規則 性 
第 464 条 


被 保 護 者 が 保護 措 資 を 開始 する 対決 の 公告 前 2 年 未満 に 
行っ た 行為 か ら 生ずる 義務 は 、 そ の 個人 的 能力 の 障害 
の 結果 と し て 自己 の 利益 を 守る こと が で き な い こと 
が 、 そ の 行為 が 行わ れ た 時 に 相手 方 に 知ら れ て いた 又 
は 知ら れ て いた と いう 唯一 の 証拠 に より 軽減 する こと 
が で きる 。 


これ ら の 行為 は 、 被 保護 者 が 不利 益 を 被っ た こと が 証 
明 さ れ た 場合 に は 、 同 一 の 条 件 の 下 に 無効 と する こと 
が で きる 。 


第 2252 条 の 例外 と し て 、 訴 訟 を 提起 する の は 、 措 帝 を 開 
始 する 章 決 の 日 か ら $ 年 以内 で な けれ ば な ら な い 。 


第 46S 条 


冒頭 装 決 の 公表 以降 、 被 保護 者 又は 保護 責任 者 が 行っ た 
行為 の 不正 は 、 次 の 条件 の 下 で て 制 才 さ れる 。 1 被 保護 


者 が 、 そ の 保護 を 委託 され た 者 の 援助 又は 代理 が な く 

て も 行う こと が で きた 行為 を 単独 で 行っ た 場合 、 そ の 
行為 は 、 裁 講 官 また は 家族 会 議 が 設 資 され て いる 場合 
は その 会 議 に よっ て 明示 的 に 許可 され て いな い 限 り 、 

司法 保護 下 に 区 か れ た 者 が 行っ た も の と し て 第 435 条 に 
規定 する 取消 また は 軽減 の 措 終 に 従う も の と する 。 民 
法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 04 
月 15 日 


2 : 被 保護 者 が 補助 され る べき 行為 を 単独 で 行っ た 場合 
に は 、 そ の 行為 は 、 被 保護 者 が 不利 益 を 被っ た こと を 
立証 し た 場合 に 限り 、 取 り 消 すこ と が で き る 。3 : 被 保 
護 者 が 代理 され る べべ き 行 為 を 単独 で 行っ た 場合 に は 、 
その 行為 は 、 不 利益 を 立証 する こと を 要 せ ず 、 法 の 実 
施 に より 無効 と な る 。4? 家庭 教師 又は 保 佐 人 が 、 被 保 
護 者 が 単独 で 若しくは その 援助 を 受け て 行う べき で 
あっ た 行為 又は 裁 鹿 互 若 し く は 家族 会 議 が 構成 され て 
いる 場合 に は その 承認 を 得 て の み 行 うこ と が で きる 行 
為 を 単独 で 行っ た 場合 、 そ の 行為 は 、 不 利益 を 証明 する 
こと を 要 せ ず 、 法 の 実施 に より 無効 と な る 。 


保 佐 人 また は 家庭 教師 は 、 裁 記 記 ま た は 家族 会 議 が 設 壮 
され て いる 場合 に は その 許可 を 得 て 、1、2 お よび 3 に 規 
定 する 行為 の 無効 、 取 消し また は 軽減 を 求め る 訴え を 
単独 で 提起 する こと が で きる 。 


いずれ の 場合 も 、 訴訟 は 第 2224 条 に 規定 され る $ 年 の 期 
間 に よ っ て 消滅 する 。 


この 期間 中 、 保 護 措 絢 が 有効 で ある 限り 、 裁 羊 記 ま た は 
家族 会 議 が 設置 され て いる 場合 に は その 許可 を 得 て 、4? 
に 規定 され た 行為 を 確認 する こと が で きる 。 


第 466 条 


第 464 条 お よび 第 465$ 条 は 、 第 414 条 第 1 項 お よび 第 414 条 
第 2 項 の 適用 を 妨げ な い 。 


第 6 小節 保 佐 人 の 下 で 行わ れる 行為 
第 467 条 


彼 保 佐 人 は 、 保 佐 人 の 援助 を 受け な けれ ば 、 後 見 の 場合 
に 裁 刻 記 ま た は 家庭 基 鹿 所 の 許可 を 必要 と する 行為 を 行 
うこ だ が で き が よい 


書面 に よる 行為 が 成立 し た 場合 、 保 佐 人 の 援助 は 、 被 保 
護 者 の 著名 の 次 に 付す る こと に よっ て 明示 され る 。 


無効 を 覚悟 で 、 被 保護 者 に な され た 送達 は 、 保 佐 人 に 
な され る 。 


第 468 条 


被 保 佐 人 に 対す る 資本 金 は 、 一 般 か ら の 資金 を 受け 取る 
権限 を 持つ 施設 で 、 本 人 の 名 前 の み に よっ て 開設 さ 
れ 、 本 人 の 保護 体制 を 明記 し た 日 座 に 三 接 文 払わ れる 。 


彼 保 佐 人 は 、 保 佐 人 の 援助 な し に 信託 契約 を 締結 し た 
り 、 そ の 資金 を 使用 し た りす る こと は で きま せん 。 


この 援助 は 、 法 的 措 乾 を 開始 また は 弁護 する 場合 に も 
必要 で す .。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 


年 04 月 13 日 


第 469 条 


保 佐 人 は 、 被 保 佐 人 の た め に 自己 を 代理 し て 行動 する 
こと は で き な い 。 


た だ し 、 保 佐 人 は 、 和 被 保 佐 人 が その 利益 を 著しく 損 
な っ て いる と 認め る と き は 、 裁 鹿 官 に 照会 し て 、 単 独 
で 特定 の 行為 を し 、 ま た は 後見 の 開始 を させ る 権限 を 
付 吉 ずる こと が で きる 。 


保 佐 人 が 援助 を 必要 と する 行為 を 拒否 し た 場合 、 被 保 佐 
人 は 栽 半 宜 に 対し て 単独 で 行う 権限 を 求め る こと が で 
きる 。 


第 470 条 


後見 人 は 、 第 901 条 の 規定 に 従っ て 、 自 由 に 遺 を する 
こと が で きる 。 


また 、 保 佐 人 の 援助 を 受け て の み 、 寄 付 を 行う こと が 
で きる 。 


被 保護 者 が 奇 付 の 受益 者 で ある 場合 、 保 佐 人 は 被 保護 者 
と 利益 相反 関係 に ある と みな され る 。 


第 471 条 


裁 鹿 官 は 、 い つ で も 第 467 条 を 緩和 する 方 法 で 、 被 保 佐 
人 が 単独 で 行う 能力 を 有する 特定 の 行為 を 源 げ 、 逆 に 保 
佐 人 の 援助 を 必要 と する 行為 に 他 の 行為 を 加え る こと 

が で きる 。 


第 472 条 


攻 記 過 は また 、 い つ で も 強化 保 佐 を 命じ る こと が で き 

る 。 こ の 場合 、 保 佐 人 は 被 保 佐 人 の 収入 を 被 保 佐 人 の 名 
前 で 開設 され た 口座 に 単独 で 集め ます 。 保 佐 人 は 、 第 三 
者 の 費用 を 文 払 い 、 余 球 金 を 本 人 の 自由 坊 量 に 任 さ れ た 
口座 に 預け る か 、 本 人 の 手 に 渡す 。 


第 459-2 条 の 規定 を 害する こと な く 、 裁 講 官 は 保 佐 人 に 
被 保護 者 の た め に 住居 の 賃貸 契約 また は 宿泊 契約 を 締結 
9 の ご の を 計 遇 する と が で きる 。 


強化 後見 は 、 第 503 条 お よび 第 510 条 か ら 第 315 条 まで の 
規定 に 従う 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 7 小節 後見 の た め に し た 行為 
第 473 条 


裁 鹿 所 は 、 法 律 の 定め る と ころ に より 、 後 見 人 に 対 
し 、 市 民生 活 の すべ て の 行為 に つい て 、 自 己 の た め に 


行動 する こと を 命ずる こと が で きる 。 


た だ し 、 裁 記紀 は 、 冒 頭 羊 決ま た は その 後に 、 被 後見 人 
が 単独 で 、 ま た は 後見 人 の 援助 を 受け て 行う 能力 を 有 
する と され る 一 定 の 行為 を 列 参 する こと が で きる 。 


第 474 条 


後見 人 は 、 第 12 編 . に 規定 され た 条件 と 手続 き に 従っ 
て 、 そ の 財産 管理 に 必要 な 行為 に つい て 代理 され る 。 


第 47S 条 


後見 人 は 、 司 法 に お いて 後見 人 に よっ て 代表 され る 。 


家庭 教師 は 、 裁 鹿 札 ま た は 家族 会 議 が 構成 され て いる 場 
合 に は 、 そ の 権限 また は 命 念 が な い 限 り 、 被 保護 者 の 

婚 燥 外 の 権利 を 主張 する た め に 原告 また は 被告 と し て 

行動 する こと は で き な い 、。 

また 、 裁 麟 互 また は 家庭 裁 刻 所 は 、 家 庭 教 師 に 対し 、 手 
続 ま た は 訴訟 か ら 退 き 、 も し く は 芝 協 する よう 命ずる 

2 で きる 。 


第 476 条 


後見 人 は 、 裁 鹿 官 また は 家族 会 議 が 設 凌 さ れ て いる 場合 
に は その 許可 を 得 て 、 後 見 人 の 援助 を 受け 、 ま た は 必 
要 な 場合 に は 代理 人 と な っ て 、 寄 付 を する こと が で き 


る 。 


家庭 教師 を 受け て いる 者 は 、 裁 鹿 互 また は 家庭 六 講 所 が 
設 苫 され て いる 場合 に は その 許可 を 得 て 、 そ の 行為 の 
無効 を 覚悟 で 、 家 庭 教師 開始 後 、 単 独 で 遺言 を する こと 
が で きる 。 こ の 場合 、 家 庭 教師 は 本 人 を 支援 し た り 、 
9 手 し だ 介する こと は でき が いく 


た だ し 、 後 見 開始 の 前 後に 作成 され た 遺言 は 、 本 人 だ 
けが 撤回 する こと が で きる 。 


後見 開始 前 に な され た 遺言 は 、 後 見 開始 後 、 遺 訓 者 が 財 
産 を 処分 する こと を 決意 し た 原因 が 消滅 し た こと が 立 
証 さ れ な い 限 り 、 有 効 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 S 節 : 将来 の 保護 の 義務 付け 
小 項 目 1 : 共通 規定 
第 477 条 


満年齢 の 者 、 ま た は 後見 措 賀 や 家庭 内 ハビ リ テ ー シ ョ 
ン の 対象 で は な い 独 立 し た 未成 年 者 は 、 第 425 条 に 規定 
する いずれ か の 理由 に より 、 も は や 自分 一 人 で 自分 の 
利益 を 守る こと が で き な い 場合 に 、 単 一 の 委任 状 に よ 
り 、 一 人 また は 複数 の 者 に 自分 の 代理 を 委託 する こと 
0 で きる 


被 保 佐 人 は 、 保 佐 人 の 援助 を 受け て の み 、 閣 来 の 保護 の 
た め の 委 住 を 締結 する こと が で きる 。 


被 保 佐 人 また は 家庭 教師 の 下 に な く 、 未 成年 の 子 に 対し 
て 親権 を 行使 し 、 ま た は 満年齢 の 子 の 物心 両面 の 世話 を 
引き 受け る 両親 また は 最後 に 生存 する 父 お よび 母 は 、 
第 425 条 に 規定 する 理由 の 1 つ に より 、 子 が も は や 自分 
ひと り の 利益 を 守る こと が で き な い 場合 、 子 を 代理 す 
る 1 人 また は 複数 の 代理 人 を 指定 する こと が で きる 。 こ 
の 指定 は 、 委 任 者 が 死亡 し た 日 、 ま た は 子 の 面倒 を 見 
る こと が で き な く な っ た 日 か ら 効 力 を 発する 。 


委任 は 、 公 正 証書 また は 私 文書 に よっ て 成立 する 。 た 
だ し 、 第 3 項 に 規定 する 委任 は 、 公 正 証 書 に よっ て の み 
成立 させ る こと が で きる 。 


第 477-1 条 


閣 来 の 保護 の 委任 は 、 そ の 方 法 と アク セス 方 法 が 国家 
評議 会 の 法 信 で 規定 され た 特別 な 登録 澄 へ の 登録 に 
よっ て 公表 され る 。 

第 478 条 


閣 来 保護 の 委任 は 、 本 人 節 の 規定 と 矛盾 し な い 男 囲 で 1984 
条 か ら 2010 条 まで の 規定 に 従い ます 。 


第 479 条 


委任 が 人 の 保護 に 及ぶ 場合 、 委 任 者 の 権利 と 義務 は 第 
437 条 第 1 項 か ら 第 439 条 第 2 項 に よっ て 規定 され る 。 こ 
れ に 反する 定め は 、 不 文 律 と みな され る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

委任 状 は 、 公 衆 衛生 法 お よび 社会 活動 ・ 家 族 法 が 被 後見 
人 の 代理 人 また は 信頼 で きる 人 物 に 委託 する 任務 を 委 
任 者 が 遂行 する こと を 定め る こと が で きる 。 


委任 状 は 、 そ の 実行 を 緊 視 す る た め の 手 続き を 定め て 
いる 。 


第 480 条 


委任 者 は 、 本 人 が 選ん だ 自然 人 、 ま た は 第 50 条 に 規定 さ 
れ た 成人 の 保護 の た め の 法 定 代理 人 の リス ト に 登録 さ 
れ て いる 法人 で ある 。471-2 に 規定 され た 成年 者 保護 の 
た め の 法 定 代 理 人 リス ト に 登録 され た 法人 で ある 。 


委任 者 は 、 委 任 の 執行 中 、 市 民権 を 有 し 、 こ の 法典 の 第 
39$ 条 お よび 第 44$ 条 の 最後 の 2 段落 に 定め る 後見 人 の 条 
件 を 満た し て いな けれ ば な ら な い 。 


後見 人 は 、 そ の 執行 中 、 後 見 裁 羊 官 の 許可 が な い 限 り 、 
その 職務 を 和解 か れる こと は な い 。 


第 481 条 


委任 は 、 委 任 者 が も は や 単独 で その 利益 を 擁護 する こ 

と が で き な い こと が 証明 され た と き に 効力 を 発する 。 
委任 者 は 、 民 事 訴 訟 法 に 規定 され た 条件 に 従っ て 、 こ の 
こと を 通知 され る 。 


この た め 、 委 任 者 は 裁 麟 所 書記 官 に 対し 、 委 任 状 と 、 本 
人 が 第 42$ 条 に 規定 され た 状況 の いずれ か に ある こと を 
証明 する 第 431 条 に 記載 され た リス ト か ら 選 ば れ た 医師 
に よる 診断 書 を 提出 し な けれ ば な ら な い 。 裁 装 所 書記 
官 は 委任 状 に 裏書 を し 、 日 付 を 入れ て 発効 させ 、 委 任 者 
に 返送 する 。 


第 482 条 
委任 者 は 、 委 任 状 を 自ら 執行 し な けれ ば な ら な い 。 た 


だ し 、 特 別 の 資格 に お いて の み 、 遺 産 の 管理 行為 を 第 
三 者 に 代行 させ る こと が で きる 。 


委任 者 は 、 第 1994 条 に 規定 され た 条件 の も と で 、 代 理 し 
た 者 に つい て 責任 を 負う 。 


第 483 条 


発効 し た 委任 状 は 、 以 下 に よっ て 終了 する 。 


(1) 本 人 また は 代理 人 の 要請 に より 、 第 481 条 に 規定 され 
た 方 法 で 、 当 該 者 の 人 格 的 能力 を 回 復 す る こと 。 
民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


2? 被 保 護 者 の 死 詞 又は 被 保護 者 の 保 佐 人 若しくは 後見 


人 と し て の 地位 を 得 た と き 。 


4? 第 42$ 条 に 規定 する 条件 が 満た され て いな いと 思わ れ 
る 場合 、 ま た は 委任 の 執行 が 委任 者 の 利益 を 害する 可能 
性 が ある 場合 に 、 利 害 関係 者 の 請求 に よ り 後見 裁 鹿 巨 が 
宣告 し た 委任 の 取り 消し 。 


攻 剤 記 は また 、 司 法 保護 措 帝 の 間 、 委 任 の 効力 を 停止 す 
の 2 あら が で きる 。 


第 484 条 


利害 関係 人 は 、 委 任 の 実行 を 争う た め 、 ま た は その 実 
行 の 条件 と 手続 き に つい て の 裁定 を 得る た め に 、 後 見 
裁 鹿 記 に この 間 題 を 照会 する こと が で き る 。 


第 48$ 条 


委任 を 終了 させ た 基 羊 記 は 、 本 章 第 1 節 か ら 第 4 節 に 規定 
する 条件 お よび 手続 き に し た が っ て 、 法 的 保護 措 首 を 
開く こと が で きる 。 


秋 任 の 履行 が その 範囲 に より 本 人 の 個人 的 又は 財産 的 利 
益 を 十分 に 保護 する こと が で き な い 場合 、 裁 章 札 は 、 
適切 な 場合 に は 、 閣 来 の 保護 代理 人 に 委託 され た 補完 的 
な 法 的 保護 措 連 を 開始 する こと が で きる 。 ま た 、 裁 鹿 
官 は 、 閣 来 保護 代理 人 又は 臨時 代理 人 に 対し 、 委 任 に 含 
まれ な い 1 つ 又は 複数 の 具体 的 な 行為 を 行う 権限 を 付 所 
RS の GS の 


閣 来 の 保護 代理 人 及び 裁 鹿 訪 に よっ て 指名 され た 者 は 、 
独立 し て お り 、 互 い に 責 任 を 負わ な い が 、 そ の 決定 に 
つい て 互い に 通知 する も の と する 。 


第 486 条 


被 保 護 者 の 財産 の 管理 を 担当 する 委任 状 は 、 措 賀 が 開始 
され た と き に 目録 を 作成 させ る 。 委任 者 は 、 財 産 の 状 

態 を 最新 の も の に する た め に 、 委 任 の 期間 中 、 そ の 目 

録 を 更新 する こと を 確実 に し な けれ ば な ら な い 、。 


その 管理 は 、 秋 任 状 に 定め られ た 手続 き に 従っ て 検証 
され る も の と し 、 い か な る 場合 に も 裁 鹿 巨 は 第 512 条 に 
定め られ た 手続 き に 従っ て 検証 を 受け る こと が で き 
る 。 


第 487 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

委任 者 は 、 委 任 の 満了 時 及び その 後 $ 年 以内 に 、 管 理 を 
継続 する 者 、 被 保護 者 が その 能力 を 回 復 し た 場合 に は 被 
保護 者 又は その 相続 人 に 、 資 産 の 目録 及び その 原因 と 

な っ た 更新 、 並 びに 便 近 5 回 の 管理 会 計 及 び 管 理 を 継続 
し 又は 被 保護 者 の 遺産 の 清算 を 確実 に する た め に 必要 

な 書類 を 提供 する も の と する 。 


第 488 条 


閣 来 保護 の 委任 の 対象 で ある 者 が 委任 の 期間 中 に 行っ た 


行為 お よび 締結 し た 約定 は 、 第 414-1 条 に より 取り 消さ 
れ 得 る に も か か わら ず 、 単 純 な 病変 を 理由 に 取り 消さ 
れ 、 ま た は 超過 の 場合 に は 減額 され る こと が ある 。 裁 
痢 所 は 、 特 に 取引 の 有用 性 また は 無益 性 、 被 保護 者 の 資 
産 の 規模 また は 一 貫 性 、 契 約 し た 者 の 善意 また は 趣意 
を 考慮 する 。 


行為 は 、 被 保護 者 に の み 属 し 、 そ の 死後 は その 相続 人 
に 属す る 。 第 2224 条 に 規定 され る 3 年 の 期間 に よっ て 消 
滅する 。 


第 2 節 公証 人 の 委任 
第 489 条 


稀 任 状 が 真正 な 行為 に よっ て 作成 され た 場合 、 本 人 が 選 
ん だ 公証 人 が それ を 受理 する 。 
稀 任 者 の 受理 も 同様 に 行わ れる 。 


稀 任 の 効力 が 生じ て いな い 限 り 、 本 人 は 同様 の 様式 で 
秋 更 し 、 ま た は 代理 人 と 公証 人 に その 撤回 を 通知 し て 
撤回 する こと が で き 、 代 理 人 は 本 人 と 公証 人 に その 撤 
回 を 通知 し て 撤回 する こと が で きる 。 


第 490 条 


第 1988 条 か ら の 派生 と し て 、 委 任 状 は 、 た と え 一 般 的 
な 用 語 で 考え られ て いた と し て も 、 後 見 人 が 単独 で 、 
また は 権限 を 持っ て 行う こと が で きる すべ て の 財産 行 
為 を 含ん で いま す 。 


た だ し 、 委 任 者 は 、 後 見 裁 刻 官 の 認可 を 得 た 場合 に 限 
り 、 無 償 で 処分 行為 を 行う こと が で きる 。 


第 491 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 1 日 

第 486 条 の 第 2 項 の 適用 に つい て は 、 委 任 者 は 委任 を 作成 
し た 公証 人 に 、 そ の 会 計 を 送付 する こと に より 、 す べ 
て の 有用 な 証拠 書類 を 添付 し て 説明 を 行う も の と す 

る 。 公証 人 は 、 会 計 、 財 産 目録 、 お よび その 更新 を 保管 
し な けれ ば な ら な い 、。 


公証 人 は 、 資 金 の 移動 、 ま た は 正当 化 さ れ な い 、 あ る 
い は 委任 状 の 規定 に 従わ な いと 思わ れる 行為 を 、 後 見 
裁 鹿 官 に 照会 する も の と する 。 

第 3 小節 私 的 契約 

第 492 条 

私 著 で 作成 され た 委任 状 は 、 日 付 と 本 人 が 閉 名 する も 


の と する 。 弁護 士 に よる 連 賭 か 、 国 務 院 の 政信 で 定め 
られ た モデ ル に 従っ て 作成 され る も の と する 。 


交 任 者 は 、 著 名 する こと に より 委 任 を 受諾 する 。 


秦 任 状 が 執行 され て いな い 限 り 、 本 人 は 同様 の 方 法 で 
克 任 状 を 変更 また は 取り 消す こと が で き 、 代 理 人 は 本 


人 に 放棄 を 通知 する こと に より 放棄 する こと が で き 
る 。 


第 492-1 条 

委任 状 は 、 第 1377 条 の 条件 の 下 で の み 、 確 実 な 期日 を 獲 
得する 。 

第 493 条 


委任 状 は 、 財 産 の 管理 に 関し て 、 後 見 人 が 無 許可 で 行う 
こと が で きる 行為 に 限定 され る 。 


委任 の 対象 と な る 行為 また は 委任 に 規定 され て いな い 
行為 を 行う こと が 本 人 の 利益 の た め に 必要 で ある と 証 
明 さ れ た 場合 、 委 任 者 は 後見 裁 鹿 札 に その 冒 の 命 金 を 申 
請 し な けれ ば な ら な い 。 


第 494 条 


第 486 条 の 最後 の 段落 の 適用 の た め に 、 委 任 者 は 財産 の 
目録 と その 更新 、 過 去 $ 回 の 管理 会 計 、 補 助 書 類 お よび 
光 理 の 継続 に 必要 な も の を 保管 し な けれ ば な ら な い 。 


後見 人 は 、 第 416 条 に 規定 され た 条件 の も と で 、 後 見 裁 
世 官 また は 検 宗 紀 に これ ら を 提出 する 必要 が ある 。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


第 6 節 : 家族 の ハビ リ テ ー シ ョ ン 
第 494-1 条 


人 が 、 医 学 的 に 確認 され た 精神 的 能力 また は 身体 的 能 

の いずれ か の 障害 に より 、 単 独 で 自己 の 利益 を 図る こ 

と が で きず 、 意思 を 表明 する こと が で き な い 場合 、 後 

見 裁 刻 官 は 、 そ の 人 の 青 系 卑 属 、 兄 弟 姉妹 また は 、 そ れ 
ら の 間 の 生活 の 共同 性 が 消滅 し て いな い 限 り 配 偶 者 か 

ら 選 ん だ 1 人 また は 複数 の 者 に 権限 を 付与 する こと が で 
きる 。 民 法 上 の 連帯 契約 に よっ て 結ば れ て いる パー ト 

ナー、 同 居 人 の 中 か ら 選 ば れ た 1 人 また は 複数 の 者 に 、 

本 人 の 代理 人 、 第 467 条 に 規定 され た 条件 で の 支援 、 ま 
た は 本 人 の 利益 の 保護 を 確実 に する た め に 本 節 お よび 

第 13 編 、 第 3 巻 に 規定 され た 条件 と それ に 反し な い 手 続 
き に 従っ て 本 人 の 名 義 で 1 つ 以 上 の 行為 を 行う 権限 を 編 
みる と が で きる 


権限 の ある 者 は 、 家 庭 教師 と し て の 任務 を 行使 する た 
め の 条 件 を 満た し て いな けれ ば な ら な い 。 そ の 者 は 無 
償 で その 使命 を 行使 する 。 


第 494-2 条 


家族 の ハビ リ テ ー シ ョ ン は 、 必 要 な 場合 に の み 裁 麟 官 
に よっ て 命じ られ 、 代 理 に 関す る 普通 法 の 規則 、 配 偶 
者 の それ ぞ れ の 権利 と 義務 に 関す る 規則 、 夫 婦 財 産 制 
の 規則 、 特 に 第 217 条 、 第 219 条 、 第 1426 条 、 第 1429 条 に 
規定 され る 規則 の 適用 、 ま た は 関係 者 が 締結 する 格 来 
の 保護 委任 の 規定 に よっ て 本 人 の 利益 が 十分 に 保障 さ 
れ な い 場 合 に 命じ られ る 場合 が ある 。 


第 494-3 条 


権限 の ある 者 の 指定 の 申請 は 、 保 護 さ れる 必要 が ある 
者 、 第 494-1 条 に 記載 の 者 の 1 人 、 ま た は それ ら の 者 の 要 
請 を 受け た 検察 官 が 裁 講 記 に 対し て 行う こと が で き 
と 


申請 は 、 民 事 訴 訟 法 の 規則 に 従い 、 第 429 条 お よび 第 431 
条 の 規定 に 従っ て 、 提 出 、 調 査 お よび 半 断 され る 。 


被 権限 者 の 指定 は 、 司 法 保護 措 帝 の 開始 の 請求 の 調査 の 
終了 時 、 ま た は 第 442 条 第 3 項 に 従い 、 後 見 裁 鹿 紀 が 保 佐 
また は 後見 措 置 に 代え て 家族 の 被 権限 を 互 える 場合 に 
も 可能 で ある 。 


第 494-4 条 


ハビ リ テ ー シ ョ ン が 要求 され た 者 は 、 第 432 条 第 1 項 に 
定め られ た 手続 き に し た が っ て 審理 され 、 ま た は 呼び 
出さ れる 。 た だ し 、 裁 講 官 は 、 特 別に 理由 の ある 決定 
と 第 431 条 で 言及 され た 医師 の 助言 に より 、 本 人 の 健康 
を 害する 可能 性 が ある 場合 、 ま た は 本 人 が 自己 表現 が 
で き な い 場合 に は 、 和 審理 を 進め る 必要 が な いこ と を 決 
中 まる 巳 ど が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

萩 鹿 官 は 、 第 494-1 条 に いう 親族 で 、 本 人 と 密接 か つ 安 
定 し た 関係 を 持ち 、 ま た は 本 人 に 関心 を 示し 、 そ の 存 
在 が 決定 時 に 裁 剤 記 に 知ら れ て いる 者 が 、 ハ ビリ テー 
ショ ン 措 殴 お よび ハビ リ テ ー シ ョ ン を 受け る 者 の 選択 
に 対し て 同意 し て いる か 、 同 意 で き な い 場合 は 正当 な 
反対 意見 が な いこ と を 確認 する も の と する 。 


第 494-S 条 


裁 刻 札 は 、 提 案 さ れ た 取り 決め が 関係 者 の 財産 的 利益 お 
よび 場合 に より 個人 的 利益 と 一 致す る こと を 確認 し た 
上 で 、 権 利行 使 さ れる 者 の 選択 お よび 権利 行使 の 範囲 に 
つい て 裁定 する も の と する 。 


要求 され た 家族 ハビ リ テ ー シ ョ ン が 十分 な 保護 を 提供 
し な い 場 合 、 裁 刻 記 は 本 章 第 3 人 節 む よび 第 4 節 で 巡 べた 司 
法 保護 措 帝 の うち の 1 つ を 命じ る こと が で きる 。 


第 494-6 条 


ハビ リ テ ー シ ョ ン は 、 次 の こと に 関連 する こと が で き 
る 。 


- 保護 者 が 単独 で 、 ま た は 認可 を 受け て 、 本 人 の 財産 に 
対し て 行う 権限 を 有する 1 つま た は 複数 の 行為 。 


- 保護 され る 人 物 に 関す る 1 つま た は 複数 の 行為 。、 こ の 
場合 、 権 限 委譲 は 民法 第 457 条 第 1 項 か ら 第 459 条 第 2 項 ま 
で の 規定 に 従っ て 行わ れる 。 


権限 を 与え られ た 者 は 、 後 見 裁 刻 紀 の 許可 を 得 た 場合 に 
限り 、 無 償 で 処分 行為 を 行う こと が で きる 。 


被 保 護 者 の 利益 の た め に 必要 な 場合 、 裁 鹿 記 は 、 す べ て 
の 行為 また は 第 2 項 お よび 第 3 項 に 記載 の 2 種類 の 行為 の 
うち の 1 つ を 対象 と する 一 般 的 な 権限 を 発行 する こと が 
1 で きる の 


包括 委 住 状 に より 権限 を 紀 え られ た 者 は 、 和 被 保護 者 と 利 
益 が 相反 する よう な 行為 を 行う こと が で き な い 。 但 
し 、 例 外 的 な 場合 及び 被 保護 者 の 利益 の た め に 必要 な 場 


合 に は 、 裁 麟 記 は 、 委任 され た 者 が この 行為 を 行う こ 
と を 認め る こと が で きる 。 


一 般 的 な 権限 付 皇 の 場合 、 裁 鹿 記 は 、10 年 を 超え な い 男 
囲 で その 取り 決め の 期間 を 設定 する 。 

第 494 条 の 1 条 に 掲げ る 者 の 1 人 また は これ ら の 者 の 請求 
に より 押収 され た 検察 紐 か ら の 請求 に 基づき 裁定 する 
場合 、 裁 剤 塵 は 、 第 431 条 お よび 第 494 条 の $ に 規定 する 
条件 を 満た す と き は 、 権 限 を 更新 する こと が で きる 。 
た だ し 、 認 可 を 受け た 者 の 人 格 的 能力 の 障害 が 最新 の 科 
学 的 知見 に 照ら し て 明らか に 改善 する 見 込み が な い 場 
合 、 裁 鹿 官 は 、 特 別に 理由 の ある 決定 に より 、 第 431 条 
に 言及 する 医師 の 助 斉 に 基づき 、20 年 を 超え な い 範 囲 
で 定め る 期間 、 認 可 を 更新 する こと が で きる 。 


ハビ リ テ ー シ ョ ン の 許可 、 変 更 、 更 新 の 装 断 は 、 第 444 
条 に 規定 され た 条件 の も と て 出生 証明 書 の 余白 に 記載 
され る 。 認可 が 第 494-11 条 に 規定 され た 理由 の 1 つ に よ 
り 終 了 し た 場合 も 同様 で ある 。 


第 494-7 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

被 保護 者 を 代理 する 権限 を 有する 者 は 、 裁 半 官 が 別段 の 
決定 を し な い 限 り 、 認 可 を 受け ず に 第 427 条 第 1 項 に 掲 
げ る 行為 を 行う こと が で きる 。 


第 494-8 条 
権限 が 付 さ れ た 者 は 、 本 節 の 規定 に より 代理 権限 を 有 


する 者 に 行使 が 委託 され た 権利 以外 の 権利 の 行使 を 罰 保 
する 。 


た だ し 、 一 般 的 な 代理 権 付 革 の 場合 、 そ の 者 は 、 権 限 付 
王 の 期間 中 、 格 来 の 保護 に 関す る 委任 を 締結 する こと 
は で きか がい )。 


第 494-9 条 


第 49 条 ハビ リ テ ー シ ョ ン が 認め られ た 者 が 、 被 ハビ リ 
テー ショ ン 者 に 委託 され た 行為 を 単独 で 行っ た 場合 、 
その 行為 は 、 い か な る 不利 益 も 証明 する 必要 な く 、 純 
粋 に 無効 と な る 。 


3. 被 保護 者 が 単独 で 行為 を 行い 、 そ の 人 遂 行 が 権限 の ある 
者 の 援助 を 必要 と し た 場合 、 そ の 行為 は 、 被 保護 者 が 
不利 益 を 被っ た こと が 証明 され た と き に の み 無 効 と す 
る つと が で きる 。 


ハビ リ テ ー シ ョ ン を 認め る 草 決 の 前 2 年 以内 に 家族 ハビ 
リ テ ー シ ョ ン の 措 普 が 宣告 され た 者 が 行っ た 行為 か ら 
生じ た 義務 は 、 第 464 条 に 定め る 条件 の 下 に 軽減 又は 取 
り 消 すこ と が で きる 。 


被 権限 者 は 、 後 見 裁 諸 官 の 許可 を 得 て 、 単 独 で 上 記 各 項 
に 規定 する 無効 また は 削減 の た め の 訴 訟 を 開始 する こ 
と が で きる 。 


被 権限 者 が 単独 で 、 そ の 資格 に お いて 、 攻 えら れ た 権 
限 の 範囲 に 含ま れ な い 行 為 、 ま た は 裁 羊 官 の 許可 に 
よっ て の み 実 行 で き る 行為 を 行っ た 場合 、 そ の 行為 は 
いか な る 不利 益 も 証明 する 必要 が な く 、 法 の 運用 に よ 
り 無 効 と な る 。 


すべ て の 場合 に お いて 、 無 効 ま た は 減殺 の 訴え は 第 
2224 条 に 規定 され て いる $ 年 の 期間 内 に 提起 され る 。 


この 期間 中 、 ま た ハビ リ テ ー シ ョ ン が 進行 中 で ある 限 
り 、 後 見 裁 麟 互 の 許可 を 得 て 、 争 われ た 行為 を 確認 する 
こと が で きる 。 


第 494-10 条 


第 10 条 記事 は 、 利 害 関係 者 また は 検察 記 の 請求 に よ 
り 、 措 置 の 実施 に 伴い 生じ る 困難 に つい て 裁定 する 。 


この 目的 の た め に 第 494-3 条 第 1 項 に 規定 され た 条件 で 参 
照 され 、 裁 羊 過 は いつ で も 、 第 494-4 条 第 1 項 に 規定 され 
た 条件 で 、 認 可 が 発行 され た 人 お よび 認可 を 受け た 人 
を 聴取 また は 呼び 出し 、 認可 の 範囲 を 変更 また は 終了 
させ る こと が で きる 。 


第 494-11 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


家族 の ハビ リ テ ー シ ョ ン が 発行 され た 人 の 死亡 に 加え 
て 、 そ れ は 終了 する も の と し ます 。1? 当該 者 を 法 的 保 
護 、 保 佐 又 は 後見 の 下 に 薄く こと 。 2? 被 保護 者 、 第 
494-1 条 に 掲げ る 者 又は 検 宗 官 の 請求 に より 裁 鹿 官 が 宣 
告 し た 確定 羊 決 に お いて 、 本 条 に 定め る 条件 が 満た さ 
れ な く な っ た 場合 又は 家族 介護 の 執行 が 被 保護 者 の 利益 
を 害する お それ が ある と 認め られ る 場合 。 ハ ビリ テー 
ショ ン が 定め られ た 期間 の 終了 時 に 更新 され な か っ た 


場合 4 . 


第 494-12 条 


本 節 の 適用 手続 き は 、 国 家 評 議会 の 政信 で 定め る 。 


第 3 章 司法 支援 措 連 
第 49S 条 


満年齢 者 の 利益 の た め に 社会 活動 ・ 家 族 法典 L.271-1 条 
か ら L.271-$ 条 を 適用 し て 実施 され た 措 費 が 、 そ の 人 社会 
的 利益 を 満足 に 管理 で きず 、 そ の 健康 や 安全 が 損なわ 
れ た 場合 、 後 見 裁 刻 互 は 、 そ の 資源 の 管理 に つい て 本 人 
の 自律 性 を 回 復 す る こと を 目的 と し た 法 的 支援 描 賀 を 
fh の こと の で きる 。 


學 婚 者 に つい て は 、 配 偶 者 の それ ぞ れ の 権利 と 義務 お 
よび 婚 如 制 度 に 関す る 規則 の 適用 に より 、 配 偶 者 が 当 該 
者 の 社会 的 利益 を 十分 に 管理 で きる 場合 に は 、 こ の 措 音 
を 宣告 する 必要 は な い 。 


第 49S-1 条 


司法 支援 措置 は 、 本 タイ トル の 第 2 章 に 規定 され る 法 的 
保護 措 連 の 恩恵 を 受け て いる 場合 に は 、 宣 告 さ れ な い 
こと が ある 。 


法 的 保護 措 帝 の 宜 告 は 、 自 動 的 に 司法 支援 措 連 を 終了 さ 
せる 。 


第 49S-2 条 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


司法 支援 措 連 は 、 検 察 官 の 請求 に よっ て の み 宣 告 さ れ 、 
検察 官 は 、 第 50 条 に 規定 する 社会 サー ビス の 報告 書 に 照 
らし て 、 そ の 措 約 の 茎 当 性 を 評価 し な けれ ば な ら な 

い 。271-6 に 規定 され る 社会 サー ビス の 報告 書 に 照ら し 
て 、 措 加 の 芝 当 性 を 評価 する 。 


裁 刻 鹿 は 、 本 人 の 意見 を 聞き 、 ま た は 本 人 を 呼び 出し 
た 上 で 、 導 決 を 下す も の と する 。 


第 49S-3 条 


第 495-7 条 の 規定 に 従い 、 司 法 支援 措 章 は いか な る 無能 
力も 伴わ な い 。 


第 49S-4 条 


司法 支援 措置 は 、 そ の 宣告 の 際 に 、 裁 閉 官 が 政信 で 定め 
た リス ト か ら 選 ん だ 社会 的 給付 の 管理 に 関わ る 。 


裁 鹿 記 は 、 措 置 の 実施 に 際 し て 生じ る 可能 性 の ある あ 
ら ゆ る 困難 に つい て 裁定 する 。 裁 刻 官 は 、 い つ で も 、 

自己 の 発 意 に より 又は 被 保護 者 、 成 人 の 保護 の た め の 司 
法 代理 人 若しくは 検察 互 の 請求 に より 、 本 人 の 聴取 若 し 
く は 呼出 し を 行っ た 後 、 措 曽 の 範囲 を 変更 し 又は これ 
な 終了 き 和 居る こと が で きる 。 


第 49S-S 条 


児童 の 裁 応 官 が 第 375-9-1 条 に 規定 され た 措 連 を 命じ た 
サー ビス は 、 自 動 的 に 司法 支援 措 資 か ら 除 外さ れる 。 


同じ 世帯 の 第 375-9-1 条 に 規定 され た 措 次 と 司法 支援 措 
貴 の 執行 に それ ぞ れ 責任 を 負う 者 は 、 そ の 決定 に つい 
て 互い に 報告 し 合わ な けれ ば な ら な い 、。 


第 49S-6 条 


成年 被 後 見 人 の 保護 の た め の 司 法 代理 人 は 、 第 30 条 に 規 
定 する 名 簿 に 登録 され て いる 者 に 限る 。471-2 (社会 活 
動 ・ 家 族 法典 ) に 規定 され た リス ト に 登録 され た 成年 
保護 司 に 限り 、 裁 刻 札 に よっ て 司法 支援 措 の 実行 者 と 
し て 指定 され る こと が で きる 。 


第 495-7 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

成人 の 保護 の た め の 司 法 代理 人 は 、 公 会 計 の 規則 の 適用 
を 受け る 保健 施設 お よび 社会 的 また は 医療 的 社会 的 施設 
を 担当 する 人 物 ま た は サー ビス に 委託 され た 保護 措置 

に 適用 され る 規定 に 従っ て 、 第 472 条 第 1 項 に 定め る 条件 
の 下 で 、 公 的 機関 か ら の 資金 を 受け 取る 権限 を 有する 

施設 に 本 人 名 義 で 開設 し た 口座 か ら 司 法 支援 措 帝 に 含ま 
れる 給付 金 を 徴収 し な けれ ば な ら な い 、。 


これ ら の サー ビス は 、 本 人 の 意見 や 家族 の 状況 を 考慮 
し 、 本 人 の 利益 の た め に 管理 され る 。 


社会 的 給付 を 自律 的 に 管理 する た め の 条 件 を 再 確立 する 
た め に 、 本 人 と 一 緒 に 教育 活動 を 行う 。 


第 49S-8 条 


裁 記 官 は 措 費 の 期間 を 定め 、2 年 を 超え る こと は で き な 
い 。 裁 鹿 官 は 、 被 保護 者 、 代 理 人 又は 検 守 官 の 請求 に よ 
り 、 特 別 の 理由 の ある 決定 に より 、 合 計 期 間 が 4 年 を 超 
えな い 男 囲 で 、 そ の 措 普 を 更新 する こと が で きる 。 


第 49S-9 条 


口座 の 開設 、 検 証 、 承 認 お よび 本 章 の 規定 と 矛盾 し な い 
処方 に 関す る 第 12 編 の 規定 は 、 第 495-7 条 に 規定 され る 
社会 給付 の 管理 に も 適用 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 1 巻 : 人 

第 12 編 : 未成 年 者 及び 成年 後見 人 の 財産 管理 
後見 人 

第 1 章 : 管理 方 法 

第 496 条 


後見 人 は 、 被 保護 者 の 財産 管理 に 必要 な 行為 に つい て 、 
被 保護 者 を 代理 する 。 


後見 人 は 、 被 保護 者 の 唯一 の 利益 の た め に 、 こ の 点 に 関 
し て 慎 車 、 和 勤勉 か つ 十 分 な 注意 を 払う こと が 要求 され 
る 。 


この 規定 の 適用 上 、 遺 産 の 日 常 的 な 管理 に 関連 する 管理 
行為 お よび 遺産 を 氷 続 的 か つ 実 質 的 に 破棄 する 行為 と 
みな され る 行為 の 一 覧 は 、 国 家 評 議会 の 政 人 で 定め ら 
れる 。 


第 497 条 


代位 後見 人 が 選任 され た 場合 2 
し て 、 後 見 人 に 義務 づ ( けら れ て いる 業務 が 正しく 遂 
され て いる こと を 証明 する 。 


これ は 特に 、 家 庭 裁 鹿 所 の 規定 また は 裁 鹿 官 の 規定 に 
従っ て 資金 を 使用 し た り 、 再 投資 し た りす る こと に 適 
用 され ます 。 


第 498 条 


彼 保護 者 に 発生 し た 資本 は 、 公 的 資金 を 受け 取る 権限 を 
持つ 施設 で 、 本 人 の 名 前 の み で 開設 され 、 後 見 措 絢 に 言 
及 し た 口座 に 長 接 文 払わ れる 。 


後見 制度 が 公会 計 規 則 の 対象 と な る 保健 所 お よび 社会 的 
また は 医療 的 社会 的 施設 の 責任 者 また は サー ビス に 委 
託さ れ て いる 場合 、 こ の 支払 義務 は 、 国 家 評 議会 の 法 多 
で 定め られ た 条件 の 下 で 実行 され ます 。 


第 499 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 三 者 は 、 被 保護 者 の 利益 を 害する と 思わ れる 後見 人 の 
作為 また は 不作 為 を 裁 刻 官 に 通知 する こと が で きる 。 


彼ら は 、 資 金 の 使用 に つい て 保証 人 で は な い 。 た だ 
し 、 こ の 使用 の 過程 に お いて 、 保 護 者 の 利益 を 明らか 
に 損なう 作為 又は 不作 為 を 知っ た と き は 、 裁 麟 互 に 通 
知 し な けれ ば な ら な い 、。 


家族 会 議 また は 裁 羊 官 の 許可 に 対す る 第 三 者 訴訟 は 、 被 
保護 者 の 債権 者 が 、 そ の 権利 に 対す る 詐欺 行為 が あっ 
た 場合 に の み 提起 する こと が で きる 。 


第 1 節 : 家族 会 議 ま た は 栽 痢 札 の 決定 
第 S00 条 


後見 人 は 、 被 保護 者 の 財産 の 重要 性 お よび その 管理 が 竜 
味 す る 業務 に 応じ て 、 被 保護 者 の 維持 お よび 財産 の 管理 
費用 の 償 選 に 毎年 必要 な 金額 を 決定 する こと に より 、 

後見 の 予算 を 決定 する こと が で き る 。 家庭 教師 は 、 家 
族 会 議 、 ま た は それ が で き な い 場合 は 裁 刻 札 に 通知 す 


る 。 困 難 な 場 合 、 予 算 は 家族 会 議 、 ま た は 裁 記 官 に よっ 
て 決定 され る 。 


家庭 教師 は 、 自 己 の 責任 に お いて 、 援 助 を 依頼 し た 民間 
礼 理 人 の 報酬 を 管理 費 に 含め る こと が で きる 。 


保護 隻 者 が 被 保護 者 の 証券 お よび 金融 商品 の 管理 に つい て 
第 三 者 と 契約 を 締結 する 場合 、 保 護 人 きけ その めか 

験 や 支払 能力 を 考慮 し て 契約 する 第 も 三 者 を 選択 する 。 

の 契約 は 、 い つ で も 、 反 対 の 規定 に か か わら ず 、 被 保 
護 者 に 代わ っ て 終了 する こと が で きる 。 


第 S01 条 


家族 会 議 ま た は 裁 鹿 官 が 、 後 見 人 の 流動 資産 お よび 余 束 
収入 の 使用 義務 を 開始 する 金額 を 決定 する 。 た だ し 、 後 
見 人 ( は 認可 を 受 ( けず に 資金 を 口座 ( 2 根 る 志 ご で き 
9 


家族 会 議 ま た は 裁 講 官 が 、 資 金 の 使用 また は 再 投資 に 有 
用 と 思わ れる すべ て の 手段 を 、 事 前 また は 各 取 引 の 際 

に 規定 する 。 使 用 また は 再 投資 は 、 家 庭 教 師 が それ を 

命じ る 決定 で 定め られ た 期間 内 に 、 そ の 決定 で 定め ら 

れ た 方 法 で 実行 され ます 。 この 期間 経過 伺 後 、 家 庭 教師 は 

利息 の 債務 者 と され る こと が あり ます 。 


家族 会 議 ま た は それ に 和 失敗 し た 場合 、 裁 羊 官 は 特定 の 資 
金 を 利用 不可 能 な 口座 に 預け る こと を 命じ る こと が で 
きる 。 


被 保護 者 の 資産 を 管理 する た め の 唱 座 は 、 家 族 会 議 また 
は それ に よら ず 裁 講 官 が 被 保護 者 の 状況 に 照ら し て 必 
要 と 装 断 し た 場合 、Caisse des dpGts et consignations に の 


み 開 設 さ れ ま す 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 502 条 


家庭 教師 が 単独 で 行う こ と が で き な い ? 了 為 に つい て 申 
請 する 権限 に つい て は 、 家 族 会 議 ま た は 、 そ れ に 代わ 
る も の と し て 栽 計 官 が 坊 定 する 。 


= AN 2002900264N027IRST 定め る 額 を 超え 
な い 財 産 に 関す る も の で ある 場合 は 、 家 族 会 議 の 認可 
を 裁 鹿 官 の 認可 に 賞 き 換え る こ と が で きる 


第 2 節 : 家庭 教師 の 行為 
第 1 項 : 家庭 教師 が 許可 な く 行 っ た 行為 
第 S03 条 


後見 人 は 、 6 隻 者 の 財産 の 目録 を 、 代 位 後見 人 が 選任 
され て いる 場合 に は その 立会 い の も と に 作成 し 、 有 形 
ed の PIE こ 、 そ の 他 の 財産 
に つい て は 6 カ月 以内 に 、 暫 定 予算 と と も に 裁 講 官 に 提 
出し な けれ ば な ら な い 。 措 加 の 期間 中 に 更新 され る こ 
と を 保証 する 。 


裁 刻 札 は 、 職 業 上 また は 銀行 上 の 秘密 に 反し な い 限 り 、 
公 的 また は 私 的 な 人 物 か ら 目 録 の 作成 に 必要 な すべ て 
の 情報 お よび 書類 を 入手 する こと が で きる 。 


3. 裁 羊 官 が 必要 と 認め た と き は 、 裁 記 記 は 、 第 1 項 に 定 


め る 期限 内 に 、 被 保護 者 の 費用 で 有形 動産 の 目録 の 作 
成 を 進め る た め 、 司 法 競売 人 、 執 行 官 又は 公証 人 を 指定 
する こと が で きる 。 


3. 目 録 が 作成 され て いな いと き 、 又 は 不 完全 若しくは 不 
正確 で ある こと が 遼 明 し た と き は 、 被 保護 者 及び その 
死後 に お いて は 、 そ の 相続 人 は 、 い か な る 手段 に よっ 
て も 、 自 己 の 財産 の 価 値 及 び 整 合 性 を 証明 する こと が 
OS の > 


目録 の 伝達 が 遅れ た 場合 、 裁 鹿 札 は 、 家 庭 教師 の 費用 

で 、 司 法 競 売 人 、 執 行 官 、 公 証人 また は 成人 保護 の た め 
の 法定 代理 人 を 指定 し て 、 そ れ を 実行 させ る こと が で 

きる 。 


第 S04 条 


後見 人 は 、 単 独 で 保 佐 行為 を 行い 、 第 473 条 第 2 項 の 規定 
に 従っ て 、 被 保護 者 の 財産 管理 に 必要 な 管理 行為 を 行 
の hs 


後見 人 は 、 被 保護 者 の 財産 権 を 行使 する た め に 法廷 に お 
いて 単独 で 行動 する 。 


3. 家 庭 教師 が え る 賃貸 は 、 賃 借入 に 、 賃 借 の 更新 に 関 
する 規定 が ある 場合 で あっ て も 、 能力 を 有する よう に 
な っ た 被 保護 者 に 対し て 、 更 新 の 権利 又は 賃貸 の 満了 時 
に 敷地 に 留まる 権利 を 孔 え な い 。 

た と え 、 こ れ に 反する 法律 上 の 規定 が ある 場合 で あっ 
て も 、 で ある 。 た だ し 、 後 見 開始 前 に 締結 され 、 後 見 
人 に よっ て 更新 され た 賃貸 借 に は 適用 され な い 。 


第 2 項 : 家庭 教師 が 権限 を 持っ て 行う 行為 
第 S0S 条 


後見 人 は 、 家 族 会 議 ま た は 裁 鹿 官 の 許可 を 得 な けれ ば 、 
被 保護 者 の 名 義 で 処分 行為 を 行う こと は で き な い 。 


認可 は 、 そ の 行為 の 規定 と 、 場 合 に よっ て は 、 そ の 行 
為 の 価格 また は 対価 を 決定 する 。 裁 剤 所 の 命 念 に よる 
強制 完 却 又は 裁 刻 官 の 許可 に よる 友好 的 売却 の 場合 に 
は 、 認 可 を 要 し な い 。 


認可 が 利用 可能 な 財産 の 競売 を 規定 する 場合 、 商 法 第 50 
条 . に 従っ て 競売 に よ る 動産 の 任意 売却 を 行う 権限 を 有 
する 者 が これ を 組織 し 実 施 する こと が で きる 。350 条 . 商 
法 の 321-4 条 に 基づき 、 競 売 に よる 動産 の 任意 売却 を 許 
可 さ れ た 者 が 行う こと が で きま す 。 


規制 市 場 に お ける 取引 が 認め られ て いな い 建 物 、 事 

業 、 金 融 商品 の 売却 また は 提携 の 説 可 は 、 技 術 者 に よる 
調査 の 実施 また は 少な く と も 2 名 の 有人 資格 専門 家 の 意 見 
収集 後に の み 世 えら れ ま す 。 


味 急 の 場合 、 家 庭 教師 の 依頼 に よる 特別 な 理由 の ある 決 
定 に より 、 裁 刻 札 は 、 家 庭 裁 記 所 に 代わ っ て 金融 商品 の 
売却 を 許可 する こと が で きま す 。 


第 S06 条 


後見 人 は 、 六 協 ま た は 和解 の 条項 お よび 当 する 場合 
に は 仲裁 条項 に つい て 、 家 族 評 議会 また は それ が な い 
場合 に は 裁 羊 互 の 承認 を 得 な けれ ば 、 被 保護 者 の た め 
に 六 協 ま た は 和解 する こと が で き な い 。 


第 S07 条 


保護 措 資 の 責任 者 と の 間 で 利益 が 相反 する 場合 に は 、 被 
保護 者 に つい て の 共有 は 、 家 族 会 議 又は これ に よら な 
い 場 合 に は 裁 半 官 の 承認 を 得 て 、 友 好 的 に 行う こと が 
で きる 。 ま た 、 部 分 的 で あっ て も よい 、。 


いずれ の 場合 も 、 清 算 書 は 家族 会 議 に 提出 され 、 そ れ 
が で き な い 場合 は 、 裁 麟 互 の 承 記 を 受け る 。 


分 割 は 、 第 840 条 お よび 第 842 条 に 従い 、 法 廷 で も 行う こ 
と が で きる 。 


それ 以外 の 分 割 は 、 仮 の も の と みな され ます 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 507-1 条 


第 768 条 の 緩和 に より 、 家 庭 教 師 は 被 保護 者 に 降っ た 承 
継 を 純資産 の 額 ま で し か 受け 入れ る こと が で き な い 。 

た だ し 、 明 ら か に 資産 が 負債 を 上 回 っ て いる 場合 は 、 

遺産 分 割 協議 の 責任 を 負う 公証 人 の 証明 書 を 取得 し た 
後 、 あ る い は それ が で き な い 場合 は 、 家 族 会 議 ま た は 
裁 鹿 官 の 認可 を 得 た 後 、 純 粋 か つ 単 純 に 受け 入れ る こ 
の NG きる 。 


家庭 教師 は 、 家 族 会 議 ま た は 裁 羊 互 の 許可 を 得 ず に 、 被 
保護 者 に 生じ た 相続 を 放棄 する こと は で き な い 。 


第 S07-2 条 


被 保護 者 の 名 に お いて 放棄 され た 遺産 が 他 の 相続 人 に 
03 に を きす 欄 お 
に 派遣 され て いな い 限 り 、 放 棄 は 、 こ の 目的 の た 
開 和 0 PE ま PE 会 議 の 新た な 審議 に 
つう で 、 は これ に よら な いて 栽 半 官 の 新た な 決定 に 
よっ て 、 若 し く は 能力 を 得 た 被 保護 者 に よっ て 撤回 さ 
れる こと が ある 。 第 807 条 の 第 2 項 が 適用 され る 。 
が 適用 され る 。 


第 S08 条 


第 508 条 例外 的 に 、 被 保護 者 の 利益 の た め ・ 成人 の 保 

痢 の た め の 司法 代理 人 て な い 衣 放 は 、 還 会 議 の 

承認 又は これ に 反する 場 - は 裁 半 亡 の 承認 を 得 て 、 

全 者 の 財産 を 購入 し 、 2 れ を 賃貸 若しくは 農 
に 付す る こと が で きる 。 


この 行為 を 成立 させ る た め に 、 家 庭 教師 は 被 保護 者 と 
利害 が 対立 し て いる と みな され る 。 


第 3 項 : 家庭 教師 が 行っ て は な ら な いけ 行 為 

第 s09 条 

保護 者 は 、 許 可 を 得 て い て も 、 以 下 の こ と を 行っ て は 
な ら な い 。 \ 


19 債務 の 免除 、 婚 得 権 の 無償 放棄 、 第 929 条 か ら 第 930 条 
の 5 まで の 減殺 請求 の 事前 放棄 、 抵 当 権 や 担保 の 無償 解 


除 、 第 三 者 の 債務 保証 の た め の 地 役 権 や 担保 の 無償 設定 
な ど 、 贈 五 に 関す る も の 以外 の 被 保護 者 の 財産 や 権利 
を 無償 で 環 外 する 行為 を 行う こと 。 


29 第 三 者 が 被 保護 者 に 対し て 有する 権利 又は 請求 を 取 
得する こと 3 被 保護 者 の 名 義 で 取引 又は 自由 業 を 行う 
こと 民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 

4? 被 保 護 者 の 財産 を 購入 し 、 第 508 条 の 規定 に 従っ て こ 
れ を 賃貸 し 又は 養殖 する こと 。 


5? 満年齢 の 被 保 護 者 の 財産 又は 権利 を 信託 に 移す こ 
8 


第 2 章 会 計 の 確立 、 検 証 、 承 
アカ ウン ト 
第 S10 条 


後見 人 は 、 毎 年 、 そ の 管理 に 関す る 会 計 を 確定 し 、 そ の 
会 計 に は 、 す べ て の 有用 な 証拠 書類 を 添付 する 。 


この た め 、 後 見 人 は 、 被 保護 者 の 名 義 で 1 つ 以 上 の 口座 
が 開設 され て いる 事業 所 に 対し て 、 職 業 上 また は 銀行 
上 の 機密 保持 に 反し な い 男 囲 で 、 こ れ ら の 口座 の 年 次 
報告 書 を 要求 する も の と する 。 


後見 人 は 、 管 理 口座 の 秘密 を 保持 する こと を 要求 され 
る 。 し か し 、 口 座 の コピ ー と 添付 書類 は 、 毎 年 、 家 庭 教 
師 が 16 歳 以上 の 被 保護 者 に 、 ま た 、 代 理 の 家庭 教師 が 任 
命 さ れ て いる 場合 は その 者 に 、 さ ら に 家庭 教師 が 有用 
と 考え る 場合 は 、 関 係 者 の 保護 に 携わる その 他 の 者 に 


渡さ れ ま す 。 


さら に 、 裁 講 官 は 、 被 保護 者 の 聴取 及び 同意 を 得 た 後 、 
被 保護 者 が 前 記 の 年 齢 に 達し 、 か つ 、 そ の 状態 が 許す 
な ら ば 、 そ の 配偶 者 、 民 事 連 帯 協定 の 相手 方 、 被 保護 者 
の 親戚 、 同 盟 者 又は 近親 者 が 正当 な 利益 を 証 明 で きる 
場合 に 、 家 庭 教 師 に 口座 及び 補助 書類 の コピ ー 又 は これ 
ら の 書類 の 一 部 を 提供 する よう 許 王 する こ と が で き 

る 。 


第 S11 条 


後見 人 で ある 未成 年 者 に つい て は 、 後 見 人 は 司法 裁 鹿 所 
の 司法 書士 事務 所 長 に 年 間 管 理 会 計 を 添付 書類 と と も に 
提出 し 、 検 証 を 受け な けれ ば な ら な い 、。 


代位 後見 人 は 、 会 計 を 確認 し た 後 、 コ メン ト を 添え て 
攻 章 所 登記 業務 局長 に 転送 する 。 


合 記 業務 局長 は , 式 事 訴訟 法 に 定め る 条件 の 下 で , 会 計 
臣 査 業務 を 補助 する こと が で きる 。 


裁 鹿 訪 は 、 法 廷 登録 サー ビス の ディ レク ター に 割り 当 
て られ た 会 計 緊 査 お よび 承認 の 任務 を 、 代 位 後見 人 が 行 
こと を 決 思 すず する こと が で きる 。 


未成 年 者 の 資源 が 許す 限り 、 ま た その 資産 の 規模 や 構成 
が 正当 で ある 場合 、 裁 講師 は 、 未 成年 者 の 費用 で 、 裁 志 
官 の 定め る 条件 に 従っ て 、 資 格 の ある 専門 家 が 会 計 の 
検証 お よび 承認 の 業務 を 行う こと を 決定 する こと が で 
の 


第 S12 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


保護 され た 成人 の 場合 、 管 理 会 計 は 、 代 位 後見 人 が 任命 
され て いる 場合 は 代位 後見 人 に よっ て 、 第 437 条 が 適用 
され て いる 場合 は 家族 会 議 に よっ て 毎年 確認 され 、 承 
記 さ れる 。 第 447 条 の 条件 で 複数 の 人 が 財産 管理 の た め 
に 任命 され て いる 場合 、 毎 年 の 管理 会 計 に は 各 人 の 匠 名 
が 必要 で 、 こ れ は 承認 と 同じ で ある 。 

困難 な 場合 、 裁 鹿 記 は 、 保 護 措 曹 の 責任 者 の 1 人 の 要求 
に より 、 会 計 の 適合 性 に つい て 裁定 する 。 


2. 本 条 第 1 項 の 規定 に か か わら ず 、 被 保護 者 の 財産 の 規 
模 及 び 構 成 が 正当 で ある と き は 、 状 事 は 、 暫定 予算 の 

目録 を 受任 し た 後 、 国 務 院 の 法 信 で 定め る 条件 の 下 に 会 
計 を 検証 し 、 及 び 承 認 す る 資格 の ある 専門 家 を 指名 し 

な けれ ば な ら な い 。 裁 麟 互 は その 決定 に お いて 、 後 見 

人 が この 専門 家 に 、 こ れ ら の 業務 に 関す る 管理 会 計 を 

証拠 書類 と と も に 提出 する 方 法 を 決定 する も の と す 

しら 誠 


代位 後見 人 、 共 同 後見 人 、 副 後見 人 、 家 族 会 議 が 任命 さ 
れ て いな い 場 合 、 裁 剤 記 は 本 条 第 2 項 を 適用 する 。 


第 S13 条 


第 510 条 か ら 第 512 条 まで の 規定 を 緩 和 し て 、 裁 麟 官 は 、 
被 保 護 者 の 収入 また は 資産 が 少な いこ と を 考慮 し て 、 
家庭 教師 の 管理 会 計 の 承 記 を 得る た め の 提 出 を 免除 する 
こと を 決定 する こと が で きる 。 


成年 後見 人 が 司法 書士 に 委任 され て いな い 場 合 、 裁 半 官 
は 管理 会 計 の 作成 を 免除 する こと を 決定 する こと も で 
きる 。 


第 S13-1 条 


アカ ウン ト の 検証 お よび 承認 に 責任 を 負う 者 は 、 職 業 
上 また は 銀行 上 の 秘密 を 守る こと な く 、 第 310 条 第 2 項 
に 規定 され た 通信 の 権利 を 利用 する こと が で きる 。 管 
理 口座 の 機密 性 を 確保 す る こと が 要求 され ます 。 


管理 動 定 が 鷺 査 され た 場合 、 こ の 任務 の 担当 者 は 眉 洋 な 
くそ の 宮 し を 裁 鹿 所 の ファ イル に 収め な けれ ば な ら な 
い 、。 


会 計 の 承認 が 拒 合 され た 場合 、 裁 記 記 は 困難 の 報告 書 を 
押収 し 、 会 計 の 適合 性 を 裁定 する 。 


第 S14 条 


家庭 教師 は 、 理 由 の 如何 を 問わ ず 、 そ の 任務 が 終了 し た 
と き は 、 前 回 の 会 計 作成 以降 に 行わ れ た 業務 の 管理 会 計 
を 作成 し 、 第 $11 条 か ら 第 513 条 第 1 項 に 定め る 検証 お よ 
び 承 認 に 提出 する 。 


また 、 家 庭 教師 は 、 そ の 任務 の 終了 後 3 月 以内 に 、 場 合 
に より 、 和 青 近 3 回 分 の 管理 計算 書 及 び 本 条 第 1 項 の 計算 書 
の し を 、 ま だ 受け 取っ て いな い 場 合 に は 能力 者 と 

な っ た 者 に 、 新 た に 管理 措 連 を 委託 され た 者 又は 被 保 
護 者 の 相続 人 に 渡さ な けれ ば な ら な い 、。 


前 各 項 は 、 第 $13 条 に 規定 する 場合 に は 、 適 用 し な い 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

すべ て の 場合 に お いて 、 家 庭 教師 は 、 本 条 第 2 項 に 記載 
の 者 に 、 遺 産 の 管理 の 継続 また は 清算 の 確保 に 必要 な 書 


類 、 な ら び に 当初 の 目録 お よび その 原因 と な っ た 更新 
を 引き 渡す も の と する 。 


第 3 章 時 効 

第 Ss1s 条 

被 保護 者 また は 被 保護 者 で あっ た 者 、 あ る い は その 相 
続 人 は 、 後 見 行為 に つい て 、 説 明 、 請 求 、 支 払 の た め の 
訴え を 提起 する こと が で きる 。 こ の 訴え は 、 そ の 措 賞 


の 終了 後 5 年 を 経過 し た と き は 、 た と え そ の 期間 を 超え 
て 財産 の 管理 が 継続 され た と し て も 、 こ れ を 禁ず る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 1 巻 : 人 

第 13 編 : 民事 連帯 協定 と 同棲 

第 1 章 : 市 民 的 連帯 協定 

第 S15-1 条 

市 民 連 淀 協定 と は 、 満 年 齢 の 二 人 の 自然 人 、 異 な る 性 別 


また は 同性 に よっ て 締結 され る 、 共 同 生活 を 組織 する 
た め の 契 約 で ある 。 


第 S1S-2 条 


1? 調 未 尊属 と 古 寿 属 の 間 、 胡 未 回 胡 の 間 、 お よび 3 親 


寺 以 内 の 親族 間 の 連 常 は 、 無 効 の 削 則 が ある 。 


2? 少な く と も 一 方 が 婚 燃 に よっ て 結ば れ て いる 2 人 の 
間 : 3? 少な く と も 一 方 が すでに 民事 的 連帯 協定 に よっ 
て 結ば れ て いる 2 人 の 間 。 


第 S1S-3 条 


民事 連帯 盟約 を 結ぶ 者 は 、 共 通 の 住居 を 構え る コミ ュー 
ン の 民事 登記 官 に 対し て 、 ま た は その 住居 の 確保 に 重 

大 な 支障 が ある 場合 に は 、 当 事 者 の 一 方 の 住居 が ある 

コミ ュー ン の 民事 登記 官 に 対し て 共同 宣言 を 行わ な け 

れ は ば ならない 、。 


重大 な 支障 が ある 場合 、 民 事 登記 官 は 当事者 の 一 方 の 住 
所 また は 居所 に 赴き 、 民 事 連 淀 協定 を 登記 する 。 


民事 連帯 協定 を 締結 する 者 は 、 不 許可 事由 が ある 場合 
両者 間 の 協定 を 民事 登記 叫 ( こ 提 出し 、 同 官 は それ を 裏 書 
き し て か ら 向 者 に 返 世 する 。 


民事 登記 記 は 宣言 を 登記 し 、 公 示 の 手続 き を 行う 。 


民事 連帯 協定 が 公正 証書 に よっ て 締結 され た 場合 、 公 証 
人 は 共同 宮寺 を 収集 し 、 協 定 を 登録 し 、 前 項 に 規定 する 
公示 手続 き を 行う 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


パー トナ ー が 民事 連帯 盟約 を 修正 し た 合意 書 は 、 登 録 す 
る た め に 最初 の 行為 を 受け 取っ た 民事 登記 官 ま た は 公 
証人 に 渡さ れる か 送ら れ ま す 。 


海外 で は 、 フ ラン ス 国 籍 を 有する 2 人 の パー トナ ー の う 
ち 少 な く と も 1 人 を 拘束 する 盟約 の 共同 宣言 の 登録 、 お 
よび 第 3 項 と 第 3 項 に 規定 する 手続 き は 、 避 約 の 修正 に 必 
要 な 手続 き と 同様 に 、 フ ラン ス の 外交 官 お よび 償 事 代 
理 人 が 実施 し ます 。 


第 S1S-3-1 条 


市 民 連 帯 明 約 の 宜 言 は 、 各 パー トナ ー の 出生 証明 書 の 余 
白 に 記載 され 、 も う 一 方 の パー トナ ー の 身元 を 表示 す 
る 。 外国 で 生ま れ た 外国 籍 の 人 の 場合 、 こ の 情報 は 外務 
省 の 中 央 市 民権 局 に ある 登録 澄 に 記載 され る 。 修 正 協定 
の 存在 も 同様 に 公表 され る 。 


民事 連帯 協定 は 、 登 録 さ れ た 時 点 で 当事者 問 に の み 効 力 
を 生じ 、 一 定 の 期日 が 紀 え られ ます 。 こ の 協定 は 、 公 
示 手 続き が 完了 し た 日 か ら 第 三 者 に 対し て の み 行 使 す 
る ら あ が で きま す 。 

協定 を 修正 する 場合 も 同様 で ある 。 


第 S1S-4 条 


市 民 連 帯 協定 に よっ て 結ば れ た パー トナ ー は 、 同 居 
し 、 相 互 の 物 的 援助 と 扶助 を 提供 する こと を 約束 す 
る 。 パ ー ト ナー が 別段 の 定め を し な い 場 合 、 物 的 援助 
は それ ぞ れ の 能力 に 比例 する 。 


パー トナ ー は 、 日常 生 活 の 必要 性 か ら 、 そ の うち の 1 人 
が 契約 し た 債務 に つい て 、 第 三 者 に 対し て 連帯 責任 を 
負う 。 た だ し 、 こ の 連帯 責任 は 、 明 ら か に 過剰 な 出費 
に は 適用 され な い 。 ま た 、 両 パー トナ ー の 同意 が な い 
場合 、 割 虐 購 入 や ロー ン に も 適用 され な い 。 た だ し 、 


後者 が 日 常 生活 の 必要 性 に 応じ た 適度 な 金額 で あり 、 複 
数 の ロー ン の 場合 、 こ れ ら の 人 金額 の 累積 が 家庭 の ライ 
フス タイ ル と の 関係 で 明らか に 過 第 で な い 場 合 は 、 こ 
の 限り で は な か ろう 。 


第 S1S-S 条 


第 515-3 条 の 第 3 段落 で 吉 及 され た 契約 に 別段 の 定め が な 
い 限 り 、 各 パー トナ ー は その 個人 財産 の 管理 、 享 受 、 自 
由 な 処分 を 保持 する 。 各 パー トナ ー は 、 第 515-4 人 条 の 最 
後 の 段落 の 電 合 を 除き 、 契 約 前 また は 契約 中 に 生じ た 個 
人 的 な 債務 に つい て 単独 で 責任 を 負う 。 


パー トナ ー の 各々 は 、 パ ー ト ナー お よび 第 三 者 に 対し 
て 、 財 産 の 排他 的 所 有 権 を 有する こと を あら ゆる 手段 
で 証明 する こと が で きる 。 ど ちら の パー トナ ー も 排他 
的 所 有 権 を 証明 で き な い 財産 は 、2 分 の 1 ずつ 共同 し て 
所 有する も の と みな され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 

動産 を 単独 で 所 有する パー トナ ー は 、 善 意 の 第 三 者 に 対 
し て 、 そ の 財産 の 管理 、 享 受 ま た は 処分 の 行為 を 単独 
で 行う 権限 を 有する と みな され る 。 


第 S1S-S-1 条 


パー トナ ー は 、 最 初 の 契約 また は 修正 契約 に お いて 、 
これ ら の 契約 の 登録 愉 降 、 共 同 ま た は 個別 に 取得 し た 


財産 を 共同 所 有 の 制度 の 対象 と する こと を 選択 する こ 
と が で きる 。 こ の よう な 財産 は 2 分 の 1 ずつ 未 分 割 と み 
な され 、 パ ー ト ナー の 一 方 が 他方 に 対し て 不 均等 な 頁 
机 を 求め る こと は で き な い 。 


第 S1S-S-2 条 


た だ し 、 以 下 の も の は 各 パ ー ト ナー の 独占 的 財産 で あ 
る : 1? いか な る 立場 で あれ 、 契約 締 結 後に 各 パ ー ト 
ナー が 受領 し 、 財 産 取得 に 使用 され な か っ た 人 金銭 。 


2) 創造 され た 財産 お よび その 付属 品 


3? 個人 資産 


4? 本 制度 を 選択 し た 条件 に 基づく 最初 の 契約 また は 修 
正 契 約 の 登録 前 に パー トナ ー に 帰属 する 金銭 で 取得 し 
た 財産 また は 財産 の 一 部 5? 贈 革 また は 相続 に より 受領 
し た 金銭 で 取得 し た 財産 また は 財産 の 一 部 6? 未 分 割 相 
続 内 また は 贈 後 に パー トナ ー の 1 人 が 所 有 し て いた 財 
産 の 全部 また は 一 部 を ライ セン ス す る 方 法 で 取得 し た 
財産 の 一 部 。 


4? お よび 3? に 定義 され る 資金 の 使用 は 、 取 得 行為 に 記載 
され な けれ ば な ら な い 。 こ れ を 怠っ た 場合 、 財 産 は 2 分 
の 1 ずつ 未 分 割 と みな され 、 パ ー ト ナー 間 の 債権 を 生じ 
させ る だ け と な る 。 


第 S1S-S-3 条 


契約 書 に 反対 の 規定 が な い 場 合 、 各 パー トナ ー は 未 分 割 
財産 の 管理 者 と な り 、1873-6 人 条 か ら 1873-8 条 で 認め られ 
た 権限 を 行使 する こと が で きる 。 


未 分 割 財産 の 管理 に つい て 、 パ ー ト ナー は 1873-1 条 か ら 
1873-15 条 に 定め る 条件 の 下 、 未 分 割 権 の 行使 に 関す る 
協定 を 締結 する こと が で きる 。 不 承 庄 の 削 則 に より 、 

この 契約 は 、 未 分 割 財産 の 管理 に 際 し て 

本 契約 は 、 土 地 登記 対象 不動 産 の 取得 行為 の 都度 、 不 動 
産 フ ァイル に 公告 され る 。 


第 1873-3 条 に か か わら ず 、 共 同 所 有 契 約 は 、 民 事 連 帯 協 
定 の 存続 期間 中 、 締 結 さ れ た も の と みな され る 。 た だ 
し 、 盟 約 が 解消 され た 場合 、 パ ー ト ナー は その 効力 を 
継続 させ る こと を 決定 する こと が で きる 。 こ の 決定 
は 、1873-1 条 か ら 1873-15 条 まで の 規定 に 従う 。 


第 S1S-6 条 


第 831 条 、 第 831 条 の 2、 第 832 条 の 3 お よび 第 832 条 の 4 の 
規定 は 、 民 事 連 帯 盟約 が 解消 され た 場合 に 、 そ の 有 賜 約 者 
の 間 に 適 用 され る 。 


831 条 の 3 条 の 第 1 項 の 規定 は 、 故 人 が 遺言 で 明示 的 に 定 


め て いた 場合 、 生 存 し て いる パー トナ ー に 適用 され 
る 。 


民事 連帯 協定 が パー トナ ー の 1 人 の 死亡 に よっ て 終了 し 
た 場合 、 生 存 者 は 第 763 条 の 第 1 項 と 第 2 項 の 規定 を 援用 
まる こと が 6G き る 。 


第 S1S-7 条 


民事 連帯 協定 は 、 パ ー ト ナー の 1 人 の 人 死亡 、 ま た は パー 
トナ ー も し く は その 1 人 の 結婚 に よっ て 解消 され る 。 こ 
の 場合 、 和 解散 の 効力 は その 事由 が 発生 し た 日 に 発生 す 
る 。 


Ne また は 協定 を 登記 し 
公証 人 は 、 管 轄 の 市 民 登 記 官 か ら 婚 如 また は 死亡 の 報 
還 角 散 を 登記 し 、 公 示 手 続き を 行う 。 


市 民 連 帯 協定 は 、 パ ー ト ナー に よる 共同 宣 斉 また は 
パー トナ ー の 1 人 に よる 一 方 的 な 決定 に よっ て も 解消 す 
る こと が で きる 。 


相互 の 合意 に より 民事 連帯 協定 を 解消 する こと を 決定 
し た パー た よ 、 登 記 地 の 民事 登記 官 ま た は 協定 を 
登記 し た 公証 人 に 共同 宣 吉 を 提出 また は 送付 する も の 
と する 。 


民事 連帯 協定 の 終了 を 決定 し た パー トナ ー は 、 他 方 に そ 
の 財 を 通知 する 。 こ の 通知 の 旨 し は 、 登 録 地 の 民事 登記 
官 また は 盟約 を 登記 し た 公証 人 に 交付 また は 送付 され 
る 。 


民事 登記 互 また は 公証 人 は 解散 を 登記 し 、 公 示 の 手続 を 
行う 。 

民事 連帯 協定 の 解消 は 、 パ ー ト ナー 間 の 関係 に お いて 、 
その 登録 の 日 に 効力 を 生じ る 。 


第 三 者 に 対し て は 、 公 示 手 続き が 完了 し た 日 か ら 効力 
を 発する こと が で きる 。 


海外 で は 、 本 条 に よっ て 民事 登記 官 に 委託 され た 機能 
記 豆 2 の の 行 し 、 彼 


ら は 第 6 項 に 規定 され た 手続 き も 遂行 し 、 ま た は 遂行 し 
ea 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

パー トナ ー 自 身 は 、 民 事 連 淀 協定 か ら パ ー ト ナー に 生 
じ る 権利 と 義務 の 清算 を 進め る 。 合 意 が な い 場 合 、 裁 鹿 
官 は 、 被 っ た 損害 の 補償 を 損なう こと な く 、 解 除 の 財 
産 的 影響 に つい て 裁定 する 。 


別段 の 合意 が な い 限 り 、 パ ー ト ナー が 互い に 有する 請 
求 権 は 第 1469 条 に 規定 され る 規則 に 従っ て 評価 され 

る 。 こ れ ら の 債権 は 、 特 に 日 常 生活 の 必要 性 か ら 契 約 
し た 債務 に 自分 の 資力 の 範囲 内 で 真 献 し か な いこ と に よ 
り 、 共 同 生活 か ら そ の 保有 者 が 得 た で あろ う 利 益 と 相 
9 る こと が で きる 。 


第 S1S-7-1 条 

登録 され た パー トナ ー シ ッ プ の 成立 条件 と 効果 、 お よ 
びそ の 解散 の 原因 と 効果 は 、 そ れ を 登録 し た 当局 の 国 
の 実体 的 規定 に 従う 。 

第 2 章 : 同棲 

第 S1S-8 条 

同棲 と は 、 異 な る 性 別 ま た は 同性 の 2 人 が カッ プル と し 


て 生活 する 、 安 定 し た 継続 的 な 生活 を 特徴 と する 事実 上 
の 結合 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 巻 : 人 
Title : XIV : 暴力 の 被害 者 の 保護 の た め の 措 連 
第 S1S-9 条 


同居 が な い 場 合 を 含む 夫婦 内 、 ま た は 元 配偶 者 、 民 事 連 
融 協定 で 結ば れ た 元 パ ー ト ナー、 元 同居 人 に よる 胡 力 

が 、 和 被害 者 で ある 人 、1 人 また は 複数 の 子ども を 危険 に 
さら す 場 合 、 家 庭 裁 刻 所 の 裁 鹿 官 は 後者 に 味 急 保護 命 金 
を 発する こと が で きる 。 


第 S15-10 条 


保護 命令 は 、 裁 剤 官 が 発信 し 、 危 険 に さら され て いる 

人 が 照会 し 、 必 要 に 応じ て 援助 し 、 ま た は 後者 の 同意 

を 得 て 、 検 守 官 が 発信 し ます 。 そ の 発行 は 、 事 前 の 刑事 
告訴 の 存在 を 条件 と する も の で は あり ませ ん 。 


保護 命 人 の 申請 を 受理 し た 場合 、 裁 講 記 は 、 適 切な 手段 
に より 、 原 告 及 び 和 被告 を 、 必 要 な 場合 に は 弁護 士 の 補佐 
の 下 に 、 ま た 、 通 知 の た め に 検察 庁 を 、 審 問 の た め に 
招集 し な けれ ば な ら な い 。 こ れ ら の 審問 は 別々 に 行わ 
れる こと も あり ます 。 和 必 問 は 、 会 議 室 で 行わ れ ま す 。 

原告 の 要請 が あれ ば 、 和 履 問 は 別々 に 行わ れ ま す 。 


第 S1S-11 条 


保護 命 信 は 、 家 庭 裁 麟 所 の 裁 鹿 官 が 、 審 理 の 日 か ら 最長 
6 日 以内 に 、 自 分 の 前 に 提出 され 、 両 当事者 に よっ て 議 
論 さ れ た 要素 に 氏 ド みて 、 申 し 立て られ た 暴力 行為 の 実 
行 と 被害 者 また は 1 人 以上 の 子供 が さら され て いる 危険 
性 が 高い と 考え る 還 大 な 理由 が ある と 状 断 し た 場合 に 


発行 され ます 。 そ の 発行 に 際 し 、 以 下 の 各 措 帝 に つい 
て 当事者 の 意見 を 聴取 し た 後 、 家 庭 裁 記 所 の 裁 半 官 は 
以下 の 権限 を 有する 。 和 被告 人 が 家庭 基 半 所 の 裁 鹿 官 が 特 
に 指定 する 者 と 面会 し 、 又 は これ ら の 者 と 関係 を 結ぶ 
こと を いか な る 方 法 に よっ て も 禁止 する こと 、19?a 被告 
人 が 原告 の 常 居 所 が ある 家庭 裁 鹿 所 の 裁 鹿 官 が 特に 指定 
する 場所 に 行く こと を 禁止 する こと 、2? 被告 人 が 武器 
を 所 持 又は 携帯 する こと を 禁止 する こと 、 保 護 命 金 に 

お いて 1? に 定め る 措 薄 が 発せ られ た と き 、 武 器 の 所 持 又 
は 携帯 を 禁止 し な いこ と を 特に 理由 付け な けれ ば な ら 
な が いこ と 。 


2 a 被告 に 対し 、 そ の 居住 地 に 最も 近い 和 警察 また は 国家 
吉 兵 隊 に 所 有する 武装 を 引き 渡す よう 命 信 する 。 
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2 ter 被告 に 健康 、 社 会 的 、 心 理 的 ケア 、 ま た は 夫婦 間 
や 性 差別 的 な 病 力 に 対す る 予防 と 戦い の た め の 責 任 あ 
る 訓練 コー ス を 提案 する こと 。 和 被告 人 が 拒否 し た 場 

合 、 家 庭 革 記 所 の 裁 鹿 札 は 、 衣 ち に 検察 紀 に 通知 する も 
の と する 。 


3? 夫婦 の 別居 に つい て 裁定 する こと 。 夫 婦 の 住ま い の 
享受 は 、 特 別 な 事情 に より 正当 化 さ れる 特別 な 動機 の 
ある 命令 が な い 限 り 、 緊 急 宿泊 施設 の 思 恵 を 受け た と 

し て も 、 友 力 の 加害 者 で な い 配 偶 者 に 帰す る も の と す 
る 。 こ の 場合 、 関 連 費用 は 暴力 を 受け た 配偶 者 が 負担 す 
る こと が で きる 。 4? 民事 連帯 協定 を 結ん だ パー トナ ー 
や 同棲 者 の 共同 住宅 に つい て 決定 する こと 。 
共同 住宅 の 利用 は 、 特 別 な 事情 に より 正当 化 さ れる 特別 
な 動機 の ある 命 金 を 除き 、 肛 力 の 加害 者 で は な い 市 民 
連帯 協定 に 基づく パー トナ ー ま た は 同居 人 に 帰属 し 
022026 の 0/ ペ ーッ ド ナー が 緊急 宿泊 施設 の 思 恵 を 受け て 


いた と し て も 、 そ の 思 恵 は 受け る こと が で きる 。 こ の 
場合 、 関 連 す る 費用 は 病 力 を 振る っ た パー トナ ー ま た 
は 同居 人 が 負担 する こと が で きる 。 5? 親権 行使 の 条 
件 、 第 373-2-9 条 の 意味 で の 面会 ・ 宿 泊 権 の 条件 、 ま た 
該当 する 場合 、 既 婚 カ ッ プ ル の 婚 費 用 負担 、 民 事 連 帯 
協定 を 結ん だ パー トナ ー の 第 15-4 条 の 意味 で の 物資 援 
助 、 子 ども の 維持 ・ 教 育 へ の 負担 に つい て 決定 する こ 
と 。 保護 命 信 に お いて 本 条 1 項 に 規定 する 措 普 を 講じ る 
場合 、 指 定 さ れ た 面会 場所 又は 信頼 で きる 第 三 者 の 立会 
い の 下 で の 面会 権 の 行使 を 命じ な いと いう 決定 に は 、 
特別 な 理由 を 付 さ な けれ ば な ら な い 、。 


6? 原告 が その 住所 又は 居所 を 隠し 、 原 告 を 補佐 し 若 し 

く は 代理 する 弁護 士 又は 原告 も 当事者 で ある すべ て の 

民事 訴訟 に つい て 司法 裁 刻 所 の 検察 官 と の 間 で 住所 を 選 
択 す る こと を 許可 する こと 。 裁 鹿 所 の 決定 を 執行 する 

た め に 、 執 行 を 担当 する 延 東 が この 者 の 住所 を 知ら な 

けれ ば な ら な い 場 合 、 こ の 者 は 、 本 人 に 明らか に する 

こと が で き な い よう に 、 こ の 者 に 伝達 され る 。6? a 原告 
が 自分 の 住所 また は 居所 を 隠し 、 日 常 生 活 の 必要 性 か ら 
適格 な 法律 家 と 共に 居所 を 選択 する こと を 認め る : 7? 

法律 扶助 に 関す る 1991 年 7 月 10 日 付け 法律 第 91-647 号 の 

第 20 条 第 1 項 を 適用 し 、 当 事 者 双方 また は 当事者 の 一 方 
に 法律 扶助 へ の 仮 加 入 を 宜 告 する こと 。 


該当 する 場合 , 裁 剤 記 は , 保護 命 信 の 期間 中 , 申請 者 に 
同行 する こと が で きる 適格 な 法人 の リス ト を 申請 者 に 
提示 する 。 裁 記 記 は 、 申 請 者 の 同意 を 得 て 、 適 格 な 法人 
に 申請 者 の 連絡 先 を 提供 する こと が で きる 。 


裁 鹿 官 が 保護 命 信 を 発し た と き は 、 頁 ち に 検察 互 に 報告 
する も の と し 、 検 察 記 に は 、1 人 以上 の 児童 を 危険 に さ 

ら す 可能 性 の ある 暴力 に つい て も 報告 し な けれ ば な ら 

PL Ns 


第 S1S-11-1 条 


I.- 第 515-11 条 の 1? に 定め る 禁止 が 宜 告 され た 場合 、 家 庭 
裁 鹿 所 の 裁 鹿 互 は 、 自 ら が 定め る 一 定 の 距離 内 に 原告 に 
接近 する こと の 禁止 を 宜 告 し 、 双 方 の 同意 を 得 た 上 

で 、 被 告 が この 距離 を 守っ て いな いこ と を いつ で も 報 
告 で きる 携帯 電子 接近 防止 装置 を 各 人 が 身 に つけ る よ 

う 命 じ る こと が で きる 。 和 被告 人 が この 措 旨 を と る こと 
を 拒否 し た 場合 、 家 庭 裁 麟 所 の 裁 鹿 記 は 、 衣 ち に 検察 官 
に 通知 し な けれ ば な ら な い 、。 
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IL 本 シス テム は 、 個 人 情報 の 処理 の 対象 と な り 、 そ の 
条件 お よび 実施 方 法 は 、 国 家 評議 会 の 政信 で 定め られ 
る 。 


第 S1S-12 条 


第 515-11 条 に 記載 され た 措 費 は 、 命 金 の 通知 か ら 最 長 
6 ヶ月 間 行わ れ ま す 。 こ の 期間 中 に 離婚 また は 法 的 分 離 
の 申請 が な され た 場合 、 あ る い は 家庭 裁 記 所 の 裁 半 官 
が 親権 行使 に 関す る 申請 を 把握 し た 場合 に は 、 こ の 期 
間 を 超え て 延長 する こと が で きる 。 家 庭 裁 麟 所 の 裁 半 
官 は 、 検 察 庁 も し く は 当事者 の 請求 が あっ た 場合 、 

た は 有用 な 調査 措 交 を 実施 し 、 そ れ ぞ れ に 意見 を 求め 
た 後 、 い つ で も 保護 命 信 に 定め られ た 措 の 全部 また 
は 一 部 を 取り 消し また は 変更 し 、 新 た な 措 連 を 決定 

し 、 被 告 人 に 課せ られ た 義務 の 一 部 を 一 時 的 に 免除 し 、 
も し く は 保護 命 金 を 取り 消す こと が で き る 。 


第 S1S-13 条 


保護 命令 は 、 第 515-10 条 に 定め る 条件 の 下 で 、 強 制 結婚 
の お それ が ある 満年齢 の 者 に 対し て も 、 裁 記 官 に よっ 
て 緊急 に 発せ られ る こと が ある 。 


裁 鹿 札 は 第 515-11 条 の 1、2、2a、6、7 に 記載 され た 措 連 
を と る 権限 を 有する 。 

また 、 本 人 の 要求 に 応じ て 、 司 公 され た 者 の 領域 へ の 
出国 を 一 時 的 に 禁止 する こと を 命じ る こと が で きま 
す 。 こ の 出国 禁止 措 連 は 、 検 察 到 に より 指名 手配 ファ イ 
ル に 記載 され ます 。 本 条 に 基づく 措 連 に は 、 第 513-12 条 
が 適用 され る 。 
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第 2 巻 : 財産 お よび 所 有 権 の 諸 変 更 

第 S1S-14 条 

動物 は 感覚 を 紀 え られ た 生物 で ある 。 動 物 を 保護 する 
法律 に 従っ て 、 動 物 は 財産 の 体制 に 従う 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 2 巻 : 財産 と 所 有 権 の さま ざま な 変更 

第 1 編 : 財産 の 区 別 


第 S16 条 


すべ て の 財産 は 動産 か 不動 で ある 。 


第 1 章 : 不動 財産 


第 S17 条 


財産 は 、 そ の 性 質 に よっ て 、 あ る い は その 目的 に よっ 
て 、 あ る い は 適用 され る 対象 に よっ て 、 不 動 で ある 。 


第 S18 条 


土地 と 建物 は その 性 質 上 、 不 動 で ある 。 


第 S19 条 


柱 に 固定 され 、 建 物 の 一 部 を 構成 する 風車 や 水車 も ま 
た 、 そ の 性質 上 、 不 動 で ある 。 


第 S20 条 


根 に ぶら 下がっ て いる 作物 や 、 ま だ 採っ て いな い 木 の 
実 も 同様 に 不動 で ある 。 


穀物 が 切ら れ 、 末 実 が 切り 離さ れる と 同時 に 、 取 り 除 
か れ て は いな い が 、 そ れ ら は 可動 と な る 。 


収穫 物 の 一 部 だ けが 切断 され た 場合 は 、 そ の 部 分 だ け 
が 可動 で ある 。 
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第 5S21 条 


規制 され た 伐採 に 投入 され た 雑木 や 成 台 し た 木材 の 通 
常 の 伐採 は 、 そ の 木 が 伐採 され た と き に の み 可 動 と な 
の 。 


第 522 条 


土地 の 所 有 者 が 耕作 の た め に 農民 また は 小作 人 に 引き 
渡す 動物 は 、 評 価 の 有無 に か か わら ず 、 契 約 の 効果 に 
より 土地 に 付着 し て いる 限り 、 不 動産 の 制度 に 従う 。 


家 誕 の た め に 農民 また は 小作 人 以外 の 者 に 王 える 動物 
は 、 動 産 の 体制 に 従う も の と する 。 


第 5S23 条 


家屋 や その 他 の 不動 産 に 水 を 通す た め の パ イプ は 人 不動 
で あり 、 そ れ が 取り 付け られ て いる 土地 の 一 部 を 構成 
する 。 


第 S24 条 


土地 の 所 有 者 が その 土地 の 使用 ・ 運 用 の た め に 区 い た 


物 は 、 目 的 に よっ て 不動 で ある 。 


土地 の 所 有 者 が 同じ 目的 の た め に 薄い た 動物 も 、 目 的 地 
別 不動 尊 の 制度 が 適用 され る 。 


従っ て 、 以 下 の も の は 、 土 地 の 所 有 者 が その 土地 の 使 
用 ・ 運 用 の た め に 准 い た 場合 、 目 的 地 別 不動 と な る 。 


農業 用 具 

農 区 また は 小作 人 に える 種子 
蜂蜜 の 巣箱 。 

圧搾 機 、 ボ イラ ー、 蒸 留 革 、 桶 お よび トン 。 


鍛 合 場 、 製 紙工 場 、 そ の 他 の 工場 の 運営 に 必要 な 道具 、 
わら 、 肥 料 。 


所 有 者 が 氷 続 的 に 土地 に 付着 させ た すべ て の 動産 も 、 
目的 物 に よっ て 不動 と な る 。 
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第 5S2S 条 


所 有 者 は 、 動 産 が し っ くい また は 石 友 も し く は セ メ ン 
ド C で こ に 寺 じ られ た と き 、。 ま た は それら が 壇 さ れ 。 
損傷 され 、 ま た は それ ら が 取り 付け られ て いる 圭 地 の 
部 分 を 壊し 、 損 傷 さ せ ず に 取り 外す こと が で き な い と 
き 、 そ の 土地 に 永久 に 取り 付け られ た と みな され る 。 


アパ ー ト の 窓 は 、 そ れ が 取り 付け られ て いる 床 が 木造 
と 一 体 で ある と き 、 永 続 的 で ある と みな され る 。 


終 画 や その 他 の 装飾 品 も 同様 で ある 。 


彫像 に つい て は 、 彫 像 を 入れ る た め に 特別 に 作ら れ た 
区 (が ん ) に 芝 か れ て いる 場合 は 不動 で ある が 、 骨 折 
や 劣化 な し に 取り 外す こと は 可能 で ある 。 


第 S26 条 


次 の も の は 、 そ の 適用 対象 に よっ て 不動 で ある 。 


不動 物 の 用 盆 権 : 


地 役 権 ま た は 土地 の 役務 


不動 尊 を 請求 し よう と する 行為 


第 2 章 : 動産 
第 5S27 条 


財産 は その 性 質 上 、 あ る い は 法律 上 の 決定 に より 、 動 
産 と な る 。 


第 S28 条 


ある 場所 か ら 別 の 場所 に 移動 で きる 財産 は 、 そ の 人 性質 
上 、 移 動 可能 で ある 。 


第 5S29 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

支払 可能 な 金額 また は 動産 を 目的 と する 債券 お よび 株 
式 、 金 融 、 商 業 ま た は 工業 会 社 の 株 式 ま た は 持分 は 、 た 
と え そ の 会 社 に 依存 する 不動 物 が 会 社 に 属す る と し て 
も 、 法 律 の 決定 に より 動産 と され る 。 こ れ ら の 株 式 ま 
た は 持分 は 、 会 社 が 存続 する 限り 、 各 パー トナ ー に 関 
し て の み 、 動 産 と みな され る 。 


国 ま た は 個人 に 対す る 氷 久 また は 終身 年 金 も ま た 、 法 
律 の 定め る と ころ に より 動産 で ある 。 


第 S30 条 


不動 産 売却 の 対価 と し て 、 ま た は 人 不動産 資 産 の 有償 また 
は 無償 の 譲渡 の 条件 と し て 設定 され た 永続 的 な 年 金 
は 、 基 本 的 に 償 選 可能 で ある 。 


それ に も か か わら ず 、 債 権 者 は 償 選 の 条件 に つい て 規 
制す る こと が 認め られ て いる 。 


また 、 債 権 者 は 、30 年 を 超え な い 一 定 の 期間 の 後に の 
み 年 金 を 返済 する こと を 規定 する こと が で き る 。 


第 5S31 条 


骨 、 フ ェ リ ー、 和 角 通 、 船 上 の 工場 や 浴場 、 一 般 に 柱 で 固 
定 さ れ て お ら ず 、 家 の 一 部 を な し て いな いす べ て の 工 
場 は 、 動 産 で ある 。 し か し 、 こ れ ら の 物 の いく つか 
は 、 そ の 還 要 性 か ら 、 民 事 訴訟 法 で 説明 され る よう 
に 、 特 別 な 形式 に 従っ て 差し 押さ える こと が で きる 。 


第 5S32 条 


建物 の 解体 か ら 生 じ る 材料 、 新 し い 建物 を 建設 する た 
め に 組み 立て られ た 材料 は 、 労 働 者 に よっ て 建設 に 使 
用 され る まで は 、 動 産 で ある 。 


第 S33 条 


法律 また は 人 の 規定 に お いて 、 他 の 付加 また は 指定 な 
し に 単独 で 用 いら れる 動産 」 と いう 語 に は 、 現 金 、 
玉石 、 債 務 、 書 籍 、 勲 章 、 科 学 ・ 美 術 ・ 工 芸 の 凌 具 、 麻 
布 、 矯 具 、 武 問 、 穀 物 、 酒 、 二 莉 お よび その 他 の 商品 を 
含ま ず 、 ま た 取引 の 目的 物 で ある も の も 含ま れ な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 Ss34 条 


家具 」 と は 、 タ ベス トリ ー、 ベ ッ ド 、 座 席 、 鏡 、 時 計 、 


テー ブル 、 磁 器 か むか ど 、 ア パー ト の 使用 お よび 装飾 を 目 
的 と する 家具 の み を 含み 、 こ の よう な 性 質 の も の は 含 
まれ な い 。 


アパ ー ト の 家具 の 一 部 で ある 絵画 や 彫像 も 含ま れ ま す 
が 、 ギ ャ ラリ ー や 個室 に ある よう な 絵画 の コレ クシ ョ 
ジ ほ 舎 まれ ませ ぜん 。 


磁 閉 も 同様 で 、 ア パー ト の 装飾 の 一 部 と な っ て いる も 
の だ けが 「 家 具 」 の 見 出し に 含ま れる 。 


第 5S3S 条 


家具 また は 家財 道具 」 と いう 「 動産 」 の 表現 は 、 一 般 
に 、 上 記 の 規則 に 従っ て 動産 と みな され る すべ て の も 
の を 含み ます 。 家 具 付 き 家 屋 の 売却 や 贈 包 に は 動産 の 
み が 含 まれ ます 。 

第 Ss36 条 

家屋 の 売却 また は 贈 革 に は 、 現金 、 債 務 、 そ の 他 の 権利 


で 家屋 に 所 有 権 が ある も の は 含ま れず 、 そ の 他 の すべ 
て の 動産 が 含ま れる 。 


第 3 章 。 所 有する 者 と の 関係 に お ける 財産 
所 有する 者 
第 37 条 


個人 は 、 法 律 で 定め られ た 修正 に 従い 、 自 分 に 属す る 
財産 を 自由 に 処分 する こと が で きる 。 


個人 に 属さ な い 財 産 は 管理 され 、 そ れ に 特有 の 形式 と 
規則 に 従っ て の み 、 疎 外す る こと が で きる 。 


第 S39 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

相続 人 が な く 死 亡 し た 者 、 ま た は 遺産 を 放棄 し た 者 の 
財産 は 、 国 に 帰属 する 。 


第 5S42 条 


共同 財産 と は 、1 つ また は 複数 の コミ ュー ン の 住民 が 後 
天 的 に 権利 を 有する 所 有 権 ま た は 生産 物 に 対す る も の 
で ある 。 


第 5S43 条 


共同 財産 は 、 所 有 権 、 単 純 享 有 権 、 土 地 役務 の いずれ か 
を 主張 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2 巻 : 財産 と 所 有 権 の 諸 変更 
第 2 編 : 財産 
第 544 条 


所 有 権 と は 、 法 律 や 規則 で 禁止 され て いる 方 法 で 物 を 
使用 し な い 限 り 、 最 も 絶対 的 な 方 法 で 物 を 享受 し 、 処 分 
する 権利 で ある 。 


第 54S 条 


何人 も 、 公 共 の 利益 の た め に 、 公 正 か つ 事 前 の 補償 と 引 
き 換え に する 場合 を 除き 、 自 己 の 財産 を 放棄 する こと 
を 強制 され る こと は な い 。 


第 S46 条 


物 の 所 有 は 、 動 産 で あれ 不動 産 で あわ れ 、 そ れ が 生み 出 
すす べ て の も の 、 お よび 自然 的 また は 人 為 的 に それ に 
付随 する も の に 対し て 権利 を 避 え る も の で ある 。 


この 権利 は 「 譲 受 権 」 と 呼ば れる 。 
第 1 章 : その 物 に よっ て 生産 され る も の に 対す る 譲 
受 権 


第 5S47 条 


土地 の 自然 的 また は 産業 的 な 果実 。 


民間 の 果実 。 


動物 の 生育 は 、 譲受 権 に よっ て 所 有 者 に 属す る 。 


第 548 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

物 の 生産 する 果実 は 、 第 三 者 が 行っ た 耕作 、 作 業 、 種 ま 
き の 費 用 を 弁済 する こと を 条件 と し て の み 所 有 者 に 帰 
属し 、 そ の 価値 は 弁済 の 日 に 推定 され る 。 


第 S49 条 


単純 占有 者 は 、 善 意 で 占有 し た 場合 に 限り 、 果 実 を 自分 
の も の に する 。 そ う で な い 場 合 、 彼 は 物 と と も に 、 そ 
れ を 主張 する 所 有 者 に 返 選 する 義務 が ある 。 当 該 生 産物 
が 現物 で 見 つか ら な い 場 合 、 そ の 他 値 は 償 選 の 日 に 推 
定 さ れる 。 


第 Ss0 条 


占有 者 は 、 霞 底 を 知ら な い 所 有 権 を 移転 する 権原 に 
よっ て 、 所 有 者 と し て 占有 する と き は 、 善 意 で ある 。 


その よう な か な 地 六 を 知っ た 瞬間 か ら 善 意 で な く な る 。 


第 2 章 : 物 と 一 体 化し 、 物 に 組み 込ま れ た も の に 対 
する 譲受 権 。 


物 
第 SS1 条 


物 と 一 体 と な り 、 物 に 組み 込ま れ た も の は すべ て 、 人 
後 定め られ る 規則 に 従っ て 、 所 有 者 に 帰属 する 。 


第 1 節 : 不動 産 に 対す る 譲受 権 
第 SS2 条 


土地 の 所 有 は 、 そ の 上 ト 下 の 土 地 の 所 有 権 を 伴う 。 


所 有 者 は 、 「 地 役 権 ま た は 土地 役務 」 の 表題 に 定め る 例 
外 を 除き 、 そ の 上 方 に 適切 と 思わ れる すべ て の 植林 お 
よび 建築 を 行う こと が で きる 。 


所 有 者 は 、 鉱 山 に 関す る 法律 お よび 規則 、 な ら び に 法 
律 お よび 警察 の 規則 に よる 修正 を 除い て 、 そ の 下 に 適 
当 と 思わ れる すべ て の 工事 お よび 掘削 を 行い 、 こ れ ら 
の 掘削 か ら 提 供 さ れる すべ て の 生産 物 を 引き 出す こと 
カド CGC き : る 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 SS3 条 


土地 また は 内 部 に お ける すべ て の 建築 物 、 植 乾 お よび 

工事 は 、 反 対 の 立証 が な い 限 り 、 所 有 者 が 自ら の 費用 で 
行い 、 所 有 者 に 帰属 する と 推定 され る 。 た だ し 、 第 三 

者 が 他人 の 建物 の 地下 通路 また は 建物 の その 他 の 部 分 

に つい て 取得 し た 所 有 権 ま た は 時 効 に よっ て 取得 する 

可能 性 が ある こと を 害する も の で は な い 。 


第 SS4 条 


土地 の 所 有 者 が 自分 の 所 有 ほ に 属さ な い 材 料 で 建築 、 植 
栽 、 工 事 を 行っ た 場合 、 そ の 支払 期日 に お ける 見 積 額 を 
支払 わな けれ ば な ら な い 。 ま た 、 損 害 賠 償 が ある 場合 
に は 、 そ の 支払 い を 命じ られ る こと も ある 。 


第 SSS 条 


土地 の 所 有 者 は 、 第 4 項 の 規定 に 従っ て 、 そ れ ら の 所 有 
権 を 保持 する か 、 ま た は 第 三 者 に それ ら を 除去 する よ 
う 義務 づけ る 権利 を 有する 。 


土地 の 所 有 者 が 建築 物 、 植 埋 お よび 工作 物 の 撤去 を 要求 
する 場合 、 第 三 者 の 費用 で 行わ れ 、 第 三 者 に は 何 の 補 償 
も な い 。 さ ら に 第 三 者 は 、 土 地 の 所 有 者 が 被っ た 損失 
に 対す る 損害 賠償 の 支払 い を 命じ られ る 場合 が ある 。 


土地 の 所 有 者 が 建設 物 、 植 林地 お よび 工作 物 の 所 有 権 を 
保持 する こと を 希望 する 場合 、 そ の 所 有 者 は 、 土 地 の 

価値 の 増加 分 に 相当 する 金額 、 ま た は 当該 建設 物 、 西 林 
地 お よび 工作 物 の 状態 を 考慮 し て 償 選 の 日 に 見 積もっ 

た 材料 の 費用 お よび 労働 の 対価 の いずれ か を 選択 に よ 

り 第 三 者 に 弁償 し な けれ ば な ら な い 。 


植 坊 、 構 築 物 お よび 工作 物 が 、 立 ち 退 き を 命じ られ た 
第 三 者 に よっ て 作ら れ 、 そ の 善意 に より 果実 の 返 選 を 
手 難 され な か っ た 場合 、 所 有 者 は 、 当 該 工 作物 、 構 築 物 
お よび 植 栽 の 除去 を 要求 する 権利 は な い が 、 前 項 の 金 
額 の いずれ か を 第 三 者 に 弁償 する 選択 肢 を 有する も の 
ど まる 。 


第 SS6 条 


水路 の 水辺 の 土地 に 連続 的 に 、 か つ 、 気 づか な いう ち 
に 形成 され る 陸地 お よび 付加 物 を ' 沖 積 物 」 と いう 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

沖積 は 、 水 路 が 国有 水路 で ある か 人 否 か に か か わら ず 、 
水利 権 者 に 利益 を も た らし 、 前 者 の 場合 は 、 規 則 に 従っ 
て 歩道 また は 系 か ら 離 れる こと が 要求 され る 。 


第 SS7 条 


同じ こと が 、 一 方 の 岸 か ら 徐 々 に 引き 込ま れ 、 他 方 の 
岸 に 流れ 込む 流水 に よっ て 形成 され る リレー に も 当て 
は まる 。 衝 わ れ て いな い 側 の 岸 の 所 有 者 は 、 沖 積 物 か 
ら 利 益 を 得 て 、 反 対 側 の 水利 権 者 は 、 和 失っ た 土地 を 要求 
ずる の こと ど 7 で き が い 。 


この 権利 は 、 海 の 中 継 地 に は 適用 され な い 、。 


第 SS8 条 


湖 や 池 に つい て は 、 沖 積 は 生じ な い 。 そ の 所 有 者 は 、 
池 の 出 口 の 高 さ に ある と き に 水 が 覆 っ て いる 土地 を 、 
た と え 水 量 が 減少 し て も 常に 保持 する 。 


逆 に 、 池 の 所 有 者 は 、 異 常 な 洪水 時 に その 水 が 覆 っ て 
いる 水辺 の 土地 に 対す る 権利 を 取得 する こと は な い 。 


第 Ss9 条 


国有 か 合 か を 問わ ず 、 河 川 が 突然 、 水 辺 の 畑 の 相当 か つ 
認識 で きる 部 分 を 除 去 し 、 そ れ を より 低い 畑 また は 対 
岸 に 運ん だ 場合 、 除 去 部 分 の 所 有 者 は その 所 有 権 を 主張 
で きる が 、1 年 以内 に 主張 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 期 
間 後 は 、 除 去 部 分 が 加わ っ た 畑 の 所 有 者 が まだ それ を 
所 有 し て いな い 限 り 、 も は や その 権利 を 有 し な いも の 
と する 。 


第 S60 条 


国有 水路 の 底部 に ある 島 、 小 島 、 陸 地 は 、 こ れ に 反する 
権利 や 時 効 が な い 限 り 、 当 該 額 地 の 公有 者 に 属す る 。 


第 S61 条 


導 所 有 水 路 に 形成 され た 島 お よび 陸地 は 、 島 が 形成 さ 
れ た 側 の 水利 権 者 に 属す る 。 島 が 片側 の み に 形 成 さ れ 
て いな い 場 合 、 水 路 の 中 央 に 引い た と 仮定 され る 線 を 
起点 と し て 、 両 側 の 水利 権 者 に 属す る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 S62 条 


水路 が 新しい 支流 を 形成 する 際 に 、 水 利権 者 の 田畑 を 切 
り 開 いて 包含 し 、 そ れ を 島 と し た 場合 、 そ の 島 が 国有 
水路 に 形成 され た と し て も 、 そ の 田畑 の 所 有 権 は その 
所 有 者 に 留保 され る 。 


第 S63 条 


国有 水路 が I 旧 河床 を 放棄 し て 新 河 床 を 形成 し た 場合 、 水 
利権 者 は 、 水 路 の 中 央 に 引か れる と 想定 され る 線 ま 

で 、 各 自 の 権利 で この 旧 河 床 の 所 有 権 を 取得 する こと 
が で き る 。 旧 床 の 価格 は 、 所 轄 官庁 の 要請 に より 、 所 在 
地 の 裁 鹿 所 長官 が 任命 し た 専門 家 が 決定 する 。 


水利 権 者 が 、 人 管轄 当局 が 行っ た 通知 か ら 3 ヶ 月 以内 に 、 
専門 家 が 定め た 価格 で 水路 を 取得 する 意思 を 表明 し な 

い 場 合 、 公 共 財 の 譲渡 に 関す る 規則 に 従っ て 旧 河 床 が 疎 
外さ れる 。 


完 却 に よっ て 得 ら れ た 価格 は 、 新 し い 水路 に よっ て 古 
め ら れる 土地 の 所 有 者 に 、 補 償 金 と し て 、 そ れ ぞ れ か 
ら 取 り 除 か れ た 土地 の 価値 に 比例 し て 分 配 さ れる 。 


第 S64 条 


鳩 、 兎 、 魚 が 、L. 431-6 条 お よび L. 

431-6 お よび L. 431-7 に 規定 され る 水域 に 侵入 し た ハト 
は 、 詐 欺 や 作為 に よっ て そこ に 集め られ た の で な けれ 
ば 、 こ れ ら の 水域 の 所 有 者 の も の で ある 。 


第 2 節 : 動産 に 対す る 譲受 権 
第 Se6S 条 
譲受 権 は 、 そ れ が 2 人 の 異な る 主人 に 属す る 2 つの 動産 


を 対象 と し て いる 場合 、 自 然 物 平 の 原則 に 完全 に 従っ 
た も の で ある 。 


次 の 規則 は 、 規 定 さ れ て いな い 場 合 に 、 裁 鹿 官 が 特定 
の 状況 に 応じ て 決定 する た め の 例 と し て 役立つ も の と 
する 。 

第 Ss6e 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


異な る 主人 に 属す る 2 つの 物 が 、 全 体 を 形成 する よう に 


結合 され た に も か か わら ず 、 一 方 が 他方 な し に 存続 で 
きる よう に 分 離 可能 で ある 場合 、 全 体 は 主要 部 分 を 形成 
する 物 の 主人 に 帰属 し 、 他 方 に 対し て 結合 され た 物 の 
支払 期日 に お ける 見 積 価 格 を 文 払う こと が 条件 で あ 

る 。 


第 S67 条 


他方 が 最初 の も の の 使用 、 装 飾 ま た は 補完 の た め に の 
み 結 合 さ れ た も の は 、 主 要 部 分 と みな され る 。 


第 S68 条 


し か し 、 結 合 さ れ た も の が 主要 な も の より も は る か に 
価値 が あり 、 所 有 者 の 知ら な いう ち に 使用 され た 場合 
に は 、 所 有 者 は 、 結 合 さ れ た も の を 分 離し て 返 思 する 
よう 有 要求 する こと が で き 、 そ の 結末 、 結 合 さ れ た も の 
が 多少 劣化 する 可能 性 が ある 場合 に も 対応 する 。 


第 S69 条 


2 つの も の が 結合 し て 1 つの 全体 を 形成 し て いる 場合 、 
一 方 が 他方 の 付属 物 と 見 な すこ と が で き な い と き は 、 
その 一 方 は 価値 的 に 、 あ る い は 価値 が ほぼ 等 し い 場 合 
に は 体積 的 に 、 よ り 大 き な 主 物 で ある と 見 な され る 。 


第 570 条 


職人 その 他 の 者 が 自己 の 所 有 に 属し な い 材 料 を 用 いて 
新種 の 物 を 形成 し た と き は 、 そ の 材料 が 原形 に 復 す る 
こと が で きる か 償 か を 問わ ず 、 そ の 材料 の 所 有 者 で 
あっ た 者 は 、 そ の 材料 か ら 形 成 し た 物 を 、 償 選 の 日 に 
見 積もっ た 労 賃 を 償 選 する こと に よっ て 取り 戻す 権利 
を 有する も の と する 。 


第 571 条 


た だ し 、 そ の 工作 が 、 使 用 し た 材料 の 価値 を は る か に 

超え る ほど 大 き な も の で あっ た と き は 、 そ の 産業 を 主 

要 部 分 と みな し 、 工 作者 は 、 償 選 の 日 に 見 積もっ た 材料 
の 価格 を 所 有 者 に 償 選 し て 、 そ の 工作 物 を 保持 する 権利 
を 有する も の と する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 572 条 


ある 者 が 、 自 己 に 属す る 材料 の 一 部 と 自己 に 属し な い 
材料 の 一 部 と を 用 いて 、 新 し い 種 類 の 物 を 形成 し た 場 
合 に お いて 、 両 材料 の いずれ か か 完全 に 破壊 され る こ 
と な く 、 不 都合 な く 分 離 で き な い よう な 方 法 で 、 そ の 
物 は 、 一 方 に つい て は 自己 に 属す る 材料 を 理由 に 、 他 
方 に つい て は 自己 に 属す る 材料 と その 労働 の 対価 の 両 
方 を 理由 に 、 両 者 の 所 有 者 に 共用 され る 。 労 働 の 対価 
は 、 第 57$ 条 に 規定 され た 競売 の 日 に 推定 され る 。 


第 573 条 


異な る 所 有 者 に 属す る 複数 の 材料 の 混合 に よっ て 物 が 
形成 され た が 、 い ずれ も 主 材料 と みな すこ と が で き な 
い 場 合 、 材 料 を 分 離す る こと が で きれ ば 、 材 料 が 混合 
され た こと を 知ら な い 者 は 、 そ の 分 割 を 要求 する こと 
が で きる 。 


材料 が 不都合 な く 分 離 で き な く な っ た 場合 、 そ れ ぞ れ 
の 所 有 者 に 属す る 材料 の 量 、 質 、 価 値 に 比例 し て 、 共 同 
所 有 権 を 取得 する 。 


第 574 条 


所 有 者 の 一 方 に 属す る 材料 が 、 数 量 お よび 価格 に お い 
て 他方 より は る か に 大 きい 場合 、 そ の 場合 、 価 値 の 大 
きい 材料 の 所 有 者 は 、 償 選 の 日 に 見 積もっ た 自分 の 材料 
の 価値 を 他方 に 償 選 し て 、 混 合 物 か ら 生じ た 物 を 請求 
する こと が で きる 。 


第 57S 条 


物 が 、 そ れ が 形成 され た 材料 の 所 有 者 の 間 で 共有 され 
た まま で ある と き 、 そ れ は 共通 の 利益 の た め に 使用 許 
語 さ れ な けれ ば な ら な い 、。 


第 S76 条 


自分 の 知ら な いう ち に 、 そ の 物 が 他 の 種類 の 物 を 形成 
する た め に 使用 され た 所 有 者 が 、 そ の 物 の 所 有 権 を 主 
張 で きる すべ て の 場合 に お いて 、 そ の 所 有 者 は 、 返 選 
の 日 に お いて 同一 の 種類 、 数 量 、 重 量 、 尺 度 お よび 善良 
さ 、 ま た は その 見 積 額 で 自分 の 物 の 返 選 を 請求 する 選 
択 肢 を 有する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 
第 S77 条 
他人 の 所 有する 物 を 、 そ の 者 が 知ら な いう ち に 使用 し 
た 者 も 、 必 要 が あれ ば 、 特 別 の 手段 に よる 手続 を 妨げ 


る こと な く 、 損 害 賠 償 の 支払 を 命じ られ る こと が あ 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 16 日 

第 2 巻 : 財産 と 所 有 権 の 諸 変 更 

第 3 編 : 使用 権 、 使 用 と 居住 

第 1 章 : 使用 権 

第 S78 条 


使用 権 と は 、 他 人 が 所 有 権 を 持つ も の を 、 所 有 者 自身 と 


同様 に 楽し む 権利 で ある が 、 そ の 実体 を 保存 する と い 
う 負荷 が か か る . 


第 579 条 


使用 権 は 、 法 律 ま た は 人 間 の 意志 に よっ て 成立 する 。 


第 S80 条 


使用 権 は 、 純 粋 に 、 あ る い は 特定 の 日 に 、 あ る い は 条 
件 付き で 成立 する こと が ある 。 


第 S81 条 


用 益 権 は 、 あ ら ゆ る 種類 の 動産 また は 不動 産 を 対象 と 
し て 設定 する こと が で きる 。 


第 1 節 : 用 益 権 者 の 権利 
第 S82 条 
用 益 権 者 は 、 用 益 権 を 有する 対象 が 生産 する 自然 的 、 産 


業 的 また は 民事 的 な あら ゆる 種類 の 果実 を 台 受 する 権 
利 を 有する 。 


第 S83 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


自然 の 果実 と は 、 大 地 の 自 然 発生 的 な 産物 で ある 。 動 物 
の 生産 物 や 成長 も 自然 の 果実 で ある 。 


土地 の 産業 的 果実 は 、 耕 作 に よっ て 得 ら れる も の で あ 
る 。 


第 S84 条 


民間 の 果実 は 、 家 屋 の 賃貸 料 、 支 払 期限 の 色 来 し た 金額 
の 利息 、 年 金 の 滞納 金 で ある 。 


また 、 農 地 の 賃 借 料 も 民 末 に 分 類 さ れる 。 
第 S8S 条 


58$ 条 天然 果実 お よび 産業 果実 で 、 用 益 権 設定 時 に 枝 や 
根 で ぶら 下がっ て いる も の は 、 用 益 権 者 に 帰属 する 。 


用 益 権 の 終了 時 に 同じ 状態 に ある 果実 は 、 所 有 者 に 帰属 
し 、 耕 作 お よび 播種 に 対す る 報酬 は な か く 、 ま た 用 益 権 
の 開始 時 また は 終了 時 に 小作 人 が 取得 で きる 部 分 が あ 
れ ば 、 そ の 部 分 も 損なわ れる こと が な い 。 


第 S86 条 


民 果 は 、 日 々 取得 され る も の と みな され 、 用 益 権 者 に 
用 益 権 の 存続 期間 に 比例 し て 帰属 する 。 こ の 規定 は 、 農 
地 の 賃 借 料 、 家 屋敷 、 そ の 他 の 民 果 に 適用 され る 。 


第 S87 条 


用 益 権 者 が 、 金 銭 、 穀 物 、 酒 類 な ど 消 費 さ れ な けれ ば 使 
用 で き な い も の を 含む 場合 、 用 益 権 者 は それ ら を 使用 

する 権利 を 有する が 、 用 益 権 の 終了 時 に 、 同 じ 量 と 質 

の も の 、 ま た は 返 二 の 日 に 見 積もっ た 価値 の いずれ か 

を 返す る こと が 条件 と な る 。 


第 S88 条 


終身 年 金 の 用 益 権 も また 、 用 益 権 者 は 、 そ の 用 益 権 の 存 
続 期 間 中 、 い か な る 返 選 の 義務 も 負わ ず に その 延滞 金 
を 受け 取る 権利 を 有する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 S89 条 


用 益 権 者 が 、 リ ネン や 家具 な ど 、 す ぐに 消費 され ず に 
使用 に よっ て 少し ずつ 劣化 する も の を 含む 場合 、 用 益 
権 者 は それ ら を 意図 し た 目的 の た め に 使用 する 権利 を 
有 し 、 用 益 権 の 終了 時 に 、 自 分 の 故意 また は 過失 に よっ 


て 劣化 し て いな い 状 態 で の みそ れ ら を 返 選 する 義務 が 
ある 。 


第 S90 条 


た だ し 、 用 人 益 権 者 また は その 相続 人 の た め に 、 用 人 益 権 
者 が その 名 受 中 に 行わ な か か っ た 雑木 、 枝 打ち 、 雑 木 の 
通常 の 伐採 に つい て 補償 する こと は な い 。 


理 床 を 損傷 する こと な く 採 取 で きる 樹木 も 、 用 益 権 者 
が その 場所 の 慣習 に 従っ て 交換 する こと を 条件 と し 
て 、 用 益 権 の 一 部 を 構成 する も の と する 。 


第 S91 条 


用 益 権 者 は 、 高 層 林 の 一 部 が 一 定 の 面積 で 定期 的 に 伐採 
され て いる か 、 ま た は 不動 産 の 全 表面 か ら 無 差別 に 採 
取 さ れ た 一 定量 の 木 か ら 伐採 され て いる か に か か わら 
ず 、 常 に 元 の 所 有 者 の 時 代 と 慣習 に 従っ て 、 規 制 伐採 か 
ら 利 益 を 得る も の と する 。 


第 S92 条 


その 他 の すべ て の 場合 に お いて 、 用 益 権 者 は 高層 林 の 
樹木 に まま を つけ て は な ら な い 。 彼 は 、 自 分 の 責任 で 根 
こそ ぎ に し た り 、 事 故に よっ て 折れ た 樹木 を 修理 する 
た め に の み 使 用 する こと が で きる 。 


第 S93 条 


林 の 中 で 、 ブ ドウ の 木 の た め の 杭 を 取る こと が で き 
る 。 ま た 、 木 か ら 年 産ま た は 定期 的 な 生産 物 を 取る こ 
と が で きる 。 す べ て 国 の 用 途 ま た は 所 有 者 の 慣習 に 
の 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 S94 条 


果樹 が 枯れ た り 、 偶 然 に 根こそぎ に な っ た り 、 折 れ た 
り し た も の は 、 使 用 権 者 に 帰属 する が 、 そ の 条件 は 
他 の も の と 取り 替え る こと で ある 。 


第 S9S 条 


用 益 権 者 は 、 そ の 財産 を 自ら 享受 し 、 他 人 に 賃貸 し 、 あ 
る い は その 権利 を 無償 で 売 電 また は 譲渡 する こと が で 
きる 。 


用 益 権 者 が 学 独 て 午 結 し た 9 年 を 超え る 期間 の 筑 貸 人 
は 、 用 益 権 が 終了 し た 場合 、 当 事 者 が まだ 9 年 の 期間 内 
に いる 場合 本 また は 2 番目 の 期間 の 
いずれ か 、 つ まり 賃借 和信 が その 9 年 の 期間 の 享受 を 完了 
する 権利 の み を 有する よう に 、 残 存 期間 の み 裸 所 有 者 


に 対し て 拘束 力 を 持つ こと に な る 。 


9 年 以下 の 賃貸 借 で 、 用 益 権 者 が 単独 で 、 農 村 部 の 不動 
産 の 場合 は 現行 の 賃貸 借 の 満了 の 3 年 以上 前 に 、 家 屋 の 
場合 は 同じ 時 期 に 2 年 以上 前 に 締結 また は 更新 し た も の 
は 、 用 益 権 の 停止 前 に その 実行 が 開始 され て いな けれ 
ば 、 効 力 を 生じ な い 。 


第 20 条 用 益 権 者 は 、 素 地 所 有 者 の 同意 な し に 、 農 場 ま 
た は 建物 を 商業 、 工業 また は 工芸 の 用 途 で 賃貸 する こ 
と は で き な い 、。 裸 所 有 者 の 同意 が な い 場 合 、 用 益 権 者 
は 裁 鹿 所 か ら 単 独 で この 行為 を 行う 権限 を え られ る 
こと が ある 。 


第 S96 条 


第 96 条 用 益 権 者 は 、 用 益 権 を 有する 目的 物 へ の 充当 に 
よっ て 生じ た 増加 を 享受 する 。 


第 S97 条 


使用 権 者 は 、 地 役 権 、 通 行 権 、 お よび 一 般 に 所 有 者 が 各 
受 で きる すべ て の 権利 を 名 受 し 、 所 有 者 自身 と 同様 に 
それ ら を 享受 する 。 


第 S98 条 


用 人 益 権 者 は 、 用 益 権 設定 時 に 操業 中 の 鉱山 お よび 採石 場 
に つい て も 、 所 有 者 と 同様 に 享受 する 。 

用 人 益 権 者 は 、 共 和 国 大 統 人 額 の 許可 を 得 た 後に の み 、 こ れ 
を 呈 受 する こと が で きる 。 


用 益 権 者 は 、 ま だ 開か れ て いな い 鉱 山 お よび 採石 場 、 
まだ 開発 が 開始 され て いな い 泥 克 地 、 お よび 用 益 権 の 
存続 期間 中 に 発見 され る 可能 性 の ある 財宝 に 対す る 権利 
を 有 し な い 、。 


第 S99 条 


所 有 者 は 、 そ の 行為 また は いか な る 方 法 に よっ て も 、 
用 益 権 者 の 権利 を 害する こと は で き な い 、。 


一 方 、 用 益 権 者 は 、 用 益 権 の 終了 時 に 、 物 の 価値 が 増加 
し た と し て も 、 自 ら が 行っ た と 主張 する 改良 に 対す る 
補償 を 請求 する こと は で き な い 、。 


し か し 、 彼 また は 彼 の 相続 人 は 、 彼 が 資 い て いた 鐘 、 
絆 、 そ の 他 の 装飾 品 を 撤去 する こと が で きる が 、 そ の 
際 、 建 物 が 元 の 状態 に 回 復 さ れる こと が 条件 と な る 。 


第 2 節 : 用 益 権 者 の 義務 
第 600 条 


用 益 権 者 は 、 物 を その まま の 状態 で 受け 取る が 、 所 有 


者 の 立会 い の も と で 、 ま た は 正式 に 所 有 者 を 呼び 出し 
て 、 動 産 の 目録 と 用 益 権 の 対象 と な る 動産 の 明細 書 を 作 
成 し た 後に の み 、 享 有 に 入る こと が で きる 。 


第 601 条 


用 益 権 設定 行為 に よっ て 免除 され て いな い 場 合 、 合 理 的 
如 受 の た め に 担保 を 提供 する 。 た だ し 、 用 益 権 の 対象 
で ある 子 、 業 者 、 贈 互 者 の 財産 に つい て 法 的 用 益 権 を 有 
する 父 と 母 は 、 担 保 の 提供 を 要求 され な い 。 


第 602 条 


用 益 権 者 が 保証 人 を 見 つけ な い 場 合 、 財 産 は 農地 に 譲渡 
され る か 、 ま た は 差し 押さ えら れ 、 用 益 権 に 含ま れる 
金額 が 次 か れる 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

これ ら の 金額 に 対す る 利 皿 お よび 農場 の 価格 は 、 こ の 
場合 、 用 益 権 者 に 帰属 する 。 


第 603 条 


使用 権 者 の 保証 が な い 場 合 、 所 有 者 は 、 使 用 に よっ て 率 
えた 家具 を 売却 し 、 そ の 価格 を 商品 の 場合 と 同様 に 投資 
する よう 要求 する こと が で き 、 そ の 後 、 使 用 権 者 は 使 


用 権 期間 中 の 利息 を 台 受 する 。 た だ し 、 用 益 権 者 は 、 状 
況 に 応じ て 、 自 分 の 使用 に 必要 な 家具 の 一 部 を 、 簡 単 な 
保証 の 下 に 、 用 葵 権 の 期限 が 切れ た と き に 再び 表す こ 
と を 条件 に 、 自 分 に 譲る こと を 要求 し 、 裁 羊 記 は それ 
を 古 じ る こと が で きる 。 


第 604 条 


担保 の 提供 が 遅 れ て も 、 用 益 権 者 は 権利 を 有する 果実 を 
奪わ れる こと は な い 。 


第 60S 条 


用 益 権 者 は 、 維 持 修繕 を 行う こと の み を 義務 づけ られ 
て いる 。 


た だ し 、 用 益 権 設定 後に 修繕 を 行わ か か っ た こと が 原 
因 で ある 場合 は 、 用 益 権 者 も また 責任 を 負う 。 


第 606 条 


主 な 修繕 は 、 大 き な 壁 や 丸 天井 、 梁 の 修復 、 屋 根 全 体 の 
修復 で ある 。 


堤防 、 擁 壁 、 囲 い 壁 の 修復 も 完了 し た 。 


その 他 の 修理 は すべ て メン テ ナ ン ス で ある 。 


第 607 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

所 有 者 も 用 人 益 権 者 も 、 荒 廃し た も の 、 あ る い は 偶然 に 
破壊 され た も の を 再建 する 義務 は な い 。 


第 608 条 


用 益 権 者 は 、 誤 受 し て いる 間 、 寄 選 分 や その 他 果 実に 対 
する 費用 と みな され る よう な 相続 財産 の 年 頁 を すべ て 
文 払 う 義 務 が ある 。 


第 609 条 


用 益 権 の 期間 中 に 財産 に 課さ れる 費用 に つい て は 、 用 
人 益 権 者 と 所 有 者 は 、 以 下 の よ うに 負担 する 。 


所 有 者 は これ を 支払 う 義 務 を 負い 、 用 人 益 権 者 は その 利子 
に つい て 所 有 者 に 説明 し な けれ ば な ら な い 。 


第 610 条 


遺 計 者 に よる 終身 年 金 ま た は 扶養 料 の 遺産 は 、 用 益 権 者 


の 包括 受 遺 者 が その 全額 を 、 ま た 用 益 権 者 の 包括 受 遺 者 
が その 享受 の 割合 に 応じ て 支払 う も の と し 、 そ れ ら の 
側 で は 回 収 す る こと は な い 。 


第 611 条 


特定 の 所 有 権 に よる 用 益 権 者 は 、 土 地 が 抵当 に 入っ て い 
る 債務 に 対し て 責任 を 負わ な い 。 も し 支払 い を 強制 さ 

れ た 場合 に は 、 第 1020 条 「 生 前 贈 と 遺訓 」 の 見 出し で 
規定 され て いる 場合 を 除き 、 所 有 者 に 対抗 する こと が 

で きる 。 


第 612 条 


用 益 権 者 は 、 普 通 的 な も の で あれ 普通 的 な 権原 に よる 
も の で あれ 、 所 有 者 と と も に 以下 の よう に 債務 の 支払 
い に 頁 献 す る も の と する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

用 益 権 の 対象 と な る 土地 の 価値 は 推定 され 、 そ の 価値 
に 比例 し て 債務 の 負担 が 確定 する 。 


用 谷 権 者 が 、 土 地 が 負担 すべ き 金 額 を 前 払い する こと 
を 希望 する 場合 、 そ の 資本 は 用 益 権 の 終了 時 に 無利息 で 
返 選 され る 。 


用 益 権 者 が その よう な 前 払い を 望ま な い 場 合 、 所 有 者 
は 、 用 益 権 者 が 用 盆 権 の 存続 期間 中 の 利息 を 請求 し て 金 
額 を 文 払 うか 、 用 益 権 の 対象 で ある 不動 産 の 一 部 を 支払 
額 を 上 限 と し て 売却 させ る か の いずれ か を 選択 する こ 

と が で きる 。 


第 613 条 


613 条 用 益 権 者 は 、 不 動産 の 享受 に 関す る 手続 の 費用 お 
よび その 手続 が も た ら す その 他 の 削 則 に 対し て の み 責 
任 を 負う 。 


第 614 条 


用 益 権 の 期間 中 に 第 三 者 が 土地 の 占有 を 行い 、 ま た は 所 
有 者 の 権利 を 侵害 し た 場合 、 用 益 権 者 は それ を 所 有 者 に 
報告 する 義務 が ある 。 そ うし な か っ た 場合 、 所 有 者 に 
生じ る 可能 性 の ある 損害 に つい て 、 自 ら が 行っ た 損害 
と 同様 に 責任 を 負う 。 


第 61S 条 


用 益 権 者 の 過失 に よら ず に 滅失 し た 動物 に 対し て の み 
用 益 権 が 設定 され た 場合 、 用 益 権 者 は 別 の 動物 を 返 選 す 
る 義務 も 、 そ の 評価 額 を 支払 う 義 務 も な い 。 


第 616 条 


用 益 権 設定 者 の 過失 に よら ず 、 事 故 ま た は 病気 に よ っ 

て 完全 に 滅亡 し た 場合 、 用 益 権 者 は 所 有 者 に 対し て 、 放 
革 の 説明 また は 返 思 の 日 に お ける 推定 価値 を 提供 する 

義務 の み を 負う 。 


群れ が 完全 に 滅亡 し な い 場 合 、 用 益 権 者 は 、 減 亡 し た 動 
物 の 頭 部 を 、 生 人 育 量 に 達する まで 交換 する 義務 が あ 
る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 3 節 : 用 益 権 の 終了 方 法 

第 617 条 


用 益 権 は 消滅 する 。 
用 益 権 者 の 死亡 に よっ て 。 


用 益 権 者 が 死亡 し た と き : 用 益 権 が 設定 され た 期間 が 満 
了 し た と き : 用 益 権 が 消滅 し た と き 


用 益 権 者 と 所 有 者 の 2 つの 資格 の 同一 人 物 へ の 統合 また 
は 再 併合 に よっ て : 30 年 間 の 権利 の 不 使用 に よっ て 。 


用 益 権 の 根拠 と か る も の が 完全 に 失わ れる こと 。 


第 618 条 


用 益 権 は 、 用 益 権 者 が その 各 受 を 乱用 し 、 土 地 を 損傷 し 


た り 、 維 持 の 不足 に よっ て 腐敗 させ た りす る こと に 
よっ て も 消滅 する こと が ある 。 


用 益 権 者 の 債権 者 は 、 そ の 権利 の 保全 の た め に 紛争 に 介 
入 す る こと が で き 、 損 害 の 賠償 と 格 来 に 対す る 保証 を 
提供 する こと が で きる 。 


攻 記 官 は 、 状 況 の 車 大 性 に 応じ て 、 用 益 権 の 絶対 的 消滅 
を 宣告 する か 、 ま た は 用 人 益 権 が 消滅 する まで の 間 、 用 
益 権 者 また は その 権利 継承 者 に 毎年 一 定 の 金額 を 支払 う 
義務 を 課 し て 、 そ れ に よっ て 封じ られ た 物 の 享受 へ の 
所 有 者 の 復帰 を 命ずる こと が で きる 。 


第 619 条 


個人 に 対し て 七 え られ て いな い 用 益 権 は 、30 年 間 し か 
存続 し な い 。 


第 620 条 


第 三 者 が 一 定 の 年 齢 に 達する まで 七 えら れ た 用 益 権 
は 、 そ の 第 三 者 が 一 定 の 年 齢 以前 に 死亡 し た 場合 で 
あっ て も 、 そ の 時 まで 存続 する 。 


第 621 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


不動 産 の 用 益 権 お よび 裸 所 有 権 を 同時 に 売却 する 場 
当事者 が 用 益 権 を 価格 に 繰り 延べ る こと に 合意 し な い 
限り 、 価 格 は これ ら の 権利 の それ ぞ れ の 価値 に 従っ て 
用 益 権 お よび 裸 所 有 権 に 分 割 さ れる 。 


用 益 権 者 の 合意 な し に 用 益 権 の 対象 と な る 財産 を 売却 し 

も 、 後 者 の 権利 は 修正 され ず 、 後 者 は 明示 的 に 放 径 し 
て いな けれ ば 、 そ の 財産 に 対す る 用 益 権 を 引き 続き 各 
受 する 。 


第 622 条 


第 10 条 用 益 権 者 の 債権 者 は 、 自 己 に 不利 益 と な る よう 
に な され た 放棄 を 取り 消す こと が で きる 。 


第 623 条 


用 人 益 権 の 対象 と な る 物 の 一 部 の み が 破 壊さ れ た 場合 
用 益 権 は 残 存 する 物 に 対し て 保持 され る 。 


第 624 条 


用 益 権 が 建物 の 上 に の み 設 定 さ れ 、 そ の 建物 が 火炎 そ 
の 他 の 事故 に 中 っ て 破壊 され 、 ま た ( は 荒廃 し て 月 辻 し 
た 場合 、 用 益 権 者 は 土壌 お よび 資材 を 享受 する 権利 を 有 
し が いい 


用 益 権 が 建物 の 一 部 で ある 不動 産 に 設定 され て いた 場 
合 、 用 益 権 者 は 土壌 と 資材 を 享受 する こと が で きる 。 


第 2 章 : 使用 と 居住 
第 62S 条 


使用 権 お よび 居住 権 は 、 用 益 権 に 準じ て 設定 お よび 品 失 
され る 。 


第 626 条 


使用 権 の 場合 と 同様 に 、 人 は まず 担保 を 提供 し 、 陳 述 書 
人 や 目録 を 作成 し な けれ ば 、 こ れ ら を 享受 する こと は で 
きい 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 627 条 


使用 者 、 お よび 居住 権 を 有する 者 は 、 財 産 を 合理 的 に 各 
受 し な けれ ば な ら な い 。 


第 628 条 


使用 権 お よび 居住 権 は 、 そ れ ら を 設定 し た 権原 に よっ 
て 規定 され 、 そ の 規定 に 従っ て 、 多 か れ 少 な か れ 範囲 
を 受け る 。 


第 629 条 


所 有 権 に これ ら の 権利 の 範囲 が 説明 され て いな い 場 
合 、 以 下 の よ うに 規定 され る 。 


第 630 条 


土地 の 果実 の 使用 を 有する 者 は 、 自 己 お よび 家族 の 必要 
な 分 だ け 有 要求 する こと が で きる 。 


使用 権 を 与え られ て か ら 生 まれ た 子供 の 必要 分 も 要求 
する こと が で きる 。 


第 631 条 


使用 者 は 、 そ の 権利 を 他人 に 譲渡 し た り 、 貸 し た りす 
OS の GS 


第 632 条 


家屋 に 居住 する 権利 を 有する 者 は 、 そ の 権利 が 革 えら 
れ た 時 に 結婚 し て いな く て も 、 家 族 と 一 緒 に そこ に 住 
の の 2 の 0 で きる 。 


第 633 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

居住 権 は 、 こ の 権利 を 弓 え られ た 者 及び その 家族 の 居 
住 に 必要 な も の に 限ら れる 。 


第 634 条 


居住 権 は 、 譲 渡 ま た は 賃借 する こと が で き な い 。 


第 63S 条 


使用 者 が 土地 の 果実 の すべ て を 取得 し 、 ま た は 家屋 全 
体 を 占有 する 場合 、 使 用 権 者 と 同様 に 耕作 費 、 維 持 修繕 
費 お よび 負担 金 の 文 払 い に 責 任 を 負う 。 


果実 の 一 部 し か 取ら な い 場 合 、 あ る い は 家屋 の 一 部 し 
か 占有 し て いな い 場 合 は 、 享受 する も の に 応じ て 負担 
する 。 


第 636 条 

条 林 や 林 の 利用 は 、 特 別 な 法律 で 規制 され て いる 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 2 巻 : 財産 と 所 有 権 の 諸 変 更 

第 4 編 : 地 役 権 ま た は 土地 役務 

第 637 条 


地 役 権 と は 、 他 の 所 有 者 に 属す る 相続 財産 の 使用 と 利益 
の た め に 、 相 続 財産 に 課さ れる 料金 で ある 。 


第 638 条 


地 役 権 は 、 あ る 相続 財産 が 他 の 相続 財産 より 優位 に 立つ 
こと を 意味 する も の で は な い 。 


第 639 条 


地 役 権 は 、 そ の 場所 の 自然 的 状況 、 法 律 で 齋 せ られ た 義 
務 、 ま た は 所 有 者 間 の 合意 の いずれ か に 由来 する 。 


第 1 章 : 敷地 の 状況 に 由来 する 地 役 権 
第 640 条 


下 の 土 地 の 所 有 者 は 、 上 の 土地 に 関し て 、 そ こ か ら 自 
然 に 流れ 出る 水 を 、 人 の 手 が 加わ っ て いな い 状 態 で 受 
け 取 る 義務 が ある 。 


下位 の 所 有 者 は 、 こ の 流れ を 妨げ る 堤防 を 築く こと は 
で き な い 。 


上 位 の 所 有 者 は 、 下 位 の 土地 の 隷属 性 を 悪化 させ る よう 
が ご ざと を な し で は な が なら が い 。 


第 641 条 


すべ て の 所 有 者 は 、 自 己 の 土地 に 降っ た 雨水 を 利用 
し 、 処理 する 権利 を 有する 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

その よう な 水 の 使 用 また は それ に 王 え られ た 方 向 が 、 
第 640 条 に よっ て 確立 され た 自然 流下 隷属 を 部 化 さ せる 
場合 、 下 の 土地 の 所 有 者 に 補償 が 行わ れる 。 


敷地 内 の 湖水 に つい て も 同様 の 規定 が ある 。 


穴 や 地下 の 工事 に よっ て 所 有 者 が 自分 の 土地 に 水 を 流入 
させ た 場合 、 下 の 土地 の 所 有 者 は それ を 受け 取ら な け 

れ ば な ら な い が 、 そ の 流入 に よっ て 損害 が 生じ た 場合 

に は 、 補 償 を 受け る 権利 が ある 。 


住居 に 隣接 する 家屋 、 庭 、 公 園 お よび 囲い は 、 前 各 項 に 
規定 する 場合 に お いて 、 拓 水 地 役 権 を 吉 化 させ る こと 
が で き な い 。 


第 10 条 本 項 で 規定 する 地 役 権 の 設定 お よび 行使 、 な ら 
びに その 下 に ある 土地 の 所 有 者 に 支払 うべ き 補 償 金 の 
清算 に 関連 し て 生じ た 紛争 は 、 第 一 に 、 郷 里 の 司法 萩 章 
所 の 記事 の 前 に 提起 され 、 そ の 判断 に お いて 、 農 業 お 
よび 産業 の 利益 と 財産 に 対す る 尊 還 と を 調和 させ な け 
れ は ば ならない 、。 


専門 家 の 意見 が 必要 な 場合 は 、1 人 の 専門 家 の み を 指名 
する こと が で きる 。 


第 642 条 


第 642 条 自己 の 土地 に 泉 を 有する 者 は 、 そ の 範囲 内 に お 
いて 、 常 に 自己 の 相続 の 必要 の た め に 、 そ の 水 を 希望 
する よう に 使用 する こと が で きる 。 


泉 の 所 有 者 は 、30 年 以上 に わた っ て 泉 の 湧く 土地 に 、 水 
を 利用 する た め 、 ま た は 水 の 通過 を 容易 に する た め に 

目 に 見 える 恒久 的 な 工事 を 行い 完成 させ た 下位 の 土地 

の 所 有 者 を 害する た め に 、 も は や それ を 利用 する こと 

は で き な がい 。 


所 有 者 は 、 コ ミュ ー ン 、 村 、 ま た は 集落 の 住民 か ら 必 
要 な 水 を 奪う よう な 使い 方 を し て は な ら な い が 、 住 民 
が その 使用 を 取得 また は 規定 し て いな い 場 合 、 所 有 者 
は 補償 を 請求 で き 、 専 門 家 が これ を 解決 する 。 


第 643 条 


湧 水 が その 発生 し た 土地 か ら 離 れる 際 に 、 公 共 的 で 流 
水 の 性 質 を 持つ 水路 を 形成 する 場合 、 所 有 者 は 、 劣 部 な 
利用 者 を 害する た め に 、 そ の 自然 の 流れ か ら 辻 回 させ 
2C 居 な ら な いい 


第 644 条 


財産 の 区 別 」 の 見 出し の 下 に 第 538 条 に よっ て 公有 地 依 
存 と 宜 斉 さ れ た も の 以外 の 流水 に 接する 財産 を 有する 
者 は 、 そ の 財産 の 瀧 沙 の た め に その 流水 を 使用 する こ 
と が "で きる, 
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この 水 が そ の 財産 を 横切る 者 は 、 そ の 水 が 通 過す る 
間 、 こ れ を 使用 する こと も で きる が 、 そ の 財産 を 離れ 
る と き に 、 こ れ を 通常 の 経路 に 戻す こと を 条件 と す 
る 。 


第 64S 条 


これ ら の 水 が 有 用 で ある 所 有 者 の 間 で 紛争 が 生じ た 場 

合 、 裁 記 所 は 対決 に お いて 、 農 業 の 利益 と 財産 へ の 敬意 
を 調和 させ な けれ ば な ら ず 、 す べ て の 場合 に お いて 、 

水 の 流れ と 使用 に 関す る 特定 の 、 そ し て 地域 の 規制 を 

守ら な けれ ば な ら な い 。 


第 646 条 


所 有 者 は 、 隣 人 に 対し 、 隣 接する 土地 の 境界 を 画定 する 
よう 要求 する こと が で きる 。 区 画 整 理 は 共同 の 費用 で 
行わ れる 。 


第 647 条 


所 有 者 は 、 第 682 条 に 規定 され て いる 場合 を 除き 、 自 分 
の 所 有 地 を 囲む こと が で きる 。 


第 648 条 


自分 の 土地 を 囲 も うと する 所 有 者 は 、 そ こ か ら 撤 退 し 
た 区 地 に 比例 し て 、 放 牧 する 権利 を 和 失う 。 


第 2 章 : 法律 で 定め られ た 地 役 権 
第 649 条 
法律 に よっ て 設定 され た 地 役 権 は 、 そ の 目的 と し て 、 


公共 また は 共同 体 の 効用 、 あ る い は 私 人 の 効用 を 有 す 
る 。 


第 6S0 条 
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年 04 月 1 日 

公共 また は 共同 事業 の た め に 設定 され た も の は 、 国 有 

水路 に 治っ た 歩道 、 道 路 の 建設 また は 修理 、 そ の 他 の 公 
共 ま た は 共同 事業 を その 目的 と し て いる 。 


この 種 の 地 役 権 に 関す る すべ て の こと は 、 特 定 の 法律 
また は 規則 に よっ て 決定 され ます 。 


第 6S1 条 


法律 で は 、 契 約 と は 無関係 に 、 所 有 者 が 互い に 異な る 義 
務 を 負い ます 。 


第 6S2 条 


これ ら の 義務 の いく つか は 、 農 村 の 取り 締まり に 関す 
る 法律 で 規制 され て いる 。 そ の 他 の 義務 は 、 パ ー テ ィ 
ウォ ー ル や 溝 、 カ ウン ター ウォ ー ル が ある 場合 、 隣 人 
の 敷地 へ の 眺め 、 屋 根 の 雨 ど い 、 通 行 権 な ど に 関す る 
も の で ある 。 


第 1 節 : パー ティ ウォ ー ル と 側溝 
第 6S3 条 


町 や 田舎 で は 、 家 まで の 建物 の 間 、 中 庭 や 庭 の 間 、 さ 
ら に は 田畑 の 囲い の 間 を 隔て る 役割 を 果たす 壁 は 、 そ 
れ に 反する 権利 や 標識 が な い 限 り 、 共 有 で ある と 推定 
され る 。 


第 6S4 条 


壁 の 上 部 が 、 一 方 で は その 面 か ら ま っ すぐ て 水平 で あ 
り 、 他 方 で は 傾斜 面 を 呈し て いる 場合 に は 、 間 国民 の 
標示 が ある 。 


片側 だ け 、 ま た は 壁 を 作る こと に よっ て そこ に 賀 か れ 
た で あろ う 石 の 笠木 や 網 や 角材 が ある 場合 。 


この 場合 、 そ の 壁 は 、 そ の 笠木 また は 網代 お よび 石材 
の 切羽 が ある 側 の 所 有 者 に 専属 する も の と みな され 
る 。 
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第 6SS 条 


パー ティ ウォ ー ル の 修理 お よび 改築 は 、 そ の 権利 を 有 
する すべ て の 者 が 、 そ れ ぞ れ の 権利 に 比例 し て 負担 し 
な けれ ば な ら な い 。 


第 6S6 条 


た だ し 、 共 用 長 の 共有 者 は 、 そ の 共用 壁 が 自己 に 属す 
る 建物 を 支え て いな い 場 合 に 限り 、 共 有 者 の 権利 を 放 
華 す る こと に よっ て 、 修 繕 お よび 改築 へ の 寄 五 を 免除 
する こと が で きる 。 


第 6S7 条 


共有 の 壁 に 対し て 建物 を 建て 、 梁 また は 根太 を 壁 の 全 
厚 さ 、54 ミ リ メ ー ト ル 以 内 に 設 曽 させ る こと が で きる 
が 、 隣 人 が 自ら 同じ 場所 に 梁 を 設置 し た い 場 合 、 ま た 
は 煙突 を 傾け る 場合 は 、 壁 の 半分 に 梁 を 切断 させ る 権 
利 を 害する こと は な い 、。 


第 6S8 条 


共有 者 は 、 共 有 の 壁 を 書 上 げす る こと が で きる が 、 高 
上 げ の 費用 と 共有 の 志 の 高 さ 以上 の 維持 修繕 費 を 単独 で 
負担 し 、 高 上 げに よる 壁 の 共有 部 分 の 鈴 持 費 も 単独 で 負 
担 し 、 隣 人 の 所 有 者 が 剖 上 げに より 負担 し た 費用 を す 
べ て 弁償 し な けれ ば な ら な い 。 


第 6S9 条 


共用 部 分 の 壁 が 高 上 げに 耐え うる 状態 で な い 場 合 、 高 
げ を 希望 する 者 は 自分 の 費用 で その 壁 を 完全 に 作り 阜 
さ な け れ ば な ら ず 、 余 っ た 厚 さ は 自分 の 側 で 負担 し な 


けれ ば な ら な い 。 


第 660 条 


高層 化 に 寄 王 し な か っ た 隣人 は 、 高 層 化 に 要 し た 費用 
の 半分 と 、 超過 し た 厚 さ の た め に 提供 され た 土壌 の 半 
分 の 価値 (も し あれ ば ) を 支払 うこ と に よっ て 、 そ の 
共同 所 有 権 を 取得 する こと が で きる 。 費 用 民法 - 最終 
更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 04 月 13 日 
は 、 壁 の 上 昇 し た 部 分 の 状態 を 考慮 し て 、 取 得 の 日 に 
お いて 見 積もる 。 


第 661 条 


志 に 加わ る 所 有 者 は 、 堀 の 費用 の 半分 、 ま た は 志 の 共有 
に し た い 部 分 の 費用 の 半分 、 お よび 志 が 建っ て いる 地 
面 の 価値 の 半分 を 弁償 し て 、 そ の 全部 また は 一 部 を 共 
有 に する こと が で きる 。 所 の 費用 は 、 世 が 発見 され た 
状態 を 考慮 し て 、 そ の 共有 の 所 有 権 を 取得 し た 日 に 見 積 
も る 。 


第 662 条 


隣人 の 一 方 は 、 他 方 の 同意 な し に 、 ま た は その 拒否 に 
基づき 、 新 た な 作業 が 他方 の 権利 を 害し な いこ と を 保 
証する た め に 専門 家 に よっ て 決定 され た 必要 な 手段 な 
し に 、 共 同 の 評 の 本 体 に くぼみ を 作り 、 そ こ に 何ら か 


の 作業 を 施し た り 支 えた りす る こと は で き な い 。 


第 663 条 


第 663 条 各 当 事 者 は 、 町 お よび 郊外 に お いて 、 そ の 隣人 
に 対し 、 そ の 家屋 、 庭 お よび 庭 を 隅 て る 堀 の 建設 お よ 
び 修 理 に 寄与 する よう 強制 する こと が で きる 。 堀 の 高 
は 、 特 定 の 規則 また は 一 定 し て 認め られ た 用 途 に 

従っ て 決め られ 、 用 途 や 規則 が な い 場 合 、 閣 来 建設 ま 

た は 再 設 資 さ れる 隣 人 間 の 堀 は 、 笠木 を 含め て 、 人 口 5 
万 人 以上 の 都市 で は 少な く と も 32 セ ンチ メー トル 、 そ 

れ 以 外 で は 26 セ ンチ の 高 さ で な けれ ば な ら な い 。 


第 66S 条 


当事者 の 壁 ま た は 家屋 が 再建 され た 場合 、 積 極 的 お よ 
び 消 極 的 地 役 権 は 、 新 し い 壁 また は 新しい 家屋 に 関し 
て 継続 する も の と し 、 た だ し 、 増 吉 す る こと は で き 
ず 、 再 建 が 時 効 取得 前 ( = 行わ れる こ と を 条件 と する 。 


第 666 条 


世 骨 地 を 隔て る 堀 は 、 一 方 の 世 暖 地 に の み 堀 が ある 場 
言 N また は これ | = 反する 所 有 権 、 時 効 、 標 識 が な い 限 
り 、 共 同 の 志 と みな され る 。 
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年 04 月 1 日 
溝 の 場合 、 堤 防 また は 土砂 の 排出 が 溝 の 片 側 の み に あ 
る と き は 、 三 居住 者 で ある こと を 示す 印 が ある 。 


溝 は 排 圭 が ある 側 の 人 に 振 他 的 に 帰属 する と みな され 
る 。 


第 667 条 


共同 堀 は 、 共 同 の 費用 で 維持 され な けれ ば な ら な い 
が 、 隣 人 は 、 共 同 所 有 権 を 放棄 する こと に よっ て 、 こ 
の 義務 を 免れ る こと が で き る 。 


この オプ ショ ン は 、 溝 が 通常 排水 の た め に 使用 され て 
いる 場合 に は 消滅 する 。 


第 668 条 


共有 で な い 溝 また は 生垣 に 隣接 する 敷地 の 隣人 は 、 溝 
また は 生垣 の 所 有 者 に 共有 の 所 有 権 を 放棄 する よう 強 
制 し て は な ら な い 。 


共有 の 生垣 の 共有 者 は 、 自 分 の 土地 の 限界 まで それ を 破 
壊す る こと が で きる が 、 そ の 限界 に 壁 を 建て る こと が 
条件 と な る 。 


同じ 規則 が 、 フ ェ ン ス の た め に の み 使 用 され て いる 共 


同 溝 の 共同 所 有 者 に も 適用 され る 。 


第 669 条 


垣根 が 共有 で ある 限り 、 生 産物 は 所 有 者 に 等 し く 帰属 す 
る 。 


第 670 条 


共有 の 生垣 の 中 の 樹木 は 、 生 垣 と 同様 に 共有 と する 。 二 
つの 遺産 の 分 界 線上 に 植え られ た 樹木 も 、 共 同 と みな 

され る 。 枯れ た と き 、 あ る い は 切り 倒さ れ た り 根 こそ 

ぎ に な っ た と き 、 こ れ ら の 樹木 は 半分 ずつ 共有 され 

る 。 果 実は , 自然 に 落ち た も の で あろ うと , 挑発 され 

た も の で あろ うと , ある い は 摘み 取ら れ た も の で あろ 

うと , 共同 の 費用 で 集め られ , 半分 ずつ 平等 に 分 配 さ 

の 。 


各所 有 者 は 、 共 有 の 樹木 を 根こそぎ に する こと を 有 要求 
する 権利 を 有する 。 
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第 671 条 
隣地 と の 境界 付近 に 樹木 、 低木 、 港 木 を 設け る こと は 、 


現在 部 行 さ れ て いる 特定 の 規制 、 ま た は 恒常 的 か つ 認 
知 さ れ た 使用 方 法 に よっ て 定め られ た 距離 、 規 制 や 使 


用 方 法 が な い 場 合 は 、 高 さ が 2 メ ー ト ル を 超え る 植林 に 
つい て は 両 遺 産 の 境界 線 か ら 2 メ ー ト ル 、 そ の 他 の 植林 
に つい て は 半 メ ー ト ル の 距離 で な けれ ば 許可 され ませ 
ん 。 


エス パリ ア で は 、 了 隔壁 の 両側 に 、 い か な る 種類 の 樹 
木 、 低 木 、 港 木 も 距離 を 次 か ず に 植え る こと が で きる 
が 、 壁 の 頂上 を 越え て は な ら な い 。 


壁 が 共有 で な い 場 合 、 所 有 者 だ けが エス パリ ア を 支え 
る 権利 を 有する 。 


第 672 条 


隣人 は 、 所 有 権 、 家 父 の 行き 先 、30 年 の 時 効 が な い 限 
り 、 法 定 距 離 よ り 短 い 距 離 に 植え られ た 木 、 低 木 、 漆 木 
を 根こそぎ に する か 、 前 条 で 決め た 高 さ に 下げ る よう 
要求 する こと が で きる 。 


樹木 が 枯れ た り 、 伐 採 さ れ た り 、 根 こそ ぎ に な っ た 場 
合 、 隣 人 は 法定 距離 を 守る こと に よっ て の み 、 樹 木 を 
取り 替え る こと が で きる 。 


第 673 条 


第 10 条 隣家 の 樹木 、 低 木 、 湊 木 の 核 が その 敷地 に 突き 
出 て いる 者 は 、 隣 家 に それ を 伐採 する よう 強制 する こ 
と が で きる 。 こ れ ら の 枝 か ら 自 然 に 落ち る 果実 は 、 そ 
の 人 の も の で ある 。 


も し 自分 の 土地 に 突き 出 て いる の が 根 、 茨 、 小 枝 で あ 
れ ば 、 彼 は それ を 仕切 り 線 の 限界 で 自ら 切る 権利 が あ 
る 。 


根 、 ワ ラジ 、 小 枝 を 切る 権利 、 樹 木 、 低 木 、 港 木 の 核 を 
切ら せる 権利 は 、 無 制限 で ある 。 


第 2 節 : 特定 の 建築 物 に 必要 な 距離 と 中 間 工 事 
特定 の 建築 物 
第 674 条 
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年 04 月 1 日 

共同 か 人 否 か を 問わ ず 、 訂 の 近く に 井戸 や 掃き 溜め を 
掘っ て いる 者 、 煙 突 や 囲炉裏 、 鍛 冶 屋 、 炉 を 作ろ うと す 
る 者 、 棄 舎 を これ に 立て か け よ うと する 者 は 、 こ の 限 
り で は な い 。 


また 、 こ の 壁 に 塩 の 貯蔵 所 や 腐食 性 物質 の 山 を 築 こう 
と する 者 は 、 隣 人 に 害 を 孔 えな いよ う 、 こ れ ら の 物 に 
関す る 規制 や 特定 の 用 途 に よっ て 定め られ た 距離 を 空 
ける か 、 同 じ 規 制 や 用 途 に よっ て 定め られ た 工事 を 行 
う 義 務 が ある 。 


第 3 節 : 隣人 の 所 有 物 に 対す る 見 解 
第 67S 条 


隣人 の 一 方 は 、 他 方 の 承諾 を 得 な けれ ば 、 い か な る 方 
法 で あれ 、 固 定 ガ ラス で あっ て も 、 共 用 記 に 窓 や 開口 
部 を 設け る こと は で きか な い 、。 


第 676 条 


他人 の 相続 財産 に すぐ 隣接 する 丘 分 割 の 壁 の 所 有 者 は 、 
この 長 に 開口 部 また は 網 と 死角 ガラ ス を 用 いた 窓 を 作 
る こと が で きる 。 


この よう な 窓 は 、 開 口 部 が 1 デシ メー トル ( 約 3 イ ンチ 8 
線 ) 以下 の 鉄 の 網 と 、 死 ん だ ガラ ス を 持つ サッ シ を 備 
え 付 け な け れ ば な ら な い 。 


第 677 条 


これ ら の 窓 や 日 は 、 採 光 し た い 部 屋 の 床 ま た は 地面 か 
ら 、1 階 の 場合 は 26 デ シメ ー ト ル (8 フィ ー ト ) 、 上 階 
の 場合 は 床 か ら 19 デ シメ ー ト ル (6 フィ ー ト ) の 高 さ に 
じ が 設け は る こと が で ぐ できない 


第 678 条 


隣人 の 土地 が 囲ま れ て いな い 場 合 を 除き 、 そ れ ら が 施 
され て いる 名 と 当該 相続 財産 と の 間 に 19 デ シメ ー ト ル 
の 距離 が な い 場 合 、 隣 人 の 囲ま れ て いる か 償 か に か か 
わら ず 、 そ の 相続 財産 に 調 射 日 光 や 方 形 の 窓 、 バ ルコ 


、 そ の 他 同 様 の 突起 物 を 設け る こ | 
た だ し 、 6 は 土地 の 一 


が 、 そ の 利益 を 受け る 土地 の た め Ph 績 
妨げ る 通行 地 役 権 に よっ て す で ( に 折 林 婦 定 され て 
いる 場合 は 、 こ の 限り で な い 。 

第 679 条 


同じ 但し 書き の 下 に 、6 デ シメ ー ト ル の 距離 が な けれ 
ば 、 同 じ 土 地 で 側面 また は 斜め の 眺 思 を 得る こと は で 
き な い 、。 


第 680 条 


前 2 条 の 距離 は 、 開 口 部 の ある 壁 の 外面 か ら 、 バ ルコ 
ニー その 他 こ れ に 類する 突起 物 が ある 場合 は 、 そ の 外 
線 か ら 2 つ の 敷地 の 仕切 り 線 まで 数 える も の と する 。 


第 4 節 : 屋根 の 軒先 
第 681 条 : 屋根 の 友 
すべ て の 所 有 者 は 、 雨 水 が 自 分 の 土地 また は 公道 に 振 


水 さ れる よう に 屋根 を 設 帝 し な けれ ば な ら ず 、 了 隣人 の 
土地 に 雨水 を 流し 込ま せ て は な ら な い 。 


第 S 節 : 道路 の 権利 
第 682 条 


その 土地 が 囲ま れ て いて 、 工業 、 商 業 の た め 
0 は 建設 や 分 譲 の た め に 公道 へ の ア クセ ス が な 

、 あ る い は 人 不 十分 な 所 有 者 は 、 そ の 所 有 者 が 引き 起 
生生 (5 人 条件 に 、 隣 人 の 土地 に その 
土地 の 完全 な 整備 を 確保 する た め に 十分 な 通路 を 請求 
する 権利 を 有する 。 


第 683 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

通路 は 、 MI 
定期 的 に 通ら な けれ ば な ら な い 。 


た だ し 、 そ の 土地 を 世 えら れ た 人 に と っ て 最も 害 の 少 
な い 場 所 に 固定 され な けれ ば な ら な い 、。 


第 684 条 


飛び 地 が 完 買 、 交 換 、 分 割 ま た は その 他 の 契約 に よる 
土地 の 分 割 に 起因 する 場合 、 こ れ ら の 行為 の 対象 と 
な っ た 土地 の 上 に の み 通 路 を 要求 する こと が で きる 。 


た だ し 、 分割 され た 土地 に 十分 な 通行 路 が 確保 で き な 


い 場 合 は 、 第 682 条 を 適用 する も の と する 。 


第 68S 条 


飛び 地 に よる 通行 権 の 根拠 と 態様 は 、30 年 間 の 継続 的 使 
用 に よっ て 決定 され る 。 


補償 の 訴え は 、 第 682 条 に 規定 する 場合 、 時 効 で あり 、 
補償 の 訴え が 認め られ な く な っ た と し て も 、 通 行 権 を 
絶 続 す る こと は 可能 で ある 。 


第 68S-1 条 


飛び 地 が 停止 し た 場合 、 地 役 権 の 根拠 と 態様 が どの よ 
うに 決定 され た か に か か わら ず 、 支配 地 の 地 役 権 が 第 
682 条 の 条件 に 基づい て 確保 され て いれ ば 、 地 役 権 の 所 
有 者 は 、 い つ で も 地 役 権 の 消滅 を 請求 する こと が で き 
る 。 


円 満 な 合意 が な い 場 合 、 こ の よう な 消滅 は 裁 鹿 所 の 決 
定 に よっ て 確立 され る 。 


第 3 章 : 人 間 の 行為 に よっ て 成立 する サー ビ チ ュ ー 
ド 


第 1 節 : 不動 産 に 設定 され る 様々 な 種類 の 地 役 権 
地 役 権 
第 686 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

た だ し 、 設定 され た 役務 は 、 個 人 また は 個人 の た め に 
計 さ れる も の で は な く 、 土 地 お よび 土地 の た め に の み 
康 さ れる も の で あり 、 こ れ ら の 役務 が 公 の 秩序 に 反し 
な いこ と を 条件 と する 。 


この よう に し て 設定 され た 地 役 権 の 使用 と 範囲 は 、 そ 
れ を 構成 する 権原 に よっ て 規定 され 、 権 原 が な い 場 合 
に は 、 次 の 規則 に よっ て 規定 され る 。 


第 687 条 

地 役 権 は 、 建 物 の 使用 の た め に 設定 され る 場合 と 、 土 地 
の 使用 の た め に 設定 され る 場合 と が ある 。 

最初 の 種類 の も の は 「 都 市 」 と 呼ば れ 、 そ の 対象 と な 
る 建物 が 都市 に ある か 田舎 に ある か に か か わら ず 、 

「 都 市 」 で ある 。 

第 二 の 種類 の も の は 「 田 舎 」 と 呼ば れる 。 


第 688 条 


地 役 権 に は 、 連 続 的 な も の と 非 連続 的 な も の が ある 。 


連続 的 地 役 権 と は 、 人 間 の 実際 の 行為 を 必要 と せ ず 、 そ 
の 使用 が 継続 する も の 、 ま た は 継続 で きる も の で 、 水 
道 管 、 下 水道 、 景 観 、 そ の 他 こ の 種 の も の が 含ま れ 

と 4 人 


不 連続 的 地 役 権 と は 、 行 使 する た め に 人 間 の 実際 の 行為 
を 必要 と する も の で 、 た と えば 、 通 行 権 、 描 画 権 、 放 
牧 権 な ど が ある 。 


第 689 条 


地 役 権 に は 、 明 白 な も の と 明白 で な いも の が ある 。 


明白 な 地 役 権 と は 、 ド ア 、 窓 、 水 道 管 の よう な 外 的 な 工 
事 に よっ て 告知 され る も の で ある 。 


疾 明 示 的 地 役 権 と は 、 例 えば 、 あ る 土地 に 建物 を 建て る 
こと を 禁止 する 、 あ る い は ある 高 さ まで し か 建て る こ 
と を 禁止 する な ど 、 そ の 存在 を 外部 に 示す こと の な い 
も の で ある 。 

第 2 節 : 地 役 権 の 成立 の 仕組 み 

第 690 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


絶 続 的 ・ 明 白 な 地 役 権 は 、 権 原 に よっ て 、 ま た は 30 年 間 
の 占有 に よっ て 取得 され る 。 


第 691 条 


明白 で な い 連 続 的 地 役 権 、 お よび 明白 また は 明白 で な 
い 非 連続 的 地 役 権 は 、 権 原 に よっ て の み 設 定 する こと 
が で きる 。 


し か し 、 こ の 種 の 地 役 権 は 、 占 有 に よっ て すでに 取得 
され て お り 、 こ の 方 法 で 取得 で きた 国 で は 、 信 日 、 異 
議 を 唱え られ な いか も し れ な い 。 


第 692 条 


一 家 の 父 の 行き 先 は 、 絶 続 的 か つ 明 白 な 地 役 権 に 関し 
て 、 権 原 と 同等 で ある 。 


第 693 条 


現在 分 割 さ れ て いる 2 つの 土地 が 同じ 所 有 者 に 属し て お 
り 、 地 役 権 が 発生 する 状態 に 薄 か れ た の は その 所 有 者 
に よる も の で ある こと が 証明 され た 場合 に の み 、 一 族 
の 父 の 目的 地 が 存在 する こと に な る 。 


第 694 条 


地 役 権 の 明白 な 標識 が ある 2 つの 遺産 の 所 有 者 が 、 提 約 
書 に 地 役 権 に 関す る 合意 を 含ま ず に 遺産 の 1 つ を 処分 し 
た 場合 、 地 役 権 は 、 処 分 され た 土地 また は 処分 され た 
土地 に 有利 に 、 積 極 的 また は 消極 的 に 存在 し 続け る 。 


第 69S 条 


地 役 権 を 構成 する 権原 は 、 時 効 に よっ て 取得 で き な い 
も の に 関し て は 、 地 役 権 を 修正 する 権原 に よっ て の み 
赴き 換え られ 、 承 役 地 の 所 有 者 に よっ て 発行 され る こ 
と が で きる 。 


第 696 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


地 役 権 が 設定 され た 場合 、 そ の 使用 に 必要 な すべ て の 
も の を 詩 庄 する も の と みな され る 。 


し た が っ て 、 他 人 の 泉 か ら 水 を 波 む た め の 地 役 権 に 
は 、 必 然 的 に 通行 権 が 伴う 。 

第 3 分 : 地 役 権 の 目的 で ある 土地 の 所 有 者 の 権利 
正当 

第 697 条 


地 役 権 の 帰属 する 者 は 、 そ の 使用 と 保存 に 必要 な すべ 
て の 工事 を 行う 権利 を 有する 。 


第 698 条 


これ ら の 工事 は 、 地 役 権 の 設定 権原 に 別段 の 定め が な 
い 限 り 、 地 役 権 の 対象 と な る 土地 の 所 有 者 の 費用 で は 
な く 、 自 己 の 費用 で 行わ か な けれ ば な ら な い 、。 


第 699 条 


地 役 権 の 目的 で ある 土地 の 所 有 者 が 、 地 役 権 の 使用 また 
は 保全 の た め に 必要 な 工事 を 自己 の 費用 で 行う こと を 

権原 に よっ て 課せ られ た 場合 、 地 役 権 の 目的 で ある 土 

地 を 地 役 権 の 目的 で ある 土地 の 所 有 者 に 放棄 する こと 

に より 、 常 に その 費用 か ら 解 放さ れる 。 


第 700 条 


地 役 権 が 設定 され た 土地 が 分 割 さ れ た 場合 、 地 役 権 は そ 
れ ぞ れ の 部 分 に つい て 期限 が 残っ て いる が 、 地 役 権 の 
対象 で ある 土地 の 状態 が 悪化 する こと は な い 。 


し た が っ て 、 た と えば 通行 権 で あれ ば 、 共 有 者 全員 が 
同じ 場所 を 通っ て これ を 行使 する 義務 を 負う 。 


第 701 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 10 条 使用 権 の 債務 者 で ある 土地 の 所 有 者 は 、 そ の 使 
用 を 減少 させ 、 ま た は 不便 を 生じ させ る よう な こと を 
まる の の でき が もい 


し た が っ て 、 そ の 敷地 の 状態 を 変更 し 、 ま た 、 地 役 権 
の 行使 を 当初 の 譲渡 先 以 外 の 場所 に 移転 する こと は で 
き な い 。 


た だ し 、 当 初 の 譲渡 が 地 役 権 の 対象 と な る 土地 の 所 有 者 
に と っ て より 負担 と な っ た 場合 、 ま た は 有利 な 修繕 を 

行う こと を 妨げ た 場合 、 他 の 土地 の 所 有 者 に 同等 の 便利 
な 場所 を 提供 し て 権利 を 行使 する こと が で き 、 後 者 は 

これ を 拒む こと が で き な い 。 


第 702 条 


地 役 権 を 有する 者 は 、 地 役 権 を 負っ て いる 土地 、 ま た 
は 地 役 権 を 負っ て いる 土地 に 、 前 者 の 状態 を 悪化 させ 
る よう な 変更 を 加え る こと が で きず 、 そ の 権原 に し た 
が っ て の み 使 用 する こと が で きる 。 


第 4 節 : 地 役 権 の 消滅 の 仕方 


第 703 条 


地 役 権 は 、 そ の 財産 が も は や 使用 で き な い よう なか な 状態 
に な っ た と き に 消滅 する 。 


第 704 条 


た だ し 、 第 707 条 で 巡 べ られ て いる よう に 3 
滅 し た と 推定 され る に 十分 な 期間 が 経過 し て いる 場 
は 除く 。 


第 70S 条 


地 役 権 は 、 そ れ を 負担 する 土地 と それ を 負担 する 土地 
と が 同一 の 手 に 結ば れ た と き に 消滅 する 。 


第 706 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


地 役 権 は 、30 年 間 の 不 使用 に よっ て 消滅 する 。 


第 707 条 


この 30 年 間 は 、 様 々 な 地 役 権 の 種類 に 応じ て 、 義 連続 的 
な 地 役 権 の 場合 に は 、 そ れ を 訪 受 し な く な っ た 日 か 

ら 、 継 続 的 な 地 役 権 の 場合 に は 、 地 役 権 に 反する 行為 が 
な され た 日 か ら 、 進 行 し 始め る 。 


第 708 条 


地 役 権 の 態様 は 、 地 役 権 そ の も の と 同様 に 、 ま た 同じ 
方 法 で 規定 する こと が で きる 。 


第 709 条 


地 役 権 が 設定 され た 不動 産 が 複数 の 未 分 割 の 当事者 に 属 
する 場合 、 そ の うち の 1 つの 享受 は 、 す べ て の 当事者 に 
関す る 時 効 を 阻止 する 。 


第 710 条 


共同 所 有 者 の 中 に 、 未 成年 者 の よう に 時 効 を 援用 で き な 
い 者 が ある と き は 、 そ の 者 は 、 他 の すべ て の 者 の 権利 
を 保持 し た も の と する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 2 巻 : 財産 と 所 有 権 の 諸 交 更 

第 S 編 : 土地 の 公示 

単 一 章 。 行 為 の 真正 形態 

第 710-1 条 


証書 また は 権利 は 、 土 地 登 記 の 手続 き を 行う た め に 、 
フラ ンス で 開業 する 公証 人 が 真正 な 形式 で 受理 し た 証 


書 、 裁 所 の 半 決 、 ま た は 行政 当局 が 発行 し た 真正 な 証 
書 に 由来 する も の で な けれ ば な ら な い 。 


RS こ 保管 する こと は 、 副 賭 の 有 
無 に か か わら ず 、 健 跡 お よび 著名 が 認め られ て も 、 土 
地 登記 の 手続 を 生じ させ る こと は で き な い 。 た だ し 、 
正式 の 形式 で 作成 され て いな い 場 合 で あっ て も 、 人 不動 
産ま た は 権利 の 会 社 ま た は 会 社 に AN 
後 の 総会 の 審議 の 議事 録 お よび 区 画 整理 の 議事 録 は 

証人 の 議事 録 へ の 寄託 を 記録 する 証書 ( ー 浜 付 され る こ ・ 
と を 条件 と し て 、 挑 当 庁 で 公表 する こと が で きる 。 


第 1 項 は 、 如 集金 状 、 差 押 命 金 、 各 種 の 関連 手続 行為 お 
よび 裁決 の 土地 登記 手続 、 所 有 権 の 行政 上 の 制限 を 付 し 
た 文書 また は 行政 上 の 地 役 権 を 付 し た 文書 、 土 地 登 記 所 
が 作成 し た 報告 、 測 量 士 が 作成 し た 測量 文書 お よび 行政 
上 の 決定 また は 自然 現象 に よる 変更 に は 適用 し な いも 

の と する 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 所 有 権 取得 の さま ざま か 方 法 
一 般 規定 
第 711 条 


財産 の 所 有 権 は 、 相 続 、 生 前 贈 互 、 遺 吾 に よる 処分 、 お 
よび 債務 の 効力 に よっ て 取 f ほお よび 逆転 する 。 


第 712 条 


財産 は また 、 加 入 、 編 入 、 時 効 に よっ て 取得 され る 。 


第 713 条 


所 有 者 の いな い 財 産 は 、 そ の 領土 に ある 市 町 村 に 属す 
る 


コミ ュー ン は 、 市 町 村 議 会 の 議決 を 経て 、 そ の 領土 の 
全部 また は 一 部 に つい て 、 コ ミュ ー ン が 加盟 し て いる 
独自 の 課税 資格 を 持つ 共同 体 間 協力 の 公 的 機関 の 利益 の 
た め に 、 そ の 権利 を 放棄 する こと が で きま す 。 そ の 場 
合 、 所 有 者 の いな い 財 産 は 、 独 自 の 課税 資格 を 持つ 自治 
体 間 協 力 の 公 的 機関 に 帰属 する と みな され る 。 


コミ ュー ン ま た は 独自 の 課税 資格 を 持つ 自治 体 間 協力 
の 公 的 機関 が その 権利 を 放棄 し た 場合 、 そ の 財産 は 権利 
に よっ て 譲渡 され ます 。 


19 環境 法 の 第 50 条 .322-1 に 規定 され た 地域 に 所 在 す る 不 
動産 に つい て は 、 以 下 の 権 利 に より 譲渡 され る 。1? 環 
境 法 典 322-1 に 規定 され た 地域 に ある 不動 産 に つい て 
は 、 沿 岸 域 ・ 河 川 流域 保全 局 が 要請 し た 場合 は その 保全 
局 に 、 そ う で な い 場 合 は 、 同 第 30 条 . 連 邦 法 に 基づく 地 
域 自 然 環境 保全 局 に 譲渡 され ます 。 同 法 414-11 条 に 基 づ 
く 自然 保護 区 が 要求 し た 場合 、 ま た は それ が で き な い 
場合 、 国 が 要求 し た 場合 。 


2? その 他 の 物件 に つい て は 、 そ の 地域 の 国家 代表 者 の 
同意 の 後 、 同 規定 第 S0 条 . に 基づき 承認 され た 地域 自然 
保護 区 へ 。414-11 に 基づき 承認 され た 自然 保護 団体 に 要 
請 す る か 、 ま た は 国 に 要請 する 。 


第 714 条 


誰 の も の で も な く 、 そ の 利用 が すべ て の 人 に 共通 する 
も の が ある 。 
暫 察 法 は 、 そ の 名 受 の 方 法 を 規制 する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 71S 条 


狩猟 や 釣り を する 権利 も 、 特 定 の 法律 で 規制 され て い 
る 。 


第 716 条 


宝物 の 所 有 権 は 、 自 分 の 土地 で それ を 発見 し た 者 に 属 
する 。 宝 物 が 他人 の 土地 で 発見 され た 場合 、 そ れ は 発 
見 し た 者 と 土地 の 所 有 者 に 半分 ずつ 属す る 。 


宝物 と は 、 誰 も 自分 の 所 有 権 を 正当 化す る こと が で き 
な い 、 隠 され た も の 、 埋め られ た も の で あり 、 純 粋 に 
偶然 に 発見 され た も の で ある 。 


第 717 条 


海 に 投げ 込ま れ た 物 、 海 が 拒絶 する 物 、 そ れ が どの よ 


うな 性 質 の 物 で あれ 、 海 辺 に 生え る 草木 に 対す る 権利 
も また 、 特 定 の 法律 に よっ て 規制 され て いる 。 


主人 が 自己 を 代表 し な い 遺 失 物 に つい て も 、 同 様 で あ 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま ね な 方法 

第 1 編 : 相続 

第 1 章 : 遺産 の 開放 、 普 病 的 権利 、 差 し 押さ え 
頭 書 

第 720 条 


遺産 は 、 死 亡 に よっ て 、 和 被 相続 人 の 最後 の 住所 地 で 開か 
れる 。 


第 721 条 


相続 は 、 被 相続 人 が その 財産 を 贈 名 に よっ て 処分 し て 
いな い 場 合 、 法 律 に 従っ て 承継 され る 。 


相続 財産 は 、 被 相続 人 の 贈 刀 に よっ て 、 世 地 の 予備 軍 と 
両立 する 範囲 内 で 、 分 割 さ れる こと が ある 。 


第 722 条 


722 条 未 請求 の 相続 財産 また は それ に 従属 する 財産 の 全 
部 また は 一 部 に つい て 権利 を 設定 し 、 ま た は 権利 を 放 
葉 す る こと を 目的 と する 契約 は 、 法 律 で 説 め られ た 場 
合 に の み 有 効 で ある 。 


第 724 条 


法律 で 指定 され た 相続 人 は 、 被 相続 人 の 財産 、 権 利 お よ 
び 行 為 を 法律 の 運用 に より 差し 押さ える 。 


遺贈 者 お よび 包括 受 遺 者 は 、 本 書 第 2 編 に 規定 する 条件 
の も と で 差し 押さ えら れる も の と する 。 


彼ら が これ を 行わ な い 場 合 、 遺 産 は 国家 が 取得 し 、 占 
有 に 付 さ れる も の と する 。 
第 724-1 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


本 号 の 規定 、 特 に 選択 、 分 割 、 分 割 に 関す る 規定 は 、 特 
定 の 規定 に よっ て 軽減 され な い 場 合 、 普 通 受 遺 者 、 受 贈 
者 、 ま た は 普通 名 義人 に 適宜 に 適用 され る 。 


第 2 章 : 相続 の た め の 資 格 - 相続 人 の 証明 


相続 人 で ある こと の 証明 
第 1 節 : 相続 の た め の 資 格 
第 72S 条 


受胎 し て いる 者 が 承継 する た め に は 、 承 継 開始 の 時 に 
生存 し て 生ま れ て いる 必要 が ある 。 


第 112 条 に より 不在 が 推定 され る 者 は 、 承継 する こと が 
で きる 。 


第 72S-1 条 


第 725 条 承継 する 権利 を 有する 2 人 の 者 が 同じ 出来 事 で 
死亡 し た 場合 、 そ の 死亡 の 順序 は あら ゆる 手段 に よっ 
て 確定 され る 。 


この 順序 が 確定 で き な い 場合 、 各 人 の 相続 は 、 他 方 が 呼 
び 出 され る こと な く 、 委 譲 さ れる 。 


し か し 、 共同 死亡 者 の 一 方 が 子孫 を 残し た 場合 、 代 理 が 
認め られ て いる 場合 に は 、 子 陀 は その 作者 を 代理 し て 
他方 の 相続 を 行う こと が で きる 。 


第 726 条 


1? 故人 に 自ら 死 を 用 え 、 ま た は 考え よう と し た こと に 
より 、 著 作者 また は 共犯 者 と し て 刑事 前 を 受け た 者 。 


2? 殺意 な く 故 人 を 死に 全 ら し め る 禁 力 また は 礁 行 を 自 
ら 行 い 、 ま た は 行っ た こと に より 、 閉 者 また は 共犯 者 
と し て 刑事 前 に 処せ られ た 者 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


第 727 条 


次 の 者 は 、 相 続 に 値 し な いも の と する こと が で きる 。 


19 故人 に 自発 的 に 死 を え 、 ま た は 攻 え よう と し た こ 
に より 、 著 者 また は 共犯 者 と し て 、 矯 正 刑 の 宣告 
受け た 者 : 


2? 故人 を 死に 全 ら し め る よう な 遥 力 を 、 五 える 意思 な 
し に 自発 的 に 行っ た こと に より 、 著 者 また は 共犯 者 と 
2 午 昌 2 の に 0 の OO 
演 行 為 、 自 発 的 暴力 、 レ イプ また は 性 的 攻撃 を 行っ た こ 

に より 、 著 者 また は 共犯 者 と し て 刑事 装 決 また は 矯 
正 刑 に 処せ られ た 者 。 


OR お いて 死者 に 対し て 虚偽 の 証言 を し た こ 
に より 有 慕 填 決 を 受け た 者 。 


4? 死 を も た らし た 故人 の 身体 の 完全 性 に 対す る 犯罪 又 
は 犯 旧 を 、 自 己 又 は 第 三 者 の 危険 な し に 阻止 する こと 
が で きた に も か か わら ず 、 自 発 的 に 阻止 し な かかっ た こ 
と に より 、 有 基 鹿 決 を 受け た 者 。 


$? 故人 に 対す る 詳 謗 中 傷 で 、 謗 謗 し た 事実 が 刑事 前 の 
対象 と な っ た 場合 、 有 罪 講 決 を 受け た 者 。 


1? お よび 2? に 記載 され た 行為 を 行っ た 者 も また 、 相 続 に 
値 し な い 者 と され る こと が ある 。 

その 死に よっ て 公権力 の 行使 が 不可 能 と な り 、 ま た は 
消 滅 し た 者 。 


第 727-1 条 


第 727 条 に 規定 され る 相続 不適 格 の 宜 斉 は 、 相 続 開始 
後 、 他 の 相続 人 の 請求 に よ り 司 法 裁 鹿 所 が 宜 告 する 。 そ 
の 申請 は 、 有 有 罪 講 決 また は 有 慕 認定 の 決定 が 死亡 前 で あ 
れ ば 死亡 か ら 6 ヶ月 以内 に 、 死 亡 後 で あれ ば その 決定 か 
ら 6 ヶ月 以内 に 行わ か な けれ ば な ら な い 、。 


相続 人 が いな い 場 合 は 、 検 察 官 が 申請 する こ と が で き 
る 。 


第 728 条 


第 726 条 お よび 第 727 条 に 規定 する 不相応 の 原因 に よっ 
て 影響 を 受け た 後継 者 は 、 被 相続 人 が 事実 を 知っ た 後 、 
遺言 の 形式 に よる 明示 的 な 意思 表示 に よっ て 、 そ の 相 
続 権 を 維持 する 意思 を 明示 し 、 ま た は 普遍 的 も し く は 
普遍 的 な 贈 互 を 行っ た 場合 に は 、 相 続か ら 排 除 さ れ な 
い 。 


第 729 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

無人 資力 で ある こと を 理由 と し て 相続 人 か ら 拝 除 さ れ た 
相続 人 は 、 相 続 開始 以来 事 受 し た すべ て の 果実 と 収益 を 


返 選 する 義務 を 負う 。 


第 729-1 条 


無 価値 者 の 子供 は 、 自 己 の 責任 で 相続 に 全 っ た か 、 代 理 
の 効果 で 相続 に 到 っ た か に か か わら ず 、 そ の 作者 の 過 
和 失 に よっ て 排除 され る こと は な い が 、 無 価値 者 は いか 
な る 場合 で も 、 そ の 相続 財産 に つい て 、 法 が 父 と 母 に 
その 子供 の 財産 に 対し て え る 名 受 を 請求 する こと は 
で きだ な い 


第 2 節 : 相続 人 で ある こと の 証明 
第 730 条 


相続 人 と され た 者 は 、 法 の 利益 を 各 受 する 権利 を 有 す 
る 。 


司法 また は 行政 当局 に よる 所 有 権 ま た は 相続 権 の 証明 書 
の 発行 に 関す る 規定 また は 慣行 か ら 人 逸脱 する こと は な 
も 


第 730-1 条 


相続 人 で ある こと の 証明 は 、1 人 また は 複数 の 受益 者 の 
要請 に より 公証 人 が 作成 し た 公証 行為 に よっ て 行う こ 
と が で きる 。 


公証 行為 は 、 相 続 が 開始 され た 者 の 死亡 証明 書 に 言 

し 、 市 民権 記録 や 該 当 す る 場合 、 相 続 の 分 割 に 影響 を 石 
える 死因 贈 避 の 存在 に 関す る 文書 な ど 、 作 成 さ れ た 可 
能 性 の ある すべ て の 補足 文書 に 言及 し な けれ ば な り ま 
層 ん 。 


権利 者 が 著名 し 、 単 独 で 、 ま た は 指定 し た 他 の 者 と と 
も に 、 故 人 の 財産 の 全部 また は 一 部 を 受け 取る 権利 が 
ある こと を 表明 する も の で ある 。 


その 声明 が 有用 で ある と 思わ れる 者 は 、 こ の 行為 に 呼 
び 出 され る こと が あり ます 。 


告知 行為 の 有無 は 、 死 亡 行為 の 余白 に 記載 され る 。 
第 730-2 条 


公示 行為 に 含ま れる 確約 は 、 そ れ 自 体 で 相続 の 受理 を 意 
味 す る も の で は な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 730-3 条 


こう し て 成立 し た 公示 行為 は 、 他 に 証明 され な い 限 り 
真正 で ある 。 


それ を 利用 し た 者 は 、 そ こ に 示さ れ た 割合 で 世 柚 権 を 
有する と 推定 され る 。 


第 730-4 条 


公示 行為 で 指定 され た 相続 人 また は その 共同 代表 者 は 
相続 財産 を 有する 第 三 者 DC 。 その 財産 を 自由 に 
処分 し 、 そ れ が 資金 で あれ ば 、 そ の 行為 に 示さ れ た 割 
合 で 自由 に 処分 で きる も の と みな され る 。 


第 730-S 条 

故意 に 、 か つ 悪 意 を 持っ て 、 不 正確 な 公示 行為 を 利用 し 
た 者 は 、 損 害 賠償 を 害する こと な く 、 第 778 条 に 規定 す 
る 盗品 受領 の 削 則 を 受け る も の と する 。 


第 3 章 相続 人 
第 731 条 


相続 は 法律 に より 、 以 下 に 定義 され た 条件 の 下 で 、 被 相 
続 人 の 両親 と 後継 者 の 配偶 者 に 引き 継が れる 。 


第 732 条 


離婚 し て いな い 生 存 配偶 者 が 代 朋 相 続 人 と な る 。 


第 1 節 : 相続 権 の ある 配偶 者 が いな い 場 合 の 親 の 
権利 。 
第 733 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

法 は 、 承 継 す る た め に 呼ば れる 親 を 決定 する た め に 、 
親権 の 確立 の 様式 に 従っ て 区 別して いな い 。 


養子 縁組 に よる 親権 は 、 養 子 縁組 の 見 出し の 下 に 規定 さ 
れ て いる 。 


第 1 項 : 相続 人 の 順位 
第 734 条 


相続 権 の ある 配偶 者 が いな い 場 合 、 父 母 は 次 の よう に 
承継 され る 。1? 子供 と その 子 換 : 


2? 父 と 母 、 兄 弟 姉 妹 と その 子 老 、3? 父 と 母 以外 の 婚 出 
p 


4? 見 競 姉 妹 と その 子 老 以外 の 傍 終 尊属 。 


これ ら 4 つ の 区 分 は それ ぞ れ 、 次 の 者 を 排除 し た 相続 人 
の 順序 を 構成 する 。 


第 73S 条 


子 ま た は その 子孫 は 、 父 と 母 ま た は その 他 の 詞 糸 尊属 
を 、 た と え 弓 な る 婚 如 関係 か ら 生 まれ た と し て も 、 性 
差 や 初代 の 区 別 な く 継 承 する 。 


第 736 条 


被 相続 人 が 子孫 を 残さ ず 、 兄 弟 姉 妹 も な く 、 後 者 の 子孫 
も な い 場 合 、 そ の 父 と 母 が それ ぞ れ 半分 ずつ 承継 す 
る 。 


第 737 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
父 と 母 が 被 相続 人 より も 先 に 死亡 し 、 後 者 が 子孫 を 残さ 
な い 場 合 、 被 相続 人 の 兄弟 姉妹 また は その 子孫 は 、 他 の 
父母 、 被 相続 人 また は 扶養 家族 を 排除 し て 、 被 相続 人 を 
承継 する 。 


第 738 条 


父 と 母 が 被 相続 人 と 死別 し 、 被 相続 人 に 兄弟 姉妹 また は 
その 子 係 以外 の 後代 が な い 場 合 、 相 続 権 は 4 分 の 1 ずつ 父 
と 母 に 、 残 り の 2 分 の 1 は 兄弟 姉妹 また は その 子孫 に 承 
継 さ れる 。 


父 と 母 の 一 方 の み が 生 存 し て いる 場合 、 相 続 権 の 4 分 の 
1 は 父 に 、4 分 の 3 は 兄弟 姉 球 また は その 子孫 に 承継 され 
る 。 


第 738-1 条 


父 ま た は 母 の み が 生 存 し 、 被 相続 人 に 後代 や 負 弟 姉妹 や 
その 子孫 が な く 、 生 存 し て いる 父 ま た は 母 の 子孫 より 

も 他 枝 の 子孫 が 1 人 以上 残っ て いる 場合 、 相 続 権 は 父 ま 
た は 母 に 半分 、 他 枝 の 子孫 に 半分 を 帰属 させ る 。 


第 738-2 条 


父 と 母 ま た は その 一 方 が 被 相続 人 と 死別 し 、 後 者 に 後継 
ぎ が いな い 場 合 、 こ れ ら の 者 は 、 被 相続 人 が 贈 互 に 
よっ て 受け 取っ た 財産 に つい て 、 い か な る 場合 も 第 738 
条 第 1 項 で 定め られ た 取り 分 の 額 を 限度 と し て 、 返 志 請 
求 権 を 行使 する こと が で きる 。 


返 選 請求 権 の 対象 と な る 財産 の 部 分 の 価値 は 、 父 と 母 の 
相続 権 か ら 優先 的 に 差し 引か れる 。 


返 選 請求 権 が 現物 で 行使 で き な い 場 合 は 、 相 続 財産 の 範 
囲 内 で 価額 で 行使 され る 。 


第 739 条 


前 2 順位 の 相続 人 が いな い 場 合 、 父 と 母 以 外 の 婚 出 子 に 


承継 され る 。 


第 740 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


第 1<3 順 位 の 相続 人 が いな い 場 合 、 相 続 権 は 兄弟 姉妹 以 
外 の 被 相続 人 の 傍 糸 親族 と その 子 に 承継 され る 。 


第 2 項 : 度数 。 


第 741 条 


親族 の 近親 性 は 世代 数 に よっ て 成立 し 、 各 世代 は 度数 と 
呼ば れる 。 


第 742 条 


度数 の 並び は 線 を 形成 し 、 互 い に 子 孫 を 残す 者 同士 の 度 
数 の 並び は 年 大 と 呼ば れ 、 傍 友 は 互い に 子孫 を 残さ な 
い が 、 共 通 の 起源 を 持つ 者 同士 の 度数 の 並び で ある 。 


邊 奈子 と 長 和 昇 格 は 区 別 さ れる 。 


第 743 条 


調 奈 で は 、 人 と 人 と の 間 の 世代 の 数 だ け 位 が ある 。 し 
た が っ て 、 父 と 母 に 関し て 、 子供 は 第 一 位 、 孫 息子 ま 
た は 人 孫娘 は 第 二 位 で あり 、 逆 に 、 子 供 に 関し て は 父 と 
母 、 孫 息子 また は 孫娘 に 関し て は 先祖 が 、 と いっ た 愉 
MS る 2 


傍 未 で は 、 親 の 一 方 か ら 共通 の 作者 まで 、 そ し て 後者 
か ら も う 一 人 の 親 ま で 、 世 代 別 に 学位 が 数 えら れる 。 


し た が っ て 、 上 兄弟 姉 妹 は 2 親等 、 叔 父 ま た は 叔母 と 甚 ま 
た は 巡 は 3 親等 、 最 初 の いと こ は 4 親 等 、 な ど で あ る 。 


第 744 条 


各 順 位 に お いて 、 最 も 近い 相続 人 は 、 よ り 遠 い 順 位 の 
相続 人 を 除外 する 。 


親等 が 等 し い 場 合 、 相 続 人 は 等 し い 割 合 で 、 か つ 頭 割り 
に よっ て 継承 され る 。 


以下 、 枝 分 か れ と 代表 に よる 分 割 に つい て 迷 べ る が 、 
これ ら は すべ て 除外 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 74S 条 


第 734 条 の 4? で 巡 べた 相続 人 の 順位 に ある 傍 系 親族 は 、6 
親等 を 超え て 承継 し な い 。 


第 3 項 で す 。 枝 に よる 分 割 、 父 方 、 母 方 。 
第 746 条 


親和 統 は 父 か ら か 母 か ら か に よっ て 2 つの 枝 に 分 けら れ 
る 。 


第 747 条 


遺産 が 子孫 に 及ぶ 場合 、 父 方 の 分 家 と 母方 の 分 家 と で 半 
20 す つ に 欠け られ る 。 


第 748 条 


各 支 部 で は 、 最 も 近い 親族 の 昇順 が 、 他 の 者 を 排除 し て 
人 絶 承 さ れる 。 


同じ 学位 に ある アセ ンダ ント は 頭 か ら 継 承 され る 。 


ある 枝 に 昇順 が いな い 場 合 、 他 の 枝 の 昇順 が 全 財 産 を 
受け 取る 。 


第 749 条 


兄弟 姉妹 また は その 子孫 以外 の 傍 系 人 に 相続 権 が 及ぶ 場 
合 、 父 方 の 分 家 の 者 と 母方 の 分 家 の 者 の 間 で 半分 ずつ に 
入る の 。 


第 7s0 条 


各 支 部 に お いて 、 最 も 近い 親等 の 傍 系 卑 属 は 、 他 の す 
べ て の 者 を 拝 除 し て 承継 する 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


同 順位 の 傍 糸 卑 属 は 、 首 尾 よ く 承 継 す る 。 


一 方 の 枝 に 傍 奈 人 が いな い 場 合 、 他 方 の 枝 の 傍系 人 が 全 
絶 承 を 受け る 。 


第 4 項 : 代表 。 
第 7S1 条 


代表 と は 、 代 表 者 を 被 代 表 者 の 権利 に 呼び 寄せ る 効果 を 
持つ 法 上 の 虚構 で ある 。 


第 752 条 


は 、 年 糸 血 族 で ある 第 三 者 を 代理 人 と する こと が で き 


る 。 


これ は 、 和 被 相続 人 の 子 が 先 に 死亡 し た 子 の 子 覆 と 競合 
する 場合 、 ま た は 被 相続 人 の 子 が すべ て 先 に 死亡 し た 
場合 、 当 該 子 の 子孫 が 自分 た ちの 間 に 同 程度 を た は 不同 
等 に 存在 する 場合 の いずれ で あっ て も 認め られ る 。 


第 7S2-1 条 


子 陀 の 代表 は 、 昇 順に 有利 に な る こと は な く 、2 つ の 行 
の それ ぞ れ で 、 最 も 近い も の が 最も 遠い も の を 常に 振 
除 する 。 


第 7S2-2 条 


傍 未 で は 、 被 相続 人 の 兄弟 姉妹 の 子 お よび 子 老 に 有利 な 
代理 が 認め られ 、 叔 父 ま た は 叔母 と 同時 に 相続 され る 

場合 、 あ る い は 被 相続 人 の 兄弟 姉妹 全員 が 先立た れ た 場 
合 、 相 続 は その 子孫 に 同 程度 また は 不同 等 に 変 ね られ 

る 。 


第 753 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

代理 が 認め られ て いる すべ て の 場合 に お いて 、 分 割 
は 、 代 理 さ れ た 者 が 相続 人 に な っ た も の と し て 、 株 式 


に よっ て 行わ れ 、 必 要 な 場合 に は 、 株 式 の 分 割 に よっ 
て 行わ れる 。 株 式 ま た は 株 式 の 分 割 の 範囲 内 で は 、 分 
書 は 頭 割 り に よっ て 行わ れる 。 


第 7S4 条 


先 順位 者 は 代表 され 、 放 棄 者 は 長 糸 また は 傍 泰 に 属す る 
相続 に お いて の み 代 表 さ れる 。 


放棄 者 が 排除 され た 相続 の 開始 前 に 懐胎 し た 放 茎 者 の 子 
は 、 相 続 の 開始 後に 懐胎 し た 他 の 子 と 競合 する 場合 、 後 
者 の 相続 人 に 、 代 わり に 相続 し た 財産 を 報告 し な けれ 
ば な ら な い 。 こ の 報告 は 、 本 タイ トル の 第 8 章 の 第 2 節 
の 規定 に 従っ て 行わ れる 。 


遺言 者 が 特に 望ま な い 場 合 、 放 棄 者 の 代理 の 場合 、 後 者 
へ の 贈 は 、 該当 する 場合 、 放 棄 し な か っ た 場合 に そ 

の 者 に 生じ る は ず だ っ た 準備 金 の 取り 分 に 対し て 課さ 

れる 。 


第 75$ 条 相続 放棄 を し た 者 は 、 そ の 者 の 財産 を 代理 する 
つが で き る 。 


第 7SS 条 


は 、 相 続 が 開始 され た と き に 生存 し て いた と し て も 、 
無 価値 者 の 子 お よび 子孫 の た め に 代理 権 を 有する 。 


第 754 条 の 第 2 項 の 規定 は 、 無 価値 者 の 生前 の 子供 に も 適 
用 され る 。 

第 2 節 : 相続 する 権利 を 有する 配偶 者 の 権利 

第 1 項 : 権利 の 性 質 、 そ の 額 、 行 使 に つい て 

行使 

第 7S6 条 


代 了 相 続 人 で ある 配偶 者 は 、 単 独 で 、 ま た は 被 相続 人 の 
父母 と 併合 し て 、 相 続 に 呼び 出さ れる 。 


第 757 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


先 順 位 配偶 者 が 子 ま た は 子 を 残し た 場合 、 生 存 配偶 者 
は その 選択 に より 、 現 存する すべ て の 財産 の 用 益 権 、 
また は すべ て の 子 が 両 配偶 者 の 子 で ある 場合 は 財産 の 4 
分 の 1 の 所 有 権 、 両 配偶 者 の 子 で な い 子 が 1 人 以上 いる 場 
合 は 4 分 の 1 の 所 有 権 を 取得 する 。 


第 757-1 条 


子供 や 子孫 が いな い 場 合 、 故 人 が 父 と 母 を 残し た 場合 、 
生存 し て いる 配偶 者 は 財産 の 半分 を 受け 取る 。 残 り の 
半分 の 4 分 の 1 は 父 に 、4 分 の 1 は 母 に 譲る 。 


父 ま た は 母 に 先立た れ た と き は 、 父 また は 母 に 帰属 す 
る は ず の 持分 は 、 生 存 配偶 者 に 帰属 する 。 


第 757 の 2 条 


被 相 続 人 お よび その 父 と 母 の 子 ま た は 子孫 が いな い 場 
合 、 生 存 配 偶 者 が 全 財 産 を 受け 取る 。 


第 757-3 条 


第 757-2 条 を 緩和 し て 、 父 と 母 に 先立た れ た 場合 、 故 人 
が 相続 また は 贈 世 に よっ て 子孫 か ら 受 け 取 っ た 財貨 

で 、 相 続 財産 の 中 に 現存 する も の は 、 子孫 が いな い 場 
合 、 故 人 の 兄弟 姉 計 ま た は その 子孫 に 半分 ずつ 譲渡 さ 
れ 、 そ の 子 係 自体 は 譲渡 元 で 先立た れ た 親 の 子孫 と な 
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第 758 条 


遺族 が 財産 の 全部 また は 4 分 の 3 を 受け 取っ た 場合 、 父 
と 母 以外 の 被 相続 人 の 子孫 で 困 共 し て いる 者 は 、 被 相続 
人 の 財産 に 対し て 扶養 の 請求 を する こと が で きる 。 


この 請求 の 期限 は 、 死 亡 の 日 か ら 1 年 、 ま た は 相続 人 が 
それ まで えて いた 利益 を 子孫 に 支払 わな く な っ た と 
きか ら 1 年 で す 。 所 有 権 が 未 分 割 の 場合 は 、 分 割 が 完了 
する ま て 期限 は 延長 され ます 。 


年 金 は 遺産 か ら 差 し 引か れ ま す 。 年 金 は 、 相 続 人 全員 
と 、 不 足す る 場合 に は 、 特 定 の 名 義 を 持つ すべ て の 遺 
贈 者 が 、 そ の 功労 に 応じ て 負担 する 。 


た だ し 、 被 相続 人 が その よう な 遺産 を 他 の 遺産 に 優先 
し て 支払 うこ と を 明示 的 に 宣 斉 し て いた 場合 に は 、 第 
927 条 が 適用 され る 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 7S8-1 条 
配偶 者 が 所 有 権 ま た は 用 益 権 の 選択 権 を 有する 場合 、 配 


偶 者 が その 選択 権 を 行使 し て いな い 限 り 、 そ の 権利 は 
譲渡 で き な い 。 


第 758-2 条 


配偶 者 が 用 谷 権 か 所 有 権 か を 選択 する こと は 、 い か な 
る 手段 に よっ て も 証明 され る 。 


第 758-3 条 


相続 人 は 、 書 面 に より 配偶 者 に 対し 、 そ の 選択 権 を 行使 
する よう 求め る こと が で きる 。 配 偶 者 が 3 ヶ月 愉 内 に 書 
面 で の 決定 を し な い 場 合 、 そ の 配偶 者 は 用 益 権 を 選択 
し た も の と みな され る 。 


第 758-4 条 


配偶 者 が 選択 する こと な く 死 亡 し た 場合 、 そ の 配偶 者 
は 用 人 益 権 を 選択 し た も の と みな され る 。 


第 758-S 条 


第 757 条 お よび 第 757 条 第 1 項 に 規定 する 配偶 者 の 完全 所 
有 権 の 計算 は 、 配 偶 者 の 死亡 時 に 存在 する すべ て の 財産 
か ら な る 塊 に 、 生 前 行為 また は 遺言 に より 後 継 者 の 利 
益 の た め に 処分 され た も の を 、 報 告 義務 を 免除 サ ず に 
架空 に 追加 し て 行わ か な けれ ば な ら な い 、。 


配偶 者 は 、 被 相続 人 が 生前 行為 また は 遺 計 に より 処分 し 
た 財産 に 関し て の み 、 留 保 ま た は 返 志 の 権利 を 害する 
こと な く 、 そ の 権利 を 行使 する こと が で き る 。 


第 758-6 条 


生存 配偶 者 が 被 相 続 人 か ら 受 けた 贈 は 、 相 続 に お ける 
後者 の 権利 か ら 差 し 引か れる 。 こ の よう に し て 受け 
取っ た 贈 避 が 第 757 条 お よび 第 757 条 第 1 項 に 規定 する 権 
利 よ り 少 な い 場 合 、 生 存 配偶 者 は 、 第 1094-1 条 に 規定 す 
る 割当 額 以 上 の 財産 を 受け 取る こと な く 、 残 余 財 産 を 請 
水 す る こと が で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2 項 : 用 益 権 の 変換 
第 7s9 条 


被 相続 人 の 財産 上 の 配偶 者 に 属す る 用 益 権 は 、 そ れ が 法 
律 、 遺 言 、 閣 来 の 財産 の 贈 如 の いずれ か ら 生 じ た も の 

で あっ て も 、 宰 所 有 者 の 相続 人 の 1 人 また は 後継 者 の 配 
偶 者 自身 の 要請 に より 、 終 身 年 金 に 転換 する 選択 肢 を 生 
じ さ せる も の で ある 。 


第 759-1 条 


転換 の オプ ショ ン は 放 径 の 対象 と は な ら な い 。 共 同相 
続 人 は 、 被 相続 人 の 遺 吉 に よっ て これ を 奪わ れる こと 
EN 


第 760 条 


当事者 が 合意 し な い 場 合 、 換 価 の 申請 は 裁 剤 所 に 提出 さ 
れる 。 最 終 的 な 分 割 まで 提出 する こと が で きる 。 


転換 の 請求 を 認め る 場合 、 裁 鹿 札 は 、 年 金 の 額 、 債 務 者 
で ある 共同 相続 人 が 提供 すべ き 証 券 、 お よび 年 金 と 用 

益 物 と の 当初 の 同等 性 を 維持 する た め に 適切 な 指数 計算 
の 種類 を 決定 し な けれ ば な ら な い 。 


た だ し 、 裁 記 記 は 、 配 偶 者 の 意思 に 反し て 、 配 偶 者 が 主 
た る 住居 と し て 使用 し て いる 住居 お よび その 家具 に 係 


る 用 益 権 の 変換 を 命ずる こと は で き な い 。 


第 761 条 


761 条 相続 人 と 配偶 者 の 間 の 合意 に より 、 配 偶 者 の 用 益 
権 を 資本 金 に 転換 する こと が で る 。 


第 762 条 
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年 04 月 13 日 

用 益 権 の 転換 は 、 分 割 操作 に 含ま れる 。 当 事 者 に よる 別 
段 の 合意 が な い 限 り 、 遡 及 効 は な い 。 


第 3 項 : 仮住まい の 権利 と 生活 の 権利 
住宅 
第 763 条 


死 詞 時 に 、 後 継 者 の 配偶 者 が 、 夫 婦 に 属す る 住居 また は 
相続 に 全面 的 に 依存 する 住居 を 主たる 住 拓 と し て 実際 
に 使用 し て いる 場合 、 そ の 配偶 者 は 、 法 律 の 連用 に よ 
り 、1 年 間 、 そ の 住居 お よび それ を 調え る 相続 に 含ま れ 
る 家具 を 自由 に 享受 する 権利 を 有する 。 


その 住居 が 、 被 相続 人 に 部 分 的 に 属し て いた 賃貸 借 ま 
た は 住 拓 に よっ て 保険 され て いた 場合 、 賃 料 ま た は 占 


有 補 償 金 は 、 そ の 年 中 に 、 そ れ ら が 支払 われ た と き に 
遺産 か ら 本 人 に 弁済 され る も の と する 。 


本 条 に 規定 する 権利 は 、 婚 燃 の 古 接 の 効果 で あっ て 、 相 
続 の 権利 で は な いも の と する 。 


本 条 は 公 序 民 俗 に 反する も の で ある 。 


第 764 条 


被 相続 人 が 第 971 条 の 条件 で 反対 の 意思 表示 を し な い 限 
り 、 相 続 権 を 有する 配偶 者 で 、 そ の 死亡 時 に 、 配 偶 者 に 
属す る 住居 また は 遺産 に 完全 に 依存 する 住居 を 実際 に 
主たる 住居 と し て 使用 し て いた 者 は 、 そ の 死亡 まで 、 

居住 権 お よび 遺産 に 含ま れ 家 具 を 備え る 家具 に 対す る 
使用 権 を 有する 。 


第 1 項 に 述べ た 条件 の 下 で 被 相続 人 が 表明 し た これ ら の 
居住 権 お よび 使用 権 の 逢 奪 は 、 配 偶 者 が 法律 また は 贈 玉 
に よっ て 受け る 用 益 権 に 影響 を 及ぼ さ ず 、 こ れ ら は 引 

き 続 き 独自 の 規則 に 従っ て いる 。 


これ ら の 居住 権 お よび 使用 権 は 、 第 627 条 、 第 631 条 、 第 
634 条 お よび 第 635 条 に 規定 され た 条件 下 で 行使 され 
る 。 


配偶 者 、 他 の 相続 人 また は その うち の 1 人 は 、 動 産 の 目 
録 お よび 使用 権 お よび 居住 権 の 対象 と な る 財産 の 明細 
書 を 作成 する よう 要求 する こと が で きる 。 


第 631 条 お よび 第 634 条 の 適用 除外 と し て 、 配 偶 者 の 状況 
に より 居住 権 の 対象 と な る 住居 が その 必要 性 に 適さ な 

く な っ た 場合 、 配 偶 者 また は その 代理 人 は 、 新 し い 生 
活 環境 に 必要 な 資源 を 提供 する た め に 、 商 業 用 また は 
農業 用 以外 の 目的 で それ を 賃借 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 76S 条 


居住 権 お よび 使用 権 の 価額 は 、 配 偶 者 が 徴収 し た 相続 権 
の 価額 か ら 控除 され る 。 


居住 権 お よび 使用 権 の 価額 が 相続 権 の 価額 を 下回る 場 
合 、 配 偶 者 は その 差額 を 現存 する 財産 か ら 取得 する こ 
と が で きる 。 


居住 権 お よび 使用 権 の 価額 が 相続 権 の 価額 より 大 きい 場 
合 、 配 偶 者 は 超過 分 を 相続 財産 に 補償 する 必要 は な い 。 


第 76S-1 条 


配偶 者 は 、 死 亡 の 日 か ら 1 年 以 内 に 、 こ れ ら の 居住 権 お 
よび 使用 権 の 利益 を 受け る こと を 希望 する 則 を 表明 す 
の 二 交 が で きる 。 


第 76S-2 条 


住 拓 が 賃貸 借 の 対象 で あっ た 場合 、 死 詞 時 に その 建物 を 
主たる 住居 と し て 実際 に 使用 し て いた 後継 配偶 者 は 、 
遺産 に 含ま れる 家具 の 使用 権 か ら 利 益 を 受け る 。 


第 766 条 


承継 配偶 者 と 相続 人 は 、 合 意 に より 、 居 住 権 お よび 使用 
権 を 終身 年 金 ま た は 資本 金 に 転換 する こと が で きる 。 


遺産 承継 者 の 一 人 が 未成 年 者 また は 被 保護 者 で ある 場 
合 、 そ の 合意 は 後見 裁 刻 官 の 認可 を 受け な けれ ば な ら 
UM 明 


第 4 項 : 年 金 を 受け る 権利 
第 767 条 


先立た れ た 配偶 者 の 遺産 は 、 困 英 し て いる 配偶 者 に 年 金 
を 支払 う 義 務 が ある 。 そ の 請求 期限 は 、 死 亡 か ら 1 年 、 
また は 相続 人 が 死亡 し た 配偶 者 に 提供 し て いた 給付 金 
の 支払 い を 停止 し た 時 点 か ら 1 年 で ある 。 

配偶 者 に 以前 提供 し て いた 所 有 権 が 分 割 さ れ て いな い 
場合 、 分 割 が 完了 する まで 延長 され ます 。 


扶養 料 は 遺産 か ら 差 し 引か れ ま す 。 扶養 料 は 、 相 続 人 全 
上 員 が 負担 し 、 不 足す る 場合 に は 、 特 定 名 義 の 受 遺 者 全員 
が 、 そ の 功労 に 応じ て 負担 する 。 


た だ し 、 被 相続 人 が その よう な 遺産 を 他 の 遺産 に 優先 


し て 支払 うこ と を 明示 的 に 宜 斉 し て いた 場合 は 、 第 927 
条 が 適用 され る 。 


第 4 章 相続 人 の 選択 権 
第 1 節 : 一 般 的 な 規定 
第 768 条 


相続 人 は 、 純 粋 に 相続 を 受け 入れ る か 、 ま た は 相続 を 
放棄 する こと が で きる 。 相続 人 が 万 能 の 職業 ま 
た は 万 能 の 称号 を 有する 場合 に は 、 純 資産 の 額 を 限度 
と し て 承継 を 受け 入れ る こ 0 る 。 


条件 付 ま た は 期間 付 の オプ ショ ン は 無効 で ある 。 


第 769 条 


オプ ショ ン は 不可 分 で ある 。 


た だ し 、 同 一 の 遺産 に 対し て 複数 の 承継 権 を 有する 者 
は 、 そ の それ ぞ れ に つい て 、 列 個 の 選択 権 を 有する 。 


第 770 条 


2 の ョ ン は 、 婚 興 契 約 に よっ て も 、 相続 開始 前 朋 ( に 
覗 あ る ご 、 の (は でき が ない 。 


第 771 条 


相続 人 は 、 相 続 開始 後 4 ヶ月 の 期間 が 経過 する まで は 、 
選択 権 を 行使 する こと を 強制 され な い 。 


この 期間 の 経過 後 、 相 続 債権 者 、 共 同相 続 人 、 後 順位 の 
相続 人 また は 国 の 発 意 に より 、 裁 鹿 外 の 行為 で 呼び 出 
され 、 そ の 側 に 立つ こと が で き る 。 
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第 772 条 


召喚 か ら 2 ヶ 月 以内 に 、 相 続 人 は 、 着 手 し た 目録 を 完成 
で き な か っ た 場合 、 ま た は その 他 の 重大 か つ 正 当 な 理 
由 を 正当 化す る 場合 、 裁 刻 官 の 側 に 立つ か 、 ま た は 期間 
の 延長 を 要求 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 期限 は 、 延 長 
請求 の 日 か ら 裁 半 官 の 決定 まで 停止 され る 。 


相続 人 が 2 ヶ月 の 期間 また は え られ た 延長 期間 の 終わ 
り ま で に 決定 を 下さ な い 場 合 、 相 続 人 は 目録 を その ま 
ま 受 理 し た も の と みな され ます 。 


第 773 条 


召喚 が な い 場 合 、 相 続 人 は 、 他 に 相続 人 と し て の 行動 を 
と っ て お ら ず 、 第 778 条 、 第 790 条 また は 800 条 に 従っ て 
純粋 か つ 単 純 な 受理 相続 人 で ある と され な い 場 合 に 

は 、 受 理 する 権利 を 保持 する 。 


第 774 条 


第 771 条 、 第 772 条 お よび 第 773 条 の 規定 は 、 第 1 順位 の 相 
続 人 が 相続 を 放棄 し 、 ま た は 相続 に 値 し な い 場 合 に 、 

次 順位 の 相続 人 が 承継 する た め に 招集 され た 場合 に 適 
用 され る 。 第 771 条 に 規定 され て いる 4 ヶ月 の 期間 は 、 
次 順位 の 相続 人 が 相続 放棄 また は 不適 格 で ある こと を 
知っ た 日 か ら 起 算 さ れる 。 


第 77S 条 


第 774 条 の 規定 は 、 オ ブ プ ト ア ウト せ ず に 死亡 し た 者 の 相 
続 人 に も 適用 され る 。4 ヶ 月 の 期間 は 、 後 者 の 相続 開始 
の と きか ら 起 算 す る 。 


選択 権 を 持た ず に 死亡 し た 人 の 相続 人 は 、 そ れ ぞ れ 自 
分 の 取り 分 に つい て 別々 に 選択 権 を 行使 し な けれ ば な 
ら な い 。 


第 776 条 


行使 され た オプ ショ ン は 、 相 続 開始 の 日 に 遡及 し て 効 
力 を 持つ 。 


第 777 条 
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錯 記 、 詐 欺 、 末 力 は 、 相 続 人 が 行使 し た 選択 肢 の 無効 の 
原 肉 と な る 。 


無効 の 訴え は 、 錯 諾 また は 詐欺 が 発見 され た 日 また は 
禁 力 が 停止 し た 日 か ら $ 年 を 経過 する と 、 禁 止 さ れる 。 


第 778 条 


損害 賠償 を 害する こと な く 、 遺 産 の 財産 また は 権利 を 
隠 麻 し 、 ま た は 共同 相続 人 の 存在 を 隠匿 し た 相続 人 は 、 
純資産 額 ま で の 放棄 また は 承諾 に か か わら ず 、 純 粋 に 
遺産 を 受け 入れ た と みな され 、 横 作 ま た は 隠匿 し た 財 
産ま た は 権利 に 対す る いか な る 持分 も 主張 する こと が 
で き な く な る 。 隠 工 さ れ た 相続 人 に 発生 し た 権利 で 、 
隠 磨 者 の 権利 を 増加 させ た も の 、 ま た は 増加 させ る こ 
と が で きた も の は 、 後 者 に よっ て 隠 諾 され た も の と み 
な され る 。 


隠 護 が 返 思 可能 また は 減額 可能 な 贈 互 に 関係 する 場合 、 
相続 人 は 、 そ の 贈 選 の 持分 を 主張 する こと が で きず 、 
その 返 選 また は 減額 に つい て 責任 を 負う 。 

盗品 を 受け 取っ た 相続 人 は 、 相 続 開始 以来 享受 し て きた 


その 財産 か ら 生 じ る すべ て の 果実 と 収益 を 返 選 する 義 
務 が ある 。 


第 779 条 


第 779 条 相続 の 受理 を 拒み 、 ま た は 権利 を 害する た め に 
相続 を 放棄 し た 者 の 個人 債権 者 は 、 裁 剤 所 か ら 、 そ の 債 
務 者 の 名 で 、 そ の 債務 者 に 代わ っ て 相続 を 受理 する 権 
限 を えら れる こと が ある 。 


受理 は 、 こ れ ら の 債権 者 の た め に の み 、 そ の 請求 額 を 
上 限 と し て 行わ れる 。 相 続 人 に 対す る その 他 の 効力 は 
MR AR 病 


第 780 条 


選択 肢 は 、 相 続 開始 後 10 年 の 問 に 規定 され る 。 


この 期間 内 に 選択 を し な か っ た 相続 人 は 、 放 棄 し た も 
の と みな され る 。 


時 効 は 、 生 存 配 偶 者 に 相続 財産 を 残し た 相続 人 に 対し 
て 、 後 者 の 相続 開始 の と きか ら だ け 適 用 され る 。 


受理 が 取り 消さ れ た 相続 人 の 相続 人 で ある 者 は 、 無 効 
を 確定 する 最終 決定 まで 時 効 を 禁じ られ る こと は な 
い 。 
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時 効 は 、 承 継 人 が その 権利 の 発生 を 知ら な いこ と に つ 
いて 正当 な 理由 、 特 に 承継 の 開始 が ある 限り 、 進 行 し 


な い 。 


第 781 条 


第 780 条 に いう 時 効 期間 が 満了 し た 場合 、 相 続 人 と し て 
の 能力 を 援用 する 者 は 、 そ の 期間 の 満了 前 に 、 本 人 ま 
た は その 能力 を 派生 させ た 者 が 相続 を 受 妨 し た こ こと を 
証明 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 2 節 : 純粋 か つ 単 純 な 相続 の 受 諸 
第 782 条 


純粋 か つ 単 純 な 承 誠に は 、 明 示 的 な も の と 黙示 的 な も 
の が ある 。 明 示 持寺 は 、 後 継 者 が 正本 また は 私 文書 
旨 け 入 れる 月 書き ら 9 人 9 人 き 受 けた 

合 で ある 。 黙示 の 場合 は 、 後 継 者 が 受諾 の 意思 を 必然 
提 前 提 と する 行為 を 行い 、 受 計 相 続 人 と し て の 資格 
に お いて の み 行 う 権 利 が ある 場合 で ある 。 


第 783 条 


相続 人 が 相続 権 の 全部 また は 一 部 を 無償 また は 有償 で 譲 
渡す る 場合 は 、 純 粋 か つ 単 純 に 承諾 を 伴う 。 


同じ こと が 次 の 場合 に も 当て は まる 。 


(1) 相続 人 が その 共同 相続 人 また は 後 順位 の 相続 人 の た 
に し た 放棄 (無償 で あっ て も 


2. 相続 人 が 、 そ の 共同 相続 人 また は 後 順位 の 相続 人 全員 
の た め に 、 た と え 区 別 な く 、 支 払い に よっ て 放棄 する 
場合 


第 784 条 


784 条 純粋 ( こ 保存 的 また は 葉 督 的 な 行為 お よび 暫 定 的 な 
党 理 行為 は 、 後 継 者 が 相続 人 の 地位 また は 能力 を 引き 受 
け て いな い 場 合 、 相 続 の 受諾 を 伴わ ず に 行う こと が で 
きる 。 
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相続 の 利益 に よっ て 必要 と され る その 他 の ? 了 為 で 、 後 
絶 者 が 相続 人 の 称号 また は 資質 を 引き 受け ず に 行 お う 
と する も の は 、 裁 羊 互 の 許可 を 得 な けれ ば な ら な い 。 


次 の も の は 、 純 粋 に 保存 的 な も の と みな され る 。 


(1) 葬儀 費用 お よび 最後 の 病気 の 費用 、 被 相続 人 の 支払 
うべ き 税 金 、 賃 料 、 そ の 他 支 払い が 急 が れる 承継 人 の 
債務 の 文 払い : 


2? 遺産 の 果実 お よび 収益 の 回 収 ま た は 腐敗 し や すい 物 
m 品 の 売却 。 た だ し 、 そ の 資金 が 1? に 記載 の 債務 を 消滅 さ 
せる た め に 使用 され た こと 、 ま た は 公証 人 に 預け られ 


た か 委託 され た こと が 証明 され る こと か 必要 で ある 。 


4? 個人 事業 主 の 死亡 し た 被 雇用 者 の 雇用 契約 の 終了 、 
被 雇用 者 に 支払 うべ き 賃 金 お よび 手当 の 支払 い 、 お よ 
び 契 約 終了 書類 の 交付 に 関す る 行為 。 


承 人 継 に 依存 する 事業 の 活動 を 短期 的 に 継続 する た め に 
必要 な 当座 の 業務 は 、 仮 管理 行為 と みな され る 。 


賃貸 人 また は 賃借 和信 と し て 、 補 償 金 の 支払 い を 生じ さ 
せる よう な リー ス の 更新 や 、 被 相続 人 が 行っ た 管理 ま 
た は 処分 の 決定 で 、 事 業 の 適切 な 機能 に 必要 な も の の 
実行 も 、 相 続 を 黙認 せ ず に 行う こと が で きる 行為 と 見 
な され る 。 


第 78S 条 


相続 を 単に 受諾 し た 普遍 的 相続 人 また は 普通 的 名 義 相続 
人 は 、 そ れ に 依存 する 債務 お よび 料金 に つい て 無期 限 
に 責任 を 負う 。 


また 、 正 味 の 遺 産 額 を 上 限 と し て 、 金 銭 の 遺贈 を 受け 
る 責任 を 負う 。 


第 786 条 


純粋 に 単純 に 受け 入れ た 相続 人 は 、 も は や 相続 を 放 径 
する こと も 、 正 味 財産 の 額 を 限度 と し て 受け 入れ る こ 


DOG きい 。 


た だ し 、 相 続 人 が 受諾 の 時 に 知ら な か っ た 正当 な 理由 
の ある 相続 債務 に つい て 、 そ の 弁済 が 個人 財産 を 著 し 
く 損なう 効果 が ある と き は 、 そ の 債務 の 全部 また は 一 
部 の 免除 を 求め る こと が で きる 。 
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相続 人 は 、 債 務 の 存在 と 程度 を 知っ た 日 か ら $ ヶ 月 以内 
に 訴え を 提起 し な けれ ば な ら な い 。 

第 3 節 : 純資産 額 を 限度 と する 承継 の 受入 。 

第 1 項 : 純資産 額 を 限度 と する 承 多 の 受け 入れ 手続 
き 。 


第 787 条 


相続 人 は 、 純 資産 の 額 を 限度 と し て 承継 を 受け 入れ る 意 
思 を 表明 する こと が で きる 。 


第 788 条 


申告 は 、 相 続 が 開始 され た 管轄 内 の 司法 裁 麟 所 の 登記 所 
また は 公証 人 の 面前 で 行わ か けれ ば な ら な い 。 こ の 申 
告 に は 、 単 一 の 本 籍 地 の 選 択 が 含ま れ 、 本 籍 地 は 純資産 
額 ま で の 受話 者 の 1 人 の 本 籍 地 、 ま た は 相続 の 決済 に 責 
任 を 負う 者 の 本 籍 地 と する こと が で きる 。 そ の 居住 地 


は フラ ンス 国内 に な けれ ば な ら な い 。 


申告 は 登録 され 、 電 子 的 手段 で 行う こと が で きる 国内 
広報 の 対象 と な か る も の と する 。 


第 789 条 


申告 に は 、 資 産 お よび 負債 の 項目 ご と の 見 積もり を 含 
む 遺 産 目録 が 添付 また は 追随 され る 。 


目録 は 、 司 法 競売 人 、 廷 更 また は 公証 人 が 、 こ れ ら の 職 
業 に 適用 され る 法律 お よび 規則 に 従っ て 作成 する も の 
と する 。 


第 790 条 


第 10 条 財産 目録 は 、 申 告 か ら 2 ヶ 月 以内 に 裁 鹿 所 に 寄託 
し な けれ ば な ら な い 。 


相続 人 は 、 財 産 目録 の 提出 を 遅らせ る 重大 か つ 正 当 な 理 
由 を 示す こと が で きる 場合 、 裁 麟 所 に 対し て 期間 の 延 
長 を 申請 する こと が で きる 。 こ の 場合 、2 ヶ 月 の 期間 
は 、 延 長 請求 の 日 か ら 停止 され る 。 
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目録 の 提出 は 、 申 告 と 同様 の 公示 を 受け る 


所 定 の 期間 内 に 目録 の 提出 が な い 場 合 、 相 続 人 は 純粋 に 


これ を 受理 し た も の と みな され る 。 


相続 人 の 債権 者 お よび 人 金銭 の 受 遺 者 は 、 そ の 権原 を 証明 
する こと に より 、 目 録 を 参照 し 、 そ の 了 し を 取得 する 
こと が で きる 。 こ れ ら の 者 は 、 新 し い 発 行 の 通知 を 受 
ける こと を 要求 する こと が で きる 。 


第 2 項 : 承 鱗 の 受 庄 の 効果 (純資産 額 ま で の 承 鱗 ) 
第 791 条 


純資産 額 ま で の 承継 は 、 相 続 人 に 次 の よう な 利点 を 編 
える 。(1) 相続 人 の 財産 と 自分 の 個人 財産 の 混同 を 避け 
る こと が で きる (2) 相続 人 に 対し て 、 被 相続 人 の 財産 に 
対し て それ まで 持っ て いた すべ て の 権利 を 保持 で きる 
(③) 相続 人 の 債務 を 、 自 分 が 受け 取っ た 財産 の 価額 まで 
し が 支 対 わ か が か く で よい )。 


第 792 条 


承継 人 の 債権 者 は 、 承 継 人 の 選択 し た 本 籍 地 に その 権原 
を 通知 する こと に より 、 そ の 債権 を 申告 する 。 そ れ ら 
は 、 第 796 条 に 規定 され た 条件 に 従っ て 支払 われ る 。 債 
権 額 が まだ 確定 し て いな い 債 権 は 、 評 価 に 基づい て 仮 
に 申告 する も の と する 。 


第 788 条 に 規定 され た 公表 か ら 15 ヶ 月 以内 に 宣言 が な さ 
れ な い 場 合 、 相 続 人 の 財産 に 対す る 担保 を 伴わ な い 請 
求 権 は 、 相 続 人 に 関し て 消滅 する 。 こ の 規定 は 、 保 証 
人 、 共 同 債務 者 、 お よび この よう に 消滅 し た 請求 権 に 


関す る 自主 的 な 保証 を 世 え た 者 に も 利益 を な もたらす 。 


第 792-1 条 


この 宣言 は 、 そ の 公表 以降 、 第 792 条 に 規定 され た 期間 
中 、 遺 産 の 債権 者 に よる 動産 お よび 不動 産 に 関す る 担保 
の 実行 お よび 新た な 登録 を 停止 また は 禁止 する も の で 
ある 。 
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た だ し 、 本 人 節 の 規定 の 適用 上 、 お よび 第 877 条 に 規定 す 
る 通知 に 従い 、 留 連 債権 者 は 、 以 前 に 差し 押さ えた 財産 
お よび 権利 に 対す る 有価 証券 の 保有 者 と みな され る も 

の と する 。 


第 792-2 条 


第 792 条 相続 が 、1 人 また は 複数 の 相続 人 に よっ て 純粋 
か つ 単 純 に 、 お よび 1 人 また は 複数 の 他 の 相続 人 に よっ 
て 純資産 の 額 を 限度 と し て 受け 入れ られ た 場合 、 後 者 
の 選択 肢 に 適用 され る 規則 は 、 分 割 の 日 まで すべ て の 
相続 人 に 適用 され る も の と する 。 


純然 た る 相続 人 お よび 純資産 の 額 を 限度 と し て 他 の 相 

続 人 が 認め た 相続 の 債権 者 は 、 受 け 入 れ た 相続 人 に 帰属 
する 債権 の 一 部 を 純資産 の 額 を 限度 と し て 回 収 する こ 

と が 困難 で ある こと を 証明 で きる 場合 に は 、 分 割 を 提 

起す る こと が で きる 。 


第 793 条 


792 条 に 規定 され た 期間 内 に 、 相 続 人 は 、 相 続 財 産 の 1 つ 
また は 複数 の 項目 を 現物 で 保持 する こと を 宣 喜 する こ 
と が で きる 。 こ の 場合 、 相 続 人 は 財産 目録 に 記載 され 
た 財産 の 価値 を 負担 する 。 


相続 人 は 、 保 持 す る つも り の な い 財 産 を 売却 する こと 
が で きる 。 こ の 場合 、 彼 は その 疎開 の 代価 を 負担 す 
る 。 


第 794 条 


第 794 条 1 つま た は 複数 の 財産 の 疎外 また は 保存 の 宣言 
は 、13 日 以内 に 裁 鹿 所 に 提出 され な けれ ば な ら ず 、 裁 
鹿 所 は その 公表 を 保証 し な けれ ば な ら な い 。 


有価 証券 を 有する 債権 者 に 留保 され た 権利 を 害する こ 
と な く 、 相 続 人 の 債権 者 は 、 第 1 項 に 記載 の 公表 後 3 ヶ月 
以内 に 、 財 産 の 価値 の 方 が 大 きい こと を 証明 する こと 
に より 、 保 持 さ れ た 財産 の 価値 また は 売却 が 法廷 外 で 
行わ れ た 場合 に は 、 疎 外 の 価格 を 裁 記 所 に 争う こと が 
2@ き : の 。 


債権 者 の 請求 が 認め られ た 場合 、 相 続 人 は その 個人 財産 
か ら 残 人 額 を 支払 う 義 務 を 負う 。 た だ し 、 相 続 人 が 遺留 分 
を 返 選 し な い 限 り 、 ま た 第 1341-2 条 に 規定 する 訴え を 害 
する こと な く 、 遺 留 分 を 文 払 う 義 務 を 負う 。 


第 79S 条 


財産 留保 の 宣言 は 、 そ れ が 公表 され る まで は 、 債 権 者 
に 対抗 する こと が で き な い 。 


第 794 条 で 定め られ た 期間 内 に 財産 の 疎外 を 宣言 し な 
か っ た 場合 、 疎 外 の 価格 の 範囲 内 で 相続 人 は その 個人 財 
産 に 関 馬 する 。 
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第 79e6 条 

相続 人 は 、 相 続 に 伴う 債務 を 精算 する 。 


登記 され た 債権 者 に 対し 、 そ の 債権 の 担保 の 順位 に 
従っ て 弁済 を し な けれ ば な ら な い 。 


その 他 の 債権 者 で 債権 を 申告 し た も の に は 、 申 告 の 順 
に 玉 3 ム うつ 。 


金銭 の 遺産 は 、 債 権 者 へ の 支払 の 後に 交付 され る 。 


第 797 条 


相続 人 は 、 財 産 の 留保 の 宣言 また は 疎外 の 収益 が 得 ら れ 
る 日 の いずれ か か ら 2 ヶ 月 以内 に 債権 者 に 支払 わな けれ 
ば な ら な い 。 


この 期間 内 に 債権 者 に 処分 する こと が で き な い 場合 、 
特に 債権 の 順位 や 性 質 に 関す る 争い の た め に 、 当 い が 
残っ て いる 限り 、 利 用 可能 な 金額 を 記録 し な けれ ば な 
ら な い 。 


第 798 条 


有価 証券 を 有する 債権 者 の 権利 を 害する こと な く 、 相 
続 人 の 債権 者 お よび 人 金銭 を 有する 受 遺 者 は 、 相 続 人 か ら 
徴収 し た 財産 の うち 第 793 条 に 規定 する 条件 の 下 で 保存 
また は 疎外 され て いな いも の に 限っ て 回 収 を 求め る こ 
と が "で きる 。 


相続 人 の 個人 債権 者 は 、 第 792 条 に 規定 する 期間 が 経過 
し 、 相 続 人 お よび 受 遺 者 の 債権 者 が 完全 に 弁済 され る 
まで 、 そ の 財産 に 対す る 債権 の 回 収 を 求め る こと が で 
き な い 。 


第 799 条 


第 792 条 に 規定 され た 期間 内 に 、 財 産 が 枯 濁 し た 後に 債 
権 を 申告 し た 相続 人 の 債権 者 は 、 そ の 権利 を 放棄 され 
た 婚 出 子 に 対し て の み 請 求 する こと が で きる も の と す 
る 。 


第 800 条 
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月 13 日 

相続 人 は 、 相 続 で 受け 取っ た 財産 の 管理 を 任 さ れる 。 相 
続 人 は 、 そ の 管理 、 支 払っ た 債務 、 受 け 取 っ た 財産 を 犯 
す 行 為 ま た は その 価値 に 影響 を 選 える 行為 に つい て 、 
その 記録 を 残す 。 


彼 は 、 こ の 管理 に お ける 重大 な 過失 に 対し て 責任 を 負 
9: 


相続 人 は 、 相 続 の 債権 者 か ら 要 求 が あれ ば その 会 計 を 
提示 し 、 ま た 、 坊 鹿 外 の 行為 に よっ て 送達 され た 召喚 
状 に 対し て 2 ヶ月 以内 に 、 相 続 に お いて 収集 し た 財産 お 
よび 権利 の うち 、 第 794 条 に 規定 する 条件 の 下 で 処分 ま 
た は 保持 し な か っ た も の の 所 在 を 明らか に する よう に 
応じ な けれ ば な ら な い 。 こ れ を 怠っ た 場合 、 そ の 者 は 
自己 の 個人 的 財産 か ら 支 払う よう 強制 され る こと が あ 
る 。 


第 10 条 故意 に 、 か つ 趣 意 を 持っ て 相続 の 資産 また は 負 
債 の 目録 に 含め な か っ た 相続 人 、 ま た は 相続 の 債権 者 
の 支払 い に 、 保 持 し た 財産 の 価値 また は 疎外 し た 財産 
の 価格 を 割り 当て な か っ た 相続 人 は 、 純 資産 の 額 を 限 
度 と し て 受理 を 和書 奪 さ れる 。 相 続 の 開始 と 同時 に 純粋 
に 受理 され た も の と みな され る 。 


第 801 条 
相続 人 は 、 自 己 に 対し て 承諾 権 の 時 効 が 成立 し て いな 
い 限 り 、 純 然 た る 承 諸 に より 、 純 資産 の 額 を 限度 と し 


て 承諾 を 取り 消す こと が で きる 。 こ の 承諾 は 、 相 続 開 
始 の 日 に さか の ぼっ て 効力 を 有する 。 


純資産 の 額 ま で 引き 受け る と 、 相 続 放棄 は で き な く な 


る 。 


第 802 条 


純資産 額 ま で の 受諾 の 失効 また は 取消 し に も か か わら 
ず 、 相 続 人 の 債権 者 お よび 金銭 の 受 遺 者 は 、 第 798 条 第 1 
項 に 記載 の 財産 に 対す る 拝 他 的 な 訴訟 権 を 保持 する 。 


第 803 条 


封 、 目 録 作成 、 会 計 処 理 に 要する 費用 は 、 継 承 者 が 負 
担 する 。 こ れ ら は 分 割 の 特権 的 な 費用 と し て 支 払わ れ 
る 。 


第 4 節 : 相続 の 放棄 。 
第 804 条 


相続 の 放棄 は 、 推 定 さ れ な い 。 
民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 三 者 に 対し て 設定 する た め に は 、 普 仙 的 相続 人 また 
は 普遍 的 権利 に よ 3 相続 放棄 は 、 相 続 が 開 
始 さ れ た 管轄 内 の 裁 剤 所 に 多 て て 、 ま た は 公証 人 の 面 
前 で 預託 し な けれ ば な り ま せん 。 


相続 放棄 の 翌月 、 それ を 受 ( け 取 っ た 公 SN 具 品 相続 が 開 


始 され た 裁 鹿 所 の 管轄 下 に ある 裁 剤 所 に その 了 し を 送 
付 し な けれ ば な ら な い 。 


第 80S 条 


放棄 を し た 相続 人 は 、 相 続 人 で あっ た こと が な いも の 
と みな され る 。 


第 84$ 条 の 規定 に 従い 、 放 棄 し た 相続 人 の 取り 分 は その 
代表 者 に 落ち 、 そ れ が な けれ ば 共同 相続 人 に 増加 し 、 
単独 で あれ ば 次 の 相続 人 に 引き 継が れる 。 


第 806 条 


相続 放棄 者 は 、 相 続 に 伴う 債務 や 費用 を 支払 う 義 務 は な 
い 。 し か し 、 財 産 を 放棄 し た 昇順 者 また は 降順 者 の 葬 
儀 費 用 を 、 そ の 資力 に 応じ て 支 払う 義務 が ある 。 


第 807 条 


受贈 権 の 時 効 が 自己 に 取得 され な い 限 り 、 相 続 人 は 、 他 
の 相続 人 が まだ 受贈 し て い 和 場合 、 ま た は 国 が まだ 
所 有 権 を 送っ て いな い 場 合 に は 、 純粋 に 受贈 する こと 
人 IP 


た だ し 、 第 三 者 が 時 効 に よっ て 、 ま た は 空位 の 相続 の 
礼 理 人 と と も に 有効 に 行わ れ た 行為 に よっ て 、 相 続 財 
産 の 上 に 取得 する こと が で きる 権利 を 間 題 に する こと 


は な い 。 


第 808 条 


相続 人 が 放棄 する 前 に 正当 に 負担 し た 費用 は 、 相 続 人 が 
負担 する 。 


第 S 章 : 空き 家 と 遺贈 され た 遺産 
第 1 節 : 空き 家 と な っ た 遺産 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 項 : 空家 の 開設 
第 809 条 


遺産 は 空位 で ある 。 


1? 相続 を 主張 する 者 が 現れ ず 、 か つ 、 知 れ て いる 相続 
人 が いな いと き 、2? 知れ て いる 相続 人 全員 が 相続 を 放 
葉 し た と き 、3? 相続 開始 後 6 ヶ月 を 経過 し て も 、 知 れ て 
いる 相続 人 が 就 示 ま た は 明示 に 選択 し な いと き 。 


第 809-1 条 


裁 鹿 訪 は 、 債 権 者 、 被 相続 人 の 遺産 の 全部 また は 一 部 を 
管理 し て いた 者 、 公 証人 、 そ の 他 の 利害 関係 者 また は 検 


察 庁 の 要請 に より 、 本 条 に 規定 する 体制 を と る 空家 の 
後見 を 、 遺 産 を 担当 する 行政 当局 に 委託 する 。 


保 佐 の 命令 は 、 公 表 さ れる も の と する 。 


第 809-2 条 


保 佐 人 は 、 任 命 さ れ 次 第 、 司 法 競売 人 、 廷 更 、 公 証人 、 
また は 遺産 を 担当 する 行政 当局 に 属す る 定 奪 し た 職員 
に よっ て 、 遺 産 の 資産 お よび 負債 の 項目 ご と の 推定 目 
録 を 作成 させ な けれ ば な ら な い 、。 


保 佐 人 が 裁 計 所 に 対し て 行う 目録 の 設定 に 関す る 通知 
は 、 保 佐 人 の 決定 と 同じ 公開 の 対象 と な る 。 


第 10 条 金銭 債権 者 お よび 受 遺 者 は 、 所 有 権 を 証明 し た 
上 で 、 目 録 を 閲覧 し 、 そ の 了 し を 取得 する こと が で き 
る 。 彼ら は 、 新 た な 公表 の 通知 を 受け る こと を 要求 す 
の こと が で きる 。 


第 809-3 条 
請求 権 の 申告 は 、 館 長 に 対し て 行う 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 


年 04 月 13 日 


第 2 項 : 保 佐 人 の 権限 
第 810 条 


保 佐 人 は 、 任 命 さ れる と すぐ に 、 第 三 者 が 保有 する 有 
価 証券 お よび その 他 の 財産 を 所 有 し 、 遺 産 に 支払 うべ 
き 金 額 の 回 収 を 追及 する 。 


彼 は 、 商 業 、 工業 、 農 業 、 手 工業 の いずれ で あっ て も 、 
遺産 に 依存 し た 個人 事業 の 運営 を 継続 する こと が で き 
る 。 


管理 、 運 営 、 販 売 に か か る 費用 を 差し 引い た 後 、 遺 産 を 
構成 する 金額 、 お よび 遺産 か ら の 収入 と その 実現 に よ 

る 収益 を 記録 し ます 。 事業 が 継続 され て いる 場合 は 、 

その 運営 に 必要 な 運転 資金 を 超え る 収入 の み が 預 けら 
れる 。 


空き 家 と な っ た 不動 産 か ら 何 ら か の 形 で 得 ら れる 金額 
は 、 い か な る 場合 に も 、 保 佐 人 の 仲介 を 通さ な い 限 
り 。 拓 ほ る この と は で きま NN 


第 810-1 条 


遺産 開設 後 6 ヶ月 間 、 館 長 は 純粋 に 保存 的 また は 息 
な 行為 、 仮 の 管理 行為 、 腐敗 し や すい 商品 の 販売 の み を 
実施 する こと が で きる 。 


第 810-2 条 


第 810-1 条 に 記さ れ た 期間 の 終了 後 、 学 芸 員 は 保存 と 管 


理 の た め の す べ て の 行為 を 実行 する 。 


財貨 の 売却 を 進め 、 ま た は 負債 が 清算 され る ま て 売却 
させ る 。 


動産 の 売却 か ら 予 測 さ れる 収益 が 不 十 分 で ある と 思 
れる 場合 に の み 、 不 動産 を 売却 する こと が で きる 。3. 保 
全 が 困難 また は 費用 の か か る 財産 の 売却 は 、 そ の 実現 
が 負債 の 返済 に 必要 で な い 場 合 で も 、 そ の 売却 を 進 
め 、 ま た は 進め させ な けれ ば な ら な い 、。 


第 810-3 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


完 却 は 、 こ れ ら の 職業 に 適用 され る 法 金 に 従っ て 司法 
競売 人 、 廷 東 、 公 証人 が 行う か 、 裁 鹿 所 が 行う か 、 ま た 
は 国 に 属す る 不動 産ま た は 動産 を 有価 の 対価 で 譲り 渡 
す た め に 公 人 の 財産 一 般 法 に 規定 され た 様式 で 行わ れ 
な けれ ば な ら な い 。 


公示 の 協 を える 。 


友好 的 な 売却 が 想定 され て いる 場合 、 債 権 者 は 競売 に よ 
る 売却 を 要求 する こと が で きる 。 

競売 に よ る 売却 が 法廷 外 売 却 の 提案 で 合意 され た 価格 よ 
り 低 い 価 格 で 行わ れ た 場合 、 競 売 を 要求 し た 債権 者 は 、 
他 の 債権 者 が 被っ た 損失 に つい て 責任 を 負う も の と す 
る 。 


第 810-4 条 


保 佐 人 は 、 単 独 で 相続 人 の 債権 者 に 弁済 する 権利 を 有 す 
る 。 財産 の 額 を 限度 と し て 、 遺 産 の 債務 を 弁済 する 義務 
を 負う 。 


保 佐 人 は 、 債 務 整 理 の 提案 を 待た ず に 、 遺 産 の 保存 に 必 
要 な 費用 、 葬 儀 費用 、 了 の 陳 GE 
払う べき 税金 、 賃 料 、 そ の 他 遺 産 の 債務 で その 整理 が 急 
を 要する も の だ け を 支払 うこ と が で きる 。 


第 810-S 条 


時 e 負債 の 清算 の た め の プ ロジ ェクト を 作成 す 


この 草案 は 、 第 796 条 に 規定 され た 順序 で 債権 の 支払 を 
行う こと を 規定 する 。 


決済 の 草案 は 公表 され る 。 支払 を 受け られ な い 債 権 者 
公表 か ら 1 ヶ 月 以内 に 、 裁 鹿 官 に 対し て 和解 案 を 争 
う 訴 え を 起こ すこ と が で きる 。 


第 810-6 条 


保 佐 人 の 権限 は 、 保 護 、 回 復 ま た は 清算 手続 き の 対象 と 
な る 人 の 遺産 に 適用 され る 規定 に 従っ て 行使 され る 。 


第 3 項 : 会 計 の 提示 と 保 佐 の 終了 
第 810-7 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


保 佐 人 は 、 自 分 が 行っ た 業務 を 裁 刻 官 に 報告 する 。 口座 
の 預金 は 公開 の 対象 と な る 。 


保 佐 人 は 、 債 権 者 また は 相続 人 の 請求 が あれ ば 、 口 座 を 
提示 する 。 


第 810-8 条 


口座 の 受領 後 、 裁 麟 記 は 保 佐 人 に 残り の 財産 の 換価 を 進 
め る 権限 を える 。 


提案 され た 換価 は 、 鹿 明 し て いる 相続 人 に 通知 され 
る 。 相 続 人 が ま だ 受理 期限 内 で あれ ば 、3 ヶ 月 以内 に 遺 
産 を 請求 する こと に よっ て 思 議 を 唱え る こと が で き 
る 。 換価 は 、 第 810-3 条 の 第 1 項 に 規定 され た 書式 に 従っ 
て 、 こ の 期間 の 経過 まで 行う こと が で き な い 、。 


第 810-9 条 


口座 の 引渡 し 後に 債権 を 申告 し た 債権 者 は 、 残 り の 財産 
の み を 請求 する こと が で きる 。 こ れ ら の 財産 が 不足 す 
る 場合 、 債 権 者 は 、 権 利 を 履行 され た 遺贈 者 に 対し て の 
み 、 請 求 す る こと が で きる 。 


この 請求 権 は 、 残 存する すべ て の 財産 の 実現 か ら 2 年 以 
内 に 行使 する こと が で きる 。 


第 810-10 条 


残余 財産 の 換価 の 純益 は 預託 され る 。 相続 人 は 、 遺 産 請 
求 の 期限 内 に 提示 され た 場合 、 そ の 収益 に 対す る 権利 
を 行使 する こと が で きる 。 


第 810-11 条 

管理 、 運 営 、 売 却 に か か る 費用 は 、 第 2331 条 お よび 第 
2377 条 の 1? の 特権 を 生じ させ る 。 

第 810-12 条 


キュ レー ター シッ プ は 終了 する 。 


(1) 債務 と 遺産 の 支払 い に 資 産 を 完全 に 配分 する こと 、 
(2) すべ て の 資産 の 換価 と 純 収 益 の 預託 、 民 法 - 最終 変 
更 日 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 2022 年 4 月 1 日 

3) 権利 が 説 め られ た 相続 人 へ の 遺産 の 返 選 に よっ て 、 
(4) 国 が 占有 する よう に 送る こと に よっ て 。 

第 2 節 : 使用 され な く な っ た 遺産 

第 811 条 


国 は 、 相 続 人 の いな い 死 亡 し た 者 の 遺産 また は 廃除 さ 
れ た 遺産 を 請求 する と き は 、 裁 鹿 所 に 対し 、 こ れ を 上 古 
有 に 付す る よう 請求 し な けれ ば な ら な い 。 


第 811-1 条 


第 809-2 条 に 規定 する 目録 が 作成 され て いな い 場 合 、 第 
809-1 条 の 行政 機関 は 第 809-2 条 に 規定 する 方 法 で 作成 さ 
れる よう 手配 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 811-2 条 


遺産 の 相続 放棄 は 、 相 続 人 が 遺産 を 引き 受け た 場合 に 終 
了 す る 。 


第 811-3 条 


国 が 負う べき 手続 き を 行わ な か っ た 場合 、 国 は 、 相 続 
人 の 提示 が あれ ば 、 損 害 賠 償 の 支払 い を 命じ られ る こ 
と が ある 。 


第 6 章 : 委任 状 に よる 遺産 管理 。 
第 1 節 : 死後 の 委任 状 。 


第 1 項 : 死後 委任 の 条件 。 
第 812 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


何人 も 、 自 然 人 また は 法人 を 問わ ず 、1 人 また は 複数 の 
他人 に 、 遺 言 執行 者 に え られ た 権限 に 従っ て 、 特 定 さ 
れ た 1 人 また は 複数 の 相続 人 の た め に 、 そ の 遺産 の 全部 
また は 一 部 を 管理 また は 運用 する 委任 を 行う こと が で 
まる 


交 任 者 は 、 相 続 人 で あっ て も よい 。 


その 者 は 完全 な 市 民権 を 有 し て いな けれ ば な ら ず 、 遺 
産 に 含ま れる 専門 的 な 資産 の 管理 を 禁じ られ て は な ら 
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委任 状 作 成 者 は 、 相 続 の 解決 に 責任 を 負う 公証 人 で あっ 
て (は な が ならない 。 


第 812-1 条 


交 任 状 作 成 者 は 、 相 続 人 の 中 に 未成 年 者 や 被 保護 成人 が 
いる 場合 で も 、 そ の 権限 を 行使 する 。 


第 812-1-1 条 


委任 は 、 相 続 人 また は 遺産 に 関す る 重大 か つ 正 当 な 利益 
に よっ て 正当 化 さ れ 、 か つ そ の 動機 が 的 確 で ある 場合 
に の み 有 効 で ある 。 


委任 は 2 年 を 超え な い 期 間 で 行わ れ 、 相 続 人 また は 委任 
者 の 付託 を 受け た 裁 麟 官 の 決定 に より 1 回 また は 数 回 延 
長 す る こと が で きる 。 た だ し 、 相 続 人 の 無能 力 や 高 
赤 、 ま た は 専門 的 な 資産 管理 の 必要 性 か ら 、 同 じ 条 件 で 
$ 年 間 延 長 す る こと が で き る 。 


正式 の 形 で 付 世 され 、 受 理 さ れる 。 


委任 者 の 死亡 前 に 委任 者 に よっ て 受理 され な けれ ば な 
ら な い 。 


委任 の 実行 前 に 、 本 人 お よび 委任 者 は 、 相 手 方 に 通知 し 
た 上 で 、 委 任 を 放棄 する こと が で きる 。 


第 812-1-2 条 


委任 者 が その 任務 の 枠 内 で 行っ た 行為 は 、 世 地 の 選択 肢 
に 影響 を 及ぼ さ な い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


第 812-1-3 条 


委任 の 対象 と な る 相続 人 が 相続 を 受諾 し て いな い 限 
り 、 委 任 者 は 第 784 条 に 基づき 相続 人 に 丘 えら れ た 権限 
の み を 有する 。 


第 812-1-4 条 


死後 の 委任 状 は 、 本 節 の 規定 と 矛盾 し な い 1984 条 か ら 
2010 条 まで の 規定 に 従う 。 


第 2 項 : 委任 者 の 報酬 
第 812-2 条 


和 交 任 は 、 こ れ に 反する 合意 が な い 場 合 、 無 償 で ある 。 


報酬 が 定め られ て いる 場合 は 、 委 任 状 に 明示 され な け 

れ ば な ら な い 。 報 酬 は 、 遺 産 が 受け 取り 、 委 任 者 の 管 

理 ま た は 運営 か ら 生 じ る 果実 お よび 収益 の 分 配 に 相当 

する 。 果実 や 収入 の 不足 また は 不在 の 場合 、 資 本 金 で 補 
うか 、 資 本 金 の 形式 を と る こと が で きる 。 


第 812-3 条 


委任 者 の 報酬 は 、 相 続 人 か ら そ の 準備 金 の 全部 また は 一 
部 を 奪う 効果 を 持つ 場合 、 減 額 権 を 生じ させ る 相続 の 費 
用 で ある 。 委 任 を 受け た 相続 人 また は その 代理 人 は 、 
報酬 が 委任 の 期間 また は 負担 に 比 し て 過大 で ある こと 
を 示す こと が で きる 場合 、 裁 鹿 所 に 報酬 の 改定 を 申請 


する こと が で きる 。 


第 3 項 : 死後 の 委任 の 終了 
第 812-4 条 


委任 は 、 次 の いずれ か の 事由 に より 終了 する 。 


1? 定め られ た 期間 の 到来 。 
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2? 委任 者 の 放 茎 。 


3? 深刻 か つ 正 当 な 利益 の 不在 また は 消滅 、 あ る い は 委 
任 者 の 任務 不履行 の 場合 、 利 害 関係 の ある 相続 人 また は 
その 代理 人 の 要請 に よる 裁 剤 上 の 取り 消し ④ 相続 人 と 
死後 委任 を 有する 委任 者 と の 間 の 通常 の 委任 の 純 結 。 


5? 遺贈 に 記載 され た 財産 を 相続 人 が 譲渡 し た 場合 6? 委 
任 者 で ある 自然 人 の 死亡 また は 保護 覧 示 下 に 加 か れ た 
場 合 、 あ る い は 委任 者 で ある 法人 が 解散 し た 場合 。 


7? 当該 相続 人 の 死亡 、 ま た は 保護 措 加 の 場合 は 後見 裁 
痢 思 に よる 委任 の 終了 の 決定 。 


複数 の 相続 人 の た め に 世 え られ た 同じ 委任 状 は 、 そ の 
うち の 一 人 だ け に 関係 する 消滅 原因 に よっ て 完全 に 消 


滅する こと は な い 。 同様 に 、 委 任 者 が 複数 いる 場合 、 
一 人 に 関す る 委任 の 終了 は 、 他 の 者 の 委任 を 終了 させ 
る も の で は あり ませ ん 。 


第 812-S 条 


重大 か つ 正 当 な 利益 の 消滅 を 理由 と する 取消 は 、 報 酬 と 
し て 受け 取っ た 金額 の 全部 また は 一 部 を 代理 人 に 弁償 
させ る も の で は な い が 、 そ れ が 代理 人 が 実際 に 引き 受 
けた 期間 また は 負担 と の 関係 で 過大 で あっ た 場合 は 、 

その 限り で は な い 。 


損害 賠償 を 害する こと な く 、 取 消 が 任務 の 不適 切な 遂行 
に 起因 する 場合 、 代 理 人 は 報酬 と し て 受け 取っ た 金額 
の 全部 また は 一 部 の 返 選 を 要求 され る こと が ある 。 


第 812 祭 の 6 条 


第 812 条 委任 者 は 、 そ の 決定 を 関係 する 相続 人 また は そ 
の 代理 人 に 通知 し な い 限 り 、 委 任 の 執行 を 継続 する こ 
と を 放棄 する こと が で き な い 。 


代理 人 と 関係 する 相続 人 また は その 代理 人 と の 間 で 列 
段 の 合意 が な い 限 り 、 放 棄 は 通知 か ら 3 ヶ 月 の 期間 が 経 
過 し た 時 点 で 効力 を 発する も の と する 。 


損害 賠 償 を 害する こと な く 、 資 本 金 に よっ て 報酬 を 受 
ける 委任 者 は 、 受 頒 し た 金額 の 全部 また は 一 部 を 返 選 
する よう 有 要求 され る こと が ある 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 812-7 条 


委任 者 は 、 毎 年 お よび 委任 の 終了 時 に 、 関 係 する 相続 人 
また は その 代理 人 に その 管理 に つい て 説明 し 、 実 行 し 
た すべ て の 行為 に つい て 通知 する 。 こ れ を 怠る と 、 利 
害 関係 者 は 裁 刻 上 の 取り 消し を 請求 する こと が で き 

る 。 


委任 者 の 死亡 に より 委任 が 終了 し た 場合 、 こ の 義務 は 
その 相続 人 に 帰す る 。 


第 2 節 : 合意 に より 選任 され た 委任 者 。 
第 813 条 
相続 人 は 、 協 議 に より 、 そ の うち の 1 人 また は 第 三 者 に 


遺産 の 管理 を 委託 する こと が で き る 。 委任 は 、1984 条 
か ら 2010 条 まで が 適用 され る 。 


少な く と も 1 人 の 相続 人 が 純資産 の 額 ま で 遺産 を 引き 受 
けた と き は 、 相 続 人 全員 の 合意 が あっ て も 、 裁 装 札 に 
よっ て の み 秋 任 者 を 選任 する こと が で きる 。 そ し て 、 
委任 状 は 813 条 1 号 か ら 814 条 まで が 適用 され る 。 


第 3 節 : 栽 剤 所 で 選任 され る 相続 人 の 委任 状 。 


第 813-1 条 


裁 刻 記 は 、1 人 また は 複数 の 相続 人 が 相続 の 管理 を 怠っ 
て いる こと 、 そ の 人 不一致 、 相 続 人 同士 の 利害 の 対立 、 ま 
た は 相続 の 状況 の 複 林 さ の た め に 、 相 続 を 暫定 的 に 管 
理 する 目的 で 、 自 然 人 また は 法人 の 資格 者 を 相続 の 委任 
者 と し て 指定 する こと が で き る 。 


請 は 、 相 続 人 、 債 権 者 、 被 相続 人 に 代わ っ て 生前 に 遺 
産 の 全部 また は 一 部 を 管理 し て いた 者 、 そ の 他 の 利害 
関係 者 、 ま た は 検察 官 が 行う 。 


第 813 の 2 条 


権利 継承 者 は 、 第 815-6 条 第 3 項 の 適用 で 指定 され た 者 、 
第 812 条 の 適用 で 指定 され た 代理 人 、 第 1025 条 の 適用 で 
遺言 者 に よっ て 指名 され た 遺言 執行 者 の 権限 と 両立 で 
きる 男 囲 で の み 行 動 す る こと が で きる 。 
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第 813-3 条 


選任 の 決定 は 登記 し 、 公 告 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 813-4 条 


相続 人 が 相続 を 受 計 し て いな い 限 り 、 相 続 の 委任 者 は 第 
784 条 に 記載 され た 行為 の み を 行う こと が で きる が 、 そ 
の 第 2 項 に 規定 され た 行為 は 例外 で ある 。 裁 羊 官 は 、 相 
続 の 利益 が 必要 と する その 他 の 行為 を 許可 する こと も 

で きる 。 裁 鹿 記 は 、 相 続 人 の 委任 者 に 第 789 条 に 規定 さ 
れ た 方 法 で 目録 を 作成 する こと を 許可 し 、 ま た は 職権 

で それ を 要求 する こと が で きる 。 


第 813-S 条 


813-$ 条 相続 秋 任 状 は 、 革 え られ た 権限 の 範囲 内 で 、 市 
民生 活 と 司法 に お いて すべ て の 相続 人 を 代表 する 。 


相続 人 の 中 に 未成 年 者 また は 被 保護 成年 者 が いる 場合 で 
も 、 そ の 権限 を 行使 する 。 


相続 人 委任 者 の 手 に 渡っ た 文 払い は 有効 で ある 。 


第 813-6 条 


継承 権 者 が その 任務 の 範囲 内 で 行っ た 第 813-4 条 に 規定 
する 行為 は 、 相 続 の 選択 肢 に 影響 を 及ぼ さ な い 。 


第 813-7 条 


813-7 条 利害 関係 人 また は 検察 庁 の 要求 に より 、 裁 痢 官 


は 、 そ の 任務 を 遂行 で き な い こと が 特徴 的 な 場合 、 相 
続 人 委任 者 を 免除 する こと が で きる 。 こ の 場合 、 裁 講 
官 は 、 自 ら が 定め る 期間 、 別 の 継承 者 を 任命 し な けれ 
ば な ら な い 、。 


第 813-8 条 
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第 10 条 各 相続 人 は 、 相 続 人 委任 者 に 対し 、 そ の 任務 の 
遂行 に 関す る 書類 を いつ で も 参照 する よう 要求 する こ 
と が で きる 。 


毎年 お よび その 任務 の 終了 時 に 、 相 続 財 産 管理 人 は 裁 痢 
官 お よび 各 相 続 人 の 求め に 応じ て 、 そ の 任務 の 遂行 に 
関す る 報告 書 を 提出 する も の と する 。 


第 813-9 条 


813-9 条 相続 人 委任 状 を 任命 する 装 決 は 、 そ の 任務 の 期 
間 お よび 報酬 を 定め る も の と する 。 第 813-1 条 の 第 2 項 ま 
た は 第 814-1 条 に 記載 され た 者 の 1 人 の 要請 が あれ ば 、 そ 
の 決定 し た 期間 、 使 命 を 延長 する こと が で きる 。 


任務 は 、 相 続 人 の 間 の 遺産 分 割 協議 の 効力 また は 分 割 証 
書 の 著名 に よっ て 当然 に 終了 する 。 ま た 、 裁 羊 官 が 相 
続 人 委任 者 に 委託 され た 任務 が 完全 に 遂行 され た こと 

を 確認 し た と き に も 、 任務 が 終了 する 。 


第 814 条 


第 813 条 第 1 項 お よび 第 814 条 第 1 項 を 適用 し て 相続 代理 人 
を 任命 し た 裁 麟 記 は 、 少 な く と も 1 人 の 相続 人 が 純粋 か 
つ 単 績 に 、 ま た は 純資産 の 額 を 限度 と し て 相続 を 受け 
入れ た 場合 、 相 続 代 理 人 に 対し て 相続 の 管理 に 関す る す 
べ て の 行為 を 行う 権限 を 付 紀 する こと が で きる 。 


また 、 い つ で も 、 相 続 の 適切 な 管理 の た め に 必要 な 処 
分 行為 を 行う こと 、 お よび その 価格 と 規定 を 決定 する 
こと を 許可 する こと が で きる 。 


第 814-1 条 


あら ゆる 状況 に お いて 、 純 資産 を 引き 受け た 相続 人 
は 、 裁 刻 記 に 対し て 、 相 続 の 管理 お よび 清算 に お いて 
自分 に 代わ る 権利 承継 者 と し て 適格 な 者 を 指名 する よ 
92K0 る と が で きる 。 


第 7 章 : 遺産 分 割 の 法制 度 
第 81S 条 
何人 も 、 強 制 的 に 不可 分 状態 に と ど ま ら され る こと は 


な く 、 分 割 は 、 半 決ま た は 合意 に よっ て 停止 され た 場 
合 を 除き 、 常 に 行わ れる こと が で きる 。 
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第 81S-1 条 


未 分 割 の 共有 者 は 、1873-1 条 か ら 1873-18 条 まで の 規定 
に 従っ て 、 未 分 割 の 権利 の 行使 に 関す る 協定 を 締結 す 
る こと が で きる 。 


第 1 節 : 未 分 割 の 財産 に 関す る 行為 。 
第 1 項 : 未 分 割 の 共有 者 が 行う 行為 。 
第 81S-2 条 


未 分 割 の 共有 者 は 、 緊 急性 の な いも の で あっ て も 、 未 
分 割 財産 の 保全 に 必要 な 措 連 を 講じ る こと が で きる 。 


この 目的 の た め に 、 自 己 が 保有 する 未 分 割 財 産 資金 を 使 
用 する こと が で き 、 第 三 者 に 関し て 自由 に 処分 する こ 
と が で きる と みな され る 。 


未 分 割 財産 資金 が な い 場 合 、 彼 は 共同 被 分 割 者 に 必要 な 
文 出 を 行う よう 義務 付け る こと が で きる 。 


未 分 割 財産 が 用 益 権 に よっ て 担保 され て いる 場合 、 こ 
れ ら の 権限 は 、 用 益 権 者 が 修繕 を 行う 義務 を 負う 男 囲 に 
お いて 、 用 益 権 者 に 対し て 強制 力 を 持つ 。 


第 81S-3 条 


未 分 割 の 権利 の 少な く と も 3 分 の 2 を 有する 未 分 割 の 共 
有 者 は 、 こ の 過半 数 に よっ て 、 次 の こと を 行う こと が 
で きる 。(1) 未 分 割 不動 産 に 関す る 管理 行為 を 行う (2) 
未 分 割 共有 者 の 1 人 また は 複数 の 第 三 者 に 対し て 一 般 管 
理 権 を 避 え る ③⑬) 未 分 割 共有 者 の 債務 お よび 料金 を 支払 
うた め に 未 分 割 動産 を 売却 する (④) 農業 、 商 業 、 工 業 ま 
た は 職人 用 の 動産 に 関す る も の 以外 の 賃貸 借 を 締結 
し 、 更 新 する (③⑮) 未 分 割 共有 者 の 1 人 また は 複数 の 第 三 
者 に 対し て 未 分 割 動産 に 関す る 管理 権 を 著 える (⑥) 未 分 
割 共有 者 の 1 人 また は 複数 の 第 三 者 に 対し て 未 分 割 共有 
者 以外 の 賃貸 借 を 行う (⑦) 未 分 割 共有 者 の 1 人 また は 複 
数 の 第 三 者 に 対し て 未 分 割 不動 産 に 関わ る 管理 行為 を 行 
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彼ら は 他 の 未 分 割 の 共有 者 に 寺 知 する こと が 要求 され 
ます 。 こ れ を 人 怠っ た 場合 、 行 われ た 決定 は 彼ら に 対し 
て 行使 する こと が で き ない 。 
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た だ し 、 未 分 割 不動 産 の 通常 の 運用 に 関わ ら な い 行 為 
お よび 3? に 言及 され た 以外 の 処分 行為 を 行う に は 、 未 分 
割 共有 者 全員 の 同意 が 必要 で ある 。 


未 分 割 の 共有 者 が 、 他 の 共有 者 に 知ら れ た 上 で 、 な お 
か つ 他 の 共有 者 の 反対 を 受け ず に 未 分 割 不動 産 の 管理 を 
引き 継い だ 場合 、 そ の 共有 者 は 暗黙 の 委任 を 受け た と 
みな され 、 管 理 行為 は 対象 と な る か が 処分 行為 、 賃 貸 の 締 
結 や 更新 は 対象 外 と な る 。 


第 2 項 : 裁 川 所 で 認め られ た 行為 
第 81S-4 条 


未 分 割 の 共有 者 の 1 人 が 意思 表示 を する こと が で き な い 
場合 、 他 の 者 が 裁 鹿 所 か ら 、 一 般 的 に また は 特定 の 行為 
に つい て 代理 する 権限 を え られ る こと が あり 、 そ の 
条件 と 範囲 は 裁 叫 所 に よっ て 決定 され る 。 


法 的 権限 、 委 任 、 法 的 権限 が な い 場 合 、 未 分 割 の 共有 者 
が 他 の 者 を 代表 し て 行っ た 行為 は 、 企 業 経営 の 規則 に 
従っ て 、 後 者 に 関し て 効力 を 持つ 。 


81S-S 条 


815. 休 未 分 割 共 有 者 は 、 未 分 割 共有 者 の 同意 が 必要 な 
行為 で 、 未 分 割 共有 者 の 拒否 が 共同 の 利益 を 危う くす る 
場合 、 栽 計 所 か ら 単独 で 行う こと を 許可 され る こと が 
あぁ る 。 


裁 剤 記 は 、 裸 所 有 者 の 要請 に より 、 用 益 権 者 の 意思 に 反 
し て 用 益 権 の 対象 と な る 不動 産 の 完全 な 所 有 権 の 売却 を 
人 まる こと (まで きい 


攻 記 上 の 許可 に よっ て 定め られ た 条件 の 下 で 実行 され 
た 証書 は 、 同 意 を 欠い た 未 分 割 の 共有 者 に 対 質 す る こ 
と が で きる 。 


第 81S-S-1 条 


財産 の 所 有 権 が 分 断 さ れ た 場合 、 ま た は 未 分 割 の 共有 者 
の 1 人 が 第 836 条 に 規定 する 場合 の いずれ か に 訟 当 する 

場合 を 除き 、 未 分 割 財産 の 異動 の 許可 は 、 未 分 割 の 権利 
の 少な く と も 3 分 の 2 を 保有 する 1 人 以上 の 未 分 割 共有 者 
の 請求 に より 、 次 の 項 に 定め る 条件 と 手続 き に 従っ て 

裁 記 所 が 行う こと が で き る 。 


未 分 割 の 権利 の 少な く と も 3 分 の 2 を 保有 する 未 分 割 の 
共有 者 は 、 こ の 過半 数 で 公証 人 の 前 で 未 分 割 不動 産 の 譲 
渡 を 進め る 意思 を 表明 する 。 


公証 人 は 、 そ の 受 人 の 日 か ら 1 ヶ 月 以内 に 、 こ の 意思 を 
他 の 未 分 割 の 共有 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 、。 
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未 分 割 共有 者 の うち 1 人 以上 が 未 分 割 不動 産 の 譲渡 に 反 
対し て いる か 、 通 知 か ら 3 ヶ 月 以内 に 名 乗り 出 な い 場 
合 、 公 証人 は その 冒 を 報告 書 に 記録 し な けれ ば な ら な 
UN。 


この 場合 、 栽 痢 所 は 、 他 の 未 分 割 共有 者 の 権利 に 過度 の 
影響 を 也 えな い の で あれ ば 、 未 分 割 不動 産 の 譲渡 を 許 
呈す る こと が で きる 。 


この 疎外 は 、 競 売 に よっ て 行わ れる 。 引き出さ れ た 人 金 
額 は 、 未 分 割 財 産 の 債務 お よび 費用 の 支払 を 除い て 再 利 
用 する こと が で き な い 。 


た だ し 、 未 分 割 の 共有 者 また は 未 分 割 の 権利 の 少な く 
と も 3 分 の 2 を 保有 する 共有 者 の 財産 を 譲渡 する 意図 

が 、 第 3 項 に 定め る 手続 き に 従っ て その 者 に 通知 され て 
いな か っ た 場合 は 、 司 法 裁 鹿 所 の 認可 に よっ て 定め ら 


れ た 条件 で 行わ れ た 譲渡 は 、 同 意 を 欠い た 未 分 割 共 有 者 
に 対抗 する こと が で きる 。 


第 81S-6 条 


司法 裁 半 所 長官 は 、 公 共 の 利益 の た め に 必要 な すべ て 
の 味 急 措 曽 を 規定 し 、 ま た は 認可 する こと が で きる 。 


特に 、 未 分 割 の 共有 者 が 未 分 割 財 産 の 債務 者 また は 未 分 
割 資金 の 預託 者 か ら 、 必 要 な 場合 に は 使用 条件 を 定め 

て 、 緊 急 の 必要 を 満た すこ と を 目的 と し た 前 金 を 徴収 

する こと を 認可 する こと が で きる 。 こ の 権限 は 、 生 存 

配偶 者 また は 相続 人 に よる 能力 の 引き 受け を 意味 する 

も の で は な い 。 


また 、 未 分 割 の 共有 者 を 管理 人 と し て 任命 し 、 必 要 に 応 
じ て 担 保 を 提供 する こと を 要求 する か 、 ま た は 管財 人 
を 任命 する こと が で きる 。 管理 人 の 権限 お よび 任務 に 
つい て は 、 裁 講 思 に よる 別段 の 定め が な い 限 り 、 本 法 
律 第 173 条 の $ か ら 1873 条 の 9 まで が 適宜 適用 され る 。 


81S-7 条 
裁 電 所 の 長 は 、 受 益 者 の 一 方 また は 他方 の 個人 的 な 使用 
の た め に 指定 され た も の を 除き 、 有 形 動産 の 持ち 出し 


を 禁止 する こと も で きる 。 た だ し 、 受 益 者 が 必要 と 考 
える 場合 に は 、 担 保 を 提供 する こと を 条件 と する 。 


第 815-7-1 条 


グアドループ 、 ガ イア ナ 、 マ ル テ ィ ニ ー ク 、 レ ユニ オ 
ン お よび サン マル タン に お いて 、 住 居 用 また は 住居 と 


職業 用 を 混合 し た 用 途 の 未 分 割 建物 が 空 室 で ある か 、2 
暦年 以上 有効 に 使用 され て いな い 場 合 、 共 同 所 有 者 は 、 
第 813-1 か ら 第 813-9 条 に 規定 する 条件 に より 、 当 屯 不 動 
産 に 対す る 改良 、 再生 お よび 修復 作業 な ら び に 行政 行為 
お よび 公 的 手続 き を 行う 権限 を 裁 鹿 所 で 芋 え られ 、 唯 
ー の 目的 は 主たる 住居 と し て 賃貸 する こと に あり ま 

す 。 


第 2 節 : 未 分 割 の 共同 所 有 者 の 権利 と 義務 。 
第 81S-8 条 
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未 分 割 の 共有 者 の た め に 収入 を 得 、 ま た は 費用 を 支出 
する 者 は 、 そ の 明細 書 を 備え 、 未 分 割 の 共有 者 が これ 
を 入手 で きる よう に し な けれ ば な ら な い 。 


第 81S-9 条 


各 未 分 割 共有 者 は 、 他 の 未 分 割 共有 者 の 権利 と 両立 する 
男 肝 に お いて 、 ま た 未 分 割 所 有 の 期間 中 に 正当 に 行わ 

れ た 行為 の 効果 を 考慮 し て 、 そ の 目的 に 従っ て 未 分 割 

財産 を 使用 し 、 享 受 す る こと が で きる 。 利 害 関係 者 間 

の 合意 が な い 場 合 、 こ の 権利 の 行使 は 、 暫 定 的 に 、 裁 
所 長官 に よっ て 規制 され る 。 


未 分 割 の 共有 者 が 未 分 割 財 産 を 私 的 に 使用 また は 享受 す 
る 場合 、 別 段 の 合意 が な い 限 り 、 賠 償 責 任 を 負う 。 


第 81S-10 条 


未 分 割 の 財産 に 代わ る 債権 お よび 補償 金 、 な ら び に 未 
分 割 の 共有 者 全員 の 同意 を 得 て 、 未 分 割 の 財産 の 使用 ま 
た は 代替 に 取得 し た 財産 は 、 法 律 の 運用 に より 未 分 割 
と な る 。 


未 分 割 財産 の 果実 や 収益 は 、 仮 分 割 や その 他 の 分 割 亭 有 
を 定め る 合意 が な い 場 合 、 未 分 割 の 共有 者 に 帰属 する 。 


た だ し 、 果 実 お よび 収益 の 調査 は 、 そ れ ら が 受領 され 
た 日 また は 受 叙 す る こと が で きた 日 か ら 3 年 以上 経過 し 
た 後 は 、 認 め ら れ な い 。 


各 未 分 割 共有 者 は 未 分 割 財産 か ら 利益 を 得る 権利 を 有 
し 、 損 失 は 未 分 割 財産 に お ける 権利 に 比例 し て これ を 
負担 する 。 


第 81S-11 条 


未 分 割 の 共有 者 は 、 自 分 が 同意 し た 行為 また は 自分 に 対 
し て 強制 執行 で きる 行為 に よっ て 生じ た 費用 を 控除 し 
た 後 の 利益 に 対す る 自分 の 年 由 を 請求 する こと が で き 

る 。 


他 の 権原 が な い 場 合 、 各 未 分 割 共有 者 の 権利 の 範囲 は 、 
公告 行為 また は 公証 人 が 作成 する 目録 に よる 。 


紛争 が 生じ た 場合 、 司 法 裁 鹿 所 長官 は 、 最 終 清算 時 に 作 
成 さ れる 会 計 を 条件 と し て 、 利 益 の 暫定 的 な 分 配 を 命 


じ る こと が で きる 。 


また 、 利 用 可能 な 資金 を 限度 と し て 、 分 割 示 分 割 の 共有 
者 の 権利 に 対す る 資本 金 の 前 払い を 命ずる こと も で き 


る 。 
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第 81S-12 条 


1 つ 以 上 の 未 分 割 資産 を 管理 する 未 分 割 共有 者 は 、 そ の 
窟 理 に よる 純 収 益 ( 上 また 、 そ の 活動 に 対し て 、 合 意 
ES 7 は 裁 剤 所 の 命 HH 念 ( 時 9 っ て 定め られ た 条件 下 で 報酬 
を 受け る 権利 を 有する 。 


81S-13 条 


未 分 割 の 共有 者 が 自ら の 費用 で 未 分 割 不動 産 の 状態 を 改 
善 し た 場合 、 分 割 ま た は 異動 の 時 点 に お ける 不動 産 の 
価値 の 上 昇 を 考慮 し て 、 電 便 の 
と する 。 ま た 、 当 該 財産 の 保全 の た め に 自己 の 資金 か 
ら 支 出し た 必要 経費 に つい て は 、 0 
か っ た と し て も 、 同 様 に 考慮 する も の と する 。 


逆 に 、 未 分 割 の 共有 者 は 、 自 分 の 行為 また は 過失 に よっ 


て 未 分 割 財産 の 価値 を 減少 させ た 損害 や 劣化 に 対し て 貢 
任 を 負う 。 


第 81S-14 条 


第 815 条 未 分 割 の 共有 者 は 、 貴 重 な 対価 を 得 て 、 未 分 割 
財産 また は 1 つ 以 上 の 財産 に 対す る 権利 の 全部 また は 一 
部 を 共同 所 有 者 以外 の 者 に 譲渡 し よう と する 場合 、 他 の 
未 分 割 共 有 者 に 対し て 、 提 案 さ れ た 譲渡 の 価格 お よび 条 
件 、 な ら び に 取得 し よう と する 者 の 氏名 、 住 所 お よび 

職業 を 裁 鹿 外 の 行為 に より 通知 する 義務 を 負う も の と 
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未 分 割 の 共有 者 は 、 そ の 通知 か ら 1 ヶ 月 以内 に 、 譲 渡 人 
に 通知 され た 価格 と 条件 で 先 買 権 を 行使 する こと を 裁 
鹿 外 の 行為 に より 通知 する こと が で きる 。 


先取 特権 が ある 場合 , それ を 行使 する 者 は , 売主 に 返事 
を 送っ た 日 か ら 2 ヶ月 間 , 売買 証書 を 完成 させ る 期間 を 
有する 。 こ の 期間 を 過ぎ る と 、 先 取 特 権 の 宜 言 は 、 正 式 
な 通知 が 効力 を 失っ て か ら 13 日 後に 、 権 利 と し て 無効 
と な り 、 売主 が 請求 し 得る 損害 賠償 を 害する こと は な 
いも の と する 。 


複数 の 未 分 割 の 共有 者 が 先取 特権 を 行使 し た 場合 、 別 自 
の 合意 が な い 限 り 、 彼 ら は 未 分 割 の 所 有 権 に お ける そ 
れ ぞ れ の 持分 に 比例 し て 、 売り に 出さ れ た 部 分 を 共に 
取得 する と みな され る 。 


譲渡 人 が 支払 い を 延期 する こと に 合意 し て いる 場合 に 
は 、 第 828 条 が 適用 され る 。 


第 81S-1S 条 


未 分 割 の 共有 者 の 未 分 割 の 不動 産 に 対す る 権利 の 全部 ま 
た は 一 部 、 あ る い は これ ら の 不動産 の 1 つま た は 複数 を 
競売 に より 売却 する 場合 、 弁 護 士 ま た は 公証 人 は 、 売 却 
の 予定 日 の 1 ヶ月 前 に 通知 に より 未 分 割 の 共有 者 に 通知 
し な けれ ば な ら な い 、。 

売却 予定 日 の 各 未 分 割 共有 者 は 、 競 売 の 日 か ら 1 ヶ月 以 
内 に 、 登 記 所 また は 公証 人 へ の 申告 に より 買 受 人 を 代理 
OO いき: の 5 


売却 の た め に 作成 され た 売却 条件 書 に は 、 代 埋 権 を 記載 
し な けれ ば な ら な い 。 


第 81S-16 条 


第 815 条 の 14 お よび 第 815 条 の 15 の 規定 に 反し て 行わ れ 
た 譲渡 また は 競売 は 、 無 効 と する 。 

無効 の 訴え は 3 年 後に 禁止 され る 。 ま た 、 通 知 を 受け る 
べき 者 また は その 相続 人 の み が 提 起す る こと が で き 
る 。 


第 3 節 : 債権 者 に よる 訴え の 権利 
第 815-17 条 


未 分 割 の 所 有 権 が 存在 する 前 に 未 分 割 の 財産 に つい て 行 
動 す る こと が で きた 債権 者 、 お よび 未 分 割 の 財産 の 保 
存 ま た は 管理 に 起因 する 債権 者 は 、 分 割 前 の 財産 か ら 弁 
済 を 受け る も の と する 。 ま た 、 未 分 割 財産 の 差押 え お 
よび 売却 を 追及 する こと が で きる 。 


未 分 割 の 共有 者 の 個人 債権 者 は 、 動 産 ・ 不 動産 を 問わ 
ず 、 未 分 割 財産 に 対す る その 持分 を 差し 押さ える こと 
は で き ぶ い 。 


し か し 、 彼 ら は 、 債 務 者 の 名 で 分 割 を 引き 起こ し 、 ま 

た は 債務 者 が 引き 起こ し た 分 割 に 介入 する こと が で き 

る 。 共同 未 分 割 者 は 、 債 務 者 の 名 に お いて 、 ま た 債務 者 
に 代わ っ て 債務 を 免除 する こと に より 、 分 割 の た め の 

訴訟 の 進行 を 停止 する こと が で きる 。 こ の オプ ショ ン 

を 行使 する 者 は 、 未 分 割 財産 か ら 控 除 し て 弁済 し な け 

れ ば な ら な い 、。 


第 4 節 : 使用 権 の ある 未 分 割 財産 
第 815-18 条 


第 815 条 か ら 第 815 条 の 17 ま で の 規定 は 、 用 益 権 に 関す る 
規則 と 適合 する 限り に お いて 、 未 分 割 の 用 益 権 に 適用 
され る 。 


第 815 条 の 14、 第 815 条 の 15$ お よび 第 815 条 の 16 に 規定 さ 
れる 通知 は 、 すべて の 裸 所 有 者 お よび すべ て の 用 益 権 
者 に 宛て て 行わ な けれ ば な ら な い 。 し か し 、 用 益 権 者 
は 、 裸 所 有 者 が 取得 し な い 場 合 に の み 裸 所 有 権 を 取得 す 
る こと が で き 、 裸 所 有 者 は 、 用 益 権 者 が 取得 し な い 場 
合 に の み 用 谷 権 者 の 持分 を 取得 する こと が で きる 。 


第 8 章 分 割 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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第 1 節 : 共有 の 操作 。 


小 項 目 1 : 共通 規定 。 
第 1 項 : 分 割 の 申請 。 
第 S16 条 


分 割 は 、 未 分 割 の 共有 者 の 1 人 が 未 分 割 財 産 の 全部 また 
は 一 部 を 別々 に 享受 し て いた 場合 で あっ て も 、 分 割 行 
為 ま た は 時 効 取得 に 十分 な 占有 が な か っ た 場合 に は 、 
申請 する こと が で きる 。 


第 817 条 


817 条 未 分 割 の 占有 を 有する 者 は 、 財 産 の 没収 、 ま た は 
それ か 不可 能 な 場合 に は 、 用 益 権 の 競売 の 方 法 に より 

未 分 割 用 益 権 の 分 割 を 申請 する こと が で き る 。 未 分 割 

の 不動 産 の 権利 者 全員 の 利益 を 保護 する 唯一 の 方 法 と 思 
われ る 場合 、 免 許 は 完全 な 所 有 権 に 関係 する こと が で 

きる 


第 818 条 


未 分 割 の 宰 所 有 権 に つい て は 、 同 じ 能 力 が 未 分 割 の 所 有 
者 に 帰属 する 。 完全 な 所 有 権 に 対す る 実施 権 の 場合 、 第 
815-5 条 の 第 2 項 が 適用 され る も の と する 。 


第 819 条 


一 部 が 完全 所 有 者 で あり 、 用 益 権 者 お よび 裸 所 有 者 と と 
も に 未 分 割 の 所 有 権 を 有する 者 は 、 第 817 条 お よび 第 818 
条 に 規定 され た オプ ショ ン を 利用 する こと が で きる 。 


第 815-$ 条 の 第 2 項 は 、 完 全 所 有 権 競 売 の 場合 に は 適用 さ 
れ な い 。 


第 820 条 


分 割 の 即時 実現 が 未 分 割 財産 の 価値 に 影響 を 芋 え る 可能 
性 が 高い 場合 、 ま た は 未 分 割 共有 者 の 1 人 が その 期間 の 
終了 時 ( - の み 承 継 に 依存 する 農業 、 商 業 、 工 業 、 工 芸 
た は 自由 業 を 引き 継ぐ べ こ と が で きる 場合 、 未 分 割 共有 
者 の 請求 に より 、 裁 麟 所 は 分 割 を 2 年 以内 延期 する こと 
7 で きる 。 

この 期間 の 満了 を この 猫 予 は 、 未 分 割 財産 の 全て に 適 
用 する こと も 、 そ の 一 部 に の み 適 用 する こと も で き 
る 。 


適用 可能 な 場合 、 分 割 の 猫 予 の 申請 は 会 社 の 権利 に 関係 
する こと が で きる 。 


第 821 条 


円 満 な 合意 が な い 場 合 、 農 業 、 商 業 、 工 業 、 工 芸 ま た は 
自由 業 の 共同 所 有 権 は 、 故 人 人 ま た は その 配偶 者 に よっ 
て その 運営 が 確保 され て いた が 、 第 822 条 に 記載 され た 
者 の 請求 に より 、 裁 麟 所 が 定め た 条件 の 下 で 維持 され 
の た の 0 で きる 


適用 可能 な 場合 、 共 同 所 有 権 の 維持 の た め の 申 請 は 、 会 
社 の 権利 に 関連 すか る こと が で きる 。 


裁 記 所 は 、 関 係 す る 利益 お よび 家族 が 未 分 割 の 財産 か ら 
得る こと が で きる 生存 手段 に 基づい て 決定 する も の と 
する 。 


相続 人 また は 配偶 者 が 相続 開始 前 に すでに 所 有 者 また 
は 共同 所 有 者 で あっ た 要素 が 事業 に 含ま れ て いる 場合 
で も 、 未 分 割 所 有 権 の 維持 は 可能 で ある 。 


第 821-1 条 


死亡 時 に 被 相続 人 また は その 配偶 者 が その 住居 また は 

その 目的 の た め に 実際 に 使用 し て いた 住居 また は 事業 

用 施設 の 所 有 権 に 関し て も 、 同 じ 人 物 の 請求 に より 、 裁 
者 所 の 定め る 条件 の 下 で 、 分 割 を 維持 する こと が で き 

る 。 住居 に 備え 付け られ 、 ま た は 職業 の 遂行 の た め に 

役立っ て いた 動産 に つい て も 同様 で ある 。 


第 822 条 


被 相続 人 が 1 人 以上 の 未成 年 の 子孫 を 残し た 場合 、 共 同 
所 有 権 の 維持 は 、 生 存する 配偶 者 、 相 続 人 、 ま た は 未成 
年 者 の 法定 代理 人 の いずれ か が 請求 する こと が で き 
る 。 


未成 年 の 子孫 が いな い 場 合 、 分 割 さ れ て いな い 所 有 権 

の 維持 は 、 生 存 し て いる 配偶 者 の み が 、 死 亡 前 に 、 ま 

た は 死亡 の 結果 、 事 業 ま た は 住宅 や 事業 所 の 共同 所 有 者 
と な っ た こと を 条件 に 、 請求 する こと が で き る 。 


住宅 地 の 場 合 、 配 偶 者 は 死亡 時 に その 住宅 地 に 居住 し て 
いな けれ ば な ら な い 。 


第 823 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


未 分 割 の 所 有 権 に お ける 維持 は 、$ 年 を 超え て 定め る こ 
と は で き な い 。 第 822 条 第 1 項 に 規定 する 場合 に は 、 子 

孫 の う ち 最 も 若い 者 の 成年 に 達する まで 、 同 条 第 2 項 に 
規定 する 場合 に は 、 生 存する 配偶 者 の 死亡 まで 、 更 新 す 
る こと が で きる 。 


第 824 条 


未 分 割 の 共有 者 が 未 分 割 の 不動 産 に 罰 ま る こと を 意図 す 
る 場合 、 裁 鹿 所 は 、 そ の うち の 1 人 また は 複数 の 者 の 請 
求 に より 、 関 係 する 利益 に 従い 、 第 831 条 か ら 第 832 条 の 
3 の 適用 を 害する こと な く 、 分 割 を 請求 し た 者 に その 持 
分 を 用 え る こと が で きる 。 


未 分 割 財産 に 十分 な 金額 が な い 場 合 、 他 の 未 分 割 共有 者 
が 意思 表示 を すれ ば それ に 参加 する 可能 性 を 損なう こ 
と な く 、 請 求 に 頁 献 し た 未 分 割 共有 者 が その 補填 を 支払 


う 。 各 未 分 割 共有 者 の 取り 分 は 、 そ の 支払 額 に 比例 し て 
増加 する 。 


第 2 項 : 株 と ロッ ト 
第 82S 条 


分 割 可能 な 遺産 に は 、 相 続 開始 時 に 存在 し た 財産 、 ま た 
は それ に 代位 し た 財産 で 、 被 相続 人 が 死亡 を 理由 に 処分 
し な か っ た も の 、 お よび それ に 関す る 果実 が 含ま れ 

と 3 基 


この 財産 は 、 報 告 ま た は 減額 の 対象 と な る 価値 、 お よ 
び 共 同 所 有 者 の 被 相続 人 に 対す る 債務 また は 共同 所 有 に 
対す る 債務 に よっ て 増加 する 。 


第 526 条 
共有 に お ける 平等 は 、 価 値 に お ける 平等 で ある 。 


各 共 同 所 有 者 は 、 未 分 割 の 財産 に お ける 自分 の 権利 と 同 
じ 価値 の 財産 を 受け 取る 。 


くじ 引き が 行わ れる 場合 、 必 要 な 数 の くじ が 構成 され 
る 。 


も し 、 塊 の 一 貫 性 に よっ て 、 同 じ 価 値 の ロッ ト を 形成 
する こと が で き な い 場合 、 そ の 不等式 は バラ ンス に 


よっ て 補 わ れる 。 


第 827 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


遺産 分 割 は 、 頭 書 に よっ て 行う 。 た だ し 、 表 竜 事由 が 
ある と きい は 、 株式 じ よっ て 行う 。 株 式 に よる 学割 が 行 
われ る と 、 必 要 に 応じ て 、 各 株 式 の 相続 人 の 間 で 別個 
の 分 配 が 行わ れる 。 


第 828 条 


均衡 払い の 債務 者 が 文 払 い 期 限 を 得 た 場合 、 お よび 経済 
的 事情 の 結果 、 そ の 債務 者 に 支払 うべ き 財 産 の 価値 が 分 
割 後 4 分 の 1 以上 増減 し た 場合 、 当 事 者 が この 変動 を 排除 
し な い 限 り 、 残 り の 支払 額 は 同じ 割合 で 増減 する も の 
と する 。 


第 829 条 


その 分 配 の た め に 、 財 産 は 、 分 割 行為 に よっ て 確定 さ 
れ た 分 割 字 受 の 日 に お ける その 価値 で 見 積もり 、 場 合 
に よっ て は その 上 の 料金 を 考慮 する も の と する 。 


この 日 は 、 分 割 の 日 に で きる 限り 近い 日 で ある 。 


し か し 、 裁 鹿 札 は 、 分 割 さ れ た 各 受 の 日 を より 早い 日 
に 定め る こと が で き 、 そ の 日 の 選択 が 平等 の 達成 に 有 
利 と 思わ れる 場合 、 そ の 日 に 定め る こと が で きる 。 


第 830 条 


ロッ ト の 形成 お よび 構成 に お いて 、 経 済 単位 お よび そ 
の 他 の 分 割 が 減価 に つなが る 財産 の グル ー プ を 分 割 し 
な いよ う 、 あ ら ゆ る 努力 を 払わ な けれ ば な ら な い 。 


第 3 項 : 優先 的 な 割り 当て 
第 831 条 


工業 、 工芸 、 Ab 較 ある い は 
その 事業 の 未 分 割 の 持分 に つい て 、 た と え そ れ が 死亡 
前 に すでに 所 有 者 また は 共有 者 で あり 、 そ の 運営 に 事 
実 上 関 し て いる 財産 の 持分 に つい て 形成 され て いる 
場合 で も 、 必 要 な ら ば 均衡 払い を 条件 に 分 割 の 方 法 に 
よる 優先 的 配分 を 請求 する こと が で きる 。 相続 人 の 場 
合 、 そ の 配偶 者 また は 子孫 に よっ て 参加 の 条件 が 満た 
され て いる 、 ま た は 満た され て いた 可能 性 が あり ま 
す 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


内 二 和 2 SM は 、 生 存する 配偶 者 ま 
こ は 1 人 以上 の 相続 人 に 会 社 の 絶 続 に 関す る 法律 規 
時 < 項 の 半 の と な く 、 会 社 の 権 


利 に 関連 する こと が で きる 。 


第 831-1 条 


生存 配偶 者 また は 共有 者 の 相続 人 が 第 831 条 の 規定 、 ま 
た は 第 832 条 も し く は 第 832-1 条 の 規定 の 適用 を 要求 し な 
い 場 合 、 第 831-1 条 の 規定 が 適用 され る 。 そ の 条件 は 
共同 相続 人 の うち 第 831 条 に 規定 され た 個人 的 条件 を 満 
た す 1 人 以上 の 者 、 あ る い は これ ら の 共同 相続 人 の 子孫 
で 同じ 条件 を 満た す 1 人 以上 の 者 に 、 農 村 ・ 海 事 漁業 法 
の 第 1 編 の 6 章 に 定め られ た 条件 の 下 で 6 ヶ月 以内 に 当該 
不動 産 を 賃貸 する こと を 約束 する も の で な けれ ば な ら 
な い 。 


第 831-2 条 


生存 配偶 者 また は 共有 者 で ある 相続 人 は 、 以 下 の 優 先 的 
守り ヨ て を 申請 する こ と が で きる 。1? 故人 が 死 詞 時 に 
居住 し て いた 場合 、 実 質 的 に 故人 の 住居 と し て 機能 

て いた 建物 の 財 回 ま た は 賃貸 権 、 8 お よび 故人 の 
車両 が 日 常 生活 に 必要 で あっ た 場合 、 そ の 車両 。 


2? 職業 の 行使 の た め に 実際 に 使用 され た 職業 用 施設 の 
財産 また は 賃貸 権 お 0 び 職 業 の 行使 に 必要 な 動産 : 3 
故人 が 農民 また は 小作 人 と し て 耕作 し て いた 農村 不動 
産 の 利用 に 必要 な すべ て の 動産 (賃貸 が 請求 者 に 有利 に 
絶 続 さ れ て いる 場合 また は 後者 ( - 新 し し い 賃 貸 が 付与 さ 
れ て いる 場合 ) 。 


第 831-3 条 


第 831-2 条 の 1? で 言及 され て いる 優先 的 割当 は 、 生 存 配 
偽者 の 権利 に よる も の で ある 。 


優先 的 割り 当て か ら 生 じ る 権利 は 、 第 764 条 に より 配偶 
者 が 行使 で きる 居住 お よび 使用 に 関す る 終身 権 を 損 な 
う も の で は な い 。 


第 832 条 


第 831 条 で 言及 され て いる 優先 的 割当 て は 、 分 割 さ れ て 
いな い 所 有 権 の 維持 が 命じ られ て いな い 場 合 、 国 家 評 
議会 の 政信 で 定め られ た 表面 積 の 制限 を 超え な い 農 業 
所 有 地 の た め の 権 利 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 832-1 条 


未 分 割 の 維持 が 命じ られ ず 、 第 831 条 また は 第 832 条 に 規 
定 する 条件 に よる 財産 上 の 優先 的 帰属 が な い 場 合 、 生 存 
配偶 者 また は 共有 者 の 相続 人 は 、1 人 以上 の 共同 相続 人 
お よび 場合 に より 1 人 以上 の 第 三 者 と と も に 農地 グル ー 
プ 化 を 構成 する 目的 で 、 相 続 に 応じ て 不動 産 お よび 農 

業 目的 の 不動 産 に 対す る 権利 の 全部 また は 一 部 を 優先 的 
に 帰属 する よう 請求 する こと が で きる 。 


この 帰属 は 、 生 存 配 偶 者 、 第 831 条 に 規定 され る 個人 的 
条件 を 満た す 1 人 以上 の 共同 相続 人 、 ま た は 保有 に 事実 
上 参加 し て いる その 子孫 が 、 グ ルー プ 化 され た 不動 産 
の 全部 また は 一 部 を 、 農 村 ・ 海 事 漁業 法 の 第 6 章 、 第 1 


編 、 第 4 巻 に 規定 され る 条件 に 従っ て 彼ら に 貸し 出す よ 
う 要 求 し た 場合 に 権利 と し て 発生 する も の で ある 。 


複数 の 要請 が あっ た 場合 、 グ ルー プ の 財産 は 、 そ の 規 
模 が 許す な ら ば 、 思 な る 共同 相続 人 の た め に 複数 の 
リー ス の 対象 と する こと が で きる 。 


この よう な 複数 の 賃借 の 条件 が 合意 され て いな い 場 
合 、 裁 鹿 所 が 決定 する も の と する 。 


申請 者 が Groupment Foncier Agricole に 寄 王 する つも り の 
な い 不 動産 お よび 不動 産 権 、 な ら び に 遺産 の その 他 の 
財産 は 、 そ れ ぞ れ の 相続 権 の 範囲 内 で 、Groupment の 形 
成 に 同意 し な か っ た 未 分 割 の 共同 所 有 者 に 優先 的 に 帰属 
する も の と し ます 。 こ れ ら の 未 分 割 の 共有 者 が 、 こ の 
よう に 行わ れ た 帰属 に よっ て その 権利 を 満た さ な い 場 
合 、 残 額 が 支払 われ な ( 7 れ は な ら な い 。 

共同 所 有 者 の 問 で 友好 的 な 合 意 が 成立 し な い 限 り 、 支 払 
う べき 残額 は 分 割か ら 1 年 以 区 4 お われ ます 。 だ だ 
し 、 利 害 関係 者 が 提案 か ら 1 ヶ 月 以内 に 、 こ の 支払 方 法 
に 反対 する こと を 明らか に し た 場合 は この 限り で は な 
1 


分 割 は 、 農 地 グ ルー プ の 構成 法 お よび 該当 する 場合 に 
は 長期 賃貸 契約 (また は リー ス ) に 著名 し た 後に の み 
完了 する 。 


第 832-2 条 


経済 単位 を 構成 し 、 法 人 形態 で 運営 され て いな い 農 場 
が 、 分 割 さ れ て いな い 所 有 権 で 維持 され て お ら ず 、 第 
831 条 、 第 832 条 また は 第 832 条 第 1 項 に 定め る 条件 の 下 で 
優先 的 割り 当て の 対象 に な っ て いな い 場 合 。 生 存 配偶 者 
また は 共同 相続 人 で 、 自 分 が 実質 的 に 関 馬 し て いる 農場 


を 継続 する こと を 希望 する 者 は 、 免 許 の 申請 に か か わ 
ら ず 、 共 同相 続 人 が 自分 に 該当 する 農場 の 土地 に つい 
て 、 農 村 法 典 の 第 4 条 第 1 項 の 第 6 章 項 に 定め る 条件 に 基 
づく 長期 賃借 権 を 付 紀 する と いう 条件 で 分 割 を 成立 さ 
せる よう 要求 する こと が で きる 。 相 続 人 の 場合 、 そ の 
配偶 者 また は その 子 に よっ て 参加 条件 が 満た され て 
いる 可能 性 が ある 。 当 事 者 間 に 円 満 な 合意 が な い 限 
り 、 こ れ ら の 規定 の 思 恵 を 受け る こと を 希望 する 者 
は 、 農 場 お よび 居住 用 建物 の 取り 分 に お いて 優先 権 を 
得る 。 


前 迷 の 規定 は 、 経 済 単位 を 構成 し 得る 農場 の 一 部 に 対し 
て 適用 され る 。 こ の 経済 単位 は 、 遺 族 ま た は 相続 人 が 
死亡 前 に 既に 所 有 者 また は 共同 所 有 者 で あっ た 財産 か 
ら 部 分 的 に 構成 され る こと も ある 。 


リー ス の 存在 に よる 減価 は 、 様 々 な 土地 に 含ま れる 土 
地 の 評 価 に お いて 考慮 され ます 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


農村 ・ 海 事 漁業 法 L.412-14 条 お よび L.412-15 条 は 、 本 条 
第 1 項 に 記載 の 賃貸 借 に 固有 の 規則 を 定め て いる 。 


申請 者 が 農場 の 全部 また は 一 部 を 管理 する こと が 明 ら 
か に 不可 能 で ある た め 、 共 同相 続 人 の 利益 が 損なわ れ 
る 可能 性 が ある 場合 、 裁 剤 所 は 本 条 第 1 項 一 第 3 項 の 適用 
を 必要 と し な いと 半 断 する こと が で きる 。 


第 832-3 条 


優先 的 配分 は 、 未 分 割 の 財産 を まとめ る た め に 、 数 人 
の 後継 者 が 共同 で 申請 する こと が で きる 。 


円 満 な 合意 が な い 場 合 、 優 先 的 配分 の 申請 は 裁 鹿 所 に 持 
ち 込 まれ 、 裁 章 所 は 関係 する 利益 に 基づい て 決定 す 
る 。 


主張 が 競合 する 場合 、 裁 鹿 所 は 、 様 々 な 申請 者 が 当該 財 
産 を 管理 し 、 そ こ に 留まる こと が で きる 能力 を 考慮 し 
ます 。 事 業 の 場合 、 裁 刻 所 は 、 特 に 事業 へ の 個人 的 関 紀 
の 長 さ を 考慮 する 。 


第 832-4 条 


帰属 の 対象 と な る 財産 は 、 第 829 条 に 従っ て 確定 され た 
日 に お ける 価値 で 推定 され る 。 


共同 相続 人 の 間 で 円 満 な 合意 が な い 限 り 、 残 額 は 現金 で 
支払 われ る 。 た だ し 、 第 831 条 第 3 項 お よび 第 832 条 に 規 
定 す る 場合 、 受 益 者 は 、 残 高 の 半分 以下 の 端数 の 支払 い 
に つい て 、 共 同相 続 人 に 10 年 を 超え な い 期 限 を 要求 す 

る こと が で きる 。 別段 の 合意 が な い 限 り 、 残 額 の 支払 

に は 法定 利率 に よる 利息 が 付 さ れ ま す 。 


害 り 当て られ た 不動 産 の 全体 が 売却 され た 場合 、 そ れ 

に 関連 する 差額 支払 金 の 端数 は 衣 ち に 支払 期限 と な る 。 

部 分 的 に 売却 され た 場合 、 そ の 売却 代金 は 共同 相続 人 に 
支払 われ 、 ま だ 支払 期限 が 残っ て いる 差額 支払 金 の 端数 
に 充当 され る 。 


第 833 条 


第 831 条 か ら 第 832 条 の 4 の 規定 は 、 完 全 所 有 者 で ある か 
宰 所 有 者 で ある か に か か わら ず 、 配 偶 者 また は 法律 に 
より 承継 する よう 求め られ た 相続 人 に 利益 を も た ら 
p 


これ ら の 規定 は 、 第 832 条 の 規定 を 除き 、 遺 ま た は 契 
約 上 の 制度 に より 承 多 の た め の 普 遍 的 また は 普遍 的 な 
権原 を 有する 相続 人 に も 利益 を も た ら す も の で ある 。 


第 834 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


優先 的 配分 の 受益 者 は 、 最 終 的 な 分 割 の 日 に の み 、 割 り 
当て られ た 財産 の 唯一 の 所 有 者 と な る 。 


その 日 まで 、 割 当日 に 決定 され た 財産 の 価値 が 、 分 割 日 
に 本 人 の 個人 的 行為 と は 無関係 に 4 分 の 1 以上 増加 し た 場 
合 に の み 、 そ の 割当 を 放棄 する こと が で き る 。 


第 2 小節 円 満 な 共有 
第 83S 条 
分 割 さ れ て いな い 共 有 者 の 全員 が 出席 し 、 か つ 能 力 が 


ある 場合 、 分 割 は 当事者 が 選択 し た 形式 お よび 手続 き 
に だ が つて 行う と が で きる 。 


共同 所 有 が 土地 登記 の 対象 と な る 財産 に 関わ る 場合 、 分 
割 の 行為 は 公正 証書 に よっ て 行わ な けれ ば な ら な い 。 


第 836 条 


未 分 割 の 共有 者 が 不在 で ある と 推定 され る 場合 、 ま た 
は 遠 距離 の た め 意 妃 表 示 が で き な い 場合 、 第 116 休 に 規 
定 され た 条件 の も と で 、 胡 好 的 に 分 割 を 行う こと が で 
きる 。 


同様 に 、 未 分 割 の 共有 者 が 保護 制度 の 対象 で ある 場合 、 
第 1 巻 の 第 X、XI お よび XII 章 で 規定 され て いる 条件 の も 
と で 、 友 好 的 分 割 が 行わ れる こと が ある 。 


第 837 条 


837 条 未 分 割 の 共有 者 が 不履行 に 陥っ た 場合 、 第 836 条 に 
規定 され て いる ケー ス に 該当 し な く て も 、 共 有 者 の 要 
請 に より 、 裁 閉 外 の 行為 で 、 友 好 的 分 割 に 参加 する よう 
正式 に 通知 され る こと が ある 。 


未 分 割 の 共有 者 が 正式 な 通知 か ら 3 ヶ 月 以内 に 代理 人 を 
指名 し な い 場 合 、 共 有 者 は 裁 麟 札 に 対し 、 分 割 が 完了 す 
る まで 不履行 の 共有 者 を 代理 する 有人 資格 者 を 指名 する 
よう 求め る こと が で きる 。 そ の 者 は 、 裁 鹿 官 の 許可 が 
ある 場合 に 限り 、 分 割 に 同意 する こと が で きる 。 


第 838 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 


年 04 月 1 日 

友好 的 分 割 は 、 全 体 的 で あっ て も 部 分 的 で あっ て も よ 
い 。 特 定 の 財産 また は 特定 の 人 物 に 関す る 分 割 を 行わ 
な い 場 合 は 、 部 分 的 で ある 。 


第 839 条 


複数 の 未 分 割 の 利益 が 同一 人 の 間 に 拝 他 的 に 存在 する 場 
合 、 そ れ ら が 同一 の 財産 に 関す る も の で あろ うと 異な 
る 財産 に 関す る も の で あろ うと 、 単 一 の 友好 的 分 割 を 
の こと で きる 


第 3 小節 : 裁 叫 上 の 分 割 
第 840 条 


分 割 は 、 分 割 さ れ て いな い 共 有 者 の 1 人 が 友好 的 分 割 に 
同意 する こと を 拒否 し た 場合 、 分 割 の 実 施 また は 完了 
の 方 法 に つい て 争い が ある 場合 、 ま た は 友好 的 分 割 が 
第 836 条 お よび 第 837 条 に 定め る 場合 の いずれ か に お い 
て 認可 また は 承認 され て いな い 場 合 に 、 裁 鹿 所 に お い 
て 実施 され る も の と する 。 


第 840-1 条 


複数 の 未 分 割 の 持分 が 同一 人 の 間 に 拝 他 的 に 存在 する 場 
合 、 そ れ ら が 同一 の 財産 に 関す る も の で あれ 、 異 な る 


財産 に 関す る も の で あれ 、1 つ の 分 割 を 行う こと が で き 
る 。 


第 841 条 


承継 が 開始 され た 地 の 裁 講 所 は 、 分 割 の 訴え お よび 共 
同 所 有 権 の 維持 の 際 ま た は 分 割 の 作業 中 に 生じ た 紛争 を 
審理 する 専属 管轄 権 を 有する 。 裁 鹿 所 は 、 競 売 を 命じ 、 
共有 者 間 の 土地 の 保証 に 関す る 申請 、 分 割 の 無効 また は 
共有 持分 の 追加 に 関す る 申請 に つい て 裁定 する 。 


第 841-1 条 


清算 書 を 作成 する た め に 任命 され た 公証 人 が 、 未 分 割 
の 共有 者 の 情 性 に 年 面 し た 場合 、 坊 鹿 外 の 行為 に よっ 
て 、 代 理 人 を 立て る よう 正式 に 通知 する こと が で き 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

未 分 割 の 共有 者 が 正式 な 通知 か ら 3 ヶ月 以内 に 代理 人 を 
選任 し な い 場 合 、 公 証人 は 裁 羊 記 に 対し 、 業 務 が 完了 す 
る まで 、 不 履行 の 共有 者 を 代理 する 資格 者 を 選任 する 

よう 求め る こと が で きる 。 


第 842 条 


共同 所 有 者 は 、 こ の 種 の 分 割 に 定め られ た 条件 を 満た 
せ ば 、 い つ で も 法 的 手続 き を 放棄 し 、 分 割 を 友好 的 に 
追求 する こと が で きる 。 


第 2 分 : 贈 互 の 報告 
第 843 条 


相続 人 は 、 た と え 資 産 の 額 ま で 受け 入れ た 者 で あっ て 
も 、 相 続 に 全 っ た 者 は 、 被 相続 人 か ら 青 接 ま た は 間接 
に 生前 贈 選 に よっ て 受け た すべ て の も の を 共同 相続 人 
に 報告 し な けれ ば な ら ず 、 被 相続 人 か ら 受 けた 贈 王 

は 、 そ れ が 明示 的 に 相続 の 外 で 自分 に な され た 場合 

除き 、 保 留 する こと が で き な い 。 


相続 人 に な され た 遺産 は 、 遺 計 者 が 反対 の 意思 表示 を し 
な い 限 り 、 相 続 分 の 外 で な され た も の と みな され 、 そ 
の 場合 、 受 遺 者 は 、 よ り 少 な い 取得 に よっ て の み 遺 産 
を 請求 する こと が で き る 。 


第 844 条 


相続 分 の 範囲 外 で な され た 贈 互 は 、 利 用 可能 な 部 分 の 金 
額 を 除い て 、 保 持 す る こと が で きず 、 ま た 共有 に 入る 
相続 人 が 主張 する 遺産 も 、 利 用 可能 な 部 分 の 金額 を 除い 
て は 、 主 張 す る こと が で き な い : 超過 分 は 減額 の 対象 
と が る 。 


第 84S 条 


た だ し 、 相 続 放棄 を し た 相続 人 は 、 処 分 者 が 放棄 の 場合 
の 申告 を 明確 に 要求 し て いな い 限 り 、 生 前 贈 王 を 保持 
し 、 自 分 に 七 え られ た 遺産 を 利用 可能 な 部 分 の 金額 ま 
で 請求 する こと が で きる 。 


この 場合 、 申 告 は 価額 で 行わ れる 。 報告 され た 価額 

が 、 分 割 に 参加 し た 場合 に 持つ べき 権利 を 超え る 場 
合 、 放 棄 し た 相続 人 は 、 そ の 超過 額 ま で 受理 し た 相続 人 
に 補償 を する 。 


第 846 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


贈 三 の 時 に 推定 相続 人 で な か っ た 受贈 者 が 、 相 続 開始 の 


日 に 後継 者 と な っ た 場合 、 贈 二 者 が 明示 的 に 報告 を 求め 
た 場合 を 除き 、 報 告 の 義務 は な い 。 


第 847 条 


相続 開始 時 に 後継 者 で あっ た 者 の 子 に 対し て な され た 
贈 名 お よび 遺産 は 、 常 に 報告 義務 を 免除 され て な され 
た も の と みな され る 。 


贈 者 の 後継 者 と な っ た 父 級 に は 、 報 告 義務 が な い 。 


第 848 条 


同様 に 、 自 分 の 権利 で 贈 互 者 の 相続 に 来 た 息 子 は 、 た と 
え 後 者 の 相続 を 受け 入れ た と し て も 、 父 に な され た 贈 
を 持ち 帰る 義務 は な い 。 し か し 、 皿 子 が 代理 に よっ 
て の み 来 た 場合 は 、 父 が 相続 を 償 記 し て いた と し て 

も 、 父 に 贈ら れ て いた も の を 持ち 帰ら な けれ ば な ら な 
い 。 


第 849 条 


相続 権 を 有する 配偶 者 の 配偶 者 に な され た 贈 宮 お よび 
遺産 は 、 報 告 を 免除 され て な され た も の と みな され 
る 。 


贈 才 と 遺贈 が 2 人 の 配偶 者 に 共同 で 行わ れ 、 そ の うち 1 
人 だ けが 相続 権 を 持つ 場合 は 、 そ の 半分 を 報告 し 、 相 続 
権 を 持つ 配偶 者 に 行わ れ た 場合 は 、 そ の 全額 を 報告 し 
な けれ ば な ら な い 。 


第 8s0 条 


贈 吾 者 の 遺産 に 対し て の み 報 告 する 。 


第 8S1 条 


共同 相続 人 の 一 人 の 設立 や その 債務 の 支払 い に 充て ら 


れ た も の に つい て は 、 報 告 する 必要 が ある 。 


また 、 果 実 や 収入 を 贈 難 し た 場合 に も 、 そ の 贈 避 が 明 
示 的 に 相続 の 外 で 行わ れ た も の で な い 限 り 、 報 告 義務 
が ある 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 8S2 条 


食費 、 維 持 費 、 教 育 費 、 修 業 費 、 通 常 の 設備 費 、 婚 礼 
費 、 慣 習 的 な 贈 也 は 、 処 分 者 が 希望 し な い 限 り 、 繰 り 延 
べ な いも の と する 。 


使用 目的 の 贈 己 の 性 格 は 、 そ の 贈 を 受け た 日 に 、 設定 
者 の 財産 を 考慮 し て 評価 され る 。 


第 8S3 条 


相続 人 が 被 相続 人 と の 契約 か ら 得 た 利益 に つい て も 、 
これ ら の 契約 が 締結 され た 時 点 で 間接 的 な 利益 を も た 
ら さ な か っ た 場合 に は 、 同 様 の こと が 適用 され る 。 


第 8S4 条 


同様 に 、 被 相続 人 と 相続 人 の 1 人 と の 間 で 詐欺 行為 な し 
に 結ば れ た 結社 は 、 そ の 条件 が 説 証 され た 行為 に よっ 
て 解決 され て いる 場合 に は 、 報 告 さ れる 必要 は な い 。 


第 8SS 条 


受贈 者 の 過失 に よら ず 偶 然 に 滅失 し た 財産 は 、 報 告 の 対 
象 と は な ら な い 。 


し か し 、 財 産 が その 損失 に 対し て 受け 取っ た 補償 金 に 
よっ て 再建 され た 場合 、 受 贈 者 は 補償 金 が 再建 に 役立っ 
た 割合 で それ を 持ち 帰ら な けれ ば な ら な い 。 


も し 補償 金 が この 目的 に 使用 され て いな い 場 合 に は 、 
それ 自体 が 返 選 の 対象 と なか り ます 。 


第 86 条 


返 志 の 対象 と な る 物 の 果実 は 、 相 続 開始 の 日 か ら 支 払わ 
れる 。 


利息 は 、 収 益金 の 額 が 確定 し た 日 か らし か 発生 し な 
しい \。 
第 557 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


報告 書 は 、 共 同相 続 人 が その 共同 相続 人 に 対し て の み 支 
払う べき も の で あり 、 受 遺 者 や 相続 債権 者 に 対し て は 


文 払 うべ きも の で は な い 。 


第 8S8 条 


報告 は 、 第 845 条 の 第 2 項 の 場合 を 除き 、 よ り 少 な い 金額 
で 行わ れる 。 


贈与 証書 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 現 物 で 要求 する こ 
0 は でき 2 。 


この よう な 定め が ある 場合 、 受 贈 者 が え た 物権 の 疎 
外 お よび 構成 は 、 贈 上 者 の 同意 が な い 限 り 、 報 告 の 効果 
に より 消滅 する 。 


第 8s9 条 


相続 人 は また 、 贈 互 さ れ た 財産 が 、 贈 避 の 時 点 で 既に 課 
せら れ て いな か っ た 料金 や 占有 が な い 場 合 に 限り 、 依 
然 と し て 自分 に 属し て いる 財産 を 現物 で 報告 する 選択 
肢 を 有する 。 


第 860 条 


分 割 の 際 に 贈与 され た 財産 の 価値 に つい て 、 贈 時 の 
状態 に 応じ て 報告 する 必要 が ある 。 


分 割 前 に 財産 が 疎外 され て いた 場合 は 、 疎 外 時 の 価額 が 
考慮 され る 。 疎外 され た 不動 産 に 新た な 不動 産 が 代位 

され て いる 場合 は 、 取 得 時 の 状態 か ら 分 割 時 の 価値 を 

考慮 し ます 。 た だ し 、 新 物件 の 減価 が その 性 質 上 、 取 得 
の 日 に 避け られ な か っ た 場合 は 、 代 位 は 考慮 され ませ 

ん 。 


これ は 、 贈 王 証 書 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 こ の 限り 
で は あり ませ ん 。 


この よう な 規定 の 結果 、 報 告 対象 と な る 価額 が 、 以 下 

の 第 922 条 に 規定 する 評価 規則 に 従っ て 決定 され た 財産 
の 価額 より も 低い 場合 、 こ の 差額 は 、 受 贈 者 が 相続 の 外 
で 得 た 間接 的 な 利益 と な る 。 


第 860-1 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

の 比率 は 、 そ の 人 金額 と 等 し い 。 た だ し 、 そ れ が 財産 の 
取得 に 充て られ た 場合 は 、 第 860 条 に 定め る 条件 の も 

と 、 そ の 財産 の 価値 に よる 比率 と な る 。 


第 861 条 


861 条 現物 で 返 選 され 、 贈 孔 さ れ た 物 の 状態 が 受贈 者 の 
行為 に よっ て 改善 され た 場合 、 受 贈 者 は 分 割 ま た は 譲 
受 の 時 点 で その 価値 が どの 程度 上 昇 し た か を 考慮 し て 
考慮 し な けれ ば な ら な い 、。 


受贈 者 は 、 た と え そ れ が 改善 され な か っ た と し て も 、 
財産 の 保存 の た め に 負担 し た 必要 経費 に つい て も 同様 
に 考慮 され な けれ ば な ら な い 、。 


第 862 条 


現物 で 報告 し た 共同 相続 人 は 、 費 用 また は 改良 の た め 
に 支払 うべ き 金 額 が 有効 に 返済 され る まで 、 贈 王 さ れ 
た 財産 の 所 有 権 を 保持 する こと が で きる 。 


第 863 条 


受贈 者 側 は 、 現 物 報告 の 場合 、 自 分 の 行為 また は 自分 の 
過失 に よっ て 贈 互 財産 の 価値 を 低下 させ た 劣化 ・ 変 質 を 
考慮 し な けれ ば な ら な い 。 


第 3 節 : 債務 の 支払 い 

第 1 項 : 共同 名 義人 の 債務 

第 864 条 

共有 可能 な 遺産 に 、 共 有 者 の 一 人 に 対す る 債務 が 含ま れ 


て いる 場合 、 債 務 の 有無 に か か わら ず 、 後 者 は 遺産 に 
対す る 権利 の 範囲 内 で 共有 に 割り 当て る 。 


債務 は 、 債 権 額 を 上 限 と し て 、 混 同 に よっ て 消滅 す 


る 。 そ の 額 が 債務 者 の 集団 に お ける 権利 を 超え る 場 
合 、 債 務 者 は 、 債 務 に 影響 を 了 え た 条件 と 期限 内 に 残額 
を 支払 わな けれ ば な ら な い 。 


第 86S 条 


民法 - 最終 更新 日 : 02 March 2022 - 2022 年 4 月 1 日 に 生成 
され た 文書 


未 分 割 の 財産 に 関す る 場合 を 除き 、 債 権 は 分 割 作業 の 終 
了 了 前 民 区 払う こと は で き が な がい 。 た だ し 、 債務 者 で ある 

相続 人 は 、 い つ で も 任意 に 支払 うこ と を 決定 する こと 

で G き る 。 


第 866 条 


報告 可能 な 金額 に は 、 別 段 の 定め が な い 限 り 、 法 定 利率 
に よる 利 皿 を 付す も の と する 。 


この 利息 は 、 相 続 人 が 被 相続 人 に 債務 を 負っ て いた 場合 
に は 相続 開始 の 日 か ら 、 債 務 が 分 割 期間 中 に 生じ た 場合 
に は その 支払 期日 か ら 発 生 す る も の と する 。 


第 867 条 


共同 相続 人 自身 が 主張 すべ き 債 権 を 有する 場合 、 均 衡 の 
後 、 会 計 が 未 分 割 の 遺産 に 有利 な 残高 を 示す 場合 に の 
み 、 そ の 債務 を 割り 当て る 。 


第 2 項 : その 他 の 債務 
第 870 条 


共同 相続 人 は 、 相 続 の 債務 お よび 費用 の 支払 い に 、 各 自 
が 負担 する 割合 に 応じ て 、 互 い に 寄 皇 す る 。 


第 871 条 


包括 受 遺 者 は 、 相 続 人 と 共に 、 そ の 収入 に 応じ て 負担 す 
る が 、 特 定 受 遺 者 は 、 遺 贈 財 産 に 対す る 抵当 権 行使 を 除 
き 、 債 務 お よび 費用 に つい て 負担 し な い 。 


第 872 条 


遺産 の 不動 物 が 特別 抵当 に よる 年 金 に よっ て 担保 され 

て いる 場合 、 共 同相 続 人 の 各々 は 、 分 筆 の 前 に 、 年 金 の 
返済 と 不動 物 の 自由 化 を 要求 する こと が で きる 。 共同 

相続 人 が その 状態 で 相続 財産 を 分 割 する 場合 、 抵 当 権 が 
設定 され た 不動 物 は 、 他 の 不動 物 と 同じ 割合 で 見 積 も 

り 、 年 金 の 資本 金 を 総 価格 か ら 控 除 し 、 共 同相 続 人 に 年 
金 の 額 を 通知 し な けれ ば な ら な い 。 

その 財産 を 相続 し た 相続 人 は 、 年 金 の 支払 い に つ いて 

単独 で 責任 を 負い 、 そ の 共同 相続 人 を 保証 し な けれ ば 

な ら な い 、。 


第 873 条 


た だ し 、 共 同相 続 人 また は 包括 受 遺 者 が 負担 すべ き 取 
り 分 に つい て は 、 共 同相 続 人 また は 包括 受 遺 者 に 対し 
て 請求 する こと が で きる 。 


第 874 条 


遺贈 され た 財産 の 債務 を 支払 っ た 特定 物権 に よる 受 遺 者 
は 、 債 権 者 の 相続 人 に 対す る 権利 に 代位 し て 残る 。 


第 87S 条 


抵当 権 の 効力 に より 、 共 同 債務 の うち 自己 の 負担 分 を 超 
えて 支払 っ た 共同 相続 人 は 、 債 務 を 支払 っ た 共同 相続 人 
が 債権 者 の 権利 に 代位 し た 場合 で あっ て も 、 他 の 共同 

相続 人 に 対し 、 各 人 が 個人 的 に 負担 すべ き 分 に つい て 

の み 請 求 で きる 。 た だ し 、 純 資産 の 受入 れ の 効力 に よ 

り 、 他 の 債権 者 と 同様 に 個人 債権 の 支払 請求 権 を 有 し て 
いた で あろ う 共 同相 続 人 の 権利 は 害さ れ な い 。 


第 876 条 


共同 相続 人 の 1 人 が 文 払 不能 に 陥っ た 場合 、 そ の 者 の 住 
宅 ロ ー ン 債務 に 対す る 取り 分 は 、 他 の すべ て の 者 に 一 
人 当たり で 分 配 さ れる 。 


第 877 条 


被 相続 人 に 対す る 執行 文 は 、 相 続 人 に 送達 され て か ら 8 
日 後に 、 そ の 相続 人 に 対し て も 執行 する こと が で き 
る 。 


第 878 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


微 相続 人 の 債権 者 及び 金銭 の 額 の 遺贈 を 受け た 者 は 、 相 
続 財産 の 中 か ら 相 続 人 の 個人 債権 者 に 優先 する こと を 請 
求 す る こと が で きる 。 


逆 に 、 相 続 人 の 個人 債権 者 は 、 相 続 の 一 部 と し て 受け 取 
られ な か っ た 相続 人 の 財産 に つい て 、 被 相続 人 の 債権 
者 に 優先 する こと を 有 要求 する こと が で きる 。 


この 優先 権 は 第 2402 条 , 第 5 項 に 規定 され る 特別 な 法 的 抵 
当 権 を 生じ 、 第 2418 条 に 従っ た 登記 が 必要 で ある 。 


第 879 条 


この 権利 は 、 債 権 者 が 競合 する 債権 者 に 対し て 、 特 定 の 
財産 に 対し て 優先 され る 意思 を 表示 する 行為 に よっ て 
行使 する こと が で きる 。 


第 880 条 


申請 債権 者 が これ を 放 茎 し た 場合 に は 、 行 使 する こと 
が で き な い 。 


第 881 条 


動産 に つい て は 、 相 続 開始 後 2 年 以内 に 行使 する こと が 
で きる 。 


動産 に つい て は 、 そ れ が 相続 人 の 手元 に ある 限り 、 訴 
訟 を 起こ すこ と が で きる 。 


第 882 条 


共同 相続 人 の 債権 者 は 、 そ の 権利 を 詐取 し て 分 割 が 行わ 
れる こと を 防止 する た め に 、 そ の 立ち 会 いな し に 分 割 
が 行わ れる こと に 異議 を 唱え る こと が で きる 。 た だ 

し 、 そ の 立ち 会 いな し に 分 割 が 行わ れ 、 異 議 を 唱え た 
者 の 不利 益 に な ら な い 限 り 、 分 割 が 完了 し た 後に 異議 
な 目 え る と は で き が い 。 


第 4 節 : 分 割 の 効果 お よび ロッ ト の 保証 
第 883 条 
民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 


2022 年 04 月 15 日 
各 共 同相 続 信 は 、 自 己 の 分 王 に 含ま れる 、 ま た は 競売 に 


よっ て 自己 に 落下 し た すべ て の 効果 を 単独 で 廊 ち に 承 
鱗 し 、 他 の 承継 の 効果 に つい て 所 有 権 を 有する こと は 
な か っ た も の と みな され る 。 


遺産 分 割 を 終了 させ る 効果 を 有する 他 の 行為 に よっ て 
その 者 に も た ら さ れ た 財産 に つい て も 、 同 様 で ある 。 
その 行為 が 遺産 分 割 の 全部 また は 一 部 を 終了 させ る か 
どう か 、 特 定 の 財産 に 関し て か 、 特 定 の 相続 人 に 関し 
て の みか に つい て は 、 区 別 さ れる こと は な い 。 


た だ し 、 共同 分 割 者 の 委任 また は 裁 鹿 上 の 許可 に よっ 
て 有効 に 行わ れ た 行為 は 、 分 割 の 際 に その 対象 と な っ 
た 財産 の 帰属 に か か わら ず 、 そ の 効果 を 保持 する も の 
と する 。 


第 884 条 


共同 相続 人 は 、 分 割 前 の 原因 か ら 生 じ た 妨 害 お よび 立ち 
旭 き に つい て だ け は ば 、 一 方 が 他 志 に 対し て それぞれ 保 
証人 と な る 。 ま た 、 分 割 前 に 明らか に な っ た 共同 相続 
人 の 土地 に 賞 か れ た 債務 の 債務 者 の 支払 不能 に 対し て 
も 保証 人 と な る 。 


保証 は 、 被 っ た 立ち 退き の 種類 が 分 割 行為 の 特定 の 明示 
的 な 条項 に よっ て 除外 され て いる 場合 に は 適用 され 

ず 、 共 同相 続 人 が 立ち 退き を 被っ た の が 自分 の 過失 で 
ある 場合 に は 、 消 滅する 。 


第 88S 条 


815. 共 同相 続 人 の 各々 は 、 そ の 名 誉 に 応じ て 、 立 ち 退 き 
の 日 に 評価 され た 、 立 ち 退 いた 共同 相続 人 の 被っ た 損 
和 失 を 補償 する 個人 的 な 義務 を 負い ます 。 


共同 相続 人 の 1 人 が 支払 不能 に 陥っ た 場合 、 そ の 者 が 責 
任 を 負う べき 部 分 は 、 被 保証 人 と 支払 能力 を 有する 共同 
相続 人 全員 で 均等 に 分 割 さ れる も の と する 。 


第 886 条 


保証 の 訴え は 、 立 退き また は 妨害 の 発見 か ら 2 年 を 経過 
し た と き は 、 こ れ を 禁ず る 。 


第 S 節 : 分 割 の 無効 また は 取り 分 の 追加 を 求め る 訴 
ズ 


第 1 項 : 分 割 無効 の 訴え 
第 887 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


分 割 は 、 暴 力 ま た は 詐欺 を 理由 と し て 取り 消す こと が 
で きる 。 


また 、 錯 誠 を 理由 と し て 、 共 有 者 の 権利 の 存在 や 割合 、 
また は 共有 され る 集団 に 含ま れる 財産 の 所 有 権 に 関す 
る 錯 謀 が あっ た 場合 に は 、 こ れ を 取り 消す こと が で き 


る 。 


力 、 詐 欺 ま た は 錯 斉 の 結果 が 分 割 の 取り 消し 以外 の 方 
法 で 救済 され る と 思わ れる 場合 、 裁 鹿 所 は 、 当 事 者 の 一 
方 の 請求 に より 、 分 割 の 補充 また は 修正 を 命ずる こと 
が で きる 。 


第 887-1 条 


共同 相続 人 の 1 人 が 分 割か ら 漏れ て いる 場合 に も 、 分 割 
は 取り 消さ れる こと が ある 。 


し か し 、 漏 れ た 相続 人 は 、 分 割 を 無効 に する こと な 
く 、 現 物 ま た は 価額 で 自分 の 取り 分 を 受け 取る よう 請 
求 す る こと が で きる 。 


この 取り 分 を 決定 する た め に 、 す で に 効力 を 生じ た 分 
害 に 関連 する 財産 お よび 権利 は 、 新 た な 分 割 と 同じ 方 
法 で 再 評価 され る 。 


第 888 条 


共有 者 の 持分 の 全部 また は 一 部 を 譲り 受け た 者 は 、 譲 
り 受 けた も の が 詐欺 や 錯 訓 の 発見 後 また は 暴力 の 停 上 
後 で あれ ば 、 詐 欺 、 錯 謀 ま た は 暴力 に 基づく 訴え を 提 
起す る 権利 を 有 し な い 。 


第 2 項 : 株 式 補充 訴訟 


第 889 条 


共同 相続 人 の 1 人 が 4 分 の 1 を 超え る 損害 を 被っ た こと を 
立証 する 場合 、 そ の 取り 分 の 補充 は 、 被 告 の 選択 に よ 
り 、 現 金 ま た は 現物 で 提供 され る も の と する 。 損害 が 
あっ た か どう か を 評価 する た め に 、 対 象 物 は 、 分 割 の 
時 の 価値 に 従っ て 推定 され る 。 


追加 的 な 取り 分 を 求め る 訴 訟 は 、 分 割 の 日 か ら 2 年 経過 
する と 、 茜 止 さ れる 。 


第 890 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


共有 者 間 の 不 分 離 を 解消 する こと を 目的 と する 行為 に 
対し て は 、 そ の 名 目 の い か ん を 問わ ず 、 共 有 者 補完 の 
訴え を 認容 する 。 


分 割 ま た は これ に 代わ る 行為 に 続い て 、 分 割 ま た は 行 
為 に よっ て 生じ た 困難 に つい て 取引 が 成立 し た 場合 に 
は 、 も は や 訴え は 認め られ な い 。 


部 分 的 分 割 が 連続 し て 行わ れ た 場合 に は 、 す で に 行わ 
れ た 部 分 的 分 割 (これ に よっ て 当事者 の 権利 が 均等 に 
満た され た 場合 ) 、 ま た は まだ 分 割 さ れ て いな い 財 産 
の いずれ も 考慮 する こと な く 、 病 変 が 評価 され る 。 


第 891 条 


分 割 さ れ て いな い 共 有 者 に 対し て 、 そ の 共有 者 また は 
その うち の 1 人 が 詐欺 を 行わ ず に 行っ た 分 割 さ れ て いな 
い 権 利 の 売却 に 対し て は 、 株 式 補充 訴訟 は 許さ れず 、 
その 譲渡 に は 、 行 為 に 規定 され 譲受 人 が 明示 的 に 受け 入 
れ た 危険 が 伴う 。 


第 892 条 


未 分 割 の 財産 の 単なる 省略 は 、 そ の 財産 に 関す る 補足 的 
分 割 を 生じ させ る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 3 巻 : 財産 の 取得 方 法 の 違い 

第 2 編 : 贈 王 

第 1 章 : 一 般 的 な 規定 

第 893 条 


贈 名 と は 、 人 が 自己 の 財産 また は 権利 の 全部 また は 一 
部 を 無償 で 他人 に 処分 する 行為 で ある 。 


贈 与 は 、 生 前 贈 与 また は 遺言 に よっ て の み 行う こと が 
で きる 。 


第 894 条 


生前 贈 世 と は 、 贈 互 者 が 贈 包 され た も の を 、 そ れ を 受 
け 入 れる 受贈 者 の た め に 胡 ち に か つつ 取消 不能 な 形 で 処 
分 する 行為 で ある 。 


第 89S 条 


遺言 は 、 遺 訓 者 が も は や 存在 し な い 時 の た め に 、 そ の 
PMS 
遺言 者 は これ を 取り 消す こと が で きる 。 


第 596 条 

人 が 保存 し 、 第 三 者 こ 返 選 す る 義務 を 負う 処分 は 、 法 律 
で 認め られ た 場合 に の み 有 効 で ある 。 

第 598 条 


贈 、 SF 制定 相続 人 また は 受 
作者 が 受け 取ら な い 光 、 第 三 者 が 受け 取る よう 有 要 
NR 有効 で ある 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 899 条 


生前 贈 ま た は 遺言 に よる 処分 で 、 一 方 に 用 益 権 、 他 方 
に 裸 所 有 権 を えた 場合 も 、 同 様 と する 。 


第 900 条 


生前 贈 世 また は 遺言 に よる 処分 に お いて 、 不 可能 な 条 
件 、 法 律 ま た は 道徳 に 反する も の は 、 文 律 と する 。 


第 900-1 条 


贈 紀 また は 遺贈 され た 財産 に 影響 を 及ぼ す 不 可 譲 条 項 
は 、 一 時 的 な も の で 、 重 大 か つ 正 当 な 利益 に よっ て 正 
当 化 され る 場合 に の み 有 効 で ある 。 こ の 場合 で あっ て 
も 、 条 項 を 正当 化し た 利益 が 消滅 し た と き 、 ま た は よ 
り 重要 な 利益 が それ を 必要 と する と き は 、 受 贈 者 は 、 
財産 を 処分 する こと を 司法 的 に 説 め られ る こと が あ 
る 。 


本 条 の 規定 は 、 法 人 また は 法人 を 形成 する 責任 を 負う 自 
然 人 に 対し て 行わ れる 贈 を 害する も の で は な い 、。 


第 900-2 条 


受益 者 は 、 状 況 の 変化 に より 、 そ の 執行 が 著しく 困難 
と な っ た と き 、 ま た は 自己 に 重大 な 損害 を 紀 えた と き 
は 、 裁 鹿 所 に お いて 、 自 己 が 受け た 贈 紀 また は 遺産 に 
付 さ れ た 条件 お よび 料金 の 改定 を 請求 する こと が で き 


第 900-3 条 


計 正 の 申立 て は 、 設定 者 の 相続 人 が 提起 し た 執行 また は 
取消 し の 訴え に 対し 、 本 訴 請 求 に よっ て 行わ れる 。 


相続 人 に 対す る 請求 で す が 、 相 続 人 の 存在 や 身元 に 句 問 
が ある 場合 は 検 守 庁 に も 請求 され 、 相 続 人 が 羊 明 し な 
い 場合 は 検察 庁 に 請求 され ます 。 


検察 庁 は 、 い か な る 場合 に も 、 本 件 に つい て 通知 され 
な けれ ば な ら な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 900-4 条 


修正 申請 を 審理 する 裁 記 記 は 、 事 案 に 応じ て 、 ま た 職権 
に よっ て も 、 贈 才 に 付随 する 利益 の 数 量 ま た は 期間 を 

減じ た り 、 贈 生 者 の 意図 に 従っ て 贈 王 の 対象 を 修正 し 

た り 、 あ る い は 他 の 贈 攻 か ら 生 じ る 同様 の 利益 と 一 緒 

に し た りす る こと が で きま す 。 


贈 生 の 目的 で ある 財産 の 全部 また は 一 部 の 譲渡 を 許可 
し 、 そ の 対価 を 贈 互 者 の 意思 に 関連 する 目的 に 使用 す 
る こと を 命ずる こと が で きる 。 


処分 者 が その 贈 に えよ うと し た 名 称 を 可能 な 限り 
維持 する た め の 措 賀 を 規定 する 。 


第 900-S 条 


この 申請 は 、 設 定 者 の 死後 10 年 、 ま た は 連続 申請 の 場合 
は 、 前 回 の 修正 を 命じ た 装 決 か ら 10 年 経過 し た 場合 に 
の み 認 め ら れる 。 


贈 攻 され た 人 は 、 そ の 間 に 自 分 の 義務 を 果たす た め に 
と っ た 措 資 を 正当 化し な けれ ば な ら な い 。 


第 900-6 条 


計 正 請求 を 認め た 革 決 に 対す る 第 三 者 訴訟 は 、 受 贈 者 ま 
た は 受 遺 者 に 起因 する 詐欺 の 場合 に の み 認 め ら れる 。 


争わ れ た 章 決 の 取り 消し また は 逆転 は 、 善 意 で 購入 し 
た 第 三 者 に 対す る いか な る 訴え も 生じ な いも の と す 
る 。 


第 900-7 条 


修正 後 、 当 初 定 め た 条件 また は 義務 の 履行 が 再び 可能 
な っ た 場合 、 相 続 人 は それ を 請求 する こと が で きる 。 


第 900-8 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

2 
は 疎外 の 許可 を 求め る 者 か ら 贈 選 を 奪う よう な 条 

は 、 書 面 に に ら な いも の と みな され る 。 


第 2 章 : 贈 に よる 処分 また は 受領 の 能力 
生前 贈 選 や 遺 吾 に よる 処分 の 能力 。 

第 901 条 

贈 を 行う に は 、 健 全 な 精神 状態 で な けれ ば な ら な 


い 。 錯 斉 、 詐 欺 、 穫 力 に よっ て 同意 が 無効 と され た 場 
合 、 贈 互 は 無効 と な る 。 


第 902 条 


すべ て の 人 は 、 生 前 贈与 また は 遺言 に よっ て 、 処 分 
し 。 受け 取る ご と が で きる 。 た だ し 、. 法 侍 が それ を で 
き な い と 宣言 し た 人 は 除く 。 


第 903 条 


16 歳 未満 の 未成 年 者 は 、 本 タイ トル の 第 9 章 に 規定 され 
て いる 場合 を 除き 、 い か な る 方 法 に よっ て も 財産 を 処 
欠 す る こと は で き が い 。 


第 904 条 


歳 に 達し た 未成 年 者 で 、 離 脱し て いな い 者 は 、 遺 言 に 
よっ て の み 、 法 律 が 成人 に 処分 させ る 財産 の 2 分 の 1 の 
額 を 限度 と し て 処分 する こと が で きる 。 


た だ し 、 そ の 者 が 戦時 中 に 召集 され た と き は 、 敵 対 行 
為 の 期間 中 、 そ の 者 の 父母 の 一 人 若しくは 六 親 等 まで 
の 数 人 の 父母 又は その 生存 する 配偶 者 の た め に 、 成 年 
に 達し た も の と 同一 の 部 分 を 処分 する こと が で きる 。 


六 親 等 まで の 親 が いな い 場 合 、 未 成年 者 は 成人 と 同様 に 
財産 を 処分 する こと が で きる 。 


第 906 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

生前 贈 生 を 受け る こと が で きる の は 、 贈 王 の 時 に 受胎 
し て いれ ば 足り る 。 


に よっ て 受け 取る こと が で きる の は 、 遺 吉 者 の 死 
a に 受胎 し て いれ ば 十分 で ある 。 


た だ し 、 贈 右 や 遺言 の 効力 は 、 子 供 が 生存 し て 生ま れ 
て くる 限り に お いて の み 有 効 で ある 。 


第 907 条 


歳 に 達し た 未成 年 者 は 、 遺 吉 に よっ て も 、 そ の 保護 者 
に 有利 な 財産 を 処分 する こと が で き な い 、。 


成年 に 達し た 未成 年 者 また は 離縁 され た 未成 年 者 は 、 
ます 後見 の 最終 的 な 会 計 が 行わ れ 清算 され な い 限 り 、 
生前 贈 紀 また は 交 計 に よっ て 、 そ の 後見 人 で あっ た 者 
の た め に 財産 を 処分 する こと は で き な い 。 


上 記 の 2 つの 場合 に お いて 、 後 見 人 で ある 、 ま た は 後見 
人 で あっ た 未成 年 者 の 子孫 は 例外 で ある 。 


第 909 条 


医療 従事 者 、 楽 学 従事 者 、 お よび 医療 補助 者 は 、 死 期 が 
迫っ て いる 病気 の 間 に そ の 人 の 世話 を し た 場合 、 病 気 
の 間 に 行 われ た 生前 処分 また は 遺言 に よる 処分 か ら 利 
益 を 得る こと は で き な い 。 


成人 の 保護 の た め の 法 定 代理 人 お よび その 機能 を 行使 
する 法人 は 、 寄 付 の 日 付 に か か わら ず 、 保 護 を 提供 す 
る 人 が 自分 の た め に 行っ た 生前 また は 遺言 に よる 処分 
か ら 同 様 に 利益 を 得る こと が で き な い 、。 


だ だ し 、 次 の も の は 例外 と する 。 


1? 処分 者 の 能力 及び 提供 され た 役務 を 考慮 し て 特別 に 


行わ れる 報酬 的 処分 。 


2. た だ し 、 被 相続 人 に 和 証 和 相 続 人 が な く 、 か つ 、 そ の 
被 相続 人 自身 が 長 和 相 続 人 の 一 人 で ある 場合 は 、 こ の 限 
り で は な い 。 


款 教 大 臣 に 関し て も 同様 の 規定 が ある 。 


第 910 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


I. - 健康 、 社 会 、 医 療 社会 施設 また は 公益 施設 の た め の 
生前 また は 遺 吾 に よる 処分 は 、 2 こ お け る 国 の 
代表 者 の 命令 に よっ て 許可 され た 場合 に の み 効 力 を 有 
する 。 


IL.- た だ し 、 寄 付 を 受け る 能力 を 有する 財団 、 集 会 お よ 
び 撫 会 。 が ら び に パパ ョ ラン シン 県 、 オー ミラ シン 県 お よび 
モー ゼル 県 に お いて は 、 人 権 お よび 基本 的 自由 を 損 な 
う 宗派 運動 の 防止 お よび 弾圧 の 強化 を 目的 と する 2001 年 
6 月 12 日 付 法律 第 2001-S04 号 の 第 1 条 に 吉 及 され て いる 活 
の 

き 、 地 方 法 に 基づい て 登録 され て いる 公共 の 礼拝 施設 
お よび 協会 に 寄 す る 生前 処分 また は 遺 吉 状 は 、 自 由 
に 受理 され る も の と する 。 


当該 部 門 に お ける 国 の 代表 者 は 、 受 遺 者 また は 受贈 者 団 
体 が 2 ナ る 法 的 能力 を 有する た め に 必要 な 条件 
を 満た し て いな い 、 の こ 従 っ 
て 使用 する 能力 が な いと 認め た 場合 、 政 人 多 で 定め る 条 


件 の 下 、 寄 付 を 反対 し 、 そ の 効果 を 剥奪 する こと が で 
きる 。 


第 3 項 は 、 公 益 性 が 認め られ た 団体 お よび 財団 、 公 人 益 性 
が 認め られ た 団体 お よび バ - ラ ン 県 、 オ ー- ラ ン 県 お よび 
モー ゼル 県 に 適用 され る 地方 民法 典 第 80 条 か ら 88 条 ま 

で の 規定 に よる 財団 の た め の 生 前 また は 遺 吉 に よる 処 

分 に 適用 され な い 、。 


II.- 外国 政府 また は その 国内 法 に より 贈 避 を 受け る 権 
利 を 有する 外国 法人 に 七 え られ た 贈 は 、 権 限 の ある 
当局 が 反対 し な い 限 り 、 国 務 院 の 法 信 で 定め られ た 条 
件 の も と で 、 こ れ ら の 政府 また は 法人 が 自由 に 受け 取 
る こと が で きる 。 


第 910-1 条 


12 月 9 日 の 法律 第 18 条 お よび 第 19 条 の 意味 に お ける 宗教 
団体 に 証 接 的 また は 間接 的 に 了 

た だ し 、 管轄 の 
1905 年 12 月 9 日 の 法律 第 19-3 条 の II に 記載 の 理由 で 異議 
を 唱え な い 限 り 、 こ れ ら の 協会 お よび 施設 は 自由 に 受 
作 す る こと が で きる 。 

と いう も の で あっ た 。 


国家 評議 会 の 法人 で 定め られ た 条件 下 で 形成 され た 寄付 
に 対す る 反対 は 、 そ の 効力 を 春 う 。 


第 911 条 
無償 で 受け 取る こと が で き な い 自然 人 また は 法人 の 利 


益 の た め の 自由 権 は 、 そ れ が 有償 契約 の 形 で 偽装 され 
て いる か 、 自 然 人 また は 法人 の 介在 者 の 名 で 行わ れ て 


いる か に か か わら ず 、 無 効 で ある 。 
無能 力 者 の 父 と 母 、 子 供 と 子孫 、 配 偶 者 は 、 他 に 証明 さ 
れ な い 限 り 、 被 介入 者 で ある と 推定 され る 。 


Code civil - 最終 更新 日 : March 02, 2022 - 文書 作成 日 : 
April 15, 2022 


第 3 章 。 相 続 積 立 金 、 利 用 可能 部 分 と 減額 。 

第 1 人 節 : 相続 の 準備 金 部 分 と 利用 可能 な 部 分 

第 912 条 

遺産 の 保留 分 と は 、 法 律 が 、 保 留 分 と 呼ば れる 特定 の 相 
続 人 が 相続 に 呼び 出さ れ 、 そ れ を 受け 入れ た 場合 に 、 


無償 で 帰属 する こと を 保証 する 財産 と 権利 の 取り 分 で 
ある 。 


利用 可能 部 分 と は 、 法 律 で 留保 され て いな い 、 被 相続 人 
が 贈 避 に よっ て 自由 に 処分 する こと が で きた 財産 と 権 
利 の 取り 分 で ある 。 


第 913 条 


生前 行為 また は 遺 斉 に よ る 贈 は 、 処 分 者 の 死後 に 子 が 
1 人 し か いな い 場 合 は 財産 の 半分 を 、 子 が 2 人 いる 場合 

は 3 分 の 1 を 、3 人 以上 いる 場合 は 4 分 の 1 を 超え る こと が 
でき 32 


相続 放棄 を し た 子 は 、 そ の 者 が 代理 人 で ある 場合 、 


た は 第 845 条 の 規定 に 従っ て 贈 選 の 報告 を 求め られ た 場 
合 に の み 、 和 被 相続 人 が 残し た 子 の 数 に 含ま れる 。 


被 相続 人 また は その 子供 の 少な く と も 1 人 が 人 死 記 時 に 欧 
州 連合 加 明 国 の 国民 で ある か 常 居所 が あり 、 相 続 に 適用 
され る 外国 法 が 子供 を 保護 する 予約 の 仕組 み を 認め て 
いな い 場 合 、 各 子供 また は その 相続 人 も し く は 後継 者 
は 、 フ ラン ス 法 に よっ て 攻 え られ た 予約 権 の 制限 内 
で 、 フ ラン ス に ある 既存 の 財産 か ら 代償 控除 を 行い 、 
回 復 さ せる こと が で きる 。 


第 913-1 条 
第 913 条 は 、 子 の 名 の 下 に 、 い か な る 程度 の 子孫 も 含む 


が 、 設 定 者 の 遺産 に お いて その 地位 を 占め る 子 に つい 
て の み 数 える 必要 が ある 。 


第 914-1 条 


生前 行為 また は 遺言 に よ る 贈 選 は 、 子孫 が いな い 場 
合 、 被 相続 人 が 離婚 し て いな い 生 存 配 偶 者 を 残し た 場 
合 、 財 産 の 4 分 の 3 を 超え る こと は で き な い 、。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 916 条 


子孫 お よび 離婚 し て いな い 生 存 配偶 者 が いな い 場 合 、 
生前 贈 紀 また は 遺 計 行為 に よる 贈 紀 は 、 す べ て の 財産 


を 覗い 果たす ず こ と が で きる 。 


第 917 条 


生前 行為 また は 遺 喜 に よる 処分 が 用 益 権 また は 終身 年 金 
で あり 、 そ の 価値 が 利用 可能 部 分 を 超え る 場合 、 法 律 が 
留保 する 相続 人 は 、 こ の 処分 を 実行 する か 、 利 用 可能 音 
分 の 所 有 権 を 放棄 する か の いずれ か の 選択 肢 を 有する 

も の と する 。 


第 2 人 節 : 過大 な 贈 互 の 減額 
第 1 項 : 減殺 の 前 段階 の 作業 
第 918 条 


終身 年 金 、 返 選 不 要 の 贈 互 、 衣 系 尊属 へ の 用 益 権 留保 の 
いずれ か に 基づき 、 疎 外さ れ た 財産 の 全額 を 利用 可能 
な 部 分 か ら 差 し 引く も の と する 。 超 過 分 は 減額 の 対象 
と な る 。 こ の 控除 と 減額 を 請求 で きる の は 、 こ れ ら の 
異種 交配 に 同意 し て いな い 他 の 王 系 尊属 に 限ら れる 。 


第 919 条 


利用 可能 な 部 分 は 、 生 前 行為 また は 遺言 に よっ て 、 贈 王 
者 の 子 ま た は 他 の 後継 者 に 全部 また は 一 部 を 贈 王 する 
こと が で き 、 贈 互 者 また は 相続 に 来る 受 遺 者 に よる 報 
告 の 対象 と は な り ま せん が 、 贈 に 関し て は 、 明 示 的 


に 相続 の 外 で 処分 され て いる こと が 条件 と な り ま す 。 


贈 王 が 相続 分 の 外 で ある こと の 宣言 は 、 処 分 を 含む 行 
為 に よっ て 、 ま た は その 後 、 生 前 処分 や 遺言 処分 の 形 
6 の 8080 で G き る 


第 919-1 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

相続 を 引き 受け た 留保 相続 人 に 対し て 相続 分 に 先立っ て 
行わ れ た 贈 は 、 贈 王 証 書 で 別段 の 合意 が な けれ ば 、 
その 留保 分 と 、 補 助 的 に 、 利 用 可能 分 か ら 差 し 引か れ 
る 。 超過 分 は 減額 の 対象 と な る 。 


相続 を 放棄 し た 留保 相続 人 へ の 相続 に 先立つ 贈 は 、 相 
続 外 で 行わ れ た 贈 用 と し て 扱わ れる 。 た だ し 、 第 845 休 
の 規定 に より 報告 を 求め られ た 場合 、 放 茎 し た 相続 人 
は 、 貯 室 の 再会 の た め に 避 え られ た 贈 避 の 帰属 と 、 場 
合 に よっ て は 減額 を 受け 入れ る 相続 人 と し て 扱わ れ 

る 。 


第 919-2 条 


相続 分 の 範囲 外 で 行わ れ た 贈 五 は 、 利 用 可能 な 部 分 に 対 
し て 課さ れる 。 超 過 分 は 減額 の 対象 と な る 。 


第 920 条 


一 人 また は 複数 の 相続 人 の 準備 に 影響 を 芋 え る 再 接 ま 
た は 間接 の 贈 紀 は 、 相 続 が 開始 され た と き に 利用 可能 
な 取り 分 に 減額 する こと が 可能 で ある 。 


第 2 項 : 減殺 の 行使 
第 921 条 


生前 処分 の 減殺 は 、 法 律 が その 罰 保 を 利益 と する 者 、 そ 
の 相続 人 また は 権利 承継 人 の み が 申 請 で き る 。 被 相続 人 
の 受贈 者 また は 債権 者 は 、 減 殺 を 申請 で きず 、 そ の 利 
益 を 得る こと も で き な い 。 減 殺 請 求 の 制限 期間 は 、 相 
続 開始 の 日 か ら $ 年 、 ま た は 相続 人 が 留保 の 侵害 を 認識 
し た 日 か ら 2 年 と 定め られ て いる が 、 死 亡 の 日 か ら 10 年 
を 超え る こと は で き な い 。 


公証 人 は 、 相 続 の 調停 の 際 に 、 被 相続 人 が 行っ た 贈 に 
よっ て 準備 金 の ある 相続 人 の 権利 が 影響 を 受け る 可能 
性 が ある こと を 確認 し た 場合 、 関 係 する 各 相続 人 に 個 
別に 、 ま た 場合 に よっ て は 分 割 の 前 に 、 利 用 可能 分 を 
超え る 贈 玉 の 減額 を 申請 する 権利 を 知ら し め る も の と 
する 。 


第 922 条 


減額 は 、 贈 吾 者 また は 受 遺 者 の 死亡 時 に 存在 する すべ 
て の 財産 の 塊 を 形成 する こと に よっ て 決定 され る 。 


生前 贈 に より 処分 され た 財産 は 、 贈 紀 時 の 状態 お よ 
び 相 続 開始 時 の 価値 に 従い 、 債 務 ま た は 費用 を 控除 し た 


上 で 、 赴 空 に この 塊 に 加え られ る 。 

の 債務 また は 料金 が 控除 され て いる 。 財 産 が 疎外 され 

て いた 場合 は 、 疎 外 時 の 価額 を 考慮 する 。 代 位 が あっ 

た 場合 は 、 取 得 時 の 状態 に 応じ て 、 相 続 開始 日 の 新しい 
財産 の 価額 を 考慮 する 。 た だ し 、 新 し い 財 産 の 減価 が 

その 人 性質 上 、 取 得 の 日 に 避け られ な か っ た 場合 は 、 代 

位 は 考慮 され な い 。 


被 相続 人 が 処分 する こと が で きた 財産 の 取り 分 は 、 そ 
の 残し た 相続 人 の 地位 を 考慮 し て 、 す べ て の 財産 を 基 
礎 と し て 計算 され る 。 


第 923 条 


生前 贈 革 は 、 遺 言 に よる 処分 に 含ま れる すべ て の 財産 
の 価値 を 使い 果たす まで は 、 決 し て 減額 し て は な ら な 
い 。 減額 する 理由 が ある と き は 、 最 後 の 贈 王 か ら 始め 
て 、 最 後 の も の か ら 最 も 古い も の へ と さか の ぼっ て 行 
わな けれ ば な ら な い 、。 


第 924 条 


贈 が 利用 可能 な 部 分 を 超え る 場合 、 受 益 者 は 、 後 継 者 
で ある か 償 か を 問わ ず 、 積 立 金 の 対象 と な る 相続 人 に 
対し 、 超 過 部 分 の 金額 を 限度 と し て 補償 し な けれ ば な 
ら な い 。 


積立 金 の 対象 と な る 相続 人 に よる 補償 の 支払 い は 、 最 低 
額 で 、 積 立 金 の 権利 に 対す る 担保 と いう 形 で 優先 的 に 行 


われ る 。 


第 924-1 条 


受益 者 は 、 贈 王 また は 遺贈 され た 財産 が 依然 と し て 自 
己 に 属し 、 贈 の 日 に 茎 に 課せ られ て いな か っ た 担保 
や 、 同 じ 日 に 茎 に 課せ られ て いな か っ た 古 有 が な い 場 
合 、 第 924 条 の 適用 除外 に より 現物 減額 を 行う こと が で 
きる 5 


この 選択 肢 は 、 留 保 相 続 人 が 正式 な 決定 を 下す よう 通知 
し た 日 か ら 3 ヶ 月 以内 に 、 こ の 減殺 方 法 を 選択 する 意思 
を 示さ な い 場 合 、 消 滅する 。 


第 924-2 条 


減殺 補償 の 額 は 、 分 割 ま た は 受益 者 に よる その 異動 の 
際 に 贈 如 また は 遺贈 され た 財産 の 価額 と 、 自 由 が 効力 

を 生じ た 日 の その 状態 に 従っ て 計算 され る 。 

代位 が あっ た 場合 、 減 額 補償 の 計算 で は 、 分 割 時 の 新 し 
い 財 産 の 価値 を 、 そ の 取得 時 の 状態 に 従っ て 考慮 す 

る 。 た だ し 、 新 物件 の 減価 が その 性 質 上 、 取 得 の 日 に 不 
可 避 で あっ た 場合 に は 、 代 位 弁済 は 考慮 し な い 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 924-3 条 


減殺 補償 金 は 、 共 同相 続 人 の 合意 が な い 限 り 、 分 割 の と 

に 支払 う 。 た だ し 、 贈 王 の 対象 が 優先 的 配分 の 対象 と 
な りう る 資産 の ー つ で ある 場合 、 設 定 者 に より 期限 を 
付 さ れ て いな けれ ば 、 関 係 する 利害 を 考慮 し て 裁 章 
所 に より 期限 を 付 紀 さ れる こと が ある 。 い か な る 場合 
も 、 こ の よう な 居 延 の 付 は 、 相 続 開始 後 10 年 を 超え 
て 補償 金 の 文 払い を 延期 させ る 効果 を 持つ こと は で き 
ませ ん 。 こ の 場合 、 第 828 条 の 規定 が 支払 うべ き 金 額 の 
支払 い に 適用 され る 。 


これ に 反する 合意 や 規定 が な い 場 4 
NR 

る 利息 が 付 さ れる も の と する 。 付 二 され た 支払 条 0 
ら 生 じ る 利点 は 、 自 由 放 任 を 意味 する も の で は あり ま 
せん 。 


贈 名 また は 遺贈 され た 財産 の 全体 が 売却 され た 場 

まだ 支払 期限 が 残っ て いる 金額 よ 古 ち ( まう 

部 分 的 に 売却 され た 場合 、 そ の 売却 代金 は 共同 相続 人 に 
計 介 IE いな 
か れる 。 


第 924-4 条 


減殺 請求 の 債務 者 の 財産 に つい て 事前 に 協議 し 、 債 務 者 
が 支払 不能 に 陥っ た 場合 、 留 普 権 を 有する 相続 人 は 、 贈 
王 の 一 部 を 構成 し 受益 者 に よっ て 処分 され た 不動 資産 
を 保有 する 第 三 者 に 対し て 減殺 請求 また は 改鋳 の 訴え 
を 提起 する こと が で きる 。 こ の 訴訟 は 、 受 益 者 自身 に 
対す る も の と 同じ 方 法 で 、 処 分 の 日 付 の 新しい も の か 
ら 順 番 に 起こ され ます 。 第 2276 条 が 行使 で き な い 場 
合 、 動 産 を 保有 する 第 三 者 に 対し て 行使 する こと が で 
きる 。 


贈 の 日 また は その 後に 、 贈 者 お よび 所 有 権 を 有 す 
る 推定 相続 人 全員 が 贈 選 され た 財産 の 譲渡 に 同意 し た 場 
合 、 所 有 権 を 有する 相続 人 は 、 当 該 相続 人 全員 の 同意 が 
得 ら れ た 後に 生ま れ た と し て も 、 そ の 財産 を 保有 する 
第 三 者 に 対し て 訴訟 を 提起 する こと が で き な い 。 遺 贈 
され た 財産 の 場合 、 留 保 権 を 有する 相続 人 が その 譲渡 
に 同意 し た と き は 、 こ の 訴え は も は や 行使 する こと が 
で き な い 。 


第 926 条 


遺言 の 規定 が 、 利 用 可能 な 部 分 、 ま た は この 部 分 の う 

ち 生前 贈 避 の 価値 を 控除 し た 後に 残る 部 分 の いずれ か 
を 超え る 場合 、 そ の 減額 は 、 普 遍 的 遺産 と 特定 の 遺産 の 
区 別 な く 、 フ ラン 当たり ポン ド で 行わ れる も の と す 

る 。 


第 927 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

し か し な が ら 、 遺 言 者 が 特定 の 遺産 を 他 の 遺産 より も 
優先 し て 支払 うこ と を 意図 し て いる と 明示 的 に 宣言 し 
て いる すべ て の 場合 に お いて 、 そ の よう な かな 優先 権 が 
えら れる も の と し 、 そ の 対象 と な る 遺産 は 、 他 の 遺産 
の 価値 が 法定 準備 金 を 満た さ な い 男 囲 で の み 減 額 さ れ 
る も の と する 。 


第 928 条 


減額 が 現物 で 行わ れる 場合 、 受 贈 者 は 、 減 額 の 申請 が 1 
年 以内 に 行わ れ た 場合 に は 、 贈 者 の 死亡 の 日 か ら 、 

それ 以外 の 場合 に は 、 申 請 の 日 か ら 、 利 用 で きる 部 分 
を 超え た 分 の 果実 を 返 選 する 。 


第 3 項 : 減殺 請求 の 早期 放棄 
第 929 条 


推定 留保 相続 人 は 、 未 開封 の 相続 に お いて 減殺 請求 の 訴 
え を 放棄 する こと が で きる 。 こ の 放棄 は 、1 人 また は 複 
数 の 特定 人 の た め に 行わ か けれ ば な ら な い 。 放 茎 は 、 

放棄 し た 者 が 相続 権 を 有する 者 が 受理 し た 日 か ら 拘 東 
力 を 持つ 。 


相続 放棄 は 、 準 備 金 の 全部 を 攻撃 する こと も 、 一 部 だ け 
を 攻撃 する こと も で きま す 。 ま た 、 特 定 の 財産 に 関す 
る 自由 権 の 減殺 の み を 目的 と する こと も で きる 。 


相続 放棄 の 行為 は 、 相 続 さ れる 人 の 側 に 義務 を 負わ せ 
た り 、 相 続 さ れる 人 か ら 発 せら れる 行為 を 条件 と する 
だ UGCG き YU 


第 930 条 


相続 放棄 は 、2 人 の 公証 人 が 受理 し た 特定 の 正式 の 行為 
に よっ て 成立 する 。 公 証人 の 立会 い の も と で 、 そ れ ぞ 
れ の 相続 放棄 者 が 別々 に 賭 名 する 。 そ の 際 、 そ れ ぞ れ 


の 放 茎 者 の 閣 来 の 法 的 影響 を 正確 に 記述 し な けれ ば な 
り ま せん 。 


放棄 は 、 前 項 に 規定 する 条件 の 下 で 成立 し な か っ た と 
き 、 ま た は 放 茎 当事者 の 同意 が 錯 衣 、 詐欺 も し く は 雄 力 
に よっ て 無効 と され た と き は 、 無 効 と され る 。 


相続 放棄 は 、 同 一 の 行為 に お いて 、 留 莉 権 を 有する 数 人 
の 相続 人 が 行う こと が で きる 。 


第 930-1 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

放棄 する 側 に 要求 され る 能力 は 、 生 前 贈 世 を 行う の に 

必要 な 能力 で ある 。 た だ し 、 離 縁 し た 未成 年 者 は 、 減 殺 
請求 の 訴え を あら か じ め 放 棄 す る こと は で き な い 。 


放棄 は 、 そ の 条件 が どう で あれ 、 自 由 主 義 を 構成 し な 
いい 。 


第 930-2 条 


放棄 は 、 放 径 し た 当事者 の 相続 財産 が 影響 を 受け て いな 
い 場 合 に は 、 何 の 効果 も な い 。 相続 財 産 が 部 分 的 に 損 な 
われ て いる 場合 、 放 棄 は 、 革 えら れ た 自由 か ら 生 じ る 
放棄 当事者 の 財産 の 損なわ れ た 男 囲 内 に お いて の み 効 
力 を 有する 。 準備 金 が 放棄 に 規定 され て いる より も 大 
きく 損なわ れ て いる 場合 、 超 過 分 は 減額 の 対象 と な り 


ます 。 


特定 の 財産 に 関す る 自由 権 の 減額 に 関す る 放棄 は 、 準 備 
金 に 影響 を 著 える 自由 権 が この 財産 に 関係 し な い 場 
合 、 無 効 と か る 。 ま た 、 そ の 自由 財産 が 特定 の 人 の 利益 
の た め に 作ら れ た も の で な い 場 合 も 同様 で す 。 


第 930-3 条 


放棄 者 は 、 次 の 場合 に 限り 、 そ の 放棄 の 撤回 を 請求 する 
こと が で きる 。 (1) 相続 権 を 有する 者 が 自分 に 対す る 扶 
養 義務 を 果たさ な い 場 合 (2) 相続 開始 の 日 に お いて 、 放 
華 し な けれ ば 消滅 し て いた は ず の 困 軸 状 態 に ある 場 

の へ 、 


3? 相続 放棄 の 受益 者 が 犯 旧 ま た は 人 身 売 買 の 罪 を 犯し 
EN 


第 930-4 条 
取消 は 決し て 自動 的 に 行わ れる も の で は な い 。 


取消 し の 申請 は 、 必 要 性 に 基づい て いる 場合 、 相 続 開始 
の 日 か ら 1 年 以内 に 行う 。 扶 養 義 務 の 不履行 また は 第 
930-3 条 の 3 項 に 規定 する 行為 に 基づく 場合 は 、 離 脱 者 が 
帰属 し た 行為 の 日 また は その 行為 を 相続 人 が 知り 得 た 
日 か ら 1 年 以内 に 行う 。 


第 930-3 条 の 2? の 適用 に よる 取り 消し は 、 放 棄 し た 人 の 
必要 性 の 範囲 内 で の み 宣 告 さ れる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 15 日 


第 930-S 条 


放棄 は 、 放 棄 し た 者 の 代理 人 に 対し て 設定 する こと が 
で きる 。 


第 4 章 : 生前 贈与 。 

第 1 節 : 生前 贈 五 の 形式 。 

第 931 条 

生前 贈 を 伴う すべ て の 証書 は 、 通 常 の 契約 書式 に よ 


り 公 証人 の 前 で 軌 行 され 、 無 効 の 六 則 の も と 、 証 書 の 宮 
し を 保管 し な けれ ば な ら な い 。 


第 931-1 条 


形式 上 の 欠陥 が ある 場合 、 生 前 贈 は 確認 の 対象 と する 
こと が で き な い 。 法 的 な 形式 で や り 和 廊 さ な けれ ば な ら 
7 もり 


贈 者 の 死亡 後 、 相 続 人 また は 受 遺 者 が 贈 互 を 確認 また 
は 任意 に 実行 する こと は 、 形 式 の 欠陥 また は その 他 の 


無効 の 原因 に 反対 する 権利 を 放棄 する こと を 意味 す 
る 。 


第 932 条 


生前 贈 選 は 、 明 示 的 に 受理 され る まで は 、 贈 吾 者 を 拘束 
せ ず 、 い か な る 効果 も 生じ な い 。 


し か し 、 そ の 場合 、 贈 王 は 、 贈 者 に 関し て 、 そ の 受 
を 記録 し た 行為 が 贈 者 に 通知 され た 日 か ら 効 力 を 
発する も の と する 。 


第 933 条 


受贈 者 が 成年 者 で ある 場合 、 受 諸 は 、 本 人 また は 本 人 の 
名 で 、 本 人 の 委任 状 に より 、 な され た 贈 互 を 受け 入れ 
る 権限 を えら れ た 者 、 あ る い は な され た また は な さ 
れる か も し れ な い 贈 五 を 受け 入れ る 一 般 的 権限 を え 
られ た 者 に よっ て な され な けれ ば な ら な い 、。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

この 委任 状 は 公証 人 の 面前 で 執行 し な けれ ば な ら ず 、 

その 了 し を 贈 選 の 記録 、 別 段 の 行為 に より な され る 受 
語 の 記録 に 添付 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 93S 条 


独立 し た 未成 年 者 また は 後見 人 に よる 成年 者 へ の 贈 互 


は 、 第 463 条 「 未 成年 者 、 後 見 人 、 独 立 」 に 従っ て 、 そ 
の 後見 人 が 受理 し な けれ ば な ら な い 。 


た だ し 、 未 成年 者 の 父 や 母 、 あ る い は 父 や 母 の 生前 で 
あっ て も 、 未 成年 者 の 後見 人 で は な いそ の 他 の 婚 出 者 
が 、 本 人 の た め に 受理 する こと が で きる 。 


第 936 条 

字 を 書く こと が で きる 考 貴 者 は 、 自 ら ま た は 代理 人 を 
通じ て 契約 を 承諾 する こと が で きる 。 

字 が 書け な い 場 合 は 、「 少 数 民族 、 後 見 お よび 解放 に つ 
いて 」 に 記載 され て いる 規則 に 従っ て 、 こ の 目的 の た 
め に 任命 され た 保 佐 人 が 受諾 し な けれ ば な ら な い 。 
第 937 条 

第 910 条 の 第 2 項 と 第 3 項 の 規定 に 従い 、 公 益 施 設 に 対す 
る 寄付 は 、 正 式 に 説 呈 され た 後 、 こ れ ら の 施設 の 管理 
者 が 受け 入れ る 。 

第 938 条 

正式 に 受理 され た 寄付 は 、 当 事 者 の 唯一 の 同意 に よっ 


て 成立 し 、 寄 付 され た 物 の 所 有 権 は 、 他 の いか な る 伝 
統 も 必要 と せ ず に 、 受 贈 者 に 移さ れる 。 


第 939 条 


抵当 権 付き の 不動 産 の 贈 紀 が あっ た 場合 、 贈 上 司 と 受諾 を 
含む 証書 の 公表 、 お よび 別 の 証書 に よ っ て 行わ れる は 
ず だ っ た 受諾 の 通知 は 、 不 動産 の 所 在 地 の 土 地 登 記 を 担 
当 す る 役所 に お いて 行わ れる も の と する 。 


第 940 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

贈 が 未成 年 者 、 成 年 後見 人 、 公 共 施 設 に 対し て 行わ れ 
る 場合 、 後 見 人 、 保 佐 人 、 管 理 人 の 要請 に より 公表 され 
る も の と する 。 


第 941 条 


公表 し な い 場 合 、 利 害 関係 を 有する すべ て の 者 が 反対 
する こと が で きる が 、 た だ し 、 公 表 の 責任 を 負う 者 ま 
た は その 承継 人 、 お よび 贈 避 者 は 例外 で ある 。 


第 942 条 


た だ し 、 必 要 で あれ ば 後見 人 に 対抗 する こと が で き 、 
後見 人 が 支払 不能 に な っ た と し て も 返 選 する こと は で 
き な い 。 


第 943 条 


生前 贈 革 は 、 贈 選者 の 現在 の 財産 の み を 含む こと が で 
き 、 格 来 の 財産 を 含む 場合 は 、 こ の 点 で は 無効 で あ 
る 。 


第 944 条 


生前 贈与 の 実行 が 暗 者 の 意志 の み に 依存 する 条件 で 行 
われ た 生前 贈与 は 無効 で ある 。 


第 94S 条 


贈 王 時 に 存在 し た 債務 また は 費用 以外 の 債務 また は 費用 
で 支払 われ る こと 、 あ る い は 贈 吾 証 書 ま た は それ に 添 
付 さ れる べき 明細 書 の いずれ か に 表明 され て いる こと 
を 条件 と し て 行わ れ た 贈 互 も 同様 に 無効 で ある 。 


第 946 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

贈 互 者 が 贈 也 に 含ま れる 楽 益 また は 贈 避 され た 財産 の 
うち ー 定 の 金額 を 処分 する 権利 を 留保 し て いた 場合 、 

それ を 処分 せ ず に 死亡 し た と き は 、 当 訪 楽 叶 ま た は 当 
該 金額 は 、 反 対 の 条項 また は 規定 に か か わら ず 、 贈 互 
者 の 相続 人 に 帰属 する も の と する 。 


第 947 条 


前 4 条 は 、 本 タイ トル の 第 8 章 お よび 第 9 章 に 記載 され た 
贈 名 に は 適用 され な い 。 

本 タイ トル の 第 8 章 お よび 第 9 章 に 記載 され て いる 贈 三 
に は 適用 され な い 。 


第 948 条 


動産 贈 互 証書 は 、 贈 吾 者 、 受 贈 者 また は 受贈 者 の た め に 
著名 し た 見 積 書 が 贈 吉 の 原本 に 添付 され て いる 動産 に 
対し て の み 有 効 で ある 。 


第 949 条 


贈 者 は 、 他 人 の 利益 の た め に 、 贈 世 さ れ た 動産 また 
は 不動 産 を 自分 の た め に 確保 し た り 、 台 受 権 ま た は 用 
益 権 を 処分 し た りす る こと が で きる 。 


第 9s0 条 


動産 の 贈 が 用 益 権 の 留保 と と も に 行わ れ た 場合 、 受 贈 
者 は 、 用 益 権 の 満了 時 に 、 現 物 で 贈 生 され た 財産 を 現存 
する 状態 で 取得 する 義務 を 負う 。 ま た 、 受 贈 者 また は 


その 相続 人 に 対し て 、 鎧 定 で 紀 え られ た 価値 を 限度 と 
し て 、 非 実在 物 を 理由 と し て 訴訟 を 提起 する こと が で 
きる も の と する 。 


第 9S1 条 


贈 紀 者 は 、 受 贈 者 の み が 死 亡 し た 場合 、 ま た は 受贈 者 と 
その 子孫 が 死亡 し た 場合 の いずれ に お いて も 、 贈 選 さ 
れ た 物 の 返 志 の 権利 を 規定 する こと が で き る 。 


この 権利 は 、 贈 王 者 の み に 有 利 に な る よう に 規定 する 
SN でき の 。 


第 952 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


返 志 請求 権 の 効果 は 、 贈 選 さ れ た 財産 お よび 権利 の す 
べ て の 椅 外 を 取り 消し 、 財産 お よび 権利 を すべ て の 担 
保 お よび 挑 当 権 か ら 外 し て 贈 吾 者 に 返 世 させ る こと で 
ある 。 た だ し 、 受 贈 者 の 配偶 者 の 他 の 財産 が この 返 選 
を 達成 する の に 十分 で は な く 、 こ れ ら の 担保 お よび 挑 
当 権 が 発生 する 結婚 下 約 に よっ て 彼 に 贈 王 され た 場合 
は 、 配 偶 者 の 法 的 抵当 権 は 除 か れる 。 


第 2 分 : 贈 避 の 取り 消し 不能 の 規則 の 例外 
生前 贈 選 


第 9s3 条 


生前 贈 王 は 、 そ れ が な され た 条件 を 履行 し な い 場 合 、 
恩 知ら ず の 場合 、 お よび 子供 の 誕生 に よっ て の み 、 取 
り 消 すこ と が で きる 。 


第 9S4 条 


条件 の 不履行 に よる 取り 消し の 場合 、 財 産 は 受贈 者 側 の 
すべ て の 担保 や 抵当 権 か ら 解放 され 、 贈 者 に 戻る 。 
贈 者 は 、 贈 吾 財 産 を 有する 第 三 者 に 対し て 、 受 贈 者 自 
身 に 対し て 有する で あろ うす べ て の 権利 を 有する 。 


第 9SS 条 


生前 贈 攻 は 、 以 下 の 場合 に 限り 、 皿 義 を 理由 と し て 取り 
消す こと が で きる 。1? 受贈 者 が 贈 二 者 の 生命 を 狙っ た 


場合 。 


2? 贈 者 に 対し て 虐待 、 軽 犯罪 、 深 刻 な 侯 辱 を 行っ た 
協 合 3* 食事 の 提供 を 把 合 し た 場合 


第 9s6 条 


祭 件 の 不履行 また は 思 知 ら ず を 理由 と する 取消 し は 、 
権利 と し て 決し て 行わ れ な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 957 条 


忘 思 を 理由 と する 取消 し の 請求 は 、 贈 盛 者 が 受贈 者 に 帰 
属さ せ た 犯 旧 の 日 、 ま た は 贈 者 が その 犯 卓 を 知り 得 
た 日 か ら 1 年 以内 に 行わ な か けれ ば な ら な い 。 


この よう な 取り 消し は 、 贈 悟 者 が 受贈 者 の 相続 人 に 対 
し て 求め る こと も 、 贈 与 者 の 相続 人 が 受贈 者 に 対し て 
求め る こと も で き な い 。 た だ し 、 後 者 の 場合 、 訴 訟 が 
贈 避 者 に よっ て 提起 され た か 、 ま た は 贈 避 者 が 違反 行 
為 の 1 年 以内 に 死亡 し た 場合 は この 限り で は な い 。 


第 9S8 条 


忘 思 に よる 取り 消し は 、 受 贈 者 が 行っ た 外国 へ の 譲 
渡 、 ま た は 受贈 者 が 贈 互 の 対象 に 課 し た 挑 当 権 お よび 
その 他 の 不動 産 費 用 を 害する こと は な い (た だ し 、 す 
べ て が 取り 消し の 請求 が 不動 産 登 記 簿 に 公告 され る 前 
の る の に この 2 


取り 消し の 場合 、 受 贈 者 は 、 請求 の 時 点 か ら 考 慮 し た 処 
分 され た 物 の 価額 お よび 果実 の 返 世 を 命じ られ な けれ 
ば な ら な い 。 


第 9s9 条 


婚 燥 を 目的 と する 贈 は 、 思 義 を 理由 と し て 取り 消す 
0 やき 


第 960 条 


贈 革 の 時 点 で 生計 を 一 に する 子 や 子孫 が いな い 者 が 
行っ た すべ て の 生前 贈 包 は 、 そ れ が どの よう な 価値 の 
も の で あっ て も 、 ま た どの よう な か 根拠 で 行わ れ た も の 
で あっ て も 、 た と え そ れ が 相互 の 配偶 者 以外 の 者 が 結 
婚 に 有利 な 形 で 行っ た も の で あっ て も 、 取 り 消 すこ と 
が で きる 。 は 、 贈 与 証書 が そう 定め て いる 場合 、 贈 王 
者 の 死後 で あっ て も 、 贈 者 の 子 が 発生 し た 場合 、 あ 
る い は 第 1 巻 の 第 8 編 に 規定 する 形式 と 条件 で 贈 互 者 が 養 
子 に な っ た 場合 、 取 り 消 すこ と が で き る 。 


第 961 条 


贈 上 者 は 、 そ の 子 が 贈 王 の 時 に 懐胎 し て いた と し て 
も 、 贈 五 を 取り 消す こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 962 条 


贈 名 され た 財産 を 受贈 者 が 占有 し 、 子 の 出生 後 、 贈 互 者 
が その 占有 を 放 導 し て いた 電 合 で あっ て も 、 同 様 に 贈 


世 を 取り 消す こと が で きる 。 た だ し 、 受 贈 者 は 、 子 の 
出生 また は その 本 式 養子 縁組 が 正当 な 形式 で 書面 その 他 
の 行為 に よっ て 通知 され た 日 以後 は 、 た と え 贈 生 財産 
の 返 選 請求 が その 通知 の 後に か され た と し て も 、 そ の 
種類 を 問わ ず 、 受 け 取 っ た 果実 を 返 選 する 義務 は な 
Ni 


第 963 条 


取り 消さ れ た 贈 互 に 含ま れる 財産 と 権利 は 、 受 贈 者 側 
の すべ て の 担保 や 的 当 権 か ら 解放 され て 贈 芋 者 の 財産 
に 戻り 、 配 偶 者 の 法 的 抵当 権 の 影響 を 補助 的 に で も 受け 
続け る こと が で き な い 。 


第 964 条 


贈 司 者 の 子 の 死亡 は 、 第 960 条 に 規定 する 贈 革 の 取り 消 
し に 影響 を 与え な い 。 


第 96S 条 
贈 上 者 は 、 い つ で も 子 の 出生 を 理由 と する 取消 し の 行 


使 を 放棄 する こと が で きる 。 


第 966 条 


最後 の 子 の 出生 また は 養子 縁組 か ら $ 年 経過 する と 、 取 
り 消 し の 訴え は 禁じ られ る 。 
また 、 贈 者 の み が 行 使 す る こと が で きる 。 


第 S 章 遺 吉 に よる 処分 
第 1 節 : 遺 吉 の 形式 に 関す る 一 般 的 な 規則 。 
第 967 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


何人 も 、 相 続 人 制度 の 名 目 で 、 ま た は 遺産 の 名 目 で 、 あ 
る い は 自分 の 意志 を 表明 する の に 適し た 他 の 名 目 で 、 
遺言 に よっ て 財産 を 処分 する こと が で きる 。 


第 968 条 


遺言 は 、 第 三 者 の 利益 の た め に 、 ま た は 互恵 的 も し く 
は 相互 の 処分 と し て 、2 人 以上 の 者 が 同一 の 行為 で 行う 
つこ で (は で き ない も 


第 969 条 


遺言 は 、 ホロ グラ フィ ッ ク で あっ て も 、 公 的 行為 に 
よっ て 、 あ る い は 神秘 的 な 形式 に よっ て 作成 され て も 
NN。 


第 970 条 


ホロ グラ フ 遺 言 は 、 全 文 が 書か れ 、 日 付 と 遺訓 者 の 手 
に よる 著名 が な けれ ば 無効 で ある : 他 の 形式 に は 従わ 
7 が SN 


第 971 条 


公証 人 に よる 遺言 は 、2 人 の 公証 人 また は 2 人 の 証人 に 補 
佐 さ れ た 公証 人 が 受理 する 。 


第 972 条 


但し 、 遺 言 書 を 作成 する 権利 を 有する 者 は 、 遺 言 書 を 作 
成 し た 者 と 同じ 権利 を 有する 。 


公証 人 が 1 人 し か いな い 場 合 は 、 遺 訓 者 が 口 避 し た も の 
で な けれ ば な ら ず 、 公 証人 が 自ら 書く か 、 手 書き また 
は 機械 的 に 書か せ た も の で な けれ ば な ら な い 。 


いずれ に せよ 、 遺 計 者 に 読み 上 げ さ せな けれ ば な り ま 
せん 。 


遺訓 者 が フラ ンス 語 で 意思 表示 で き な い 場合 、 口 迷 及 


び 誠 読 は 、 大 審 院 が 作成 し た 法律 専門 家 の 国 内 リス ト 又 
は 司法 裁 鹿 所 が 作成 し た 法律 専門 家 の リ スト か ら 遺 言 者 
が 選ん だ 通訳 人 が 行う こと が で きる 。 

又は 各 抗告 裁 計 所 が 作成 し た 法律 専門 家 の 名 簿 に 記載 さ 
れ て いる 。 通訳 人 は , 話さ れ た 言葉 が 正確 に 翻訳 され 

て いる こと を 確認 し な けれ ば な ら な い 。 公 証人 自身 及 

び 場 合 に より 他 の 公証 人 又は 証人 が 遺 計 者 の 表現 する 言 
語 を 理解 し て いる 場合 に は , 公証 人 は 通訳 を 使用 する 

必要 は な い 。 


遺言 者 が フラ ンス 語 で 書く こと が で きる が 、 話 すこ と 
が で き な い 場合 、 公 証人 は 遺言 書 を 自分 で 書き 、 ま た 
は 遺 計 者 が 自分 の 前 に 書い た メモ か ら 手 書き また は 機 
械 的 に 書か せ 、 遺 言 者 に 読み 聞か せる 。 遺 言 者 が 聞く 
こと が で き な い 場合 、 遺 吉 者 は 公証 人 が 読み 上 げた 

後 、 自 分 で 読ん で 遺言 書 を 認識 する 。 


遺 癌 者 が 話す こと も 聞く こと も で きず 、 ま た 読み 書き 
が で き な い 場合 に は 、 口 米 ま た は 朗読 は 、 第 4 項 に 記載 
され た 条件 の 下 で 実施 され る 。 


全体 を 明示 し な けれ ば な ら な い 。 


第 973 条 


遺言 者 は 、 証 人 お よび 公証 人 の 立会 い の も と に 閉 名 し 
な けれ ば な ら な い 。 遺 訓 者 が 著名 の 方 法 を 知ら な い 、 
また は 著名 で き な い と 宣言 し た 場合 に は 、 そ の 宣言 と 
閉 名 を 妨げ る 原因 に つい て 、 行 為 中 に 明示 的 に 吉 及 し 
な けれ ば な ら な い 。 


遺言 書 は 、 証 人 お よび 公証 人 が 賭 名 し な けれ ば な ら な 


第 97S 条 


遺言 者 は 、 そ の 資格 の 如何 を 問わ ず 、 ま た その 親族 や 4 
親等 以内 の 親族 、 お よび その 行為 を 受け る 公証 人 の 事務 
員 は 、 公 的 行為 に よ る 遺 喜 の 証人 と する こと は で き な 
しさ 。 


第 976 条 


遺言 者 が 封印 遺言 を し よう と する と き は 、 処 分 を 記載 
し た 紙 ま た は 封筒 と な る 紙 が ある と き は 、 こ れ を 閉 
じ 、 封 を し て 封 を し な けれ ば な ら な い 。 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 1 日 

遺言 者 は 、 こ の よう に 閉じ 、 封 印 し 、 封 印 し た も の を 
公証 人 お よび 2 人 の 証人 に 提示 する か 、 ま た は 彼ら の 立 
ち 会 い の も と に 閉じ 、 封印 し 、 封 印 さ せ 、 こ の 紙 の 内 
容 が 自分 の 遺言 で あり 、 自 分 が 著 名 し 、 自 分 また は 他 
の 者 が 書い た も の で ある こと を 宣言 し 、 後 者 の 場合 に 
は 、 そ の 文言 を 自分 で 確認 し た こと を 確認 し な けれ ば 


な ら ず 、 す べ て の 場合 に お いて 、 使 用 し た 筆記 の 方 法 
(手動 また は 機械 に よる ) を 表示 する も の と する 。 


生 0 日 付 、 作 成 場所 の 表示 、 封 筒 の 説明 、 封 印 の 
影 及 び 上 記 の すべ て の 形式 を 記載 し た 仮 執行 文 を 特許 
ED 衝 
書き 、 又 は 書か せな けれ ば な ら ず 、 こ の 行為 に は 、 遺 
言 者 、 公 証人 及び 証人 が 閉 名 し な けれ ば な ら な い 。 


上 記 は すべ て 、 他 の 行為 と 徐 離 する こと な く 、 征 ち に 
行わ な けれ ば な ら な い 。 


遺言 者 が 遺言 の 著名 後に 生じ た 障害 に より 、 登 記 行 為 に 
著名 する こと が で き な い 場合 、 そ の 宣言 と 理由 を 記載 
する も の と する 。 

第 977 条 


遺言 者 が 著名 の 方 法 を 知ら な いと き 、 ま た は 処分 を 書 
か が ' 世 た と き に 者 名 すず する こと が で き な か っ た と き は ほ は 、 前 

条 の 手続 き に 従う も の と し 、 さ ら に 、 遺 言 者 が 閉 名 の 
方 法 を 知ら な いこ と また は 処分 を 書か せ た と き に 賭 名 
ずる こと が で きか が つた こと を 十 吉 し た こと を 、 作 録 
行為 に 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


第 978 条 


字 を 読む こと が で き な い 者 また は 読め な い 者 は 、 封 印 


され た 遺言 の 方 式 に よる 処分 を する こと が で き な い 。 


第 979 条 


遺言 者 が 話す こと が で き な い が 、 書 く こ と が で きる 場 
合 に は 、 遺 言 者 が 封印 され た 遺言 を 作成 する こと が で 
きる が 、 そ の 条件 は 、 遺 言 書 に 自分 また は 他 の 者 が 閉 
名 し 、 そ れ を 公証 人 と 証人 に 提示 し 、 登 記 行 為 の 上 部 
に 、 彼 ら の 立ち 会 い に よ り 、 提 示す る 紙 が 自分 の 遺 詩 
で ある こと を 書き 、 そ れ に 著名 する こと で ある と いう 
明示 の も の で ある 。 遺言 者 が 公証 人 お よび 証人 の 面前 
で これ ら の 言葉 を 書き 、 賭 名 し た こと は 、 登 録 行為 に 
記載 し な けれ ば な ら ず 、 第 976 条 に 規定 され て いる すべ 
で の こと ど は 、 三 の 令 選 反し かい 。 

の 定め る と ころ で あっ て 、 本 節 に 反し な いも の で な け 
れ ば な ら な い 、。 


本 条 ま た は 前 条 に 規定 され る すべ て の 場合 に お いて 、 
法 的 手続 き が 遵守 され ず 、 そ の よう な も の と し て 無効 
と な っ た 神秘 的 遺 喜 で あっ て も 、 神 秘 的 遺 喜 と し て 認 
定 さ れ た と し て も 、 ホ ログ ラフ ィ ッ ク 遺 吾 と し て の 有 
効 性 に 必要 な すべ て の 条件 が 満た され れ ば 、 ホ ログ ラ 
フィ ッ ク 遺 言 と し て 有効 で ある も の と する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 980 条 


遺言 に 立ち 会 う 証 人 は 、 フ ラン ス 語 が 理解 で き 、 満 年 
赤 で 、 賭 名 の 仕方 を 知っ て お り 、 市 民権 を 享受 し て い 


な けれ ば な り ま せん 。 証 人 は 男女 を 間 わ な い が 、 夫 と 
妻 は 同じ 行為 で 証人 に な る こと は で き な い 、。 


第 2 節 : 特定 の 遺 の 形式 に 関す る 特別 規定 。 
第 981 条 


軍人 、 水 兵 お よび 軍隊 に 雇用 され た 者 の 遺 吉 は 、 第 93 条 
に 規定 する 場合 お よび 条件 の 下 で 、2 名 の 証人 の 立会 い 
上 こ 上 紋 士 思 が 、2 名 の 軍隊 の 委員 が 、2 名 の 証人 の 立 
会 い の 下 に 軍隊 の 委員 が 、 最 後に 、 孤 立 し た 分 遣 隊 に お 
いて 上 級 士 札 ま た は 軍隊 の 委員 が いな い 場 合 に は 、2 名 
の 証人 に 補佐 され て その 分 遣 隊 の 司 多 互 に よっ て 受領 

され る こと が で きる 。 


2. 分 離さ れ た 分 道 隊 を 指揮 する 格 校 の 遺 誠 は 、 そ の 閣 校 
の 後任 の 拘 校 が 受理 する こと が で きる 。 


本 条 に 規定 する 条件 下 で 遺言 を 作成 する 権利 は 、 敵 国 の 
捕虜 に も 及ぶ も の と する 。 


第 982 条 


に 掲げ る 遺言 は 、 遺 言 者 が 病気 又は 負傷 し て いる 

0 陸軍 規則 で 定め る 病院 又は 軍 話 隊 に 
全 SRSP の の 
に に 圭 儲 医 官 が 受 上 埋 ずる ざと が で きる , 


この 管理 官 が 不在 の 場合 、2 名 の 証人 の 立会 い が 必 要 で 
ある 。 


第 983 条 


第 983 条 すべ て の 場合 に お いて 、 第 981 条 お よび 第 982 条 
に 掲げ る 遺言 書 の 原本 の 複製 を 作成 し な けれ ば な ら な 
い 。 


遺 吉 者 の 健康 状態 の た め に この 形式 が 達成 で き な か っ 

た 場合 、 遺 喜 の エク スペ ディ ショ ン が 作成 され 、 証 人 

お よび 次 官 の 担当 者 が 賭 名 し 、 第 2 の 原本 と な る 。 第 2 原 
本 の 作成 を 妨げ た 原因 を 述べ な けれ ば な ら な い 、。 


その 伝達 が 可能 で あり , か つ , で きる だ け 早 く , 2 つの 
原本 , 又は 遺言 書 の 原本 及び 宮 し は , 封印 され た 封 仙 
で , 別々 の 宅配 便 で 国防 又は 海 担当 大 臣 に 送ら れ , 遺言 
者 が 示し た 公証 人 に 預け られ , それ が で き な け れ 控 
訴 裁 鹿 所 長官 に も 預け られ る 。 

遺言 者 の 最後 の 住所 地 の 公 証人 役場 の 公証 人 に 預け る 。 


第 984 条 


た だ し 、 こ の 期間 の 満了 前 に 、 遺 吉 者 が 再び 第 93 条 に 規 
定 さ れ た 特別 な 状況 の いずれ か に 世 か れ た 場合 は この 
限り で は な い 。 こ の 場合 、 遺 言 は 特別 な 状況 に ある 
間 、 お よび その 期間 終了 後 さ ら に 6 ヶ月 間 有 効 で ある 。 


第 98S 条 


伝染 病 の た め に すべ て の コミ ュ ニ ケー ショ ン が 人 不可 能 


INN 結 は 、 その 病気 に 催 患 し て いる 
者 また は その 病気 に 感染 し た 場所 に いる 者 が 、 司 法 裁 
還 い に ュー ン の 自治 体 職員 の 1 人 の 前 
で 、2 人 の 証人 の 立会 い の も と で 作成 する こと が で き 

る 。 


第 986 条 


公証 人 役場 の みな い フラ ンス 領 の 島 で 作成 され た 遺 吉 
は 、 こ の 島 が 属し て いる 領土 と の すべ て の 通信 が 不可 
E な 場合 、 第 98$ 条 に 規定 され た 様式 で 受理 する こと が 
で きる 。 通信 が 不可 能 で ある こと は 、 遺 言 書 を 受け 取 
る 司法 裁 記 所 の 裁 刻 思 ま た は 市 町 村役場 職員 が その 行為 
に お いて 証明 する 。 


第 987 条 


前 2 条 の 遺言 は 、 遺 計 者 の いる 場所 で 通信 が 再び 確立 さ 
0 ある い は 通信 が 途 多 し て いな い 場 所 
に 移っ て か ら 6 ヶ 月 後に 無効 と な る 。 


第 988 条 


航海 中 また は 港 で の 停泊 中 、 陸 上 と の 通信 が 不可 能 な 場 
合 ま た は 港 に フラ ンス の 外交 官 ま た は 領事 代理 人 が い 
人 ga 公証 人 の 機 E を 有する 者 が 外国 に いる 場合 
に は 、 船 上 に いる 者 の 遺 上 秋生 
も と (【 牧人 れる 。 国有 朋 て , 窟 理 官 又は 管理 互 が 不 
在 の 場 本 特 は の 下 午 お け の その 他 
の 船 で 馬 船長 , 船長 又は 船長 で あっ て , ・ 航 海士 の 補佐 
を 受け る 者 , 又は それ ら の 者 が 不在 の 場合 に は , それ 


ら の 者 に 代わ る 者 が 行う 。 


その 行為 に は 、 そ れ を 受け た 状況 を 示さ な けれ ば な ら 
な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
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第 989 条 


第 10 条 国 の 船舶 に お いて は 、 行 政 官 の 遺言 は 、 前 条 に 
規定 する 事情 に より 、 司 金 互 又は 司 金 互 の 職務 を 行う 者 
が 受理 し 、 行 政官 が いな いと き は 、 司 金 官 の 遺 計 は 、 
勤務 順位 の 後任 の 者 が 受理 する も の と する 。 


その 他 の 船 朋 に お いて は 、 船 長 、 航 海 長 、 船 長 、 ま た 
は 主任 の 遺言 は 、 同 じ 状 況 下 で 、 職 務 上 の 順序 で それ ら 
の 後に 続く 者 が 受理 する 。 


第 990 条 


すべ て の 場合 に お いて 、 前 2 条 の 遺言 書 の 原本 の 複製 を 
作成 し な けれ ば な ら な い 。 


遺 計 者 の 健康 状態 に より この 形式 を 満た すこ と が で き 
な か っ た 場合 、 遺 訓 書 の 吾 し を 作成 し て 第 2 原本 に 代え 
る も の と し 、 こ の 写し に は 証人 お よび 楽器 係 の 閉 名 を 
付 さ な けれ ば な ら な い 。 第 2 原本 の 作成 を 妨げ た 原因 
は 、 そ こ に 記載 され な けれ ば な ら な い 、。 


第 991 条 


フラ ンス の 人 外交 官 ま た は 領事 代理 人 が いる 外国 の 港 の 
最初 の 寄港 地 で 、 遺 言 書 の 原本 また は 旨 し の うち の 1 つ 
を 、 密 封 し た 封筒 に 入れ て 、 代 理 人 に 手渡 す も の と す 
る 。 代理 人 は この 封筒 を 海 担当 大 臣 に 送り 、 第 983 条 に 
規定 され て いる 供託 が 行わ れる 。 


第 992 条 


船 和 月 が 国家 償 域 の 港 に 到着 し た と き 、 遺 言 書 の 原本 2 
通 、 原 本 及び その 遠征 品 、 又 は 航海 中 に 行わ れ た 伝達 若 
し く は 引渡 し の 場合 に 残存 する 原本 を 、 密 封 し て 、 国 
家 の 船 般 に つい て は 国防 担当 大 臣 に 、 そ の 他 の 船 骨 に 
つい て は 海 務 担当 大 臣 に 寄託 する 。 こ れ ら の 文書 は 、 
それ ぞ れ 別々 に 、 異 な る 宅配 便 で 、 海 担当 大 臣 に 送ら 
れ 、 海 担当 大 臣 は 第 983 条 に 従っ て それ ら を 転送 し な け 
れ ば な ら な い 、。 


第 993 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

般 崩 日 誌 に は 、 遺 言 者 の 氏名 の 横 に 、 償 事 館 、 国 防 担当 
大 臣 、 海 上 担当 大 臣 の いずれ か に 遺言 書 の 原本 また は 王 
し を 送達 する こと を 記載 する 。 


第 994 条 


第 988 条 以下 に 規定 する 方 式 で 海上 航海 中 に 作成 され た 
遺 喜 は 、 遺 吉 者 が 船 上 で 死亡 し た 場合 また は 通常 の 方 法 
で 再度 作成 する こと が で きた で あろ う 場 所 で 下船 し た 
後 6 ヶ 月 以内 に 限り 、 有 効 と な る 。 


た だ し 、 こ の 期間 の 満了 前 に 遺言 者 が 新た な 航海 に 出 
た 場合 、 遺 吾 は この 航海 の 期間 と 遺言 者 が 再び 下船 し た 
後 さ ら に 6 ヶ月 間 有 効 で ある 。 


第 99S 条 


航海 中 に 、 遺 吉 者 の 親族 また は 同盟 者 以外 の 角 舶 の 役員 
の 利益 の た め に 作成 され た 遺 吉 に 挿入 され た 条項 は 、 
無効 と する 。 


これ は 、 遺 言 が ホロ グラ フィ ッ ク 形 式 で 作成 され た 
か 、 第 988 条 以下 に 従っ て 受理 され た か に か か わら ず 、 
同様 と する 。 


第 996 条 


場合 に より 、 第 984 条 、987 ま た は 994 の 規定 は 、 証 人 の 
立会 い の も と に 遺 吉 者 に 読み 聞か せ 、 そ の 冒 を 遺 吉 書 
に 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


第 997 条 


本 節 の 上 記 条 項 に 含ま れる 遺言 は 、 遺 言 者 、 そ れ を 受け 
凍り 


第 998 条 


遺言 者 が 著名 で き な い 、 ま た は 著名 の 方 法 を 知ら な い 
と 宣言 し た 場合 に は 、 そ の 宣 吉 と 賭 名 を 妨げ て いる 原 
因 を 記載 し な けれ ば な ら な い 、。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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2 人 の 証人 の 立会 い が 必 要 な 場合 、 遺 訓 書 に は 少な く と 
も 1 人 が 閉 名 し 、 も う 1 人 が 著名 し な 二話 を 作 べべ 
な けれ ば な ら な い 。 


第 999 条 


外国 に いる フラ ンス 人 は 、 第 970 条 に 規定 され た 私 的 証 
書 、 ま た は 証書 を 作成 する 場所 の 慣習 に 従っ た 書式 に 
よる 誰 証 証 書 に よっ て 遺 詩 の 処分 を 行う こと が で き 
る 。 


第 1000 条 


外国 で 作成 され た 遺言 は 、 遺 計 者 が 本 籍 地 を 保持 し て い 
る 場合 人 計 陸 光 の 示 午 明知 そう で な い 場 合 に 
は フラ ンス に お ける 最後 の 住所 地 の 事 務 所 で 登録 され 


る まで 、 フ ラン ス に ある 不動産 に 対し て 執行 する こと 
が で き な い 。 ま た 、 遺 に フラ ンス に ある 人 不動産 の 処 
分 が 含ま れ て いる 場合 、 さ ら に その 不動産 の 所 在 地 の 
事務 所 で 登録 し な けれ ば な ら ず 、 二 重 に 手数 料 は 必要 
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第 1001 条 


本 節 お よび 前 人 節 の 規定 に よっ て 各種 の 遺言 が 受け る 手 
続き は 、 無 効 と な か る こと を 覚悟 の 上 で 遵守 され な けれ 
ば な ら な い 。 


第 3 節 : 相続 人 の 制度 と 遺産 一 般 。 
第 1002 条 


遺 喜 に よる 処分 は 、 普 通 的 な も の 、 権 原 が 普遍 的 な も 
の 、 権 原 が 特殊 な も の が ある 。 


これ ら の 各 規 定 は 、 相 続 人 の 制度 と 呼ぶ か 、 遺 産 と 呼 
ぶ か に か か わら ず 、 普 通 的 遺産 、 普 遍 的 権原 に よる 遺 
産 、 お よび 特定 の 遺産 に つい て 、 以 下 に 定め る 規則 に 
従っ て 、 そ の 効果 を 生じ る も の と する 。 


第 1002-1 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


処分 者 が 別段 の 意思 を 示さ な い 限 り 、 法 律 で 指定 され 
た 少な く と も 1 人 の 相続 人 が 相続 を 受諾 し た 場合 、 受 遺 
者 は 、 自 己 に 有利 に 処分 され た 財産 の 一 部 に 自分 の 遺留 
分 を 限定 する こと が で きる 。 
この 制限 は 、 被 相続 人 が 他 の 相続 人 に 対し て 行っ た 贈 
を 構成 する も の で は な い 。 


第 4 節 : 万 能 の 遺贈 
第 1003 条 


万 能 遺 産 と は 、 遺 吉 者 が 自分 の 死後 に 残す 財産 の 全部 を 
1 人 また は 複数 の 人 に 五 える 遺訓 処分 の こと で ある 。 


第 1004 条 


遺 吉 者 の 死後 、 そ の 財産 の 一 部 が 法律 で 留保 され て い 
る 相続 人 が いる 場合 、 こ れ ら の 相続 人 は 、 遺 吉 者 の 死 
に よっ て 、 法 律 の 作用 に より 、 遺 産 の すべ て の 財産 を 
押さ える こと に な り 、 万 年 遺産 相続 人 は 、 遺 言 に 含ま 
れる 財産 の 引渡 し を 求め る 義務 が ある 。 


第 100S 条 


た だ し 、 同 じ ケ ー ス で も 、 引 渡し の 請求 が 死亡 の 日 か 
ら 1 年 以内 に な され た 場合 に は 、 普 通 的 な 受 遺 者 は 遺言 
に 含ま れる 財産 の 各 受 を 、 そ れ 以 外 の 場合 に は 、 法 廷 


で の 請求 の 日 、 ま た は 引渡 し が 自発 的 に 認め られ た 日 
まで 、 そ の 名 受 を 開始 し な いも の と する 。 


第 1006 条 


遺言 者 の 死亡 時 に 、 そ の 財産 の 一 部 が 法律 で 留保 され て 
いる 相続 人 が いな い 場 合 、 包 括 受 遺 者 は 、 引 渡し を 請求 
する こと な く 、 遺 計 者 の 死亡 に よっ て 法律 の 運用 上 差 
し 押さ えら れる も の と する 。 


第 1007 条 


ホロ グラ フ ま た は 神秘 的 な 遺言 は 、 執 行 さ れる 前 に 、 
公証 人 に 寄託 され な けれ ば な ら な い 。 

遺言 書 が 封印 され て いる 場合 に は 、 開 封 さ れ な けれ ば 
な ら な い 。 公証 人 は 、 開 封 と 遺 吉 書 の 状態 に つい て 、 
寄託 の 状況 を 明記 し た 報告 書 を 衣 ち に 作成 し な けれ ば 
な ら な い 。 第 1006 条 に 規定 され る 場合 、 公 証人 は 、 民 法 
- 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 04 
月 1 日 

第 10 条 公証 人 は 、 受 遺 者 の 職業 の 普通 性 、 お よび 留 貢 
権 を 有する 相続 人 の 不在 に 関す る 受 遺 者 の 条件 を 検証 し 
な けれ ば な ら な い 。 ま た 、 こ れ ら の 検証 を 議事 録 に 記 
載 し な けれ ば な ら な い 。 遺 吉 書 及び 報告 書 は 、 寄 託 者 
の 議事 録 に 保管 する も の と する 。 


報告 書 の 日 付か ら 1 箇 月 以内 に 、 公 証人 は 、 報 告 書 の 了 
し 及び 遺言 書 の 図案 を 、 遺 産 開設 地 の 司 法 攻 記 所 の 書記 
巨 へ 送付 し 、 同 書記 官 は 、 こ れ ら の 文書 を 受領 し た こ 
と を 認め 、 こ れ を 議事 録 に 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


この 受 額 か ら 1 ヶ月 以内 に 、 利 害 関係 人 は 、 同 じ 第 1006 
条 の 下 で 法 の 運用 に より 押収 され た 包括 的 受 遺 者 に よ 
る 権利 の 行使 に 異議 を 唱え る こと が で きる 。 異議 が 
あっ た 場合 、 受 遺 者 を 派遣 し て 占有 させ る も の と す 
る 。 本 項 の 適 商用 方 法 は 、 国 務 院 の 政信 で 定め る 。 


第 1009 条 


法律 が 財産 の 取り 分 を 留保 する 相続 人 と 併存 する 包括 受 
遺 者 は 、 遺 言 者 の 相続 の 債務 お よび 費用 に つい て 、 そ 
の 取り 分 と 部 分 に つい て は 個人 的 に 、 全 体 に つい て は 
抵当 権 的 に 責任 を 負い 、 第 926 条 お よび 第 927 条 に 説明 す 
る よう に 減額 の 場 人 
務 を 負う も の と する 。 


第 S 節 : 万 能 の 遺産 。 
第 1010 条 


万 能 遺 産 と は 、 遺 言 者 が 、 不 動産 の 2 分 の 1、3 分 の 1、 あ 
人 は 全部 の 不動 
産 の 一 定 部 分 、 あ る い は 全部 の 家具 の 一 定 部 分 な ど 、 法 
律 で 処分 が 認め られ て いる 財産 の 取り 分 を 遺贈 する も 
の で ある 。 


それ 以外 の 遺贈 は 、 特 定 の 権原 に よる 処分 に 過ぎ な 
い O。 


第 1011 条 


包括 受 遺 者 は 、 法 律 に より 財産 の 取り 分 を 留保 され て 
いる 相続 人 に 、 そ れ が な い 場 合 に は 包括 受 遺 者 に 、 ま 
た 後者 が いな い 場 合 に は 「 相 続 に つい て 」 の タイ トル 
で 定め られ た 順序 で 呼ば れる 相続 人 に 、 引 渡し を 請求 
する 義務 を 負う も の と する 。 


第 1012 条 


包括 受 遺 者 は 、 包 括 受 遺 者 と 同様 に 、 遺 言 者 の 相続 の 債 
務 お よび 費用 に よっ て 、 自 己 の 持分 お よび 部 分 に つい 

て は 個人 的 に 、 全 体 に つい て は 挑 当 権 に よっ て 拘束 さ 

れる も の と する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 1013 条 


遺 喜 者 が 利用 可能 な 部 分 の 一 部 の み を 処分 し 、 か つ 、 こ 
れ を 包括 的 所 有 権 に よっ て 行っ た 場合 に は 、 受 遺 者 
は 、 自 然 相続 人 と と も に 寄 芋 分 に よっ て 特定 の 遺贈 を 
文 払う 義務 を 負う も の と する 。 


第 6 節 : 特定 の 遺産 
第 1014 条 


寺 全 な 遺産 は 、 遺 計 者 の 死亡 の 日 か ら 、 遺 贈 さ れ た も 


に 対す る 権利 を 被 相続 人 に 丘 え 、 そ の 権利 は 相続 人 
また は 権利 承継 人 に 移転 する こと が で きる も の と す 
る 。 


た だ し 、 特 定 の 権利 に よ る 受 遺 者 は 、 第 1011 条 の 定め る 
順序 に 従っ て 行わ れ た 引渡 し の 請求 の 日 、 ま た は 引渡 
し が 自発 的 に 認め られ た 日 まで は 、 遺 贈 さ れ た 物 を 所 
有 し 、 そ の 果実 また は 利息 を 請求 する こと が で き な 
い 。 


第 101S 条 


第 20 条 遺贈 され た 物 の 利益 また は 果実 は 、 受 遺 者 が 裁 
鹿 所 に 請求 し な く て も 、 死 亡 の 日 か ら 受 遺 者 の 利益 の 
た め に 発生 する も の と する 。 


凍 PR 言 で この 点 に 関し て 明確 に 意思 表示 し た 
合 、 計 生涯 年 金 ま た は 年 金 が 維持 費 と し て 遺贈 され 


第 1016 条 


引渡 し の 申立 て に 要する 費用 は 、 遺 産 が 負担 する も の 
と する が 、 そ の 結果 、 法 定 準備 金 が 減額 され る こと は 
な い 。 


登記 費用 は 、 受 遺 者 が 負担 する 。 


遺言 で 別段 の 定め が な いと き は 、 そ の 全部 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

各 遺 産 は 別々 に 登記 する こと が で き 、 そ の 登記 は 被 相 
続 人 また は その 権利 承継 人 以外 の 者 の 利益 に な る こと 
(は な い 、。 


第 1017 条 


第 1017 条 遺言 者 の 相続 人 また は 遺産 の その 他 の 債務 者 
は 、 相 続 に お いて 利益 を 受け る 分 け 前 お よび 分 け 前 に 
比例 し て 、 そ れ ぞ れ 個 人 的 に その 支払 義務 を 負わ な け 
れ は ば ならない 、。 


彼ら は 、 朱 当 権 に よっ て 、 彼 ら が 所 有する 相続 財産 の 
不動 資産 の 価値 を 限度 と し て 、 そ の 全部 を 支払 う 義務 を 
負う も の と する 。 


第 1018 条 


遺贈 され た も の は 、 必 要 な 付属 品 と と も に 、 贈 者 の 
死亡 の 日 に ある べき 状態 で 引き 渡さ れる も の と する 。 


第 1019 条 


不動 産 の 財産 を 遺贈 し た 者 が 、 そ の 後 買収 に よっ て こ 
れ を 増加 させ た 場合 、 こ れ ら の 買収 は 、 た と え そ れ が 


連続 し た も の で あっ て も 、 新 た な 規定 が な けれ ば 、 遺 
産 の 一 部 と みな し て は な ら な い 。 


遺贈 され た 土地 に 施さ れ た 装飾 や 新しい 建築 物 、 ま た 
は 遺言 者 が 規模 を 拡大 し た 囲い に つい て は 、 こ の 限り 
で (は な いい 、 


第 1020 条 


遺言 の 前 また は 後に 、 遺 贈 さ れ た も の が 相続 人 の 債 
ある い は 第 三 者 の 債務 の た め に 抽 当 ( = へら 4 た 

また は 用 益 権 に ょ っ て 折れ て いる 協 合 、 遺 
時 言 者 の 明示 の 規定 に よっ て そ 
れ を 行う 義務 を 負わ な い 限り 、 そ れ を 解除 する 義務 を 
負わ な い 。 


第 1021 条 


遺 計 者 が 他人 の 財産 を 遺贈 し た 場 遺 計 者 が それ が 自 
分 の も の で な いこ に こ か か わら 
ず 、 遺 贈 は 無効 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 1022 条 


遺産 が 不 確 定 な も の で ある 場合 、 相 続 人 は それ を 最高 


の 品質 で 提供 する 義務 は な く 、 最 部 の 品質 で 提供 する 
et で SUY。 


第 1023 条 


債権 者 に 対す る 遺産 は 、 そ の 債権 の 補償 と は みな され 
ず 、 使 用 人 に 対す る 遺産 は 、 そ の 賃金 の 補償 と は みな 
され な い 。 


第 1024 条 


特定 名 義 に よ る 遺産 相続 人 は 、 上 記 の 遺産 の 減額 、 お よ 
び 債 権 者 の 抵当 権 行使 を 除き 、 相 続 人 の 債務 に つい て 南 
任 を 負わ な いも の と する 。 


第 7 節 : 執行 者 。 
第 102S 条 
遺 吉 者 は 、 遺 喜 の 執行 を 見 守る 、 あ る い は 実行 する た 


め に 、 完 全 な 民事 能力 を 有する 1 人 また は 複数 の 遺言 執 
行者 を 選任 する こと が で きる 。 


任務 を 引き 受け た 遺言 執行 者 は 、 そ の 任務 を 遂行 する 義 
務 が あり ます 。 


遺言 執行 者 の 権限 は 、 死 後 も 引き 継が れる こと は な 
Ma 


第 1026 条 


遺言 執行 者 は 、 重 大 な 事由 が ある と き は 、 裁 剤 所 か ら 
その 使命 を 免除 され る こと が ある 。 


第 1027 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

数 人 の 受任 執行 者 が いる 場合 、 遺 吉 者 が 別段 の 定め を 
し 、 ま た は 職務 を 分 茹 し た 場合 を 除き 、 そ の うち の 1 人 
が 他 の 吾 行 者 の 不履行 を 代行 する こと が で きる 。 


第 1028 条 


遺言 執行 者 は 、 遺 言 や 遺産 の 有効 性 また は 執行 を めぐ っ 
て 沼 い が 生じ た 場合 に 呼び 出さ れる 。 


すべ て の 場合 に お いて 、 遺 吉 執 行者 は 、 そ の 有効 性 を 
支持 し 、 あ る い は 争わ れ て いる 条項 の 執行 を 要求 する 
た め に 介入 する 。 


第 1029 条 


第 109 条 遺 計 執 行者 は 、 遺 言 の 適正 な 執行 の た め に 必要 
な 予防 措 帝 を 講ず る も の と する 。 


遺 吉 執 行者 は 、 第 789 条 に 規定 され た 方 法 で 、 相 続 人 が 
出席 し て いる か 否 か に か か わら ず 、 相 続 人 を 正式 に 呼 
び 出 し た 後 、 相 続 財産 の 目録 を 作成 する こと が で き 

る 。 


相続 人 の 味 急 の 債務 を 支払 うた め に 十分 な 流動 性 が な 
い 場合 、 家 具 を 売却 させ る こと が で きる 。 


第 1030 条 


遺言 者 は 、 利 用 可能 な 部 分 の 制限 内 で 特定 の 遺産 を 支払 
う 必 要 が ある 場合 、 遺 吉 執 行者 に 遺産 の 家具 の 全部 また 
は 一 部 を 所 有 し 、 そ れ を 売却 する こと を 許可 する こと 

が で きる 。 


第 1030-1 条 


予備 的 相続 人 の 受諾 が な い 場 合 、 遺 訓 者 は 遺言 執行 者 に 
遺産 の 不動 物 の 全部 また は 一 部 の 処分 、 資 本 の 受領 と 投 
資 、 債 務 と 費用 の 支払 い 、 相 続 人 と 受 遺 者 の 間 の 残余 財 
産 の 配分 また は 分 割 を 進め る 権限 を 付 所 する こと が で 
きる 


反対 で き な い こと を 理由 に 、 相 続 財 産 の 不動 産 の 売却 


は 、 相 続 人 が 遺言 執行 者 か ら 通 知 を 受け た 後 で な けれ 
は 肝 う こと が で きま せん 。 
第 1030-2 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


遺言 が 正式 の 文書 の 形式 で ある 場 0 s お よび 第 
PINKVSeNR 、 所 持 の 引 
渡し は 要求 され な い 。 


第 1031 条 


第 1030 条 お よび 第 1030 条 第 1 項 に 記載 され た 権限 は 、 遺 
言 者 に よっ て 、 遺 言 書 の 開封 か ら 2 年 を 超え な い 男 囲 で 
丘 え られ る 。 裁 鹿 官 は 1 年 以内 の 延長 を 誰 め る こと が で 
きる の 。 


第 1032 条 


遺言 執行 者 の 使命 は 、 裁 鹿 官 に よっ て 延長 され な い 限 
り 、 遅 く と も 遺言 書 の 開封 か ら 2 年 後に 終了 する 。 


第 1033 条 


遺言 執行 者 は 、 そ の 任務 の 終了 後 6 ヶ 月 以内 に 会 計 を 提 
出し な けれ ば な ら な い 、。 


遺言 執行 者 の 死亡 に より 遺言 の 執行 が 終了 し た 場合 、 説 
明 義 務 を 負う の は その 相続 人 で ある 。 


遺 吉 執行 者 の 責任 は 無償 で 引き 受け る 


第 1033-1 条 


遺言 執行 者 の 任務 に つい て は 、 遺 吉 者 の 能力 お よび 提供 
され た 役務 に 鎧 みて 特別 ! 時 9 を 除き 、 無 
償 で ある 。 


第 1034 条 


遺言 執行 者 が その 使命 を 遂行 する た め に 要 し た 費用 
は 、 遺 産 が 負担 する も の と する 。 


第 8 節 : 遺 音 の 撤回 と その 和 失効 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


第 103S 条 
遺言 は 、 そ の 後 の 遺 言 ま た は 公証 人 に 対す る 遺言 の 変 


更 を 宣言 する 行為 に に っ て の み 、 そ の 全部 また は 一 部 
を 撤回 する こと が で きる 。 


第 1036 条 


前 の 遺言 を 明示 的 に 取り 消さ な い 後 の 遺言 は 、 そ こ に 
含ま れる 条項 の うち 、 新 し い 遺 計 と 両立 し な いも の 、 
また は それ に 反する も の だ け を 取り 消す 。 


第 1037 条 


後 の 遺 言 で な され た 取り 消し は 、 た と え 制 定 さ れ た 相 
続 人 また は 受 遺 者 の 無能 力 、 ま た は 収集 の 拒否 に よっ 
て 新しい 行為 が 執行 され な いま まで あっ て も 、 完 全 な 
効力 を 持つ 。 


第 1038 条 


遺言 者 が 遺贈 され た 物 の 全部 また は 一 部 を 、 償 志 請 求 権 
付き 売却 や 交換 に よっ て 疎外 し た 場合 、 後 の 疎外 が 無効 
で あり 、 物 が 遺訓 者 に 戻っ て きた と し て も 、 疎 外さ れ 
た も の すべ て に つい て 遺産 の 取り 消し を 伴う も の で あ 
る 。 


第 1039 条 


遺 吉 に よる 規定 は 、 そ の 因 恵 を 受け た 者 が 遺 吉 者 より 


存続 し て いな い 場 合 に は 、 消 滅する 。 


第 1040 条 


不 確 定 な 事象 に 依存 し 、 遺 訓 者 の 意図 に お いて 、 そ の 事 
象 が 発生 する か し な いか の 限り に お いて の み 、 こ の 処 
分 が 実行 され る よう な 条件 で な され た 遺言 の 処分 は 、 
その 条件 が 満た され る 前 に 、 制 定 相続 人 また は 受 遺 者 
が 死亡 し た 場合 に は 無効 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 
第 1041 条 


遺 計 者 の 意図 に お いて 、 単 に 規定 の 実行 を 停止 させ る 
に すぎ な い 条 件 は 、 制 定 され た 相続 人 また は 受 遺 者 が 
相続 人 に 移転 する こと が で きる 取得 し た 権利 を 有する 
の 802N し 。 


第 1042 条 


第 1042 条 遺産 は 、 遺 贈 さ れ た も の が 遺 斉 者 の 生前 に 完 
全 に 滅失 し た と き は 、 消 滅する 。 


また 、 遺 言 者 の 死後 、 相 続 人 の 過失 に よら ず 、 た と え 
相続 人 の 引渡 し が 遅れ た と し て も 、 受 遺 者 の 手元 で 減 


る は ず の も の が 減 び た 場 合 も 同様 で ある 。 


第 1043 条 


に よる 処分 は 、 制 定 さ れ た 相続 人 また は 受 遺 者 が 
ー れ を 生 認 し 、 また は これ を 受 叙 す る こと が で き な い 
と 認め た と き に 和 失効 する 。 


第 1044 条 


第 104 条 遺産 は 、 数 人 の 共同 相続 人 の た め に 増額 され 
る 。 


遺産 は 、 同 一 の 規定 に に っ て な され 、 遺 吉 者 が 遺贈 さ 
れ た Re し 2 が が つ 
た 場合 に は 、 共 同 し て な され た も の と みな され る 。 


第 104S 条 


また 、 劣 化し な けれ ば 分 割 で き な い よう な も の が 、 同 
じ 行 為 に よっ て 数 人 に 別々 に 革 えら れ た 場合 も 、 遺 産 
は 共同 で な され た も の と 生計 され る 。 


第 1046 条 


民法 - 最終 更新 日 : 02 March 2022 - 2022 年 4 月 13 日 作成 文 


講 


第 954 条 お よび 第 95$ 条 の 最初 の 2 つの 規定 に よれ ば 、 生 
前 贈 の 取消 し の 申立 て を 認め る の と 同じ 理由 が 、 遺 
吉 に よる 処分 の 取消 し の 申立 て に も 認め られ る 。 


第 1047 条 


遺言 者 の 記憶 に 対す る 重大 な 俺 辱 に 基づく 場合 は 、 違 反 
行為 の 日 か ら 1 年 以内 に 請求 し な けれ ば な ら な い 。 


第 6 章 河 次 的 贈 司 と 残余 的 贈与 

第 1 分 : 瀬 次 的 な 贈与 。 

第 1048 条 

自由 権 は 、 受 贈 者 また は 受 遺 者 の 側 に 、 そ の 目的 で あ 
る 財産 また は 権利 を 保持 し 、 そ の 死後 、 行 為 で 指定 さ 


れ た 第 二 受 益 者 に それ ら を 伝達 する 義務 を 伴う 有 駄 課 を 
受 ( け る こと が で きる 。 


第 1049 条 


この よう に し て 認め られ た 贈 互 は 、 譲 渡 の 日 に 特定 可 
能 で 、 受 益 者 の 死亡 時 に 現存 する 財産 また は 権利 に の 
み 効 力 を 及ぼ すこ と が で きる 。 


有価 証券 に 関す る 場合 、 自 由 権 は 、 そ の 代位 され た 有価 
証券 に も 効力 を 有する 。 


不動 資産 に 関す る 場合 、 贈 に 対す る 料金 は 公開 の 対象 
と な る 。 


第 10s0 条 
第 2 受益 者 の 権利 は 、 受 益 者 の 死亡 に より 開花 する 。 


た だ し 、 受益 者 は 、 第 二 受益 者 の た め に 、 贈 の 目的 で 
ある 財産 また は 権利 の 享有 を あき ら め る こと が で き 
の 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
この よう な 事前 放棄 は 、 放 棄 前 の 被 占有 者 の 債権 者 、 お 


よび 放棄 し た 財産 また は 権利 に 対す る 権利 を 被 占有 者 
か ら 取 得 し た 第 三 者 を 害する こと が で き な い 、。 


第 10S1 条 


第 二 受 益 者 は 、 贈 の 作者 か ら そ の 権利 を 有する と み 
な され る 。 そ の 相続 人 が 第 1056 条 に 規定 され た 条件 下 
で 贈 を 受け た 場合 も 同様 で ある 。 


第 10S2 条 


贈 者 は 、 そ の 責任 の 適切 な 履行 の た め の 保証 と 担保 
を 規定 する 責任 が ある 。 


第 10S3 条 


第 二 受 益 者 は 、 保 存 お よび 伝達 の 義務 を 負わ な いこ 
が で きる 。 


一 親等 を 超え る 請求 が 規定 され て いる 場合 、 そ れ は 一 
親等 に 対し て の み 有 効 で ある 。 


第 10S4 条 


彼 担 保 者 が 贈 者 の 留保 相続 人 で ある 場合 、 利 用 可能 な 
部 分 に の み 課 され る こと が ある 。 


た だ し 、 受 贈 者 は 、 贈 選 証 書 に お いて 、 ま た は その 後 
第 930 条 に 規定 され た 条件 の 下 で 作成 され た 証書 に お い 
て 、 担 保 金 が その 準備 金 の 全部 また は 一 部 を 包含 する 
こと を 受諾 する こと が で きる 。 


被 相続 人 は 、 遺 言 を 知っ た 日 か ら 1 年 以内 に 、 準 備 金 の 

ーー 部 また ( は 6 電 か ら 外す よう 3 求 する こ と が で 
きる 。 こ れ に 応じ な いと き は 、 遺 言 の 執 行 を 引き 受け 
還 Pe 


被 占有 者 の 準備 金 の 持分 に 対す る 請求 は 、 そ の 同意 の 下 
に 、 法 律 の 運用 に より 、 そ の 男 囲 内 で 、 そ の 出生 と 未 
成年 の すべ て の 子供 に 利益 を 吾 える 。 


第 10SS 条 


段階 的 贈 選 の 作成 者 は 、 第 二 受 益 者 が 贈 王 に 必要 な 方 法 
で 受諾 を 通知 し て いな い 限 り 、 第 二 受益 者 に 関し て そ 
れ を 取り 消す こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 932 条 の 緩和 に より 、 贈 互 者 の 死亡 後 、 第 二 受 贈 者 が 
段階 的 贈 を 受諾 する こと が で きる 。 


第 10S6 条 


第 2 受益 者 が 贈 生 者 に 先立ち 、 ま た は 段階 的 贈 互 の 利益 
を 放棄 し た 場合 、 贈 互 の 対象 と な っ た 財産 また は 権利 
は 、 贈 者 の 相続 人 が それ を 受け 取る こと が で きる こ 
と を 明示 的 に 規定 する か 、 他 の 第 2 受益 者 を 指定 し な い 
限り 、 贈 者 の 財産 に 依存 する 。 


第 2 節 : 遺留 分 贈 王 。 


第 1057 条 


自由 権 は 、 第 一 受益 者 の 死後 、 第 一 受益 者 に な され た 贈 
誤 ま た は 遺産 の 残余 を 受け 取る よう 、 あ る 者 を 召 選 す 
る こと を 定め る こと が で きる 。 


第 10S8 条 


残余 贈 革 は 、 最 初 の 受益 者 が 受け 取っ た 財産 を 保持 する 
こと を 義務 付け る も の で は な い 。 残 り の 財産 を 伝達 す 
る 義務 を 負う 。 


残余 財産 の 対象 と な る 財産 が 第 一 受益 者 に よっ て 譲渡 さ 
れ た 場合 、 第 二 受 益 者 の 権利 は 、 そ の 譲渡 の 代金 や 新た 
に 取得 し た 財産 に 移転 し な い 。 


第 10S9 条 


第 1 受益 者 は 、 遺 吾 に より 遺贈 され た 財産 を 処分 する こ 
と が で き な い 。 


遺贈 は 、 第 一 受 遺 者 が 生前 贈 妃 に より 財産 を 処分 する こ 
と を 放 共 財 する こ と が で きる 。 


し か し 、 第 一 受益 者 が 予約 相続 人 で ある 場合 、 第 一 受益 
者 は 、 自 分 の 相続 分 こ 先 立ち 贈 さ 時 半生 時 中 7 
は 死後 処分 する 可能 性 を 保持 する 。 


第 1060 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 一 受益 者 は 、 設 定 者 また は その 相続 人 に 対し て 、 そ 
の 管理 に つい て 説明 する こと を 要 し な い 。 


第 1061 条 


1049 条 、1051 条 、1052 条 、105$ 条 、1036 条 の 規定 は 、 遺 
留 分 贈 選 に 適用 され る 。 


第 7 章 : 共有 贈与 。 
第 1 節 : 総則 
第 1075 条 


人 は 、 推 定 相続 人 の 間 で 、 そ の 財産 と 権利 の 分 配 と 分 割 
を 行う こと が で きる 。 


この 行為 は 、 贈 互 分 割 ま た は 遺言 分 割 の 形式 で 行う こ 
と が で きる 。 こ の 行為 は 、 前 者 の 場合 は 生前 贈 避 に つ 
いて 、 後 者 の 場合 は 遺 吉 に つい て 定め られ た 形式 、 条 
件 、 規 則 に 従わ な けれ ば な ら な い 、。 


第 107S-1 条 


何人 も 、 推 定 相続 人 で ある か 人 否 か に か か わら ず 、 そ の 
財産 と 権利 を 異な る 程度 の 子孫 の 間 で 分 配 し 、 共 有する 
を KG き る 。 


第 107S-2 条 


財産 が 工業 、 商 業 、 工 芸 、 農 業 ま た は 自由 業 の 性 質 を 有 
する 個人 事業 、 ま た は 工業 、 商 業 、 工芸 、 農 業 ま た は 自 
由 業 の 性 質 を 有する 活動 を 行う 会 社 の 権利 か ら な り 、 

その 会 社 に お いて 経営 機能 を 発揮 し て いる 場合 、 処 分 
者 は 、 贈 王 の 形 で 、 第 1075$ 条 お よび 第 1075-1 に 定め る 条 
件 の 下 、 各 会 社 の 形態 に 特有 の 条件 また は 定款 に 定め る 
と ころ に 従っ て 同 条 で いう 受贈 者 と その 他 1 人 また は 複 
数 の 人 の 間 で それ を 分 配 し 共有 する こと が で きる 。 


この 自由 裁量 は 、 事 業 の 運営 に 割り 当て られ た 有形 無形 
の 財産 また は 会 社 の 権利 が この 分 配 お よび 共有 に 含ま 

れる こと 、 お よび この 分 配 お よび 共有 が 以下 の いずれ 

を も 受益 者 に 帰属 させ な い 効 果 を 有する こと を 条件 と 

(お の 。 

(b) 被 相続 人 の 財産 また は 権利 が 被 相続 人 に 移転 し て い 
な いこ と 、 ま た は 被 相続 人 の 財産 また は 権利 が 被 相続 

人 に 移転 し て いな いこ と 。 


第 107S-3 条 


贈 互 株 式 お よび 遺贈 株 式 に 対し て は 、 病 変 を 理由 と す 
る 株 式 補充 訴訟 を 提起 する こと は で き な い 、。 


第 107S-4 条 


第 828 条 の 規定 は 、 受 贈 者 に 支払 われ る 代償 金 に 適用 さ 
れ 、 こ れ に 反する 合意 が あっ た と し て も 、 適 用 され る 
も の と する 。 


第 107S-S 条 


処分 者 が 死亡 の 日 に 残し た 財産 また は 権利 の すべ て が 
分 割 に 含ま れ て いな い 場 合 、 そ の 財産 また は 権利 の う 
ち 分 割 に 含ま れ て いな いも の は 、 法 律 に 従っ て 割り 当 
て られ 、 ま た は 共有 され る も の と する 。 


第 2 節 : 贈与 分 与 。 
第 1 項 : 推定 相続 人 に 対し て 行わ れる 贈与 分 割 。 
第 1076 条 


贈 分 割 は 現在 の 財産 に 対し て の み 行 うこ と が で き 
る 。 


贈 王 と 分 割 は 、 処 分 者 が 両方 の 行為 に 介入 する こと を 条 
件 と し て 、 別 々 の 行為 に よっ て 行う こと が で きる 。 


第 1076-1 条 


配偶 者 2 人 が 共同 で 行っ た 共有 贈 二 の 場合 、 共 有 で な い 
子 は 、 潮 者 自身 の 財産 また は 共有 財産 に 割り 当て る こ 
と が で き 、 配 偶 者 は 共有 財産 の 共同 所 有 者 と な る こと 
が で き な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1077 条 


推定 留保 相続 人 が 早期 の 分 割 に よっ て 受け 取っ た 財産 
は 、 そ の 取り 分 外 で 明示 的 に えら れ た 場合 を 除き 、 
その 取り 分 に 充当 され る 。 


第 1077-1 条 


共有 贈 五 に 貢献 し な か っ た 、 ま た は 準備 金 の 取り 分 に 
満た な い 財 産 を 受け 取っ た 留保 対象 相続 人 は 、 相 続 開始 
時 に 、 共 有 に 含ま れ な い 財 産 で 、 受 け 取 っ た 贈 与 を 考 
慮 し て 準備 金 を 構成 また は 完了 する の に 十分 な も の が 
な い 場 合 、 減 殺 請 求 訴訟 を 提起 する こと が で きる 。 


第 1077-2 条 


贈 選 株 は 、 帰 属 、 準 備 金 の 計算 、 減 額 に 関す る すべ て の 
事項 に お いて 、 生 前 贈与 = 関す る 規則 の 適 商用 を 受け 
る 。 


減殺 の 訴え は 、 分 割 を 行っ た 設定 者 の 死亡 後に の み 提 起 
する こと が で きる 。 夫婦 が 共同 で 行っ た 共有 贈 の 場 
合 、 減 殺 の 訴え は 、 共 有 で な い 子 が 死亡 する と すぐ に 
訴え を 起こ すこ と が で きる の を 除き 、 生 存する 設定 者 
の 人 死亡 後に の み 起 こす こと が で き る 。 

この 訴え は 、 死 亡 の 日 か ら 3$ 年 経過 する と 禁止 され る 。 


贈 の 時 点 で まだ 懐妊 し て いな い 推 定 相続 人 は 、 同 様 
の 訴え で 遺産 の 取り 分 を 補填 また は 完了 させ る こと が 
で きる 。 


第 1078 条 


生前 贈 避 に 適用 され る 規則 に か か わら ず 、 贈 互 さ れ た 
財産 は 、 別 段 の 合意 が な い 限 り 、 帰 属 と 準備 金 の 計算 の 
た め に 、 共 有 贈 吾 の 日 に 評価 され る 。 た だ し 、 上 昇 者 
の 人 死亡 時 に 生存 し て いる か 代理 人 で ある 準備 権 付 相続 人 
全員 が 予想 分 割 の 分 配 を 受け 、 そ れ を 明確 に 受け 入れ 
て お り 、 金 銭 総 額 に 関す る 用 益 権 の 準備 金 が 規定 され 
て いな いこ と が 条件 で ある 。 


第 1078-1 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


特定 の 受益 者 の 財産 は 、 そ の 全部 また は 一 部 が 、 そ の 
間 に 行っ た 使用 お よび 交換 を 考慮 し て 、 処 分 者 か ら 婚 
に 受け 取っ た 返 思 可能 な また は 株 外 の 贈 王 で 構成 され 
る 場合 が ある 。 


予想 され る 分 割 に 適用 され る 評価 日 は 、 そ れ に 組み 入 
れ ら れ た 先 の 贈 名 に も 適用 され る も の と する 。 こ れ に 
反する 定め は 、 不 文 律 と みな す 。 


第 1078-2 条 


当事者 は 、 株 外 で 行わ れ た 先 の 贈 五 を 分 割 に 組み 入れ 、 
受贈 者 の 積立 金 を 承継 株 の 前 渡し と し て 請求 する こと 
も 合意 で きる 。 


第 1078-3 条 


前 2 条 の 合意 は 、 処 分 者 に よる 新た な 贈 革 が な い 場 合 に 
も 行わ れる こと が ある 。 こ れ ら は 推定 相続 人 同士 の 贈 
旨 で は な く 、 設 定 者 が 行っ た 分 割 と みな され る 。 


第 2 項 : 程度 の 異な る 子 陀 に 対し て 行わ れる 贈 三 


O 


第 1078-4 条 


尋 順 の 者 が 共有 贈 を 行う 場 0 ら は 自分 の 子孫 
を 自分 の 代わ り に 全部 また は 一 部 に 割り 当て る こと に 
同意 する こと が で きる 。 


6 、 予 想 され る 分 割 に お いて 、 自 分 た ち 
の 間 で 別々 また ( は 共同 で 割り 当て る こと が で きる 。 


第 1078-S 条 


この 自由 裁量 は 、 昇 順 の 贈 避 者 に 子 が 1 人 し か いな い 場 


合 で も 、 そ の 子 と その 子孫 の 間 、 ま た は その 子孫 の み 
の 間 の いずれ で あっ て も 、 贈 王 分 割 を 構成 する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

行為 の 中 で 、 権 利 の 全部 また は 一 部 を 放棄 する 子 と 、 
それ に よっ て 利益 を 受け る 子孫 の 同意 を 必要 と する 。 
自由 権 は 、 放 茎 者 の 同意 が 錯 斉 、 誕 欺 ま た は 暴力 に よっ 
て 無効 と され た 場合 、 無 効 と な る 。 


第 1078-6 条 


異な る 程度 の 子孫 が 同一 の 共有 贈 選 に 参加 する 場合 、 そ 
の 共有 は 株 式 に よっ て 行わ れる 。 


ある 株 式 で は 異な る 程度 の 子孫 に 割り 当て 、 他 の 株 式 
で は 割り 当て な いこ と が で きる 。 


第 1078-7 条 


異な る 程度 の 子孫 へ の 贈与 株 式 は 、 第 1078 条 第 1 項 か ら 
第 3 項 ま で に 規定 する 合意 を 含む こと が で き る 。 


第 1078-8 条 


昇順 の 贈 上 避 者 の 相続 に お いて 、 分 割 の 予定 に より 子 ま 
た は その 子孫 が 受け 取っ た 財産 は 、 そ の 株 式 に よる 積 
立 金 の 取り 分 に 充当 し 、 補 助 的 に 利用 可能 な 取り 分 に 充 


当 す る 。 


同じ 糸 銃 の メン バー へ の 贈 互 は 、 被 相続 人 と の 関係 の 
程度 に 関係 な が く 、 す べ て 一 緒 に カウ ント され る 。 


贈 生 者 の 子孫 の 全員 が 予想 され る 分 割 に 同意 し 、 金 銭 の 
額 に つい て 用 益 権 留保 の 規定 が な い 場 合 、 受 益 者 が 割り 
当て られ た 財産 は 、 第 1078 条 で 定め た 規則 に 従っ て 評 
価 さ れる も の と する 。 


株 式 の 子孫 は 、 共 有 贈 所 に お いて 一 区 画 を 受け 取ら な 
か っ た か 、 ま た は 準備 金 の 取り 分 より 少な い 区 画 し か 
受け 取ら な か っ た 場合 、 そ の 権利 は 、 第 1077 条 第 1 項 お 
よび 第 1077 条 第 2 項 に 規定 する 規則 に 従っ て 履行 され 

の も 
お よび 1077-2 条 に 規定 する 規則 に 従っ て 履行 され る 。 


第 1078-9 条 


自分 の 子孫 が 自分 の 代わ り に 割り 当て られ る こと を 承 
語 し た 子 の 相続 で は 、 そ の 子 が 昇順 者 か ら 受 け 取 っ た 
財産 は 、 そ の 年 接 の 作者 か ら 来 た も の と し て 扱わ れ 
る 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


この よう な 財産 は 、 人 架空 の 再会 、 帰 属 、 報 告 、 場 合 に 
よっ て は 減殺 の た め の 生 前 贈 占 に 関す る 規則 の 適用 を 
受け ます 。 


し か し 、 子孫 の 全 上 只 が 予想 され る 分 割 で 土地 を 受け 取 
り 、 そ れ を 受け 入れ た 場合 で 、 金 銭 の 額 で の 用 益 権 に 
つい て の 規定 が な い 場 合 、 受 益 者 が 割り 当て られ た 財 
産 は 、 共 有 贈 に よっ て その 著者 か ら 受 け 取 っ た か の 

に 扱わ れ ます 。 


第 1078-10 条 


自分 の 子孫 が 自分 の 代わ り に 割り 当て られ る こと に 同 
呈し た す が 、 その 後 、 第 1078-4 条 に 定め る 条件 の 下 で 以 
前 に 前 の 子孫 と 3 共有 贈 避 を 行 
時 第 1078-9 条 に 定め る 規則 は 適用 され な い 、。 


この 新た な 共有 贈 二 は 、 第 1078 条 第 1 項 お よび 第 1078 条 
第 2 項 に 規定 する 合意 を 含む こと が で きる 。 


第 3 節 : 遺 吾 に よる 株 式 
第 1079 条 


言 に よる 分 割 は 、 分 割 の 効果 を 生じ させ る 。 そ の 受 
遺 者 は 、 新 た な 遺産 分 割 を 主張 する た め に 、 遺 言 に 依拠 
する 権利 を 放棄 する こと は で き な い 。 


第 1080 条 


準備 金 の 取り 分 に 相当 する 土地 を 受け 取っ て いな い 受 
益 者 は 、 第 1077-2 条 に 従っ て 減殺 の 訴え を 提起 する こと 


が で きる 。 


第 8 章 婚 燥 契約 に よる 配偶 者 へ の 贈 三 


配偶 者 、 お よび 婚 燃 関係 に ある 未成 年 の 子 に 対す 
る 贈 。 


第 1081 条 


婚 如 契 約 に より 配偶 者 また は その 一 方 に な され た 現存 
する 財産 の 生前 贈 紀 は 、 こ の 点 で な され た 贈与 に 定め 
られ た 一 般 的 な 規則 に 従わ な けれ ば な ら な い 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


本 タイ トル の 第 6 章 に 定め る 場合 を 除き 、 胎 児 の 利益 の 
た め に 行う こと は ば は できない 。 


第 1082 条 


父 お よび 母 、 そ の 他 の 証 系 尊属 、 配 偶 者 の 傍 糸 親族 、 さ 
ら に は 赤 の 他人 は 、 婚 燃 契約 に より 、 そ の 死亡 の 日 に 
残す 財産 の 全部 また は 一 部 を 、 当 該 配 偶 者 の 利益 の た め 
に 、 ま た 贈 避 者 が 受贈 配偶 者 に 生存 し て いる 場合 に 

は 、 そ の 婚 燥 の 未成 年 の 子 の 利益 の た め に 処分 する こ 

と が で きる 。 


この よう な 贈 王 は 、 配 偶 者 の み ま た は その 一 方 の 利益 
の た め に な され た も の で ある が 、 贈 難 者 が 生存 し て い 


る 協 合 に は 、 常 に 、 婚 燥 か ら 出生 する 子 お よび 子 老 の 
利益 の た め ( - な され た と 推定 され る も の と する 。 


第 1083 条 


前 条 に 規定 する 形式 に よ る 贈 は 、 贈 吾 者 が 、 少 額 の 報 
酬 その 他 の 方 法 に より 、 贈 互 に 含ま れる 物 を 無償 で 処 
分 する こと が で き な く な る と いう 意味 に お いて の み 、 

取り 消す こと が で き な い 。 


第 1084 条 


婚 燥 契約 に よる 贈 孔 は 、 贈 芋 の 日 に 存在 する 贈 王者 の 債 
務 と 費用 の 明細 を その 行為 に 添付 する こと を 条件 に 
現在 お よび 閣 来 の 財産 の 全部 また は 一 部 を 累積 し て 行 
うこ と が で きる 。 こ の 場合 、 受 贈 者 は 贈 芋 者 の 死亡 時 
に 、 現在 の 財産 に 限定 し て 、 贈与 者 の 余 東 財 産 を 放棄 し 
て 自由 に 行う こと が で き る 。 


第 108S 条 


前 条 の 声明 が 現在 お よび 格 来 の 財産 の 贈 選 を 含む 行為 に 

添付 され て いな い 場 合 、 受 贈 者 は 、 全 体 と し て 贈 選 を 

受け 入れ る か 償 か を 決定 する 義務 が ある 。 受 諸 の 場 

合 、 受 贈 者 は 贈 互 者 の 死亡 の 日 に 存在 し た 財産 の み を 請 
求 す る こと が で き 、 相 続 の すべ て の 債務 お よび 費用 の 
文 払い に 服 す る も の と する 。 


第 1086 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

婚 如 中 の 配偶 者 お よび 胎児 に 有利 な 婚 畑 契 約 に よ る 贈 三 
は 、 贈 者 の 相続 の 一 切 の 債務 お よび 費用 を 区 別 な く 支 
払う こと を 条件 と し 、 ま た は その 実行 が 贈 王 者 の 意思 

に 依存 する その 他 の 条件 の も と で 、 贈 避 が 行わ れ た 者 

で あれ ば 、 な お 行う こと が で きる 。 ま た 、 贈 王者 が 婚 

契 約 に よっ て 、 現 在 の 財産 に 対す る 贈 に 含ま れる 

楽器 、 ま た は 同じ 財産 か ら 取得 する 一 定 の 金額 を 処分 

する 自由 を 留保 し た 場合 、 そ の 楽器 また は 人 金額 を 処分 

せ ず に 死亡 する と 、 贈 互 に 含ま れる と みな され 、 受 贈 

者 また は その 相続 人 に 帰属 する も の と され る 。 


第 1087 条 


婚 如 契 約 に よっ て な され た 贈 は 、 受 諾 の 欠如 を 口実 
に 異議 を 唱え た り 、 無 効 と 宜 斉 し た りす る こと は で き 
MA 


第 1088 条 


婚 如 を 前 提 と し て な され た 贈 互 は 、 婚 畑 が 成立 し な 
か っ た 場合 に は 、 和 失効 する 。 


第 1089 条 


上 記 第 1082 条 、 第 1084 条 お よび 第 1086 条 の 規定 に より 配 
偶 者 の 一 方 に な され た 贈 七 は 、 贈 三 者 が 受贈 者 配偶 者 お 
よび その 後代 を 存続 させ た 場合 に は 、 和 失効 する も の と 
する 。 


第 1090 条 


婚 畑 契約 に より 配偶 者 に な され た すべ て の 贈 太 は 、 贈 
者 の 財産 が 開封 され た と き 、 法 律 が その 処分 を 許し 
た 部 分 に まで 減額 され る も の と する 。 


第 9 章 婚 婦 約 に よる 、 ま た は 婚 如 期 間 中 の 配偶 
者 間 の 処分 


また は 婚 燃 中 の 処分 

第 1091 条 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

夫婦 は 、 婚 契 約 に よっ て 、 以 下 に 定め る 修正 を 条件 と 


し て 、 互 い に 、 ま た は その 一 方 か ら 他 方 に 対し て 、 適 
当 と 認め る 贈 紀 を する こと が で きる 。 


第 1092 条 


婚 燥 契約 に よる 配偶 者 間 の 現存 する 財産 の 生前 贈 避 は 、 
この 条件 が 正式 に 表明 され な い 限 り 、 受 贈 者 の 生存 を 
条件 と し て 行わ れ た も の と は みな され な いも の と し 、 
この 種 の 贈 世 に つい て 上 記 に 定め られ た すべ て の 規則 
お よび 様式 に 従う も の と する 。 


第 1093 条 


婚 燥 契約 に よる 配偶 者 間 の 格 来 の 財産 また は 現在 お よ 
び 閣 来 の 財産 の 贈 盛 は 、 単 純 で ある か 相互 的 で ある か 
に か か わら ず 、 第 三 者 に よる 同様 の 贈 に 関し て 前 章 
で 定め られ た 規則 に 従う も の と する が 、 受 贈 配偶 者 が 
贈 王 配偶 者 より も 先 に 死亡 し た 場合 、 婚 如 か ら 生 まれ 
た 子供 に は 伝達 され な いこ と を 除く 。 


第 1094 条 


配偶 者 は 、 婚 燥 契約 に よっ て 、 ま た は 婚 燥 中 に 、 子 ま 
た は 子孫 を 残さ な い 場 合 に は 、 財 産 上 、 他 の 配偶 者 の 
た め に 、 外 国人 の た め に 処分 する こと が で きる も の を 
すべ て 処分 する こと が で きる 。 


第 1094-1 条 


配偶 者 が 子 ま た は 子孫 を 残す 場合 、 婚 燥 の 有無 に か か 
わら ず 、 そ の 配偶 者 は 、 外 国人 の た め に 処分 する こと 


が で きた も の の 財産 、 ま た は 財産 上 の 4 分 の 1、 残 り の 4 
分 の 3 の 用 益 権 、 あ る い は 用 益 権 の み の 全 財産 の いずれ 
か を 相手 方 配偶 者 に 有利 に 処分 する こと が で き る 。 


設定 者 に よる 別段 の 定め が な い 限 り 、 生 存 配偶 者 は 、 自 
己 の た め に 処分 され た 財産 の 一 部 に 、 そ の 遺贈 を 制限 
する こと が で きる 。 こ の 制限 は 、 他 の 相続 人 へ の 贈 王 
の 見 が すこ と は で き な が い 。 


第 1094-3 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

子 ま た は 子孫 は 、 処 分 者 の 反対 の 規定 に か か わら ず 、 
使用 権 者 の 選択 に より 、 動 産 の 目録 お よび 不動 産 の 明細 
書 を 作成 する こと 、 金額 を 使用 する こと 、 無 記名 証 券 
を 登録 証券 に 変更 する こと また は 認可 され た 預託 機関 
に 預託 する こと を 要求 する こと が で きる 。 


第 109S 条 


未成 年 者 は 、 婚 畑 の 効力 に 必要 な 者 の 同意 と 援助 が ある 
場合 を 除き 、 嬉 契約 に よっ て 、 単純 贈 弓 また は 相互 贈 
王 に よっ て 、 他 方 の 配偶 者 に 贈 七 する こと は で きず 、 
その 同意 が あれ ば 、 法 律 が 満 年 の 配偶 者 に 紀 え る こと 
を 認め て いる すべ て の も の を 右 え る こと が で きる 。 


第 1096 条 


婚 興 中 に 配偶 者 間 で 行わ れ た 閣 来 の 財産 の 贈 名 は 、 常 に 
取り 消す こと が で きる 。 


婚 燥 中 に 配偶 者 間 で 行わ れ た 現在 の 財産 の 贈 は 、 第 
933 条 か ら 第 958 条 に 規定 され る 条件 下 で の み 取 り 消 す 
らら を の で きる 。 


配偶 者 間 で 行わ れ た 現在 また は 閣 来 の 財産 の 贈 は 、 子 
供 の 発生 に よっ て 取り 消さ れる こと は な い 。 


第 1098 条 


配偶 者 が 第 1094-1 条 の 範囲 内 で 財産 の 贈 紀 を 行っ た 場 

合 、 両 配偶 者 の 子 で な い 各 子 は 、 贈 し た 配偶 者 が 反対 
の 明確 な 意思 表示 を し た 場合 を 除き 、 自 分 に 関す る 限 

り 、 生 存 配偶 者 が いな い 場 合 に 自分 が 受け る は ず だ っ 

た 遺産 の 一 部 の 用 益 権 の 放棄 を 贈 互 の 実行 に 代え る 権利 
を 有する も の と する 。 


この オプ ショ ン を 行使 し た 者 は 、 第 1094-3 条 の 規定 の 適 
用 を 要求 する こと が で きる 。 


第 1099 条 


配偶 者 は 、 上 記 の 規定 で 説 め られ て いる 以上 の も の を 
間接 的 に 避 え 合 うこ と は で き な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1099-1 条 
配偶 者 が 他方 か ら そ の 目的 の た め に 贈 王 され た 金銭 で 


財産 を 取得 する 場合 、 そ の 贈 互 は 金銭 の み で あり 、 そ 
の 目的 と な る 財産 は 贈 世 され な い 。 


この 場合 、 贈 者 また は その 相続 人 の 権利 は 、 そ の 財 
産 の 現在 の 価値 に 基づく 金銭 に 限ら れる 。 財 産 が 上 疎外 
され て いる 場合 は 、 疎 外さ れ た 日 の 価額 を 、 疎 外さ れ 
た 財産 に 新た な 財産 が 代位 され て いる 場合 は 、 そ の 新 
た な 財産 の 価額 を 考慮 し ます 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま なか 方法 

第 3 編 : 義務 の 発生 源 

第 1100 条 

義務 は 、 法 律 行為 、 法 律 上 の 事実 、 ま た は 法律 の 唯一 の 
権威 か ら 生じ る 。 


他 者 に 対す る 良心 の 義務 の 自発 的 な 履行 また は 履行 の 約 
東 か ら 発生 する こと も ある 。 


第 1100-1 条 


法律 行為 は 、 法 的 効果 を も た ら す こと を 意図 し た 意志 
の 表明 で ある 。 そ れ ら は 、 慣 習 的 で あっ て も 一 方 的 で 
め つ て や よし いり 


それ ら は 、 当 然 の こと な が ら 、 そ の 有効 性 と 効果 に つ 
いて 、 契 約 を 規定 する 規則 に 従う 。 


第 1100-2 条 

法 的 事実 と は 、 法 律 が 法 的 効果 を 付 避 する 行為 や 事象 の 
こと で ある 。 

法律 上 の 事実 か ら 生 じ る 義務 は 、 場 合 に より 、 契 約 外 の 
責任 に 関す る 下位 区 分 また は その 他 の 義務 の 発生 源 に 

関す る 下位 区 分 に よっ て 規定 され る 。 

サブ プ タ イ トル 1I: 事 約 

第 1 章 : 導入 規定 

第 1101 条 


契約 と は 、 義 務 の 発生 、 変 更 、 移 転 、 消 滅 を 目的 と し た 
2 人 以上 の 者 間 の 意思 の 合致 を いう 。 


第 1102 条 


すべ て の 人 は 、 契 約 す る か し な いか 、 共 同 契約 者 を 選 
ぶ か 、 法 律 で 定め られ た 範囲 内 で 契約 の 内 容 や 形式 を 
決定 する 自由 が ある 。 


契約 の 自由 は 、 公 序 民 俗 の 規則 か ら の 介 脱 を 認め な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1103 条 

適法 に 成立 し た 契約 は 、 そ れ を 締結 し た 者 に と っ て 法 
律 に 代わ る も の で ある 。 

第 1104 条 


契約 は 誠実 に 交渉 され 、 成 立 し 、 履 行 さ れ な けれ ば な 
ら な い 。 


この 規定 は 公 序 民 俗 に 基づく も の で ある 。 


第 110S 条 


契約 は 、 固 有名 詞 の 有無 に か か わら ず 、 こ の 副題 の 主 
是 で ある 一 般 規則 の 適用 を 受け る 。 


特定 の 契約 に 特有 の 規則 は 、 各 契約 に 固有 の 規定 で 定め 
られ て いる 。 


一 般 規 則 は 、 こ れ ら の 特別 規則 に 従っ て 適用 され る 。 


第 1106 条 


契約 は 、 契 約 当事者 が 相互 に 義務 を 負っ て いる 場合 、 協 
約 的 で ある 。 


一 方 的 な 契約 と は 、1 人 また は 複数 の 人 が 1 人 また は 複 
数 の 人 に 対し て 義務 を 負い 、 そ の 人 た ちの 側 に は 相互 
の 義務 が な い 場 合 で ある 。 


第 1107 条 
契約 は 、 当 事 者 の それ ぞ れ が 提供 する 見 返り と し て 他 
方 か ら 利益 を 受け る 場合 、 有 償 で ある 。 


当事者 の 一 方 が 対価 を 期待 する こと な く 、 ま た 受け 取 
る こと な く 、 他 方 に 便益 を 革 える 場合 は 無償 で ある 。 


第 1108 条 


契約 は 、 当 事 者 の それ ぞ れ が 、 自 分 が 受け る 利益 と 同 
等 と みな され る 利益 を 他方 に 世 え る こと を 約束 する 場 
合 、 可 換 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


当事者 が 、 契 約 か ら 生 じ る 利益 と 損失 に 関し て 、 契 約 の 


効果 を 不 確 実 な 事象 に 依存 させ る こと に 同意 する 場 
合 、 そ れ は 無 作 為 で ある 。 


第 1109 条 


契約 は 、 そ の 表現 形式 が 何で あれ 、 同 意 の 単なる 交換 
に よっ て 成立 する 場合 、 同 意 的 で ある 。 


契約 は 、 そ の 有効 性 が 法律 で 定め られ た 形式 に 従う も 
の で ある 場合 、 厳 東 な も の で ある 。 


契約 は 、 そ の 成立 が 物 の 引渡 し を 条件 と する 場合 、 実 質 
的 な も の で ある 。 


第 1110 条 
私 的 契約 は 、 そ の 条件 が 当事者 間 で 交渉 可能 な も の で あ 
る 。 


接着 剤 契約 と は 、 当 事 者 の 一 方 が あら か じ め 決 め た 、 
交渉 不可 能 な 条項 を 含む 契約 で ある 。 


第 1111 条 
枠組 み 契 約 は 、 当 事 者 が 閣 来 の 契約 関係 の 一 般 的 な 特徴 


に 合意 する 契約 で ある 。 実施 契約 は 、 履 行 条 件 を 規定 す 
る も の で ある 。 


第 1111-1 条 
即時 履行 契約 と は 、 そ の 義務 が 一 回 の 操作 で 履行 され る 
契約 で ある 。 
逐次 履行 の 契約 と は 、 少 な く と も 一 方 の 当事者 の 義務 
が 、 時 間 を か け て いく つか の 分 割 弘 いで 履行 され る 契 
約 で ある 。 


第 2 章 : 契約 の 成立 


第 1 節 : 下 約 の 締結 
第 1 小節 : 交渉 
第 1112 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

契約 前 の 交渉 の 主導 、 実 施 、 終 了 は 自由 で ある 。 交渉 
は 、 誠 意 あ る 行動 の 要件 を 満た す 必 要 が あり ます 。 


交渉 に 諾 り が あっ た 場合 、 そ の 結果 生じ た 損害 の 賠償 
は 、 締 結 され な か っ た 契約 か ら 期 待 さ れる 利点 の 損失 
や 、 そ の よう な 利点 を 得る 機会 の 損失 を 補償 する こと 
を 目的 と する も の で あっ て は な ら な い 。 


第 1112-1 条 


相手 方 の 同意 に と っ て 決定 的 に 重要 な 情報 を 知っ て い 
る 当事者 は 、 相 手 方 が その 情報 を 合法 的 に 知ら な か っ 
た り 、 契 約 上 の 相手 方 を 信頼 し て いた りす る 場合 に 
は 、 相 手 方 に その 情報 を 知ら せな けれ ば な ら な い 、。 


た だ し 、 こ の 通知 義務 は 、 履 行 価額 の 見 積もり に は 関 
係 し な い 。 


契約 の 内 容 ま た は 当事者 の 能力 に 長 接 か つ 必 要 な 関係 を 
有する 情報 は 、 決 定 的 に 重要 で ある 。 


相手 方 が 情報 を 提供 する 義務 を 負っ て いた こと を 証明 
する 責任 は 、 情 報 を 得る 権利 が あっ た と 主張 する 当 事 
者 に あり 、 情 報 を 提供 し た こと を 証明 する 責任 は 、 相 
手 方 に ある 。 


当事者 は 、 こ の 義務 を 制限 する こと も 排除 する こと も 
@⑯ き ま 穫 ん Ap 


この 義務 に 拘束 され た 当事者 の 責任 に 加え 、 こ の 情報 
提供 義務 を 遵守 し な か っ た 場合 、 第 1130 条 以降 に 規定 さ 
れる 条件 に より 、 契 約 が 無効 と な る 可能 性 が ある 。 


第 1112-2 条 

交渉 の 過程 で 得 た 秘密 情報 を 許可 な く 使 用 また は 開示 し 
た 者 は 、 通 常 法 の 条件 に 従っ て 責任 を 負う 。 

第 2 節 申し 出 と 受 諸 

第 1113 条 


契約 は 、 当 事 者 が 約束 を 締結 する 意思 を 明示 する 申し 出 
と 承諾 の 出会い に よ っ て 成立 する 。 


この 意志 は 、 そ の 作成 者 の 側 の 宣言 また は 明白 な 行為 
か ら 生 じ る こと が ある 。 


第 1114 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

特定 また は 不 特定 の 者 に 対し て な され る 申し 出 は 、 想 
定 さ れる 契約 の 必須 要素 を 含み 、 受 諾 の 場合 に 拘束 され 
る と いう 作成 者 の 意思 を 表明 する も の で ある 。 そ う で 
な けれ ば 、 交 渉 に 入る た め の 招 待 状 で し か な い 。 


第 111S 条 


受取 人 に 到達 し て いな い 限 り 、 自 由 に 撤回 する こと が 
で きる 。 


第 1116 条 
申し 出 は 、 そ の 作成 者 が 定め た 期間 の 満了 前 、 あ る い 


は 、 そ う で な い 場 合 は 、 合 理 的 な 期間 の 終了 前 に 撤回 
の の 0 G き 2 


この 禁止 に 違反 し た 申込 み の 撤回 に より 、 契 約 の 締結 
が 妨げ られ る 。 


また 、 契 約 か ら 期 待 さ れる 利益 の 損失 を 補償 する 義務 
を 負わ せる こと な く 、 通 常 法 の 条件 下 で 契約 外 の 責任 
を 著者 に 負わ せる 。 


第 1117 条 


申し 出 は 、 そ の 作成 者 が 定め た 期間 が 経過 し た と き 、 
また は 、 そ う で な い 場 合 は 、 合 理 的 な 期間 が 経過 し た 
どき に 和 失効 する 。 


また 、 申 し 出 者 の 能力 不足 、 死 詞 、 ま た は 譲受 人 の 死亡 
の 場合 に も 和 失効 する 。 


第 1118 条 


受 語 と は 、 申 し 出 の 条件 に 拘束 され る と いう 申し 出 人 


の 意思 の 表明 で ある 。 


承諾 が 申し 出 人 に 到達 し て いな い 限 り 、 承 諾 の 前 に 申 
し 出 人 に 到達 し て いれ ば 、 自 由 に 撤回 する こと が で き 
る 。 


申込 み に 適合 し な い 承 詰 は 、 そ れ が 新た な 申込 み で な 
い 限 り 、 効 力 を 有 し な い 。 


第 1119 条 


当事者 の 一 方 が 主張 する 一 般 取引 条件 は 、 他 方 当事者 の 
知る と ころ と な り 、 か つ 他 方 当事者 が 承諾 し な い 限 
り 、 他 方 当事者 に 対し て 効力 を 有 し な い 、。 


一 方 の 当事者 が 提示 し た 一 般 条 件 と 他方 の 当事者 が 提示 
し た 一 般 条 件 と の 間 に 矛 盾 が ある 場合 、 矛 盾 する 条項 
は 効力 を 持た な い 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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一 般 条 件 と 特別 条件 と の 間 に 矛 盾 が ある 場合 、 後 者 が 前 
者 に 優先 する も の と し ます 。 
第 1120 条 


法律 、 慣 習 、 取 引 関 係 、 特 定 の 状況 に より 必要 と され る 
場合 を 除き 、 黙 秘 は 承諾 を 意味 し な い 。 


第 1121 条 


契約 は 、 承 諾 が 申込 み 者 に 到達 し た 時 点 で 成立 する 。 承 
諾 が 到達 し た 場所 で 成立 し た も の と みな され る 。 


第 1122 条 


法律 また は 契約 は 、 ク ー リ ング オフ 期間 (譲受 人 が 承 
証 を 表明 で き な い 期間 ) 、 ま た は 撤回 期間 (譲受 人 が 承 
論 を 撤回 で きる 期間 ) を 定め る こと が で きる 。 


第 3 小節 優遇 協定 と 一 方 的 約束 
第 1123 条 


優先 契約 と は 、 当 事 者 が 、 受 益 者 が 契約 を し よう と す 
る 井 合 に 、 優 先 的 に 取引 を 行う こと を 約束 する 契約 を 
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優先 権 協定 に 違反 し て 第 三 者 と 契約 が 結ば れ た 場合 、 受 
益 者 は 被っ た 損害 の 補償 を 得る こと が で きる 。 第 三 者 

が 盟約 の 存在 と それ を 利用 する 受益 者 の 意図 を 知っ て 

いた 場合 、 受 益 者 は 無効 を 訴え る こと も 、 純 結 さ れ た 

契約 に お いて 第 三 者 を 代用 する よう 裁 麟 記 に 求め る こ 

と で きま すず) 


第 三 者 は 、 受 益 者 に 対し 、 第 三 者 が 設定 し 合理 的 で な け 
れ ば な ら な い 期 限 内 に 、 優 先 契 約 の 存在 と それ を 利用 
する 意思 が ある か どう か を 確認 する よう 書面 で 求め る 
らら と が で きま す 。 


書面 に は 、 受 益 者 が その 期間 内 に 返答 し な い 場 合 、 第 三 
者 と の 契約 に 優先 盟約 を 代入 させ る こと 、 ま た は 契約 
を 無効 と する こと を 求め る こと が で き な い 上 冒 が 記載 さ 
れ て いる も の と する 。 


第 1124 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


一 方 的 な 約束 と は 、 当 事 者 の 一 方 (約束 者 ) が 他方 ( 受 
益 者 ) に 対し て 、 本 質 的 な 要素 が 確定 し て お り 、 受 益 者 
の 同意 の みか 必要 と され る 契約 の 成立 を 選択 する 権利 
を 付 す る 契約 で ある 。 


受益 者 が 選択 する こと を 許さ れ た 期間 中 に 約束 を 取り 
消し た と し て も 、 約 束 さ れ た 契約 の 成立 は 妨げ られ な 
Na 


一 方 的 な 約 東 に 培 反 し て 、 そ の 存在 を 知っ て いた 第 三 
者 と の 間 で 締結 され た 契約 は 、 無 効 で ある 。 


第 4 小節 電子 的 手段 に より 締結 され た 契 約 に 特有 
の 規定 

電子 的 手段 

第 112S 条 

電子 的 手段 は 、 契 約 上 の 規定 また は 商品 も し く は サー 


ビス に 関す る 情報 を 利用 可能 に する た め に 使用 する こ 
と が で きる 。 


第 1126 条 


契約 締結 の た め に 要求 され た 情報 、 ま た は 契約 履行 の 
過程 で 送信 され た 情報 は 、 受 信者 が この 手段 の 使用 に 同 
意 し て いる 場合 、 電 子 メ ー ル に よっ て 送信 する こと が 
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第 1127 条 


専門 家 向 け の 情報 は 、 専 門 家 が 電子 メー ル ア ド レス を 
通知 し て いる 場合 に 、 電 子 メ ー ル に よっ て 送信 する こ 
どか で きる 


この 情報 が 書式 に 記載 され る 場合 、 そ の 書式 は 、 そ れ 
を 記入 し な けれ ば な ら な い 者 が 電子 的 に 利用 で きる よ 
うに し な けれ ば な ら な い 。 


第 1127-1 条 


電子 的 手段 に より 商品 の 供給 また は サー ビス の 提供 を 

還 間 間 半生 昌和 
び 複 製 可能 な 方 法 で 利用 で きる よう に し な けれ ば な ら 
な い 。 


提供 者 は 、 提 供 者 が 電子 的 に アク セス 可能 で ある 限 
り 、 そ の 提供 に 拘束 され る も の と する 。 


また 、 申 し 出 に は 以下 の 事項 を 明記 し な けれ ば な ら な 
い 、。 


19 電子 的 手段 に より 契約 を 締結 する た め に 踏む べき 
様々 な 手順 、 民 法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作 
成 日 : 2022 年 4 月 13 日 


29 契約 締結 前 に 、 申 し 出 の 受領 者 が デー タ 入 力 の 斉 り 
を 特定 し 訂正 する た め の 投 術 的 手段 3* 契約 締結 の た め 
に 提案 され た 言語 (フラ ンス 語 は その うち の 1 言語 で な 
けれ ば な ら な い ) 。 


4? 必要 に 応じ て 、 申 し 出 の 作成 者 が 契約 を 保存 する 方 
法 お よび 保存 され た 契約 に アク セス する た め の 条 件 。 


5? 申込 者 が 提出 を 予定 し て いる 専門 的 か つ 商 業 的 な 規 
則 ( 夫 当 す る 場合 ) を 電子 的 手段 で 参照 する 方 法 。 


第 1127-2 条 


は 、 申 し 出 を 受け た 者 が 、 最 終 的 な 承諾 を 表明 する 

に 確認 を 行う 前 こ 、 注 文 の 詳細 と その 合計 金額 を 
6 ヽ 雇 り を 修正 す る 機会 が あ っ た 場合 に の み 有 効 
半 り の れる 。 


注文 者 は 、 電 子 的 に 送信 され た 注文 を 不当 に 眉 延 する こ 
と な く 確 認 し な けれ ば な り ま せん 。 


注文 書 、 申 込み 受諾 確認 書 、 受領 確認 書 は 、 下 先 と な る 
当事者 が アク セス で きる 時 点 で 受 叙 さ れ た も の と みな 
され る 。 


第 1127-3 条 


電子 メー ル の 交換 の み に よ っ て 締結 され た 商品 の 供 % 
また は サー ビス の 提供 に 関す る 契約 に つい て は 、 
1127-1 条 の 1? か ら 5? お よび 第 1127-2 条 の 最初 の 2 段落 で 言 
及 さ れ た 義務 は 例外 と され る 。 


さら に 、 専 門 家 同士 の 契約 に お いて は 、 第 1127-1 条 と 第 
1127-2 条 の 1? か ら 5$? の 規定 は 免除 され ます 。 


第 1127-4 条 


第 1125 条 お よび 第 1126 条 に 定め る 場合 を 除き 、 電 子 的 な 
書面 の 交付 は 、 00OIPER の お 
後 、 受 賃 を 認め た と き に 有効 と な る 。 


書面 を 名 宛 人 に 読み 聞か せな けれ ば な ら な い 冒 の 規定 
が ある と き は 、 第 1 項 に 規定 する 条件 に より 電子 書面 を 


利害 関係 人 に 交付 する こと は 、 こ れ を 読み 聞か せる こ 
と と 同じ で ある 。 


第 2 節 : 契約 の 有効 性 

第 1128 条 

契約 の 有効 性 に つい て は 、 以 下 の こ と か 必要 で ある 。 
民法 - 最終 修正 日 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 2022 年 04 
月 15 日 

1? 当事者 の 同意 。 

2? 当事者 の 契約 能 

3 U 合法 的 か つ 確 実 な 内 容 で ある こと 。 

第 1 節 : 同意 

第 1 項 : 同意 の 存在 

第 1129 条 


第 414-1 条 に より 、 契 約 に 対し て 有効 な 同意 を する た め 
に は 、 健 全 な 精神 状 能 に ある こと か 必要 で ある 。 


第 2 項 : 同意 の 趣 徳 行為 


第 1130 条 


錯 斉 、 誕 欺 お よび 柄 力 は 、 そ れ ら が な けれ ば 当事者 の 
ー 方 が 契約 し な か っ た か 、 ま た は 実質 的 に 異な る 条件 
で 契約 し た で あろ うと いう よう な 性 質 の も の で ある 場 
合 に は 、 同 意 を 無効 と する 。 


これ ら の 決定 的 な 性 質 は 、 同 意 が な され た 人 物 と 状況 
に 照ら し て 評価 され る 。 

第 1131 条 

同意 の 欠陥 は 、 契 約 の 相対 的 無効 の 根拠 と な る 。 

第 1132 条 

法律 また は 事実 の 説 り は 、 そ れ が 履行 すべ き 本 質 的 な 


性 質 ま た は 契約 の 相手 方 の 性 質 に 関係 する 場合 、 許し が 
た いも の で な い 限 り 、 契 約 の 無効 の 根拠 と な る 。 


第 1133 条 


履行 の 本 質 と は 、 当 事 者 が 明示 的 また は 庄 示 的 に 合意 
し 、 そ の 対価 と し て 契約 し た も の で ある 。 


錯 諾 は 、 そ れ が 一 方 の 当事者 の 履行 に 関す る も の で あ 
ろう と 他方 の 当事者 の 履行 に 関す る も の で あろ うと 、 
無効 の 根拠 と な る 。 


履行 品質 に 関す る 危険 負担 の 受諾 は 、 そ の 品質 に 関す る 


錯 衣 を 除外 する 。 
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第 1134 条 


契約 の 相手 方 の 本 質 的 な 性 質 に つい て の 錯 調 は 、 そ の 
生生 E0 だ ど の 
と な る 。 


第 113S 条 


履行 義務 や 相手 方 の 本 質 的 な 資質 と は 無関係 な 単なる 動 
機 に 関す る 錯 謀 は 、 当 事 者 が 明示 的 に それ を 同意 の 決定 
要素 と し な い 限 り 、 無 効 の 根拠 と は な ら な い 。 


し か し な が ら 、 贈 避 の 理由 に つい て の 諾 り は 、 そ れ が 
な けれ ば その 作成 者 が それ を 処分 し な か っ た で あろ う 
と いう こと で あり 、 無 効 の 根拠 と な る 。 


第 1136 条 

契約 当事者 が 、 履 行 物 の 本 質 的 な 性 質 に つい て 誠 る こと 
な く 、 そ れ に つい て 不正 確 な 経済 的 評価 の み を 行う 価 
値 に 関す る 諾 り は 、 無 効 の 根拠 と は な ら な い 。 

第 1137 条 


詐欺 と は 、 契 約 当事者 が 天 思 や 嘘 に よっ て 相手 方 の 同意 
を 得る こ と で ある 。 


また 、 当 事 者 の 一 方 が 、 相 手 方 に と っ て 決定 的 で ある 
こと を 知っ て いる 情報 を 故意 に 隠し た 場合 も 詐欺 と な 
る 。 


た だ し 、 当 事 者 の 一 方 が 履行 価額 の 見 積 り を 他方 に 明 ら 
か に し な い 場 合 は 、 詐欺 と は な ら な い 。 


第 1138 条 


契約 当事者 の 代表 者 、 経 営 者 、 代 理 人 、 保 証人 か ら 発 せ 
られ た 場合 も 詐欺 と な る 。 


また 、 第 三 者 が 共謀 し て 発し た 場合 も 詐欺 と な る 。 
第 1139 条 


証 欺 に よる 誠 り は 、 常 に 弁解 の 余地 が あり 、 そ れ が 履 
行 価額 や 契約 の 単純 な 理由 に 関す る も の で あっ て も 、 

無効 の 根拠 と な る 。 
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第 1140 条 


当事者 が 、 自 己 、 自 己 の 財産 また は 自己 の 親族 の 財産 を 
相当 な 危害 に 時 2 
の 圧力 の 下 に 契約 を 行う 場合 に は 、 病 力 が 存在 する 。 


第 1141 条 


法 的 措 加 の 脅威 は 困 力 に 当たら な い 。 法 的 救済 が その 目 
的 か ら 介 腕 し た 場合 、 あ る い は 明らか に 過大 な 利益 を 


得る た め に 発動 また は 行使 され た 場合 は 、 こ の 限り で 
ク 

第 1142 条 

暴力 は 、 そ れ が 当事者 に よっ て 行使 され た と し て も 、 


第 三 者 に よっ て 行使 され た と し て も 、 無 効 の 根拠 と な 
る 。 


第 1143 条 

林 力 は 、 当 事 者 が 、 共 同 契 約 者 が 賞 か れ て いる 依存 状態 
を 吉 用 し て 、 そ の よう な 強制 が な けれ ば 締結 し な か っ 
た で あろ う 契 約 を 彼 か ら 取 得 し 、 そ こ か ら 明 ら か に 過 
大 な 利益 を 得る 場合 に も 存在 する 。 

第 1144 条 

無効 の 訴え の 期限 は 、 錯 諾 また は 詐欺 の 場合 に は 、 そ 
れ ら が 発見 され た 日 か ら 、 雄 力 の 場合 に は 、 そ れ が 停 
止 し た 日 か ら の み 進 行 す る 。 

第 2 小節 意思 能力 お よび 代理 

第 1 項 : 意思 能力 

第 114S 条 


自然 人 は 、 法 律 で 定め られ た 能力 不足 の 場合 を 除き 、 契 
釣 す る こと が で きる 。 


法人 の 能力 は 、 そ れ ぞ れ の 法人 に 適用 され る 規則 に 
よっ て 制限 され る 。 


第 1146 条 

以下 の 者 は 、 法 律 で 定め られ た 範囲 内 で 、 契 約 す る こ 

と が で き な い 。 民 法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 02 日 - 文書 
作成 日 : 2022 年 4 月 1 日 

12 独立 し た 未成 年 者 : 

2. 第 425 条 の 意味 で の 被 保護 成人 。 

第 1147 条 

契約 能力 の 欠如 は 相対 的 無効 の 原因 で ある 。 

第 1148 条 

契約 不能 者 は 、 通 常 の 条件 下 で 締結 され た も の で あれ 

ば 、 法 律 や 慣習 で 認め られ た 通常 の 行為 を 単独 で 行う 

こも が で きる 。 

第 1149 条 

未成 年 者 が 行っ た 通常 の 行為 は 、 単 純 な 傷害 を 理由 に 無 
効 と する こと が で きる 。 た だ し 、 傷 害 が 予見 で き な い 

出来 事 か ら 生じ た 場合 に は 、 無 効 は 生じ な い 。 


未成 年 者 が 行っ た 単なる 成年 宣 斉 は 、 取 消し の 障害 と は 
な ら な い 。 


未成 年 者 は 、 そ の 職業 を 行使 する 際 に 行っ た 約束 か ら 
光 れ る こと (まで き が い 、 


第 11s0 条 


保護 され る 成人 が 行っ た 行為 は 、 第 1148 条 、 第 1151 条 、 
第 1352 条 の 4 を 害する こと な く 、 第 43$ 条 、 第 46$ 条 、 第 
494 条 の 9( に 準拠 する 。 


第 11S1 条 


契約 当事者 は 、 そ の 行為 が 被 保護 者 に と っ て 有用 で あ 
り 、 か つ 、 傷 害 が な く 、 ま た は 利益 を な もたらす も の で 
あっ た こと を 立証 する こと に より 、 自 己 に 対し て 提起 
され た 無効 の 訴え を 防ぐ こと が で きる 。 


また 、 能 力 を 有する よう に な っ た 契約 当事者 が その 行 
為 を 確認 する こと に よっ て 、 無 効 の 訴え に 対抗 する こ 
と が で きる 。 


第 1152 条 


訴訟 の 時 効 は 以下 の 通り で ある 。 


(1) 未成 年 者 に よっ て な され た 行為 に つい て は 、 そ の 成 
年 また は 解放 の 日 か ら : 民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 
日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 月 1 日 

29 満年齢 の 被 保護 成人 が し た 行為 に つい て は 、 再 び 有 
効 に 行う こと が で き る 状態 に あっ た と き に 、 そ の 行為 
を 知っ た 日 か ら 。 


3? 後見 人 若しくは 保 佐 人 の 相続 人 又は 家族 の ハビ リ 
テー ショ ン の 対象 で ある 者 の 相続 人 に つい て は 、 そ の 


前 に 開始 され て いな い 場 合 に は 、 死 亡 の 日 か ら 。 


第 2 項 : 代理 
第 11S3 条 


法律 上 、 司 法 上 また は 契約 上 の 代理 人 は 、 芋 えら れ た 権 
限 の 範囲 内 で の み 行 動 す る 権利 を 有する 。 


第 1154 条 


代理 人 が 本 人 の 名 で 、 本 人 に 代わ っ て 権限 の 男 囲 内 で 行 
動 する 場合 、 本 人 だ けが こう し て 締結 され た 約束 に 拘 
東 さ れる 。 


代理 人 が 他人 の た め に 行動 し て いる と 定理 し て いる 
が 、 自 分 の 名 前 で 契約 し て いる 場合 、 相 手 方 に 対し て 
は 代理 人 だ けが 拘束 され る も の と する 。 


第 11SS 条 


代理 人 の 権限 が 一 般 的 に 定義 され て いる 場合 、 そ れ は 
保存 的 お よび 管理 的 な 行為 の み を 対象 と する 。 


代理 人 の 権限 が 特別 に 定義 S れ て いる 場合 、 代 理 人 は 権 
限 を え られ て いる 行為 と それ に 付随 する 行為 の み を 
条 づ COY で きる 。 


第 11S6 条 


代理 人 が 権限 な し に 、 ま た は 権限 を 超え て 行っ た 行為 
は 、 契 約 し て いる 第 三 者 が 、 特 に 本 人 の 行動 や 発言 に 
より 、 代 理 人 の 権限 の 実態 を 合法 的 に 儲 じ て い た 場合 
を 除き 、 本 人 に 対し て 強制 力 を 持た な い 。 


第 三 者 が 、 権 限 が な い 、 ま た は 権限 を 超え た 代理 人 に 
よっ て 行為 が 行わ れ た こと を 知ら な か っ た 場合 、 第 三 
者 は その 無効 を 主張 する こと が で きる 。 


本 人 が その 行為 を 追認 し た 後 は 、 そ の 行為 の 強制 不能 性 
また は 無効 性 を 主張 する こと は で き な く な る 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


第 1157 条 


代理 人 が その 権限 を 部 用 し て 本 人 に 不利 益 を 考え た 場 
合 、 第 三 者 が その 部 用 を 誰 識 し て いた 、 ま た は 認識 で 
き な か っ た 場合 に は 、 後 者 は 行っ た 行為 の 無効 を 主張 
する こと が で きる 。 


第 11S8 条 


契約 上 の 代理 人 が 締結 し よう と し て いる 行為 に 関連 し 

て 、 そ の 権限 の 範囲 を 疑う 第 三 者 は 、 本 人 が 定め る 合理 
的 な 期間 内 に 、 代 理 人 に その 行為 を 締結 する 権限 が あ 

る こと を 確認 する よう 本 人 に 書面 で 要求 する こと が で 

きる 。 


その 書面 に は 、 そ の 期間 内 に 返答 が な い 場 合 、 代 理 人 


が その 行為 を 締結 する 権利 を 有する と みな され る こと 
を 明記 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 11s9 条 


法律 上 また は 司法 上 の 代理 の 成立 は 、 そ の 期間 中 、 代 理 
人 に 移譲 され た 権限 を 本 人 か ら 剥 奪 す る 。 


合意 に よる 代理 は 、 本 人 が その 権利 を 行使 する こと を 
残す 。 

第 1160 条 

代理 人 が 無能 力 に な っ た り 、 資 格 を 喪失 し た りす る 
と 、 代 理 人 の 権限 は 消滅 する 。 

第 1161 条 


自然 人 の 代理 に 関す る 問題 で は 、 代 理 人 は 、 利 益 が 相反 
する 複数 の 契約 当事者 の た め に 行動 する こと は で き 

ず 、 ま た 本 人 と 自己 の た め に 契約 を 締結 する こと も で 
きい 


この 場合 、 法 律 で 誰 め られ た り 、 本 人 が 批 准 し た り し 
な い 限 り 、 行 っ た 行為 は 無効 と な る 。 


第 3 小節 契約 の 内 容 
第 1162 条 


契約 は 、 そ の 条件 また は その 目的 に よっ て 、 公 序 恨 俗 
を 人 逸脱 し て は な ら ず 、 後 者 が すべ て の 当事者 に 知ら れ 


て いた か 合 か に か か わら ず 、 公 序 民 俗 を 逸脱 し て は な 
ら な い 。 


第 1163 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


義務 は 、 現 在 ま た は 閣 来 の 便益 を その 対象 と し て い 
る 。 


それ は 可能 で あり 、 決 定 され る か 、 ま た は 決定 可能 で 
な けれ ば な ら な い 。 


当事者 の 新た な 合意 を 必要 と せ ず 、 契 約 か ら 、 あ る い 
は 慣習 や 当事者 の 従前 の 関係 か ら 推論 で きる 場合 、 履 行 
は 確定 可能 で ある 。 


第 1164 条 


梓 組 み 契 約 で は 、 当 事 者 の 一 方 が 一 方 的 に 価格 を 決定 す 
る こと が 合意 され る 場合 が あり 、 紛 争 が 生じ た 場合 に 
は 、 そ の 金額 に つい て 理由 を 迷 べ な けれ ば な ら な い 。 


価格 の 決定 が 浴用 され た 場合 、 裁 鹿 所 は 損害 賠償 の 請 > 
と 、 適 切な 場合 に は 契約 の 解除 を 差し 止め る こと が で 
きる 。 


第 116S 条 


役務 の 提供 に 関す る 契約 で は 、 履 行 前 に 当事者 問 で 合意 
が な い 場 合 、 価 格 は 債権 者 が 定め る こと が で き 、 紛 争 
が 生じ た 場合 に は 、 債 権 者 は その 金額 に つい て 理由 を 
述べ な けれ ば な ら な い 。 


価格 の 決定 が 浴用 され た 場合 、 裁 剤 所 は 損害 賠償 請求 権 
お よび 適切 な 場合 に は 契約 の 取消 し を 差し 押さ える こ 
と が で きる 。 


第 1166 条 


履行 品質 が 契約 上 決定 され な いか 決定 可能 で ある 場合 、 
債務 者 は 、 そ の 性質 、 使 用 状況 お よび 対価 の 額 を 考慮 し 
て 、 当 事 者 の 正当 な 期待 に 合致 する 履行 品質 を 提供 し な 
けれ ば な ら な い 。 


第 1167 条 


契約 の 価格 また は その 他 の 要素 が 、 存 在 し な い 、 ま た 
は 利用 で き な く な っ た 指数 を 参照 し て 決定 され る 場 
合 、 そ の 指数 は 、 最 も 近似 し た 指数 に 資 き 換え られ る 
も の と する 。 


第 1168 条 

シナ リグ マテ ィ ッ ク 契 約 に お いて 、 履 行 が 同等 で な い 
こと は 、 法 律 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 契 約 無効 の 根 
拠 と は な ら な い 。 

第 1169 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
有価 物 対 価 契約 は 、 そ の 成立 時 に 、 約 定 者 の 利益 の た め 


意 さ れ た 対価 が 錯 謀 ま た は 錯 謀 で ある 場合 に は 、 
人 


第 1170 条 


債務 者 の 本 質 的 な 義務 の 実体 を 奪う よう な 条項 は 、 不 文 
律 と みな され る 。 


第 1171 条 

癒着 契約 に お いて 、 当 事 者 の 一 方 が 事前 に 決定 し た 非 交 
渉 条項 で 、 契 約 当事者 の 権利 と 義務 の 間 に 著 し い 不 均衡 
を 生じ させ る も の は 、 文 律 と みな され る 。 


著しい 不 均衡 の 評価 は 、 契 約 の 主要 な 主題 や サー ビス 
の 対価 の 妥当 性 に は 関係 し ませ ん 。 


第 3 節 : 契約 の 形式 
第 1 小節 : 一 般 規定 
第 1172 条 


契約 は 原則 と し て 合意 に 基づく も の で ある 。 


例外 と し て 、 厳 理 な 契約 の 効力 は 、 法 律 で 定め られ た 
形式 を 遵守 する こと を 条件 と し 、 こ れ を 守ら な い 場 
合 、 そ の 契約 は 是正 され な い 限 り 無 効 と な る 。 


また 、 法 律 は 、 特 定 の 契約 の 成立 を 、 物 の 引渡 し を 条件 
どじ て の る 。 


第 1173 条 


証明 また は 反対 可能 性 の た め に 必要 と され る 書式 は 、 
契約 の 有効 性 に 影響 を 避 え な い 。 


第 2 小節 電子 的 手段 に より 締結 され る 胡 約 に 特有 
の 規定 


電子 的 手段 
第 1174 条 


契約 の 有効 性 の た め に 書面 が 必要 と され る 場合 、 第 1366 
条 お よび 第 1367 条 、 な ら び に 正本 が 必要 と され る 場合 
に は 第 1369 条 第 2 項 に 定め る 条件 の 下 で 、 電 子 的 方 法 に 
より 作成 お よび 保 管 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


義務 者 の 自筆 に よる 陳 が 必要 な 場合 、 そ の 貼付 条件 が 
本 人 で な けれ ば 作成 で き な い こと を 保証 する も の で あ 
れ ば 、 義 務 者 は 電子 的 な 形式 で 貼付 する こと が で き 

の 


第 117S 条 


家族 法 お よび 相続 法 に 関す る 私 閉 証 書 に つい て は 、 前 

条 の 規定 を 例外 と する 。 た だ し 、 第 229 条 第 1 項 な いし 

第 229 条 第 4 項 ま た は 第 298 条 に 定め る 手続 き に 従っ て 、 

弁護 士 が 当事者 の 立会 い の 下 に 閉 名 し 、 公 証人 の 議事 録 
に 寄託 し た 私 碑 証 書 に つい て は 、 例 外 と する 。 


第 1176 条 


多 の 書面 が 読み や すさ や 表示 に つい て 特定 の 条件 を 満 
た す 場 合 、 電 子 的 な 書面 も 同等 の 要件 を 満た さ な け れ 
ば な ら な い 。 


着脱 可能 な 書式 と いう 要件 は 、 同 じ 手 段 で 書式 に アク 
セス し 返却 する こと が で きる 電子 的 な 処理 に よっ て 満 
た され る 。 
第 1177 条 


数 部 送付 の 要件 は 、 受 取 人 が 書面 を 印刷 で きる の で あ 
れ ば 、 電 子 的 手段 に よっ て 満た され る も の と みな され 
ます 。 


第 4 節 : 制 裁 

第 1 項 無効 性 

第 1178 条 

契約 の 有効 性 に 必要 な 条件 を 満た さ な い 契約 は 、 無 効 で 


ある 。 無効 は 、 当 事 者 が 同意 し な い 限 り 、 裁 半 官 に 
よっ て 宣告 され な けれ ば な ら な い 。 


無効 と な っ た 契約 は 、 存 在 し な か っ た も の と みな され 
る 。 


履行 され た 役務 は 、 第 1352 条 か ら 第 1352 条 の 9 まで に 規 


定 さ れ た 条件 に 基づい て 返還 され ます 。 


契約 の 取り 消し に か か わら ず 、 損 害 を 受け た 当事者 
は 、 契約 外 の 責任 に 関す る 通常 の 法律 の 条件 に 従っ て 、 
和 被っ た 損害 の 賠償 を 請求 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


第 1179 条 


無効 は 、 侵 害さ れ た 規則 が 一 般 的 な 利益 を 保護 する こ 
と を 意図 し て いる 場合 に は 絶対 的 な も の で ある 。 


侵害 され た 規則 が 私 的 な 利益 の 保護 の み を 目的 と し て 
いる 場合 は 、 相 対 的 で ある 。 


第 1180 条 


絶対 的 無効 は 、 利 娠 関係 を 示す こと が で きる 者 、 お よ 
び 検 宗 庁 が 請求 する こと が で きる 。 


契約 の 確認 で カバ ー す る こと は で き な い 。 
第 1181 条 


相対 前 無効 は 、 法 律 が 保護 し よう と する 当事者 の み が 
請求 する こと が で きる 。 


これ は 確認 に よっ て カバ ー さ れる こと が あり ます 。 


相対 的 無効 を 求め る 訴訟 に 複数 の 当事者 が いる 場合 、 そ 
の うち の 1 人 が 放 径 し て も 、 他 の 当事者 の 行為 を 妨げ る 
の 


第 1182 条 


確認 は 、 無 効 に 依拠 し うる 者 が それ を 放 茎 する 行為 で 
ある 。 こ の 行為 は 、 義 務 の 主題 と 契約 に 影響 を 及ぼ す 
報 虐 を 表明 する も の で ある 。 


確認 は 、 契 約 が 締結 され た 後に の み 行 うこ と が で き 
る 。 


無効 の 原因 を 知り な が ら 自 発 的 に 契約 を 履行 する こと 
は 、 確 認 と 同じ で ある 。 柄 力 の 場合 、 確 認 は 、 雄 力 が 停 
止 さ れ た 後に の み 行 うこ と が で きる 。 


確認 は 、 第 三 者 の 権利 を 害する こと な く 、 提 起 さ れ う 
る あら ゆる 弁明 や 抗弁 を 放棄 する こと を 意味 する 。 


第 1183 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

当事者 は 、 無 効 を 根拠 と し うる 当事者 に 対し 、 差 押え を 
覚悟 で 6 ヶ月 以内 に 下 約 の 確認 また は 無効 の 訴え を 提起 
する こと を 書面 で 請求 する こと が で きる 。 無効 の 原因 


が 消滅 し て いな けれ ば な ら な い 。 


この 書面 に は 、6 ヶ 月 の 期間 満了 前 に 無効 の 訴え が 提起 
され な い 場 合 、 契 約 は 確認 され た も の と みな され る こ 
と が 明示 され て いる 。 


第 1184 条 
契約 無効 の 原因 が 契約 の 1 つま た は 複数 の 条項 に の み 影 
響 する 場合 、 問 題 の 条項 が 当事者 また は 当事者 の 1 人 の 


約束 に お いて 決定 的 な 要素 を 構成 し て いた 場合 に 限 
り 、 行 為 全体 の 無効 を 伴う 。 


法律 が その 条項 を 不 文 律 と 見 な す 場 合 、 あ る い は 無視 
され た 規則 の 目的 が その 継続 を 必要 と する 場合 、 契 約 
は 文 持 され る 。 


第 118S 条 


無効 の 訴え は 、 そ れ が 履行 され て いな い 契 約 に 関す る 
も の で あれ ば 、 時 効 に か か ら な い 。 


第 2 節 : 失効 
第 1186 条 


有効 に 成立 し た 契約 は 、 そ の 本 質 的 要素 の 1 つが 消滅 し 
た 場合 に 失効 する 。 


同一 の 取引 の 遂行 に 複数 の 契約 の 履行 が 必要 で ある 場合 
に 、 そ の うち の 1 つが 消滅 し た 場合 、 そ の 消滅 に よっ て 


履行 が 不可 能 と な っ た 契約 、 お よび 消滅 し た 契約 の 履 
行 が 当事者 の 同意 の 決定 的 な 条件 で あっ た 契約 は 、 無 効 
と な る 。 


た だ し 、 無効 は 、 無 効 を 主張 され た 契約 当事者 が 、 同 意 
を 七 えた と き に 、 全 体 の 取引 の 存在 を 知っ て いた 場合 
に の み 発 生 す る 。 


第 1187 条 

失効 は 、 契 約 に 終止 符 を 打つ 。 

第 1332 条 か ら 第 1352 条 の 9 まで に 規定 され た 条件 の も と 
で 。 到 條 を 生じ させ る こと が で きる 。 


第 3 章 : 契約 の 解釈 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


第 1188 条 


契約 は 、 そ の 条項 の 文字 通り の 意味 を 考慮 する の で は 
な く 、 当 事 者 の 共通 の 意図 に 従っ て 解釈 され る 。 


この 意図 が 検出 で き な い 場合 、 契 約 は 、 同 じ 状 況 に あ 
る 合理 的 な 人 が 世 え る で あろ う 意 味 に 従っ て 解釈 され 
る も の と する 。 


第 1189 条 


契約 の すべ て の 条項 は 、 互 い に 関連 SN 釈 さ 
為 全 体 の 一 革 性 を 尊重 する 意味 を 各 休 項 に え 


当事者 の 共通 の 意思 に より 、 い くつ か の 契約 が 同一 の 

取引 に 寄 世 し て いる 場合 、 そ の 取引 に 従っ て 解釈 され 

る 。 

第 1190 条 

疑問 が ある 場合 、 双 方 の 合意 に よる 契約 は 債権 者 に 不利 
に 、 債 務 者 に 有利 に 解釈 され 、 接 着 剤 に よ る 契約 は そ 

れ を 提案 し た 当事者 に 不利 に 解釈 され る 。 

第 1191 条 


ある 条項 が 2 つの 意味 を 持ち うる 場合 、 そ の 意味 を 五 え 
る も の が 、 攻 えな いも の に 優先 する 。 


第 1192 条 


明確 か つ 正 確 な 条項 は 、 但 曲 され る こと を 覚悟 で 解釈 
し て は な が ならない 、。 


第 4 章 : 契約 の 効果 

第 1 節 : 当事者 間 の 契約 の 効力 
第 1 小節 拘束 力 

第 1193 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

契約 は 、 当 事 者 双方 の 合意 また は 法律 が 説 め る 事由 に 
よっ て の み 、 変 更 ま た は 取り 消す こと が で きる 。 


第 1194 条 


契約 は 、 そ の 中 に 表現 され た も の だ け で な く 、 衡平 
法 、 慣 習 、 法 律 が 紀 え る すべ て の 結果 に 対し て 拘束 力 
を 持つ 。 


第 119S 条 


契約 締結 時 に 予測 で き な か っ た 状況 の 変化 に より 、 リ 

スク を 負う こと に 同意 し て いな か っ た 当事者 に と っ て 

その 履行 が 過度 に 負担 と な る 場合 、 そ の 当事者 は 、 共 同 
契約 者 に 契約 の 再 交 渉 を 求め る こと が で きる 。 再 交渉 

の 間 、 契 約 者 は その 義務 を 遂行 し 続け る 。 


再 交 渉 が 拒 谷 さ れる か 、 和 失敗 し た 場合 、 当 事 者 は 、 自 分 
た ち が 決 め た 日 付 と 条件 で 契約 を 終了 させ る こと に 合 

意 す る か 、 裁 鹿 官 に 双方 の 合意 に より 契約 を 適応 させ 

る よう 求め る こと が で き る 。 合理 的 な 期間 内 に 合意 に 

至ら な い 場 合 、 裁 刻 札 は 、 当 事 者 の 要請 に より 、 裁 半 官 
の 定め る 期日 お よび 条件 に お いて 、 契 約 を 修正 し 、 ま 

だ は 生き 太る こと が で きる 。 


第 2 項 翻訳 的 効果 
第 1196 条 


財産 の 移転 また は 他 の 権利 の 譲渡 を 目的 と する 契約 に 


お いて は 、 契 約 の 純 結 時 に 移転 が 行わ れる 。 


この 移転 は 、 当 事 者 の 意思 、 物 の 性 質 、 ま た は 法律 の 効 
果 に よっ て 延期 され る こと が ある 。 


所 有 権 の 移転 は 、 そ の 物 の 危険 の 移転 を 伴う 。 し か 
し 、 引 渡 義務 の 債務 者 は 、 第 1344-2 条 に 従い 、 第 1351-1 
条 に 定め られ た 規則 に 従っ て 、 告 知 さ れ た 時 点 か ら そ 
の 責任 を 負う 。 


第 1197 条 


物 の 引渡 義務 は 、 合 理 的 な 人 の すべ て の 注意 を 払い な 
が ら 、 引 渡し まで それ を 保存 する 義務 を 伴う 。 


第 1198 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

同一 の 有形 動産 の 連続 し た 2 人 の 買 受 人 が 同一 人 物 か ら 
権利 を 派生 させ た 場合 、 そ の 権利 が 後に か が っ た と し て 
も 、 普 意 で あれ ば 先 に 占有 し た 者 が 優先 され る 。 


同一 の 不動 産 に 対す る 権利 を 連続 し て 購入 する 2 人 の 者 
が 同一 人 物 か ら 権 利 を 保有 する 場合 、 誠 意 が あれ ば 、 権 
利 が 後に な かっ た と し て も 、 最 初 に 取得 証書 を 正文 で 不 
動産 登記 澄 に 公告 し た 者 が 優先 され る 。 


第 2 分 : 契約 の 第 三 者 に 対す る 効果 
第 1 小節 : 一 般 規 定 


第 1199 条 


契約 は 、 当 事 者 間 に お いて の み 義 務 を 発生 させ る 。 


第 三 者 は 、 本 条 お よび 第 3 章 と 第 4 編 の 規定 に 従っ て 、 契 
約 の 履行 を 要求 する こと も 、 履 行 を 強制 され る こと も 
CNS も)。 


第 1200 条 


第 三 者 は 、 契 約 に よっ て 形成 され た 法 的 状況 を 尊 車 し 
な けれ ば な ら な い 。 


第 三 者 は 、 特 に 事実 を 証明 する た め に 、 契 約 に 依拠 す 
る こと が で きる 。 


第 1201 条 


当事者 が 隠れ た 契約 を 隠す 見 か け 上 の 契約 を 締結 し た 
場合 、 後 者 は カウ ンタ ー レ ター と も 虹 ば れ 、 当 事 者 問 
で 効力 を 持つ 。 第 三 者 は これ に 依拠 する こと が で きる 
が 、 第 三 者 に 対し て 対抗 する こと は で き な い 。 


第 1202 条 


大 臣 職 の 譲渡 に 関す る 条約 に 定め られ た 価格 を 引き 上 
げ る こと を 目的 と する 反対 文 は 、 無 効 で ある 。 


不動 産 の 売却 、 事 業 ま た は 顧客 の 譲渡 、 賃 借 権 の 譲渡 、 

賃借 の 約束 の 利益 に 関す る も の で 、 価 格 の 一 部 を 隠す 

こと を 目的 と する 契約 も また 無効 で ある 。 

不動 産 の 全部 また は 一 部 お よび 不動 産 、 営 業 権 ま た は 願 
客 か ら な る 交換 また は 分 割 の 残高 の 全部 また は 一 部 に 

関連 する 賃貸 借 の 約束 の 利益 は 、 無 効 で ある 。 


第 2 小節 : 第 三 者 の た め の 保 証人 お よび 定め 
第 1203 条 


人 は 、 自 己 の た め に する 以外 に は 、 自 己 の 名 に お いて 
約定 を する こと が で き な い 。 


第 1204 条 


人 は 、 第 三 者 の 行為 を 約束 する こと に よっ て 、 保 証人 
と な る こと が で きる 。 


第 三 者 が 約束 し た 行為 を 行え ば 、 約 東 者 は いか な る 義 
務 か ら も 解放 され る 。 履行 し な い 場 合 は 、 損 害 賠償 を 
命じ られ る こと が ある 。 


保証 の 目的 が 約束 を 批 信 す る こと で ある 場合 、 そ の 約 
東 は 保証 を 引き 受け た 日 に 遡っ て 有効 と な る 。 
第 120S 条 


契約 は 、 他 人 の た め に 規定 する こと が で きる 。 


契約 当事者 の 一 方 で ある 契約 者 は 、 他 方 で ある 約 東 者 
に 、 受 益 者 で ある 第 三 者 の 利益 の た め に 役務 を 提供 す 
る こと を 約束 さ せる こと が で きる 。 受益 者 は 格 来 の 人 
で あっ て も よい が 、 約 束 が な され た 時 点 で 正確 に 指定 
され て いる か 、 決 定 す る こと が 可能 で な けれ ば な ら な 
いし \。 


第 1206 条 


受益 者 は 、 規 定 の 時 点 か ら 、 約 東 の 利益 を 約束 者 に 対抗 
する 年 接 的 な 権利 を 有する 。 


し か し 、 約 束 者 は 、 受 益 者 が それ を 受け 入れ て いな い 
限り 、 自 由 に その 規定 を 取り 消す こと が で き る 。 


受諾 が 規定 者 また は プロ ミサ ー に 到達 し た 時 点 で 、 そ 
の 規定 は 取り 消し 不能 と な る 。 


第 1207 条 


取り 消し は 、 契 約 者 また は 契約 者 の 死後 は その 相続 人 
の み が 行 うこ と が で きる 。 相 続 人 は 、 受 益 者 に 承諾 の 
通知 を し た 日 か ら 3 ヶ 月 を 経過 し た 後に 、 承 諾 の 取り 消 
し な を 和 且 ②9 こ と が で きま げす 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


新しい 受益 者 の 指定 を 伴わ な い 場 合 、 取 り 消 し は 、 場 合 
に より 、 規 定 者 また は その 相続 人 の 利益 と な る 。 


取消 は 、 第 三 者 の 受益 者 また は 約束 者 が それ を 知っ た 
時 点 で 効力 を 生じ ます 。 


遺言 に よっ て な され た 場合 は 、 死 亡 の 時 に 効力 を 生じ 
る 


O 


最初 に 指定 され た 第 三 者 は 、 そ の 利益 の た め に 行わ れ 
た 規定 か ら 利 益 を 受け る こと は な か っ た と みな され 

る 。 

第 1208 条 

承諾 は 、 受 益 者 また は その 死後 は 相続 人 が 行う こと が 
で きる 。 承諾 は 明示 的 で あっ て も 黙示 的 で あっ て も よ 

い 。 受 諾 は 、 契 約 者 また は 約束 者 の 死後 も 可能 で ある 。 
第 1209 条 


規定 者 は 、 受 益 者 に 対す る 約束 の 履行 を 約束 者 に 要求 す 
る こと が で きる 。 


第 3 節 : 契約 の 期間 
第 1210 条 


氷 続 的 な 約定 は 禁止 され て いる 。 


契約 の 各 当事者 は 、 無 制限 契約 に 規定 され て いる 条件 の 
下 で 契約 を 終了 させ る こと が で きる 。 


第 1211 条 

契約 が 無期 限 で 締結 され て いる 場合 、 各 当事者 は 、 契 約 
で 合意 され た 予告 期間 、 あ る い は それ が 守ら れ な い 場 
合 は 合理 的 な 予告 期間 を 遵守 する こと を 条件 に 、 い つ 
で も 契約 を 終了 させ る こと が で きる 。 

第 1212 条 


契約 が 有期 で 締結 され た 場合 、 各 当事者 は その 期間 の 終 
わり まで 履行 し な けれ ば な ら な い 。 


何人 も 契約 の 更新 を 要求 する こと は で き な い 。 
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第 1213 条 

契約 は 、 そ の 満了 前 に 契約 当事者 が 希望 する と き は 、 延 


長 す る こと が で きる 。 延長 は 、 第 三 者 の 権利 に 影響 を 
えな い 。 


第 1214 条 


有期 契約 は 、 法 律 の 運用 また は 当事者 の 合意 に より 更新 
29 ご で 0" で きる の 。 


更新 され た 契約 は 、 そ の 内 容 は 以前 の 契約 と 同じ で あ 


る が 、 そ の 期間 は 無期 限 で ある 新しい 契約 を 生じ させ 
る 。 


第 121S 条 


有期 完全 の 期 問 潜 了 人 後 、 当 事 者 が 突 釣 に 革 づ く 華 務 の 明 
人 行 を 多 続 する 湯 、 そ の 契約 は 黙示 的 に 更新 され る 。 
月 め 9 の NM 


第 4 人 節 : 下 約 の 譲渡 
第 1216 条 
契約 当事者 で ある 譲渡 人 は 、 契 約 当 事 者 で ある 譲受 人 の 


合意 を 得 て 、 契 約 の 当事者 と し て の 地位 を 第 三 者 で あ 
る 譲受 人 に 譲渡 する こと が で きる 。 


この 合意 は 、 特 に 哲 来 の 譲渡 人 と 譲受 人 の 問 で 締結 され 
る 契約 に お いて 事前 に 行う こと が で き 、 そ の 場合 、 譲 

渡 は 、 譲 渡 人 と 譲受 人 の 間 で 締結 され た 契約 が 譲受 人 に 
通知 され た と き 、 ま た は 譲受 人 が それ に 留意 し た と き 

に 譲受 人 に つい て 効力 を 発する 。 


譲渡 は 、 無 効 を 党 悟 で 、 書 面 で な けれ ば な ら な い 。 


第 1216-1 条 


譲受 人 が 明示 的 に 同意 し て いる 場合 、 契 約 の 譲渡 は 譲受 
人 を 格 来 に わた っ て 解放 する 。 


これ が な い 場 合 、 ま た 別段 の 合意 が な い 限 り 、 譲 渡 人 
は 契約 の 履行 に つい て 連帯 し て 責任 を 負う 。 


第 1216-2 条 
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譲受 人 は 、 無 効 、 不 履行 、 解 除 、 関 連 債務 の 相 訂 な ど 、 

債務 に 内 在 する 抗弁 を 譲受 人 に 対抗 し て 設定 する こと 

が で き る 。 譲受 人 は 、 譲 受 人 に 対し て 誠 渡 人 の 個人 的 な 
抗弁 を 設定 する こと は で き な い 。 

譲受 人 は 譲受 人 に 対し て 、 譲 受 人 が 譲受 人 に 対し て 主張 


する こと が で きた すべ て の 抗弁 を 主張 する こと が で き 
る 。 


第 1216-3 条 


譲渡 人 が 譲受 人 に よっ て 免責 され な い 場 合 、 付 避 さ れ 
た 担保 権 は すべ て 存続 する 。 そ う で な い 場 合 、 譲 渡 人 
また は 第 三 者 に よっ て 付 避 され た 担保 権 は 、 そ の 同意 
が ある 場合 に の み 存 続 する 。 


譲渡 人 が 免責 され た 場合 、 そ の 連 淀 債務 者 は 、 債 務 に 対 
する 持分 を 控除 し た 後 、 引 き 続 き 責 任 を 負う 。 


第 $ 節 : 契約 の 不履行 
第 1217 条 


義務 が 履行 され ず 、 ま た は 不 完全 に 履行 され た 当事者 
計 和 8 


- 自己 の 義務 の 履行 を 拒 合 し 、 ま た は その 履行 を 停止 す 
る 。 


- 現物 に よる 義務 の 強制 的 な 履行 を 求め る こと が で き 
る 。 


- 代金 の 減額 を 請求 する 。 

- 契約 を 取り 消す 。 

- 不履行 の 結果 に 対す る 補償 を 請求 する 。 

損害 賠償 は 常に 追 す る こと が で きる 。 

第 1218 条 

契約 上 の 問題 に お いて 、 債 務 者 の 文 配 を 超え る 事象 で 、 
契約 締結 時 に 合理 的 に 予見 で きず 、 適 切な 措 連 に よっ て 


その 影響 を 回 避 で き な い 場合 、 債 務 者 の 義務 履行 を 妨げ 
る 不可 抗力 が ある 。 


障害 が 一 時 的 な も の で あれ ば 、 結 末 と し て 生じ る 選 息 
が 契約 の 終了 を 正当 化し な い 限 り 、 債 務 の 履行 は 中 断 さ 
れる 。 障害 が 決定 的 な も の で ある 場合 、 契 約 は 事実 上 解 
除 さ れ 、 当 事 者 は 第 1351 条 お よび 第 1331 条 第 1 項 に 定め 
る 条件 の 下 、 そ の 義務 を 免除 され る 。 


第 1 分 不履行 の 例外 


第 1219 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


当事者 は 、 相 手 方 が 債務 を 履行 すず 、 か つ 、 そ の 不履行 
が 十分 に 重大 で ある と き は 、 期 限 が 到来 し て いて も 、 
その 履行 を 拒む こと が で きる 。 


第 1220 条 


当事者 は 、 相 手 方 が 支払 期日 に 履行 し な いこ と が 明 ら 

か で あり 、 そ の よう な 人 不履行 の 結果 が 当事者 に と っ て 

十分 に 深刻 な 場合 、 自 己 の 義務 の 履行 を 停止 する こと が 
GS る 5 

この 停止 は 、 で きる だ け 早 く 通 知 さ れ な けれ ば な ら な 

い 。 


第 2 項 現物 出資 に よる 強制 履行 
第 1221 条 


債務 の 債権 者 は 、 債 務 不 履行 の 通知 後 、 そ の 履行 が 不可 
能 で ある か 、 ま た は 善意 の 債務 者 に 対す る その 費用 と 
債権 者 に 対す る その 利益 と の 間 に 明 白 な 不 釣 り 合 い が 
ある 場合 を 除き 、 現 物 で その 履行 を 追及 する こと が で 
きる 。 


第 1222 条 


債務 不履行 の 通知 後 、 債 権 者 は また 、 合 理 的 な 時 間 お よ 
び 費 用 で 、 自 ら 債 務 を 執行 し 、 ま た は 裁 講 所 の 事前 の 許 
可 を 得 て 、 そ れ に 違反 し て 行わ れ た も の を 破棄 する こ 

と が で きる 。 債権 者 は 、 こ の 目的 の た め に 発生 し た 金 

額 の 償 選 を 債務 者 に 要求 する こと が で きる 。 


また 、 債 務 者 に 対し 、 当 該 履行 また は 破壊 に 必要 な 金額 
を 前 払い する よう 裁 鹿 所 に 請求 する こと が で きる 。 


第 3 節 価格 の 減額 
第 1223 条 


債務 の 履行 が 不 完全 な 場合 、 債 権 者 は 、 債 務 不 履行 の 通 
知 の 後 、 債 務 の 全部 また は 一 部 を まだ 支払 っ て いな い 
場合 に は 、 価 格 を 比例 的 に 減額 する 決定 を で きる だ け 
早く 債務 者 に 通知 する こと が で きる 。 債権 者 の 減額 決 
定 に 対す る 債務 者 の 承諾 は 、 書 面 で な けれ ば な ら な 
Ya 


債権 者 が すでに 支払 っ た 場合 、 当 事 者 間 の 合意 が な け 
れ ば 、 債 権 者 は 裁 包 所 に 価格 の 減額 を 申請 する こと が 
で きる 。 


第 4 項 解決 
第 1224 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 1 日 

解除 は 、 解 決 条項 の 適用 、 ま た は 十分 に 深刻 な 不履行 の 
場合 に は 、 債 権 者 に よ る 債務 者 へ の 通知 、 ま た は 裁 半 所 
の 決定 の いずれ か に よっ て 生じ る 。 


第 122S 条 


解決 条項 で は 、 不 履行 に よっ て 契約 が 解除 され る 義務 
を 定め て いま す 。 


契約 解除 は 、 不 履行 と いう 唯一 の 事実 か ら 生 じ る こと 
が 合意 され て いな い 場 合 、 不 履行 通知 の 不成立 が 条件 と 
な る 。 債務 不履行 通知 は 、 再 履行 条項 が 明示 的 に 記載 さ 
れ て いる 場合 に の み 有 効 で ある 。 


第 1226 条 


債権 者 は 、 自 己 の 責任 に お いて 、 通 知 に より 契約 を 終了 
させ る こと が で きる 。 緊 急 の 場合 を 除き 、 債 権 者 は ま 
ず 債 務 不 履行 者 に 対し 、 合 理 的 な 期間 内 に 債務 を 履行 す 
る よう 通知 し な けれ ば な ら な い 、。 


正式 な 通知 は 、 債 務 者 が 義務 を 履行 し な い 場 合 、 債 権 者 
は 契約 を 取り 消す 権利 が ある こと を 明示 的 に 巡 べ な け 
れ は ば な ら な い 。 


不履行 が 継続 する 場合 、 債 権 者 は 債務 者 に 契約 の 解除 と 
その 理由 を 通知 する 。 


債務 者 は いつ で も 解除 に 異議 を 唱え る た め に 裁 鹿 官 の 
前 で 訴訟 を 起こ すこ と が で きる 。 債権 者 は 、 不 履行 の 
重大 性 を 証明 し な けれ ば な ら な い 。 

第 1227 条 


解除 は 、 い か な る 場合 に も 、 裁 鹿 所 に お いて 請求 する 
が か で きる 。 


第 1228 条 


裁 電 所 は 、 状 況 に 応じ て 、 契 約 の 解除 を 宣言 また は 宣告 
し 、 あ る い は その 履行 を 命じ 、 場 合 に よっ て は 債務 者 
に 眉 延 を 認め 、 ま た は 損害 賠償 の み を 裁定 する こと が 
でき の 


第 1229 条 


取消 は 、 契 約 に 終止 符 を 打つ 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

解除 は 、 場 合 に より 、 人 解消 条 項 で 規定 され た 条件 、 債 権 
者 が 行っ た 通知 を 債務 者 が 受 賃 し た 日 、 裁 麟 所 が 定め た 
日 、 ま た は それ が で き な い 場合 は 、 召 喚 の 日 の いずれ 
か に 効力 を 発する 。 


交換 され た 利益 が 解除 され た 契約 の 完全 な 履行 の た め 

に の み 使 用 され 得る 場合 、 当 事 者 は 取得 し た も の を 全 

額 互い に 返 選 し な けれ ば な ら な い 。 交 換 さ れ た 利益 が 

契約 の 相互 履行 過程 で 有用 と な っ た 場合 、 最 後 の 見 返り 
を 受け 取ら な か っ た 利益 以前 の 期間 に つい て は 返還 請 

求 権 が 発生 し な い 。 


返 選 は 、 第 1352 条 か ら 第 1352 条 の 9 まで に 規定 され た 条 
件 の も と で 行わ れる 。 


第 1230 条 
解約 は 、 紛 争 の 解決 に 関す る 条項 、 お よび 秘密 保持 条項 


や 競 業 避 止 条 項 な ど 、 和 解約 の 場合 に も 効力 を 有する こ 
と が 意図 され て いる 条項 に は 影響 を 与え な い 。 


第 3 項 抽 約 の 不履行 に よる 損失 に 対す る 補償 

補償 

第 1231 条 

不履行 が 決定 的 な も の で な い 限 り 、 損 害 賠 償 は 、 債 務 者 
が 合理 的 な 期間 内 に 履行 する よう 事前 に 通知 され て い 
た 場合 に の み 行 われ る 。 

第 1231-1 条 

債務 者 は 、 不 可 抗 力 に よっ て 履行 が 妨げ られ た こと を 
正当 化し な い 場 合 、 債 務 の 不履行 また は 履行 遅滞 を 理由 


と する 損害 賠償 の いずれ か を 支払 う よ う 適 宜 命 じ ら れ 
る も の と する 。 


第 1231-2 条 


債権 者 に 対す る 損害 賠償 は 、 以 下 の 例外 と 修正 を 条件 と 
し て 、 一 般 に 、 債 権 者 が 被っ た 損失 と 債権 者 が 奪わ れ 
た 利益 と な る 。 


第 1231-3 条 

債務 者 は 、 不 履行 が 重過失 また は 故意 の 違法 行為 に よる 
場合 を 除き 、 契 約 締結 時 に 定め られ て いた 、 ま た (は 定 
め る こと が で きた 損害 に 対し て の み 責 任 を 負う 。 

第 1231-4 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


契約 の 不履行 が 重過失 また は 故意 の 不法 行為 に よ る 場合 
で あっ て も 、 損 害 賠償 に は 、 不 履行 の 主 接 的 か つ 青 接 的 
な 結果 で ある も の の み が 含 まれ る も の と する 。 


第 1231-S 条 


契約 が 、 履 行 を っ た 当事者 が 損害 賠償 と し て 一 定 の 金 
額 を 支払 うべ きこ と を 定め て いる 場合 、 そ れ 以 上 の 人 金 

額 ま た は それ 以下 の 金額 を 相手 方 当事者 に 弓 える こと 

は で き な い 。 


し か し 、 裁 鹿 官 は 、 明 ら か に 過大 また は 軽率 で ある 場 
合 に は 、 自 ら の 申し 立て で に より 、 この よう に 合意 され 
た 刑 前 を 緩和 また は 増額 する こと が で き る 。 


債務 が 部 分 的 に 履行 され た 場合 、 合 意 さ れ た 違約 金 は 、 
前 項 の 適用 を 損なう こと な く 、 裁 鹿 所 が 自ら の 意思 

で 、 部 分 的 履行 に よっ て 債権 者 が 得 た 利益 に 応じ て 減額 
お の こと の Y で きる 。 


前 2 項 に 反する 定め は 、 不 文 律 と する 。 


最終 不履行 の 場合 を 除き 、 違 約 金 は 債務 者 に 通知 され た 
と き に の み 発 生 する 。 


第 1231-6 条 

第 1231 条 金銭 の 支払 義務 の 遅延 の た め に 受け る べき 損 
害 賠 償 は 、 正 式 な 通知 の 日 か ら 法 定 利 率 に よる 利息 か ら 
な る も の と する 。 


この 損害 賠償 は 、 債 権 者 が 損失 を 示す こと を 要 し な 
い 。 


遅延 の 債務 者 が その 不誠実 さ に よっ て 居 延 と は 無関係 
の 不利 益 を 皇 え た 債権 者 は 、 延 滞 利 息 と は 別 の 損害 賠償 
を 得る こと が で きる 。 


第 1231-7 条 


損害 賠償 の 裁定 に は 、 半 決 に お いて 請求 また は 特別 の 

規定 が な い 場 合 で も 、 す べ て の 事項 に お いて 法定 利率 

に よる 利息 を 付 さ な けれ ば な ら な い 。 こ の 利息 は 、 法 

律 に 別段 の 定め が ある 場合 を 除き 、 裁 羊 官 が 別段 の 決定 
を し な い 限 り 、 状 決 の 言 渡し の 日 か ら 発生 する も の と 

する 。 


上 訴 裁 講 官 が 損害 賠償 を 命じ た 半 決 を 単に 確認 し た 場 
合 、 賠 償 w 金 に は 第 一 審 装 決 の 日 か ら 自 動 的 に 法定 利率 に 
よる 利息 が 付 さ れ ま す 。 

その 他 の すべ て の 場合 に お いて 、 控 訴 審 で 認め られ た 
賠償 金 に は 、 控 旗 審 羊 決 の 日 か ら 利息 が 付 さ れる も の 
と し ます 。 控訴 裁 閉 官 は 、 常 に 本 項 の 規定 か ら 人 逸脱 す 
の や が で きる 。 


サ プ ブタ イト ル I : 契約 外 の 責任 

第 1 章 : 契約 外 の 責任 一 般 

第 1240 条 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

人 の 行為 で 他人 に 損害 を え た も の は 、 そ の 過失 に よ 
り 発 生 し た 者 に その 賠償 を する 義務 を 負わ せる 。 


第 1241 条 


各 人 は 、 自 己 の 行為 に に っ て の みな ら ず 、 過 失 や 不 注 
意 に よっ て 生じ た 損害 に つい て も 責任 を 負う 。 


第 1242 条 


人 は 、 自 己 の 行為 に よっ て 生じ た 損害 の みな ら ず 、 自 
己 の 責任 を 負う べき 者 の 行為 に よっ て 生じ た 損害 、 ま 
た は 自己 が 保管 し て いる 物 に よっ て 生じ た 損害 に つい 
て も 責任 を 負う 。 


た だ し 、 火 災 の 発生 し た 建物 また は 動産 の 全部 また は 
ー 部 を 所 有する 者 は 、 そ の 火災 に よっ て 生じ た 損害 が 
自己 また は 自己 の 責任 を 負う 者 の 過 矢 に 基づく こと が 
証明 され な い 限 り 、 第 三 者 に 対し て その 責任 を 負わ な 
し 


この 規定 は 、 家 主 と 借主 の 関係 に は 適用 され ず 、 民 法 第 
1733 条 お よび 第 1734 条 が 引き 続き 適用 され る 。 


父親 と 母親 は 、 親 権 を 行使 する 限り 、 同 居 す る 未成 年 の 
子 に よっ て 生じ た 損害 に つい て 連帯 し て 責任 を 負う 。 


主人 お よび 事業 主 は 、 そ の 使用 人 お よび 代理 人 が 、 そ 
の 雇用 し た 職務 に 起因 する 損害 に つい て 、 責 任 を 負い 
ます 。 


教師 お よび 職人 は 、 そ の 臣 督 下 に ある 期間 中 に 生徒 お 
よび 見 習い に よっ て 生じ た 損害 に つい て 。 


上 記 の 責任 は 、 親 や 職人 が この 責任 を 生じ させ る よう 
な 出来 事 を 防ぐ べ こ と が で き な か っ た と 証明 し な い 限 
り 、 適 用 され ます 。 


学校 の 教師 に 関し て は 、 有 害 な 出来 事 を 引き 起こ し た 
と し て 、 そ の 教師 に 対す る 過失 、 不 注意 、 人 怠慢 を 、 慎 習 
法 に 従っ て 、 訴 訟 に お いて 原告 が 証明 し な ( けれ ば な ら 
な い 。 


第 1243 条 


動物 の 所 有 者 また は 使用 者 は 、 そ の 動物 が 使用 され て 
いる 間 、 そ の 動物 が 自分 の 管理 下 に あっ た か 、 迷 子 ま 
た は 逃亡 し た か どう か に か か わら ず 、 そ の 動物 が 引き 
起こ し た 損害 に 対し て 責任 が ある 。 


第 1244 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

建物 の 所 有 者 は 、 そ の 維 0 また は その 構造 

の 欠陥 の 結果 と し て 生じ た 場合 、 そ の 廃 に よっ て 生 

じ た 損 害 に つい て 南 任 を 負う 。 6 


第 2 章 。 下 六 担 保 責 任 。 

第 124S 条 

生産 者 は 、 被 害 者 と の 契約 に 拘束 され て いる か 人 否 か に 
か か わら ず 、 そ の 生産 物 の 欠陥 に よっ て 生じ た 損害 に 
つい て 責任 を 負う 。 

第 124S-1 条 


本 章 の 規定 は 、 人 の 傷害 か ら 生 じ る 損害 の 賠償 に 適用 さ 
れる 。 


また 、 欠 陥 の ある 製品 自体 以外 の 財産 へ の 損害 か ら 生 
> る 、 政 信 で 定め る 金額 を 超え る 損害 の 賠償 に も 適用 
され る 。 


第 124S-2 条 


動産 は 、 た と え そ れ が 不動 物 に 組み 込ま れ て いて も 、 
土 の 産物 、 繁 殖 の 産物 、 狩 猟 の 産物 、 漁 労 の 産物 を 含め 
て 、 す べ て 産物 と され る 。 電 気 は 製品 と みな され る 。 


第 124S-3 条 


製品 は 、 合 法 的 に 期待 で き る 安全 性 を 提供 し な い 場 合 
本 章 の 意味 に お いて 欠陥 が あり ます 。 


合法 的 に 期待 で き る 安全 性 を 評価 する 際 に は 、 す べ て 
の 状況 、 特 に 製品 の 提示 、 製 品 に 合理 的 に 期待 で きる 使 
用 、 流 通 に 乗せ られ た 時 期 な ど を 考慮 し な けれ ば な ら 
な い 。 


ある 製品 が 、 そ の 後 、 よ り 洗 練 さ れ た 別 の 製品 が 流通 
する よう に な っ た か ら と いっ て 、 欠 陥 が ある と は みな 
され な い 。 


第 124S-4 条 


全品 は 、 生 産 者 が 自発 的 ( こ 撤退 し た と き ( こ 流通 に 乗せ 
られ る 。 


製品 は 一 度 だ け 流 通さ せる こと が で きる 。 
第 124S-S 条 
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生産 者 と は 、 専 門 的 な 資格 で 行動 する 場合 、 元 成品 の 製 
造 者 、 原 材料 の 製造 者 、 構 成 部 品 の 製造 者 で ある 。 


専門 的 な 資格 で 行動 する 者 は 、 本 章 の 目的 上 、 生 産 者 と 
みな され る 。 


1 氏名 、 標 草 ま た は その 他 の 特徴 的 な 標識 を 製品 に 付 
すこ と に よっ て 生産 者 で ある こと を 表明 する 者 : 


販売 、 レ ンタ ル 、 販 売 の 約束 の 有無 に か か わら ず 、 又 
は その 他 の 形態 の 流通 を 目的 と し て 製品 を 欧州 共同 体 
に 輸入 する 者 。 


第 1792 条 か ら 第 1792 条 の 6 お よび 第 1646 休 第 1 項 に 基づき 
責任 を 問わ れる 可能 性 が ある 者 は 、 本 章 の 意味 に お け 
る 生産 者 と は みな され な いも の と し ます 。 


第 124S-6 条 


生産 者 を 特定 で き な い 場合 、 販 売 者 、 賃 貸 人 、 賃 貸 人 と 
同化 し た 賃貸 人 、 あ る い は その 他 の 専門 供給 者 は 、 被 害 
者 の 請求 が 通知 され た 日 か ら 3 ヶ 月 以内 に 、 自 ら の 供給 
者 ある い は 生産 者 を 指定 し な い 限 り 、 生 産 者 と 同じ 条 

件 で 、 製 品 の 安全 欠陥 に つい て 責任 を 負う も の と し ま 
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供給 者 の 生産 者 に 対す る 救済 は 、 欠 陥 の 衣 接 の 被害 者 の 


請求 と 同じ 規則 に 従い ます 。 し か し 、 供 給 者 は 法廷 に 
召喚 され た 日 か ら 1 年 以内 に 行動 し な けれ ば な ら な い 。 


第 124S-7 条 


他 の 製品 に 組み 込ま れ た 製品 の 欠陥 に よっ て 引き 起こ 
され た 損害 の 場合 、 構 成 部 品 の 生産 者 と 組み 込み を 行っ 
た 生産 者 は 連帯 し て 責任 を 負う 。 


第 124S-8 条 


原告 は 損害 、 欠 陥 、 欠 陥 と 損害 の 間 の 因果 関係 を 証明 し 
な けれ ば な ら な い 。 


第 124S-9 条 


生産 者 は 、 製 品 が 取引 規則 や 既存 の 規格 に 従っ て 製造 さ 
れ た も の で あっ て も 、 あ る い は 行政 認可 の 対象 で あっ 
た と し て も 、 欠 陥 に 対し て 責任 を 負う こと が ある 。 


第 124S-10 条 


生産 者 は 、 次 の こと を 証明 し な い 限 り 、 当 然 の こと な 
が ら 責 任 を 負う : 1? 製品 を 流通 に 乗せ な か っ た こと 。 
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2? 状況 を 考慮 し 、 損 害 の 原因 と な っ た 欠陥 が 、 そ の 製 
品 を 流通 させ た 時 点 で は 存在 し な か っ た と 値 じ る に 足 
る 理由 が ある こと 、 ま た は この 欠陥 が その 後生 じ た こ 
と 、3? その 製品 が 販売 用 また は その 他 の 流通 用 で は な 
か っ た こと 、4④? その 製品 を 流通 させ た 時 点 の 科学 技術 


知識 の 状態 で は 欠陥 の 存在 を 発見 する こと は 不可 能 で 
あっ た こと 、5$? その 欠陥 は 、 そ の 製品 を 流通 させ た 時 
点 で は 存在 せ ず 、 そ の 時 点 で は 存在 し な か っ た こと 。 


5? あるいは 、 そ の 欠陥 が 、 控 品 が 法律 的 ある い は 規制 
的 な 性 質 の 強制 的 な 規則 に 適合 し て いる こと に 起因 し 
て いる こと 。 


また 、 構 成 部 品 の 生産 者 は 、 欠 陥 が その 部 品 が 組み 込ま 
れ た 製品 の 設計 また は その 製品 の 生産 者 に よっ て え 
られ た 指示 に 起因 する こと を 証明 し た 場合 、 責 任 を 負 
わな い 。 


第 124S-11 条 
生産 者 は 、 損 害 が 人 体 の 要素 また は 人 体 に 由来 する 製品 


に よっ て 生じ た 場合 、 第 1245-10 条 , 第 4 項 に 規定 する 免 
責 事由 を 援用 する こと は で き な い 。 


第 124S-12 条 
損害 が 製品 の 欠陥 と 被害 者 また は 被害 者 が 責任 を 負う べ 
き 者 の 過失 に よっ て 共同 し て 生じ た 場合 、 す べ て の 状 


況 を 考慮 し て 、 生 産 者 の 責任 を 軽減 また は 捧 除 する こ 
と が で きる 。 


第 124S-13 条 


生産 者 の 被害 者 に 対す る 責任 は 、 損 害 の 発生 に 寄 皇 し た 
第 二 者 の 行為 に よっ て 軽減 され る こと は な い 。 


第 124S-14 条 


霞 現 担保 責任 を 排除 ある い は 制限 し よう と する 条項 
侍 止 され て お り 、 書 かれ て いな いも の と みな され る 。 


た だ し 、 和 被害 者 が 主として 自己 の 私 的 使用 また は 消費 
の た め に 使用 し て いな い 商 品 に 生じ た 損害 に つい て 
は 、 専 門 家 間 で 定め た 条項 が 有効 で ある 。 


第 124S-1S 条 


生産 者 側 に 過失 が ある 場合 を 除き 、 本 章 の 規定 に 基づく 
生産 者 の 責任 は 、 0 と な っ た 製品 自体 が 流通 開 
始 さ れ て か ら 10 年 経過 し 、 そ の 間 に 被 害 者 が 法 的 措 帝 
を 講じ た 場合 を 除き 、 0 
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第 124S-16 条 
本 章 の 規定 に 基づく 損害 賠償 請求 訴訟 は 、 請 求 者 が 損 


害 、 欠 陥 お よび 生産 者 の 身元 を 知っ た 日 また は 知る ベ 
43R20025220020 議 0 


第 124S-17 条 


本 章 の 規定 は 、 損 害 の 被害 者 が 契約 上 若しくは 契約 外 の 
責任 に 関す る 法律 又は 特別 の 責任 制度 に 基づい て 有 す 
る こと が で きる 権利 に 影響 を 紀 え な いも の と する 。 


生産 者 は 、 自 己 の 過 和 失 お よび 自己 が 責任 を 負う べき 者 
の 過失 の 結末 に つい て 、 引 き 続 き 責任 を 負う 。 


第 3 章 : 生態 系 へ の 損害 に 対す る 補償 
第 1246 条 


生態 奈 へ の 損害 に 対し て 責任 を 負う 者 は 、 そ の 賠償 を 
する こと が 求め られ る 。 


第 1247 条 


生態 償 の 要素 や 機能 、 あ る い は 人 間 が 環境 か ら 得 る 集合 
的 な 利益 に 対す る 無視 で き な い 損害 か ら な る 生態 衝 損 
害 は 、 本 タイ トル に 規定 する 条件 の も と で 補償 する こ 

と が で きる 。 


第 1248 条 


生態 系 損害 の 補償 の た め の 訴 訟 は 、 国 、 フ ラン ス 生 物 多 
様 性 庁 、 関 係 す る 地域 の 地方 自治 体 お よび その グル ー 
プ 、 な ら び に 自然 保護 お よび 環境 保全 を 目的 と し 、 訴 
訟 提起 の 日 に 少な く と も 3 年 間 承 認 ま た は 設立 され た 公 
共 施 設 お よび 団体 な ど 、 行 動 す る 権利 を 有 し 利益 を 有 
する 者 な ら 誰 で も 参加 する こと が で きる 。 


第 1249 条 


生態 系 へ の 損害 に 対す る 補償 は 、 主 に 現物 で 行わ れ 
る 。 


それ が 法律 上 も し く は 事実 上 不可 能 な 場合 、 ま た は 賠 
償 の 措 普 が 不 十 分 な 場合 、 裁 記 所 は 責任 者 に 対し 、 環 境 
の 賠償 に 充て られ た 損害 賠償 金 を 原告 、 ま た は 原告 が 
この 目的 の た め に 必要 な 措 帝 を 取る こと が で き な い 場 


合 に は 国 に 対し て 支払 う よ う 命 じ な けれ ば な ら な い 。 
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不利 益 の 評価 は 、 必 要 に 応じ て 、 特 に 環境 法典 の 第 1 巻 
の 第 6 編 の 実施 の 枠 内 で 、 す で に と られ た 賠償 の 措 普 を 
考慮 する 。 


第 120 条 


違約 金 が 発生 し た 場合 、 裁 剤 記 は 、 そ れ を 環境 修復 の た 
め に 配分 する 請求 者 の 利益 の た め に 清算 し 、 請 求 者 が 
この 目的 の た め に 必要 な 措 帝 を 取る こと が で き な い 場 
合 は 、 同 じ 目 的 の た め に 配分 する 国 の 利益 の た め に 清 
算 す る も の と し ます 。 


裁 記 記 は 、 こ れ を 清算 する 権限 を 有する 。 


第 12S1 条 


損害 の 差し 迫っ た 発生 を 防止 し 、 そ の 悪化 を 回 避 し 、 
また は その 結果 を 軽減 する た め に 発生 し た 費用 は 、 賠 
償 可 能 な 損害 に 該当 する 。 


第 12S2 条 


生態 系 損害 の 賠償 と は 別に 、 裁 鹿 所 は 、 第 1248 条 に 言及 
され た 者 か ら そ の 上 則 の 請求 を 受け た 場合 、 損 害 を 防止 
また は 停止 する た め の 合理 的 措 連 を 規定 する こと が で 
きる 


サ プ タ イト ル III : その 他 の 義務 の 発生 源 
第 1300 条 


準 契 約 は 、 純 粋 に 自発 的 な 行為 で や り 、 そ れ に よっ て 
利益 を 得る 者 の 側 に 、 そ の 権利 を 有する こと な く 義 務 
を 生じ させ 、 時 に は 、 そ れ を 行う 者 の 側 に 、 他 者 に 対 
する 義務 を 生じ させ る も の で ある 。 


この 副題 が 適用 され る 準 契 約 は 、 業 務 管 理 、 不 当 な 支払 
い 、 不 当 利 得 な ど で あ る 。 


第 1 章 業務 管理 
第 1301 条 


他人 の 事務 を 、 そ の 義務 に 服 す る こと な く 、 そ の 事務 
の 所 有 者 の 認識 また は 反対 を 受け る こと な く 、 故 意 に 
か つ 有 用 に 管理 する 者 は 、 そ の 管理 の 法 的 お よび 物質 
的 行為 の 遂行 に お いて 、 代 理 人 の すべ て の 義務 を 負 

の ke 
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第 1301-1 条 


代理 人 は 、 事 件 の 管理 に つい て 合理 的 な 人 の すべ て の 
注意 を 払う 義務 が あり 、 事 件 の 主人 また は その 後継 者 
が 提供 で きる よう に な る まで 管理 を 継続 し な けれ ば な 
ら な い 。 


裁 鹿 互 は 、 状 況 に 応じ て 、 管 理 人 の 過失 に より 事件 の 主 
人 に 支払 うべ き 賠 償 金 を 軽減 する こと が で きる 。 


第 1301-2 条 

事業 を 有用 に 管理 され た 者 は 、 支 配 人 に よ っ て 自己 の 
利益 の た め に 締結 され た 約定 を 履行 し な けれ ば な ら な 
い 。 


また 、 経 営 者 の 利益 の た め に 支出 し た 費用 を 弁済 し 、 
経営 者 の 経営 生生 PT 
IA 


マネ ー ジ ャ ー に よっ て 立て 替え られ た 人 金額 に は 、 支 払 
の 上 の EX 


第 1301-3 条 


マス ター に よる 管理 の 批 准 は 、 委 任 に 相当 する 。 

第 1301-4 条 

他人 の 事務 を 担当 する 管理 者 の 個人 的 利益 は 、 経 営 管理 
の 規則 の 適用 を 排除 し て は な ら な い 、。 

この 場合 、 コ ミッ トメ ント 、 費 用 、 損 害 賠償 の 負担 


は 、 共通 の 事業 に お ける 各 当 事 者 の 利益 に 応じ て 分 担 
され る 。 


経営 者 の 行為 が 経営 管理 の 条件 を 満た よさ な い が 、 そ れ 


こも か か わら ず 経 営 者 の 利益 に な る 場合 、 経 営 者 は 不 
凍 号 の 規則 に 従っ て 経営 者 に 補償 し な けれ ば な ら な 
い 。 


第 2 章 : 不当 利得 の 支払 い 
第 1302 条 


いか な る 支払 いも 債 聞 を 前 所 と し 、 支払 期日 を 経 ず に 
受け 取っ た も の は 返 選 の 対象 と な る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

返 選 は 、 任 意 に 免除 され た 自然 債務 に つい て は 、 許 さ 
れ な い 。 


第 1302-1 条 


話 っ て また は 故意 に 義務 の な いも の を 受け 取っ た 者 
は 、 不 当 に 受け 取っ た 者 に それ を 返 二 し な けれ ば な ら 
MI O 間 


第 1302-2 条 


雇っ て また は 強迫 され て 他人 の 債務 を 支払 っ た 者 は 、 
債権 者 に 対し 、 返 選 を 求め て 行動 する こと が で きる 。 
た だ し 、 こ の 権利 は 、 支 払 の 結果 、 債 権 者 が その 権原 
を 破壊 、 ま た は その 債権 を 保証 する 証券 を 放棄 し た 
場合 に 消滅 する 。 


また 、 課 っ て 債務 を 支払 っ た 者 に 対し て も 、 返 二 を 請 
求 す る こと が で きる 。 


第 1302-3 条 
第 1302 条 返 選 は 、 第 1352 条 か ら 第 1352 条 の 9 まで に 定め 
る 規則 に 従う 。 


支払 い が 過失 の 結果 で ある 場合 は 、 減 額 さ れる こと が 
ある 。 


第 3 章 不当 利得 

第 1303 条 

経営 や 不当 な 支払 い の 場合 を 除き 、 不 当 利得 に より 利 益 
を 得 て 他 人 に 損害 を 旨 え た 者 は 、 そ れ に よっ て 損害 を 


受け た 者 に 対し 、 そ の 利益 と 損害 の 2 つの 価値 の うち 小 
さい 方 に 相当 する 賠償 を し な けれ ば な ら な い 。 


第 1303-1 条 


富裕 は 、 そ れ が 貧困 に 陥っ た 人 の 義務 の 履行 か ら も 、 
その 自由 な 意思 か ら も 生じ な い 場 合 に は 、 不 当 で あ 
る 。 


第 1303-2 条 
困 究 者 が 個人 的 利益 を 目的 と し て 行っ た 行為 か ら 困 究 が 


生じ た 場合 に は 、 補 償 を 受け る 権利 は な い 。 


困窮 者 の 過失 か ら 生 じ た 場 合 は 、 裁 鹿 所 に より 補償 が 組 
和 さ れる こと が ある 。 


第 1303-3 条 
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困窮 者 は 、 他 の 訴え の 可能 性 が ある 場合 、 ま た は 時 効 
な どの 法律 に より 禁止 され て いる 場合 に は 、 こ の 理由 
に よる 訴え を 提起 する こと が で き な い 、。 

第 1303-4 条 

支出 の 日 に 把握 され た 困 欠 と 、 請 求 の 日 に 残っ て いる 
富裕 は 、 草 決 の 日 に 評価 され る 。 受 益 者 側 に 趣意 が ある 
場合 、 支 払わ れる べき 賠償 金 は 、 こ れ ら 2 つの 値 の うち 
高い 方 に 等 し い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 取得 の さま ざま か 方 法 
第 4 編 : 義務 の 一 般 的 な シス テム 
第 1 章 : 義務 の 様式 

第 1 節 : 条件 付 の 義務 

第 1304 条 


義務 は 、 拘 来 の 不 確 実 な 事象 に 依存 する 場合 、 条 件 付き 
で ある 。 


条件 の 履行 が 義務 を 純粋 か つ 単 純 な も の に する 場合 に 
は 、 停 止 祭 件 と な る 。 


その 履行 が 義務 の 消滅 に つなが る 場合 は 、resolutory で 
ある 。 


第 1304-1 条 

条件 は 合法 的 で な けれ ば な ら な い 。 こ れ を 欠く と 、 義 
務 は 無効 と な る 。 

第 1304-2 条 

履行 が 債務 者 の 意思 の み に 依 存する 条件 の 下 で 契約 さ 
れ た 債務 は 、 無 効 で ある 。 

この よう な 無効 は 、 債 務 が 事実 を 十分 に 知り な が ら 履 
行 さ れ た 場合 に は 、 行 使 す る こと が で き な い 。 

第 1304-3 条 

中 断 条 件 は 、 そ の 利害 関係 を 有する 者 が その 履行 を 妨 
げた 場合 、 履 行 さ れ た も の と みな され る 。 


和解 消 条件 は 、 そ の 履行 が 利害 関係 を 有する 当事者 に よっ 
て 引き 起こ され た 場合 、 不 成立 と みな され る 。 


第 1304-4 条 

当事者 は 、 そ の 排他 的 利害 関係 に お いて 規定 され た 条件 
が 履行 され ず 、 ま た は 不成立 で な い 限 り 、 自 由 に 放棄 
する こと が で きる 。 

第 1304-S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


停止 条件 が 成就 する 前 に 、 債 務 者 は 債務 の 適切 な 履行 を 
妨げ る よう な 行為 を 慣 ま な けれ ば な ら な い 。 債権 者 は 
保全 行為 を 行い 、 債 務 者 の 権利 を 詐取 し て 行わ れ た 行為 
を 攻撃 する こと が で きる 。 


文 払わ れ た も の は 、 停 止 祭 件 が 満た され て いな い 限 
り 、 繰 り 返 すこ と が で きる 。 


第 1304-6 条 


債務 が 純粋 か つ 単 純 に な る の は 、 停 止 祭 件 が 成 就 し た 
と きか ら で あ る 。 


た だ し 、 当 事 者 は 、 条 件 の 成就 が 契約 の 日 に 遡及 し て 効 
力 を 有する こと を 定め る こと が で きる 。 債務 の 対象 で 

ある 物 は 、 条 件 が 成就 され る まで 、 債 務 者 の 危険 負担 

の 下 に あり 、 債 務 者 は その 管理 を 保持 し 、 果 実 を 得る 

権利 を 有する 。 


停止 条件 が 不成立 の 場合 、 債 務 は 存在 し な か っ た も の 
と みな され る 。 


第 1304-7 条 


和解 決 条件 の 充足 は 、 該当 する 場合 、 保 全 行為 お よび 行政 
行為 を 問題 に する こと な く 、 債 務 を 遡及 的 に 消滅 させ 
る 。 


遡及 は 、 当 事 者 が 合意 し た 場合 、 あ る い は 交換 され た 
利益 が 契約 の 相互 履行 過程 で 有用 性 を 見 出し た 場合 に は 
適用 され な い 。 


第 2 分 : 前 方 義務 
第 130S 条 
債務 が 将来 の 確実 な 事象 の 発生 まで 繰り 延べ られ る 期 


限 付き の も の で 、 た と え そ の 日 が 不 確 定 で あっ て も 、 
その 債務 が 繰り 延べ られ る 。 


第 1305-1 条 


この 条件 は 明示 的 で あっ て も 暗 問 的 で あっ て も よい 。 


合意 が な い 場 合 、 裁 鹿 所 は 、 義 務 の 性 質 と 当事者 の 状況 
に 照ら し て 、 そ れ を 定め る こと が で きる 。 


第 1305-2 条 


期限 内 に 支払 うべ き も の は 、 期 限 前 に 請求 する こと は 
で き な い が 、 前 払い され た も の は 、 繰 り 返 し 請求 する 
二 の た まこ あ AM 
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第 1305-3 条 
条件 は 、 法 律 、 当 事 者 の 意思 また は 状況 か ら 、 債 権 者 ま 


た は 両 当事者 に 有利 に 設定 され て いる こと が 明らか で 
な い 限 り 、 債 務 者 に 利益 を ち も た ら す も の で ある 。 


その 期間 が 排他 的 な 利益 の た め に 設定 され た 当事者 


は 、 他 の 当事者 の 同意 な し に 、 そ れ を 放棄 する こと が 
で きる 。 


第 130S-4 条 

債務 者 は 、 債 権 者 に 約束 し た 担保 を 提供 し な い 場 合 、 
た は 債務 を 保証 する 担保 を 減額 する 場合 に は 、 期 限 の 
利益 を 主張 する こと が で き な い 。 

第 130S-S 条 

債務 者 に よる 期限 の 利益 の 喪失 は 、 そ の 共同 債務 者 ( 連 


巡 債 務 者 で あっ て も ) お よび 保証 人 に 対し て も 主張 す 
の ど カ で き が いい 


第 3 節 : 複数 の 義務 

第 1 小節 : 複数 の 主体 

第 1 項 : 累積 的 な 義務 

第 1306 条 

義務 は 、 複 数 の 主題 を 有 し 、 そ れ ら の すべ て を 履行 す 
る こと に よっ て の み 債 務 者 を 免責 する 場合 、 累 積 的 で 
ある 。 

第 2 項 : 代替 義務 

第 1307 条 

義務 は 、 い くつ か の 義務 を その 目的 と し て 持ち 、 そ れ 


ら の うち の 1 つ を 履行 する こと に よっ て 債務 者 を 免除 す 
る 場合 、 代 替 的 な も の で ある 。 


第 1307-1 条 


義務 の 間 の 選択 は 、 債 務 者 に ある 。 


その 選択 が 合意 され た 期間 内 また は 合理 的 な 期間 内 に 
行使 され な い 場 合 、 相 手 方 は 、 催 告 の 後 、 そ の 選択 を 行 
使 し 、 ま た は 契約 を 取り 消す こと が で きる 。 
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行使 され た 選択 は 最終 的 な も の で あり 、 義 務 は その 代 
替 的 性 格 を 失う 。 


第 1307-2 条 

不可 抗力 に よる 場合 は 、 選 択 し た 義務 の 履行 が 不可 能 で 
ある こと か ら 、 債 務 者 は 解放 され る 。 

第 1307-3 条 

選択 を 明らか に し て いな い 債 務 者 は 、 義 務 の 1 つが 不可 
人 能 に な っ た 場合 、 他 の 義務 の 1 つ を 履行 し な けれ ば な ら 
な い 。 

第 1307-4 条 

選択 を 明らか に し て いな い 人 債権 者 は 、 不 可 抗 力 の 結 
末 、 履 行 が 不可 能 に な っ た 場合 、 他 の 債務 の 1 つ で 満足 
し な けれ ば な ら な い 。 


第 1307-S 条 


義務 が 不可 能 に な っ た 場合 、 債 務 者 は 、 そ の 不可 能 が そ 
れ ぞ れ に つい て 不可 抗力 に よる も の で ある 場合 に の 
み 、 免 責 さ れる 。 


第 3 項 : 選択 的 義務 
第 1308 条 


義務 は 、 あ る 特定 の 履行 を 目的 と し て いる が 、 債 務 者 
は 、 免 責 さ れる た め に 、 列 の 履行 を 提供 する 選択 肢 を 
有 し て いる 場合 、 任 意 で ある 。 


任意 債務 は 、 当 初 合意 し た 債務 の 履行 が 不可 抗力 に より 
不可 能 と な っ た 場合 に 消滅 する 。 


第 2 小節 複数 の 対象 
第 1309 条 


複数 の 債権 者 また は 債務 者 を 拘束 する 義務 は 、 法 律 の 運 
用 に より 、 そ れ ら の 間 で 分 割 さ れる 。 こ の 分 割 は 、 債 
務 が 連 淀 債務 で あっ て も 、 そ の 承継 人 の 間 で も 行わ れ 
る 。 法律 また は 契約 に より 別段 の 定め が な い 場 合 、 分 
守 は 均等 割 で 行わ れる 。 
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債権 者 の 各々 は 、 共 同 債権 の 自己 の 持分 に つい て の み 権 
利 を 有 し 、 債 務 者 の 各々 は 、 共 同 債務 の 自己 の 持分 に つ 
いて の み 責 任 を 負う 。 


債権 者 と 債務 者 の 間 に お いて は 、 債 務 が 連帯 で ある 


か 、 ま た は 原因 と な る 利益 が 不可 分 で ある 場合 を 除 
き 、 こ の 限り で な い 。 


第 1 項 : 連 葵 債務 
第 1310 条 


連帯 債務 は 法 的 また は 契約 上 の も の で あり 、 推 定 され 
る も の で は な い 。 


第 1311 条 


債権 者 間 の 連 常 責任 に より 、 各 債権 者 が 債務 全体 の 文 払 
い を 要求 ・ 受 名 する こと が で きる 。 

債権 者 の 一 人 が 他 の 債権 者 に 対し て 行っ た 支払 い は 、 
すべ て の 債権 者 に つい て 債務 者 を 免除 する 。 


債務 者 は 、 連 淀 債権 者 の 1 人 か ら 訴 えら れ て いな い 限 
り 、 連 淀 債権 者 の いずれ か に 支払 うこ と が で きる 。 


第 1312 条 


連 需 債権 者 の 1 人 に 関す る 時 効 を 中 断 ま た は 停止 させ る 
行為 は 、 他 の 債権 者 の 利益 に な る 。 


第 1313 条 


債務 者 間 の 連帯 は 、 債 務 者 それ ぞ れ に 全 債 務 を 負わ せ 
る 。 そ の うち の 1 人 が 支払 えば 、 債 権 者 に 対し て その す 
べ て を 免除 する 。 


債権 者 は 自分 の 選ん だ 連帯 債務 者 に 支払 い を 要求 する こ 
と が で きる 。 連 帯 債務 者 の 1 人 に 対す る 手続 き は 、 債 権 
者 が 他 の 債務 者 に 対し て 同様 の 手続 き を 取る こと を 妨 
げ な い 。 


第 1314 条 


連帯 債務 者 の 1 人 に 対し て 行わ れ た 利息 の 請求 は 、 連 帯 
債務 者 全員 に 対し て 利息 を 発生 させ る 。 


第 131S 条 


債権 者 に よっ て 訴え られ た 連帯 債務 者 は 、 無 効 や 取消 

な ど 、 す べ て の 連帯 債務 者 に 共通 する 異議 と 、 自 分 に 

個人 的 な 異議 を 申し 立て る こと が で きる 。 ま た 、 期 限 

の 利益 供 避 な ど 、 他 の 共同 債務 者 に 一 身 専 属 的 な 例外 を 
申し 立て る こと は で き な い 。 し か し 、 他 の 共同 債務 者 

に 個人 的 な 例外 が 、 特 に 債務 の 相殺 や 免除 の 場合 、 後 者 
の 分 割 さ れ た 持分 を 消滅 させ る 場合 、 彼 は それ を 援用 

し て 債務 の 合計 か ら 差 し 引か せる こと が で きる 。 

第 1316 条 
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連帯 債務 者 の 一 人 か ら 支 払 を 受け 、 連 帯 責 任 の 免除 を 
えた 債権 者 は 、 免 除 し た 債務 者 の 持分 を 控除 し た 後 、 他 
の 者 に 対し て その 債権 を 留保 する 。 


第 1317 条 


連帯 債務 者 同士 は 、 自 分 の 取り 分 の み を 債務 に 寄 互 す 
る 。 


自分 の 取り 分 より 多く 支払 っ た 者 は 、 自 分 の 取り 分 に 
比例 し て 他 の 者 に 対し て 請求 する こと が で きる 。 


債務 者 の 一 人 が 支払 不能 に 陥っ た 場合 、 そ の 取り 分 は 、 


支払 い を 行っ た 者 と 連帯 免除 の 思 恵 を 受け た 者 を 含む 
支払 能力 の ある 共同 債務 者 の 間 で 、 寄 所 分 に よっ て 分 割 
され る 。 


第 1318 条 


債務 が 連 淀 債務 者 の 1 人 だ け に 関係 する 事柄 か ら 生 じ た 
場合 、 そ の 者 だ けが 他 の 者 に 対す る 債務 に つい て 責任 
を 負う 。 本 人 が それ を 支払 っ た 場合 、 共 同 債務 者 に 対し 
て は 何ら の 請求 権 も な い 。 も し 共同 債務 者 が それ を 支 
払っ て いれ ば 、 彼 ら は 彼 に 対す る 償 選 請求 権 を 持つ 。 


第 1319 条 


連 需 債務 者 は 、 債 務 の 不履行 に つい て 連 常 し て 責任 を 負 
う 。 不 履行 が 帰属 する 者 に 決定 的 に 負担 が か か る 。 


第 2 項 : 不可 分 な 義務 
第 1320 条 


不可 分 な 履行 を 伴う 債務 の 債権 者 の 各々 は 、 そ の 人 性質 上 
また は 契約 上 、 他 の 者 に 説明 する こと な く 、 そ の 全額 
の 支払 い を 要求 し 、 受 け 取 る こと が で きる が 、 彼 だ け 
が 債権 の 処分 や 物 の 代わ り に 代価 の 受 叙 を する こと は 
で きだ ない 。 


この よう な 債務 の 債務 者 は 、 そ れ ぞ れ 全 体 と し て その 
債務 に 拘束 され る が 、 他 の 者 に 対し て は 、 礎 分 と し 
て 請求 する こと が で きる 。 


これ ら の 債権 者 、 債 務 者 の 各 承継 者 に つい て も 同様 で 
ある 。 
第 2 章 : 義務 に 関す る 取引 
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第 1 節 : 債権 の 譲渡 
第 1321 条 
債権 の 譲渡 は 、 譲 渡 債権 者 が 譲渡 債務 者 に 対す る 債権 の 


全部 また は 一 部 を 有価 の 対価 と し て 、 ま た は 無償 で 譲 
受 人 と 呼ば れる 第 三 者 に 譲渡 する 契約 で ある 。 


譲渡 は 、1 つ また は 複数 の 現在 また は 属 来 の 、 確 定 ま た 
は 確定 可能 な 債権 に 関す る も の で ある 。 


請求 権 の 付属 物 に まで 及ぶ 。 

債権 が 譲渡 不可 能 と 規定 され て いな い 限 り 、 債 務 者 の 同 
意 は 必要 な い 。 

第 1322 条 


債権 の 譲渡 は 、 無 効 を 覚悟 で 、 書 面 で な けれ ば な ら な 
い S 


第 1323 条 


当事者 問 で は 、 現在 また は 特 来 の 債権 の 譲渡 は 、 証書 の 
日 付 で 行わ れる 。 


その 時 点 か ら 第 三 者 に 対し て 依拠 する こと が で きる 。 
紛争 が 生じ た 場合 、 譲渡 日 の 証明 は 譲受 人 に 課さ れ 、 譲 
受 人 は いか な る 手段 に に っ て も これ を 証明 する こと が 
で きる 。 


第 1324 条 


衣 渡 は 、 債 務 者 が まだ 同意 し て いな い 場 合 、 そ の 通知 
を 受け た と き 、 ま た は それ に 留意 し た と き に 限り 、 債 
務 者 に 対し て 対抗 する こと が で きる 。 


債務 者 は 、 無 効 、 不 履行 、 取 消 、 関 連 す る 債務 の 相 条 な 
ど 、 債 務 に 内 在 する 抗弁 を 譲受 人 に 対抗 する こと が で 
きる 。 ま た 、 債 務 者 は 、 譲 渡 の 効力 発生 前 に 譲渡 人 と の 
関係 か ら 生じ た 抗弁 、 例 えば 、 期 限 の 利益 供 二 、 債 務 の 
免除 、 無 関係 な 債務 の 相殺 を 申し 立て る こと が で き 

る 。 


譲渡 人 と 譲受 人 は 、 債 務 者 が 立て 替え る 必要 の な い 、 譲 
渡 に よっ て 生じ た すべ て の 追加 費用 に つい て 連帯 し て 
責任 を 負う 。 別 段 の 定め が な い 限 り 、 そ の よう な 費用 
の 負担 は 譲受 人 が 負う 。 


第 132S 条 


債権 を 連続 し て 譲り 受け た 者 の 間 の 争い は 、 時 間 的 に 
先 に 譲り 受け た 者 に 有利 に 解決 され る 。 こ の 者 は 、 債 
務 者 が 支払 い を 行う は ず だ っ た 者 に 対し て 救済 を 受け 
の こら だか 6 きる 。 
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月 15 日 


第 1326 条 


有償 で 債権 を 譲渡 する 者 は 、 譲 受 人 が 自己 の 危険 負担 で 
取得 し た 場合 や 債権 の 不 確 実 な 性 質 を 知っ て いた 場合 
を 除き 、 債 権 の 存在 と その 付属 物 を 保証 する 。 


譲受 人 は 、 債 務 者 の 支払 能力 を 保証 する こと を 引き 受け 
た 場合 に 限り 、 債 権 の 譲渡 に よっ て 得る こと が で きた 
代価 の 額 を 限度 と し て 、 支 払 能力 を 保証 する 責任 を 負 
の 


譲渡 人 が 債務 者 の 支払 能力 を 保証 し て いる 場合 、 こ の 保 
証 は 債務 者 の 現在 の 支払 能力 の み を 指す 。 た だ し 、 譲 渡 
人 が 明示 的 に 指定 し て いる 場合 に 限り 、 満 期 時 の 債務 者 
の 支払 能力 に 及ぶ こと が ある 。 


第 2 節 : 債務 の 譲渡 

第 1327 条 

債務 者 は 、 債 権 者 の 同意 を 得 て 、 そ の 債務 を 譲渡 する こ 
と が で きる 。 

譲渡 は 、 無 効 を 覚悟 で 、 書 面 で な けれ ば な ら な い 。 
第 1327-1 条 

債権 者 が 事前 に 譲渡 に 同意 し 、 そ れ に 介入 し て いな い 
場合 、 債 権 者 は 、 そ れ が 自分 に 通知 され た 日 また は そ 


れ に 留意 し た 時 点 ま で 、 そ れ を 呼び 出し た り 、 そ れ に 
依拠 し た りす る こと は で き な い 。 


第 1327-2 条 


債権 者 が 明示 的 に 同意 し た 場合 、 原 債務 者 は 閣 来 に わ 
た っ て 免責 され る 。 そ う で な い 場 合 、 ま た 別段 の 合意 
が な い 限 り 、 債 務 の 支払 い に つ いて 連帯 し て 責任 を 負 
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第 1328 条 


代位 債務 者 、 お よび 元 の 債務 者 が 拘束 され た まま で あ 
れ ば 、 債 権 者 に 対し 、 債 務 に 内 在 する 抗 井 、 た と えば 
無効 、 不 履行 、 取 消 、 関 連 す る 債務 の 相殺 を 申し 立て る 
こと が で きる 。 ま た 、 各 当事者 は 、 自 己 に 固有 の 例外 
を 主張 する こと が で きる 。 


第 1328-1 条 
原 債務 者 が 債権 者 に よっ て 免責 され な い 場 合 、 担 保 権 は 


残存 する 。 そ れ 以 外 の 場合 、 元 の 債務 者 また は 第 三 者 が 
旨 え た 担保 は 、 そ の 同意 が ある 場合 に の み 存 続 する 。 
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譲渡 人 が 免責 され た 場合 、 そ の 連帯 債務 者 は 、 債 務 に 対 
する 持分 を 控除 し た 後 、 引 き 続き 責任 を 負う 。 

第 3 節 : ノ ベ ズー ショ ン 

第 1329 条 


ノ ベ ー シ ョ ン と は 、 消 滅 さ せる 義務 を 、 新 た に 発生 さ 
せる 義務 に 資 き 換え る こと を 目的 と し た 契約 で ある 。 


同じ 当事者 間 の 義務 の 紗 き 換え 、 債 務 者 の 変更 、 債 権 者 
の 変更 に よっ て 行わ れる こと が ある 。 


第 1330 条 


ノ ベ ー シ ョ ン は は 推定 され な い 。 そ れ を 有効 に する 意図 
は 、 行 為 か ら 明 ら か で な けれ ば な ら な い 。 


第 1331 条 


ノ ベ ー シ ョ ン は 、 古 い 債 務 と 新しい 債務 が と も に 有効 
で ある 場合 に の み 行 われ る 。 た だ し 、 そ の 目的 が 、 有 
効 な 債務 を 欠陥 に よっ て 無効 と され た 債務 に 加 き 換え 
る こと に ある 場合 は この 限り で は な い 。 


第 1332 条 


債務 者 の 変更 に し よる ノ ベ ー シ ョ ン は 、 最 初 の 債務 者 の 
同意 が な く て も 行う こと が で きる 。 


第 1333 条 


債権 者 の 変更 に し よる ノ ベ ー シ ョ ン は 、 債 務 者 の 同意 が 
必要 で ある 。 後 者 は 、 事 前 に 、 新 し い 債権 者 が 最初 の 債 
権 者 か ら 指定 され る こと を 承諾 する こと が で きま す 。 


ノ ベ ー シ ョ ン は 、 行 為 の 日 に 第 三 者 に 対し て 設定 する 
こと が で きま す 。 転 得 の 日 付 が 争わ れ た 場合 、 立 証 責 
任 は 新 債 権 者 に あり 、 新 債権 者 は いか な る 手段 に よっ 
て も それ を 証明 する こと が で きる 。 


第 1334 条 


旧 債務 の 消滅 は 、 そ の すべ て の 付属 物 に 及ぶ 。 


例外 と し て 、 元 の 証券 は 、 第 三 者 保証 人 の 同意 を 得 て 、 
新しい 債務 を 保証 する た め に 留保 され る こと が ある 。 


第 133S 条 


債権 者 と 連 常 債務 者 の 1 人 と の 間 で 合意 され た ノ ベ ー 
ショ ン は 、 他 の 債務 者 を 免除 する 。 
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債権 者 と 保証 人 と の 間 で 合意 され た 転 得 は 、 主 た る 債務 
者 を 免除 し な い 。 他 の 保証 人 は 、 そ の 債務 が 新 化 さ れ 
た 者 の 寄 分 の 範囲 内 で 免除 され る 。 


第 4 節 : 委任 
第 1336 条 


稀 任 と は 、 あ る 者 (委任 者 ) が 他 の 者 ( 被 交 任 者 ) カ 
ら 、 上 自分 を 債務 者 と し て 受け 入れ る 第 三 者 ( 被 和 任 者 ) 
に 対す る 債務 を 取得 する 取引 で ある 。 


委任 者 は 、 別 段 の 定め が な い 限 り 、 委 任 者 と の 関係 ま 
た は 委任 者 と 被 委 任 者 と の 関係 か ら 生 じ る 例外 を 被 委 任 
者 に 対抗 する こと が で き な い 。 


第 1337 条 
和 任 者 が 受任 者 の 債務 者 で あり 、 秋 任 者 が 委任 者 を 免責 


する 意思 が 行為 に 明示 され て いる 場合 、 委 任 は 新任 と 
し て 機能 する 。 


た だ し 、 委 任 者 が 委任 者 の 格 来 の 支払 能力 を 保証 する こ 
と を 明示 的 に 約束 し た 場合 、 ま た は 委任 の 際 に 委任 者 
が 債務 免除 の 手続 き に 服 し た 場合 に は 、 委 任 者 は 拘束 さ 
れ だ まま で ある 。 


第 1338 条 


委任 者 が 被 委 任 者 に 対し て 債務 を 負っ て いる が 、 和 被 委 任 
者 が 債務 を 弁済 し て いな い 場 合 、 委 任 は 被 委任 者 に 第 二 
債務 者 を 付 す る 。 


2 人 の 債務 者 の うち 一 方 が 支払 えば 、 他 方 も 同じ 程度 に 
免除 され る 。 


第 1339 条 


交 任 者 が 被 和 任 者 の 債権 者 で ある 場合 、 そ の 債権 は 、 委 
任 者 の 被 委任 者 に 対す る 債務 の 履行 に よっ て の み 、 同 
じ 程 度 まで 消滅 する 。 


それ まで は 、 秋 任 者 は 、 委 任 者 の 債務 を 超え る 部 分 に 
つい て の み 、 支 払 を 要求 し 、 ま た は 受 促 す る こと が で 
きる 。 委任 者 は 、 自 己 の 被 委 任 者 に 対す る 債務 を 履行 す 
る こと に よっ て の み 、 自 己 の 権利 を 回 復 す る こと が で 
きる 。 


委任 者 の 債権 の 譲渡 また は 差押 え は 、 同 様 の 制限 の 下 で 
の み 有 効 で ある 。 


た だ し 、 受 任 者 が 委任 者 を 解放 し た 場合 、 交 任 者 は 、 秋 
任 者 に 対す る 約束 の 額 を 限度 と し て 、 自 ら そ の 義務 を 


免れ る 。 


第 1340 条 
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債務 者 が 自分 に 代わ っ て 支払 う よ う 指 定 さ れ た 者 を 単 
に 表示 する こと は 、 新 任 ま た は 委任 の いずれ も 生じ な 
い 。 債 権 者 が 自分 に 代わ っ て 支払 い を 受け る よう 指定 
され た 者 を 表示 し た 場合 も 同様 で ある 。 


第 3 章 : 債権 者 に 開か れ た 行為 
第 1341 条 


債権 者 は 、 債 務 の 履行 を 求め る 権利 を 有する 。 債 権 者 
は 、 法 律 で 定め られ た 条件 の 下 で 、 債 務 者 に その 履行 
を 強制 する こと が で きる 。 


第 1341-1 条 


債務 者 が その 所 有 的 性 質 の 権利 お よび 行為 を 行使 し な 
いこ と が 債権 者 の 権利 を 危う くす る 場合 、 債 権 者 は 債 
務 者 に 代わ っ て それ ら を 行使 する こと が で きる が 、 専 
ら 債 務 者 の 個人 と 結び つい て いる も の は 例外 で ある 。 


第 1341-2 条 
債権 者 は 、 債 務 者 が 自己 の 権利 を 詐称 し て 行っ た 行為 を 


自己 に 対し て 執行 不能 と させ る た め に 、 自 己 の 名 に お 
いて 行動 する こと も で きる 。 た だ し 、 有 価 物 対価 行為 


の 場合 に は 、 自 己 と 契約 し た 第 三 者 が 詐称 を 知っ て い 
た こと を 証明 する こと が 条件 と な る 。 


第 1341-3 条 

法律 で 定め られ た 場合 に お いて 、 債 権 者 は 、 そ の 債務 
者 の 債務 者 に 対し て 、 債 権 の 支払 い の た め に 証 接 行動 
の 33 だ NG きる お 。 

第 4 章 債務 の 消滅 

第 1 節 : 文 払 

第 1 小節 : 一 般 規 定 

第 1342 条 

支払 と は 、 債 務 を 任意 に 履行 する こと で ある 。 


債務 が 弁済 期 を 迎え る と 同時 に 行わ な か けれ ば な ら な 
( 紅 
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法 ま た は 契約 で 債権 者 の 権利 の 代位 が 定め られ て いる 
場合 を 除き 、 債 権 者 に 対し て 債務 者 を 免除 し 、 債 務 を 消 
滅 さ せる 。 


第 1342-1 条 


支払 い は 、 債 権 者 が 合法 的 に 拒否 し な い 限 り 、 そ れ に 
拘束 され な い 者 で あっ て も 行う こと が で きる 。 


第 1342-2 条 


支払 い は 、 債 権 者 また は それ を 受け 取る た め に 指定 さ 
れ た 人 に 行わ な けれ ば な ら な い 。 

受け 取る 権利 の な い 者 に な され た 支払 い は 、 債 権 者 が 
それ を 追認 する か 、 ま た は その 者 が それ か ら 利 益 を 得 
て いる 場合 に は 、 そ れ に も か か わら ず 有 効 で ある 。 


契約 不能 の 債権 者 に な され た 支払 い は 、 そ の 債権 者 が 
利益 を 得 て い な い 場 合 に は 、 有 効 で な い 。 


第 1342-3 条 


見 か け 上 の 債権 者 に 対し て 誠実 に 行わ れ た 支払 い は 、 
有効 で ある 。 


第 1342-4 条 
債権 者 は 、 履 行 が 分 割 可能 で あっ て も 、 部 分 的 な 満足 を 
電 舎 する こと が で きる 。 


債権 者 は 、 自 分 に 文 払 うべ きも の 以外 の も の を 文 払 い 
で 受け 取る こと に 同意 する こと が で きる 。 


第 1342-S 条 


確定 物 の 引渡 義務 の 債務 者 は 、 劣 化 の 場合 、 そ の 劣化 が 
自己 また は 自己 の 責任 を 負う 者 の 行為 に よる も の で は 
な いこ と を 証明 で き な い 限り 、 引 渡さ れ た の と 同じ 状 
態 で 債権 者 に 引渡 すこ と に よっ て 免除 され る 。 


第 1342-6 条 

法律 、 契 約 、 裁 鹿 所 に よる 他 の 指定 が な い 場 合 、 支 払い 
は 債務 者 の 住所 地 で 行わ か けれ ば な ら な い 。 

第 1342-7 条 

支払 い に 要 する 費用 は 、 債 務 者 の 負担 と する 。 
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第 1342-8 条 

支払 い は 、 い か な る 手段 に よっ て も 証明 され る も の と 
する 。 

第 1342-9 条 

債権 者 が 債務 者 に 対し て 、 そ の 債権 の 権利 証書 の 原本 、 
私 著 、 ま た は 執行 力 の ある コピ ー を 任意 に 交付 し た 場 
合 は 、 単 純 に 免責 の 推定 を 行う も の と する 。 


連帯 債務 者 の 1 人 に 対す る 同様 の 交付 は 、 全 員 に 対し て 
同様 の 効果 を 有する 。 


第 1342-10 条 

数 個 の 債務 の 債務 者 は 、 文 払う 際 に 、 免 責 し よう と す 
る 債務 を 示す こと が で きる 。 

債務 者 が どの 債務 を 文 払 うか を 示さ な か っ た 場合 、 文 


払い は 次 の よう に 行わ れる : まず 、 支払 期日 が 到来 し 
た 債務 に つい て 、 そ の 中 で 債務 者 が 支払 うこ と に 最も 
関心 が あっ た 債務 に つい て 行う 。 利 息 が 等 し い 場 合 、 
最も 古い 債務 に 対し て 請求 され 、 そ の 他 の 条件 が 等 し 
い 場 合 、 比 例 し て 請求 され る 。 

第 2 節 金銭 債務 に 関す る 特別 規定 

金銭 

第 1343 条 


金額 の 支払 義務 の 債務 者 は 、 そ の 名 目 上 の 金額 の 支払 に 
よっ て 免除 され る 。 


支払 金額 の 額 は 、 指 数 計算 の 結果 、 変 動 す る こと が あ 
る 。 

価値 の ある 債務 の 債務 者 は 、 そ の 清算 の 結果 生じ る 人 金額 
の 支払 い に よ っ て 免除 され る 。 

第 1343-1 条 

第 10 条 金銭 債務 が 利 四 を 伴う 場合 、 債 務 者 は 元 本 と 利 
息 を 支払 うこ と に よっ て 免除 され る 。 部 分 的 な 支払 い 
は 、 ま ず 利 息 と 相殺 され る 。 

利息 は 法律 で 認め られ て いる か 、 契 約 で 規定 され て い 
る 。 合意 され た 金利 は 、 書 面 で 確定 され な けれ ば な ら 
な い 。 デ フォ ルト で 年 利 と みな され る 。 

第 1343-2 条 


少な く と も 丸 1 年 分 の 利息 は 、 契 約 で 定め られ て いる 場 


合 、 あ る い は 裁 章 所 の 装 決 で 定め られ て いる 場合 に 発 
生 す る 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1343-3 条 


第 10 条 金銭 を 支払 う 義 務 の フラ ンス に お ける 支払 い 
は 、 ユ ー ロ で 行わ れる も の と する 。 


し か し 、 こ の よう に 建て られ た 債務 が 国際 取引 また は 
外国 装 決 に 起因 する 場合 は 、 他 の 通貨 で 支払 い を 行う こ 
と が で きる 。 当 事 者 は 、 専 門 家 間 で 行わ れ 、 外 国 通貨 の 
使用 が 当 訪 取 引 で 一 般 的 に 受け 入れ られ て いる 場合 、 
払い は 外国 通貨 で 行わ れる こと に 合意 する こと が で き 
る 。 


第 1343-4 条 


法律 、 契 約 、 裁 記 所 に よる 他 の 指定 が な い 場 合 、 金 銭 の 
支払 義務 の 文 払 地 は 、 債 権 者 の 住所 地 で ある 。 


第 1343-S 条 


第 133 条 裁 鹿 所 は 、 債 務 者 の 状況 お よび 債権 者 の 必要 を 
考慮 し て 、2 年 を 限度 と し て 、 支 払う べき 金額 の 支払 を 
延期 し 、 ま た は 時 間 を ずら すこ と が で きる 。 


特別 の 理由 を 付 し た 決定 に より 、 延 期 さ れ た 分 割 払い 
に 相当 する 金額 に 少な く と も 法定 利率 に 等 し い 利率 で 
利息 を 付す こと 、 ま た は 支払 い を まず 資本 金 に 対し て 
請求 する こと を 感じ る こと が で きる 。 


裁 鹿 記 は 、 債 務 者 が 債務 の 支払 を 促進 また は 保証 する 行 
為 を 行う こと を 条件 と し て 、 こ れ ら の 措 加 を 講じ る こ 
で きる 。 

裁 鹿 官 の 決定 は 、 債 権 者 に よっ て 開始 され た 可能 性 の 
ある 強制 執行 手続 を 一 時 停止 し ます 。 眉 延 の 場合 に 規定 
され る 利息 の 増加 また は 削 則 は 、 裁 刻 札 に よっ て 定め 
られ た 期間 中 は 発生 し ませ ん 。 

これ に 反する いか な る 規定 も 不 文 律 と みな され る 。 

本 条 の 規定 は 、 維 持 の た め の 債 務 に は 適用 され な い 。 
第 3 小節 : 債務 不履行 の 通知 

第 1 項 : 債務 者 に よ る 債務 不履行 の 通知 

第 1344 条 

債務 者 は 、 召 喚 状 また は 十分 な 妨害 行為 に よっ て 、 あ 
る い は 契約 に 規定 が ある 場合 に は 、 債 務 が 弁済 期 に あ 
る と いう 単なる 事実 に よっ て 、 支 払 を 催告 され る 。 

第 1344-1 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

金銭 を 文 払 う 義 務 の 不履行 の 通知 は 、 債 権 者 が 不利 益 を 
示す こと を 要 せ ず 、 法 定 利率 に よる 延滞 利息 を 発生 さ 
せる も の と する 。 


第 1344-2 条 


物 の 引渡 し の 債務 不履行 の 通知 は 、 リ スク が な けれ 
ば 、 債 務 者 に その リス ク を 負わ せる 。 


第 2 項 債権 者 へ の 台 知 
第 134S 条 


債権 者 が 、 正 当 な 理由 な く 、 支 払 期 日 に 、 自 己 に 文 払う 
べき 支払 の 受 叙 を 拒み 、 ま た は 自己 の ? 了 為 に よ 26 
れ を 妨げ た 場合 、 債 務 者 は 、 債 権 者 に 対し 、 履 行 を 受け 
入れ る か ま た は 許可 す る か を 正式 に 催告 する こと が で 
きる 。 


債権 者 の 正式 通知 は 、 債 務 者 の 重大 な 過失 また は 詐欺 の 
場合 を 除き 、 債 務 者 が 支払 うべ き 利 息 の 経過 を 停止 さ 

せ 、 そ の 物 の 危険 性 を 、 そ れ が まだ な い 場 合 に は 債権 

者 の 上 に 加 く 。 


時 効 は 中 断 し な い 。 
第 134S-1 条 


正式 な 通知 か ら 2 ヶ 月 以内 に 妨害 が 終了 し な い 場 合 、 債 
務 者 は 、 債 務 が 金銭 に 関す る も の で あれ ば Caisse des 
dep6ts et consignations に 預け 、 債 務 が 物 の 引渡 し に 関す 
る も の で あれ ば 専門 の 保管 人 に それ を 隔離 する こと が 
で きぐ 。 


物 の 隅 離 が 不可 能 ま た は 費用 が か か りす ぎる 場合 

者 記 は 双方 の 合意 また は 競売 に よ る その 売却 を 許可 す 
0 っ と が で きる 。 売却 の 費用 を 差し 引い た 後 、 代 金 は 
AR eS 2 に 宙 放 され る 


供託 また は 差押 え は 、 債 権 者 に 通知 され た 時 点 か ら 債 
務 者 を 解放 する も の と する 。 


第 134S-2 条 
債務 が 他 の 目的 物 に 関す る も の で ある 場合 、 正 式 な 通 


知 か ら 2 ヶ月 以内 に 妨害 が な く な ら な いと き は 、 債 務 者 
は 免除 され る も の と する 。 


第 134S-3 条 

正式 な 通知 お よび 供託 また は 差押 え の 費 用 は 、 債 権 者 
の 負担 と する 。 

第 4 小節 代位 に よる 弁済 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1346 条 


代位 は 、 正 当 な 利害 関係 を 有する 者 が 支払 うこ と に よ 
り 、 債 務 の 全部 また は 一 部 の 最終 的 な 負担 を 負う べき 
者 が 債権 者 か ら 免 除 さ れる 場合 、 そ の 者 の た め に 単 な 
る 法律 の 運用 に よっ て 行わ れる 。 


第 1346-1 条 


合意 に よる 代位 は 、 債 権 者 が 第 三 者 か ら 支 払い を 受け 、 
債務 者 に 対す る 権利 を その 者 に 代位 する 場合 に 、 債 権 者 
の 主導 で 行わ れる 。 


この よう な 代位 は 明示 的 で な けれ ば な ら な い 。 


た だ し 、 代 位 者 が 以前 の 行為 で 、 支払 い の 際 に 共同 契約 
者 が 代位 され る べき と いう 意思 を 表明 し て いる 場 

は 、 文 払い と 同時 に 付 紀 され な けれ ば な ら な い 、。 代位 
と 支払 の 同時 性 は 、 い か な る 手段 に よっ て も 証明 する 
ONS る 


第 1346-2 条 


代位 は また 、 債 務 者 が 債務 を 文 払う た め に 金銭 を 借り 

入れ 、 後 者 の 援助 に より 債権 者 の 権利 を 貸主 に 代位 する 
場合 に も 行わ れる 。 こ の 場合 、 代 位 は 明示 的 で な けれ 

ば な ら ず 、 債権 者 か ら 渡さ れる 領収 書 に は 資金 の 出所 

が 記載 され て いな けれ ば な り ま せん 。 


代位 は 、 債 権 者 の 援助 が な く て も 、 債 務 が 弁済 期 に あ 
る こと 、 ま た は 期間 が 債務 者 ( こ 有 利 で ある こ と を 条件 
と し て 認め られ る こと が あり ます 。 こ の 場合 、 貸 付 証 
講 と 人 以 書 は 人 時 の な さ fPGP ビ PD 

貸付 証書 に は 支払 を 行う 目的 で 金額 を 借り た こと か が 記 
載 さ れ 、 領 収 書 に は 新しい 債権 者 が その 目的 で 支払 っ 
た 金額 か ら 支 払 を 行っ た こと が 記載 され な けれ ば な ら 
な い 。 


第 1346-3 条 


代位 は 、 債 権 者 が 一 部 し か 支払 われ て いな い 場 合 、 債 権 
者 を 害する こと は で き な い 。 そ の よう な 場合 、 債 権 者 

は 、 一 部 し か 支払 われ て いな い 債 権 者 に 優先 し て 、 自 

分 に 残っ て いる も の に 関し て 自分 の 権利 を 行使 する こ 

と が で きる 。 


第 1346-4 条 


代位 は 、 そ の 受益 者 が 文 払っ た 金額 の 範囲 内 で 、 債 権 者 
の 個人 に 拝 他 的 に 付随 する 権利 を 除い て 、 債 権 と その 
付属 物 を 受益 者 に 移転 させ る 。 


た だ し 、 代 位 者 は 、 債 務 者 と 新た な 利率 に つい て 合意 
し て いな い 限 り 、 正 式 な 通知 の 日 か ら の 法定 利息 の み 
を 受け る 権利 を 有する 。 こ の 利息 は 、 債 権 に 添付 され 
た 証券 に よ っ て 保証 され ます 。 証券 が 第 三 者 に よっ て 
構成 され て いる 場合 、 そ の 最初 の 約束 の 範囲 内 で 、 そ 
れ 以 上 の 拘束 を 受け る こと に 同意 し な い 場 合 に 限り ま 
す 。 


第 1346-S 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


債務 者 は 、 代 位 を 認識 し た と き は 胡 ち に これ を 援用 す 
る こと が で きる が 、 代 位 は 、 債 務 者 が これ を 通知 さ 
れ 、 ま た は これ に 留意 し た と き に の み 、 債 務 者 に 対し 
て 援用 する こと が で きる 。 


代位 は 、 支 払 の 時 点 か ら 第 三 者 に 対し て 援用 する こと 
が で きる 。 


債務 者 は 、 代 位 債権 者 に 対し 、 無 効 、 不 履行 、 取 消 、 関 
連 債務 の 相殺 な ど 、 債 務 に 内 在 する 抗弁 を 申し 立て る 
こと が で きる 。 ま た 、 債 務 者 は 、 代 位 債権 者 に 対し 

て 、 期 限 の 利益 供 二 、 債 務 の 免除 、 無 関係 な 債務 の 相 尊 
な ど 、 代 位 が 有効 に な る 前 の 代位 債権 者 と の 関係 か ら 
生じ る 抗弁 を 申し 立て る こと が で きる 。 


第 2 節 : 相殺 

第 1 小節 : 一 般 規 則 

第 1347 条 

相殺 と は 、2 人 の 人 間 の 間 で 相互 の 債務 を 同時 に 消滅 さ 
せる こと で ある 。 


相殺 は 、 そ の 条件 が 滴 た され る こと を 条件 と し て 、 同 
時 に 行わ れる 。 


人 第 1347-1 条 
次 の 小節 の 規定 に 従い 、 相 林 は 、 可 換 性 、 確 実 性 、 流 動 
性 、 期 限 を 有する 2 つの 債務 問 に の み 生 じ る 。 


金銭 債務 に つい て は 、 た と え 異 な る 通貨 で あっ て も 、 
代 換 可能 な も の 、 ま た は 同種 の 物 の 数 量 を 目的 と する 
も の で あれ ば 、 條 換 が 可能 で ある 。 


第 1347-2 条 

差し 押さ える こと の で き な い 債権 お よび 預金 、 使 用 貸 
借 、 所 有 者 が 不当 に 奪わ れ た 物 の 返 志 義務 は 、 債 権 者 の 
同意 が な い 限 り 、 補 償 す る こと が で き な い 。 

第 1347-3 条 


猫 予 期間 は 、 相 殺 の 障害 と な ら な い 。 
第 1347-4 条 


相殺 で きる 債務 が 複数 ある 場合 、 支 払 の 配分 の 規則 が 適 
用 され る 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


第 1347-S 条 

債権 の 譲渡 に つい て 無 条件 に 留意 し た 債務 者 は 、 譲 渡 人 
に 対し て し た で あろ う 相 殺 を 、 譲 受 人 に 対し て する こ 
どの 2 できない 

第 1347-6 条 

保証 人 は 、 債 権 者 が 主たる 債務 者 に 対し て 負っ て いる 
も の に 対し て 相殺 する こと が で きる 。 

連帯 債務 者 は 、 債 権 者 が その 共同 債務 者 の 1 人 に 対し て 
負っ て いる も の と 相殺 し 、 後 者 の 分 割 さ れ た 取り 分 を 
債務 総額 か ら 差 し 引 か せる こと が で きる 。 

第 1347-7 条 

相 殺 は 、 第 三 者 が 取得 する 権利 を 害する も の で は な 
い 。 

第 2 小節 特別 規定 

第 1348 条 


相殺 は 、 債 務 の 1 つが 確実 で ある に も か か わら ず 、 ま だ 
流動 的 また は 支払 期限 が 到来 し て いな い 場 合 で あっ て 


も 、 裁 鹿 所 に より 命じ られ る こと が ある 。 別 段 の 決定 
が な され な い 限 り 、 相 殺 は 決定 の 日 に 効力 を 生じ る 。 


第 1348-1 条 


裁 刻 所 は 、 債 務 の 一 方 が 流動 的 また は 支払 期限 内 で ある 
と いう 理由 の み に よ っ て 、 関 連 す る 債務 の 相殺 を 拒 合 
9 の OS まま G き OM 


この 場合 、 相 殺 は それ ら の うち 最初 に 弁 消 期 が 到来 し 
た 日 に 発生 し た も の と みな され る 。 


同じ 場合 、 第 三 者 が 債務 の 1 つ に 対し て 権利 を 取得 し て 
も 、 債 務 者 が 相殺 を 主張 する こと を 妨げ る こと は な 
も う )。 


第 1348-2 条 


当事者 は 、 現 在 ま た は 哲 来 の 相互 の 債務 を 相 に よっ 
て 消滅 さす る こと に 自由 に 合意 する こと が で きる 。 相 
殺 は 、 そ の 合意 の 日 、 ま た は 哲 来 の 債務 の 場合 に は 、 
それ ら が 併存 する 日 に 効力 を 生ずる 。 


第 3 節 : 混同 に つい て 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1349 条 


混同 は 、 同 一 債務 の 債権 者 と 債務 者 の 資質 が 同一 人 物 に 
持ち 送 ま れる こと に よっ て 生じ る 。 補 れ は 、 先 厨 者 に 
よっ て 、 ま た は 第 三 者 に 対し て 取得 され た 権利 を 条件 
と し て 、 債 権 と その 付属 物 を 消滅 させ る 。 


第 1349-1 条 


数 人 の 債務 者 間 ま た は 数 人 の 債権 者 間 に 連 淀 責任 が あ 
り 、 混 同 が それ ら の うち の 1 人 だ け に 関係 する 場合 、 消 
滅 は 、 他 の 者 に 関し て は 、 そ の 取り 分 に 関し て の み 行 
われ る 。 


混同 が 保証 債務 に 関係 する 場合 、 保 証人 は 、 た と え 連 帯 
債務 者 で あっ て も 、 免 責 され る 。 混 同 が 保証 人 の 1 人 の 
債務 に 関す る も の で ある 場合 、 主 た る 債務 者 は 免責 さ 

れ な い 。 他 の 連 常 保証 人 は 、 そ の 保証 人 の 取り 分 の 範囲 
内 で 免責 され る 。 


第 4 節 : 債務 の 免除 
第 13S0 条 


債務 の 免除 と は 、 債 権 者 が 債務 者 の 義務 を 免除 する 契約 
の こと で ある 。 


第 13s0-1 条 
連帯 債務 者 の 1 人 に 認め られ た 債務 免除 は 、 そ の 持分 の 
男 囲 内 で 他 の 債務 者 を 免除 する 。 


連 需 債務 者 の 1 人 だ けが 行っ た 債務 免除 は 、 そ の 債権 者 
の 取り 分 に 関し て の み 債 務 者 を 免除 する 。 


第 13S0-2 条 


主たる 債務 者 に 認め られ た 債務 の 免除 は 、 連 帯 保証 人 で 
あっ て も 、 保 証人 を 免除 する 。 


連帯 保証 人 の 1 人 に 認め られ た 免除 は 、 主 た る 債務 者 を 
免除 サ すず 、 そ の 持分 の 範囲 内 で 他 の 保証 人 を 免除 する 。 


債権 者 が 保証 の 解除 の た め に 保証 人 か ら 受 け 取 っ た も 
の は 、 債 務 と 相殺 され 、 そ の 割合 に 応じ て 主たる 債務 
者 を 免除 し な けれ ば な ら な い 。 他 の 保証 人 は 、 免 責 さ 
れ た 保証 人 の 取り 分 、 ま た は 取り 分 を 超え る 場合 は 提 
供 さ れ た 価値 を 控除 し た 後に の み 、 責 任 を 負う 。 


第 $ 節 : 履行 不可 能 性 
第 13S1 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

履行 不能 は 、 不 可 抗力 に よる も の で あり 、 債 務 者 が 責任 
を 負う こと に 同意 し て いる か 、 事 前 に 通知 され て いな 
い 限 り 、 確 定 的 な も の で ある 場合 、 そ の 責任 の 範囲 内 
で 債務 者 を 免責 する も の で ある 。 


第 13S1-1 条 

履行 不能 が 期限 の 到来 し た 物 の 損失 に よる 場合 、 通 知 を 
受け た 債務 者 は 、 そ れ で も な お 、 債 務 が 履行 され て い 
れ ば 同じ よう に 損失 が 発生 し た こと を 証明 すれ ば 、 免 
責 さ れる 。 


し か し 、 債 務 者 は その 物 に 付随 する 権利 と 行為 を 債権 
者 に 譲渡 する 義務 が ある 。 


第 S 章 : 返還 
第 13S2 条 


前 現物 で 行わ れ 、 そ れ が 不可 能 な 
場合 に は 、 返 志 の 日 に 見 積 も ら れ た 価値 で 行わ れる 。 


第 1352-1 条 


返 選 し た 者 は 、 善 意 で あり 、 か つ そ の 過失 に よる も の 
で な い 限 り 、 そ の 物 の 価値 を 減じ た 損害 や 劣化 に つい 
て 責任 を 負う 。 

第 13S2-2 条 

善意 で 受け 取っ た も の を 売却 し た 者 は 、 売 却 の 対価 の 
み を 返 選 し な けれ ば な ら な い 。 


如意 で 受け 取っ た 場合 は 、 返 還 の 日 に その 他 値 が 価格 
より 大 きい 場合 は 、 そ の 価値 を 負担 する 。 


第 13S2-3 条 


返 選 に は 、 そ の 物 が 五 えた 果実 と 台 受 の 価値 が 含ま れ 
る 。 


享受 の 価値 は 、 裁 鹿 所 が 決定 を 下す 日 に 評価 され る 。 
別段 の 合意 が な い 限 り 、 果 実 の 返還 は 、 現物 が な い 場 
合 、 債 務 の 支払 日 に お ける 物 の 状態 に 応じ て 、 返 思 の 日 
こ お け る 推定 値 に よっ て 行わ れる 。 


第 1352-4 条 


1352-4 条 未成 年 者 また は 成年 被 保護 者 が 負う 返 世 は 、 そ 


の 者 が 取り 消さ れ た 行為 か ら 得 た 利益 の 額 まで 減額 さ 
れる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


第 13S2-S 条 
返 志 額 を 定め る に は 、 返 培 す べき 者 は 、 返 思 の 日 に 推 
定 さ れる 価値 の 増加 の 限度 で 、 物 の 保存 に 必要 な 費用 お 


よび その 価値 を 増加 させ た 費用 を 考慮 し な けれ ば な ら 
な い 。 


第 13S2-6 条 

金銭 の 返 世 に (は 、 そ れ を 受け 取っ た 者 が 支払 っ た 法定 
利率 に よる 利息 お よび 税金 を 含む 。 

第 13S2-7 条 

趣意 で 金銭 を 受け 取っ た 者 は 、 支 払 の 時 か ら の 利息 、 受 
け 取 っ た 果実 また は 享 受 の 価値 を 支払 う 義 務 が ある 。 
善意 で 受け 取っ た 者 は 、 請 求 の 日 か ら だ け そ れ ら を 負 
担 す る 。 

第 13S2-8 条 

役務 の 返 選 は 、 価 額 で 行わ か けれ ば な ら な い 。 こ れ 
は 、 そ れ が 提供 され た 日 に 評価 され る 。 

第 13S2-9 条 


債務 の 文 払 の た め に 提供 され た 担保 は 、 法 律 の 運用 に 
よっ て 返 選 の 義務 に 引き 継が れる が 、 し か し 、 保 証人 
の 期限 の 利益 を 奪う も の で は な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か 方 法 
第 4 編 a: 義務 の 証明 

第 1 章 : 一 般 規 定 

第 13S3 条 


債務 の 履行 を 請求 する 者 は 、 そ れ を 証明 し な けれ ば な 
ら な い 。 


逆 に 、 免 責 を 主張 する 者 は 、 そ の 債務 の 消滅 を も た ら 
し た 支払 いま た は 事実 を 証明 し な けれ ば な ら な い 。 


第 13S4 条 


法律 が ある 行為 や 事実 に 対し て 、 そ れ ら を 確実 な も の 
と みな し て 付け る 推定 は 、 そ れ が 存在 する 者 の 立証 の 
必要 を 免除 する 。 


法律 が 反論 の 証明 を 留保 し 、 あ ら ゆ る 証明 手段 で 反論 で 
きる 場合 を 単純 と いい 、 法 律 が 反論 で きる 手段 や 反論 
で きる 対象 を 限定 する 場合 を 混合 と いい 、 反 論 で き な 
い 場 合 を 反証 不能 と いう 。 


第 13SS 条 


res judicata の 権威 は 、 装 決 の 主題 が 何で あっ た か に 関し 
て の み 発 生 す る 。 求 め る も の が 同じ で ある こと 、 請 求 
が 同じ 原因 に 基づい て いる こと 、 請求 が 同じ 当事者 間 
で 、 同 じ 能 力 で 当事者 に よっ て 、 当 事 者 に 対し て な さ 
れ た も の で ある こと か 必要 で ある 。 


第 13S6 条 


証拠 に 関す る 契約 は 、 当 事 者 が 自由 に 利用 で きる 権利 に 

関連 し て いる 場合 に は 有効 で ある 。 

し か し な が ら 、 そ れ ら は 、 法 律 に よっ て 確立 され た 反 

論 の 余地 の な い 推 定 に 反する こと は で きず 、 ま た 、 自 

は 宣 装 に 付随 する 信用 を 修正 する こと は で き な 
また 、 当 事 者 の 一 方 に 有利 な 反論 の 余地 の な い 推 定 

時 際 い ら お 


第 1357 条 

証拠 の 司法 管理 お よび 証拠 に 関連 する 紛争 は 、 民 事 訴 訟 
法 に よっ て 規定 され て いる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 2 章 : 証明 方 法 の 許容 性 

第 13S8 条 


法律 に 別段 の 定め が ある 場合 を 除き 、 証 明 は いか な る 
二 自 いよ つ で も 且 う ご こと が で きる 。 


第 13S9 条 


法 信 で 定め られ た 金額 を 超え る 金額 また は 価値 に 関す 
る 法律 行為 は 、 私 著 ま た は 正 著 の 書面 に よっ て 証明 さ 


れ な けれ ば な ら な い 。 


その 金額 また は 価値 が その 金額 を 超え な い 場 合 で も 、 
法人 行為 を 立証 する 書面 に 思え て 、 ま た は それ に 対し 
て 、 私 著 ま た は 正 寺 に よる 別 の 書面 に よっ て の み 立 証 
する こと が で きる 。 


第 1 項 に 規定 する 賠 値 を 超え る 請求 を する 者 は 、 そ の 請 
求 を 制限 する こと に よっ て 書面 に よる 証明 を 免れ る こ 
OCG きき 2 


その 請求 が その 金額 に 満た な い 場 合 で も 、 そ の 残額 ま 
た は その 人 金額 を 超え る 請求 の 一 部 に 関す る も の で ある 
者 に つい て も 、 同 様 と する 。 


第 1360 条 


前 条 に 定め る 規則 は 、 書 面 を 得る こと が 物質 的 また は 
道徳 的 に 不可 能 で ある 場合 、 書 面 を 作成 し な いこ と が 
慣習 と な っ て いる 場合 、 ま た は 不可 抗力 に よ り 書面 が 
紛失 し た 場合 に は 、 例 外 と する 。 


第 1361 条 

攻 記 上 の 自白 、 決 定 的 な 宜 葵 、 ま た は 他 の 証明 手段 に 
よっ て 裏付け られ た 書面 に よる 証明 の 開始 を 、 書 面 に 
代え る こと が で きる 。 

第 1362 条 

行為 に 挑戦 する 者 また は その 代表 者 か ら 発せ られ 、 主 


張 さ れ た 内 容 を 可能 性 の ある も の に する 書面 は 、 書 面 
に よる 証明 の 一 応 の 証拠 を 構成 する 。 


裁 鹿 官 は 、 当 事 者 の 出頭 、 答 弁 の 拒否 また は 出頭 の 欠席 
の 際 に な され た 陳述 を 書面 に よる 疎 明 に 相当 する も の 
と みな すこ と が で きる 。 

公 澄 に 記載 され た 真正 な 書面 また は 私 閉 の 書面 は 、 書 面 
に よる 疎 明 証拠 と 同等 で ある 。 

第 3 章 。 証明 の 態様 の 違い 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1 節 : 書面 に よる 証明 
小 項 目 1 : 総則 
第 1363 条 


何人 も 、 自 己 の た め に 所 有 権 に 関す る 書面 を 作成 する 
SB できない し ゅ 


第 1364 条 


法人 行為 の 証明 は 、 正 式 の 書面 また は 私 著 に よ る 書面 に 
上 ので 街 ウミ と の で きる 


第 136S 条 


書面 は 、 媒 体 に 関係 な く 、 文 字 、 文 字 、 数 字 、 そ の 他 理 
解 で きる 意味 を 持つ 記号 や シン ボル の 連続 か ら な る 。 


第 1366 条 


電子 的 な 文 草 は 、 そ の 発信 者 を 正当 に 識別 する こと が 

で き 、 そ の 完全 性 を 保証 する 可能 性 の 高い 条件 下 で 確立 
され 保存 され て いる こと を 条件 に 、 紙 上 の 文章 と 同じ 

証拠 能力 を 有する も の と し ます 。 


第 1367 条 


法律 行為 の 完成 に 必要 な 賭 名 は 、 そ の 作成 者 を 特定 する 
も の で ある 。 そ れ は 、 そ の 行為 か ら 生 じ る 義務 へ の 同 
意 を 明示 する も の で す 。 公務員 に よっ て 閉 名 され た 場 
合 、 そ の 行為 に 真正 性 を 弓 え ます 。 


電子 的 な 場合 、 そ れ は 、 そ れ が 添付 され て いる 行為 と 
の 関連 を 保証 する 信頼 で きる 識別 プロ セス の 使用 で 構 
成 さ れ ま す 。 こ の プロ セス の 依頼 性 は 、 反 対 の 証拠 が 
な い 限 り 、 電 子 署 名 が 作成 され 、 閉 名 者 の 身元 が 保証 さ 
れ 、 国 家 評議 会 の 法 信 で 定め られ た 条件 の 下 で 文書 の 完 
全 性 が 保証 され た と き に 、 推 定 さ れる も の で ある 。 


第 1368 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

これ に 反する 規定 また は 合意 が な い 場 合 、 裁 鹿 所 は 、 

最も 可能 性 の 高い 権原 を あら ゆる 手段 で 決定 する こと 
に より 、 書 面 に よる 証明 の 衝突 を 解決 する 。 


第 2 小節 正本 証書 


第 1369 条 

第 2 項 真正 証書 と は 、 行 為 能力 を 有する 公務 員 に よっ 
て 、 必 要 な 上 厳 下さ を も っ て 受理 され た も の を いう 。 
国家 評議 会 の 法 信 で 定め られ た 条件 下 で 確立 され 保存 さ 
れ て いる 場合 、 電 子 的 な 形式 で 作成 する こと が で き 

る 。 


公証 人 が 受理 し た 場合 、 法 律 で 定め られ た 手書き の 記載 
は 免除 され る 。 


第 1370 条 

公証 人 の 無能 力 、 無 能 、 ま た は 形式 の 欠陥 の た め に 真正 
で な い 証 書 は 、 当 事 者 に よっ て 著名 され て いれ ば 、 私 
者 に よる 書面 と し て 有効 で ある 。 

第 1371 条 

真正 証書 は 、 公 務 員 が 個人 的 に 行い 、 ま た は 確認 し た と 
吉 う こと に 関し て 偽造 が 記録 され る まで は 、 上 真正 で あ 
る 。 


偽造 の 登録 が あっ た 場合 、 裁 羊 塵 は その 行為 の 執行 を 停 
の に と の いで きる 


第 3 小節 私 的 な 閉 名 に よる 証書 
第 1372 条 


私 著 証書 は 、 そ れ が 反対 され た 当事者 に よっ て 認め ら 


れ 、 ま た は 彼 に 関し て 認め られ る と 法 的 に みな され た 
場合 、 そ れ に 閉 名 し た 者 と その 相続 人 お よび 譲受 人 と 
の 間 で 真正 で ある 。 


第 1373 条 

反対 され た 当事者 は 、 そ の 筆跡 また は 賭 名 を 人 否認 する 
こと が で きる 。 当 事 者 の 相続 人 また は 権利 承継 人 も 同 
様 に 、 著 者 の 筆跡 また は 著名 を 合 記 し 、 ま た は それ ら 
を 知ら な いこ と を 宣 斉 する こと が で きる 。 こ の よう な 
場合 、 健 跡 は 検証 され る 。 

第 1374 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


各 当事者 の 弁護 士 ま た は 全 当 事 者 の 弁護 士 が 連 填 し た 私 
的 証書 は 、 当 事 者 自身 と その 相続 人 また は 後 継 者 に 関し 
て 、 当 事 者 の 筆跡 と 著名 を 証明 する も の で ある 。 


民事 訴訟 法 に 規定 され る 偽造 の 手続 が 適用 され る 。 


この 行為 は 、 法 律 で 要求 され る 手書き の 記載 を 免除 さ 
れる 。 


第 137S 条 


シナ リク 契約 を 証明 する 私 著 証書 は 、 琶 0 
れ た 唯一 の 旨 し を 第 三 者 に 引き 渡す こと に 合意 し て い 


な い 限 り 、 明 確 な 利害 関係 を 有する 当事者 の 数 と 同数 の 
原本 が 作成 され て いる 場合 に の み 証明 され る 。 


各 原 本 に は 、 作 成 さ れ た 原本 の 数 を 記載 し な けれ ば な 
ら な い 。 


契約 を 締結 し た 者 は 、 た と え 部 分 的 で あっ て も 、 複 数 
の 原本 が な いこ と 、 ま た は その 数 が 記載 され て いな い 
こと を 理 直 と する こと は で きだ が い 。 


複数 の 原本 の 要件 は 、 文 書 が 第 1366 条 お よび 第 1367 条 に 
従っ て 作成 お よび 保存 され 、 そ の 過程 に お いて 各 当 事 
者 が 耐久 性 の ある 媒体 に コピ ー を 有する こと 、 ま た は 
それ に アク セス する こと が で きる 電子 形式 の 契約 に つ 
いて は 満た され る も の と みな され る 。 


第 1376 条 


第 20 条 当事者 の 一 方 が 他方 に 対し て 金銭 を 支払 い 、 ま 
た は 腐敗 し や すい 物品 を 引き 渡す こと を 約束 する 私 閉 
証書 は 、 そ の 約束 を する 当事者 の 著名 お む お よび その 人 金額 
また は 数 量 を 吉 葉 お よび 数 字 で 記載 し た 自筆 の 陳述 が 
な けれ ば 、 証 拠 と な ら な い 。 相 違 が ある 場合 、 私 的 証 
書 は 、 言 葉 で 書か れ た 金額 の 証拠 と な る 。 


第 1377 条 

私 的 証書 は 、 登 記さ れ た 日 、 著 名 者 の 死亡 の 日 、 ま た は 
その 実体 が 真正 な 文書 に よっ て 確定 され た 日 か ら 、 第 
三 者 に 対し て の み 一 定 の 日 付 を 取得 する 。 

第 4 小節 その 他 の 著作 物 

第 1378 条 


専門 家 が 保管 また は 作成 する こと を 要求 され る 登記 簿 
お よび 文書 は 、 そ の 作成 者 に 対し て 、 個 人 の 著名 に よ 
る 文書 と 同じ 証明 力 を 有する が 、 そ れ ら に 依拠 する 者 
は 、 自 分 に 有利 な も の だ け を 保持 する た め に 、 そ の 記 
載 事項 を 分 割 す る こと は で き な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 13 日 


第 1378-1 条 

登記 簿 や 家計 簿 は 、 そ れ を 書い た 人 に 有 利 な 証拠 と は 
な ら な い 。 

それ ら は 、 そ の 人 に 不利 な 証拠 と な る 。 

19 支払 い を 受け た こと を 正式 に 記載 し た 場合 、2? 書面 
が 義務 を 記載 し た 者 に 有利 な 権利 の 欠陥 を 補う た め に 
作成 され た こと を 明示 的 に 記載 し た 場合 、 こ れ ら は そ 
の 者 に 不利 な 証拠 と な る 。 

第 1378-2 条 

債権 者 が 常に 所 持 し て いた 人 原 証書 に 行っ た 支払 や その 
他 の 免責 事由 の 記載 は 、 債 務 者 の 免責 を 単純 に 推定 する 
も の で ある 。 


権利 書 ま た は 領収 書 の 複製 に な され た 記載 も 、 そ の 複 
製 が 債務 者 の 手元 に ある 場合 に 限り 、 同 様 と する 。 


第 S 小 節 複 宮 物 
第 1379 条 


信頼 で きる 複製 は 、 原 本 と 同じ 証明 力 を 有する 。 そ の 

信頼 性 は 裁 鹿 官 の 裁量 に 任 さ れる 。 

と は いえ 、 執 行 力 の ある 、 ま た は 正真正銘 の 書面 の コ 

ビ ピー は 信頼 性 が ある と みな され る 。 

行為 の 形式 お よび 内 容 を 同一 に 複製 し た 結果 生じ た 複製 
物 で あっ て 、 そ の 完全 性 が 国家 評議 会 の 法 信 で 定め ら 

れ た 条件 に 適合 する プロ セス に よっ て 時 間 的 に 保証 さ 

れ て いる も の は 、 反 対 の こと が 証明 され る まで は 儲 頼 

で きる も の と 推定 され る 。 


原本 が 残っ て いる 場合 、 そ の 提示 を 常に 要求 する こと 
が で きる 。 


第 6 節 認知 的 行為 

第 1380 条 

認識 行為 は 、 そ の 内 容 が 特に 記載 され て いな い 限 り 、 
権利 書 の 原本 の 提示 を 免除 する も の で は な い 、。 


権利 書 の 原本 に 追加 され た も の 、 ま た は 原本 と は 異な 
る も の は 効力 を 有 し な い 。 


第 2 分 : 証人 に よる 証拠 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1381 条 


民事 訴訟 法 の 条件 下 で 第 三 者 が 行っ た 陳述 の 証明 力 は 、 
裁 刻 札 の 裁量 に 委ね られ る 。 


第 3 節 : 裁 叫 上 の 推定 に よる 証拠 

第 1382 条 

法律 で 確立 され て いな い 推 定 は 、 裁 刻 札 の 裁量 に 委ね 
られ 、 裁 麟 思 は 、 そ れ が 重大 で 正確 か つ 一 致す る 場合 
に の み 、 ま た 法律 が いか な る 手段 に よる 証明 も 認め て 
いる 場合 に の み 、 そ れ を 認め な けれ ば な ら な い 。 

第 4 節 : 自白 

第 1383 条 

自白 と は 、 人 が 自分 に 対し て 法 的 結果 を も た ら す 可能 
性 の ある 事実 を 真実 で ある と 認め る 陳 迷 で ある 。 


それ は 司法 的 な も の で あっ て も 、 裁 鹿 外 の も の で あっ 
て も よい 。 


第 1383-1 条 

純粋 に 口頭 に よる 裁 鹿 外 の 自白 は 、 法 律 が いか な る 手 
段 に よる 証明 も 認め て いる 場合 に の み 認め られ る 。 
その 証拠 能力 は 、 裁 鹿 官 の 裁量 に 任 さ れ て いる 。 

第 1383-2 条 


攻 記 上 の 自白 は 、 当 事 者 また は その 特別 に 権限 を え 
られ た 代理 人 に よっ て 法廷 で な され る 陳 巡 で ある 。 


それ は 、 そ れ を し た 人 に 不利 な 証拠 で ある 。 

その 作成 者 に 不利 に な る こと は な い 。 

事実 衣 認 の 場合 を 除き 、 取 り 消 すこ と は で き な い 。 
第 S 分 : 軍 釣 書 に つい て 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1384 条 

奪 釣 書 は 、 事 件 の 装 断 を これ に 依存 させ る た め に 、 決 
定 的 な 手段 と し て 、 当 事 者 の 一 方 か ら 他 方 へ 照会 する 
こと が で きる 。 ま た 、 裁 者 互 が 職権 で 当事者 の 一 方 に 
照会 する こと も で きる 。 

第 1 小節 決定 的 な 宣 鶴 

第 138S 条 


決定 的 な 宣 奪 は 、 ど の よう な 種類 の 紛争 で も 、 ど の よ 
うな 状態 の 事件 で も 参照 され る こと が ある 。 


第 138S-1 条 


家村 は 、 宣 奪 を 付託 され た 当事者 に と っ て 個人 的 な 事柄 
に つい の み 、 付 計 き れる こと が :G ぐ きる 。 


た だ し 、 そ の 対象 と な る 事実 が 純粋 に 個人 的 な も の で 
ある 場合 は 、 後 者 に よっ て 照会 され る こと が ある 。 


第 138S-2 条 

宣 装 を 付託 され た 者 が それ を 拒否 し 、 あ る い は 付託 を 
希望 し な い 場 合 、 あ る い は 付託 きれ た 者 が それ を 拒否 
し た 場合 、 そ の 請求 は 失 当 で ある 。 

第 138S-3 条 

宣 奪 を 付託 また は 紹介 し た 当事者 は 、 相 手 方 が 宣 装 を す 


る 用 意 が ある と 宣言 し た と き は 、 も は や 宣 奪 を 撤回 す 
ぐ ご と は で き な か い 。 


付託 され た 宣 奪 が 行わ れ た 場合 、 相 手 方 は その 虚偽 を 
証明 する 権利 が な い 。 


第 138S-4 条 
宣 装 は 、 そ れ を し た 者 と その 相続 人 お よび 譲受 人 の 利 
益 の た め に の み 、 ま た は それ ら に 不利 な 証拠 と な る 。 


債務 者 に 対す る 連帯 債権 者 の 1 人 が 行っ た 宜 維 は 、 そ の 
債権 者 の 取り 分 に 関し て の み 債 務 者 を 免責 する 。 


主 債務 者 に 対し て な され た 定 奪 は 、 保 証人 も 免責 す 
る 。 


連帯 債務 者 の 1 人 に 王 えら れ た 宣 奪 は 、 連 帯 債務 者 の 利 
2 まり 


保証 人 に な され た 定 維 は 、 主 た る 債務 者 の 利益 と な 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

後 二 者 の 場合 、 連 帯 債務 者 また は 保証 人 の 宣 蒼 は 、 債 務 
に つい て 言及 され 、 連 淀 責任 の 事実 また は 保証 人 に つ 
いて 吉 及 され な い 場 合 に の み 、 他 の 連 帯 債務 者 また は 
主たる 債務 者 の 利益 と な る 。 


第 2 小節 職権 に よる 宣 奪 

第 1386 条 

裁 鹿 所 は 、 職 権 で 当事者 の 1 人 に 宣 奪 を 付託 する こと が 
0 き 26 

宣 装 は 、 他 の 当事者 に 照会 する こと は で き な い 。 

その 証明 力 は 、 裁 鹿 官 の 裁量 に 任 さ れる 。 

第 1386-1 条 

裁 刻 札 は 、 宜 奪 が 十分 に 正当 化 さ れ な いか 、 ま っ た く 
証拠 を 欠い て いる 場合 に 限り 、 申 請 ま た は それ に 対す 
る 異議 申し 立て に より 、 職 権 で 宜 装 を 付託 する こと が 
GS の 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か な 方法 

第 S 編 : 婚 燥 契約 と 夫婦 財産 制 

第 1 章 : 一 般 的 な 規定 


第 1387 条 


この 法律 は 、 財 産 に 関し て 、 夫 婦 が 適当 に 作る こと が 
で きる 特別 な 契約 が な い 場 合 を 除き 、 善 民 な 風俗 や 次 
の 規定 に 反し な い 限 り 、 夫 婦 の 結び つき を 支配 し な 
EN 


第 1387-1 条 


離婚 が 宜 告 され た と き 、 債 務 ま た は 有価 証券 が 会 社 経営 
の 梓 内 で 配偶 者 に より 共同 また は 個別 に 付 選 され た 場 
合 、 司 法 裁 鹿 所 は 、 職 業 上 の 財産 を 保持 する 配偶 者 、 ま 
た は そう で な い 場 合 は 会 社 の 基礎 と な っ た 職業 資格 を 
保持 する 配偶 者 に 、 そ れ ら に 対す る 独占 責任 を 負わ せ 
る こと を 決定 する こと が で きる 。 


第 1388 条 


第 12 条 配偶 者 は 、 婚 燃 か ら 生じ る 義務 や 権利 、 親 権 、 
法律 行政 、 後 見 に 関す る 規則 を 逸脱 する こと は で き な 
ba 


第 1389 条 


第 1389 条 この 法典 で 定め られ た 形式 と 場合 に 従っ て 行 
うこ と が で きる 贈 選 を 害する こと な く 、 配 偶 者 は 法 的 
な 相続 の 順序 を 変更 する こと を 目的 と し た 合意 また は 
放棄 を 行う こと は で き な い 。 


第 1390 条 


た だ し 、 夫 婦 の 一 方 が 死亡 し て 婚 畑 が 解消 し た 場合 、 遺 
族 が 先王 の 個人 財産 を 取得 し 、 ま た は 該当 する 場合 に 

は 分 割 に お いて 自己 に 帰属 させ る こと が で きる こと を 

定め る こと が で きる 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


この オプ ショ ン を 行使 し た 生存 配偶 者 は 、 相 続 人 に 対 
し 、 譲 渡 ま た は 取得 し た 事業 が 営ま れ て いる 不動 産 の 
賃借 権 を 紀 え る よう 要求 する こと が で きる こと を 規定 
2 の と の SOS の 。 


第 1391 条 


第 13 条 婚 燥 契約 は 、 遺 族 の 利益 の た め に 規定 され た オ 
プシ ョ ン が 適用 され る 財産 を 決定 し な けれ ば な ら な 
い 。 

た だ し 、 間 接 的 な 利益 が ある 場合 に は 、 留 普 権 付 相続 人 
の 利益 の た め に 減額 する こと を 除く 。 


これ ら の 条項 を 考慮 し 、 当 事 者 間 の 合意 が 得 ら れ な い 
場合 、 財 産 の 価値 は 裁 鹿 所 が 決定 する も の と する 。 


第 1392 条 


遺 導 に 世 え られ た 選択 肢 は 、 被 相続 人 の 相続 人 が 味方 に 


な る こと を 正式 に 通知 し た 日 か ら 1 ヶ 月 以内 に 通知 する 
こと に よっ て 行使 し な か っ た 場合 に は 、 和 失効 する 。 
この 通知 は 、 第 792 条 に 規定 され た 期間 の 満了 前 で あっ 
て で お 肌 の この が 7 でき な 


この 期間 内 に 行わ れ た 場合 、 そ の 通知 は オプ ショ ン が 
行使 され た 日 に 売却 を 構成 し 、 ま た 該 当 す る 場合 に は 
分 割 操作 を 構成 する 。 


第 1393 条 


第 13 条 夫婦 は 、 こ の 法典 に 規定 され た 制度 の いずれ か 
に 基づい て 婚 如 する こと を 、 一 般 的 な 方 法 で 宣言 する 
こと が か で きる 。 


共同 体制 度 か ら 人 逸脱 し 、 ま た は それ を 修正 する 特別 な 
規定 が な い 場 合 、 第 2 章 の 前 段 で 定め られ た 規則 が フラ 
ンス の 慎 習 法 を 形成 する も の と する 。 


第 1394 条 


すべ て の 婚 燃 に 関す る 契約 は 、 公 証人 の 面前 で 、 当 事 者 
で ある すべ て の 者 また は その 代理 人 の 立会 い の も と 、 
同時 に 同意 を 得 て 、 証 書 に よっ て 作成 され る も の と す 
る 。 


公証 人 は 、 契 約 締結 の 際 、 当 事 者 に 対し 、 そ の 氏名 、 居 
住地 、 哲 来 の 配偶 者 の 氏名 、 名 字 、 資 格 、 居 住地 、 契 約 
日 を 記載 し た 普通 低 に よる 証明 書 を 無料 で 発行 する 。 


この 証明 書 は 、 婚 如 の 祝典 の 前 に 民事 登記 官 に 渡さ な け 
れ ば な ら な いこ と を 示し て いる 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

婚 刀 証 明 書 に 契約 が 成立 し て いな いこ と が 記載 され て 
いる 場合 、 配 偶 者 は 、 第 三 者 と の 間 で 締結 され た 行為 に 
お いて 、 婚 如 契 約 を 締結 し た こと を 定 斉 し な い 限 り 、 
第 三 者 に 関し て は 、 通 常 法 の 体制 で 婚 畑 し た も の と み 
な され る も の と する 。 


第 139S 条 


婚 燥 契約 は 婚 燥 の 福 典 の 前 に 作成 され な けれ ば な ら 
ず 、 そ の 祝典 の 日 に の み 効 力 を 発揮 する 。 


第 1396 条 


婚 如 の 祝典 の 前 に 行わ れ た 婚 燥 契約 の 変更 は 、 同 じ 形 式 
0 Me よっ て 記録 され な けれ ば な ら な 

、 婚 畑 胡 約 の 当事者 で あっ た すべ て の 者 ま 
午 RNN im 草 が な けれ ば 、 有 変更 ま 
た は 反対 文 は 有効 で は な い 、。 


すべ て の 変更 お よび 反対 文 は 、 た と え 前 条 に 規定 する 
形式 で あっ て も 、 婚 燥 胡 約 の 原本 に 続い て 作成 され な 
い 限 り 、 第 三 者 に 対し て 効力 を 有 し な いも の と し 、 公 
証人 は 、 変 更 ま た は 反対 文 に 続い て 転記 する こと な く 
婚 燥 契約 の コピ ー ま た は プリ ント アウ ト を 発行 する こ 


CUGHIG き 7 


婚 燃 が 成立 し た 後 は 、 財 産 分 離 ま た は その 他 の 司法 上 
の 保護 措 費 の 場合 に は 夫婦 の 一 方 の 請求 に よ る 草 決 の 効 
力 に よっ て 、 ま た 、 次 条 の 場合 に は 、 必 要 な 場合 は 相 
伝 の 公証 行為 の 効力 に よっ て で な けれ ば 、 夫 婦 の 体制 
に 人 敵 更 を 加 久 る こと は ほ は できない 。 


第 1397 条 


夫婦 は 、 家 族 の 利益 の た め に 、 公 正 証書 に よっ て 夫婦 
の 体制 を 変更 し 、 あ る い は 完全 に 変更 する こと に 合意 
する こと が で きる 。 無効 を 覚悟 で 、 公 正 証書 に は 、 - 必 
要 な 場合 、 変 更 され た 夫婦 関係 の 清算 が 含ま れる 。 


生生 お よび 各 配 偶 者 
の 成人 し た 子供 た ち は 、 提 案 さ れ た 変更 に つい て 個人 
的 に 知ら され る 。 各 当 事 者 は 3 ヶ月 以内 に 修正 に 異議 を 
唱え る こと が で きま す 。 後見 人 で ある 未成 年 の 子供 や 
法 的 保護 の 対象 で ある 成年 の 子供 の 場合 、 情 報 は その 代 
理 人 に 王 えら れ 、 代 理 人 は 家族 会 議 や 後見 裁 刻 官 の 事前 
の 承認 & な し 【 に 行動 し ます 。 


債権 者 は 、 配 偶 者 の 居住 地 の 部 署 で 法律 上 の 通知 を 受け 
取る こと を 許可 され た 媒体 に 通知 を 掲載 する こと に 
よっ て 、 提案 され た 変更 に つい て 知ら され ます 。 各 債 
権 者 は 、 公 告 か ら 3 ヶ 月 以内 に 変更 に 異議 を 唱え る こと 
9 きま の 
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異議 が ある 場合 、 公 正 証 書 は 、 配 偶 者 の 住所 地 の 裁 鹿 所 


の 同族 証明 に 提出 され ます 。 請求 と 認証 の 決定 は 、 民 事 
訴訟 法 に 規定 され た 条件 と 制裁 の も と で 公表 され ま 
す 。 


夫婦 の どちら か に 法定 管理 下 に ある 未成 年 の 子供 が い 
る 場合 、 公 証人 は 第 387-3 条 第 2 項 に 規定 され た 条件 の 下 
で 、 こ の 問題 を 後見 裁 鹿 札 に 照会 する こと が で きる 。 


受 更 は 、 そ れ を 規定 する 法律 また は 章 決 の 日 に 当事者 
間 で 効力 を 生じ 、 第 三 者 に 関し て は 、 婚 燃 記 録 の 余白 に 
その 店 が 記載 され て か ら 3 ヶ 月 後に 効力 を 生じ る 。 た だ 
し 、 こ の よう な 表記 が な い 場 合 で も 、 配 偶 者 が 第 三 者 
と 交わ し た 行為 で 夫婦 の 体制 を 変更 し た こと を 宣言 し 
て いれ ば 、 第 三 者 に 対し て 変更 を 設定 する こと が で き 
る 。 


配偶 者 の いずれ か が 第 1 巻 の 第 11 編 に 規定 され た 条件 で 
法 的 保護 措 連 を 受け て いる 場合 、 夫 婦 財 産 体制 の 変更 ま 
た は 修正 は 、 後 見 裁 鹿 札 ま た は 家族 会 議 が 構成 され て 

いれ ば その 事前 承認 が 必要 で ある 。 

この 変更 は 、 変 更 後 の 婚 燥 契約 書 の 原本 に 記載 され る 。 
夫婦 財産 制 の 変更 に 反対 し な い 債権 者 は 、 そ の 権利 が 詐 
取 さ れ た 場合 、 第 1341-2 条 の 条件 に 従っ て 争う こと が で 
き : の 。 

本 条 の 適用 方 法 は 、 国 務 院 の 政 人 急 に よっ て 決定 され る 。 
第 1397-1 条 


前 条 の 規定 は 、 夫 婦 財 産 制 の 清算 を 目的 と し て 離婚 する 
配偶 者 が 行う 合意 に は 適用 され な い 。 


第 26$ 条 の 2 お よび 第 1451 条 は 、 こ の よう な 協定 に 適用 
され る も の と する 。 


第 1397-2 条 


1978 年 3 月 14 日 に ヘー グ で 締結 され た 夫婦 財産 制 の 準拠 
法 に 関す る 条約 に より 、 配 偶 者 が 夫婦 財産 制 に 準拠 する 
法律 を 指定 し た 場合 に は 、 第 1397 条 の 3 及び 第 1397 条 の 4 
の 規定 が 適用 され る も の と する 。 


第 1397-3 条 


適用 法 の 指定 が 婚 燥 前 に 行わ れ た 場合 、 格 来 の 配偶 者 
は 、 そ の 指定 を 行っ た 証書 また は その 証書 を 作成 する 
能力 の ある 者 が 発行 し た 証明 書 を 民事 登記 官 に 提出 し な 
けれ は ば な ら な い 。 証明 書 に は 、 閣 来 の 配偶 者 の 姓 と 

名 、 居 住地 、 指 定 行為 の 日 付 、 作 成 者 の 氏名 、 能 力 、 居 
住地 が 記載 され て いる 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

婚 如 中 に 適用 法 の 指定 が 行わ れ た 場合 、 配 偶 者 は 、 民 事 
訴訟 法 に 定め る 条件 お よび 様式 に より 、 適 用 法 の 指定 
に 関す る 公示 措 交 を 進め な けれ ば な ら な い 。 婚 契 約 
を 締結 し て いる 場合 、 こ の よう に 指定 され た 準拠 法 の 
記載 は 、 契 約 書 の 原本 に 記載 され る 。 


婚 燥 前 また は 婚 如 中 に 準拠 法 を 指定 する 場合 、 配 偶 者 は 
自ら 選択 し た 婚 如 制 度 の 性 質 を 指定 する こと が で き 
る 。 


第 1397-4 条 


婚 如 中 に 準拠 法 の 指定 が 行わ れ た 場合 、 当 事 者 間 で は 指 
定 行為 の 作成 か ら 、 第 三 者 に 関し て は 第 1397-3 条 に 規定 
する 公表 の 手続 き が 完了 し て か ら 3 ヶ 月 後に 効力 を 生じ 
る 。 


た だ し 、 こ れ ら の 手続 き が 完了 し て いな い 場 合 、 第 三 

者 と の 間 で 締結 され た 行為 に お いて 、 配偶 者 が 夫婦 関 

係 に 適用 され る 法律 を 宜 斉 し て いれ ば 、 適 用 法 の 指定 
は 第 三 者 に 対し て 依拠 する こ と が で きる 。 


第 1397-S 条 


婚 如 の 効果 を 規定 する 外国 法 の 適用 に よ り 夫婦 財産 制 に 
変 更 が 生じ た 場合 、 配 偶 者 は 民事 訴訟 法 に 規定 する 公表 
の 手続 き を 行わ か けれ ば な ら な い 、。 


第 1397-6 条 


夫婦 財産 制 の 変更 は 、 そ れ を 規定 する 決定 また は 行為 
の 日 か ら 当 事 者 間 で 効力 を 生じ 、 第 三 者 に 関し て は 、 第 
1397.5 条 に 提 定 する 信 示 の 手続き が 完了 し て か ら 32 月 
後に 効力 を 生じ る 。 


た だ し 、 こ れ ら の 手続 き が 行わ れ て いな い 場 合 、 第 三 
者 と の 間 で 締結 され た 行為 に お いて 、 配 偶 者 が 夫婦 財 
産 制 を 変更 し た こと を 宣 斉 し て いれ ば 、 第 三 者 に 対し 


て 夫婦 財産 制 の 変更 を 申し 立て る こと が で きる 。 
第 1398 条 


婚 如 契約 を 締結 する こと が で きる 未成 年 者 は 、 そ の 契 
約 が 影響 を 受け うる すべ て の 契約 に 同意 する こと が で 
き 、 そ の 未成 年 者 が 行っ た 契約 お よび 贈 選 は 、 婚 畑 の 
効力 に 必要 な 同意 を 有する 者 に よっ て その 契約 が 援助 
され て いる こと を 条件 と し て 、 有 効 で ある 。 


この よう な 援助 な し に 婚 如 契 約 が 結ば れ た 場合 、 未 成 
年 者 また は その 同意 を 必要 と し た 者 は 、 成 年 に 達し た 
後 1 年 を 経過 する まで 、 そ の 取消 し を 請求 する こと が で 
の 
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第 1399 条 


後見 人 また は 保 佐 人 の 下 に ある 満年齢 の 者 は 、 契 約 に 
お いて 後見 人 また は 保 佐 人 の 援助 を 受け な けれ ば 、 婚 
如 の 契約 を 締結 する こと が で き な い 。 


その よう な 援助 が な い 場 合 、 婚 燥 か ら 1 年 以内 に 、 被 保 
護 者 本 人 、 同 意 を 必要 と し た 者 、 ま た は 家庭 教師 も し く 
は 保 佐 人 の いずれ か に より 、 契 約 の 取り 消し を 追及 す 
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た だ し 、 保 護 措 連 担当 者 は 、 被 保護 者 の 利益 を 守る た 
に 、 単 独 で 夫婦 間 の 合意 を 締結 する 権限 を 裁 麟 官 に 申 
する こと が で きる 。 


め 
ミ 主 
ロ 目 


第 2 章 : 共同 体制 度 

第 1 部 : 法 的 共同 体 

第 1400 条 

契約 が な い 場 合 、 あ る い は 共同 体制 度 の 下 で 結婚 し て 
いる と いう 単純 な 宣 斉 に よっ て 成立 する 財産 の 共同 体 


は 、 以 下 の 3 つ の セク ショ ン て で 説明 する ルー ル に 従わ な 
けれ は が 0 まぜ ば ん 。 


第 1 節 : 共同 体 の 資産 と 負債 

受動 的 

第 1 項 : 共同 体 の 資産 

第 1401 条 

共同 体 は 、 婚 期 間 中 に 夫婦 が 共同 で 、 ま た は 別個 に 
行っ た 取得 物 、 お よび 夫婦 の 個人 的 な 産業 か ら 生じ た 


も の 、 お よび 夫婦 の 財産 の 成果 や 収入 か ら 生 じ た 貯 著 
か ら 、 積 極 的 に 構成 され る 。 


第 1402 条 


動産 、 不 動産 に か か わら ず 、 す べ て の 財産 は 、 法 律 の 
規定 の 適用 に より 夫婦 の 一 方 の 財産 で ある こと が 証明 
され な い 限 り 、 共 同相 続 財 産 と みな され る 。 
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財産 が それ 自体 で 出所 の 証明 また は 表示 を し な いも の 
で ある と き は 、 配 偶 者 の 個人 財産 を 争う と き は 、 書 面 
で これ を 立証 し な けれ ば な ら な い 。 財 産 目録 また は そ 
の 他 の あら か じ め 定 め ら れ た 証明 が な い 場 合 、 裁 鹿 官 
は 、 す べ て の 書 証 、 特 に 戸籍 、 登 記 簿 、 家 計 簿 、 な ら び 
に 銀行 文書 お よび 手形 を 考慮 する こと が で きる 。 ま 
た 、 配 偶 者 が 物質 的 また は 道徳 的 に 書面 を 取得 する こ 
と が で き な か っ た と 認め る 場合 に は 、 証 言 ま た は 推定 
に よる 証明 を 説 め る こと が で きる 。 


第 1403 条 


各 配 偶 者 は 、 自 己 の 財産 の 完全 な 所 有 権 を 保持 する 。 


共同 体 は 、 受 け 取 っ た 果実 の うち 、 消 費 さ れ な か っ た 
も の に つい て の み 権 利 を 有する 。 し か し 、 配 偶 者 が 回 
収 を 怠り 、 あ る い は 不正 に 消費 し た 果実 に つい て は 、 
共同 体 の 解散 時 に 報酬 を 受け る こと が で きる 。 た だ 
し 、 過 去 $ 年 間 を 超え る 調査 は 説 め られ な い 。 


第 1404 条 


婚 如 中 に 取得 し た も の で あっ て も 、 そ の 人 性質 上 、 夫 婦 
の 一 方 が 個人 的 に 使用 する 衣服 お よび リネ ン 、 身 体 的 
また は 精神 的 傷害 に 対す る 賠償 請求 訴訟 、 譲 渡 不 可能 な 
債務 お よび 年 金 、 さ ら に 一 般 的 に は 、 個 人 的 性 質 の す 
べ て の 財産 お よび 個人 に 振 他 的 に 帰属 する すべ て の 権 
利 は 財産 を 形成 する 。 


夫婦 の 一 方 の 職業 に 必要 な 仕事 の 道具 も 、 そ の 人 性質 上 、 
私 有 財 産 で ある が 、 そ れ ら が 共同 体 の 一 部 を な す 事 業 
また は 保有 物 の 付属 物 で な い 限 り 、 も し あれ ば 、 報 酬 
がい 5 


第 140S 条 


婚 如 の 祝日 に 夫婦 が 所 有 ま た は 所 持 し て いた 財産 、 ま 
た は 婚 畑 中 に 継承 、 贈 王 、 遺 産 に よっ て 取得 し た 財産 
は 、 夫 婦 の も の で ある 。 


贈 名 は 、 そ の 目的 で ある 財産 を 共同 体 に 帰属 させ る こ 

と を 定め る こと が で きる 。 財産 は 、 別 段 の 定め が な い 

限り 、 配 偶 者 双方 に 共同 で 贈 攻 され た と き に 共同 体 に 帰 
属す る 。 


父 、 母 まほ た は その 他 の 昇順 者 が 配偶 者 の 一 方 に 放 茎 ま 
た は 許 渡 し た 財産 は 、 そ の 債務 を 満た す た め 、 ま た は 
贈 王 者 の 他人 に 対す る 債務 を 支払 うた め に 、 報 酬 を 受 
け な い 限り 、 私 有 財 産 の まま で ある 。 


第 1406 条 
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自己 の 財産 の 付属 物 と し て 取得 し た 財産 、 お よび 自己 

の 有価 証券 に 新た に 追加 し た 有価 証券 な ど は 、 自 己 の 財 
産 を 形成 し 、 該当 する 場合 は 報酬 の 対象 と な る 。 


第 1434 条 お よび 第 143$ 条 に 従い 、 自 己 の 財産 に 代わ る 債 
権 お よび 補償 金 、 な ら び に 使用 また は 交換 に より 取得 
し た 財産 も 、 物 上 代位 に より 自己 の 財産 を 形成 する 。 


第 1407 条 


夫婦 の 一 方 に 属し て いた 財産 と 引き 換え に 取得 し た 財 
産 は 、 共 同体 に 対す る 、 ま た は 共同 体 か ら 受 ける べき 
報酬 を 除き 、 残 高 が ある 場合 に は 、 そ れ 自 体 が 財産 と 
7 の 


た だ し 、 共同 体 に 対す る 残高 が 譲渡 し た 財産 の 価値 よ 
り 大 きい 場合 、 交 換 で 取得 し た 財産 は 、 譲 渡 人 に 対す る 
報酬 を 除き 、 共 同相 続 財 産 に 該当 する 。 


第 1408 条 


夫婦 の 一 方 が 未 分 割 所 有 者 で あっ た 財産 の 一 部 を 競売 な 
どの 方 法 で 取得 し て も 、 共 同体 が 提供 で きた 金額 に 対 
する 報酬 を 除き 、 取 得 に は な ら な い 。 


第 2 項 : 共同 体 の 負債 
第 1409 条 


共同 体 は 、 受 動 的 に 構成 され る 。 


- 確 定 的 に は 、 第 220 条 に 従っ て 、 配 偶 者 が 家計 の 鈴 持 と 
子供 の 教育 の た め に 負う 扶養 義務 、 お よび 配偶 者 が 負担 
する 債務 。 


- 定 義 的 に 、 ま た は 場合 に よっ て は 償 選 の 対象 と な る 、 
共同 生活 中 に 発生 し た その 他 の 債務 。 


第 1410 条 


婚 燥 の 祝日 に 夫婦 が 負担 し て いた 債務 、 ま た は 婚 燥 中 

に 夫婦 に 生じ た 相続 や 贈 包 に よっ て 担保 され て いる 債 

務 は 、 資 本 金 お よび 延滞 金 や 利 皿 と も に 夫婦 の 一 身 専 属 
的 な も の で ある こと に 変わ り は な い 。 
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第 1411 条 


前 条 の 場合 に お いて 、 い ずれ か ーー 方 の 配偶 者 の 債権 者 
は 、 債 務 者 の 財産 お よび 収入 の みか ら そ の 支払 を 追及 
ずる こと が で きる 。 


た だ し 、 婚 如 の 日 に 債務 者 に 属し て いた 、 ま た は 相続 
も し く は 贈 互 に より 債 務 者 に 帰属 し た 動産 が 共有 財産 
に 統合 され 、 第 1402 条 の 規則 に 従っ て も は や 特定 で き 
な い 場 合 に は 、 共 有 財 産 を 差し 押さ える こと も で き 
る 。 


第 1412 条 


配偶 者 の 個人 的 債務 を 免除 し た 共同 体 に 対し て 補償 が 行 
われ る 。 


第 1413 条 


共同 体 の 間 、 理 由 の 如何 を 問わ ず 、 各 配偶 者 が 責任 を 負 
う 債 務 の 支払 い は 、 債 務 者 で ある 配偶 者 の 側 に 詐欺 が 

あり 、 債 権 者 の 側 に 部 意 が ある 場合 を 除い て 、 常 に 共 

有 財 産 か ら 追 求 す る こと が で きる が 、 共 同体 に 支払 う 

べき 報酬 が ある 場合 に は 、 そ の 報酬 は 別 で ある 。 


第 1414 条 


配偶 者 の 収入 お よび 賃金 は 、 そ の 債務 が 家計 の 鈴 持 ま 
た は 子供 の 教育 の た め に 発生 し た 場合 に 限り 、 第 220 条 
に 従っ て その 配偶 者 の 債権 者 が 差し 押さ える こと が で 
きる 


収入 と 賃金 が 当座 預金 また は 預金 口座 に 支払 われ る 場 
合 、 政 人 で 定め られ た 条件 下 で の み 差 し 押さ える こと 
が で きる 。 


第 141S 条 


た だ し 、 も う 一 方 の 配偶 者 の 明示 的 な 同意 を 得 て 契 約 


し た 場合 は 、 そ の 配偶 者 は 自己 の 財産 を 約束 し な い 。 


第 1416 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


前 条 に よっ て 訴え られ る 可能 性 の ある 債務 を 免除 し た 
共同 体 は 、 こ の 約束 が 配偶 者 の 一 方 の 個人 的 な 利益 の た 
め 、 お よび その 所 有 物 の 取得 、 保 存 ま た は 改良 の た め 
に 契約 され た 場合 に は 、 そ れ で も な お 報酬 を 受け る 権 
利 が ある 。 


第 1417 条 


共同 体 は 、 刑 事犯 固 に より 配偶 者 が 被っ た 削 金 、 ま た は 
民事 犯 居 も し く は 準 犯 有 大 に より 配偶 者 が 宣告 され た 賠 

償 金 お よび 費用 を 支払 っ た 場合 、 適 切な 場合 に は 、 そ 

の 利益 を 控除 し た 上 で 報酬 を 受け る 権利 を 有する 。 


また 、 支 払っ た 債務 が 配偶 者 の 一 方 が 婚 妨 に よっ て 課 
せら れ た 義務 を 無視 し て 契約 し た も の で ある 場合 に 
も 、 同 様 に 報酬 を 受け る 権利 が ある 。 


第 1418 条 


債務 が 夫婦 の 一 方 の み に よ っ て 共同 体 に 入り 込ん だ 場 
合 、 他 方 の 財産 に 対し て 追及 する こと は で き な い 。 


連 淀 債務 が ある 場合 、 債 務 は 両 配偶 者 の 側 で 共同 体 に 

入っ た と みな され る 。 

第 2 人 節 : 共同 財産 と 私 有 財 産 の 管理 

第 1421 条 

配偶 者 の 各々 は 、 共 同 財産 を 単独 で 管理 し 、 そ の 管理 上 
犯し た 過失 に 答え る 場合 を 除い て 、 そ れ を 処分 する 権 


限 を 有する 。 一 方 の 配偶 者 が 不正 を 行わ ず に 行っ た 行 
為 は 、 他 方 の 配偶 者 に 対抗 する こと が で きる 。 


別段 の 職業 を 営む 配偶 者 は 、 そ の 職業 に 必要 な 管理 お よ 
び 処 分 の 行為 を 行う 権限 を 単独 で 有する 。 


これ ら す べ て は 、 第 1422 人 条 か ら 第 1425 条 まで に 従う 


第 1422 条 


第 1422 条 配偶 者 は 、 一 方 が 他方 を 伴わ ず に 、 共 同 財産 
の 生前 無償 の 処分 を する こと は で き な い . 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


また 、 夫 婦 は 、 他 方 を 伴わ ず に 、 第 三 者 の 債務 を 保証 す 
る た め に 財産 を 譲渡 する こと は で き な い 。 


第 1423 条 


配偶 者 が 行う 遺産 は 、 共 同体 に お ける その 取り 分 を 超 
ん る こと ば は でき が 


配偶 者 が 共同 体 か ら 物 品 を 遺贈 し た 場合 、 被 相続 人 は 、 
その 物品 が 分 割 の 事由 に より 遺言 者 の 相続 人 の 手 に 渡 
る 場合 に 限り 、 そ の 現物 を 請求 する こと が で きる 。 物 
品 が 相続 人 の 手 に 渡ら な い 場 合 、 被 相続 人 は 、 遺 吉 者 の 
相続 人 の 共同 体 に お ける 持分 と 遺訓 者 の 個人 財産 か ら 、 
遺贈 し た 物品 の 合計 額 に 対す る 報酬 を 受け る 権利 を 有 
する 。 


第 1424 条 


第 13 条 配偶 者 は 、 一 方 が 他方 を 伴わ ず に 、 共 同体 に 属 

する 不動 物 、 事 業 お よび 所 有 物 、 譲 渡 不能 な 会 社 権 お よ 
びそ の 譲渡 が 公示 され る 有形 動産 を 、 物 権 を も っ て 譲 

渡し また は 担保 に 供する こと が で き な い 。 配偶 者 な し 

に 、 こ れ ら の 事業 か ら 資 本 を 徴収 する こと は で き な 

も Sa 


同様 に 、 彼 ら は 、 互 いな し で 、 共 同 財産 を 信託 に 移す 
UE で G き な し 


第 142S 条 


第 13 条 配偶 者 は 、 一 方 が 他方 を 伴わ ず に 、 共 同体 に 依 
存する 商業 、 工 業 、 工芸 用 途 の 農場 また は 不動 作 を 賃貸 
する こと は で き な い 。 そ の 他 の 共有 財産 の 賃貸 は 、 一 
方 の 配偶 者 の み が 行 うこ と が で き 、 用 益 権 者 が 行う 賃 
貸 の 規則 に 従う も の と する 。 


第 1426 条 


第 1425 条 配偶 者 の 一 方 が 永久 に 意思 表示 を する こと が 

で き な い 場合 、 ま た は 共同 体 の 管理 に つい て 無能 力 ま 

た は 不正 を 示す 場合 、 他 の 配偶 者 は 、 そ の 権限 の 行使 に 
つい て 裁 麟 所 に 代理 を 申請 する こと が で きる 。 こ の 申 

請 に は 、 第 144$ 条 か ら 第 1447 条 まで の 規定 が 適用 され 

る 。 


裁 鹿 所 か ら 権 限 を 紀 え られ た 配偶 者 は 、 代 替 す る 配偶 者 
が 有 し て いた で あろ う 3 権限 と 同一 の 権限 を 有 し 、 栽 章 
所 の 許可 を 得 て 、 代 替 が な か っ た 場合 に その 者 の 同意 
が 必要 と され る 行為 を 実行 する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

権限 を 奪わ れ た 配偶 者 は 、 そ の 後 、 他 方 の 配偶 者 へ の 譲 
渡 が も は や 正当 化 さ れ な いこ と を 立証 し て 、 裁 麟 所 に 

対し て その 返 志 を 申請 する こと が で き る 。 


第 1427 条 


夫婦 の 一 方 が 共有 財産 に 対す る 権限 を 超え た 場合 、 他 方 
は 、 そ の 行為 を 追記 し て いな い 限 り 、 そ の 取消 し を 申 
請 す る こと が で きる 。 


取り 消し の 訴え は 、 配 偶 者 が その 行為 を 知っ た 日 か ら 2 


年 間 可能 で ある が 、 共 同 生活 の 解消 か ら 2 年 以上 経過 し 
て か ら 提 起す る こと は で き な い 。 


第 1428 条 


各 配 偶 者 は 、 自 己 の 財産 の 管理 と 台 受 を 有 し 、 自 由 に 処 
分 する こと が で きる 。 


第 1429 条 


0 方 が 水 久 に 意思 表示 を する こと が で き な い 
、 ま た は 自己 の 財産 を 枯 濁 させ 、 ま た は そこ か ら 
人 SS CE に お 
家族 の 利益 を 危う くす る 場合 に は 、 配 偶 者 の 請求 に よ 
り 、 前 条 に よっ て 生え られ た 管理 権 お よび 享有 権 を 和 
奪 さ れる こと が ある 。 第 1445 休 s か ら 第 1447 条 まで の 規 

定 は 、 この よう な 請 青 求 に 適用 され る 。 


司法 管理 人 の 選任 が 必要 で ある と 認め られ な い 限 り 、 
痢 決 は 、 申 立 人 で ある 配偶 者 に 、 分 離さ れ た 配偶 者 の 財 
産 を 管理 し 、 か つ 、 その 果実 を 徴収 する 権限 を 付 選 
し 、 こ れ を 婚 妨 費用 に 充て 、 羊 余 金 を 共同 体 の 利益 の た 
め に 使用 し な けれ ば な ら な い 、。 


申請 時 か ら 、 分 離さ れ た 配偶 者 は 、 そ の 財産 の 保 の 所 有 
権 の み を 処分 する こと が で きる 。 


その 後 、 財 産 分 離 を 正当 化し た 原因 が も は や 存在 し な 


いこ と を 証明 し た 場合 、 そ の 権利 を 回 復 す る た め に 裁 
鹿 所 に 申請 する こと が で きる 。 


第 1431 条 


婚 妨 中 に 夫婦 の 一 方 が 他方 に 自分 の 財産 の 管理 を 委託 し 
た 場合 、 稀 任 の 規定 が 適用 され る 。 た だ し 、 秋 任 さ れ 
た 配偶 者 は 、 委 任 状 で 明示 的 に 義務 づけ られ て いな い 
場合 、 困 実 の 説明 を する こと を 免除 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 1432 条 


夫婦 の 一 方 が 、 他 方 の 財産 を 、 他 方 が 知っ て いる に も 

か か わら ず 、 そ れ に も か か わら ず 、 他 方 の 側 か ら 反 対 

され る こ と な く 、 その 管理 を 手中 に 収め た 場合 、 管 理 

行為 と 享受 行為 を 対象 と し 、 処 分 行為 は 対象 と し な い 暗 
黙 の 委任 を 受け た と みな され る 。 


この 配偶 者 は 、 委 任 者 と し て の 管理 に つい て 他方 に 対 
し て 回 答 す る こと が で きる 。 し か し , この 配偶 者 は 
現存 する 果実 に 対し て の み 責 任 を 負う 。 回 収 を 怠り , 
また は 不正 に 消費 し た 果実 に つい て は , 過去 3 年 以内 に 
限り , その 責任 を 追及 され る 可能 性 が ある 。 


夫婦 の 一 方 が 、 確 立 さ れ た 反対 意見 を 無視 し て 、 他 方 の 
財産 の 管理 に 千 渉 し た 場合 、 そ の 十 渉 の すべ て の 結果 
に つい て 責任 を 負い 、 収 集 し 、 収 集 を 怠り 、 不 正 に 消費 


し た すべ て の 果実 に つい て 制限 な く 責 任 を 負う 。 


第 1433 条 


共同 体 は 、 自 ら の 財産 か ら 利 益 を 得 た 場合 、 所 有 者 の 配 
偶 者 に 報酬 を 文 払う 義務 が ある 。 


特に 、 自 分 の 財産 を 使用 また は 再 利 用 する こと な く 、 
自分 の お 金 や 自分 の 財産 の 売却 で お 金 を 受け 取っ た 場 
合 が そう で ある 。 


紛争 が 生じ た 場合 、 共 同体 が 自己 の 財産 か ら 利 益 を 得 て 
いる こと の 証明 は 、 証 言 や 推定 な か ど 、 あ ら ゆ る 手段 に 
ま 20 で 有 う つこ と の が でき さる 。 


第 1434 条 


使用 また は 再 利 用 は 、 取 得 の 際 に 、 配 偶 者 が 、 そ れ が 自 
己 の 金銭 で 、 ま た は 自己 の 財産 の 疎外 か ら な され た も 
の で あり 、 使 用 また は 再 利用 の 代わ り と な る こと を 宣 
言 し た と き は いつ で も 、 配 偶 者 に つい て な され た も の 
と みな され る 。 行為 に その よう な 宣言 が な い 場 合 、 使 
用 また は 再 投資 は 配偶 者 の 合意 に よっ て の み 行 われ 、 

その 相互 関係 に お いて の みそ の 効果 を 生じ させ る 。 


第 143S 条 


使用 また は 再 投資 が 事前 に 行わ れ た 場合 、 取 得 し た 財産 


は 配偶 者 の 財産 で ある 。 た だ し 、 配 偶 者 の 財産 か ら 期 
待 さ れる 金額 が 、 行 為 の 日 か ら $ 年 以内 に 共同 体 に 支払 
われ る こと が 条件 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 02 March 2022 - 2022 年 4 月 1 日 に 生成 
され た ドキ ュ メ ント 


第 1436 条 


取得 の 価格 お よび 費用 が 、 使 用 また は 再 利用 され た 人 金 
償 を 超え る 場合 、 共 同体 は 超過 分 の 報酬 を 受け る 権利 を 
有する 。 し か し 、 共 同体 の 真 献 が 取得 し た 配偶 者 の 真 責 
より 大 きい 場合 、 取 得 し た 財産 は 、 配 偶 者 に 文 払う べ 
き 報 酬 を 除き 、 共 同体 に 帰属 する 。 


第 1437 条 


共同 体 か ら 、 夫 婦 の 一 方 に 属す る 財産 の 価格 また は そ 
の 一 部 、 土 地 役 務 の 償 選 な ど 、 個 人 的 な 債務 また は 料金 
を 支払 うた め 、 あ る い は 夫婦 の 個人 財産 の 回 収 、 保 全 、 
改良 の た め に 、 人 金額 が 取ら れ た 場合 、 ま た 一 般 に 夫婦 
の 一 方 が 共同 財産 か ら 個人 的 利益 を 得 た 場合 、 そ の 者 は 
報酬 を 文 払う 義務 が ある 。 


第 1438 条 


父 と 母 が 、 寄 す る つも り で あっ た 部 分 を 表明 する こ 
と な く 、 共 通 の 子 を 共同 で 寄附 し た 場合 、 寄附 金 が 共同 


財産 で 提供 また は 約束 され た か 、2 人 の 配偶 者 の うち の 
1 人 の 個人 財産 で 提供 され た か に か か わら ず 、2 分 の 1 ず 
つ 寄 附 し た も の と みな され る 。 


後者 の 場合 、 個 人 財産 を 持参 金 と し て 構成 され た 配偶 者 
は 、 持 参 金 の 時 点 で 与え られ た 財産 の 価値 を 考慮 し 
て 、 当 該 持 参 金 の 半分 に つい て 他 の 配偶 者 の 財産 に 対す 
る 補償 の 訴え を 提起 する 。 


第 1439 条 


共同 財産 で ある 婚 婚 の 子 に 孔 え られ た 持参 金 は 、 共 同体 
に よっ て 文 払わ れる 。 


た だ し 、 共 同体 を 構成 する 際 に 、 そ の うち の 1 人 が 全体 
また は 半分 より 多い 割合 で 負担 する こと を 明示 的 に 定 
吉 し た 場合 は この 限り で は な い 。 


第 1440 条 


持参 金 の 保証 は 、 こ れ を 構成 し た 者 が その 支払 義務 を 
負う 。 その 利益 は 、 た と えろ 支払 期限 が あっ て も 、 反 対 
の 定め が な い 場 合 に は 、 婚 畑 の 日 か ら 進行 する 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 節 : 共同 体 の 解消 


第 1 項 : 解散 と 財産 分 離 の 原因 
第 1441 条 


共同 体 は 解散 する 。 


1? 夫婦 の 一 方 の 死に よっ て 。 


2? 宣言 され た 不在 に よ っ て 。 


3? 離婚 


4 ベッ ド と 食事 か ら の 分 離 


"財産 分 紀 に よる も の 


6? 夫婦 関係 の 変化 に よる も の 。 


第 1442 条 


共同 体 の 継続 は 、 そ れ に 反する 合意 に も か か わら ず 、 
あり 得 な い 。 


て 、 解消 の 効果 を 同居 お よび 共同 生活 を や め た 日 まで 
延期 する よう 要求 する こと が で きる 。 


第 1443 条 


第 13 条 一 方 の 配偶 者 の 乱れ た 行為 、 悪政 、 不 正行 為 に 
より 、 共 同体 の 維持 が 他方 の 配偶 者 の 利益 を 示 か し て 
いる と 思わ れる 場合 、 他 方 の 配偶 者 は 財産 分 離 を 訴え 
る で が で きる 。 


自発 的 な 別居 は 無効 で ある 。 


第 1444 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

財産 上 の 別居 は 、 裁 麟 で 宜 告 され て も 、 革 決 が 既 半 力 と 
な っ て か ら 3 ヶ 月 以内 に 当事者 の 権利 を 清算 する た め の 
手続 き が 開始 され て お ら ず 、 清 算 業 務 の 開始 か ら 1 年 以 
内 に 最終 的 な 和解 が な され て いな い 場 合 は 、 無 効 で あ 
る 。 こ の 1 年 の 期限 は 、 裁 麟 所 の 長 が 申し 立て に より 延 
長 す る こと が で きる 。 


第 144S 条 


申請 書 お よび 財産 分 離 の 装 決 は 、 民 事 訴 訟 法 に 規定 され 
た 条件 お よび 制 才 の 下 で 公表 され な けれ ば な ら な い 。 


財産 分 離 を 宜 告 する 対決 は 、 申 請 し た 日 か ら 効 力 を 発 す 
る 。 


草 決 文 は 婚 記 録 の 余白 お よび 婚 如 契 約 書 の 原本 に 記載 


され な けれ ば な ら な い 。 


第 1446 条 


配偶 者 の 債権 者 は 、 財 産 分 離 を 申請 する こと は で き な 
い 。 


第 1447 条 


財産 分 離 の 訴え が 提起 され た 場合 、 債 権 者 は 弁護 士 同士 
の 行為 に よっ て 配偶 者 を 呼び 寄せ 、 有 要求 と それ を 理 付 
ける 書類 を 伝え る こと が で きる 。 彼 ら は 自分 た ちの 権 
利 を 守る た め に 手続 き に 介入 する こと も で きる 。 


分 離 が 彼ら の 権利 を 詐称 し て 宜 告 され た 場合 、 彼 ら は 
民事 訴訟 法 に 規定 され た 条件 下 で 、 第 三 者 に よ る 異議 申 
し 立て に よっ て それ を 不服 と する こと が で きる 。 


第 1448 条 


財産 分 三 を 受け た 配偶 者 は 、 そ の 能力 お よび 配偶 者 の 能 
力 に 応じ て 、 家 計 お よび 子供 の 教育 費 の 両方 に 貢献 し 
な けれ ば な ら な い 。 


他方 に 何 も 残ら な い 場 合 は 、 こ れ ら の 費用 を すべ て 負 
担 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1449 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

萩 利 所 が 宣告 する 財産 の 分 離 は 、 配 偶 者 を 第 1536 条 以下 
の 体制 に 貢 く 効果 を 持つ 。 

以下 の 体制 下 に 薄く 効果 が ある 。 


攻 記 所 は 、 分 離 を 宜 告 する 際 に 、 配 偶 者 が 自分 の 奇 互 分 
を 配偶 者 の 手 に 渡す よう 命じ る こと が で き 、 配 偶 者 は 
以後 、 第 三 者 に 関し て 婚 如 費 用 の すべ て の 支払 を 単独 で 
引き 受け る も の と する 。 


第 14S1 条 


第 265-2 条 に 基づく 合意 は 、 離 婚 が 宣告 され る まで は そ 
の 効果 が 停止 され 、 夫 婦 間 で あっ て も 決 が 既 羊 力 に 
が る まで は 守 条 で きい 。 


離婚 草 決 に よっ て 決定 され た 離婚 の 結果 が 清算 と 分 割 
の 根拠 を 疑わ せる 場合 、 夫 婦 の 一 方 は 合意 の 修正 を 請求 
する こと が で きる 。 

第 2 項 : 共同 体 の 清算 と 分 割 。 

第 1467 条 


共同 体 が 和解 消さ れる と 、 夫 婦 は それ ぞ れ 、 共 同体 に 入 
ら な か っ た 財産 (現物 で 存在 する 場合 ) 、 ま た は それ 


に 代位 し た 財産 を 引き 取る 。 


その 後 、 積 極 的 お よび 消極 的 な 共同 財産 の 清算 が 行わ れ 
る も の と する 。 


第 1468 条 


共同 体 が 自分 に 支払 うべ き 報 酬 お よび 自分 が 共同 体 に 支 
払う べき 報酬 に つい て 、 前 各 項 に 定め る 規則 に 従っ 

て 、 各 配偶 者 の 名 義 で 勘定 書 を 作成 し な けれ ば な ら な 
い 。 


第 1469 条 


報酬 は 、 一 般 に 、 発 生 し た 費用 と 残存 する 利益 で 表 さ れ 
る 2 つの 人 金額 の うち 、 よ り 少 な い 方 の 金額 に 等 し い 。 


た だ し 、 必 要 な と き に 行わ れ た 支出 を 下回る こと は で 
き な い 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

借入 金額 が 、 共 同体 の 清算 の 日 に お いて 借入 人 の 財産 に 
属す る 財産 の 取得 、 保 存 ま た は 改良 の た め に 使用 され 
た 場合 、 残 存 利 益 を 下回る こと は で き な い 。 取 得 、 保 
存 、 改 良さ れ た 財産 が 清算 前 に 譲渡 され た 場合 、 利 益 は 
謀 渡 され た 日 に 評価 され 、 新 し い 財 産 が 譲渡 され た 財 
産 に 代位 し て いる 場合 、 利 益 は その 新しい 財産 に 評価 


され る 。 


第 1470 条 


口座 の 残高 が 共同 体 に 有利 な 残高 を 示す 場合 、 配 偶 者 は 
その 金額 を 共同 財産 に 返 選 し な けれ ば な ら な い 。 


会 計 が 配偶 者 に 有利 な 残高 を 示す 場合 、 配 偶 者 は 支払 い 
を 要求 する か 、 支 払 額 を 上 限 と し て 共有 財産 か ら 差 し 
引く か の いずれ か を 選択 する こと が で きる 。 


第 1471 条 


控除 は 、 ま ず 現 金 か ら 、 次 に 動産 か ら 、 そ し て 二 番 目 
に 共有 財産 か ら 行 われ る 。 控 除 を 行う 配偶 者 は 、 控 除 す 
る 動産 お よび 不動 産 を 選択 する 権利 を 有する 。 た だ 

し 、 そ の 選択 は 、 配 偶 者 が 分 石 の 維持 や 特定 の 財産 の 優 
先 的 配分 を 申請 する 権利 を 害する も の で あっ て は な ら 
YAN A 天 


配偶 者 が 同じ 財産 を 取り た い 場 合 は 、 く じ 引 き に よっ 
て 行わ れる 。 


第 1472 条 


共同 体 が 不足 する 場合 、 各 配偶 者 の 控除 は 、 そ の 者 に 文 
払う べき 報酬 の 額 に 比例 する 。 


た だ し 、 共 同体 の 不足 が 配偶 者 の 一 方 の 過失 に 起因 する 
場合 、 他 方 の 配偶 者 は 、 す べ て の 共有 財産 に つい て 先 
に 控除 を 行使 し 、 責 任 の ある 配偶 者 の 自己 の 財産 に つ 
いて 補助 的 に 控除 を 行使 する こと が で き る 。 


第 1473 条 


共同 体 ま た は 共同 体 に 文 払 うべ き 報 酬 は 、 解 散 の 日 か 
ら 当 然 に 利 思 を 負う 。 


た だ し 、 報酬 が 残存 利益 に 等 し い 場 合 は 、 清 算 の 日 か 
ら 利 思 を 発生 させ る 。 
第 1474 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

共有 財産 か ら の 引き 出し は 、 分 割 操作 に あたる 。 共 同体 
の 債権 者 に 対し て 優先 され る 権利 は 、 そ れ を 行使 する 

配偶 者 に は 世 えら れ な い 。 た だ し 、 誠 当 する 場合 に 

は 、 法 的 抵当 権 か ら 生じ る 優先 権 は 例外 で ある 。 


第 147S 条 


遺産 か ら す べ て の 控除 が 行わ れ た 後 、 余 刺 分 は 配偶 者 
の 間 で 均等 に 分 配 さ れる 。 


共同 体 の 不動 産 が 配偶 者 の 1 人 に 属す る 他 の 不動 産 の 付 


属 物 で ある 場合 、 ま た は その 不動産 に 隣接 し て いる 場 
合 、 所 有 者 の 配偶 者 は 、 割 り 当 て を 要求 し た 日 の 不動 産 
の 価値 に 応じ て 、 自 分 の 取り 分 か ら 差 し 引く か 、 均 衡 
払い と 引き 換え に 自分 に 割り 当て る か を 選択 する こと 
が で きる 。 


第 1476 条 


共同 体 の 分 割 は 、 そ の 形式 、 不 可 分 の 維持 と 優先 的 帰 

属 、 財 産 の 競売 、 分 割 の 効果 、 保 証 と 残高 に 関す る すべ 
て に お いて 、 共 同相 続 人 間 の 分 割 に つい て 「 相続 」 の 

表題 の 下 に 定め られ た すべ て の 規則 に 従う 。 


し か し 、 離 婚 、 離 縁 、 財 産 分 右 に よっ て 解散 し た 共同 体 
に つい て は 、 優 先 的 配分 は 決し て 権利 と し て 認め られ 
て お ら ず 、 支 払う べき 残高 の 全額 を 現金 で 支払 うこ と 
を 常に 決定 する こと が で きる 。 


第 1477 条 

共同 体 の 効果 の 一 部 を 横 頒 ま た は 隠匿 し た 配偶 者 は 、 当 
該 効 果 に 対す る 自分 の 取り 分 を 奪わ れる 。 

同様 に 、 共 同 債務 の 存在 を 故意 に 隠し て いた 者 は 、 そ 
れ を 確定 的 に 引き 受け な けれ ば な ら な い 。 

第 1478 条 


分 割 が 完了 し た 後 、 配 偶 者 の 一 方 が 他方 の 個人 的 債権 者 
で ある 場合 、 例 えば 、 自 分 の 財産 の 価格 が 配偶 者 の 個人 
的 債務 の 支払 い に 充て られ た 場合 、 あ る い は その 他 の 


理由 に より 、 共 同体 に お いて 自分 に 降っ て きた 分 け 前 
に 、 あ る い は 自分 の 個人 財産 に 、 そ の 債権 を 行使 する 
も の と する 。 


第 1479 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


配偶 者 が 互い に 対し て 有する 個人 債権 は 、 駄 課金 を 生じ 
ず 、 名 大 の 日 か ら 利 思 を 付す の み で ある 。 


当事者 間 で 別段 の 合意 が な い 限 り 、 第 1469 条 の 第 3 項 の 
規定 に 従っ て 査定 され 、 そ の 利息 は 清算 の 日 か ら 発生 
する 。 


第 1480 条 


配偶 者 の 一 方 が 他方 に 対し て 行っ た 贈 芋 は 、 贈 選者 の 共 
同体 に お ける 持分 と その 個人 的 財産 に 対し て の み 実 行 
され る 。 


第 3 項 : 解散 後 の 負 債 と 拠出 。 
解散 。 
第 1482 条 


配偶 者 は それ ぞ れ 、 自 己 の 責任 で 共同 体 に 入っ た 解散 


の 日 に 存在 する すべ て の 債務 に つい て 訴え られ る こと 
が で きる 、 


第 1483 条 


1483 条 各 配 偶 者 は 、 自 己 の 配偶 者 の も と て で 共同体 に 入っ 
た 負債 の 半分 の み を 請求 する こと が で きる 。 


分 割 後 、 隠 匿 の 場合 を 除き 、 財 産 目録 が 作成 され 、 財 産 
目録 の 内 容 お よび 分 割 に より 自己 に 生じ た も の 、 な ら 
びに 婚 に 支払 われ た 共同 債務 に つい て 説明 する こと を 
条件 と し て 、 そ の 報酬 額 を 上 限 と し て の み 責 任 を 負 
2 


第 1484 条 


前 条 に 規定 する 財産 目録 は 、 民 事 訴訟 法 に 定め られ た 様 
式 に より 、 夫 婦 双 方 の 立会 い の も と に 、 ま た は 他方 の 
配偶 者 が 正式 に 招集 され て 行わ な けれ ば な ら な い 。 共 
同体 が 解消 され た 日 か ら 9 ヶ月 以内 に 終了 し な けれ ば な 
ら な い が 、 略 式 手続 裁 刻 札 に よっ て 延長 が 認め られ る 
場合 は この 限り で は な い 。 ま た 、 こ れ を 受理 し た 公務 
員 の 面前 で 、 誠 実 か つ 真 実 で ある こと を 宣言 し な けれ 
ば な ら な い 、。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 148S 条 


配偶 者 は それ ぞ れ 、 報酬 の な か っ た 共同 債務 の 2 分 の 
1、 お よび 封印 、 目 録 、 家 具 の 売却 、 清 算 、 競 売 、 分 割 
の 費用 を 負担 する 。 


共同 体 と なかっ た 債務 に つい て は 、 報 酬 が な い 場 合 に の 
み 、 彼 だ けが 負担 する 。 


第 1486 条 


第 1483 条 の 第 2 項 の 利益 を 利用 で きる 配偶 者 は 、 他 の 配 
偶 者 の 名 義 で 共同 体 に 入っ た 債務 に つい て 、 賠 償 し な 
けれ ば な ら な いよ うな 債務 で な い 限 り 、 そ の 報酬 以上 
の も の を 負担 する こと は な い 。 


第 1487 条 


前 人 条 に より 責任 を 負う べき 部 分 を 超え て 支払 っ た 配偶 
者 は 、 その 超過 分 に つい て 他方 に 対し て 求償 する 。 


第 1488 条 


た だ し 、 額 収 書 - 義 務 の 限度 額 まで し か 支払 う 意思 が 
な いこ と が 明記 され て いる 場合 は 、 超 過 分 に つい て 債 
権 者 に 対 質 す る こと が で き な い 。 


第 1489 条 


分 割 に より 自己 の も の と な っ た 財産 に 抵当 権 が 設定 さ 
れ 、 共 同体 債務 の 全額 に つい て 訴え られ た 夫婦 の 一 方 
は 、 そ の 債務 の 半分 に つい て 他方 に 対す る 求償 権 を 有 
する 。 


第 1490 条 


前 条 の 規定 は 、 分 割 の 条項 が 、 第 三 者 の 権利 を 害する こ 
と な く 、 配 偶 者 の 一 方 また は 他方 に 対し 、 上 記 で 定め 
られ た 以外 の 債務 の 割合 を 支払 うこ と 、 あ る い は 債務 
の 全額 を 支払 うこ と を 義務 づけ る こと を 妨げ な い 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


第 1491 条 


配偶 者 の 相続 人 は 、 共 同体 が 解消 され た 場合 、 そ の 代表 
者 で ある 配偶 者 と 同じ 権利 を 行使 し 、 同 じ 義 務 を 負う 。 


第 2 部 : 合意 に よる 共同 体 


第 1497 条 


夫婦 は 、 嬉 契約 に お いて 、 第 1387 条 、 第 1388 条 お よび 
第 1389 条 に 反し な いあ ら ゆ る 種類 の 合意 に より 、 法 的 


共同 体 を 修正 する こと が で きる 。 

特に 、 以 下 の 事項 を 合意 する こと が で きる 。 

(1) 共同 体 が 動産 お よび 所 有 物 を 含む こと 。 

2? 管理 に 関す る 規則 を 免除 する こと 。 

⑬) 夫婦 の 一 方 が 、 補 償 金 と 引き 換え に 特定 の 財産 を 引 
き 出す 権利 を 有する こと (④) 夫婦 の 一 方 が 先取 特権 を 有 
する こと 

5? 夫婦 の 共有 持分 が 不 均等 で ある こと 。 

6? 両者 の 間 に 普通 的 共同 体 が 存在 する こと 。 


当事者 間 で 合意 され て いな いす べ て の 事項 に つい て 
は 、 法 律 共同 体 の 規則 が 引き 続き 適用 され る 。 


第 1 節 : 動産 と 取得 物 の 共同 体 
第 1498 条 


夫婦 の 間 に 動産 お よび 取得 物 の 共有 か が ある こと に 合意 
し た 場合 、 共 有 財 産 に は 、 法 律 上 の 共同 体制 度 の 下 で そ 
の 一 部 を 構成 する こと に な る 財産 に 加え て 、 婚 燥 の 日 
に 夫婦 が 所 有 ま た は 占有 し て いた 動産 、 ま た は 贈 者 
また は 受 遺 者 が 別に 定め て いな い 限 り 、 そ れ 以 降 に 相 
続 ま た は 贈 所 に よっ て 夫婦 に 移転 し た 動産 が 含ま れる 
も の と する 。 


た だ し 、 共 同 生活 中 に 取得 され た 場合 、 法 制度 上 第 1404 
条 の 性 質 上 財産 と な か る は ず の 動産 は 、 財 産 と し て 存続 
する 。 
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夫婦 の 一 方 が 、 動 産 ・ 不 動産 の 共有 の 規定 を 含む 婚 契 
約 以 降 、 婚 燥 の 成立 前 に 不動 産 を 取得 し た 場合 、 そ の 間 
に 取得 し た 不動 産 は 、 嬉 契約 の 何ら か の 条項 の 実行 に 
より 取得 され た 場合 を 除き 、 共 同体 に 入る も の と し 、 
その 場合 は 、 そ の 合意 に 従っ て 解決 され る も の と す 

る 。 


第 1499 条 


この 制度 の 下 で は 、 法 制度 の 下 で その 一 部 を 構成 する 

こと に な る 債務 の ほか に 、 夫 婦 が 結婚 し た と き に す で 

に 負担 し て いた 債務 、 ま た は 結婚 中 に 夫婦 に 生じ た 相 

続 や 贈 丘 に よっ て 負担 し た 債務 の 一 部 も 、 共 同 負債 に 含 
まれ る こと に だ が る 。 


共同 体 が 負担 すべ き 負 債 の 割合 は 、 前 条 の 規則 に 従っ 
て 、 書 如 の 日 に お ける 配偶 者 の 財産 、 ま た は 相続 や 贈 
五 の 対象 と な る 財産 の 全体 に お いて 共同 体 が 受け 取る 
資産 の 割合 に 比例 する 。 


この 割合 を 確定 する た め に 、 資 産 の 整合 性 と 価値 を 第 
1402 条 に 従っ て 証明 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1S00 条 


共同 体 が 受け 取っ た 財産 の 対価 と し て 責任 を 負う べき 


債務 は 、 共 同体 の 最終 的 な 責任 で ある 。 


第 1S01 条 


婚 燥 前 また は 相続 や 贈 選 に よっ て 生じ た 債務 の 分 配 
は 、 債 権 者 を 不利 に し な いこ と が で きる 。 彼ら は 、 い 
か な る 場合 に も 、 以 前 に 彼ら の 質 料 と な っ た 財産 を 差 
し 押さ える 権利 を 保持 する 。 

債権 者 は 、 債 務 者 の 動産 が 共有 財産 に 統合 され 、 第 1402 
条 の 規則 に 従っ て も は や 特定 で き な い 場合 に は 、 共 同 
体 全体 か ら 支 払い を 追求 する こと も で きる 。 


第 2 節 : 共同 管理 条項 。 
第 1503 条 


配偶 者 は 、 共 同体 を 共同 で 管理 する こと を 合意 する こ 
と が で きる 。 
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この 場合 、 共 同 財産 の 管理 お よび 処分 の 行為 は 、2 人 の 
配偶 者 の 共同 著名 の 下 に 行わ れ 、 権 利 上 、 連 帯 債務 を 伴 
の 且 


保 佐 行為 は 、 各 配偶 者 が 個別 に 行う こと が で きま す 。 


第 3 節 : 賠償 金 と 引き 換え に 撤回 する 条項 。 


第 1S11 条 


配偶 者 は 、 共 同体 の 解散 の すべ て の 場合 に お いて 、 ど 

ちら か の 遺族 、 ま た は 遺 導 が 生存 し て いる 場合 に は そ 

の うち の 1 人 、 さ ら に その うち の 1 人 が 、 共 同体 に お い 

て 分 割 の 日 に 有する で あろ う 価 値 に 従っ て 勘定 する こ 

と を 条件 と し て 、 特 定 の 共有 財産 を 取得 する 選択 肢 を 有 
する こと を 定め る こと が で きる が 、 他 に 取り 決め が な 

い 場 合 、 こ の 限り で は な い 。 


第 1S12 条 


婚 畑 胡 約 は 、 評 価 の 基準 お よび 残高 の 支払 条件 を 定め る 
22900 

これ ら の 条項 を 考慮 し 、 当 事 者 間 で 合意 が な い 場 合 、 財 
産 の 価値 は 裁 鹿 所 が 決定 する 。 


第 1513 条 


1513 条 受益 者 で ある 配偶 者 が 、 他 方 の 配偶 者 また は その 
相続 人 か ら 正 式 な 決定 通知 を 受け た 日 か ら 1 ヶ 月 以内 に 
通知 し て 撤回 権 を 行使 し な か っ た 場合 、 撤 回 権 は 失効 す 
る 。 こ の 正式 な 通知 自体 は 、 タ イト ル に 規定 され た 期 
間 の 満了 前 に 行う こと は で き な い 。“ 遺 産 “の 目録 作成 
と 審議 の た め の 期 間 。 


第 1S14 条 


徴収 は 分 割 操作 で ある : 徴収 され た 財産 は 受益 者 で あ 
る 配偶 者 の 取り 分 に 対し て 請求 され 、 そ の 価値 が その 


取り 分 を 超え る 場合 は 、 残 額 が 文 払わ れる こと に な 
る 。 


配偶 者 は 、 取 立 の 作者 が 支払 うべ き 報 酬 を 、 先 住 配偶 者 
の 遺産 に 対す る 権利 か ら 補 助 的 に 控除 する こと に 合意 
する こと が で きる 。 


第 4 節 : 沈殿 。 


第 151S 条 
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婚 燥 契約 に お いて 、 生 存 配 偶 者 、 ま た は 生存 し て いる 
場合 に は その うち の 1 人 が 、 分 割 の 前 に 、 共 同体 か ら 一 
内 ー 定 の 種類 の 物品 、 ま た は 一 定 の 数 量 の 物品 
を 取得 する 権限 を 有する こと を 合意 する こと が で き 

る 。 


第 1516 条 


析 は 、 実 質 的 に も 形式 的 に も 贈 世 と は みな され ず 、 
パー トナ ー 間 の 嬉 契約 と みな され る 。 


第 1518 条 
共同 体 が 配偶 者 の 生存 中 に 解消 され た 場合 、 前 提 条 件 を 


発行 する 必要 は な い が 、 前 提 条 件 が すす 


時 生存 中 の 場合 、 第 26$ 条 に 従い 、 そ の 権利 を 保持 す 


信者 は 、 自 分 の 権利 を 保証 する た め に 、 配 偶 者 に 担保 
を 有 要求 する こと が で きる 。 


第 1S19 条 


共同 体 の 債権 者 は 、 配 偶 者 の 共同 体 の 他 の 者 へ の 頼み を 
除い て 、 常 に 、 和 早急 に 売却 され た も の に 含ま れる 効果 
を 得る 権利 を 有する 。 


第 S 節 : 不平 等 な 分 け 前 の 明記 
第 1520 条 


配偶 者 は 、 法 律 で 定め られ た 平等 な 分 け 前 か ら 人 逸脱 す 
る こと が で きる 。 


第 1S21 条 


配偶 者 また は その 相続 人 が 、3 分 の 1 また は 4 分 の 1 な 

ど 、 共 同体 に - お いて 一 足 の 持分 し か 持た な いこ と が 定 
め ら れ て いる 場合 、 こ の よう に 減じ た 配偶 者 また は そ 
の 相続 人 は 、 3 その 資産 の 取り 分 に 比例 
し て の み 負 担 し な けれ ば な ら な い 、。 
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年 04 月 1 日 

この よう に 減少 し た 配偶 者 また は その 相続 人 に 、 よ り 
大 き な 取 り 分 を 負担 させ る 場合 、 ま た は 資産 に 占め る 
割合 と 同等 の 債務 の 負担 を 免除 する 場合 、 そ の 合意 は 無 
効 で ある 。 


第 1S24 条 


共同 体 全体 の 帰属 は 、 生 存 し て いる 場合 に の み 、 指 定 さ 
れ た 配偶 者 に 有利 に 、 ま た は 生存 し て いる 者 に 有利 に 
な る よう に 合意 する こと が で きる 。 共同 体 全 体 を 保持 
する 配偶 者 は 、 す べ て の 債務 を 支払 う 義 務 が ある 。 


生存 の 場合 、 配 偶 者 の 一 方 が 、 自 分 の 半分 に 加え て 、 先 
住 者 の 持分 の 用 益 権 を 有する こと も 合意 で きる 。 こ の 
場合 、 そ の 配偶 者 は 、 用 益 権 に 関し て 、 第 612 条 の 規定 
に 従っ て 負債 を 負担 し な けれ ば な ら な い 、。 


共同 体 が 夫婦 の 存命 中 に 解消 され た 場合 、 第 1518 条 の 規 
定 が これ ら の 条項 に 適用 され る 。 


第 152S 条 


不平 等 持分 の 規定 お よび 完全 帰属 の 条項 は 、 実 質 的 に も 
形式 的 に も 贈 才 と は みな され ず 、 単 な る 結婚 契約 お よ 
び パ ー ト ナー 間 の 合意 で ある 。 


別段 の 定め が な い 限 り 、 先 立た れ た 配偶 者 の 相続 人 
が 、 そ の 著者 の 結果 と し て 共同 体 に 落ち た 頁 献 と 資本 
を 取り 返す こと を 妨げ る こと は な い 、。 


第 6 節 : 普通 的 な 共同 体 。 
第 1526 条 


配偶 者 は 、 嬉 契約 に よっ て 、 動 産 ・ 不 動産 、 現 在 お よ 
び 閣 来 の 財産 に つい て 、 普 遍 的 な 共同 体 を 設立 する こ 
と が で きる 。 た だ し 、 別 段 の 定め が な い 限 り 、 第 1404 
条 が その 性 質 上 適切 と する 財産 は 、 第 1526 条 に 帰属 す 
る 。 
1404) が その 性質 上 適切 で ある と 宣言 し て いる 財産 は 、 
この 共同 体 に 含ま れ な い 。 


普遍 的 共同 体 は 、 現在 お よび 格 来 の 配偶 者 の すべ て の 債 
務 を 間違い な く 人 負担 する 。 


第 2 章 の 2 つの 部 分 に 共通 する 規定 。 
第 1S27 条 


合意 に よ る 財産 共同 体 の 条項 か ら 配 偶 者 の いずれ か が 
得る こと が で きる 利益 、 お よび 、 動 産ま た は 債務 の 混 
同 か ら 生 じ る こと が で きる 利益 は 、 贈 世 と は みな され 
な い 。 
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た だ し 、 配 偶 者 双方 の 子 で な い 子 供 が いる 場合 、 配 偶 者 
の 一 方 に 第 1094-1 条 の 見 出し で 規定 され た 部 分 以上 の も 
の を 甘え る こと に な る 契約 は 、 贈 弓 と は みな され な 
い 。 

生前 贈 王 と 遺 訓 」 は 、 そ の 超過 部 分 の 全体 に つい て 効力 
を 失う が 、 夫 婦 の それ ぞ れ の 所 得 が 不 均等 で ある に も 


か か わら ず 、 共 同 作業 や 貯 装 か ら 生 じ る 単なる 利益 
は 、 他 の ベッ ド の 子供 を 害する た め に 行わ れ た 利益 と 
は みな され な い 。 


し か し 、 他 家の子 供 は 、 第 929 条 か ら 第 930 条 第 1 項 に 規 
定 する 方 法 に より 、 生 存 配偶 者 の 死亡 前 に 過度 の 夫婦 間 
の 利益 の 減額 を 申請 する 権利 を 放棄 する こと が で き 

る 。 こ の 場合 、 後 者 は 法律 の 運用 に より 第 2402 条 の 4? に 
規定 され る 法定 抵当 権 の 思 恵 を 受け 、 ま た 、 反 対 の 規定 
に か か わら ず 、 動 産 の 目録 お よび 不動 産 の 明細 書 の 作 
成 を 請求 する こと が で きる 。 


第 3 章 : 財産 分 離 の 体制 
第 1536 条 
夫婦 が 婚 燥 契約 に お いて 財産 に つい て 分 離す る こと を 


定め た 場合 、 各 々 が その 個人 財産 の 管理 、 享 受 、 自 由 な 
処分 を 保持 する 。 


また 、 婚 如 前 また は 婚 燥 中 に 自己 に 生じ た 債務 に つい 
て は 、 第 280 条 の 場合 を 除き 、 各 自 が 単独 で 責任 を 負 
の 記 


第 1537 条 


夫婦 は 、 契 約 に 含ま れる 取り 決め に 従っ て 婚 費 用 を 
負担 し 、 こ の 点 に つい て 取り 決め が な い 場 合 に は 、 第 
214 条 で 決定 され た 割合 で 負担 する 。 


第 1S38 条 


第 20 条 配偶 者 は 、 配 偶 者 お よび 第 三 者 に 対す る 財産 の 
排他 的 所 有 権 を 有 し て いる こと を 、 い か な る 手段 に 
よっ て も 証明 する こと が で きる 。 


婚 如 契 約 に 定め られ た 所 有 権 の 推定 は 、 別 段 の 合意 が な 
い 限 り 、 第 三 者 に 関し て も 配偶 者 間 の 関係 に - お いて も 
効力 を 持つ 。 こ れ に 反する 証明 は 、 法 律 に よる も の と 
し 、 財 産 が 推定 が 指定 する 配偶 者 に 帰属 し な いこ と 、 
まり 和香 人 

よっ て 取得 し た こと を 立証 で きる あら ゆる 手段 に 

て 行わ な けれ ば な ら な い 。 


どちら の 配偶 者 も 独占 的 所 有 権 を 証明 で き な い 財産 
は 、2 分 の 1 ずつ 共同 し て 所 有する も の と みな され る 。 


第 1539 条 
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婚 畑 中 、 配 偶 者 の 一 方 が 他方 に 個人 財産 の 管理 を 委託 し 
た 場合 、 稀 任 の 規定 が 適用 され る 。 た だ し 、 秋 任 さ れ 
た 配偶 者 は 、 和 任 状 が 明示 的 に 義務 付け て いな い 場 合 
果実 の 説明 を する こと を 免除 され る 。 


第 1S40 条 


夫婦 の 一 方 が 、 他 方 の 財産 を 知り な が ら 、 そ れ に も か 
か わら ず 、 他 方 の 側 か ら 反 対 さ れる こと な く 、 そ の 管 
理 を 引き 継い だ 場合 、 そ の 配偶 者 は 、 管 理 行為 と 経営 行 
為 を 含む 暗黙 の 委任 を 受け た も の と みな され る が 、 処 
分 行為 は 含ま れ な い 。 


この 配偶 者 は 、 委 任 者 と し て の 管理 に つい て 他方 に 対 
し て 説明 責任 を 負う 。 た だ し 、 現 存する 果実 に つい て 
の み 責 任 を 負う 。 回 帳 を 起り 、 また は 不正 に 消費 し た 
果実 に つい て は 、 過 去 3 年 間 の 制限 内 で し か 求め る こと 
が で き な い 。 


夫婦 の 一 方 が 、 確 立 さ れ た 反対 意見 を 無視 し て 、 他 方 の 
財産 の 管理 に 干渉 し た 場合 、 そ の 干渉 の すべ て の 結果 
に つい て 責任 を 負い 、 収 集 し 、 収 集 を 飼 り 、 不 正 に 消費 
し た すべ て の 果実 に つい て 制限 な く 説 明 す る 責任 が あ 
る 。 


第 1S41 条 


夫婦 の 一 方 は 、 他 方 の 財産 を 使用 また は 再 利 用 し な 
か っ た 場合 、 処 分 また は 収集 の 業務 に 干渉 し た 場合 
また は 人 金銭 を 受け 取っ た こと 、 ま た は その 利益 に 転じ 
た こと が 証明 され な い 限 り 、 責 任 を 負わ な い 。 


第 1542 条 


夫婦 の 一 方 の 死亡 に よる 婚 関 係 の 解消 後 、 財 産 的 に 分 


酔 され た 配偶 者 間 の 未 分 割 財 産 の 分 割 は 、 そ の 形式 、 分 
雪 ! の 維持 と 優先 的 帰属 、 財 産 の ライ セン ス 、 分 割 の 効 
果 、 保 証 と 残高 に 関す る すべ て に お いて 、 共 同相 続 人 
の 間 の 分 割 に つい て 「 相 続 に つい て 」 の 表題 で 定め ら 
れ た すべ て の 規則 の 対象 と な る 。 


離婚 や 法 的 分 離 の 後に も 同じ 規則 が 適用 され ます 。 し 
か し 、 優 先 的 な 配分 は 決し て 権利 に よる も の で は あり 
ませ ん 。 残金 の 全額 を 現金 で 支払 うこ と を 常に 決定 す 
の ら を が で さき さる 。 


第 1543 条 


1479 条 の 規定 は 、 配 偶 者 の 一 方 が 他方 に 対し て 有する 請 
求 に 適用 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 4 章 : 取得 へ の 参加 の 体制 
第 1569 条 


夫婦 が 取得 物 参 加 制 度 の 下 で 婚 如 し て いる と 宣言 し た 
と き は 、 如 の 日 に 自己 に 属し て いた も の 、 ま た は そ 
の 後 相続 や 贈 選 に よっ て 自己 に も た ら さ れ た も の と 、 
婚 如 中 に 有価 の 対価 で 取得 し た も の と の 区 別 な く 、 そ 
れ ぞ れ が 自己 の 動産 の 管理 、 享受 お よび 自由 な 処分 を 
保持 する 。 嬉 期間 中 は 、 こ の 制度 は あたかも 夫婦 が 
財産 分 離 制度 の 下 で 結婚 し た か の よう に 機能 する 。 こ 
の 制度 が 解消 され る と 、 各 配偶 者 は 、 他 方 の 財産 に 設定 
され 、 元 の 財産 と 最終 的 な 財産 の 二 重 評価 に よっ て 測定 
され る 純 取 得 物 の 価値 の 半分 に 参加 する 権利 を 有 す 


る 。 取 得 財産 に 参加 する 権利 は 、 婚 燥 関係 が 解消 され る 
ま て 譲渡 する こと は で き な い 。 一 方 の 配偶 者 の 死亡 に 
よっ て 解消 され た 場合 、 そ の 相続 人 は 他方 に よっ て 行 
われ た 正味 の 取得 の 作者 と 同じ 権利 を 有する 。 


第 1570 条 


原始 財産 に は 、 婚 燥 の 日 に 配偶 者 に 属し て いた 財産 と 、 
それ 以降 に 相続 や 贈 世 に よっ て 取得 し た 財産 、 お よ 

び 、 法 共同 体 の 体制 下 で 、 報 酬 を 生じ させ る こと な く 

その 人 性質 上 、 私 有 財 産 を 形成 する すべ て の 財産 が 含ま 

れる 。 こ れ ら の 財産 の 果実 や 、 果 実 の 性 質 を 持つ は ず 
の 財産 や 、 婚 燥 中 に 配偶 者 が 生前 贈 革 で 処分 し た 財産 は 
考慮 され な い 。 


元 の 財産 の 整合 性 は 、 た と え 私 著 で あっ て も 、 他 方 の 
配偶 者 の 立会 い の も と で 立証 され 、 そ の 配偶 者 が 著名 
し た 記述 文 に よっ て 証明 され る 。 


陳述 書 が な い 場 合 、 あ る い は 不 完全 な 場合 は 、 第 1402 条 
に 規定 され て いる 方 法 に よっ て の み 、 本 来 の 財産 の 性 
質 を 証明 する こと が で きる 。 


第 1S71 条 


原 財産 は 、 婚 妨 ま た は 取得 の 日 に お ける その 状態 、 お 
よび 夫婦 財産 制 が 清算 され る 日 に お ける その 価値 に 

従っ て 推定 され る 。 疎 外さ れ て いる 場合 は 、 疎 外さ れ 
た 日 の 価値 が 保持 され る 。 新 し い 資 産 が 疎外 され た 資 


産 に 代位 し て いる 場合 、 こ れ ら の 新しい 資産 の 価値 が 
考慮 され ます 。 


元 の 資産 か ら 、 そ れ を 担保 に し た 負債 を 差し 引き 、 必 
要 で あれ ば 第 1469 条 第 3 項 の 規則 に 従っ て 再 評価 する 。 
負債 が 資産 を 上 回 っ た 場合 、 こ の 余 球 分 は 最終 的 な 遺産 
に 架空 に 再 統合 され る 。 


第 1S72 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


最終 的 な 財産 に は 、 婚 燥 関係 が 解消 され た 日 に 配偶 者 に 
帰属 し た すべ て の 財産 が 含ま れ 、 場 合 に よっ て は 、 死 
亡 を 理由 に 処分 され た で あろ う 財 産 も 含ま れる が 、 配 
偶 者 に 対し て 債権 者 と な りう る 金額 は 除 か れる こと は 
な い 。 離婚 、 法 的 列 拓 また は 取得 の 早期 清算 が あっ た 場 
合 、 婚 畑 体 制 は 申請 日 に 解消 され た も の と みな され 

る 。 


最終 的 な 財産 の 範囲 は 、 配 偶 者 また は その 相続 人 が 、 も 
う 一 方 の 配偶 者 また は その 相続 人 、 あ る い は 正式 に 呼 
ば れ た 者 の 立ち 会 い の も と で 作成 し な けれ ば な ら な い 
就 明 書 (私 文書 で あっ て も ) に より 証明 され ます 。 こ 
の 声明 は 、 申 立 に 対す る 裁 半 所 の 世 決 で 大 統領 が 延長 し 
な い 限 り 、 婚 如 関 係 の 解消 か ら 9 ヶ 月 以内 に 作成 され な 
けれ ば な り ま せん 。 

最終 的 な 財産 に 他 の 財産 が 含ま れ て いた で あろ うと い 
う 証 明 は 、 証 詩 や 推定 で も 、 あ ら ゆ る 手段 で 行う こと 
が で きる 。 


各 配 偶 者 は 、 他 方 の 財産 に 関し て 、 民 事 訴訟 法 の 規定 に 


従っ て 封印 を し 、 目 録 を 作成 する よう 愛 求 する こと が 
で きる 。 


第 1573 条 


本 来 の 財産 に 含ま れ な い 財 産 で 、 配 偶 者 の 同意 な く 生 前 
贈 攻 に よっ て 処分 し た も の 、 お よび 不正 に 処分 し た 財 
産 は 、 婚 存 の 財産 に 架空 に 追加 され る 。 終 身 年 金 や 返 選 
不要 の 贈 生 に よる 離 経 は 、 配 偶 者 の 同意 が な い 場 合 、 配 
偶 者 の 権利 を 詐称 し て 行わ れ た も の と 推定 され る 。 


第 1574 条 


既存 の 財産 は 、 婚 関 係 解消 時 の 状 能 お よび 清算 日 の 価 
値 に 従っ て 推定 され る 。 生 前 贈与 また は 配偶 者 の 権利 
の 詐 了 民 に よっ て 疎外 され た 財産 は 、 疎 外さ れ た 日 の 状 
態 と 、 清 算 の 日 に それ が 保持 され て いた な ら ば 持っ て 
いた で あろ う 価 値 に 従っ て 推定 され ます 。 


この よう に 再 構成 され た 資産 か ら 、 配 偶 者 に 支払 うべ 
き 金額 を 含め 、 ま だ 文 払 われ て いな いす べ て の 債務 が 
差し 引か れる 。 


婚 燥 関係 解 消 前 に 配偶 者 の 同意 な く 贈 与 さ れ た 原 財産 に 
婚 如 中 に 施さ れ た 改良 の 価値 は 、 譲渡 の 日 に お いて 最 
終 的 な 財産 に 加え られ る も の と する 。 


第 1S7S 条 


配偶 者 の 最終 的 な 財産 が 元 の 財産 より 少な い 場 合 、 そ の 
赤子 は すべ て その 配偶 者 が 負担 する 。 そ れ よ り も 多い 
場合 、 そ の 増加 は 正味 の 取得 を 表し 、 参 加 を 生じ させ 
る 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

双方 に 純 受 益 が ある 場合 、 ま ず そ れ ら を 補償 する 必要 
が あり ます 。 刺 余 金 の み が 共 有 さ れる : 利益 が 少な 

か っ た 配偶 者 は 、 こ の 羊 余 金 の 半分 に つい て 配偶 者 の 
債権 者 と な る 。 


参加 請求 権 に は 、 両 者 を 同じ 解決 に 付す た め に 、 婚 如 中 
に 提供 され た 価値 お よび その 他 の 補償 の た め に 、 配 偶 
者 が その 配偶 者 に 対し て 信用 で きる 金額 を 、 必 要 な ら 
ば 、 そ の 配偶 者 が その 配偶 者 に 対し て 負う べき も の を 
控除 し た 後に 、 加 算 す る 。 


第 1576 条 


参 の 請求 は 、 金 銭 で 支払 わな けれ ば な ら な い 。 債務 

者 で ある 配偶 者 が 清算 の 終了 時 に これ を 全額 文 払 うこ 

と が 著しく 困難 で ある 場合 、 裁 羊 巨 は 、 配 偶 者 が 担保 を 
提供 し 利 皿 を 支払 うこ と を 条件 と し て 、3 年 を 超え な い 
男 囲 で 期限 を える こと が で きる 。 


た だ し , 債務 者 で ある 配偶 者 が 金銭 で 文 払う こと が で 
き な い 深刻 な 困難 を 正当 化 で きる 場合 に は , 配偶 者 双方 
の 同意 を 得 て , また は 裁 麟 官 の 決定 に より , 参加 債権 
を 現物 で 解決 する こと が で きる 。 


前 項 に 規定 する 現物 清算 は 、 帰 属し た 財産 が 元 の 財産 に 
含ま れ て いな か っ た と き 、 ま た は 帰属 し た 配偶 者 が 他 
方 に 承継 され た と き は 、 分 割 の 操作 と みな され る 。 


この 清算 は 、 配 偶 者 の 債権 者 に 対し て は 反対 され な 
い 。 債 権 者 は 、 債 務 者 の 配偶 者 に 割り 当て られ た 財産 を 
差し 押さ える 権利 を 保持 する 。 


第 1577 条 


債権 者 で ある 配偶 者 は 、 ま すず す 現 存する 財産 に つい て 、 
次 に 生前 贈 避 や 配偶 者 の 権利 を 詐称 し て 譲渡 され た 第 
1573 条 の 財産 に つい て 、 便 近 の 譲渡 か ら 参 加 権 の 回 復 を 
追求 する 。 


第 1578 条 


夫婦 財産 制 の 解消 に 際 し て 、 当 事 者 が 合意 に より 清算 を 
進め る こと に 同意 し な い 場 合 、 当 事 者 の いずれ か が 裁 
痢 所 に 清算 を 行う よう 申請 する こと が で きる 。 

この 請求 に は 、 遺 産 お よび 共同 体 の 裁 記 上 の 分 割 に つ 
いて 定め られ た 規則 が 適宜 適用 され る 。 

当事者 は 、 清 算 に 有用 な すべ て の 情報 お よび 書類 を 、 
互い に 、 お よび 裁 半 官 に よっ て 任命 され た 専門 家 に 伝 
達する 義務 が ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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清算 の た め の 旗 訟 は 、 夫 婦 関 係 の 解消 か ら 3 年 以内 に 規 
定 さ れ て いま す 。 第 1341-2 条 に 基づく 第 三 者 に 対す る 訴 
訟 は 、 清 算 の 終了 か ら 2 年 以内 に 提起 され る 。 


第 1S79 条 


上 記 第 1571 条 お よび 第 1574 条 に 規定 され た 評価 の 規則 の 
適用 が 明らか に 衡平 に 反する 結果 を も た ら す べき 場 
合 、 裁 鹿 所 は 、 夫 婦 の 一 方 の 請求 に よ り 、 そ の 適用 を 免 
除 す る こと が で きる 。 


第 1580 条 


第 1580 条 一 方 の 配偶 者 の 事務 の 乱れ 、 そ の 部 政 また は 
不正 行為 に より 、 夫 婦 関 係 の 継続 が 他方 の 配偶 者 の 利益 
を 危う くす る 滋 れ が ある 場合 、 他 方 は その 参加 請求 権 
の 早期 清算 を 請求 する こと が で きる 。 


この 請求 に は 、 財 産 分 離 の 規定 が 適用 され る 。 


この 請求 が 認め られ た 場合 、 配 偶 者 は 第 1536 条 か ら 第 
1541 条 の 規定 に よ る 体制 に 薄 か れ る 。 


第 1581 条 


第 19 条 夫婦 は 、 取 得 物 へ の 参加 を 規定 する 際 に 、 第 


1387 条 、 第 1388 条 お よび 第 1389 条 に 反し な い 任 意 の 条項 
を 採用 する こと が で きる 。 


特に 、 不 等 分 配 条 項 に つい て 合意 する こと も で きる 

し 、 夫 婦 の 一 方 また は 他方 が 生存 し て いる 場合 に は 、 
他方 が 行っ た 正味 の 取得 物 の 全部 を 取得 する 権利 を 有 す 
る と 規定 する こと も で きる 。 

また 、 夫 婦 の 間 で 、 体 制 の 清算 時 に 他方 に 対し て 参加 請 
求 権 を 有する こと に な る 一 方 が 、 配 偶 者 の ある 財産 を 
自分 に 謀 渡 させ る こと に 本 質 的 な 利益 を 有する こと を 
証明 する 場合 に は 、 そ の 財産 の 払込 を 請求 で きる こと 
を 取り 決め る こと も で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 15 日 

第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か な 方法 

第 6 編 : 売却 

第 1 章 : 売却 の 性 質 と 形態 

第 1S82 条 


売買 と は 、 当 事 者 の 一 方 が 物 を 引き 渡し 、 も う 一 方 が 
その 代金 を 支払 うこ と を 約束 する 契約 で ある 。 


公証 人 に よる も の と 私 的 な 合意 に よる も の が ある 。 
第 1S83 条 


売買 は 当事者 問 で 成立 し 、 物 の 引渡 し や 代金 の 支払 い が 


まだ で あっ て も 、 物 と 代金 が 合意 され た 時 点 で 、 買 主 
が 売主 に 対し て 権利 を 取得 する 。 


第 1S84 条 


完 買 は 、 純 粋 か つ 単 純 に 行わ れる こと も あれ ば 、 停 止 
人 条件 また は 解消 祭 件 付き で 行わ れる こと も ある 。 


また 、2 つ 以上 の 代替 物 を 目的 物 と する こと も で きる 。 


これ ら の すべ て の 場合 に お いて 、 そ の 効果 は 契約 の 一 
般 原 則 に よっ て 規制 され る 。 


第 1S8S 条 


商品 が 一 括 し て で は な く 、 重 量 、 数 また は 尺度 に よっ 
て 販売 され る 場合 、 販 売 さ れ た も の が 車 量 、 数 また は 
尺度 に な る ま て 売主 の 危険 負担 に か る と いう 意味 で 、 

販売 は 完了 し な い が 、 買 主 は 、 約 東 の 不履行 の 場合 、 引 
渡し また は 損害 賠償 (ある 場合 ) の いずれ か を 要求 で 
きる 


第 1586 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
ー 方 、 商 品 が 一 括 し て 販売 され た 場合 、 商 品 が また 


、 計 数 また は 測定 され て いな く て も 、 販 売 は 完全 で 


ざ 息 
の 


第 1587 条 


ワイ ン 、 油 、 そ の 他 購 入 前 に 試飲 する 習慣 の ある も の 
に つい て は 、 買 い 手 が 試飲 し て 承認 する まで は 、 販 
は 成立 し な い 。 


第 1588 条 


試験 的 に 行わ れ た 売買 は 、 常 に 停止 条件 付き で 行わ れ 
た と 推定 され る 。 


第 1S89 条 


売買 の 約束 は 、 両 当事者 が 物 と 価格 に つい て 相互 に 同意 
し た 場合 に 、 売買 と みな され る 。 


この 約束 が すでに 分 割 さ れ た 土地 また は 分 割 さ れる 予 
定 の 土地 に 適用 され る 場合 、 そ の 承諾 と 結果 と し て 生 
じ る 合意 は 、 こ の 手付 金 の 名 称 が 何で あれ 、 価 格 に 対 
する 手付 金 の 支払 い 、 お よび 土地 の 占有 の 取得 に よっ 
て 成立 する も の と する 。 


契約 の 成立 日 は 、 そ れ が 後に 正規 化 さ れ た と し て も 、 


最初 の 手付 金 の 文 払 日 と する 。 


第 1S89-1 条 


不動 産ま た は 不動 産 権 の 取得 を 目的 と し て 行わ れ た 一 
方 的 な 約束 で 、 約 東 を し た 者 か ら 支 払い を 要求 また は 
受 人 名 し た も の は 、 そ の 原因 お よび 形式 を 問わ ず 、 無 効 
で ある 。 


第 1S89-2 条 


不動 産 、 不 動産 権利 、 事 業 、 不 動産 の 全部 また は 一 部 に 
関す る 賃借 権 、 ま た は 一 般 税法 第 728 条 お よび 第 163$ 条 
の 3 に 言及 され る 企業 の 証券 に 関す る 一 方 的 な 売却 の 約 
東 は 、 受 益 者 が それ を 受け 入れ た 日 か ら 10 日 以内 に 、 
認証 済み 証書 また は 登記 済み の 私 書 に よっ て 成立 し な 
い 場 合 に は 無効 と な る 。 

受益 者 に よる 受諾 当該 約束 に 関す る 譲渡 で 、 正 式 の 行 
為 ま た は その 日 か ら 10 日 以内 に 登記 され た 私 的 証書 に 
よっ て 成立 し て いな いも の に つい て も 同様 と する 。 


第 1s90 条 


完 却 の 約束 が 預託 金 に よっ て な され た 場合 、 契 約 当事者 
の 各々 は 、 そ れ を 処分 する 権利 を 有 し 、 預 託し た 者 
は 、 それ を 失う こと に よっ つて 処分 する 。 


受け 取っ た 者 は その 2 倍 を 返還 する こと に よっ て 。 
第 1591 条 


売買 の 価格 は 、 当 事 者 が 決定 し 、 指 定 し な けれ ば な ら 
MM 


第 1S92 条 


し か し 、 第 三 者 の 見 積 り に 変 ね る こと も で きる 。 第 三 
者 が 見 積 り を する 気 が な が い 、 あ る い は で き な い 場合 、 
別 の 第 三 者 が 見 積 り を する 以外 に は 、 売 買 は 成立 し な 
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第 1593 条 


証書 の 費用 、 そ の 他 売 却 に 付随 する 費用 は 、 買 主 の 負担 
と する 。 


第 2 章 : 誰が 売買 で きる の か 
第 1s94 条 


法律 で 禁止 され て いな い 者 で あれ ば 、 す べ て 売買 で き 
る 。 


第 1s96 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


次 の 者 は 、 無 効 の 削 則 に より 、 自 ら ま た は 仲介 者 を 介 
し て 購入 者 と な か る こと が で き な い 。 後見 人 : その 後見 
人 で ある 者 の 財 の 購入 。 


代理 人 : 販売 する 義務 を 負う 財貨 の 代理 人 。 


党 理 人 : その 管理 を 委託 され た コミ ュー ン ま た は 公共 
施設 の 財産 に つい て : 公務 上 只 : その 省 が 売却 を 行う 国有 
財産 に つい て : 管財 人 : 信託 財産 を 構成 する 財産 また は 
権利 に つい て 


第 1597 条 


裁 記 官 、 そ の 代理 人 、 検 圭 記 を 務め る 間 事 、 書 記 官 、 廷 
史 、 弁 護 士 、 非 公式 の 弁護 人 、 公 証人 は 、 そ の 職務 を 行 
う 栽 章 所 の 六 轄 内 に ある 訴訟 、 権 利 、 争 訟 の 譲受 人 と な 
る こと は で きず 、 無 効 、 費 用 、 損 害 、 利 息 の 六 則 が 適用 
され る 。 


第 3 章 : 売却 する こと が で きる も の 
第 1S98 条 


商取引 に 供 さ れ て いる も の は 、 特 定 の 法律 が その 疎外 
を 禁止 し て いな い 場 合 ほ 。 売却 ずる こと が で きる 。 


第 1S99 条 


他人 の も の を 売る こと は 無効 で ある : 買い 手 が そ の も 
の が 他人 の も の で ある こと を 知ら な か っ た 場合 に は 、 
損害 賠償 を 生じ させ る こと が で きる 。 


第 1601 条 
売却 の 時 点 で 、 売 却 さ れ た も の か 完全 に 滅失 し て いた 
場合 、 売却 は 無 幼 で ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


物 の 一 部 の み が 減 失 し た 場合 、 売 却 を 断 金 する か 、 

た は 残存 する 部 分 を 求め 、 その 価格 を 才 障 | ee 0 
定 さ せる か は 、 買 主 の 選択 に に る も の で ある 。 

第 III-1 章 建築 予定 の 建物 の 売却 

第 1601-1 条 


建築 予定 の 不動 産 の 売買 は 、 売 主 が 契約 で 定め られ た 期 
間 内 に 不動 産 を 建て る こと を 約束 する も の で ある 。 


契約 は 期間 中 で あっ て も 、 閣 来 完 成 し た 状態 で あっ て 
も よい 。 


第 1601-2 条 


先 渡し 販売 と は 、 販 売 業者 が 建物 を 完成 させ て 引き 渡す 
こと を 約束 し 、 購 入 者 が その 引渡 し を 受け 、 引 渡し の 

日 に 代金 を 支払 うこ と を 約束 する 契約 で ある 。 所 有 権 

の 移転 は 、 不 動産 の 竣工 の 認証 行為 に よる 成立 に よっ 

て 当然 に 行わ れ 、 売 買 の 日 に さか の ぼっ て その 効果 が 

生じ る 。 


第 1601-3 条 


閣 来 完成 する 状態 で の 売買 は 、 販 売 業 者 が 地上 権 お よび 
現存 する 建造 物 の 財産 を 証 ち に 買主 に 譲渡 する 契約 で 
ある 。 閣 来 の 工事 は 、 実 行 さ れる に つれ て 購入 者 の 所 
有 物 と な り 、 購 入 者 は 工事 の 進行 に 応じ て 代金 を 支払 う 
必要 が ある 。 


売 主 は 、 作 品 が 受理 され る まで は 、 作 品 の 所 有 者 の 権限 
を 保持 する 。 


第 1601-4 条 


購入 者 が 建設 され る 建物 の 販売 か ら 保 有する 権利 を 譲渡 
する こと に より 、 購 入 者 の 売主 に 対す る 義務 が 自動 的 


に 譲受 人 に 代わ り ま す 。 


人 の 間 


員 


売却 が 委任 を 伴っ て いた 場合 、 委 任 は 売主 
で 継続 する 。 


これ ら の 規定 は 、 任 意 か 強制 か 、 死 因 を 問わ ず 、 す べ 
て の 生前 贈 に 適用 され ます 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 4 章 : 売主 の 義務 
第 1 節 : 総則 
第 1602 条 


売主 は 、 自 分 が 何 を する 義務 が ある の か を 明確 に 説明 
する 義務 が ある 。 


不明 瞭 また は 曖昧 な 契約 は に 不利 に 解釈 され る 
も の と する 。 


第 1603 条 


売主 に は 、 主 に 2 つの 義務 、 す な わ ち 引渡 し と 販売 する 
物 の 保証 が ある 。 


第 2 節 : 引渡 し 。 


第 1604 条 


引渡 し と は 、 売 っ た も の を 買主 の 権力 と 所 有 に 移す こ 
と で ある 。 


第 160S 条 


引渡 し の 義務 は 、 売 主 が 、 建 物 で あれ ば 鍵 を 引き 渡し 
た と き 、 権 利 書 を 引き 渡し た と き に 履行 され る 。 


第 1606 条 


動産 の 引渡 し は 、: 
また は 、 物 の 引渡 し に よっ て 。 


また は それ ら を 含む 建物 の 鍵 の 引渡 し に よっ て 行わ れ 
る 。 

ある い は 、 売買 の 際 に 譲渡 が で き な い 場合 、 あ る い は 
買主 が すでに 別 の 根拠 で それ ら を 所 有 し て いた 場合 に 
は 、 当 事 者 の 唯一 の 同意 に よっ て も 行わ れる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1607 条 


無体 物 の 権利 の 伝統 は 、 権 原 の 引 渡し に よっ て 、 ま た 


は 買主 が 売主 の 同意 を 得 て 行 う 使用 に よっ て 、 効 力 を 
あじ の 


第 1608 条 


引渡 し の 費用 は 売主 の 負担 と し 、 撤 去 の 費用 は 別段 の 合 
意 が な い 限 り 買 主 の 負担 と する 。 


第 1609 条 


引渡 し は 、 別 段 の 合意 が な い 限 り 、 売 買 の 目的 物 で あ 
る も の か 売買 の 際 に あっ た 場所 で 行う も の と する 。 


第 1610 条 


売主 が 当事者 間 で 合意 し た 期間 内 に 引渡 し を 行わ な い 場 
合 、 買 主 は 、 売 主 に の み 起因 する 居 延 で あれ ば 、 自 ら 
の 選択 に より 、 売 買 の 取り 消し 、 ま た は その 引渡 し を 
請求 する こと が で きる 。 


第 1611 条 


合意 し た 時 期 に 引渡 し を 行わ な か っ た 結果 、 買 主 が 不 
利益 を 被っ た 場合 、 い か な る 場合 も 売主 は 損害 賠償 の 支 
払い を 命じ られ る も の と する 。 


第 1612 条 


買い 手 が 代 金 を 支払 わ ず 、 売り 手 が 支 払い の 期限 を 
えて いな い 場 合 、 売 り 手 は 物 を 引き 渡す 義務 は な い 。 


第 1613 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


売主 が 支払 期限 を 定め て いた と し て も 、 販 売 後 、 買 主 

が 破産 また は 支払 不能 の 状態 に 陥り 、 売 主 が 代金 を 失う 
差し 迫っ た 危険 が ある 場合 、 買 主 が 期限 内 に 支払 う 保証 
を し な い 限 り 、 売 主 は 引渡 し の 義務 を 負わ な いも の と 

する 。 


第 1614 条 


物 は 売買 の 時 の 状態 で 引き 渡さ な けれ ば な ら な い 。 


その 日 か ら 、 す べ て の 果実 は 購入 者 の も の に な る 。 


第 161S 条 


物 の 引渡 し の 義務 に は 、 そ の 付属 品 や 永続 的 に 使用 す 


る こと を 目的 と し た すべ て の も の が 含ま れる 。 


第 1616 条 


売主 は 、 以 下 に 定め る 修正 に 従い 、 契 約 書 に 記載 され た 
内 容 を 引き 渡す 義務 を 負う も の と する 。 


第 1617 条 


不動 産 の 売買 が 、1 尺 に つき いく ら と いう 大 き さ の 表示 
と と も に 行わ れ た 場合 、 売 主 は 、 買 主 が 要求 すれ ば 、 

契約 書 に 示さ れ た 数 量 を 引き 渡す 義務 が あり 、 そ の こ 
と か 不可 能 な 場合 、 あ る い は 買主 が 要求 し な い 場 合 、 

売主 は 、 価 格 の 比例 減額 を 受け る 義務 が ある 。 


第 1618 条 


一 方 、 前 条 の 場合 、 契 約 で 表明 され た 容量 より も 大 き な 
容量 が ある 場合 、 購 入 者 は 追加 価格 を 提供 する か 、 超 過 
分 が 宣言 され た 容量 の 20 分 の 1 で あれ ば 、 契 約 か ら 騰 退 
する 選択 肢 を 持つ 。 


第 1619 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


その 他 の すべ て の 場合 に お いて 


売買 が 特定 の 限定 され た 本 体 に 対し て 行わ れる 場合 。 


その 目的 物 が 明確 で 独立 し た 土地 で ある か 。 


この 尺度 の 表現 は 、 売 主 の た め に 、 尺 度 の 超過 分 に つ 
いて 追加 価格 を 生じ させ ず 、 買 主 の た め に 、 尺 度 以下 
の 価格 に つい て 減額 を 生じ させ ず 、 実 際 の 尺度 と 契約 
書 に 表現 され た も の と の 差 が 、 売 却 物 の 全体 の 価値 に 
関し て 20 分 の 1 以上 で ある 限り 、 反 対 の 定め が な い 場 合 
に は 、 こ の 尺度 を 生じ させ る 。 


第 1620 条 


前 条 に より 、 測 定 の 超過 に より 価格 を 引き 上 げ る 理由 
が ある 場合 、 買 主 は 、 契 約 か ら 離 脱 す る か 、 財 産 を 保持 
し て いる 場合 に は 利 四 を 付け て 追加 価格 を 提供 する か 
の いずれ か を 記 択 する こと が で きる 。 


第 1621 条 


購入 者 が 契約 か ら 離 腕 す る 権利 を 有する すべ て の 場合 
に お いて 、 売 主 は 、 購 入 者 が 受け 取っ た 場合 、 価 格 に 加 
え 、 契 約 に 要 し た 費用 を 購入 者 に 返 選 する 義務 が あ 
る 。 


第 1622 条 


売主 側 の 追加 代金 請求 訴訟 、 買 主 側 の 代金 減額 請求 訴訟 
また は 契約 解除 訴訟 は 、 没 収 の 削 則 の も と 、 契 約 の 日 か 
ら 1 年 以内 に 提起 され な けれ ば な ら な い 。 


第 1623 条 


2 つの 土地 が 同じ 契約 に よっ て 、 同 じ 価 格 で 、 そ れ ぞ れ 
の 寸法 を 指定 し て 売ら れ た 場合 、 一 方 に 容量 が 少な 

く 、 他 方 に 容量 が 多い と き は 、 期限 まで 補償 され る 民 
法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 

と し 、 代 金 の 追加 また は 減額 の 措 草 は 、 上 記 に 定め る 
規則 に 従っ て の み 行 われ る も の と する 。 


第 1624 条 


引渡 し 前 に 売ら れ た 物 の 損失 や 劣化 が 売主 と 買主 の ど 
ちら に 帰属 する か は 、 表 題 「 契 約 ま た は 契約 上 の 義務 
一 般 」 に 規定 する 規則 に 従っ て 装 断 され る も の と す 

と 


第 3 節 : 保証 の こと 。 
第 162S 条 


売主 が 買主 に 対し て 負う 保証 に は 2 つの 対象 が ある : 1 


つ は 売ら れ た も の の 平穏 な 所 有 、 も う 1 つ は その も の の 
隠れ た 直下 ま た は 再 禁 止 の 直 交 で ある 。 


第 1 項 : 立ち 退き の 場合 の 保証 。 
第 1626 条 


売却 時 に 保証 に 関す る 規定 が な か っ た が 、 売 主 は 、 売 
却 さ れ た 物 、 ま た は その 物 に 請求 され た 料金 の 全部 ま 
た は 一 部 で 、 売 却 時 に 申告 され な か っ た も の に よっ て 
買主 が 被る 立ち 退き に 対し て 保証 する 義務 を 法律 で 
負っ て いる 。 


第 1627 条 


当事者 は 、 特 別 の 合意 に より 、 こ の 義務 に 権利 を 追加 し 
た り 、 そ の 効力 を 青 め た りす る こと が で きる 。 ま た 、 
売主 が いか な る 保証 の 対象 に ちな ら な いこ と を 合意 
る こと も で きる 。 


第 1628 条 


売主 は 、 い か な る 保証 に も 服 さ な いも の と され て いる 
が 、 売 主 は 、 売 主 に 個人 的 な 出来 事 か ら 生 じ た 保 証 に 拘 
束 さ れ 続 ける も の と し 、 こ れ に 反する 合意 は 無効 で あ 
の 。 
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第 1629 条 


無 保証 の 場合 、 買 主 が 売却 時 に 立ち 退き の 危険 を 知っ て 
いた か 、 自 己 の 責任 で 購入 し た 場合 を 除き 、 立 ち 退 き 
の 場合 、 売 主 は 代金 を 返 選 する 義務 が ある 。 


第 1630 条 


保証 が 約束 され て いる 場合 、 ま た は この 件 に 関し て 何 
も 定め られ て いな い 場 合 、 購 入 者 が 立ち 退き を 迫 られ 
た 場合 、 購 入 者 は 売主 に 対し て 請求 する 権利 を 有する 。 


1 代金 の 返 志 。 


3) 買主 の 保証 請求 に よっ て 発生 し た 費用 、 お よび 本 来 
の 請求 者 が 負担 し た 費用 、4) 最終 的 に は 、 損 害 賠償 、 
お よび 契約 の 費用 と 公正 な 費用 。 


第 1631 条 


立ち 退き 時 に 、 買 主 の 過失 や 不可 抗力 の 事故 に より 、 売 
られ た も の の 価値 が 減少 し た り 、 か な り 公 化 し た 場 
合 、 売 主 は 代金 の 全額 を 返 選 する 義務 を 負う こと に 変 
わり は な い 。 


第 1632 条 


し か し 、 購 入 者 が 自分 の 行っ た 劣化 に よっ て 利益 を 得 
た 場合 、 販 売 者 は この 利益 に 相当 する 金額 を 価格 に 上 乗 
せ し て 保持 する 権利 を 有する 。 


第 1633 条 


販売 され た も の が 立ち 退き の 時 点 で 、 買 主 の 行為 と も 

無関係 に 値上がり し て いる こと が 導 明 し た 場合 、 販 売 

者 は 、 販 売価 格 以 上 の 価値 を 持つ も の を 買主 に 支払 う 義 
務 が ある 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 1634 条 


売主 は 、 買 主 に 対し て 、 忌避 し た 者 が 土地 に 対し て 
行っ た 有益 な 修繕 や 改良 を すべ て 弁済 し 、 ま た は 弁済 
させ る 義務 を 負う 。 


第 163S 条 


売主 が 悪意 を 持っ て 他人 の 土地 を 売っ た 場合 、 買 主 が 土 
地 に か けた すべ て の 費用 (た と え そ れ が 次 沢 品 や 快楽 
品 で あっ て も ) を 弁済 する 義務 が ある 。 


第 1636 条 


買主 が 物 の 一 部 か ら 追 い 出さ れ 、 そ れ が 全体 と の 関係 
で 、 追 い 出さ れ た 部 分 が な けれ ば 買わ な か っ た と 思わ 
れる よう な 場合 、 買 主 は 売買 を 取り 消す こと が で き 
る 。 


第 1637 条 


売却 され た 土地 の 一 部 が 立ち 退 い た 場合 に お いて 、 売 
却 が 取り 消さ れ な いと き は 、 買 主 が 立ち 退 い た 部 分 の 
価値 は 、 立 ち 退 き 時 の 見 積もり に よっ て 買主 に 弁償 さ 
れ 、 売 却 し た 物 の 価値 が 増加 し た か 減少 し た か に か か 
わら ず 、 売 却 の 総 価格 に 比例 し て 弁償 され な い 。 


第 1638 条 


売却 され た 不動 産 が 、 宣 言 が な が され る こと な く 、 明 白 
で な い 地 役 権 に よっ て 挑 当 に 入れ られ 、 そ れ が 還 要 
で 、 買 主 が それ を 知ら され て いた ら 購 入 し な か っ た と 
推定 され る 場合 、 買 主 は 、 補 償 で 満足 する こと を 好ま 
な けれ ば 、 契 約 の 解除 を 要求 する こと が で き る 。 


第 1639 条 


売買 の 不履行 に よっ て 買主 に 生じ る 損害 が 生じ うる そ 
の 他 の 事項 に つい て は 、 契約 また は 契約 上 の 義務 一 
般 」 の タイ トル に 定め られ た 一 般 的 な 規則 に 従っ て 決 
定 さ れる も の と する 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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第 1640 条 


立 退き 保証 は 、 買 主 が 最後 の 審 記 で 括 難 され た と き 、 
また は その 上 訴 が も は や 認め られ な いと き 、 寺 主 を 呼 
び 出 すこ と な く 、 売 主 が 請求 を 棄却 させ る の に 十分 な 
手段 を 持っ て いた こと を 証明 すれ ば 、 消 滅する 。 


第 2 項 : 販売 し た 物 の 現 の 保証 。 
第 1641 条 


売主 は 、 売 られ た 物 の 隠れ た 地 玉 に よっ て 、 そ れ が 意 
図 さ れ た 目的 に 適さ な く な る か 、 ま た は その 目的 を 減 
殺す る た め 、 買 主 が それ を 知っ て いた な ら ば 、 そ れ を 
取得 し な か っ た か 、 よ り 低 い 価 格 で し か 購入 し な か っ 
た で あろ うと いう 保証 に よっ て 拘束 され る 。 


第 1642 条 


セー ルス マン は 、 明 ら か な 欠陥 や 購入 者 が 自分 自身 で 
納得 で きる よう な 欠 陥 に つい て は 拘束 され な い 。 


第 1642-1 条 


建築 され る 建物 の 販売 業者 は 、 仕 事 の 受領 前 で も 、 買 主 
が 所 有 権 を 取得 し て か ら 1 ヶ 月 の 期限 の 満了 前 で も 、 そ 
の 時 点 で 明らか な 構造 の 下 虐 また は 適合 性 の 赴 虐 を 免 
れる こと が で き な い 。 


売 主 が 直交 の 修 補 を 請け 負っ た 場合 、 契 約 の 取り 消し や 
代金 の 減額 を 行う 必要 は な い 。 


第 1643 条 


売主 が 洪 在 的 な 地 到 に 気づい て いな い 場 合 で も 、 こ の 
場合 、 売 主 が いか な る 保証 に も 拘束 され な いと 定め て 
いな い 限 り 、 売 主 は 潜在 的 な 地下 に 拘束 され る 。 


第 1644 条 


第 1641 条 お よび 第 1643 条 の 場合 、 買 主 は 、 物 を 返し て 代 
金 を 返 世 し て も ら う か 、 物 を 預かっ て 代金 の 一 部 を 返 
選 し て も ら う か を 記 択 する こと が で きる 。 
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第 164S 条 


売主 が 物 の 直交 を 知っ て いた 場合 、 売 主 は 受け 取っ た 
代金 の 返 選 の ほか 、 買 主 に 対す る すべ て の 損害 賠償 の 


責任 を 負う も の と する 。 


第 1646 条 


売主 が 物 の 地 六 を 知ら な か っ た 場合 、 売 主 は 代金 の 返 志 
と 寺 却 に よっ て 生じ た 費用 の 買主 へ の 弁済 の み を 負 
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第 1646-1 条 


建築 され る 建物 の 販売 者 は 、 仕 事 の 受 賃 か ら 、 建 築 家 、 
請負 業者 お よび 仕事 の 雇用 契約 に よっ て 所 有 者 と 関係 す 
る その 他 の 人 々 が 、 現行法 第 1792 条 、1792-1 条 、1792-2 
条 お よび 1792-3 条 に 従っ て 自ら 負っ て いる 義務 を 負う こ 
と に な る 。 


これ ら の 保証 は 、 建 物 の 歴代 の 所 有 者 に 利益 を も た ら 
す 。 


売主 が 、 こ の 法典 の 第 1792 条 、 第 1792 条 -1 条 お よび 第 
1792 条 -2 条 に 規定 する 損害 を 修復 し 、 第 1792-3 条 に 規定 
する 保証 を 引き 受け れ ば 、 売 却 を 取り 消し た り 、 価 格 
を 引き 下げ た りす る 必要 は な いも の と する 。 


第 1647 条 


欠陥 が あっ た も の が その 品質 の 悪さ の 結果 と し て 滅失 


し た 場合 、 そ の 損失 (は 売主 の も の で あり 、 売 主 は 買主 
0 価格 の 返 選 お よび 前 2 条 で 説明 し た その 他 の 
全 あ 和 5 


し か し 、 偶 然 に 発生 し た 損失 は 買主 の 責任 と な る 。 

第 1648 条 

再 禁 昌和 こ 起 因 す る 訴訟 は 、 欠 陥 の 発見 か ら 2 年 以 
内 に 買主 に よっ て 提起 され な けれ ば な ら な い 。 

第 1642-1 条 に 規定 する 場合 に は 、 売 主 が 下 交 ま た は 明 
白 な 適合 性 の 欠如 か ら 解 放さ れ う る 日 か ら 1 年 以内 に 
差押 え の 削 則 の 下 に 訴え を 提起 し な けれ ば な ら な い 、。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 1649 条 


司法 権 に よっ て 行わ れ た 売買 に は 適用 され な い 。 


第 S 章 買主 の 義務 


第 16S0 条 


買主 の 主 な 義務 は 、 売 却 に よっ て 決定 され た 日 お よび 
場所 に お いて 代金 を 支払 うこ と で ある 。 


第 16S1 条 


売買 の 際 に この 点 に つい て 何 も 取 り 決 め が な い 場 合 、 
買主 は 引渡 し を 行う べき 場所 と 時 間 に お いて 支払 わな 
けれ ば な ら な い 。 


第 16S2 条 


次 の 3 つの 場合 、 買 主 は 資本 金 が 支払 われ る まで 、 売買 
代金 に 対し て 利息 を 支払 う 義 務 が ある 。 売買 の 際 に そ 
の よう に 合意 され て いた 場合 。 


売り 渡さ れ た も の が 果実 や その 他 の 収入 を も た ら す 場 
合 、 買 い 手 が 支払 い を 要求 され た 場合 。 


この 場合 、 利 息 は 召喚 され た 時 点 か らし か 発生 し な 
し いさ 。 


第 16S3 条 


買主 が 抵当 権 ま た は 請求 権 に よる 訴訟 に よっ て 妨害 さ 
れ 、 ま た は 妨害 され る こと を 恐れ る 正当 な 理由 が ある 
場合 、 売 主 が 担保 を 提供 する こと を 好ま な い 限 り 、 ま 
た は 妨害 に か か わら ず 買 主 が 支払 うこ と を 定め て いな 
い 限 り 、 売 主 が 妨害 を 終わ ら せ る まで 代金 の 支払 を 停 
下す まる と が で きる 。 
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年 04 月 13 日 


第 16S4 条 


買主 が 代金 を 支払 わな い 場 合 、 売 主 は 売買 の 解決 を 請求 
する こと が で きる 。 


第 16SS 条 


売主 が 物 と 代金 を 失う 危険 性 が ある 場合 、 不 動 品 の 売却 
の 決議 は 長 ち に 宜 告 され る 。 


その よう な 危険 が な い 場 合 、 裁 麟 記 は 状況 に 応じ て 買 
い 手 に 期間 の 延長 また は 短縮 を 認め る こと が で きる 。 


中 主 が 代金 を 支払 わな いま まこ の 期間 が 過ぎ る と 、 
買 は 取り 消さ れる 。 


第 16S6 条 


本 0 、 合 意 し た 期間 内 に 代金 を 支払 わな 
い 湯 合 ま 。 に より 売買 を 取り 消す と 定め 

6 時 は 、 台 違 に より 不履行 に 陥っ て いな い 限 

り 、 章介 こと が で きる が 、 名 記 後 、 

裁 鹿 記 は その 期間 を 認め な いこ と が で きる 。 


第 16S7 条 


商品 お よび 動産 の 売買 の 場合 、 売 買 は 、 撤 回 に つい て 合 
意 さ れ た 期間 の 満了 後 、 法 律 の 運用 に より 、 召 喚 状 な し 
に 、 売 主 に 有利 に 撤回 され る も の と する 。 


第 6 章 : 売買 の 無効 と 取り 消し 

第 16S8 条 

本 題 で すでに 説明 し た 無効 また は 取消 の 原因 、 お よび 
すべ て の 契約 に 共通 する 原因 と は 別に 、 売 買 在 約 は 償 


選 請 求 権 の 行使 お よび 代金 の 損失 に よっ て 取り 消す こ 
と が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 1 節 : 財 腸 の 権利 

第 16s9 条 

償 選 権 と は 、 売 主 が 元 本 価格 の 返 世 と 第 1673 条 に いう 弁 
済 と 引き 換え に 、 売 っ た も の を 引き 取る 権利 を 留保 す 
る 約定 で ある 。 

第 1660 条 


償 選 の 権利 は 、$ 年 を 超え る 期間 を 定め て は な ら な い 。 


それ 以上 の 期間 で 設定 され た 場合 は 、 そ の 期間 まで 短 


納 さ れる 。 


第 1661 条 


定め られ た 期間 は 強制 的 な も の で あり 、 裁 講 塵 に よっ 
て 延長 され る こと は な い 。 


第 1662 条 


売 主 が 所 定 の 期間 内 に 償 選 請求 権 を 行使 し な い 場合 、 買 
主 は 取消 不能 の 所 有 者 の まま で ある 。 


第 1663 条 


期限 は 、 未 成年 者 で あっ て も 、 す べ て の 人 に 対し て 進 
行 す る 。 た だ し 、 当 する 場合 は 、 権 利 を 有する 者 に 
対す る 求償 を 除く 。 


第 1664 条 


買戻し 契約 の ある 売主 は 、 買 戻し の オプ ショ ン が 2 番目 
の 契約 で 家斉 さ れ て いな く て も 、2 番 目 の 買 主 に 対し て 
訴訟 を 提起 する こと が で きる 。 


第 166S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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買戻し の 契約 に 基づく 買 受 人 は 、 売主 の すべ て の 権利 
を 行使 する 。 彼 は 、 真 の 所 有 者 に 対し て も 、 売 られ た 
も の に 対す る 権利 また は 抵当 権 を 主張 する 者 に 対し て 
も 、 処 分 を 行う こと が で きる 。 


第 1666 条 


売主 の 債権 者 に 対し 、 協 議 の 利益 を 設定 する こと が で 
きる 。 


第 1667 条 


相続 財産 の 未 分 割 部 分 の 償 選 協定 に 基づく 買 受 人 が 、 自 
分 に 対し て 行わ れ た 競売 で 全体 の 落札 者 と な っ た 場 
合 、 売 主 が その 協定 を 利用 し よう と する と き は 、 全 体 
を 撤回 する よう 義務 付け る こと が で きる 。 


第 1668 条 


数 人 が 共同 で 、 か つ 1 つ の 契約 に よっ て 、 自 分 た ち に 共 
通す る 相続 財産 を 売却 し た 場合 、 各 自 が 持っ て いた 取 
り 分 に 関し て の み 、 償 選 請 求 訴訟 を 行使 する こと が で 
きる 。 


第 1669 条 


相続 財産 を 単独 で 売却 し た 者 が 、 数 人 の 相続 人 を 残し た 
場合 も 同様 で ある 。 


これ ら の 共同 相続 人 は 、 そ れ ぞ れ 自 分 が 相続 し た 分 に 
つい て の み 、 償 選 請 求 権 を 行使 する こと が で きる 。 


第 1670 条 


た だ し 、 前 二条 の 場合 、 買 受 人 は 、 相 続 財産 の 全部 の 回 
復 の た め に 、 共 同 売 主 ま た は 共同 相続 人 全員 の 間 で 和解 
する よう 要求 する こと が で き 、 和 和解 し な い 場 合 は 、 請 
求 権 を 放棄 する 。 


第 1671 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

数 人 に 属す る 相続 財産 の 売却 が 、 共 同 し て 相続 財産 の 全 
部 を 一 括 し て 行わ れず 、 各 自 が 自己 の 有する 持分 の み 
を 売却 し た と き は 、 自 己 に 帰属 する 部 分 に つい て 、 各 
別に 償 選 の 訴え を 行使 する こと が で きる 。 


そし て 、 買 受信 は 、 こ の よう に 行使 する 者 に 、 全 体 を 
撤回 する よう 強制 する こと は で き な い 。 


第 1672 条 


買 受 人 が 数 人 の 相続 人 を 残し た 場合 、 財 罪 の 訴え は 、 そ 
の 相続 人 が まだ 分 割 さ れ て お ら ず 、 か つつ 売却 され た も 
の が 彼ら の 間 で 分 割 さ れ て いれ ば 、 そ れ ぞ れ の 相続 人 
に 対し て の み 行 使 する こと が で きる 。 


し か し 、 遺 産 が 分 割 さ れ 、 売 却 さ れ た も の が 相続 人 の 1 
人 の 手 に 渡っ た 場合 、 購 非 の 訴え は その 全体 に 対し て 
提起 する こと が で きる 。 


第 1673 条 


財 罪 の 約定 を 利用 する 売主 は 、 元 本 価格 だ け で な く 、 売 
却 の 費用 と 公正 な 費用 、 必 要 な 修理 、 土 地 の 価 値 を 増加 
させ た も の を 、 そ の 増加 額 を 限度 と し て 弁済 し な けれ 
ば な ら な い 。 こ れ ら の 義務 が すべ て 履行 され る まで 

は 、 所 有 権 を 取得 する こと は で き な い 。 


売主 は 、 償 選 の 約束 の 効果 に よっ て 相続 財産 に 戻る と 

き 、 買 主 が それ を 担保 に し た で あろ うす べ て の 料金 お 

よび 的 当 権 か ら 解 放さ れ て それ を 引き 取る が 、 こ の 約 

束 は 、 前 記 料 金 お よび 抵当 権 の 公表 に 先立っ て 、 不 動産 
ファ イル に お いて 定期 的 に 公表 され て いる こと が 条件 
と な る 。 彼 は 、 購 入 者 に よる 詐欺 行為 な し に 行わ れ た 

リー ス を 実行 する 義務 が ある 。 


第 2 節 : 賃借 を 理由 と する 売買 の 取消 し 。 
第 1674 条 


売主 が 不動 産 の 価格 の 12 分 の 7 を 超え る 損害 を 受け た 場 
合 、 売 主 は 、 契約 で その よう な 取消 請求 権 を 明示 的 に 放 
葉 し 、 価 値 の 増加 分 を 避 える こと を 宣言 し て いた と し 

て も 、 売 買 の 取消 し を 請求 する 権利 を 有する 。 


第 167S 条 


12 分 の 7 以上 の 病変 が ある か どう か を 基 断 する に は 、 売 
却 時 の 状態 お よび 価値 に 従っ て 不動 産 を 見 積もる 必要 
が ある 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

一 方 的 な 売却 の 約束 の 場合 、 実 現し た 日 に 病変 を 評価 す 
る 。 


第 1676 条 
売却 の 日 か ら 2 年 経過 する と 、 請求 は 認め られ な く な 
る 。 


この 期限 は 、 償 選 の 約束 に 定め られ た 期間 の 間 、 進 行 
し 、 中 断 さ れる こと は な い 。 


第 1677 条 


病 受 の 証明 は 、 装 決 に よっ て の み 認 め ら れ 、 記 載 さ れ 
た 事実 が 病変 の 推定 を 生じ させ る の に 十分 な 蓋然性 と 


重大 性 を 有する 場合 に の み 誰 め られ る 。 


第 1678 条 


この 証明 は 、3 人 の 専門 家 の 報告 に よって の み 行 うこ と 
が で き 、 専 門 家 は 1 つの 共同 報告 書 を 作成 し 、 複 数 の 投 
票 に よっ て 1 つの 意見 を 形成 する こと か 要求 され る 。 


第 1679 条 


守 な る 意見 が ある 場合 、 議 事 録 に は その 理由 を 記載 し 
な けれ ば な ら な い が 、 各 専門 家 が どの 意見 で あっ た か 
を 明らか に する こと は 許さ れ な い 。 


第 1680 条 


3 人 の 専門 家 は 、 当 事 者 が 3 人 全員 を 共同 で 任命 する こと 
に 合意 し た 場合 を 除き 、 職 権 で 任命 され る も の と す 
る 。 


第 1681 条 


取消 訴訟 が 認め られ た 場合 、 買 受 人 は 、 支 払っ た 代金 を 
取り 下げ て 物 を 返 世 する か 、 代 金 総額 の 10 分 の 1 を 控除 
し た 適正 価格 の 補充 金 を 支払 っ て 土地 を 維持 する か の 


いずれ か を 選択 する こと が で きる 。 


第 三 者 の 占有 者 も 、 そ の 売主 に 対す る 保証 を 除い て 
は 、 同 じ 権 利 を 有する 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1682 条 


買主 は 、 物 を 保管 し 、 前 条 に 規定 する 追 金 を 支払 うこ と 
を 希望 する 場合 に は 、 取 消 請求 の 日 か ら 追 金 の 利息 を 支 
払わ な けれ ば な ら な い 。 


返 二 し て 代金 を 受け 取る こと を 希望 する と き は 、 請 求 
の 日 か ら 果 実 を 返還 し な けれ ば な ら な い 、。 


また 、 支 払っ た 代金 の 利息 は 、 同 請求 の 日 か ら 、 果 実 を 
受け 取っ て いな い 場 合 は 、 支 払 の 日 か ら 起 算 す る 。 


第 1683 条 


病変 を 理由 と する 取消 は 、 買 主 に 有利 に な ら な い 、。 


第 1684 条 


法律 に よれ ば 、 司 法 の 権威 に よっ て の みな され うる す 
べ て の 売買 に お いて 、 取 消 は 行わ れ な い 。 


第 168S 条 


り 委 で 説明 し た 、 数 人 が 共同 また は 別々 に 売却 し た 場 
、 お よび 売主 また は 買主 が 数 人 の 相続 人 を 残し た 場 
0 は 、 取 消 訴 訟 の 行使 に つい て も 同様 に 遵守 さ 


SN 革 演 


第 7 章 : オー クシ ョ ン に よる 売却 
第 16se 条 


数 人 の 共有 物 を 便利 か つ 損 失 な く 分 割 す る こと が で き 
な い 場 合 、 ま た は 共有 物 の 合意 に よる 分 割 に お いて 、 
共同 分 割 者 の 誰 も 取る こと が で き な い 、 ま た は 取る つ 
も り の な いも の が ある 場合 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

競売 に より 売 電 し 、 そ の 代価 を 共有 者 の 間 で 分 担 す 

る 。 


第 1687 条 


共有 者 の 各々 は 、 他 人 を 競売 に 呼ぶ こと を 要求 する 権利 
を 有する 。 共 有 者 の 1 人 が 未成 年 で ある 場合 に は 、 必ず 
呼ば な けれ ば な ら な い 。 


第 1688 条 


競売 の 方 法 と 手続 き は 、 ! 遺 産 」 お よび 手続 要覧 に 記載 
され て いる 。 

第 8 章 特定 の 無形 権利 、 相 続 権 、 当 続 権 の 譲渡 
相続 権 、 係 争 中 の 権利 の 譲渡 

第 1689 条 


第 三 者 に 対す る 権利 や 訴え の 譲渡 で は 、 譲 渡 人 と 譲受 人 
の 間 で 、 権 利 書 の 引渡 し に よっ て 引渡 し が 行わ れる 。 


第 1690 条 


誠 受 人 は 、 第 三 者 に 関し て は 、 債 務 者 へ の 譲渡 の 送達 に 
よっ て の み 差 し 押さ えら れる 。 


た だ し 、 譲 受 人 は 、 債 務 者 が 正式 の 証書 で 譲渡 を 受理 す 
る こと に よっ て も 差し 押さ えら れる こと が ある 。 


第 1691 条 


譲渡 人 また は 譲受 人 が 債務 者 に 譲渡 の 送達 を する 前 に 、 
後者 が 譲渡 人 に 支払 っ て いた 場合 、 そ の 者 は 有効 に 免責 


され る 。 


第 1693 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

無形 権利 を 販売 する 者 は 、 無 保証 で 譲渡 する 場合 で あっ 
て も 、 譲 渡 の 際 に その 存在 を 保証 し な けれ ば な ら な 

いう 。 


第 1696 条 


対象 を 詳細 に 特定 せ ず に 遺産 を 売却 する 者 は 、 相 人 続 人 と 
し て の 地位 の み を 保証 する 義務 が ある 。 


第 1697 条 


ある 遺産 の 果実 か ら す で に 利益 を 得 て い る 場合 、 あ る 
い は その 遺産 に 属す る 債権 の 額 を 受け 取っ て いる 場 
合 、 あ る い は 遺産 の 効果 を 売却 し た 場合 、 売 却 時 に そ 
れ ら を 明示 的 に 予約 し て いな けれ ば 、 購 入 者 に それ ら 
を 弁償 する 義務 が ある 。 


第 1698 条 


買主 は 、 売 主 が 支払 っ た 財産 上 の 債務 と 費用 を 弁済 し 、 
売主 が 債権 者 で あっ た も の を すべ て 弁済 し な けれ ば な 
ら な い (別途 の 定め が な い 場 合 ) 。 


第 1699 条 


係争 中 の 権利 を 府 渡 され た 者 は 、 譲 受 人 に 対し 、 譲 渡 の 
実費 に 費用 と 公正 な 費用 を 加え 、 譲 受 人 が 自己 に な され 
た 譲渡 の 代価 を 支払 っ た 日 か ら の 利息 を 付 し て 支払 わ 
3 る と が で きる 。 


第 1700 条 


攻 剤 が 行わ れ 、 権 利 の 是 間 に つい て 争い が 生じ た 時 点 
で 、 物 事 は 紛争 状態 に ある と みな され る 。 


第 1701 条 


第 1699 条 の 規定 が 適用 され な く な る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 1 日 


1? 譲渡 が 譲渡 され た 権利 の 共同 相続 人 また は 共同 所 有 
者 に 対し て 行わ れ た 場合 、2? 譲渡 が 債権 者 に 対し て 支 
払わ れる べき も の の 支払 い の た め に 行わ れ た 場合 、3? 
紛争 中 の 権利 の 対象 で ある 相続 財産 の 所 有 者 に 対し て 行 


われ た 場合 。 


第 1701-1 条 

第 1689 条 か ら 第 1691 条 お よび 第 1693 条 は 、 こ の 法典 の 第 
1321 条 か ら 第 1326 条 まで の 規定 に よる 譲渡 に は 適用 さ 

れ だ ない 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 3 巻 : 財産 取得 の さま ざま か 方 法 

第 7 編 : 交換 

第 1702 条 


交換 と は 、 当 事 者 が 互い に ある も の を 別 の も の に 交換 
する 契約 で ある 。 


第 1703 条 


交換 は 売買 と 同じ よう に 、 同 意 だ け で 成立 する 。 


第 1704 条 


共同 契約 者 の 一 方 が 交換 に 世 え られ た 物 を すでに 受け 
取っ て お り 、 そ の 後 、 他 の 契約 当事者 が その 物 の 所 有 
者 で な いこ と を 証明 し た 場合 、 交 換 に 約束 し た 物 を 引 
き 渡 すこ と を 強制 する こと は で きず 、 受 け 取 っ た 物 を 


返 選 する こと だ けが 要求 され る 。 


第 170S 条 


交換 に 受け 取っ た 物 を 追い 出さ れ た 共同 契約 者 は 、 損 害 
賠償 の 締結 か 、 自 分 の 物 を 返 世 する か の 選択 を する こ 
と が で きる 。 


第 1706 条 


損害 賠償 を 理由 と する 取消 は 、 交 換 契約 で は 生じ な い 。 


第 1707 条 


売買 契約 に 定め られ た 他 の すべ て の 規則 は 、 交 換 契 約 
に も 適用 され る 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 16 日 

第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か 方 法 

第 8 編 : 賃貸 借 契 約 

第 1 章 : 一 般 的 な 規定 

第 1708 条 


賃貸 借 契約 に は 2 種類 ある 。 


物 の 契約 。 


仕事 の 契約 


第 1709 条 


物 の 賃貸 借 は 、 当 事 者 の 一 方 が 他方 に 対し 、 あ る 期間 、 
ある 価格 で 物 を 享受 させ る 義務 を 負う 契約 で ある 。 


第 1710 条 


仕事 の 賃貸 と は 、 当 事 者 の 一 方 が 他方 の た め に 何 か を 
する こと を 請け 負い 、 そ の 対価 と し て 両者 の 間 で 合意 
され た 価格 を 支払 う 契 約 で ある 。 


第 1711 条 


この 2 種類 の リー ス は 、 さ ら に いく つか の 特殊 な 種類 に 
細分 化 さ れる 。 家 屋 や 家具 の リー ス は 、 「 賃 貸 用 リー 
ス 」 と 呼ば れる 。 


農作物 の 賃貸 は “農作物 賃貸 "、 農 村 の 遺産 の 賃貸 は “ 農 
作物 賃貸 "。 


労働 や 役務 の 賃貸 で ある 「 賃 借 」。 


「 家 誕 の 賃貸 」 と は 、 動 物 の 賃貸 を 意味 し 、 そ の 利益 は 
所 有 者 と その 委託 を 受け た 者 と の 間 で 共有 され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

固定 価格 で 仕事 を 請け 負う た め MS 
契約 、 価 格 も 、 材 料 が 仕事 を 請け 負う 人 に よっ て 供 % 
れる 場合 は 、 リ ー ス と な る 。 


これ ら 最 後 の 3 つ の タイ プ に は 特別 な ルー ル が あり ま 
す 。 


第 1712 条 


国有 財産 、 自 治 体 の 財産 、 公 共 施設 の リー ス に つい て 
は 、 特 別 な 規定 が ある 。 


第 2 章 物 の リー ス 
第 1713 条 


あら ゆる 種類 の 動産 ・ 不 動産 を リー ス す る こと が で き 
る 。 


第 1 節 : 家屋 や 農村 の 不動 産 の リー ス に 共通 する 規 


則 


O 


の 物件 。 


第 1714 条 


賃貸 借 は 書面 また は 口頭 で 行う こと が で きる 。 た だ 
し 、 農 村 部 の 不動 産 に つい て は 、 農 地 賃 貸借 と シェ ア 
クロ ッ ピ ング に 特有 の 規則 が 適用 され る 。 


第 171S 条 


書面 に よら ず に な され た 賃貸 借 が まだ 実行 され て お ら 
ず 、 当 事 者 の 一 方 が それ を 人 否 定 する 場合 、 い くら 価格 
が 小さ く て も 、 ま た 、 い くら 保証 金 が 名 えら れ た と 主 
張 し て も 、 証 人 に よる 証明 を 受け る こと が で き な い 、。 


家村 は 、 賃 貸借 を 否定 する 当事者 に し か で き な い 、。 


履行 が 開始 され た 口頭 に よる 賃貸 借 の 価格 に つい て 和 争 
い が あ り 、 額 収 書 が な い 場 合 、 借 主 が 専門 家 に よる 見 
積もり を 希望 し な い 限 り 、 所 有 者 の 宜 奪 を 信じ る も の 
と し 、 こ の 場合 、 賃 貸借 の 費用 は 所 有 者 が 負担 する も 
の と する 。 

専門 家 に よる 見 積もり : この 場合 、 見 積 り が 申告 し た 
価格 を 上 回 っ た 場合 、 専 門 家 の 費用 は 彼 の 負担 と な る 。 


第 1717 条 


催 借 人 は 、 転貸 する 権利 、 お よび 禁止 され て いな い 場 
合 は 、 そ の 賃借 権 を 他 に 譲渡 する 権利 を 有する 。 


全部 また は 一 部 を 禁止 する こと が で きる 。 


この 条項 は 常に 強制 で ある 。 


第 1718 条 


使用 権 者 が 締結 し た 賃貸 借 に 関す る 第 59$ 条 の 第 2 項 お よ 
び 第 3 項 の 規定 は 、 家 庭 教師 が 家族 会 議 の 許可 を 得 ず に 
締結 し た 賃貸 借 に も 適用 され る 。 


第 1719 条 


賃貸 人 は 、 契 約 の 性 質 上 、 特 に 規定 する 必要 な く 、 以 下 
の 義務 を 負う 。1? 賃借 人 ( 寺 の お 

よび 、 そ れ が 主たる 住居 で ある 場合 に は 、 適 切な 住居 

を 引き 渡す こと 。 

住宅 用 と し て 賃貸 され た 建物 が その 使用 に 適さ な い 場 

合 、 賃 貸 人 は 賃貸 の 無効 また は その 終了 を 理由 に 占有 者 
の 立ち 退き を 求め る こと は で き な い : 2? 賃 貸さ れ た 目 

的 の た め に その 物 を 使用 で きる 状態 に 維持 する : 3? 賃 貸 
期間 中 賃借 人 が その 物 を 平和 的 に 享受 で きる よう に す 

る : 4 西木 の 永続 性 と 質 を 確保 する 。 


第 1720 条 


賃貸 人 は 、 物 を あら ゆる 種類 の 良好 な 修繕 状態 で 引き 渡 
す 義 務 を 負う 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

賃貸 期間 中 に 、 賃 貸 目 的 以外 の 必要 と な る すべ て の 修繕 
を 行わ な けれ ば な ら な い 、。 


第 1721 条 


賃借 和 人 は 、 リ ー ス 物件 の 使用 を 妨げ る すべ て の 下 間 に 
つい て 、 た と え 賃 貸 人 が リー ス 時 に それ を 知ら な か っ 
た と し て も 、 保 証する も の と する 。 


その 直交 に より 賃借 人 に 損害 が 生じ た 場合 、 賃 貸 人 は 
その 賠償 を し な けれ ば な ら な い 。 


第 1722 条 


リー ス 期 間 中 に 、 天 災 地 変 に より リー ス 物 件 の 全部 が 破 
壊さ れ た 場合 、 リ ー ス は 法律 に より 終了 し 、 一 部 の み 
が 破壊 され た 場合 、 賃 借入 は 状況 に 応じ て 、 価 格 の 減額 
また は リー ス 自 体 の 終了 を 請求 する こと が で きる 。 い 
ずれ の 場合 も 、 補 償 は 発生 し な い 。 


第 1723 条 


賃貸 人 は 、 リ ー ス 期間 中 、 リ ー ス 物件 の 形態 を 変更 する 
6 ie 6 サ っ 21 


第 1724 条 


リー ス 期 間 中 、 5 信人 0 リュス 終了 ま て 糧 期 
で き な い 忠 急 の 修理 を 必要 と する 場合 、 賃 借入 は 、 そ 
れ が どん な 人 不便 を も た ら す も の で あっ て も 、 ま た その 
実施 中 に リー ス さ れ た 物 の 一 部 を 奪わ れ た と し て も 、 
それ を 受け な けれ ば な ら な い 。 


し か し 、 こ れ ら の 修理 が 21 日 以上 続く 場合 、 賃 借 料 は 、 
その 期間 お よび 奪わ れ た 賃貸 物 の 部 分 に 比例 し て 減額 
され る も の と する 。 


修繕 が 賃借 人 と その 家族 の 住居 に 必要 な も の を 住め な 
くす る よう な 性 質 の も の で ある 場合 、 賃 借 人 は 賃貸 借 
を 終了 させ る こと が で きる 。 


第 172S 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

賃貸 人 は 、 第 三 者 が 賃借 人 の 賃貸 の 享受 に 及ぼ す 妨 害 に 
つい て 、 賃 借 人 に 保証 する 義務 は な い 。 


第 1726 条 


ー 方 、 土地 の 所 有 権 に 関す る 六 訟 の 結果 、 賃借 和信 また は 
農民 が その 生 受 を 妨害 され た 坦 、 そ の 妨害 と 支障 が 
所 有 者 に 報告 され て いれ ば 、 賃借 権 た は 農民 権 の 価 
格 の 比例 的 減額 を 受け る 権利 が ある 。 


第 1727 条 


横行 を 加え た 者 が 賃借 物 に 対し て 何ら か の 権利 を 有 す 
る と 主張 する 場合 、 あ る い は 賃借 人 自身 が 裁 鹿 所 に 呼 
び 出 され 、 財 産 の 全部 また は 一 部 の 明 渡し 、 あ る い は 
何ら か の 地 役 権 の 行使 を 受け る こと を 命じ られ た 場 
合 、 賃 貸 人 を 保証 人 と し て 呼び 、 要 求 が あれ ば 、 所 有 者 
の た め に 賃貸 人 の 名 前 を 貢 げ て 、 行 動 を 停止 させ な け 
れ は ば な ら な い 。 


第 1728 条 


賃借 和信 は 、 次 の 2 つの 主要 な 義務 に よっ て 拘束 され る 。 


1% リー ス さ れ た も の を 合理 的 に 、 リ ー ス に よっ て 編 え 
られ た 目的 に 従っ て 、 あ る い は 合意 が な い 場 合 に は 状 
況 か ら 推 定 さ れる 目的 に 従っ て 使用 する こと 、22? 合意 
され た 条件 で リー ス の 代金 を 支払 うこ と で ある 。 


第 1729 条 


賃 位 和 人 が リー ス 物 件 を 合理 的 に 使用 し な い 場 合 、 リ ー ス 


物件 を 本 来 の 目的 以外 に 使用 する 場合 、 ま た は 賃貸 人 が 
損害 を 被る 可能 性 が ある 場合 、 賃貸 人 は 状況 ( SC 
リー ス を 終了 させ る こと が で きる 。 


第 1730 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

賃貸 人 と 賃借 人 と の 間 で 備品 目録 が 作成 され て いる 場 
合 、 賃 借入 は 、 陳 腐 化 また は 不可 抗力 に よっ て 減 失 また 
は 遇 損 し た も の を 除き 、 そ の 目録 に 従っ て 、 受 け 取 っ 
た まま の も の を 返 世 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1731 条 


敷地 の 目録 が 作成 され て いな い 場 合 、 賃 借入 は 良好 な 状 
態 で 受け 取っ た と 推定 され 、 他 に 証明 で き な い 限り 、 
その よう に 返 選 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1732 条 


賃借 和信 は 、 自 分 の 過失 な く 発 生 し た こと を 証明 で き な 
い 限 り 、 そ の 人 不動産 を 享受 し て いる 間 に 発 生 し た 損害 
や 損失 に つい て 責任 を 負う も の と する 。 


第 1733 条 


火災 に つい て は 、 次 の こと を 証明 し な い 限 り 、 責 任 を 
負う 。 


火災 が 偶然 の 出来 事 、 不 可 抗 力 、 あ る い は 建築 の 欠陥 に 
よっ て 発生 し た こと 。 


ある い は 火災 が 隣家 か ら 伝 達 さ れ た も の で ある こと 。 


第 1734 条 


複数 の 賃借 和信 が いる 場合 、 そ の 全員 が 、 自 分 が 占有 し て 
いる 建物 の 部 分 の 賃貸 料 に 応じ て 、 火 災 に 対し て 責任 
を 負う 。 


た だ し 、 そ の うち の 一 人 の 住居 で 火災 が 発生 し た こと 
を 証明 し た 場合 は 、 そ の 賃借 和信 だ けが 責任 を 負う 。 


また は 、 そ の うち の 何人 か が 自分 の 家 で 火災 が 発生 し 
た と は 考え られ な いと 証明 し た 場合 、 そ の 借主 に は 責 
働 は な い 。 


第 173S 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

賃借 和 人 は 、 自 己 の 家屋 内 に ある 者 また は その 転 借 人 に 
より 生じ た 損害 に つい て 責任 を 負う 。 


第 1736 条 


書面 に に る こと な く 賃 貸借 が 行わ れ た 場合 、 当 事 者 の 
一 方 は 、 建 物 の 使用 に よっ て 定め られ た 期限 を 守る こ 
と に よっ て の み 、 他 方 に 対し て 通知 を 行う こと が で き 
の 3 


第 1737 条 


賃貸 借 が 書面 で 行わ れ た 場合 に は 、 予 告 を する こと な 
く 、 定 め ら れ た 期間 の 満了 に より 自動 的 に 終了 する 。 


第 1738 条 


書面 に よる 賃貸 借 が 終了 し て も 、 賃 借 人 が 残存 し 、 占有 
し て いる 場合 に は 、 新 た な 賃貸 借 が 締結 され 、 そ の 効 
力 は 書面 に に る こと な く 行 われ た 賃貸 借 に 関す る 条文 
に 規定 され る 。 


第 1739 条 


通知 が な され た 場合 、 賃 借 和 人 は 、 た と え 賃 借 権 を 引き 
続き 享受 し て いた と し て も 、 黙 示 の 更新 を 主張 する こ 
UGC きい 6 


第 1740 条 


前 2 条 の 場合 、 賃 貸借 の た め に 提供 され た 担保 は 、 延 長 
に よっ て 生じ る 義務 に 及ば な い 。 


第 1741 条 

賃貸 借 梨 約 は 、 賃 借 物 の 滅失 、 賃 貸 人 お よび 賃借 和信 が そ 
れ ぞ れ そ の 約定 を 履行 し な いこ と に よっ て 終了 する 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 1742 条 


賃貸 借 契 約 は 、 賃 貸 人 また は 賃借 和信 の 死亡 に よっ て 終了 
02E)。 


第 1743 条 


賃貸 人 が リー ス 物 件 を 売却 する 場合 、 購 入 者 は 、 認 証 さ 
れ た リー ス や 期日 が 確定 し て いる リー ス を 持っ て いる 
民 、 小 作 人 、 賃 借 和 人 を 立ち 退 か せる こと は で き な 

3 


た だ し 、 疾 農業 地 の 賃 情 人 が 賃貸 全 交 ! に お いて その 
権利 を 留保 し て いる 場合 に は 、 そ の 賃借 人 を 立ち 退 か 
本 の ご と が で きる 。 


第 1744 条 


賃貸 契約 に お いて 、 PRE 
か せる こと が で きる と 合意 され て お り 、 損 害 賠償 に 

いて 規定 され て いな い 場 合 、 賃 貸 人 は 以下 の よう に 

借 人 を 補償 する 義務 が ある 。 


第 174S 条 


家屋 、 ア パー ト ま た は 店 舗 の 場合 、 賃 貸 人 は 立ち 退 い 

た 賃借 人 に 、 損 害 賠償 と し て 、 立 ち 退き の 通知 か ら 退 去 
まで の 間 に 建 物 の 使用 状況 に 応じ て 認め られ る 時 間 に 

対し て 、 賃 料 の 価格 に 相当 する 金額 を 文 払 わな けれ ば 

な ら な い 、。 


第 1746 条 


農村 の 不動 産 の 場合 、 賃 貸 人 が 農民 に 支払 わな けれ ば な 
ら な い 賠 償 金 は 、 残 存 期 間 全 体 に つい て 賃借 料 の 3 分 の 1 
で ある 。 


第 1747 条 


補償 金 は 、 工 場 、 プ ラン ト 、 そ の 他 多 額 の 前 渡 金 を 必要 
と する 事業 所 の 場合 、 専 門 家 に よっ て 清算 され る も の 
と する 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1748 条 


売 却 の 際 に 賃借 人 に 留保 され た 立ち 退き 権 を 利用 し よ 
うと する 買 受 人 は 、 さ ら に 、 売 却 地 の 慣 習 に 従っ た 通 
知 の 時 期 に 、 売 却 の 通知 を する 義務 を 負う も の と す 
る 。 


第 1749 条 


賃借 和信 は 、 賃 貸 人 また は 、 そ う で な い 場 合 は 新しい 購 
入 者 か ら 、 上 記 に 説明 し た 損害 賠償 金 を 支払 われ な い 限 
り 、 立 ち 退 く こ と が で き な い 。 


第 17S0 条 


賃貸 が 説 証 さ れ た 証書 に よっ て な され て いな い 場 合 、 
ある い は 一 定 の 期日 が な い 場 合 、 買 主 は いか な る 損害 
賠償 の 責任 も 負わ な いも の と する 。 


第 17S1 条 


第 1731 休 s 職業 的 また は 商業 的 性 質 を も た な い 建 物 の 賃 
貸 権 は 、 嬉 関係 に か か わら ず 、 ま た 反対 の 合意 が 
あっ た と し て も 、 また 賃貸 が 婚 前 に 締結 され た と し 
て も 、 ま た パー トナ ー が 共同 で 申請 し た 場合 に は 、2 人 
の 配偶 者 の 住居 の た め に 有効 に 使用 され て お り 、 両 方 
の 配偶 者 また は 民事 連 淀 協定 に 基づく パー トナ ー に 帰 

属す る と みな され る も の と する 。 


本 婚 ま た は 法 的 分 離 の 場合 、 こ の 権利 は 、 関 係 する 社会 
的 お よび 家族 的 利益 を 考慮 し て 、 離 婚 ま た は 法 的 分 離 の 
申請 を 受理 し た 裁 記 所 が 、 他 の 配偶 者 に 有利 な 報酬 また 
は 賠償 の 権利 に 従い 、 配 偶 者 の 一 方 に 帰属 させ る こと 
が で きる 。 


配偶 者 の 一 方 、 ま た は 民事 連帯 協定 に 基づく パー トナ ー 
の 一 方 が 死亡 し た 場合 、 賃 貸 の 共同 所 有 者 で ある 生存 中 
の 配偶 者 また は 民事 連帯 協定 に 基づく パー トナ ー は 、 
明示 的 に 放棄 し な い 限 り 、 そ の 独占 的 権利 を 有する 。 


第 17S1-1 条 


民事 連帯 盟約 が 解消 され た 場合 、 パ ー ト 2 
職業 的 また は 商業 的 な 人 は な ぐ 。 向 2 パ 喧 沙 ナー 

よっ て 住居 と し て 有効 ( 用 され て いる 電 和 の 伯 人 
を 取得 する 目的 で 、 他 の パー トナ ー に 有利 な 請求 また 
は 補償 権 を 条件 に 、 賃 貸 ( 和 営 轄 する 裁 志 官 
に 付託 する こと が で きる 。 賃貸 人 は 手続 き に 呼び 出さ 
れ ま す 。 裁 鹿 官 は 、 当 事 者 の 社会 的 ・ 家 族 的 利益 を 考慮 
し 、 請 求 を 評価 し ます 。 


Code civil - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


第 2 節 : 賃貸 借 に 特有 の 規則 
第 17S2 条 


十分 な 家具 を 備え 付け な い 賃借 人 信 は 、 家 賃 を 満た すこ 
と が で きる 担保 を 提供 し な い 限 り 、 立 ち 退 く こ と が で 
きる 。 


第 17S3 条 


転 僅 和信 は 、 差 し 押さ え の 際 に 支払 うべ き 転 借 の 代価 の 
額 ま で し か 所 有 者 に 対し て 責任 を 負わ な いも の と し 、 
前 払い され た 代価 を 請求 する こと は で き な い 。 


転 僅 人 が 、 そ の 賃貸 借 の 規定 に よっ て 、 ま た は 建物 の 
使用 に よっ て 行っ た 支払 い は 、 前 払い され た も の と は 
みな され な い 。 


第 17S4 条 


賃借 人 が 責任 を 負う 賃貸 修繕 また は 軽微 な 維持 管理 は 、 
反対 の 条項 が な い 場 合 、 建 物 の 使用 に よっ て その よう 
に 指定 され た も の 、 と り わ け 暖炉 の 電 、 カ ウン ター 
吉 、 戸 枠 、 マ ント ルビ ピー ス 、 ア パー ト や その 他 の 住居 
の 壁 の 診 を 1 メー トル の 高 さ に 再 和 舗装 す る こと 、 部 屋 の 
敷石 や タイ ル (破損 が 少な い 場 合 ) 、 窓 ( 因 や その 他 
の 異常 事態 や 不可 抗力 に よる 破損 を 除き 、 借 主 が 責任 を 
員 う こと が で き な が いも の ) | 


ドア 、 ク ロス 、 間 仕切 り 板 、 戸 締り 板 、 蝶 番 、 ボ ルト 、 
錠前 。 


第 17SS 条 


借用 と みな され る 修繕 は 、 そ れ が 陳腐 化 や 不可 抗力 に 
よる も の で ある 場合 に は 、 い ずれ も 借主 の 負担 と な ら 
な い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 
第 17S6 条 


井戸 や 掃き 溜め の 清掃 は 、 反 対 の 条項 が な い 場 合 、 賃 貸 
人 の 費用 負担 と な る 。 


第 17S7 条 


家屋 全体 、 建 物 全体 、 店 舗 、 そ の 他 の アパ ー ト の 家具 類 
の 賃貸 は 、 そ の 場所 の 用 途 に 応じ て 、 家 屋 、 建 物 、 店 
舗 、 そ の 他 の アパ ー ト の 通常 の 賃貸 期間 に わた っ て 行 
われ る も の と する 。 


第 17S8 条 


家具 付き アパ ー ト の 賃貸 は 、 年 額 い くら で 行わ れ た 場 
合 は 年 単位 で 、 月 額 い くら で 行わ れ た 場合 は 月 単位 で 
行わ れ た も の と みな され る 。 


日 割り 計算 は 、1 日 に つき いく ら で 行 われ た 場合 、 そ の 
日 割り 計算 と な る 。 


年 額 、 月 額 、 日 額 で 作成 され た こと を 示す 証拠 が な い 
場合 は 、 敷 地 の 使用 状況 に 応じ て 作成 され た も の と み 
な され る 。 


第 17S9 条 


家屋 また は アパ ー ト の 賃借 人 が 、 賃 貸 人 の 反対 を 受け 
る こと な く 、 書 面 に よる 賃貸 借 の 満了 後 も 引き 続き こ 
れ を 亭 受 する と き は 、 そ の 者 は 、 同 一 の 条件 下 で 、 建 
物 の 使用 に よっ て 定め られ た 期間 これ を 占有 する も の 
と みな され 、 建 物 の 使用 に よっ て 定め られ た 期間 内 に 
通知 を 受け た 後 で な けれ ば 、 こ れ を 離れ 、 ま た は ここ 
か ら 立 ち 退 く こ と が で き な い 、。 


第 1760 条 


借主 の 過失 に よる 解約 の 場合 、 借 主 は 再 レ ンタ ル に 必 
要 な 期間 、 借 主 に 代金 を 支払 う 義 務 が あり 、 そ の 際 、 乱 
用 に より 生じ た 損害 は 考慮 され な いも の と する 。 


第 1761 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


賃貸 人 は 、 16 と を 希望 する と 


宣言 し て も 、 こ れ に 反する 合意 が な い 限 り 、 賃 貸借 在 
0 


第 1762 条 


仙 黄 人 が 家屋 を 占 志 し に 来る こと が 賃貸 借 下 約 で 合意 さ 
れ て いる 場 9 は 建物 の 用 途 に よっ て 定め られ 
た 時 間 に あ 還 和 計 0 す ある 。 


第 3 節 : ファ ー ム リー ス に 特有 の ルー ル 


第 1764 条 


違反 し た 場合 、 所 有 者 は 再 入場 する 権利 を 有 し 、 賃 借 人 
は 賃貸 借 の 不履行 に よっ て 生じ た 損害 賠償 の 支払 い を 
命じ られ る も の と する 。 


第 176S 条 


農地 の 賃貸 借 に お いて 、 実 際 の 面積 より も 小さ いま た 
は 大 きい 面積 が え られ た 場合 、 「 売 却 」 の タイ トル 


に 定め られ た 場合 お よび 規則 に よる 場合 を 除き 、 賃 借 
人 の 価格 の 増減 は な いも の と する 。 


第 1766 条 


農村 不動 産 の 賃借 和信 が 、 そ の 経営 に 必要 な 家 才 お よび 閉 

具 を 提供 し な い 場 合 、 耕 作 を 放棄 する 場合 、 合 理 的 に 耕 

作 し な い 場 合 、 賃借 物 を 本 来 の 目的 以外 ( の 0 

合 、 ま た は 一 般 に 、 賃 借 物 の 条項 を 履行 し な い 場 合 、 そ 

ia 損害 を 昌 えた 場合 、 賃貸 人 は 状況 = 応じ 
賃借 を 終了 させ る こと が で きる 。 


賃借 人 の 過失 に よる 解除 の 場合 、 賃 借 和 人 は 第 1764 条 に 規 
定 す る 損害 賠償 の 責任 を 負う も の と する 。 


第 1767 条 


農村 部 の 不動 産 の 賃借 和信 は 、 そ の 敷地 内 で 、 賃 借 に よっ 
て 意図 され た 目的 の た め に 生産 する 義務 を 負わ な けれ 
ば な ら な い 。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 

第 1768 条 

農村 不動 産 の 賃借 和信 は 、 す べ て の 費用 、 損 害 賠 償 お よび 


利息 の 則 の 下 に 、 土 地上 で 行わ れる 可能 性 の ある 早春 
を 所 有 者 に 和 告 する 義務 を 負う も の と する 。 


この 警告 は 、 敷 地内 の 距離 に 応じ て 召喚 の 場合 に 規定 さ 
れ て いる の と 同じ 期間 内 に 行わ か けれ ば な ら な い 。 


第 1769 条 


数 年 間 の 賃 僅 が 行わ れ 、 そ の 期間 中 に 偶然 に 作物 の 全部 
また は 少な く と も 半分 が 除去 され た 場合 、 賃 借 人 は 
前 の 作物 に よっ て 補償 され な い 限 り 、 賃 貸 料 の 減額 を 
要求 する こと が で きる 。 


補償 され な い 場 合 、 減 免 の 見 積もり は 借地 権 の 終了 時 に 
の み 行 われ 、 そ の 際 に 全 名 受 年 数 に 対す る 補償 が 行わ 
れる 。 


時 裁 鹿 記 は 、 被 っ た 損失 の た め に 賃借 人 の 代金 
人 SS 


第 1770 条 


情 垢 期 間 が 1 年 で 、 果実 の 全部 また は 少な く と も 半分 が 
失わ れ た 場合 、 賃 借 人 は 賃貸 価格 の 比例 部 分 を 免除 され 
る 。 


損失 が 半分 以下 で あれ ば 、 賃 借入 は いか な る 割引 も 受 
る こと は で き が い 。 


第 1771 条 


果実 の 損失 が 土地 か ら 分 離さ れ た 後に 生じ た 場合 、 賃 借 
人 は 割 戻 し を 受け る こと が で き な い 。 た だ し 、 賃 借 人 
が 収穫 物 の 分 け 前 を 現物 で 提供 し た 場合 は 、 所 有 者 が そ 
の 損失 の 分 け 前 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 


また 、 賃 借入 は 、 損 害 の 原因 が 賃貸 借 契約 締結 時 に 現存 
し 、 か つ 、 明 し て いた 場合 に は 、 損 害 の 減免 を 請求 
職人 8 

第 1772 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


賃借 和信 は 、 明 示 の 定め に より 、 偶 発 的 な 事由 に つい て 
責任 を 負う こと が で きる 。 


第 1773 条 


この 規定 は 、 需 、 火 災 、 寅 、 疫 病 な ど 、 通 常 の 不測 の 事 
態 に の み 適 用 され る も の と する 。 


た だ し 、 賃 借 人 が 予見 され た 、 あ る い は 予見 され な 
か っ た すべ て の 偶発 的 な 事象 に つい て 責任 を 負う 場合 
を 除く 。 


第 1774 条 


書面 の な い 田 舎 の 土地 の 賃貸 借 は 、 賃 借入 が 賃借 物 の す 
べ て の 果実 を 受け 取る の に 必要 な 期間 だ け 行 われ た も 
の と みな され る 。 


し た が っ て 、 牧 草地 、 ブ ドウ 園 、 お よび 1 年 の 間 に 果 実 
が すべ て 回 収 さ れる その 他 の 土地 の 賃貸 は 、1 年 間 行わ 
れ た も の と みな され る 。 


料 池 の 賃 作 は ま 、 ツジ ル ま た は 字 郎 に よっ て 分 割 さ れ て い 


る 場合 、 ソ ル の 数 だ け 年 数 が 設定 され て いる と みな さ 
れる 。 
第 177S 条 


田園 遺産 の 賃貸 借 は 、 書 面 を 用 い ず に 行わ れ た が 、 前 条 
に よっ て 定め られ た 期間 の 満了 の 際 に は 、 そ の 期間 の 
少な く と も 6 ヶ月 前 に 当事者 の 一 方 か ら 他方 に 対し て 書 
面 で な され た 通知 の 効力 に よっ て の み 、 終 了 す る も の 
の 5 


上 記 期 間 内 に 通知 が な い 場 合 、 新 た な 賃貸 借 が 成立 し 、 
その 効力 は 第 1774 条 に 規定 され て いる 。 


書面 に よる 賃貸 借 の 終了 時 に 、 賃 借 人 が 残存 し 、 か つ 占 
有 さ れ て いる 場合 も 同様 と する 。 


第 1777 条 


退去 する 農民 は 、 翌 年 の 労働 の た め の 適 当 な 宿舎 その 
他 の 施設 を 、 耕 作 を 継承 する 者 に 残さ な けれ ば な ら 
ず 、 逆 に 、 入 国 す る 農民 は 、 退 去 す る 農民 に 適当 な 宿舎 
その 他 の 即 色 を 提供 し な けれ ば な ら な い 、。 

は 、 飼 料 を 消費 し 、 残 され た 収穫 物 の た め に 適当 な 宿 
舎 そ の 他 の 施設 を 提供 し な けれ ば な ら な い 、。 


いずれ の 場合 も 、 そ の 場所 の 用 途 は 条 事 され な けれ ば 
な ら な い 。 


第 1778 条 


退去 する 賃借 和信 は 、 そ の 年 の わら や 肥料 も 、 所 有 に 
入っ た と き に 受け 取っ て いれ ば 残し て お か な けれ ば な 
ら ず 、 受 け 取 っ て いな く て も 、 所 有 者 は 見 積もり に 
従っ て それ ら を 保持 する こと が で き る 。 


第 3 章 : 仕事 と 産業 の 賃貸 

第 1779 条 

仕事 と 産業 の 賃貸 に は 、 大 きく 分 け て 次 の 3 種類 が あ 
る : 1? サー ビス の 賃貸 。 


2? 輸送 業者 (陸上 、 水 上 と も ) 、 人 また は 物 の 輸送 を 
請け 負う 。 


3? 建築 家 、 請 負 業 者 、 技 術 者 が 調査 、 見 積もり 、 契 約 な 


人 箇 づ こる 。 


第 1 節 : 役務 の 雇用 。 
第 1780 条 


特定 の 期間 、 ま た は 特定 の 事業 に 対し て の み 、 自 分 の 
役務 を 雇う こと が で きる 。 


期間 を 定め ず に 行わ れる 役務 の 貸 五 は 、 契 約 当 事 者 の 一 
の 記 思 に よっ て 吊 に 人 ST させ る こと が で きる 。 


し か し な が ら 、 契 約 当事者 の 一 方 の み の 意思 に よる 契 
約 の 解除 は 、 損 害 賠 償 を 生じ させ る こと が で きる 。 


放 え られ る べき 賠償 金 を 決定 する 際 に は 、 慣 習 、 提 供 
され た サー ビス の 性 質 、 経 過 時 間 、 控 除 さ れ た も の 、 
退職 年 金 の 支払 い 、 お よび 一 般 的 に 、 損 害 の 存在 を 正当 
化し その 程度 を 決定 する すべ て の 状況 を 考慮 する も の 
di 9 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


当事者 は 、 上 記 規 定 に 基づく 損害 賠償 請求 権 を 予め 放棄 
まる の (まで きか 6 


前 各 項 の 適用 が 生じ うる 紛争 は 、 民 事 裁 鹿 所 お よび 控訴 
裁 剤 所 に 提訴 され た と き は 、 略 式 手続 と し て 審理 さ 


れ 、 某 急 に 鹿 断 され る も の と する 。 


第 2 節 : 陸路 お よび 水路 に よる 運送 人 。 
第 1782 条 
際 路 お よび 水路 の 運送 人 は 、 預 けら れ た 物 の 保護 と 保 


全 の た め に 、 「 預 金 と 差し 押さ え に つ いて 」 で 迷 べ た 
宿屋 と 同じ 義務 を 負う 。 


第 1783 条 
彼ら は 、 自 分 の 建物 や 車 に すでに 受け 取っ た も の だ け 


で な く 、 港 や 倉庫 で 渡さ れ 、 自 分 の 建物 や 車 に 旨 か れ 
る も の に 対し て も 責任 が ある 。 


第 1784 条 


預け られ た も の の 紛失 や 損害 に つい て は 、 偶 発 的 な 出 
来 事 や 不可 抗力 に よっ て 失わ れ た こと を 証明 し な い 限 
り 、 責 任 を 負う 。 


第 178S 条 


陸上 お よび 水上 の 公共 の 乗り 物 の 請負 人 、 お よび 公共 交 
通 機関 の 請負 人 は 、 そ の 担当 する 金銭 、 物 品 、 荷 物 の 登 
録 澄 を 保 窟 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1786 条 


公共 運送 の 請負 人 お よび 取締 役 、 は し け お よび 船舶 の 
船長 は 、 ま た 、 他 の 市 民 と の 間 の 法律 を 作る 特別 な 規則 
の 対象 と な る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 3 節 : 仕様 書 と 契約 書 。 

第 1787 条 

ある 人 が 仕事 を する こと を 請け 負う と き 、 そ の 人 が 労 


働 力 また は 産業 の み を 提供 する こと 、 あ る い は 材料 も 
提供 する こと が 合意 され る こと が ある 。 


第 1788 条 


労働 者 が 材料 を 提供 する 場合 、 物 が 引き 渡さ れる 前 に 
いか な る 形 で あれ 滅失 し た 場合 、 主 人 が 物 を 受け 取る 
義務 を 怠っ た の で な けれ ば 、 そ の 損失 は 労働 者 の も の 
で ある 。 


第 1789 条 


労働 者 が 自分 の 仕事 や 産業 を 提供 し た だ け の 場合 、 物 が 
滅失 し た 場合 、 労 働 者 は 自分 の 過失 に 対し て の み 責任 を 
負う . 


第 1790 条 


前 条 の 場合 、 労 働 者 の 過失 が な い に も か か わら ず 、 仕 
事 を 受け 取る 前 に 、 ま た 主人 が それ を 確認 する 立場 に 
な いま ま に 物 が 滅失 し た 場合 、 材 料 の 欠陥 に よっ て 物 
が 滅失 し た の で な けれ ば 、 労 働 者 は 請求 する 賃金 を 有 
し じ が NO 


第 1791 条 


いく つか の 部 品 か ら な る 作品 や 計測 の 問題 で あれ ば 、 
部 品 ど と に チェ ッ ク を 行う こと が で きる 。 


第 1792 条 


作品 の 建設 者 は 、 た と え 地 馬 の 欠陥 に 起因 する も の で 
あっ て も 、 作 品 の 堅 園 さ を 損ない 、 あ る い は 作品 に 影 
祭 を 上 提 え る よう な 損害 に つい て 、 自 動 的 に 建設 者 また 
は 作品 の 購入 者 に 対し て 責任 を 負う 。 

地 毅 の 直上 開 に 起因 し て 、 著 作物 の 堅 園 さ を 損 な うか 、 
また は その 構成 要素 の 1 つも し く は 設備 要素 の 1 つ に 影 
響 し 、 著 作物 を その 目的 に 適さ な いも の に する も の で 


ある 。 


この よう な 責任 は 、 損 害 が 外 的 要因 に よる も の で ある 
こと を 業者 が 証明 し た 場合 に は 生じ な い 。 


第 1792-1 条 


工作 物 の 建設 者 と 見 な され る : 


1? 建築 家 、 請 負 業 者 、 技 術 者 、 ま た は 仕事 の 雇用 契約 
に よっ て 仕事 の 所 有 者 に 拘束 され る その 他 の 者 。 


3? 作品 所 有 者 の 代理 人 と し て 活動 し な が ら も 、 作 品 の 
賃貸 人 に 相当 する 任務 を 遂行 する 者 。 


第 1792-2 条 


第 1792 条 に よっ て 確立 され た 責任 の 推定 は 、 著 作物 の 設 
備 の 要素 の 堅固 性 に 影響 を え る 損害 に も 及ぶ が 、 そ 
れ ら が 実行 可能 性 、 基 礎 、 枠 組み 、 閉 鎖 ま た は 首 い の 著 
作物 と 不可 分 に 接合 され て いる 場合 に 限ら れる 。 


備品 は 、 そ の 除去 、 和 解体 また は 交換 が 、 こ の 著作 物 の 材 
料 の 劣化 また は 除去 な し に 行う こと が で き な い 場合 、 
実行 可能 性 、 基 礎 、 肖 組み 、 半 いま た は 屋根 の 著作 物 の 
1 つと 分 離 不能 に 結合 され て いる と みな され る 。 


第 1792-3 条 


本 工事 の その 他 の 設備 要素 に つい て は 、 そ の 受領 か ら 
最低 2 年 間 の 良好 な 機能 の 保証 の 対象 と な る 。 


第 1792-4 条 


著作 物 , 著作 物 の 一 部 分 又は 機器 の 製造 者 は , 使用 状態 
に お いて 正確 か つ 所 定 の 要件 を 満た す よ うに 設計 及び 
製造 され た 著作 物 の 賃貸 人 に 対し , 第 1792 条 , 第 1792 条 
の 2 及び 第 1792 条 の 3 に よっ て 課せ られ る 義務 を , 変更 
する こと な く 法 律 の 規定 に 従っ て 履行 し , か つ 受 領 の 
日 か ら 最 低 2 年 間 , 正常 に 機能 ナ する こと を 保証 する 連 淀 
し て 責任 を 負う も の と する 。 

(8) 製造 者 が 定め た 規則 に 従い 、 変 更 す る こと な く 、 当 
該 閉 作物 、 著 作物 の 一 部 、 ま た は 機器 の 品目 。 


本 条 を 適用 する た め に 製造 業者 に 同化 し て いる こと 。 
著作 物 、 著 作物 の 一 部 、 ま た は 外国 で 製造 され た 機器 の 
要素 を 輸入 し た 者 : その 名 称 、 マ ー ク 、 ま た は その 他 
の 特徴 的 な 記号 を 表示 する こと に よっ て 、 そ の 著作 物 
の よう に 表示 し た 者 。 


第 1792-4-1 条 


第 1792 条 か ら 第 1792 条 の 4 まで に より 責任 を 負う こと が 
で きる 自然 人 また は 法人 は 、 第 1792 条 か ら 第 1792 条 の 2 
まで に 従い 、 仕 事 の 受 賃 か ら 10 年 後 、 ま た は 第 1792-3 条 
に 従い 、 本 条 で 言及 する 期間 の 満了 と と も に 、 そ の 責 
任 お よび 保証 か ら 免 除 さ れる 。 


第 1792-4-2 条 


第 1792 条 お よび 第 1792 条 の 2 に 規定 する 著作 物 ま た は 著 
作物 の 装 軒 要 素 に 影響 を 及ぼ す 損 害 に 対す る 下請 業者 に 
対す る 責任 訴訟 は 、 著 作物 の 受 領 の 日 か ら 10 年 、 第 
1792-3 条 に 規定 する 著作 物 の 装置 要素 に 影響 を 及ぼ す 損 
害 に つい て は 、 同 じ 受 賃 の 日 か ら 2 年 以内 に 規定 され る 
も の と する 。 


第 1792-4-3 条 


第 1792-3 条 、 第 1792-4-1 条 、 第 1792-4-2 条 に 規定 され る 

訴訟 と は 別に 、 第 1792 条 と 第 1792-1 条 に 規定 され る 建設 
業者 と その 下請 け 業 者 に 対す る 責任 訴訟 は 、 工 事 の 検収 
の 日 か ら 10 年 以内 に 規定 され な けれ ば な ら な い 。 


第 1792-S 条 


契約 書 の 中 で 、 第 1792 条 、 第 1792 条 -1 条 お よび 第 1792 

条 -2 条 に 規定 する 責任 を 排除 また は 制限 する こと を 目的 
と する 条項 、 第 1792 条 の 3 お よび 第 1792 条 の 6 に 規定 す 

る 保証 を 排除 また は その 範囲 を 制限 する 条項 、 あ る い 

は 第 1792-4 条 に 規定 する 連帯 責任 を 排除 また は 制限 する 
条項 は 、 不 文 律 と みな され る も の と する 。 


第 1792-6 条 


受 詰 と は 、 依 頼 者 が 予約 の 有無 に か か わら ず 、 作 品 を 
受け 入れ る こと を 定 言 する 行為 で す 。 こ れ は 、 最 も 熱 
心 な 当事者 の 要請 に より 、 友 好 的 に 、 あ る い は そう で 


な い 場 合 は 裁 鹿 に よっ て 行わ れる 。 ど の よう な 場合 で 
も 、 矛 盾 な く 宣 言 さ れる 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


請負 業者 が 検収 の 日 か ら 1 年 間 負 う 完 全 な 完成 の 保証 
は 、 検 収載 告 書 に 記載 され た 予約 、 ま た は 検収 後に 明 ら 
か に な っ た も の に つい て は 書面 に よる 通知 に よっ て 、 
発注 者 が 示し た すべ て の 障害 の 修復 に 及 ん で いま す 。 


補修 工事 の 実施 に 要する 期間 は 、 発 注 者 と 請負 業者 と の 
間 の 合意 に より 定め られ ます 。 


その よう な 合意 が な い 場 合 、 あ る い は 設定 され た 期間 
内 に 履行 され な い 場 合 、 正 式 な 通知 が 不調 に 終わ っ た 
後 、 不 履行 の 請負 業者 の 費用 と 危険 負担 で 作業 が 実施 さ 
れる こと が あり ます 。 


完全 な 完成 保証 の 下 で 要求 され る 工事 の 実施 は 、 相 互 の 
合意 に よっ て 、 あ る い は 、 そ う で な い 場 合 は 、 司 法寺 
断 に よっ て 確立 され る 。 


保証 は 、 通 常 の 損耗 や 使用 に よる 影響 を 改善 する た め 
に 必要 な 工事 に は 適用 され な い 、。 


第 1792-7 条 


第 1792 条 、 第 1792 条 の 2、 第 1792 条 の 3 及び 第 1792 条 の 4 
の 意味 に お ける 著作 物 の 設備 の 要素 と は 、 そ の 付属 品 


を 含む 、 著 作物 に お ける 職業 的 活動 の 実施 を 可能 に す 
る こと を 唯一 の 機 E と する 設備 の 要素 を 指す と ( 緒 
され な い 。 


第 1793 条 


建築 家 ま た は 請負 業者 は 、 土 地 の 所 有 者 と 合意 し た 計画 
に 従っ て 建物 の 建設 を 担当 する 場合 、 池 働 力 や 材料 の 増 
昌和 また この 計画 に 加え られ た 変更 や 増加 を 

、 価 格 の 増加 を 求め る こと は で き な い (これ ら 
0 所 有 者 と 合意 し た 価格 
で な い 場 合 ) 。 


第 1794 条 


主人 は 、 工事 が すでに 始ま っ て いて も 、 自 ら の 意思 

で 、 請負 人 の すべ て の 経費 、 す べ て の 作業 、 お よび こ 

の 事業 で 得る こと が で きた すべ て の も の を 補償 する こ 
と に より 、 固 定価 格 契 約 を 終了 させ る こと が で きる 。 


第 179S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


仕事 の 雇用 契約 は 、 労 働 者 、 建 築 家 ま た は 請負 人 の 死亡 
に よっ て 解消 され る 。 


第 1796 条 


し か し 、 所 有 者 は 、 こ れ ら の 工事 また は これ ら の 材料 
が 自分 に 役立つ 場合 に の み 、 契 約 に 定め られ た 価格 に 
応じ て 、 実 施さ れ た 工事 の 価値 お よび 準備 され た 材料 
の 価値 を 、 そ れ ら の 遺産 に 支払 う 義務 が ある 。 


第 1797 条 


請負 人 は 、 そ の 雇用 する 者 の 行為 に つい て 責任 を 負 
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第 1798 条 


建築 物 そ の 他 の 工作 物 の 建設 に 使用 され た 石工 、 大 工 、 
その 他 の 労働 者 は 、 そ の 工作 物 が 作ら れ た 相手 に 対し 
て 、 そ の 訴え が 提起 され た 時 点 で 請負 人 に 対し て 負っ 
て いる 金額 を 限度 と し て 、 訴 訟 を 提起 する こと が で き 
る 。 


第 1799 条 


レン ガ 職 人 、 大 工 、 鍵 屋 、 そ の 他 の 固定 価格 に よる 主 接 
契約 を 行う 労働 者 は 、 本 条 に 規定 され る 規則 に 従う : 彼 
ら は 、 そ の 扱う 部 分 に お いて 請負 人 と な る 。 


第 1799-1 条 


第 1779 条 第 3 項 の 民間 工事 契約 を 締結 する 発注 者 は 、 請 
負 業 者 に 対し 、 支 払金 額 が 国家 評議 会 の 政 人 で 定め る 賠 
値 を 超え る 場合 の 支払 い を 保証 し な けれ ば な ら な い 。 


第 10 条 発注 者 が 工事 資金 を 特定 の ロー ン に 頼る 場合 、 

信用 機関 は 第 1779 条 の 3? に 記載 され た 者 以外 の 者 に 対し 
は 、 当 該 融 資 に 対応 する 契約 に 基づく 支払 額 の 全額 の 支 
払い を 受け て いな い 限 り 支払 い は 、 書 面 に よる 命 久 に 
基づい て 、 依 頼 者 の 唯一 の 責任 に お いて 、 こ の 目的 の 
た め に 指名 され た 人 物 ま た は 代理 人 の 手 に よ っ て 行わ 
れる も の と し ます 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

依頼 者 が 特定 の 債権 に 依拠 し な い 場合 、 ま た は 部 分 的 に 
依拠 する 場合 、 お よび 特定 の 規定 に よ る 保証 が な い 場 
合 、 支 払い は 、 信 用 機関 、 金 融 会 社 、 保 険 会 社 ま た は 集 
団 保証 機関 が 、 国 務 院 の 法 信 で 定め られ た 条件 に 従っ て 
付 す る 連帯 保証 に より 保証 され る 。 保証 が 提供 され 
ず 、 請負 人 が 履行 し た 仕事 に 対す る 未払い が 続く 限 

り 、 請 負 人 は 正式 な 通知 が 13 日 間 効 力 を 持た な いま ま 

で あっ た 後 、 契 約 の 履行 を 延期 する こと が で きる 。 


前 項 の 規定 は 、 依 頼 者 が 自己 の 計算 に お いて 、 本 契約 に 
関連 する 職業 的 活動 に 関連 し な い 欲求 を 満た す た め に 
著作 物 契 約 を 締結 する 場合 に は 、 適 用 され な い 。 


本 条 は 、 第 50 条 . に 言及 され る 機関 が 締結 する 契約 に は 

適用 され な い 。 本 条 は 、 建 設 ・ 住 宅 法 典 の 第 0 条 .411-2 
に 規定 され る 団体 、 ま た は 半 公 営 企 業 が 、 国 の 援助 を 受 
け て この 団体 また は 企業 が 実施 する 賃貸 用 住宅 に 対し 

て 締結 する 契約 に は 適用 され な い 。 


第 4 章 : 家 才 の リー ス 

第 1 節 : 一 般 規 定 。 

第 1800 条 

家畜 の 賃貸 借 は 、 当 事 者 の 一 方 が 他方 に 対し て 、 両 者 の 


間 で 合意 され た 条件 の 下 で 家畜 の 飼 有 、 餌 、 世 話 を する 
た め の 家 許 を 与え る 契 約 で ある 。 


第 1801 条 


こ は い くつ か の 種類 が ある 。 
単純 な 家 才 、 ま た は 普通 の 家畜 。 
半分 の 群れ 。 
農 攻 や シェ アク ロッ パー に 右 え られ る 家 寿 。 


また 、 家 畜 と 呼ぶ に は 不適 切な 4 種類 目 の 契約 も ある 。 


第 1802 条 


家畜 は 、 農 業 や 質 易 の た め に 成長 し そう な 動物 や 収益 
性 の 高い 動物 で あれ ば 、 ど の よう な 種類 の も の で も 王 
えら れる 。 


第 1803 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


特別 な 契約 が な い 場 合 、 こ れ ら の 契約 は 以下 の 原則 に 
よっ て 管理 され ます 。 


第 2 節 : 単純 な 家畜 。 
第 1804 条 


単純 家畜 貸借 と は 、 人 が 他人 に 家畜 を 互 えて 飼育 、 給 
餌 、 世話 を させ 、 賃 借 人 が 成長 の 半分 か ら 利 益 を 受け 、 
損失 の 半分 も 負担 する こと を 条件 と する 契約 で ある 。 


第 180S 条 


賃貸 契約 書 に 記載 され た 、 引 き 渡 され た 動物 の 数 、 説 
明 、 推 定 に 関す る 記 は 、 そ れ ら の 所 有 権 を 賃借 人 に 移 
転 さ せる も の で は あり ませ ん 。 そ の 目的 は 、 契 約 が 終 
了 了 する 日 に 行わ れる 決済 の た め の 基 礎 と な る こと の み 
で ある 。 


第 1806 条 


賃借 和信 は 、 家 畜 を 保存 する た め に 合理 的 な 注意 を 払わ 
な けれ ば な ら な い 。 


第 1807 条 


偶然 の 出来 事 に つい て は 、 そ れ が 自分 の 側 に 何ら か の 
過 矢 が あり 、 そ れ が な けれ ば 損失 が 発生 し な か っ た 場 
に の み 責 任 を 負う も の と する 。 


第 1808 条 


偶発 的 な 出来 事 に つい て は 、 賃 借 人 が 立証 し 、 賃 貸 人 は 
賃借 人 に 帰す る 過失 を 立証 する こと を 要求 され る 。 


第 1809 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

天災 地変 に よっ て 免責 され た 賃借 和信 は 、 常 に 動物 の 皮革 
を 説明 する 義務 を 負う 。 


第 1810 条 


家 誕 の 全部 が 賃借 人 の 責 に よら ず 減 失 し た 場合 、 そ の 
損失 は 賃貸 人 の 負担 と する 。 


家 誕 の 一 部 の み が 減 失 し た 場合 、 損 失 は 当初 の 見 積もり 
の 価格 と 家畜 の 末端 で の 見 積もり の 価格 に 従っ て 、 共 


同 で 負担 する も の と する 。 


第 1811 条 


規定 する こと は で き な い 。 


賃借 和 人 は 、 家 畜 の 損失 が 偶然 に 生じ た も の で あっ て 
も 、 ま た 自己 の 責め に よら な いも の で あっ て も 、 そ の 
損失 を すべ て 負担 し な けれ ば な ら な い 。 


ある い は 利益 より も 損失 を 多く 負担 する こと 。 


ある い は 、 賃 貸 人 が リー ス 終 了 時 に 、 提 供し た 家畜 以上 
の も の を 受け 取る と いう も の 。 


その よう な 契約 は すべ て 無効 で ある 。 


家 誕 と し て 攻 え られ た 動物 の 乳 、 糞 尿 、 労 働か ら 利益 
を 得る の は 賃借 和信 の み で ある 。 


羊毛 と 生育 は 共有 され る 。 


第 1812 条 


賃借 和信 は 、 賃 貸 人 の 同意 な し に 、 土 地 ま た は 群れ の 動物 
を 処分 する こと は で きず 、 賃貸 人 自身 も 賃 寺 借 人 の 同意 
な が し に それ を 処分 する こと は で き な い 。 


第 1813 条 


家 誕 を 他人 の 農家 に 贈 如 する と き は 、 そ の 農家 が それ 
を 譲り 受け た 所 有 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 さ も 
な けれ ば 、 そ の 農家 は それ を 押収 し て 、 そ の 農家 が 支 
払う べき 金額 で 売ら せる こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 1814 条 


賃借 人 は 、 賃 貸 人 に 通知 し な けれ ば 、 重 定 す る こと が 
で ⑥ き 2 が いり 。 


第 181S 条 


家 色 の 存続 期間 に つい て 契約 で 定め た 時 期 が な い 場 
合 、3 年 間 と みな され る 。 


第 1816 条 


賃貸 人 は 、 賃 借 人 が 義務 を 果たさ な い 場 合 、 早 期 の 解約 
を 請求 する こと が で きる 。 


第 1817 条 


賃貸 人 は 、 賃 貸 期 間 の 終了 時 また は その 終了 時 に 、 特 に 
動物 の 数 、 品 種 、 年 齢 、 体 重 お よび 品質 ( = 関し て 、 引 き 
渡し た 家 誕 と 同じ スト ッ ク を 得る よう に 、 各 種類 の 動 
物 を 引き 取る も の と し 、 余 利 分 は 分 配 さ れる も の と す 
と 


上 記 で 定義 され た 家畜 の スト ッ ク を 再 構成 する の に 十 
分 な 動物 が な い 場 合 、 当 事 者 は 、 契 約 終了 日 の 動物 の 価 
値 に 基づい て 、 損 失 を 互い に 補償 する も の と し ます 。 


賃借 和 人 が リー ス 終 了 時 また は 契約 終了 時 に 、 受 け 取 っ た 
家畜 の 推定 価値 と 同等 の 価値 の 家 首 を 残さ な けれ ば な 
ら な いと いう 契約 は 、 無 効 で ある 。 

第 3 節 : 半分 の 家畜 

第 1818 条 

半数 家 放 と は 、 契 約 当 事 者 が それ ぞ れ 家畜 の 半分 を 提供 


する パー トナ ー シ ッ プ で 、 損 益 の た め に 共通 の まま で 
ある 。 


第 1819 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


賃借 人 は NN と 同様 に 、 家 誕 の 乳 、 糞尿 、 
労働 か ら 単独 で 利益 を 得 


賃貸 人 は 、 羊 毛 と 生育 物 の 半分 の み を 得る 権利 を 有 す 
る 。 


賃貸 人 が 賃 僅 人 が 虹 民 また は 小作 人 で ある 農場 の 所 有 者 
で ある 場合 を 除き 、 こ れ に 反する 契約 は 無効 で ある 。 
第 1820 条 


単純 家畜 に 適用 され る 他 の すべ て の 規則 は 、 混 血 家 信 
に も 適用 され る も の と する 。 


第 4 節 : 所 有 者 が 借主 で ある 農民 ほ または シェ アク 
ロッ パー に 五 えた 家 寿 。 


シェ アク ロッ パー。 

第 1 項 : 農夫 に 王 え られ た 家電 。 

第 1821 条 

この 家畜 ( 鉄 の 家畜 と も いう ) は 、 農 村 の 搾取 の 所 有 者 
が 、 リ ー ス 期間 満了 時 に 、 農 夫 が 受け 取っ た も の と 同 


じ 家 癌 を 残す と いう 但し 書き で 、 農 場 に 紀 え る も の で 
ある 。 


第 1822 条 


借用 書 に 記載 され て いる 、 引 き 渡 され た 動物 の 数 値 、 
説明 、 推 定 は 、 そ れ ら の 所 有 権 を 賃借 人 に 譲渡 する も 
の で は な く 、 契 約 終 了 時 に 行わ れる 決済 の た め の 基 礎 

と な る 以外 の 目的 は な い 。 


第 1823 条 


すべ て の 利益 は 、 列 段 の 合意 が な い 限 り 、 賃 貸 期 間 中 
は 賃借 人 に 帰属 する 。 


第 1824 条 
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5 

に コ え られ た 家 昔 こ お い て 、 堆 肥 は 賃借 人 の 個人 
5 含ま れず 、 賃 借入 の 農場 に 属し 、 そ の 利用 の 
た め に の み 使 用 され な けれ ば な ら な い 。 


第 182S 条 


損失 は 、 た と え 偶 然 の も の で あっ て も 、 反 対 の 合意 が 
な けれ ば 、 す べ て 農夫 の も の で ある . 


第 1826 条 


賃借 和信 は 、 賃 借 の 終了 時 また は 終了 時 に 、 特 に 動物 の 
数 、 品 種 、 年 齢 、 体 重 、 質 に 関し て 、 受 け 取 っ た も の と 
同じ 家畜 を 形成 する 各種 類 の 動物 を 残さ な けれ ば な ら 
な い 。 


余 幣 が ある 場合 、 そ れ は 彼 の も の で ある 。 


不足 が ある 場合 、 当 事 者 間 の 決済 は 、 契 約 終了 日 の 動物 
の 価値 に 基づい て 行わ れる も の と し ます 。 


賃借 和信 が 、 賃 貸 の 終了 時 また は その 終了 時 に 、 受 け 取 っ 
た 家畜 の 推定 価値 に 等 し い 価 値 の 家 誕 を 残さ な けれ ば 
な ら な いと いう 契約 は 、 無 効 で ある 。 


第 2 項 : 借地 人 農家 に 与え られ た 家 者 。 
第 1827 条 


家 放 が 借地 人 農民 の 過失 に より 全部 滅失 し た 場合 、 そ の 
損失 は 賃貸 人 の も の と する 。 


第 1828 条 


借地 人 農家 が 通常 の 価値 より 低い 価格 で 賃貸 人 に フリ ー 
ス を 譲渡 する こと を 規定 する こと が で きる 。 


賃貸 人 が 利益 の 分 け 前 を より 多く 持つ こと 。 

牛乳 の 半分 を 所 有する こと 。 

し か し 、 借 地 人 農家 が 損失 の 全部 を 負担 する こと を 規 
ECO20I で きま Ns 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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第 1829 条 


この 家 才 は 、 シ ェ ア ク ロッ ピン グリ ー ス で 終了 する 。 


第 1830 条 


さら に 、 単 純 な 家 才 の すべ て の 規則 に 従う 。 


第 $ 節 : 家 弟 と 呼ぶ に は 不適 切な 契約 。 


第 1831 条 


1 頭 愉 上 の 和牛 が 住 大 と 給餌 の た め に 攻 え られ た と き 、 賃 
貸 人 は その 所 有 権 を 保持 する : 賃貸 人 は 、 そ の 牛 か ら 
生ま れ た 子 和牛 の 利益 の み を 有する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か 方法 
第 8 編 a: 不動 産 開発 琴 約 
第 1831-1 条 


不動 産 開発 契約 と は 、「 不 動産 開発 業者 」 と 呼ば れる 人 
が 、 建 物 の 所 有 者 に 対し 

不動 産 開発 業者 」 は 、 建 物 の 所 有 者 に 対し て 、 合 意 し た 
価格 で 、 仕 事 の 賃貸 契約 に より 、1 つ また は 複数 の 建物 
の 建設 計画 の 実現 、 お よび 合意 し た 報酬 で 、 同 じ 目 的 に 
寄 世 する 法 的 、 管 理 的 、 財 務 的 業務 の すべ て また は 一 部 
を 自ら 実施 する 、 ま た は 実施 させ る こと を 請け 負う 。 
発起 人 は 、 プ ロジ ェクト 所 有 者 の た め に 取引 し た 人 物 
の 義務 を 履行 する 責任 を 負い ます 。 特 に 、 本 規定 第 1792 
条 、 第 1792-1 条 、 第 1792-2 条 、 第 1792-3 条 か ら 生 じ る 義 
務 に 責任 を 有 し ます 。 


発起 人 が プロ グラ ム の 作業 の 一 部 を 自ら 行う 場合 、 こ 
れ ら の 作業 に 関し て は 、 作 業 の 貸主 の 義務 に 拘束 され 
の 8 


第 1831-2 条 


この 契約 は 、 契 約 締結 、 仕 事 の 受領 、 契 約 の 清算 、 一 般 
的 に は 、 合 意 さ れ た 総額 の 範囲 内 で 、 プ ロジ ェクト 所 
有 者 に 代わ っ て 、 プ ログ ラム の 完了 に 必要 な すべ て の 
行為 を 実行 する 推進 者 の 権限 を 含む も の で ある 。 


た だ し 、 契 約 や その 後 の 行 為 に 含ま れる 特別 な 次 任 に 
よる 場合 を 除き 、 プ ロモ ー タ ー は 、 契 約 し た 融資 や 


行っ た 処分 の 行為 に よっ て プロ ジェ クト オー ナー に コ 
ミッ ト す る こと は あり ませ ん 。 


事業 主 は 、 法 律 また は 契約 に よ り 事業 主 が 有する 権限 
に より 、 事業 主 が 自己 に 代わ っ て 締結 し た 約定 を 履行 
する 義務 を 負う 。 


第 1831-3 条 


プロ グラ ム の 完了 前 に 、 プ ロジ ェクト 所 有 者 が プロ グ 
ラム に お ける 自分 の 権利 を 譲渡 し た 場合 、 下 約 全体 に 
お いて 、 能 動 的 に も 受動 的 に も 、 譲 渡 者 が 自動 的 に 所 有 
者 の 代わ り を 務め る こと に な る 。 譲渡 人 は 、 譲 渡さ れ 
た 契約 に よっ て プロ ジェ クト ・ オ ー ナ ー に 課せ られ た 
義務 の 履行 を 保証 する こと に な る 。 


プロ モー ター に 王 えら れ た 特別 な 権限 は 、 プ ロモ ー 
ター と 譲受 人 の 問 で 継続 され ます 。 
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プロ モー ター は 、 ク ライ アン ト に 対し て 引き 受け た 義 
務 の 履行 に つい て 、 ク ライ アン ト の 同意 な く 第 三 者 に 
備 克 る こと は で き が いい 


不動 産 開発 契約 は 、 不 動産 ファ イル に 記載 され た 日 か 
ら 第 三 者 に 対し て の み 対 抗 可 能 で ある 。 


第 1831-4 条 


プロ モー ター の 使命 は 、 所 有 者 と プロ モー ター の 間 で 
建設 の 勘定 が 決定 的 に 停止 され た 場合 に の み 、 作 品 の 引 
き 渡 し に よっ て 終了 し ます 。 


第 1831-S 条 


不動 産 の 裁 鹿 上 の 和解 また は 清算 は 、 不 動産 開発 下 約 の 
終了 を 自動 的 に 伴わ な い 。 こ れ に 反する 定め は 、 不 文 
律 と みな され る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 3 巻 : 不動 産 取 得 の さま ざま か な 方法 

第 9 編 : パー トナ ー シ ッ プ 

第 1 章 : 一 般 的 な 規定 

第 1832 条 

パー トナ ー シ ッ プ は 、 財 産ま た は 産業 を 共通 の 事業 に 
害 り 当て 、 そ の 結果 生じ る 利益 を 共有 し 、 ま た は 節約 


か ら 利 益 を 得る こと を 目的 と し て 、 契 約 に より 合意 
た 2 人 以上 の 者 に よっ て 設立 され る 。 


また 、 法 律 で 規定 され て いる 場合 に は 、 一 人 の 意思 に 
よっ て 設立 する こと が で きま す 。 


パー トナ ー は 、 損 和 失 を 負担 する こと を 約束 する 。 


第 1832-1 条 


共同 財産 の み を 会 社 に 対す る 出資 や 株 式 の 取得 に 使用 し 
た 場合 で も 、2 人 の 配偶 者 は 、 単 独 で また は 他 の 者 と と 
も に 、 同 じ 会 社 の パー トナ ー と な り 、 会 社 の 経営 に 一 
緒 に 参加 する か し な いか を 決定 する こと が で きる 。 


配偶 者 間 の パー トナ ー シ ッ フ 契 約 か ら 生 じ る 利益 や 贈 
世 は 、 そ の 条件 が 認証 され た 証書 に よっ て 解決 され て 
いる 場合 、 偽 装 贈 革 に あたる と いう 理由 で 無効 に する 
IE で きい 。 


第 1832-2 条 


配偶 者 は 、 第 1427 条 に 規定 され る 浪 則 の も と 、 配 偶 者 に 
通知 され る こと な く 、 ま た 証書 で 正当 化 さ れる こと な 
く 、 共 同 財産 を パー トナ ー シ ッ プ へ の 出資 や 譲渡 不可 
能 な 株 式 の 取得 の た め に 使用 する こと は で き な い 。 


出資 や 取得 を 行っ た 配偶 者 に つい て は 、 パ ー ト ナー の 
地位 が 認め られ ます 。 


また 、 個 人 的 に パー トナ ー に な る 意思 を 会 社 に 通知 し 
た 配偶 者 に も 、 引 き 受 け ま た は 取得 し た 株 式 の 半分 に 
つい て 、 パ ー ト ナー の 地位 が 認め られ ます 。 出資 また 
は 取得 の 際 に その 意思 を 通知 し た 場合 、 パ ー ト ナー の 
承諾 また は 承認 は 両 配偶 者 に 適用 され る 。 当 該 届 出 か 出 


資 ま た は 取得 後に 行わ れ た 場合 、 定 款 に 規定 され た 承 

認 条 項 を 配偶 者 に 対 て 行使 する こと が で きる 。 承認 

の 協議 が 行わ れる 場合 、 パ ー ト ナー の 配偶 者 は 投票 に 

参加 せ ず 、 SH 過半 数 の 算出 に 考慮 され 
MRA 際 
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s の 規定 は 、 株 式 が 譲渡 で き な い 会 社 に お いて の 
共同 体 が 解散 する まで の 間 の み 適 用 され る 。 


第 1833 条 
すべ て の 会 社 は 、 合 法 的 な 目的 を 有 し 、 パ ー ト ナー の 
共通 の 利益 の た め に 設立 され な けれ ば な ら な い 。 


会 社 は 、 そ の 活動 の 社会 的 、 環 境 的 問題 を 考慮 し 、 そ の 
社会 的 利益 の た め に 経営 され る 。 


第 1834 条 
本 章 の 規定 は 、 そ の 形態 また は 目的 に より 法律 で 別段 


の 定め が な い 限 り 、 す べ て の 会 社 に 適用 は れる も の と 
する 。 


定款 は 、 文 書 で 作成 する 。 定 款 に 0 の 還 
資 の ほか 、 会 社 の 形態 、 目 的 、 る 秋 登記 上 の 事務 所 、 


株 式 資本 、 存 続 期間 、 運 営 方 法 な ど を 定め る も の と す 
る 。 

定款 に は 、 会 社 が 自ら を 備え 、 そ の 活動 の 実現 に お い 
て 手段 を 割く こと を 意図 する 原則 か ら な る 存在 意義 を 
明記 する こと が で きる 。 


第 1836 条 


定款 は 、 こ れ に 反する 条項 が な い 限 り 、 組 合 員 の 一 致 
し た 合意 に よっ て の み 変 更 す る こと が で き る 。 


いか な る 場合 に も 、 パ ー ト ナー の 同意 な し に パー ト 
ナー の コミ ッ ト メ ント を 増加 させ る こと は で き な い 。 


第 1837 条 


第 10 条 登録 事務 所 が フラ ンス 償 内 に ある 会 社 は 、 フ ラ 
ンス 法 の 規定 に 従い ます 。 


第 三 者 は 、 登 録 事務 所 に 依拠 する こと が で きる が 、 実 
際 の 登録 事務 所 が 他 の 場所 に ある 場合 、 後 者 は 会 社 に 対 
し て 行使 する こと が で き な い 。 

第 1838 条 
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会 社 の 存続 期間 は 99 年 を 超え る こと は で き な い 。 


第 1839 条 


定款 に 法律 で 定め られ た すべ て の 事項 が 記載 され て い 
な い 場 合 、 ま た は 法律 で 定め られ た 形式 が 省略 され 、 

も し く は 不正 に 実施 され た 場合 、 利 害 関 係 者 は 裁 記 所 に 
申請 し 、 浪 金 の も と に 、 設 立 を 正規 化す る 命 金 を 受け 
る 権利 を 有する 。 検 察 紀 は 、 同 じ 目 的 の た め に 行動 す 
の で が で きる 。 


定款 を 変更 する 場合 に も 同様 の 規定 が 適用 され る 。 
第 1 項 の 規定 に よ る 正規 化 の 訴え は 、 会 社 の 登記 また は 
定款 変更 法 の 公布 か ら 3 年 を 経過 する と 、 禁 止 さ れる 。 


第 1840 条 


定め られ た 形式 を 省略 し た り 、 上 こ 実 行 し た こ 
よっ て 生じ た 損害 に つい て は 、 発 起 人 お よび 経 
、 執 行 ま た は 管理 機関 の 最初 の 構成 員 が 連 淀 し て 責任 
を 負う も の と する 。 


定款 に 強制 的 な 記載 が な いこ と 、 ま た は 会 社 設立 の た 
め に 
と に 


昌 


款 を 変更 し た 場合 、 前 項 の 規定 は 、 現 に 在任 中 の 経 
和夫 行 ま た は 香 の 札 上 = 対し て 適用 され る 。 


え は 、 第 1839 条 の 第 3 項 に 規定 され た 手続 きのう ち 、 
合 に より いずれ か カー 方 が 完了 し た 日 か ら 10 年 経過 す 
る と 、 そ の 訴え は 禁止 され る 。 


き n 3_ 


第 1842 条 


第 3 草 で 言及 され て いる ジョ イン ト ・ ベ ンチ ャ ー 以 外 の 
会 社 は 、 登 録 さ れ た 時 点 か ら 法人 格 を 有する も の と す 
る 。 


登録 され る まで は 、 パ ー ト ナー 間 の 関係 は 、 パ ー ト 
ナー シッ プ 契 約 お よび 契約 と 義務 に 適用 され る 法 の 一 
般 原 則 に 従う も の と する 。 


第 1843 条 

登記 前 に 設立 中 の 会 社 の た め に 行動 し た 者 は 、 そ の 会 

時 社 で ある 場合 に は 連帯 し て 、 そ の 他 の 場合 
こ は 連 帯 責 任 な し に 、 こ の よう に し て 行っ た 行為 か ら 


還 介 人 こ 拘束 さ れる 。 

その 他 の 場合 正式 に 登記 され た 会 社 は 、 締 結 し た 約 東 
を 引き 継ぐ こと が で き 、 そ の 場合 、 当 初 か ら そ の 会 社 
に よっ て 締結 され た も の と みな され る 。 


第 1843-1 条 


財産 の 拠出 また は 第 三 者 に 対す る 強制 力 の た め に 公表 
の 対象 と な る 権利 は 、 登 録 前 に 公表 する こと が 還 
登録 が 行わ れる こと が 条件 と な る 。 後 者 に つい て は 、 
形式 的 な 効果 は 、 そ の 完了 の 日 に 遡及 する 。 


第 1843-2 条 


会 社 の 資本 金 に 対す る 各 パ ー ト ナー の 権利 は 、 会 社 設立 
時 また は 存続 中 の 出資 に 比例 する も の と する 。 


現物 出資 は 、 会 社 の 資本 金 の 形成 に は 寄 紀 し な い が 、 利 
益 と 純資産 を 共有 する 権利 を 有する 株 式 の 割り 当て を 
生じ させ る も の と し 、 た だ し 、 損 失 に 対す る 貢献 義務 
を 負う も の と する 。 


第 1843-3 条 


各 パ ー ト ナー は 、 現 物 、 現 金 ま た は 産業 で 貢献 する こ 
と を 約束 し た も の すべ て に つい て 、 会社 に 対し て 債務 
を 負う 。 


現物 出資 は 、 対 応 する 権利 の 譲渡 お よび 資産 の 実際 の 利 
用 可能 化 に よっ て 行わ れる 。 


現物 出資 の 場合 、 出 資 者 は 、 売 主 が 買主 に 対し て 行う よ 
うに 、 会 社 に 対し て 保証 人 と な り ま す 。 


寄 五 が 宮 受 の 形態 で ある 場合 、 寄 者 は 、 賃 貸 人 が 賃借 
人 に 対し て 負う の と 同じ よう に 、 会 社 に 対し て 責任 を 
負い ます 。 

し か し 、 訪 受 の 形 の 出資 が 、 会 社 の 存続 期間 中 に 更新 さ 
れる こと が 通常 求め られ る 現物 また は その 他 の 物品 に 
関す る 場合 、 契 約 は 、 出 資 者 が 同じ 量 、 質 お よび 価値 を 
返 選 する こと を 条件 に 、 出 資 さ れ た 物品 の 財産 を 会 社 
に 譲渡 する 。 こ の 場合 、 出 資 者 は 前 項 に 定め る 条件 の 下 
で 保証 人 で ある 。 


会 社 に 金銭 を 出資 する は ず で あっ た に も か か わら ず 、 
それ を し な か っ た パー トナ ー は 、 権 利 上 、 請求 する こ 
と な く 、 金 銭 を 支払 う 回 人 日 か ら そ の 利息 の 
債務 者 と な り 、 必 要 な 場合 に は 、 さ ら な る 損害 賠償 を 
免れ る こと が で きる 。 さ 、 資 本 金 の 全額 を 支払 う 
た め の 資 金 調達 が 法定 期限 内 に 行わ れ な か っ た 場合 、 
利害 関係 者 は 、 略 式 手続 に お いて 、 取 締 役 、 マ ネー 
ジャ ー お よび 役員 に 対し て 、 剖 金 付き で 資金 調達 を 行 
う よ う 強 制す る こと を 裁 半 所 の 会 長 に 請求 する こと が 
SI ま の 

会 社 に 対し て 支払 うべ き 金 額 を 支払 う 義務 を 負っ た 
パー トナ ー は 、 会社 に 対し て 支払 うべ き 人 金額 を 全額 支 
払っ た も の と みな され る 。 


自分 の 産業 を 会 社 に 貢献 する こと を 引き 受け た パー ト 
ー は 、 そ の 頁 献 の 対象 で ある 活動 か ら 得 た すべ て の 
利益 に つい て 会 社 に 説明 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1843-4 条 


I. - 法律 が パー トナ ー の 会 祉 権 の 譲渡 また は 会 社 に よる 
当該 権利 の 買い 戻し の 価格 の 条件 を 決定 する た め に 本 

条 を 参照 する 場合 、 当 該 権 利 の 価値 は 、 紛 争 が 生じ た 場 
合 、 当 事 者 に よっ て 指名 され た 専門 家 、 ま た は 当事者 間 
の 合意 が な い 場 合 、 管 轄 の 法院 長 また は 管轄 の 商事 院 の 
者 決 に よっ て 決定 され 、 事 件 の メリ ッ ト に つい て 迅速 

な 手続 き に 従い 、 上 訴 が 不可 能 な 状態 で 羊 決 が 下さ れ 

る も の と する 。 


この よう に 指名 され た 専門 家 は 、 会 社 の 定款 また は 当 


事 者 を 拘束 する 契約 に 規定 され た 価値 決定 の た め の 規 
則 お よび 手順 が 存在 する 場合 、 そ れ を 適用 する こと が 
要求 され ます 。 


IL. - 定款 に 、 価 値 が 決定 され て いな い 、 ま た は 決定 で き 
る こと な く 、 組 合 員 の 法人 権 の 譲渡 また は 会 社 に よる 
当該 権利 の 買い 戻し が 規定 され て いる 場合 、 紛 争 が 生 
じ た 場 合 に は 、 第 1 項 に 定め る 条件 に 基づい て 任命 され 
た 専門 家 に より 価値 が 決定 され る も の と し ます 。 


この よう に 指名 され た 専門 家 は 、 当 事 者 間 で 拘束 力 の 
ある 契約 に よっ て 定め られ た 価値 決定 の た め の 規 則 お 
よび 手順 が 存在 する 場合 に は 、 そ れ を 適用 する 義務 を 
負う も の と する 。 


第 1843-S 条 


第 18 条 個人 的 に 被っ た 損失 の 補償 の た め の 訴 え に 加 え 
て 、1 人 また は 複数 の パー トナ ー は 、 経 営 者 に 対す る 責 
任 の た め の 会 社 訴訟 を 提起 する こと が で きる 。 原告 

は 、 会 社 が 被っ た 損失 の 賠償 を 求め る 訴訟 を 提起 する 

権利 を 有する 。 有 草 の 場合 、 損 害 賠 償 は 会 社 に 世 え られ 
る も の と する 。 


定款 の 中 で 、 会 社 行為 の 行使 を 総会 の 事前 の 意見 また は 
承認 に 従属 させ る 効果 を 持つ 条項 、 ま た は この 行為 の 

行使 の 放棄 を 事前 に 暗示 する よう な 条項 は 、 不 文 律 と 

みな され る 。 


パー トナ ー ズ ミー ティ ング の いか な る 決定 も 、 マ ネー 
ジャ ー に 対す る 職務 遂行 上 の 過失 に よる 責任 追及 を 消滅 


させ る 効果 を 持つ こと は で き な い 。 
第 1844 条 


すべ て の パー トナ ー は 、 集 団 的 意思 決定 に 参加 する 権 
利 を 有する 。 


会 社 に お ける 未 分 割 の 株 式 の 共有 者 は 、 未 分 割 の 株 主 の 
中 か ら 、 ま た は その 外部 か ら 選 ば れ た 1 名 の 代表 者 に 

よっ て 代表 され る も の と する 。ー 致 の 場合 、 代 表 者 
は 、 最 も 勤 欠 な 者 の 要請 に より 、 裁 麟 所 に お いて 選任 
され る も の と する 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 10 条 株 式 が 用 益 権 に よっ て 担保 され て いる 場合 、 裸 
所 有 者 お よび 用 益 権 者 は 集団 的 な 意思 決定 に 参加 する 権 
利 を 有する 。 議決 権 は 、 利 益 配分 に 関す る 決定 を 除い 
て 、 裸 所 有 者 に 属し 、 用 人 益 権 者 に 留保 され る 。 た だ し 、 
その 他 の 決定 に つい て は 、 裸 所 有 者 と 用 益 権 者 が 、 用 益 
権 者 が 議決 権 を 行使 する こと に 合意 する こと が で き 
る 。 


定款 は 、 第 2 項 お よび 第 3 項 後段 の 規定 か ら 移 脱 する こ 
と が で きる 。 


第 1844-1 条 


各 パ ー ト ナー の 利益 に 対す る 持分 お よび 損失 に 対す る 
真 献 は 、 会 社 の 資本 に 対す る 持分 に 比例 し て 定め ら 

れ 、 自 分 の 産業 の み を 貢献 し た パー トナ ー の 持分 は 、 
他 に 定め の な い 限 り 、 最 も 真 献 の 少な か っ た パー ト 

ナー の 持分 に 等 し いも の と する 。 


た だ し 、 会 社 が 得 た 利益 の すべ て を パー トナ ー に 帰属 
させ た り 、 損 失 の すべ て を 免除 し た り 、 利 益 か ら 完 全 
に 除外 し た り 、 損 失 の すべ て を 負担 さす せ た り する 定め 
は 、 不 文 律 と みな され る 。 


第 1844-3 条 


会 社 が 他 の 形態 の 会 社 に 定期 的 に 変身 する こと は 、 新 
た な 法人 の 設立 を 伴わ な い 。 定 款 の 拡張 や その 他 の 変 
更に つい て も 同様 と する 。 


第 1844-4 条 


会 社 は 、 清 算 中 の 会 社 で あっ て も 、 他 の 会 社 に 吸収 さ 
れ 、 ま た は 合併 に より 新 会 社 の 設立 に 参加 する こと が 
で きる 。 


また 、 会 社 分 割 に より 、 そ の 資産 や 負債 を 既存 の 会 社 
や 新しい 会 社 に 移転 する こと も で きる 。 


これ ら の オペ レー ショ ン は 、 思 な る 形態 の 会 社 問 で 行 
われ る こと が あり ます 。 


これ ら の 手続 き は 、 定 吉 の 変更 に 必要 な 条件 の も と 、 
関係 する 各 会 社 が 決定 し ます 。 


新 会 社 の 設立 を 伴う 取引 の 場合 それ ぞ れ の 会 社 は 、 採 
用 され た 会 社 の 形態 に 固有 の 規則 に 従っ て 設立 され る 
も の と する 。 


第 1844-S 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


全 株 式 の 一 元 化 は 、 法 律 の 運用 上 、 会 社 の 解散 を 伴わ な 
い 。 利 害 関係 者 は 、1 年 以内 に 状況 が 正規 化 さ れ な い 場 
合 、 そ の よう な 解散 を 請求 する こと が で き る 。 裁 半 所 
は 、 会 社 に 最大 6 ヶ月 の 規則 化 期間 を え る こと が で き 
ます 。 裁 鹿 所 は 、 裁 鹿 の 本 案 に つい て 装 決 を 下す 日 に 
状況 が 改善 され て いる 場合 、 会 社 の 解散 を 命ずる こと 
は で きい 


全 株 式 の 用 盆 権 が 同一 人 物 に 帰属 し て いて も 、 会 社 の 存 
続 に は 何ら 影響 し ませ ん 。 


解散 の 場合 、 清 算 の 必要 な く 、 会 社 の 資産 が 唯一 の 株 主 
に 普通 的 に 譲渡 され る こと に な り ま す 。 債権 者 は 、 解 
散 の 公告 か ら 30 日 以内 で あれ ば 、 人 解散 に 反対 する こと 
が で き ます 。 裁 鹿 所 の 決定 は 、 反 対 を 却下 する か 、 会 
社 が 債権 の 弁済 また は 保証 を 提供 し 、 そ れ が 十分 で あ 
る と みな され た 場合 に は 、 保 証 の 設定 を 命じ ます 。 資 
産 お よび 負債 の 移転 は 、 異 議 申立 期間 が 満了 する か 、 場 
合 に よっ て は 第 一 審 で 異議 が 却下 され る か 、 債 権 が 弁 
済 さ れる か 保証 が 提供 され る まで は 、 効 力 を 生じ ず 、 
法人 は 消滅 し な いも の と する 。 


第 3 項 の 規定 は 、 唯 一 の 構成 員 が 自然 人 で ある 会 社 に は 
適用 され な い 。 


第 1844-6 条 


会 社 の 延長 は 、 パ ー ト ナー の 全員 一 致 で 、 ま た は 定款 
に その 定め が ある 場合 に は 定款 の 秋 更 に 定め られ た 過 
半数 で 決定 され る も の と する 。 


会 社 の 有効 期限 の 少な が く と も 1 年 前 に 、 会 社 を 延長 すべ 
きか どう か 決定 する た め に 、 パ ー ト ナー に 相談 する も 
の と する 。 


これ を 行わ な い 場 合 、 パ ー ト ナー は 、 請求 に 基づき 、 
裁 記 所 長官 に 対し 、 第 2 項 に 規定 する 協議 を 行う 法定 代 
理 人 の 選任 を 申請 する こと が で きる 。 


協議 が 行わ れ て いな い 場 合 、 裁 鹿 所 の 長 は 、 会 社 の 有効 
期限 か ら 1 年 久 内 の いずれ か の パー トナ ー の 請求 に よる 
申立 て に つい て 導 決 を 下 し 、 会 社 を 拡張 する パー ト 
ナー の 意思 に 留意 し 、3 ヶ 月 以内 に 定期 化 と し て の 協議 
を 認可 する こと が で き 、 必 要 な 場合 は 、 こ れ を 開始 す 
る 裁 鹿 所 職員 を 任命 する こと が で き る 。 会 社 が 拡張 さ 
れ た 場合 、 拡 張 前 の 法律 お よび 定款 に 従っ た 行為 は 、 拡 
張 さ れ た 会 社 に よっ て 順当 に 遂行 され た も の と みな さ 
る 。 


第 1844-7 条 


会 社 は 終了 する 。 


た だ し 、 第 1844-6 条 に 基づき 延長 され た 場合 は この 限り 


で は な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

2? 目的 の 実現 また は 消滅 に よっ て 3? 組合 契約 の 解除 に 
月 時 


4? 組合 員 の 決定 に よる 早期 解散 。 


3? 正当 な 理由 、 特 に パー トナ ー に よる 義務 の 不履行 、 
また は パー トナ ー 間 の 意見 の 相違 が 会 社 の 機能 を 麻痺 
させ た 場合 、 パ ー ト ナー の 要請 に より 裁 鹿 所 が 宣告 

る 早期 解 散 に よっ て 。 


6? 第 1844-$ 条 に 規定 され る 場合 に お ける 裁 鹿 所 に よる 早 
期 解 散 7? 資産 不足 に よる 司法 清算 の 終結 を 命じ る 草 決 
の 効果 8? その 他 定 款 に 規定 され る 理由 に よる も の 。 


第 1844-8 条 


会 社 の 解散 は 、 第 1844-4 条 お よび 第 1844-$ 条 の 第 3 項 に 
規定 され て いる 場合 を 除き 、 会 社 の 清算 を と も な う 。 
第 三 者 に 関し て は 、 そ の 公表 後 ま で 何 の 効果 も な いも 
の と する 。 


清算 人 は 、 定 款 の 規定 に 従っ て 選任 され る 。 定款 に 記載 
が が 場合 選 。 の 一下 チー に よっ て 、 た パー ドナ ー 
が 指名 で き な い 場合 は 、 裁 鹿 所 の 決定 に よっ て 指名 さ 
れる 。 清算 人 は 同じ 条件 下 で 解任 され る 。 任命 お よび 


解任 は 、 そ の 公表 後 、 第 三 者 に 対し て の み 有 効 で あ 
る 。 会 社 お よび 第 三 者 は 、 そ の 義務 を 免れ る た め に 、 
清算 人 の 任命 また は 解任 が 正当 に 公表 され て いる こと 
を も っ て 、 そ の 人 不正 に 依拠 する こと は で き な い 。 


会 社 の 法人 格 は 、 清 算 の 目的 の た め に 、 そ の 閉鎖 が 公告 
され る まで 存続 する 。 


清算 が 解散 の 日 か ら 3 年 以内 に 終了 し な い 場 合 、 検 察 庁 
また は 利害 関係 者 は 裁 叫 所 に この 間 題 を 付託 する こと 
が で き 、 裁 鹿 所 は 清算 の 遂行 また は 開始 され て いる 場 
合 は 完了 を 命じ な けれ ば な ら な い 。 


第 1844-9 条 


債務 を 支払 い 、 会 社 の 資本 金 を 払い 戻し た 後 、 資 産 は 、 
別段 の 合意 また は 規定 が な い 限 り 、 利 益 の 取り 分 と 同 
じ 割 合 で パー トナ ー に 分 配 さ れる も の と する 。 
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優先 的 配分 を 含む 遺産 の 共有 に 関す る 規則 は 、 パ ー ト 
ナー 間 の 共有 に 適用 され る 。 


し か し 、 パ ー ト ナー は 、 定 款 また は 個別 の 決定 や 証書 
に よっ て 、 特 定 の 財産 を 特定 の パー トナ ー に 割り 当て 
る こと を 有効 に 決定 する こと が で きる 。 こ の 場合 、 共 
有 財 産 に お いて 現物 で 発見 され た 出資 財産 は 、 出 資 し 
た パー トナ ー の 要求 に より 、 ま た 必要 で あれ ば 差額 を 
文 払っ て 、 出資 し た パー トナ ー に 配分 され る 。 こ の オ 


プシ ョ ン は 、 優先 的 配分 に 関す る 他 の 権利 に 優先 し て 
行使 され る 。 


すべ て の パー トナ ー ま た は その 一 部 の み が 、 会 社 資 産 
の 全部 また は 一 部 の 未 分 割 の 所 有 権 を 保持 する こと も 
で きる 。 そ の 場合 、 清 算 終 了 後 、 そ の よう な 財産 に 関 
し て は 、 共 同 所 有 に 関す る 規定 が 適用 され る 。 


第 1844-10 条 


会 社 の 無効 は 、 第 1832 条 、 第 1832 条 第 1 項 お よび 第 1833 
条 の 規定 に 違反 し た 場合 、 ま た は 一 般 的 な 契約 の 無効 原 
因 の 1 つ に よっ て の み 生 じ る こと が ある 。 


本 号 の 強行 規定 に 反する 定款 の 条項 で 、 そ の 違反 が 会 社 
の 無効 に よっ て 是認 され な いも の は 、 不 文 律 と みな さ 
れる 。 


会 社 の 機関 の 行為 また は 審議 の 無効 は 、 第 1833 条 の 最終 
段落 を 除い て 、 こ の タイ トル の 強行 規定 に 直 反 し た 場 

合 、 ま た は 契約 全般 の 無効 の 原因 の 1 つか らし か 生じ な 
い 。 


第 1844-11 条 


無効 訴訟 は 、 無 効 が 会 社 の 目的 の 違法 性 に 基づく 場合 
除き 、 無 効 の 原因 が 第 一 審 の 本 案 に 関す る 講 決 を 下す 日 
に 存在 し な く な っ た 場合 に 消滅 する 。 


第 1844-12 条 


同意 の 欠陥 また は パー トナ ー の 無能 力 に 基づき 、 会 社 
また は その 設立 後 の 行為 も し く は 審議 が 無効 と な り 、 
正規 化 が 可能 な 場合 、 そ こ に 利害 関係 を 有する 者 は 、 正 
規 化 を 行う か 、 ま た は 6 ヶ月 以内 に 無効 の た め の 訴 訟 を 
起こ すか 、 そ れ を 行う 可能 性 の ある 者 に 対し 、 差 押え 
と いう 削 則 の も と に 正式 な 通知 を 行う こと が で き る 。 
この 正式 な 通知 は 、 会 社 に 送達 され る も の と する 。 


会 社 ま た は パー トナ ー は 、 前 項 に 定め る 期限 内 に 、 特 
に 原告 の 会 社 権 の 買戻し に よっ て 原告 の 利益 を 除去 す 
る 可能 性 の ある 措 首 を 萩 所 に 提出 する こと が で き 

る 。 こ の 場合 、 裁 剤 所 は 、 無 効 を 宣告 する か 、 ま た は 
提案 され た 措 賀 が 定款 の 変更 に 規定 され た 条件 の 下 で 
会 社 に よっ て 以前 に 採 択 され て いる 場合 に は 、 強 制 と 
する こと が で きる 。 権利 が 償 選 され る パー トナ ー の 議 
決 権 は 、 会 社 の 決定 に 影響 を 紀 え な いも の と する 。 
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紛争 が 生じ た 場合 、 パ ー ト ナー に 償 選 され る べき 会 社 
の 権利 の 価値 は 、 第 1843-4 条 の 規定 に 従っ て 決定 され る 
も の と する 。 


第 1844-13 条 


無効 の 申請 を 受理 し た 裁 記 所 は 、 自 ら の 発 意 で あっ て 
も 、 無 効 を 覆す こと が で きる よう に 期限 を 設定 する こ 
と が で きる 。 裁 記 所 は 、 手 続 を 開始 し た 文書 の 日 付か 
ら 2 ヶ 月 未満 に 無効 を 宣告 する こと は で き な い 。 


無効 を 覆す た め に 、 会 議 の 招集 また は パー トナ ー の 協 
議 が 必要 で あり 、 会 議 の 定期 的 な 招集 また は パー ト 
ナー に 伝達 すべ き 文 書 と と も に 決定 草案 の テキ スト を 
パー トナ ー に 送付 し た 証拠 が ある 場合 、 裁 剤 所 は 装 決 
に より 、 パ ー ト ナー が 決定 を ト す た め に 必要 な 時 間 を 
認め る も の と する 。 


第 1844-14 条 


会 社 ま た は その 成立 後 の 行為 お よび 番 議 の 無効 を 求め 
る 訴 訟 は 、 無 効 が 発生 し た 日 か ら 3 年 後に 禁止 され る 。 


第 1844-1S 条 


会 社 の 無効 が 宜 告 され た 場合 、 契 約 の 履行 は 、 遡 及 す る 
ご だ が く 、。 人 生ずる 。 


設立 され た 企業 体 に 関し て は 、 裁 鹿 所 に よっ て 宣告 さ 
れ た 解散 の 効果 を 生じ させ る 。 


第 1844-16 条 


会 社 お よび パー トナ ー は 、 善 意 で 行動 する 第 三 者 に つ 

いて は 、 無 効 を 援用 する こと が で き な い 。 し か し 、 無 

能力 者 また は 同意 の 欠陥 に 起因 する 無効 は 、 無 能力 者 と 
その 法定 代理 人 、 ま た は 錯 誠 、 詐 欺 、 困 力 に よっ て 同意 
を 得 た パー トナ ー は 、 第 三 者 に 対し て も 援用 する こと 

が で きる 。 


第 1844-17 条 


会 社 ま た は その 設立 後 の 行為 お よび 審議 の 取消 し に 基 
づく 責任 の 訴え は 、 取 消し の 決定 が 既 羊 力 と な っ た 日 
か ら 3 年 を 経過 する と 、 禁 止 さ れる 。 
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無効 原因 の 消滅 は 、 会 社 、 行 為 ま た は 熟慮 の 霞 現 に よっ 
て 生じ た 不利 益 を 賠償 する た め の 損 害 賠償 請求 訴訟 の 行 
使 を 妨げ な い 。 こ の よう な 訴え は 、 無 効 の 原因 が 義 っ 

た 日 か ら 3 年 経過 する と 、 禁 止 さ れる 。 

第 2 章 : 民間 の 会 社 

第 1 節 : 総則 

第 184S 条 

本 章 の 規定 は 、 一 部 の 会 社 が 受け る 特別 な 法 的 地位 に 


よっ て 軽 ん じ ら れ る 場合 を 除き 、 す べ て の 民事 会 社 に 
適用 され る 。 


法律 が その 形態 、 性 質 ま た は 目的 に よっ て 他 の 性 質 を 
基 えな いす べ て の 会 社 は 、 民 事 会 社 で ある 。 


第 184S-1 条 


資本 は 、 等 し い 株 式 に 分 割 さ れる 。 


会 社 の 可 秋 資本 に 関す る 商法 第 1 章 の 第 3 編 の 規定 は 、 市 
民 会 社 に 適用 され る 。 


第 2 節 : 経営 。 
第 1846 条 


会 社 は 、 パ ー ト ナー で ある か 償 か を 問わ ず 、 定 款 、 別 
段 の 証書 、 ま た は パー トナ ー の 決定 に よっ て 指名 され 
た 1 人 また は 2 人 以上 の 者 に よっ て 経営 され る も の と す 
の 


定款 に は 、 経 営 者 の 選任 に 関す る 規則 お よび 経営 が 組織 
され る 方 法 を 定め な けれ ば な ら な い 。 


定款 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 経 営 者 は 株 式 の 半分 以上 
を 代表 する パー トナ ー の 決定 に よっ て 任命 され る も の 
とまる 。 


定款 に 定め が な い 場 合 、 お よび 任命 時 に パー トナ ー に 
よっ て 別段 の 決定 が な され な い 限 り 、 マ ネー ジャ ー は 
会 社 の 存続 期間 中 任命 され た も の と みな され る も の と 
する 。 
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いか な る 埋 由 で あれ 、 会 社 が 管理 人 を 欠い て いる 場 
合 、 パ ー ト ナー は 1 人 また は 複数 の 管理 人 を 任命 する こ 
と の み を 目的 と し て 、 パ ー ト ナー 会 議 を 招集 する か 、 
また は それ が で き な い 場合 は 、 代 理 人 任命 の 申立 て に 


つい て 羊 決 を 下 し た 裁 半 所 の 所 長 に その 則 を 請求 する 
st でき この 。 


第 1846-1 条 


第 1844-7 条 で 言及 され て いる 場合 を 除き 、 会 社 が 1 年 以 
上 経営 者 不在 の 場合 、 利 害 関係 者 の 請求 に より 裁 鹿 所 が 
宣告 する 早期 解散 に より 、 会 社 は 終了 する も の と す 

る 。 


第 1846-2 条 


マネ ー ジ ャ ー の 住 命 と 解任 は 公表 され な けれ ば な ら な 
い 。 


会 社 お よび 第 三 者 は 、 そ の 義務 を 免れ る た め に 、 管 理 
者 の 任命 また は その 職 の 解任 が 正当 に 公表 され て いる 
場合 に は 、 そ の 人 不正 に 依拠 する こと は で き な い 。 


第 1847 条 


法人 が 経営 権 を 行使 する 場合 、 そ の 管理 者 は 、 管 理 する 
法人 の 連 淀 責任 を 損なう こと な く 、 自 己 の 名 義 で 管理 
する 場合 と 同じ 人 条件 お よび 義務 を 負い 、 同 じ 民 事 お よ 
び 刑 事 責任 を 負う も の と する 。 


第 1848 条 


パー トナ ー 間 の 関係 に お いて は 、 マ ネー ジャ ー は 、 会 
社 の 利益 の た め に 必要 な すべ て の 経営 行為 を 行う こと 
が で きる 。 


経営 者 が 数 人 いる 場合 、 各 人 が 取引 成立 前 に 異議 を 唱え 
る 権利 を 除き 、 こ れ ら の 権限 を 別々 に 行使 する 。 


還る は すべ て 、 定 款 に 管理 形態 に 関す る 規定 が な い 
合 で ある 。 


第 1849 条 


第 二 者 と の 取引 に お いて 、 支 配信 は 、 会 社 の 目的 の 範囲 
に 属す る 行為 に よ っ て 会 社 に コミ ッ ト す る 。 
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第 11 条 支配 人 が 複数 ある と き は 、 前 項 に 規定 する 権限 
を 各 別 に 有する 。 

他 の 支配 人 の 行為 に 対す る 支配 人 の 反対 は 、 こ れ を 
知っ て いた こと が 立証 され な い 限 り 、 第 三 者 に つい て 
その 効力 を 有 し な い 。 


定款 中 の 支配 人 の 権限 を 制限 する 条項 は 、 第 三 者 に 対し 
で 反証 が る こと が で できない 、。 


第 18S0 条 


第 20 条 マネ ー ジ ャ ー は 、 法 多 直 反 、 定 款 違反 、 ま た は 
自己 の 経営 上 の 過失 に より 、 会 社 お よび 第 三 者 に 対し 
て 個別 に 貢 任 を 負わ な けれ ば な ら な い 。 


複数 の 経営 者 が 同一 の 行為 に 関 后 し た 場合 、 経 営 者 は 第 
三 者 お よび パー トナ ー に 対し て 連 帯 し て 責任 を 負う 。 
た だ し 、 互 い の 関 係 に お いて 、 裁 羊 所 は 損害 賠償 に お 
ける それ ぞ れ の 寄 互 分 を 決定 する 。 


第 18S1 条 


定款 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 経 営 者 は 、 会 社 の 株 式 の 
半分 以上 を 代表 する パー トナ ー の 決定 に よっ て 解任 さ 

れる こと が ある 。 和 解任 が 正当 な 理由 な く 決 定 さ れ た 場 

合 、 損 害 賠 償 を 請求 する こと が で き る 。 


まだ 、 マネ ーー ジャー は 。 正当 な 理 直 ほ より 、 パ ー ト 
ナー の 請求 に より 裁 鹿 所 か ら 和 解任 され る こと が あり ま 


別段 の 定め が な い 限 り 、 マ ネー ジャ ー を 解任 し て も 、 
パー トナ ー で ある か 合 か に か か わら ず 、 会 社 の 解散 に 
は 全 り ませ ん 。 和 解任 され た 管理 者 が パー トナ ー で ある 
場合 、 定 款 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 ま た は 他 の パー 
トナ ー が 会 社 の 早期 解散 を 決定 し な い 限 り 、 第 1869 条 
(第 2 項 ) に 定め る 条件 に より 、 会 社 を 脱退 する こと が 
でき る の 。 


第 3 節 : 集団 的 な 決定 。 


第 18S2 条 


マネ ー ジ ャ に 七 え られ た 権限 を 超え る 決定 は 、 定 款 の 
規定 に 従っ て 、 ま た は その よう な 規定 が な い 場 合 に 
は 、 パ ー ト ナー の 全会 一 致 の 決定 に よっ て 行わ れる も 
の と する 。 


第 18S3 条 
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決定 は 、 パ ー ト ナー は 、 会 議 に お いて 行わ な けれ ば な 
ら な い 。 ま た 、 定 款 で 書面 に よ る 協議 の 結果 で ある と 
定め る こと も で きる 。 


第 18S4 条 


意思 決定 は 、 証 書 に 表 さ れ た 全 パ ー ト ナー の 同意 に 
届 る 条 お れる の この こも あめ る 。 


第 18S4-1 条 


民法 上 の 合併 の 場合 に お いて 、 定 款 に 買収 する 会 社 の 組 
合 員 の 協議 が 規定 され て いる と き は 、 合併 条項 の 革 案 

を 提出 し た 後 、 そ の 運営 が 完了 する まで 、 買 収 する 会 

社 が 買収 され る 会 社 の 株 式 の 90 % 以上 を 保有 し て いる 

場合 に は 、 そ の 協議 を 要 し な いも の と する 。 


た だ し 、 登 録 供 本 金 の >% 以 上 を 保有 する 買収 企業 の 1 人 
また は 複数 の メン バー は 、 買 収 企業 の メン バー が 合併 
の 承認 を 決定 で きる よう 協議 を 行う た め の 代理 人 の 選 
任 を 裁 剤 所 に 申請 する こと が で きま す 。 


第 4 節 : パー トナ ー の 情報 。 
第 18SS 条 


パー トナ ー は 、 少 な く と も 年 に 1 回 、 会 社 の 帳簿 ・ 書 類 
の 伝達 を 受け る 権利 、 お よび 会 社 の 経営 に つい て 書面 
で 質問 する 権利 を 有 し 、1 ヶ 月 以内 に 書面 で 回 答 さ れ な 
けれ ば な ら な い 。 


第 18S6 条 


ママ ネー ジャー は 、 少な く と も 年 に 一 度 、 パー テト ナー に 
その 経営 に つい て 報告 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 報告 
に は 、 過 去 1 年 間 ま た は 会 計 年 度 の 会 社 の 活動 に 関す る 
一 般 的 な 書面 に よ る 報告 を 含み 、 得 られ た また は 見 込 
まれ る 利益 と 発生 し た また は 見 込ま れる 損失 を 示す も 
の の 0 あの 。 


第 $ 節 : 第 三 者 に 対す る パー トナ ー の コミ ッ ト メ 
ント 。 


第 18S7 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 三 者 に 関し て 、 パ ー ト ナー は 、 支 払 期 日 また は 支払 停 
止 の 日 に 、 会 社 の 資本 に 対す る 持分 に 応じ て 、 会 社 の 債 
務 に つい て 無期 限 に 責任 を 負う 。 


自分 の 産業 の み を 貢献 し た パー トナ ー は 、 会 社 の 資本 
に お ける シェ ア が 最も 低い 者 と し て 責任 を 負う 。 


第 18S8 条 


債権 者 は 、 以 前 に 企業 体 へ の 追及 が 無駄 で あっ た 場合 
除き 、 パ ー ト ナー に 対し て 会 社 の 債務 の 支払 を 追及 す 
の ここ で 2 か が で きか が いい 


第 18S9 条 


清算 人 で な い パ ー ト ナー、 ま た は その 相続 人 、 誠 受 人 
に 対す る すべ て の 訴訟 は 、 会 社 解散 の 公告 か ら 3 年 経過 
する と 禁止 され る 。 


第 1860 条 


パー トナ ー の 一 人 が 破産 、 自 己 破産 、 財 産 の 清算 、 法 的 
整理 を 行っ た 場合 、 他 の メン バー の 一 致し た 間断 で 事 
前 に 会 社 を 解散 する こと を 決定 し な い 限 り 、 あ る い は 
定款 で その 解散 を 定め て いな い 限 り 、 当 該 パ ー ト ナー 


の 権利 は 第 1843-4 条 に 定め られ た 条件 で 弁済 し 、 そ の 後 
は パー トナ ー と し て の 地位 を 喪失 する も の と する 。 


第 6 節 : 株 式 の 譲渡 
第 1861 条 


会 社 の 株 式 は 、 全 パー トナ ー の 承認 を 得 て の み 譲 渡す 
る こと が で きる 。 


た だ し 、 定 款 で 、 そ の 承認 は 定款 で 定め る 過半 数 で 行 
うこ と 、 ま た は マネ ー ジ ャ が 承認 する こと を 定め る こ 
と が で きる 。 定款 は また 、 パ ー ト ナー また は その 配偶 
者 に 行わ れる 譲渡 の 承認 を 免除 する こと が で きる 。 定 
款 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 譲 渡 人 の 子孫 へ の 許 渡 は 
承認 の 対象 と は な ら な い 。 


譲 渡 の 提案 は 、 承 認 の 要請 と と も に 、 会 社 と 各 パ ー ト 
ナー に 通知 され る 。 定款 で マネ ー ジ ャ ー に よる 承認 が 
可能 で ある こと を 定め て いる 場合 に の み 、 会 社 に 通知 
され る 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


夫婦 二 人 が 同時 に 会 社 の 社員 で ある 場合 、 そ の 一 方 か ら 
他方 へ の 誠 渡 は 、 有 効 で ある た め に は 、 譲 渡 人 の 死亡 
に よる も の 以外 の 一 定 の 日 付 を 取得 し た 公正 証書 また 
は 私 的 証書 に よる も の で な けれ ば な ら な い 。 


第 1862 条 


数 名 の パー トナ ー が 株 式 取得 の 希望 を 表明 し た 場合 、 別 
段 の 合意 また は 定め が な い 限 り 、 彼 ら は それ まで 保有 
し て いた 株 式 数 に 応じ て 株 式 を 取得 し た も の と みな さ 
れる 。 


株 式 の 取得 を 希望 する パー トナ ー が いな い 場 合 、 会 社 

は 、 他 の パー トナ ー が 全員 一 致 で 指定 し た 第 三 者 また 

は 定款 の 規定 に 従っ て 株 式 を 取得 させ る こと が で き 

る 。 ま た 、 会 社 は 、 株 式 の 消却 を 目的 と し て 、 株 式 の 買 
い 戻 し を 進め る こと が で きる 。 


提案 され た 買 付 者 また は 買 付 者 、 ア ソシエ イト また は 
第 三 者 の 名 前 、 ま た は 会 社 に よ る 株 式 買い 戻し の 提案 、 
お よび 提示 され た 価格 は 、 譲 渡 人 に 通知 され ます 。 紛 
争 が 生じ た 場合 、 第 1843-4 条 の 規定 に 従っ て 価格 が 決定 
され る が 、 す べ て 譲渡 人 の 株 式 保持 の 権利 を 害する こ 
の (は な 0。 


第 1863 条 


1861 条 第 3 項 の 最後 の 通知 か ら 6 ヶ月 以内 に 譲渡 人 に 対す 
る 購入 の 申し 出 が な い 場 合 、 他 の パー トナ ー が 同期 間 
内 に 会 社 の 早期 解散 を 決定 し な い 限 り 、 譲 渡 の 承 説 が な 
され た も の と みな され る 。 


後者 の 場合 、 譲渡 人 は 当該 決定 か ら 1 ヶ 月 以内 に 譲渡 を 
放棄 する こと を 明らか に する こと に より 、 当 該 決 定 を 


無効 と する こと が で きる 。 


第 1864 条 


前 2 条 の 規定 は 、 第 1863 条 (第 1 項 ) で 規定 され た 6 ヶ月 
の 期間 を 修正 する た め に の み 、 定 款 で 規定 され た 期間 
が 1 年 を 超え る こと も 1 ヶ月 を 下回る こと も な く 、 人 逸脱 
する こと が 可能 で ある 。 


第 186S 条 


株 式 の 譲渡 は 、 書 面 に 記録 され な けれ ば な ら な い 。 こ 
れ は 第 1690 条 で 規定 され た 書式 で 、 あ る い は 定款 で 規 
定 さ れ て いる 場合 に は 会 社 の 登記 簿 へ の 移転 に よっ 

て 、 会 社 に 対し て 有効 で ある 。 

これ ら の 手続 き が 完了 し 、 商 業 ・ 会 社 登記 簿 に 公示 され 
た 後に の み 、 第 三 者 に 対し て 依拠 する こと が で き る 。 
この 提出 は 、 電 子 的 手段 で 行う こと が で きる 。 
民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
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第 1866 条 

会 社 の 株 式 は 、 民 法 第 235$ 条 の 最終 段落 に 規定 され た 条 
件 の も と で 担保 に 入れ る こと が で きる 。 

第 1867 条 


どの パー トナ ー も 、 株 式 の 譲渡 に 対す る 同意 と 同じ 条 
件 で 、 質 権 設 定 プ ロジ ェクト に つい て 他 の パー トナ ー 
の 同意 を 得る こと が で きる 。 


質 権 設定 計画 に 対す る 同意 は 、 株 式 の 強制 売却 の 場合 に 
は 、 そ の 売却 が 行わ れる 1 ヶ月 前 に パー トナ ー お よび 会 
社 に 通知 され る こと を 条件 に 、 譲 受 人 の 承認 を 伴う も 
の と する 。 


各 共 同 経営 者 は 、 売 却 か ら 3 営業 日 以内 に 買 受 人 に 代わ 
る こと が で き る 。 複 数 の アソ シ エ イ ト が この オプ ショ 
ン を 行使 し た 場合 、 別 途 合意 また は 規定 が な い 限 り 、 
彼ら は 以前 保有 し て いた 株 式 数 に 比例 し て 購入 者 と み 
な され る 。 こ の オプ ショ ン を 行使 する パー トナ ー が い 
な い 場 合 、 会 社 は 株 式 の 消却 を 目的 と し て 、 自 ら 株 式 を 
買い 戻す こと が で き ます 。 


第 2 項 お よび 第 3 項 に 規定 する 通知 は 、 第 2348 条 に 従っ て 
行わ れ た 貢 権 に は 適用 され な い 。 


第 1868 条 


他 の パー トナ ー が 同意 し た 質 権 に よら な い 強 制 換価 
も 、 同 様 に 売却 の 1 ヶ月 前 に パー トナ ー お よび 会 社 に 通 
知 さ れ な けれ ば な ら な い 。 


パー トナ ー は この 期間 内 に 、 会 社 を 解散 する か 、 第 
1862 条 お よび 第 1863 条 に 定め る 条件 の 下 で 株 式 を 取得 す 
る こと を 決定 する こと が で き る 。 


寺 却 が 行わ れ た 場合 、 パ ー ト ナー また は 会 社 は 、 第 
1867 条 に よっ て 認め られ た 代理 権 を 行使 する こと が で 


きる 。 こ の 権利 を 行使 し な い 場 合 、 買 主 の 承 記 が あっ 
た も の と みな され る 。 


第 7 節 : パー トナ ー の 脱退 また は 死亡 。 
第 1869 条 


第 三 者 の 権利 を 害する こと な く 、 パ ー ト ナー は 、 定 款 
に 定め られ た 条件 下 で 、 あ る い は 、 他 の パー トナ ー の 
全員 一 致 の 決定 に よ る 認可 の 後に 、 会 社 か ら 全 部 また 
は 一 部 を 脱退 する こと が で きる 。 こ の よう な 脱退 は 、 
正当 な 理由 が ある 場合 に は 、 裁 装 所 の 決定 に よっ て も 
承認 され る こと が ある 。 
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第 1844-9 条 (第 3 項 ) が 適用 され な い 限 り 、 脱 退 し た 
パー トナ ー は 、 第 1843-4 条 に 従っ て 、 円 満 な 合意 に 至ら 
ず に 確定 し た 自分 の 会 社 の 権利 の 価値 の 弁済 を 受け る 
権利 を 有する 。 


第 1870 条 


第 18 条 組合 は 、 組 合 員 の 死亡 に よっ て 解散 サ ず 、 そ の 
相続 人 また は 遺贈 者 に よっ て 継続 する も の と する が 、 
組合 定款 に 組合 員 の 承認 を 必要 と する 則 の 規定 が ある 場 
合 は 、 こ の 限り で は な い 。 


た 人 夫 し 、 学 の まう な か 死人 詩 に よう て ペパー ドナ ー シ ッ シン が 
解消 され る こと 、 ま た は 生存 し て いる パー トナ ー の み 


で 継続 され る こと を 合意 する こと が で きる 。 


また 、 生 存する 配偶 者 、1 人 以上 の 相続 人 、 定 款 で 指定 
され た その 他 の 者 、 ま た は 後者 が 許可 し た 場合 、 遺 言 
に よる 処分 に よっ て 会 社 を 存続 させ る こと を 合意 する 
こと も で きる 。 


定款 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 遺 産 が 法人 に 帰属 する 
場合 、 法 人 は 定款 に 定め られ た 条件 に 従っ て 他 の パー 
トナ ー の 承認 を 得 た 場合 、 あ る い は そう で な い 場 合 は 
Nmー ド る の 数 し た 人 店 更に よっ て で て のみ 、 パート チー 
だ が る と が で きる 。 


第 1870-1 条 


パー トナ ー に な ら な い 相 続 人 また は 遺贈 者 は 、 そ の 者 
作者 の 株 式 の 価値 に 対し て の み 権 利 を 有する 。 こ の 価 
値 は 、 株 式 の 新しい 保有 者 に よっ て 、 ま た は 会 社 が 株 
式 の 消却 を 目的 と し て 株 式 を 買い 戻し た 場合 に は 会 社 
自身 に よっ て 、 彼 ら に 文 払 われ な けれ ば な ら な い 。 


これ ら の 法人 格 の 価値 は 、 第 1843-4 条 に 規定 され た 条件 
に 基づい て 、 死 亡 の 日 に 決定 され る 。 


第 3 章 : ジョイ ント ベン チャ ー 企 業 
第 1871 条 
XN デー ドナ ーー は 、 パー ドナ チー シッ ア を 登記 し が い 有 ご と に 


合意 する こと が で きる 。 そ の 場合 、 パ ー ト ナー シッ プ 
は 「 ジ ョ イン ト ・ ベ ンチ ャ ー」 と 呼ば れる 。 こ れ は 法 


人 で は な く 、 公 示 の 対象 で も な い 。 あ ら ゆ る 手段 で 証 
明 す る こと が で きる 。 


第 1832 条 、1832-1 条 、1833 条 、1836 条 (第 2 項 ) 、1844 
条 (第 1 項 ) 、1844-1 条 (第 2 項 ) お よび 第 50 条 の 強制 規 
定か ら 人 逸 胸 し な いこ と を 条件 に 、 パ ー ト ナー は ジョ イ 
ント ベン チャ ー の 目的 、 運 営 、 条 件 に つい て 自由 に 同 
意 し な けれ ば な ら な い 。411-1 (通貨 金融 法典 ) 。 


第 1871-1 条 
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別 の 組織 が 定め られ て いな い 限 り 、 パ ー ト ナー 間 の 関 
係 は 、 合 理 的 な 限り に お いて 、 会 社 が 民事 的 な 性 質 を 持 
つ 場 合 に は 、 民 事 会 社 に 適用 され る 規定 が 、 営 利 的 な 性 
質 を 持つ 場合 に は 、 ジ ェ ネ ラル パー トナ ー シ ッ プ に 適 
用 され る 規定 が 、 適 用 され る も の と する 。 


第 1872 条 


第 三 者 に 関し て は 、 各 パー トナ ー は 、 会 社 の 処分 に 付 
され た 財産 の 所 有 者 に と ど ま る も の と する 。 


会 社 の 期間 中 に 未 分 割 の 資金 を 使用 また は 再 利用 し て 取 
得 し た 財産 お よび 会 社 に 提供 され る 前 に 未 分 割 で あっ 
た 財産 は 、 パ ー ト ナー 間 で 未 分 割 で ある と みな され る 
も の と する 。 


パー トナ ー が 共同 所 有 に する こと に 合意 し た 財産 に つ 


いて も 同様 で ある 。 


また 、 パ ー ト ナー の 一 人 が か 第 三 者 に 関し て 、 会 社 の 目 
的 を 達成 する た め に 取得 し た 資産 の 全部 また は 一 部 の 
所 有 者 と な る こと を 合意 する こと が で きる 。 


第 1872-1 条 


各 パ ー ト ナー は 、 自 己 の 名 に お いて 契約 を 行い 、 第 三 
者 に 対し て 単独 で 責任 を 負う も の と する 。 


し か し 、 参 加 者 が 第 三 者 の 全面 的 な 視界 の 中 で パー ト 

ナー と し て の 資格 で 行動 する 場合 、 参 加 者 の 各々 は 、 他 
の 一 人 が その 人 資格 で 行っ た 行為 か ら 生 じ る 義務 に よっ 

て 第 三 者 に 対し て 拘束 され 、 会 社 が 商事 会 社 で ある 場合 
に は 連 常 し て 、 そ の 他 の 場合 に は 連帯 責任 な し に 拘束 

され る も の と する 。 


その 妨害 に よっ て 、 相 手 方 に 自分 に コミ ッ ト す る 意図 
が ある と 信じ させ た 、 ま た は その コミ ッ ト が 自分 に 利 
益 を も た らし た と 証明 され た パー トナ ー に つい て も 同 
様 で ある 。 


すべ て の 場合 に お いて 、 第 1872 条 (第 2 項 お よび 第 3 

項 ) に 基づき 未 分 割 と みな され る 財産 に 関し て は 、 第 
三 者 と の 関係 に お いて 、 こ の 法典 の 第 6 草 の 第 1 編 の 規 
定 が 適用 され る 、 ま た は 。 第 1873-2 条 に 規定 され る 形式 
が 遵守 され て いる 場合 、 本 書 の 第 9 編 a に 規定 され る 形 
式 が 遵守 され 、 別 段 の 合意 が な い 限 り 、 す べ て の パー 


トナ ー が ボ 未 分 割 財産 の 管理 者 と 見 な され る 。 
第 1872-2 条 


合弁 事業 が 無期 限 で ある 場合 、 そ の 解散 は 、 パ ー ト ナー 
の 1 人 が すべ て の パー トナ ー に 送っ た 通知 に よっ て いつ 
で も 行う こと が で きる 。 た だ し 、 そ の 通知 が 善意 で 行 
われ 、 都 合 の 趣 い 時 期 に 行わ れ な いこ と が 条件 で あ 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

別段 の 合意 が な い 限 り 、 パ ー ト ナー は パー トナ ー シ ッ 
プ が 解消 され る まで 、 第 1872 条 に 基づく 未 分 割 財 産 の 
分 割 を 請求 する こと は で き な い 。 


第 1873 条 


本 章 の 規定 は 、 事 実 上 の パー トナ ー シ ッ プ に 適用 され 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か な 方法 

第 9 編 a: 未 分 割 の 権利 の 行使 に 関連 する 契約 

第 1873-1 条 


所 有 者 、 裸 所 有 者 、 用 益 権 者 と し て 未 分 割 の 不動 産 に 対 
し て 行使 すべ き 権 利 を 有する 者 は 、 そ の 権利 の 行使 に 
関す る 協定 を 締結 する こと が で きる 。 


第 1 章 : 未 分 割 の 権利 の 行使 に 関連 する 表 約 
用 益 権 者 が いな い 場 合 。 
第 1873-2 条 


共有 者 は 、 全 員 が 同意 すれ ば 、 未 分 割 の 所 有 権 を 維持 す 
る こと に 合 意 する こと が で きる 。 


無効 を 覚悟 で 、 合 意 は 書面 で 作成 され 、 未 分 割 財産 の 説 
明 お よび 各 未 分 割 共有 者 に 帰属 する 持分 の 表示 を 含む も 
の と する 。 未 分 割 の 財産 に 債務 が 含ま れる 場合 、 第 1690 
条 の 手続 き が 適用 され 、 不 動産 が 含ま れる 場合 、 土 地 登 
記 の 手続 き が 適用 され る も の と する 。 


第 1873-3 条 


この 契約 は 、$ 年 を 超え な い 一 定 の 期間 で 締結 する こと 
が で き る 。 当 事 者 の 明示 的 な 決定 に より 更新 可能 で あ 
る 。 分 割 は 、 正 当 な 理由 が な い 限 り 、 合 意 さ れ た 期間 
の 朋 に 行う つど と (まぐ で き が いい 


また 、 こ の 契約 は 無期 限 で 締結 する こと が で きま す 。 
この 場合 、 分 割 は 、 不 誠実 また は 不適 切な 時 期 に 行わ れ 
な い 限 り 、 い つ で も 引き 起こ すこ と が で きる 。 


有期 契約 は 、 一 定期 間 ま た は 無期 限 で 暗黙 の 了解 に ょ り 
更新 され る こと が 合意 され て いる 場合 が あり ます 。 

の よう な 合 意 が な い 場 合 、 有 期 提 約 の 満了 に より 、 当 
該 イ ン デ ィ ビ ジョ ン は 第 815 条 その 他 に 準拠 する も の と 
する 。 


第 1873-4 条 


不可 分 性 を 維持 する た め の 合意 は 、 未 分 割 の 財産 を 処分 
する 能力 また は 権能 を 必要 と する 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


た だ し 、 未 成年 者 の 名 義 で 、 そ の 法定 代理 人 の み に 
よっ て 締結 する こと が で きる 。 た だ し 、 こ の 場合 
年 に 達し た 未成 年 者 は 、 そ の 成年 か ら 1 年 以内 で あれ 
ば 、 期 間 の いか ん に か か わら ず 、 こ れ を 終了 させ る こ 
と 0 でき の ks 


第 1873-S 条 


共同 借家 人 は 、 自 分 た ちの 中 か ら 選 ぶ か どう か に か か 
0 1 人 また は 複数 の 管理 者 を 任命 する こと が で き 

。 泡 理 者 の 任命 お よび 解任 の 手続 き は 、 未 分 割 の 共同 
生生 の よっ て 決定 する こと が で き 
る 。 


この よう な 合意 が な い 場 合 、 未 分 割 共有 者 の 中 か ら 選 
ば れ た 管理 者 は 、 他 の 未 分 割 共有 者 の 全員 一 致 の 決定 に 
よっ て の み 和 解任 する こと が で きる 。 


未 分 割 の 共有 者 で な い 支 配 人 は 、 そ の 主 か 合意 し た 条件 
に 基づい て 、 あ る い は 、 そ う で な い 場 合 は 、 人 数 お よ 
び 株 式 数 の 多い 未 分 割 の 共有 者 の 過半 数 に よる 決定 に 
よっ て 解任 され る こと が あり ます 。 い ずれ の 場合 
支配 人 が その 不 始末 に よっ て 未 分 割 共有 者 の 利益 を 脅 か 
す 場 合 、 未 分 割 共有 者 の 請求 に より 裁 記 所 が その 取消 し 
を 宣告 する こと が で きる 。 


和 解 任 さ れ た 管理 者 が 未 分 割 共 有 者 で ある 場合 、 契 約 は そ 
の 解任 の 日 か ら 無 期限 に 締結 され た も の と みな され 
る 


O 


第 1873-6 条 


管理 者 は 、 民 事 行 為 ま た は 裁 記 に お いて 、 原 告 ・ 被 告 の 
いずれ で あっ て も 、 そ の 権限 の 範囲 内 で 未 分 割 の 共有 

者 を 代表 する も の と する 。 管理 人 は 、 純 粋 に 陳述 書 と 

し て 、 手 続き の 最初 の 行為 に お いて 、 未 分 割 の 共有 者 全 
員 の 氏名 を 表示 する 義務 を 負う 。 


管理 人 は , 未 分 割 の 財産 を 管理 し , この 目的 の た め に , 
共同 財産 に 対し て 各 配 偶 者 に 帰属 する 権限 を 行使 する 。 
た だ し 、 有 形 の 動産 は 、 未 分 割 財産 の 通常 の 利用 の 必要 
性 が ある 場合 、 ま た は 保管 が 困難 な 場合 、 ま た は 腐敗 

する 可能 性 が ある 場合 に の み 処 分 する こと が で き る 。 

党 理 者 の 権限 を 拡大 する よう な 条項 は 不 文 律 と みな さ 

る 。 


第 1873-7 条 


党 理 人 は 、 未 分 割 の 共有 者 の 中 に 無能 力 者 が いる 場合 に 
も 、 前 条 に よっ て えら れ た 権限 を 行使 する 。 


た だ し 、 第 456 条 , 第 3 項 は 、 未 分 割 の 所 有 権 の 期間 中 に 
えら れ た 賃貸 契約 に 適用 され る も の と する 。 


第 1873-8 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


管 理 者 の 権限 を 超え る 決定 は 、 管 理 者 を 除い て 全会 一 致 
で 行わ れる も の と し 、 管 理 者 自身 が 未 分 割 の 共有 者 で 
ある 場合 は 、 第 81$ 条 の 4、 第 815 条 の 5 お よび 第 815 条 の 6 
に 定め る 救済 措 帝 を 行使 する こと が で きる 。 


分 割 さ れ て いな い 共 有 者 の 中 に 無能 力 の 未成 年 者 また 
は 成年 者 が いる 場合 、 前 項 で 言及 され た 決定 は 、 彼 ら 
の た め に 規定 され た 保護 規則 の 適用 を 生じ させ る 。 


無能 力 者 が いな い 場 合 、 あ る 種 の 決定 が 全員 一 致 で な 
く と も 行わ れる こと を 、 未 分 割 の 共有 者 の 問 で 合意 

る こと が で きる 。 た だ し 、 上 記 の 第 815 条 第 4 項 お よび 
第 815 条 第 $ 項 に よ る 場合 を 除き 、 未 分 割 の 財産 は 未 分 割 
の 共有 者 全員 の 合意 な し に は 、 こ れ を 譲り 渡す こと が 
で き がい 


第 1873-9 条 


未 分 割 の 共有 契約 は 、 複 数 の 管理 者 が いる 場合 の 管理 方 
法 を 規定 する こと が で き る 。 特別 な 規定 が な い 場 合 、 
管理 者 は 、 各 自 が 取引 成立 前 に 異議 を 唱え る 権利 を 除 
き 、 第 1873-6 条 に 規定 する 権限 を 別々 に 保持 する も の と 
の 。 


第 1873-10 条 


第 10 条 マネ ジャ ー は 、 別 段 の 合意 が な い 限 り 、 そ の 業 
務 に 対し て 報酬 を 受け る 権利 を 有する 。 そ の 条件 は 、 
関係 者 を 排除 し て 、 未 分 割 の 共同 所 有 者 に より 、 ま た 
は 、 そ う で な い 場 合 は 、 仮 に 対決 を 下 し た 裁 記 所長 に 
より 決定 され る も の と する 。 


経営 者 は 、 そ の 経営 に お いて 犯し た 過失 に つい て 代理 
人 と し て 責任 を 負う も の と する 。 


第 1873-11 条 


各 未 分 割 共有 者 は 、 管 理 に 関す る すべ て の 文書 の 伝達 を 
要求 する こと が で き る 。 管理 人 は 、 年 に 一 度 、 未 分 割 共 
有 者 に 対し 、 そ の 管理 に つい て 説明 し な けれ ば な ら な 
い 。 こ の 際 、 管 理 者 は 、 得 られ た 利益 と 発生 し た 、 ま 
た は 予測 され る 損失 を 書面 で 示さ な けれ ば な ら な い 。 


第 10 条 各 未 分 割 共有 者 は 、 未 分 割 財産 の 保全 の た め の 
費用 に 参加 する 義務 を 負う 。 特 別 な 合意 が な い 場 合 、 使 
用 権 お よび 享受 権 の 行使 、 な ら び に 利益 お よび 損失 の 
分 配 に は 、 本 法典 第 815 条 の 9、 第 815 条 の 10 お よび 第 81$ 
条 の 11 が 適用 され る 。 


第 1873-12 条 


未 分 割 財産 に お ける 未 分 割 共有 者 の 権利 の 全部 また は 一 
部 、 あ る い は これ ら の 財産 の 1 つま た は 複数 を 譲渡 する 
場合 、 共 有 者 は 、 本 法 第 815 条 の 14 か ら 第 815 条 の 16 お よ 
び 第 815 条 の 18 に 規定 する 先取 特権 お よび 代償 権 の 利益 
を 受け る も の と する 。 


理由 の 如何 を 問わ ず 、 未 分 割 の 株 式 が 共同 所 有 者 以外 の 
者 に 帰属 する 場合 、 契 約 は 無期 限 に 締結 され た も の と 
みな され る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1873-13 条 


未 分 割 の 共有 者 は 、 そ の うち の 1 人 が 人 死亡 し た 場合 、 
存 者 が それ ぞ れ 被 相続 人 の 株 式 を 取得 し 、 ま た は 生存 
配偶 者 も し く は その 他 の 指定 相続 人 が 、 取 得 ま た は 割 
り 当て 時 の 株 式 の 価値 を 相続 に 考慮 する こと を 条件 
に 、 そ の 株 式 を 自分 に 割り 当て る こと が で きる こと を 
合意 する こと が で きる 。 


数 人 の 未 分 割 の 共有 者 また は 数 人 の 相続 人 が 同時 に 取得 
また は 帰属 の 権利 を 行使 し た 場合 、 こ れ ら の 者 は 、 列 
段 の 合意 が な い 限 り 、 未 分 割 の 共有 また は 相続 に お け 
る それ ぞ れ の 権利 に 応じ て 被 相続 人 の 持分 を 共に 取得 
し た も の と みな され る 。 


本 条 の 規定 は 、 第 831 条 か ら 第 832 条 の 2 まで の 規定 の 適 
用 を 害する こと が で き な い 。 


第 1873-14 条 


取得 権 ま た は 帰属 権 は 、 そ の 受益 者 が 味方 の 正式 な 通知 
を 受け た 日 か ら 1 ヶ月 以内 に 、 生 存する 未 分 割 共有 者 お 
よび 被 相続 人 の 相続 人 へ の 通知 に よっ て 行使 し な か っ 
た 場合 に は 、 失 効 す る 。 こ の 正式 な 通知 自体 は 、 「 遺 
産 」 の 表題 に 規定 され て いる 目録 作成 お よび 審議 の た 
め の 期 間 が 満了 する 前 に 行う こと は で き な い 。 


取得 また は 配分 の オプ ショ ン の 規定 が な い 場 合 、 ま た 

は その オプ ショ ン が 失効 し た 場合 、 被 相続 人 の 持分 は 

その 相続 人 また は 疹 出 人 に 帰属 する 。 こ の 場合 、 遺 産 分 
割 協議 は 相続 開始 の 日 か ら 無 期限 で 締結 され た も の と 

みな され る 。 


第 1873-1S 条 


第 815-17 条 は 、 未 分 割 の 共有 者 の 債権 者 だ け で な く 、 未 
分 割 の 共有 者 の 個人 債権 者 に も 適用 され る 。 


し か し 、 後 者 は 、 そ の 債務 者 が 自ら 分 割 を 実現 で きる 

場合 を 除き 、 分 割 を 実現 する こと は で き な い 。 そ の 他 

の 場合 は 、 民 事 訴 訟 法 が 定め る 形式 に 従っ て 、 未 分 割 財 
産 に お ける 債務 者 の 持分 の 差し 押さ えと 売却 を 追求 す 

る こと が で きる 。 こ の 場合 、 第 1873-12 条 の 規定 が 適用 
され る 。 


第 2 章 : 未 分 割 の 権利 の 行使 に 関連 する 契約 
用 益 権 者 の 立会 い の も と で 行わ れる 。 
第 1873-16 条 


未 分 割 の 財産 が 用 益 権 に よっ て 担保 され て いる 場合 、 
原則 と し て 前 章 の 規定 に 従う が 、 協 定 は 、 裸 の 所 有 者 の 
間 、 用 谷 権 者 の 間 、 ま た は それ ら の 各々 の 間 で 締結 す 
る こと が で きる 。 

の 間 で 締結 する こと が で きる 。 の 所 有 者 は 、 不 動産 の 
使用 を 受け る 権利 を 有 し 、 用 益 権 者 の 所 有 者 は 、 不 動産 
の 使用 を 受け る 権利 を 有 し 、 用 益 権 者 の 所 有 者 は 、 不 動 
産 の 使用 を 受け る 権利 を 有する 。 


第 1873-17 条 


用 益 権 者 が 契約 の 当事者 で な か っ た 場合 、 未 分 割 所 有 権 
の 管理 者 と 取引 し た 第 三 者 は 、 用 益 権 者 を 害する た め 

に 、 裸 所 有 者 か ら 付 七 され た 権限 を 援用 する こと は で 

さき 2 ま いう 


第 1873-18 条 


第 20 条 用 人 益 権 者 と 宰 所 有 者 と の 間 の 契約 に お いて 、 意 

思 決定 が 人 数 お よび 株 式 の 過半 数 に よっ て 行わ れる こ 

と が 規定 され て いる 場合 、 当 事 者 が 列 段 の 合意 を し な 

い 限 り 、 株 式 に 付随 する 議決 権 は 用 益 権 者 と 宰 所 有 者 の 
間 で 半分 ずつ に 分 けら れる も の と する 。 


第 582 条 以降 に 規定 され る 用 益 権 者 の 義務 を 超え る 支出 
は 、 契 約 自 体 ま た は その 後 の 証書 に よっ て 世 えら れ た 
その 同意 に よっ て の み 拘 束 さ れる 。 


未 分 割 不動 産 の 完全 所 有 権 の 譲渡 は 、 売 却 を 追及 する 権 
利 を 有する 債権 者 に よる 場合 を 除き 、 用 准 権 者 の 同意 が 
が ( れ ほ 行う こと の で き が い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か 方 法 
第 10 編 : ロー ン 
第 1874 条 


こ は 2 種 類 ある 。 
破壊 され る こと な く 使 用 で きる も の 。 
使用 する こと に よっ て 消費 され る も の 。 
最初 の 種類 は 、 使用 貨 借 」 と 呼ば れる 。 


も う ひ と つ は 消費 貸借 」、 あ る い は 単に 「 貸 借 」 と 
呼ば れる 。 


第 1 章 : 使用 貸借 、 ま た は コモ ディ ティ 

第 1 節 : 使用 貸借 の 性 質 

第 187S 条 

使用 貸借 と は 、 当 事 者 の 一 方 が 他方 に 物 を 引き 渡し て 使 


用 させ 、 使 用 後に 借主 が それ を 返還 する こと を 条件 と 
する 契約 の こと で ある 。 


第 1876 条 


この ロー ン は 基本 的 に 無料 で す 。 


第 1877 条 


貸し 手 は 貸し た 物 の 所 有 者 の まま で ある 。 


第 1878 条 
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年 04 月 1 日 

市 販 さ れ て いる も の で 、 使 用 に よっ て 消費 され な いも 
の は 、 本 契約 の 対象 と する こと が で きる 。 


第 1879 条 


使用 貸借 に よっ て 形成 され た 債務 は 、 貸 主 の 相続 人 、 借 
主 の 相続 人 に 承継 され る 。 


し か し 、 借 主 の 対価 と し て 、 借 主 個 人 に 対し て の み 貸 
付 が 行わ れ た 場合 、 そ の 相続 人 は 貸 紀 され た も の を 享 
受 し 続け る こと は で き な い 。 


第 2 人 節 : 借主 の コミ ッ ト メ ント 
第 1880 条 


借り 手 は 、 貸 互 さ れ た 物 の 保管 と 保存 に 相当 の 注意 を 払 
う 義務 が ある 。 ま た 、 そ の 性質 や 胡 約 に よっ て 定め ら 

れ た 目的 の た め に の み 使 用 する こと が で きる 。 も し 損 

害 賠償 が 発生 し た 場合 に は 、 こ れ ら すべ て を 負担 し な 

けれ ば な ら な い 。 


第 1881 条 


借り た 人 が 別 の 目的 で 使用 し た り 、 予 定 よ り 長 く 使 用 
し た り し た 場合 、 偶 然 で あっ て も 発生 し た 損失 に つい 
て 責任 を 負う も の と する 。 


第 1882 条 


貸 紀 され た も の が 大 変 地異 に よっ て 減 失 し 、 借 主 が 自 
己 の も の を 使用 する こと に よっ て 確保 で きた 場合 、 あ 
る い は 一 方 し か 保持 で き な い た め に 自己 の も の を 優先 
し た 場合 に は 、 他 方 の 損失 を 賠償 する 責任 を 負う も の 
る の の 


第 1883 条 


物 を 貸し て 評価 し た 場合 、 偶 然 で も あっ て も 発生 し た 損 


失 は 、 反 対 の 合意 が な い 限 り 、 借 主 の も の で ある 。 
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第 1884 条 


物 が 借り た 用 途 の 単なる 効果 に よっ て 劣化 し 、 借 主 側 
に 何 の 過 和 失 も な い 場 合 は 、 そ の 劣化 に つい て 責任 を 負 
ね お がい 。 


第 188S 条 


借主 は 、 貸 主 が 借り た も の の 補償 の た め に 、 そ の 物 を 
保持 する こと は で き な い 。 


第 1886 条 


借り 手 が そ の 物 を 使用 する た め に 何ら か の 支出 を し た 
場合 、 そ れ を 鏡 り 返す こと は で き な い 。 


第 1887 条 


数 人 が 共同 で 同じ 物 を 借り た 場合 、 彼 ら は 貸主 に 対し 
て 連 常 し て 責任 を 負う 。 


第 3 節 : 使用 の た め に 貸し た 人 の 約束事 。 
第 1888 条 


貸主 は 、 合 意 し た 期間 の 後 、 あ る い は 合意 が な い 場 合 
は 借り た 目的 を 果たし た 後に の み 、 貸 し た も の を 引き 
出す こと が で きる 。 


第 1889 条 


それ に も か か わら ず 、 こ の 期間 中 、 ま た は 借り 手 の 必 
要 性 が な く な る 前 に 、 貸 し 手 が そ の 物 に 対し て 忠 急 か 
つ 不 測 の 必要 性 が 生じ た 場合 、 裁 麟 所 は 、 状 況 に 応じ 
て 、 借 り 手 に その 返 思 を 要求 する こと が で きる 。 
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年 04 月 1 日 
第 1890 条 
貸付 け 期 間 中 に 、 借 主 が 物 の 保全 の た め に 、 異 常 で 必要 
か つ 緊 急 の 費用 を 負担 し 、 和則 半生 お に の が で き 


な か っ た と き は 、 借 主 は これ を 弁済 する 義務 を 負う も 
の と する 。 


第 1891 条 


貸し た 物 に 使用 する 者 に 危 天 を 加え る よう な 人 欠陥 が あ 
る 場合 、 貸 主 が その 欠陥 を 知り な が ら 借 主 に 警告 し な 
か っ た 場合 は 、 貸 主 に 責任 が ある 。 


第 2 章 : 消費 者 ロー ン 、 ま た は 簡易 ロー ン 

第 1 節 : 消費 者 金融 の 性 質 

第 1892 条 

消費 者 ロー ン と は 、 当 事 者 の 一 方 が 他方 に 対し て 、 使 用 
に よっ て 消費 され る 一 定 の 数 量 の 物 を 、 後 者 が 同じ 種 


類 と 品 買 の も の を 同じ 数 だ け 返 すこ と を 条件 と し て 、 
引き 渡す 契約 の こと で ある 。 


第 1893 条 


この 貸借 の 効果 に より 、 借 り 手 は 貸し た 物 の 所 有 者 と 
な り 、 こ の 損 欠 が どの よう な 形 で 発生 し よう と も 、 そ 
れ が 滅び る の は 彼 の た めで ある 。 


第 1894 条 


同じ 種類 で あっ て も 、 動 物 の よう に 守 な る も の は 、 消 
費 の た め の 貸 王 と し て 革 えて は な ら な い 。 


第 189S 条 
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2022 年 04 月 15 日 


金銭 の 貸付 か ら 生じ る 債務 は 、 常 に 契約 に 記載 され た 
金額 の み で ある 。 


支払 時 前 に 現金 の 増減 が あっ た 場合 、 債 務 者 は 貸し た 人 金 


額 を 返さ な けれ ば な ら ず 、 支払 時 の 現金 の うち その 人 金 
額 の み を 返さ な けれ ば な ら な い 。 


第 1896 条 


前 条 の 規定 は 、 貸 付け が 地 金 で 行わ れ た 場合 に は 適用 
され な い 。 


第 1897 条 


イン ゴット や 商品 を 貸し た 場合 、 そ の 価格 の 増減 に か 
か わら ず 、 債 務 者 は 常に 同じ 量 と 質 を 返さ な けれ ば な 
ら ず 、 そ れ だ け を 返さ な けれ ば な ら な い 。 


第 2 人 節 : 貸主 の 義務 。 
第 1 898 条 


消費 者 金融 の 場合 、 貸 主 は 使用 貸借 に つい て 第 1891 条 で 
定め た 責任 に 拘束 され る 。 


第 1899 条 


貸し 手 は 、 合 意 し た 期間 以前 に 貸し た も の を 取り 戻す 
こと は で き な い 。 


第 1900 条 


返 志 の た め の 期 間 が 定め られ て いな い 場 合 、 裁 鹿 表 は 
状況 に 応じ て 借主 に 眉 延 を 記 め る こと が で き る 。 


第 1901 条 
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借主 が 支払 える と き 、 ま た は 支払 える 手段 を 有する と 

き に 支払 うと いう 合意 の み が な され て いる 場合 、 才 半 
巨 は 状況 に 応じ て 支払 期限 を 定め る も の と する 。 


第 3 節 : 借り 手 の コ ミッ トメ ント 


第 1902 条 


借り 手 は 、 貸 し た も の を 、 同 じ 量 と 質 で 、 約 東 の 時 期 
に 返す 義務 が ある 。 


第 1903 条 


それ が で き な い 場合 、 契 約 に 従っ て 返却 され る は ず 
だ っ た 時 間 と 場所 に 関す る 物 の 価値 を 支払 う 義 務 が あ 
る 。 


その 時 と 場所 が 定まっ て いな い 場 合 は 、 貸 王 され た 時 
と 場所 の 値段 で 支払 いま す 。 


第 1904 条 


借主 が 合意 し た 時 刻 に 貸し た 物 ま た は その 価値 を 返さ 
な い 場 合 、 右 喚 状 また は 裁 鹿 所 の 命 信 が あっ た 日 か ら 
利 皿 を 支払 う も の と する 。 


第 3 章 利子 付き の ロー ン 
第 190S 条 


金銭 、 物 品 、 そ の 他 の 動産 を 単純 に 貸し 付け る 場合 、 利 
皿 を 規定 する こと が 認め られ て いる 。 


第 1906 条 


規定 され て いな い 利 候 を 支払 っ た 借り 手 は 、 こ れ を 繰 
り 返 し 、 ま た は 元 本 と 相殺 する こと が で き な い 。 
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第 1907 条 


利息 は 、 法 定 利 息 ま た は 契約 利 四 と する 。 法 定 利息 は 法 
律 で 定め られ て いる 。 契約 利 皿 は 、 法 律 で 禁止 され て 
いな い 限 り 、 法 律 で 定め られ た 利息 を 超え る こと が で 
きる 。 


契約 上 の 金利 は 書面 で 定め な けれ ば な ら な い 、。 


第 1908 条 


利息 の 留保 な し に な され た 資本 の 放出 は 、 文 払 を 前 提 
と し 、 そ の 放出 に 影響 を 及ぼ す 。 


第 1909 条 

貸主 が 要求 する こと を 禁じ られ て いる 資本 金 の 見 返り 
と し て 、 利 息 を 規定 する こと が で きる 。 

この 場合 、 貸 付 金 は 「 ア ニュ イ テ ィ 」 と 呼ば れる 。 
第 1910 条 


この アニ ュ イ ティ の 構成 に は 、 氷 続 的 な も の と 終身 的 
な も の の 二 通 り が ある 。 


第 1911 条 
氷 久 に 構成 され る 年 金 は 、 基 本 的 に 償 選 可能 で ある 。 


た だ し 、 償 選 は 10 年 を 超え な い 期 間 、 ま た は 債権 者 に 
通知 する こと な く 、 当 事 者 が 決め た 期限 まで に 行わ れ 
な いこ と に 合意 する 必要 が あり ます 。 


第 1912 条 


第 20 条 氷 年 年 金 の 債務 者 は 、 そ の 償 選 を 強制 され る こ 
と が ある 。1? 2 年 間 義 務 を 果たさ な か っ た 場合 。 民 法 - 
2022 年 3 月 2 日 最終 修正 - 2022 年 4 月 13 日 文書 作成 

2? 契約 に よっ て 約束 され た 証券 を 貸主 に 提供 し な い 場 
の へ 、 


F ゴ o 


第 1913 条 


氷 久 に 構成 され る 年 金 の 資本 は 、 債 務 者 が 破産 また は 支 
払 不 能 に 陥っ た 場合 に も 文 払わ れる よう に な る 。 


第 1914 条 


終身 年 金 に 関す る 規則 は 、「 ラ ンダ ム 契 約 」 の タイ ト 
ル に 記載 され て いる 。 
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第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か 方 法 

第 11 編 : 寄託 と 差押 え 

第 1 章 : 一 般 的 な 預金 と その 様々 な 種類 

第 191S 条 

預金 と は 、 一 般 に 、 人 が 他人 か ら 何 か を 受け 取る 行為 


で 、 そ れ を 保管 し 、 現 物 で 返す 義務 を 負う も の で あ 
る 。 


第 1916 条 
預託 に は 、 正 預託 と 差 入 預 託 の 2 種類 が ある 。 
第 2 章 : 正 預金 


第 1 節 : 保証 金 下 約 の 性 質 と 本 質 
第 1917 条 


預金 その も の は 本 催 的 に 無償 の 契約 で ある 。 


第 1918 条 


動産 を 目的 物 と する こと し か で き な い 。 


第 1919 条 

寄託 は 、 寄 託 物 の 現実 の 引渡 し また は 人 架空 の 引渡 し に 
よっ て の み 完 成す る 。 

寄託 者 が 、 寄 託 と し て 残す こと に 同意 し た 物 を 、 他 の 
何ら か の 根拠 で すでに 商 入 れ し て いる 場合 に は 、 架 空 
の 引渡 し で 十分 で ある 。 
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第 1920 条 


供託 は 任意 また は 必要 で ある 。 


第 2 節 : 任意 で 預け る 。 


第 1921 条 


任意 の 供託 と は 、 供 託す る 側 と 供託 を 受け る 側 の 双方 
の 同意 に よっ て 成立 する も の で す 。 


第 1922 条 


任意 供託 は 、 供 託 物 の 所 有 者 、 ま た は その 明示 も し く 
は 黙示 の 同意 に よっ て の み 、 規 則 的 に 行う こと が で き 
の 3 


第 1924 条 


寄託 が 第 1359 条 に 規定 され た 金額 を 超え る 場合 、 書 面 に 
よっ て 証明 され な いと き は 、 寄 託 者 と し て 異議 を 申し 
立て られ た 者 は 、 寄 託 の 事実 その も の 、 寄 託 の 目的 で 
あっ た 物 、 ま た は その 返還 の 事実 の いずれ に つい て 
も 、 そ の 申告 を 倍 じ る も の と され る 。 


第 192S 条 


任意 寄託 は 、 契 約 可能 な 者 間 に お いて の み 行 われ る 。 


義人 

、 そ の 者 は 真 の 預託 者 の すべ て の 義務 に 拘束 さ 
了 預託 を 行っ た 者 の 家庭 教師 また は 年 賞 理 人 か ら 訴 え 
られ る こと が ある 。 


第 1926 条 
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年 04 月 1 日 

寄託 が 能力 者 か ら 能 力 者 で な い 者 に な され た 場合 、 還 
託し た 者 は 、 寄 託し た も の が 寄託 者 の 手元 に 存在 する 
限り 、 そ の 返 世 の 訴え 、 ま た は 後者 に 生じ た 人 額 を 限度 
と する 返 二 の 訴え の み を 行う こと が で き る 。 


第 3 節 : 寄託 者 の 義務 
第 1927 条 
寄託 者 は 、 寄 託さ れ た も の の 保管 に つい て 、 自 己 に 属 


する も の の 保管 と 同様 の 注意 を 払わ な けれ ば な ら な 
0 


第 1928 条 


前 条 の 規定 は 、 よ り 厳 格 に 適用 され る も の と する 。(1) 
寄託 者 が 寄託 物 を 受け 取る こと を 申し 出 た 場合 2) 寄託 
物 の 保管 の た め の 給 后 を 定め た 場合 


3⑬) 寄託 が も っ ぱら 寄託 者 の 利益 の た め に 行わ れ た 場合 
(④) 寄託 者 が いか な る 種類 の 障害 に 対し て も 責任 を 負う 
こと が 明示 的 に 合意 され て いる 場合 。 


第 1929 条 


寄託 者 は 、 不 可 抗 力 に よ る 事故 に つい て は 、 寄 託 物 を 返 
選 す る よう 通知 され て いな い 限 り 、 い か な る 場合 も 責 


任 を 負わ な い 。 


第 1930 条 


奇 託 者 は 、 奇 託 者 の 明示 また は 推定 され た 許可 な し 
に 、 寄 託 物 を 使用 する こと は で きま せん 。 


第 1931 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


密閉 され た 金庫 や 封書 で 預け られ た 場合 、 預 けら れ た 
物 を 知る の うと する こと は で きか がい 。 


第 1932 条 


寄託 者 は 、 受 け 取 っ た も の と 同じ も の を 返さ な けれ ば 
な ら な い 。 


し た が っ て 、 金 銭 の 預託 は 、 そ の 価値 が 増加 し た 場合 
に も 減少 し た 場合 に も 、 預 けた の と 同じ 種 で 返 世 し な 
けれ ば な ら な い 、。 


第 1933 条 


寄託 者 は 、 寄 託さ れ た 物 を 返 選 の 時 の 状態 で 返還 する 義 
務 し か な い 。 そ の 過失 に よら な い 劣 化 は 、 寄 託 者 が 負 
担 す る も の と する 。 


第 1934 条 


不可 抗力 に よっ て 物 を 取り 上 げ ら れ 、 そ の 代わ り に 代 
金 や め 何 か を 受け 取っ た 寄託 者 は 、 そ の 対価 と し て 受け 
取っ た も の を 返 志 し な けれ ば な ら な い 。 


第 193S 条 


寄託 を 知ら ず に 善意 で 物 を 売っ た 寄託 者 の 相続 人 は 、 受 
け 取 っ た 代価 を 返 世 する か 、 代 価 を 受け 取っ て いな い 
場合 は 、 買 主 に 対す る 訴え を 譲り 受け る 義務 し か な 

い 、。 


第 1936 条 


寄託 され た も の が 果実 を 生じ 、 そ れ が 寄託 者 に よっ て 
回 収 さ れ た 場合 、 寄 託 者 は これ を 返 選 する 義務 を 負 
う 。 寄 託 者 は 、 返 選 す る よう 通告 され た 日 か ら の 利息 
を 除い て 、 寄 託さ れ た 金銭 に 対し て いか な る 利息 も 負 
わな いも の と する 。 


第 1937 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

寄託 者 は 、 寄 託さ れ た 物 を 、 そ れ を 預け た 者 、 寄 託 の 
名 義人 、 ま た は それ を 受け 取る よう に 指示 され た 者 に 
の み 返 世 し な けれ ば な ら な い 。 


第 1938 条 


預け られ た 物 の 所 有 者 が 自分 で ある こと の 証明 を 、 預 
けた 者 に 要求 する こと は で き な い 。 


それ に も か か わら ず 、 そ の 物 が 盗ま れ た こと 、 お よび 
上 真 の 所 有 者 が 誰 で ある か を 発見 し た 場合 、 そ の 者 は 、 
指定 され た 十分 な 時 間 内 に それ を 請求 する 召喚 状 と と 
も に 、 そ の 者 に 行わ れ た 預金 を 報告 し な けれ ば な ら な 
い 。 報告 を 受け た 者 が 奇 託 物 を 引き 取る こと を 怠っ た 
場合 、 寄 託 者 は 寄託 物 を 受け 取っ た 者 に 寄託 する 伝統 に 
より 、 有 効 に 免除 され る 。 


第 1939 条 


奇 託 を し た 者 が 死亡 し た 場合 、 寄 託さ れ た も の は その 
相続 人 に の み 返 攻 する こと が で きる 。 


相続 人 が 数 人 いる 場合 は 、 そ れ ぞ れ の 相続 人 に その 分 
け 前 と 分 を 返 選 し な けれ ば な ら な い 、。 


けら れ た も の な が 分 割 不可 能 な 場合 、 相 続 人 は それ を 
け 取 る こと に 同意 し な けれ ば な ら な い 、。 


項 
受 


第 1940 条 


預金 を し た 者 が 交 理 権 を 系 奪 され た 場合 、 預 金 は 預金 者 
の 財産 の 管理 権 を 持つ 者 に の み 返 選 す る こと が で き 
る 。 


第 1941 条 


預金 が 後見 人 また は 管理 人 の いずれ か の 資格 で 行わ れ 
た 場合 、 そ の 管理 また は 運営 を 終了 し た 場合 、 こ の 後 
見 人 また は 管理 人 が 代表 する 人 に の み 返 世 す る こと が 
で きま す 。 


第 1942 条 


寄託 契約 に お いて 返 培 すべ き 場 所 が 指定 され て いる 場 
合 、 寄 託 者 は そこ に 寄託 され た も の を 引き 取る 義務 を 
負う 。 輸送 費 が 発生 する 場合 は 、 寄 託 者 の 負担 と する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1943 条 


契約 で 返 選 場所 を 定め て いな い 場 合 は 、 預 けた 場所 で 
行わ な けれ ば な ら な い 。 


第 1944 条 


寄託 物 は 、 寄 託 者 の 手元 に 差押 えま た は 寄託 物 の 返還 お 
よび 除去 に 対す る 異議 申し 立て が 存在 し な い 限 り 、 契 
約 で 返 志 期限 が 定め られ て いた と し て も 、 寄 託 者 が そ 
れ を 請求 する と 同時 に 返 選 され な けれ ば な ら な い 。 


第 194S 条 


不誠実 な 寄託 者 は 、 譲 渡 の 利益 を 受け る こと が で き な 
も 


第 1946 条 


奇 託 者 の 義務 は 、 寄 託 物 の 所 有 者 が 自分 自身 で ある こと 
を 発見 し 証明 し た 場合 、 す べ て 停止 する 。 


第 4 節 : 寄託 が 行わ れ た 者 の 義務 。 
第 1947 条 


寄託 を し た 者 は 、 寄 託 物 の 保存 の た め に 寄託 者 が 負担 
し た 費用 を 弁済 し 、 寄 託 が 寄託 者 に 及ぼ し た すべ て の 
損失 を 補償 する 義務 を 負う 。 


第 1948 条 


寄託 者 は 、 寄 託 に 関し て 自己 に 支払 うべ きも の か が 完全 
に 支払 われ る まで 、 寄 託 を 留保 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 $ 節 : 必要 な 預託 金 

第 1949 条 

必要 的 供託 と は 、 火 災 、 破 滅 、 略 奪 、 難 破 、 そ の 他 の 不 


測 の 事態 な ど 、 何 ら か の 事故 に よっ て 強制 され た 供託 
の こと で ある 。 


第 19S0 条 


必要 預託 金 に つい て は 、 第 139 条 に 規定 され た 金額 よ 
り 大 きい 場合 で あっ て も 、 証 人 に よる 証拠 を 受け 取る 
っ と ので G き る ②。 


第 19S1 条 


必要 預託 金 に つい て は 、 先 に 巡 べ た すべ て の 規則 に 従 
2。 


第 19S2 条 


旅館 や ホテ ル の 経営 者 は 、 宿 泊 す る 旅行 者 が その 施設 
に 持ち 込ん だ 衣類 、 荷 物 、 雑 多 な 物 に 対し て 保管 者 と し 
て の 責任 を 負っ て お り 、 こ れ ら の 種類 の 物 の 預託 は 必 
要 な 預託 と みな され な けれ ば な ら な い 。 


第 19S3 条 


これ ら の 物品 が 盗難 に 遭い また は 勤 損 され た 場合 、 
その 原因 が 従業 員 に よる も の か 、 ま た は ホテ ル 内 に 出 
入り する 第 三 者 に よる も の か を 問わ ず 、 そ の 責任 を 負 
わな けれ ば な り ま せん 。 


この 責任 は 、 こ れ に 反する いか な る 条項 に も か か わら 
ず 、 彼 ら の 手 に 預け られ た 、 あ る い は 正当 な 理由 な く 
受け 取り を 拒否 し た 、 あ ら ゆ る 種類 の 物品 に 対す る 次 
難 ま た は 損害 の 場合 に は 、 無 制限 と し ます 。 


その 他 の すべ て の 場合 に お いて 、 旅 行者 が 被っ た 損害 
が 宿泊 者 又は 宿泊 者 が 責任 を 負う べき 者 の 過失 に よる 
も の で ある こと を 旅行 者 が 証明 する 場合 を 除き 、 従 来 
の いか な る 低い 制限 も 排除 し て 、1 日 あたり の 宿泊 施設 
の 賃貸 価格 の 100 僅 に 相当 する 額 を 上 限 と し ます 。 


第 19S4 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 10 条 休 屋 また は ょ ホテ ル 経 営 者 は 、 そ の 主張 する 事実 
を 証明 で きる 場合 に 限り 、 8 


損害 、 NO の また は 部 徳行 為 か ら 生 じ た 損 失 
人 に 2 いて 鞭 住む 人 お な いね の と する 、 


第 1953 条 の 規定 に か か わら ず 、 旅 館 経 営 者 また は ホテ 
ル 経 営 者 は 、 私 的 な 楽し み を 有する 敷地 内 に 駐車 され 
た 車両 に 残さ れ た 物 に つい て 、1 日 あたり の 宿泊 施設 の 
賃貸 価格 の 50 倍 を 上 限 と し て 責任 を 負う 。 


1952 条 と 1953 条 は 、 生 き て いる 動物 に は 適用 され な 
UN 


第 3 章 押収 
第 1 節 : 様々 な 種類 の 差押 え 
第 19sS 条 


封じ 込め に は 、 従 来 型 と 司法 型 が ある 。 


第 2 節 : 従来 型 の 強制 執行 
第 19S6 条 


従来 型 の 差押 え は 、1 人 また は 複数 の 人 が 係争 物 を 第 三 
者 の 手 に 預け 、 係 争 終 了 後 に それ を 権利 者 と みな され 
る 人 に 返 世 する こと を 約束 する こと で ある 。 


第 19S7 条 


遺 茎 は 無償 で あっ て は な ら な い 。 


第 19S8 条 


無償 で ある 場合 、 以 下 に 示す 相違 点 を 除き 、 そ の よう 
な 預金 に 関す る 規則 に 従う も の と する 。 
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年 04 月 1 日 
第 19s9 条 


差押 え の 対象 は 、 動 産 だ け で な く 、 不 動産 で あっ て も 
よい 。 


第 1960 条 


差押 え を 委託 され た 預託 者 は 、 紛 人 争 が 終了 する 前 、 利 害 
関係 人 全員 の 同意 が ある 場合 、 ま た は 正当 と 認め られ 


る 理由 が ある 場合 に 限り 、 そ の 任 を 解く こと が で き 
る 。 


第 3 飾 : 隔離 また は 司法 供託 

第 1961 条 

司法 は 、 以 下 の も の の 隅 離 を 命ずる こと が で き る 。 
19 債務 者 か ら 差 し 押さ えた 家具 : 


2? 二 人 以上 の 者 の 間 で 所 有 権 ま た は 占有 権 が 争わ れ て 
いる 人 不動 串 ま た は 動産 


3 債務 者 が 釈放 の た め に 提供 し た も の 。 
第 1962 条 


司法 保管 人 の 設 連 は 、 拘 束 者 と 保管 人 の 間 に 相 互 の 義務 
を 生じ させ る 。 

保管 人 は 、 押 収 さ れ た 物品 を 保存 する た め に 相当 の 注 
意 を 払わ な けれ ば な ら な い 、。 


保管 人 は 、 売 却 の た め に 差押 人 に 代わ っ て 、 ま た は 差 
押え の 解除 の た め に 執行 を 受け た 当事者 に 、 そ れ ら を 
代理 し な けれ ば な ら な い 。 


第 20 条 財産 管理 人 の 義務 は 、 法 律 で 定め られ た 給 互 を 
賞 理 人 に 文 払う こと で ある 。 


第 1963 条 
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年 04 月 1 日 

裁 記 上 の 隅 離 は 、 当 事 者 が 合意 し た 者 、 ま た は 裁 半 官 が 
職権 で 任命 し た 者 の いずれ か に 行わ れる 。 


いずれ の 場合 も 、 物 が 託さ れ た 者 は 、 通 常 の 隅 訂 の す 
べ て の 義務 に 服 する 。 
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第 3 巻 : 財産 取得 の さま ざま か 方 法 
第 12 仙 : ラン ダム な 契約 

第 1 章 : ギャ ン ブ ル と 賭け 事 

第 196S 条 


法律 で は 、 ギ ャ ン ブ ル の 負債 や 賭け 金 の 支払 い に 対す 
る 訴え は 認め られ て いな い 。 


第 1966 条 


武 閉 を 行使 する の に 適し た ゲー ム 、 足 また は 馬 の レ ー 


ス 、 戦 車 レ ー ス 、 手 の ひら の ゲー ム 、 そ の 他 こ れ と 同 
じ 性 質 の ゲー ム で 、 技 量 と 身体 の 運動 に 関係 する も の 
は 、 前 記 の 規定 か ら 除 外さ れる 。 


た だ し 、 そ の 人 額 が 過大 と 思わ れる と き は 、 裁 麟 所 は そ 
の 請求 を 拒む こと が で き る 。 


第 1967 条 


勝者 の 側 に 詐欺 、 基 皿 、 詐 欺 行為 が あっ た 場合 を 除き 、 
敗者 は いか な る 場合 に も 自発 的 に 文 払っ た も の を 繰り 
収 あ と は できない 。 


第 2 章 終身 年 金 契 約 
第 1 節 : 契約 の 有効 性 に 必要 な 条件 
第 1968 条 


終身 年 金 は 、 金 銭 、 有 償 動 産 、 ま た は 不動 産 を 目的 と す 
る と が で きる 。 


第 1969 条 
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また 、 純 粋 に 無償 で 、 生 前 贈 ま た は 遺 豆 に よっ て 構 
成 さ れる こと も ある 。 そ の 場合 、 法 律 で 定め られ た 形 


式 で な けれ ば な ら な い 。 


第 1970 条 


前 条 の 場合 、 終 身 年 金 は 、 処 分 する こと が 許さ れる 人 額 
を 超え て いれ ば 減額 され 、 受 領 不能 者 の 利益 の た め の 
も の で あれ は ば 無 効 で ある 。 


第 1971 条 


終身 年 金 は 、 代 価 を 支払 う 者 の 生命 また は それ を 享受 
する 権利 を 有 し な い 第 三 者 の 生命 を 対象 と し て 構成 す 
る こと が で きる 。 


第 1972 条 


終身 年 金 は せ 、1 人 また は 2 人 以上 の 生命 を 対象 と し て 構成 
の ② 選 の が で きる 。 


第 1973 条 


代価 は 他人 か ら 提 供 さ れる が 、 第 三 者 の た め に 構成 さ 
れる こと が ある 。 


後者 の 場合 、 贈 五 の 性 質 を 持つ が 、 第 1970 条 に 規定 され 
た 減額 と 無効 の 場合 を 除き 、 贈 に 必要 な 書式 に 従わ な 
も)。 


年 金 が 生存 配偶 者 の た め に 可逆 的 で ある と 規定 され て 
いる 場合 、 配 偶 者 また は その 一 方 に よっ て 構成 され て 
いる か どう か に か か わら ず 、 可 逆 条 項 に は 、 自 由 意 思 
の 特徴 また は 貴重 な 対価 を 得る た め の 行為 の 特徴 が あ 
る 協 合 が ある 。 

後者 の 場合 、 復 帰 の 受益 者 が 共同 体 又は 先住 者 の 遺産 に 
対し て 負う 報酬 又は 補償 は 、 年 金 の 復帰 額 と 等 し く な 

る 。 配 偶 者 が 列 段 の 合意 を し な い 限 り 、 復 帰 権 は 無償 で 
付与 され た も の と 推定 され る 。 


第 1974 条 


契約 日 に 死亡 し て いた 者 の 生命 を 対象 と し て 作成 され 
た 終身 年 金 契約 は 、 そ の 効力 を 有 し な い 。 
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第 197S 条 


契約 の 日 か ら 20 日 以内 に 死亡 し た 疾病 に か か っ た 者 の 
生命 を 対象 と する 年 金 が 作成 され た 契約 に つい て も 、 
同様 で ある 。 


第 1976 条 


終身 年 金 は 、 契 約 当事者 が 決定 する 率 で 構成 する こと が 
で きる 。 


第 2 節 : 胡 約 当事者 間 の 契約 の 効果 。 
第 1977 条 


終身 年 金 が 定価 で 設定 され た 者 は 、 設 定 者 が その 執行 の 
た め に 定め られ た 証券 を 紀 え な いと き は 、 契 約 の 解除 
を 請求 する こと が で きる 。 


第 1978 条 


年 金 の 延滞 金 が 支払 われ な い だ け で 、 そ の 思 恵 を 受け 
て いる 者 は 、 資 本 の 払い 戻し を 要求 する 権利 、 ま た 

は 、 そ の 者 が 借り た 土地 に 再び 立ち 入る 権利 を 有する 
も の で は な い 。 


第 1979 条 


設定 者 は 、 資 本 の 返済 を 申し 出 て 、 支 払わ れ た 清 納 分 を 
回 収 する 権利 を 放棄 する こと に よっ て 、 年 金 の 支払 い 
か ら 解 放さ れる こと は な い 。 設定 者 は 、 年 金 が 構成 さ 
れ た 人 また は 人 の 全 生 涯 に わた っ て 、 こ れ ら の 人 の 生 
命 の 期間 や 年 金 の 奉仕 が どれ ほど 負担 に な っ た か に か 
か わら ず 、 年 金 を 文 払 う 義務 を 負う 。 


第 1980 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

終身 年 金 は 、 所 有 者 が 生存 し て いた 日 数 に 応じ て の み 
取得 する 。 


それ に も か か わら ず 、 前 払い する こと が 合意 され て い 
る 場合 、 文 払わ な けれ ば な ら な い 期 間 は 、 支 払い を し 
な けれ ば な ら な い 日 か ら 取 得 さ れる 。 


第 1981 条 


終身 年 金 は 、 無 償 で 構成 され た 場合 に 限り 、 不 支給 と す 
KS 


第 1983 条 


終身 年 金 の 所 有 者 は 、 そ の 存在 また は それ を 構成 し た 
者 の 存在 を 証明 する こと に よっ て の み 、 少 納 分 を 請求 
する こと が で きる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま か 方法 

第 13 編 : 委任 状 


第 1 章 : 委任 の 性 質 と 形態 
第 1984 条 
委任 状 ま た は 委任 状 は 、 あ る 人 が 別 の 人 に 、 本 人 の た 


め に 、 本 人 の 名 で 何 か を する 権限 を える 行為 で あ 
る 。 


契約 は 、 代 理 人 の 承諾 に よっ て の み 成 立 する 。 


第 198S 条 


委任 状 は 、 認 証 さ れ た 文書 に よっ て 丘 えら れる こと も 
あれ ば 、 私 文書 に よっ て 七 え られ る こと も あり 、 手 紙 
に よっ て 攻 え られ る こと も ある 。 ま た 、 日 頭 で 避 える 
こと も で きる が 、 証言 に よる 証拠 は 、「 契 約 ま た は 契 
約 上 の 義務 一 般 」 の 表題 に 従っ て の み 認 め ら れる 。 


交 任 の 受諾 は 、 委 任 者 に より 委任 が 執行 され る こと に 
より 、 難 示 的 に 行わ れる の み で ある 場合 も ある 。 


第 1986 条 


和 交 任 は 、 こ れ に 反する 合意 が な い 限 り 、 無 償 で ある 。 


第 1987 条 


委任 は 、 特 別 で 1 つの 事項 また は 特定 の 事項 の み を 対象 
と する も の と 、 一 般 的 で 本 人 の すべ て の 事項 を 対象 と 


する も の と が ある 。 


第 1988 条 


一 般 的 な 用 語 で 考え られ た 委任 状 は 、 管 理 行為 の み を 対 
象 と する 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
財産 の 譲渡 や 抵当 権 の 設定 、 そ の 他 の 所 有 権 に 関す る 行 
為 に 関す る 問題 で あれ ば 、 委 任 状 は 明示 的 で な けれ ば 
な ら な い 。 


第 1989 条 


代理 人 は 委任 状 に 記載 され た 以上 の こと を 行っ て は な 
ら な い : 妥協 する 権限 は 含ま れ な い 。 


第 1990 条 


た だ し 、 未 成年 者 の 義務 に 関す る 一 般 的 な 規則 に 従う 場 
合 を 除き 、 本 人 は 彼 に 対し て 何ら の 措置 も と る こと が 
で き な い 。 


第 2 章 : 秋 任 状 作 成 者 の 義務 


第 1 条 


代理 人 は 、 委 任 を 担当 する 限り 、 委 任 を 遂行 する 義務 を 
負い 、 そ の 不履行 か ら 生 じ る 可能 性 の ある 損害 に つい 
て 責任 を 負う 。 


また 、 本 人 の 死亡 時 に 開始 され た も の が 崩壊 する お そ 
れ が ある 場合 に は 、 そ れ を 完成 させ る 義務 を 負う 。 


第 1992 条 


代理 人 は 、 詐 欺 だ け で な く 、 そ の 管理 上 の 過失 に 対し 
て も 責任 を 負う 。 


と は いえ 、 過 失 に 対す る 責任 は 、 委 任 が 自由 で ある 者 
に 対し て は 、 給 を 受け る 者 より も 緩やか に 適用 され 
る 。 


第 1993 条 


すべ て の 代理 人 は 、 そ の 管理 に つい て 説明 し 、 代 理 権 
に よっ て 受け 取っ た すべ て の も の に つい て 、 た と え 受 
け 取 っ た も の が 本 人 に 対す る も の で な か っ た と し て 

も 、 本 人 に 説明 する 義務 を 負う 。 


第 1994 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


委任 者 は 、 財 産 の 管理 に つい て 自己 に 代わ っ て 行っ た 
者 に つい て 責任 を 負う 。1) 委任 者 が 自己 を 代理 する 権 
限 を 受け 取っ て いな い 場 合 、2) この 権限 が 人 を 指定 す 
る こと な く 委 任 者 に 世 えら れ た 場合 、 お よび 、 委 任 者 
が 選ん だ 人 が 悪名 高く 無能 力 ま た は 債務 超過 で あっ た 
場合 に 、 委 任 者 は 、 財 産 の 管理 に お いて 自己 を 代理 し た 
者 に つい て 南 任 を 負う 。 


すべ て の 場合 に お いて 、 本 人 は 委任 者 が 代理 し た 人 物 
に 対し て 古 接 行 有 硬 す る こと が で きる 。 


第 199S 条 


同一 の 行為 に よっ て 設立 され た 複数 の 代理 人 また は 代 
行者 が いる 場合 、 そ れ ら の 間 に は 、 そ れ が 表明 され て 
いる 限り に お いて の み 連 淀 が 存在 する 。 


第 1996 条 


代理 人 は 、 自 己 の 目的 の た め に 使用 し た 金額 に つい て 
は その 使用 し た 日 か ら 、 ま た 少 納 し て いる も の に つい 
て は その 疹 納 し た 日 か ら 利 息 を 支払 う 義 務 が ある 。 


第 1997 条 


この 資格 で 契約 する 当事者 に 自分 の 権限 に つい て 十分 
な 知識 を 世 え た 代理 人 は 、 個 人 的 に 提出 し な か っ た 場 
合 、 そ れ を 超え て 行わ れ た こと に つい て は 、 い か な る 
保証 に よっ て も 拘束 され な い 。 


第 3 章 本 人 の 義務 
第 1998 条 


校長 は 、 代 理 人 に よっ て 締結 され た 約定 を 、 紀 えら れ 
た 権限 に 従っ て 履行 する 義務 を 負う 。 


彼 は 、 自 分 が 明示 的 また は 黙認 的 に 追認 し た も の を 超 
えて 行わ れ た か も し れ な いも の に よっ て の み 拘 束 さ れ 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 1999 条 


主人 は 、 代 理 人 が 委任 の 執行 の た め に 支出 し た 立替 金 お 
よび 経費 を 弁済 し 、 賃 金 が 約束 され て いる と き は 、 こ 
れ を 支払 わな けれ ば な ら な い 。 


代理 人 の 責め に 帰す べき 事由 が な い 場 合 、 事 業 が 成功 
し な か っ た と し て も 、 校 長 は これ ら の 弁済 お よび 支払 
い を 免れ る こと は で きず 、 ま た 、 費 用 お よび 立替 金 の 
額 を 少な くす る こと が で きる と いう 口実 を つけ て 減額 


あの の 53 で さき)。 


第 2000 条 


校長 は また 、 代 理 人 が その 経営 の 過程 で 被っ た 損失 
を 、 校 長 の 軽率 な 行為 に よら ず に 補償 し な けれ ば な ら 
7 がい 。 


第 2001 条 


代理 人 が 行っ た 立替 金 の 利 四 は 、 立 替 が 成立 し た 日 か 
ら 、 本 人 か ら 代 理 人 へ の 支払 いと な る 。 


第 2002 条 


代理 人 が 共通 の 業務 の た め に 数 人 に よっ て 構成 され て 
いる 場合 、 各 人 が 委任 の すべ て の 効果 に つい て 連 淀 し 
て 代理 人 に 対し て 責任 を 負う も の と する 。 


第 4 章 : 稀 任 が 終了 する さま ざま な 方 法 。 


第 2003 条 


委任 状 は 終了 する 。 
委任 者 の 取り 消し に よっ て 。 


後者 に よる 委任 の 放棄 に よっ て 。 


本 人 また は 委任 者 の 死亡 、 成 年 後見 、 支 払 不能 に よっ 
て 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2004 条 


本 人 は 、 い つ で も 委任 状 を 取り 消す こと が で き 、 必 要 
に 応じ て 代理 人 に 対し て 、 そ れ を 記載 し た 私 文書 、 ま 
た は 委任 状 の 原本 (特許 に 基づい て 発行 され た 場合 ) 、 
また は コピ ー が 保管 され て いる 場合 は その コピ ー を 本 
人 に 返 選 する よう に 強制 する こと が で きる 。 


第 200S 条 


代理 人 に 通知 され た 取消 し は 、 本 人 の 代理 人 に 対す る 求 
償 を 除き 、 そ の 取消 し を 知ら ず に 取引 し た 第 三 者 に 対 
じ で 対馬 まる こと が で きか ない 。 


第 2006 条 


同一 案件 に つい て 新た に 代理 人 を 選任 し た 場合 、 最 初 の 
代理 人 に その 財 が 通知 され た 日 か ら 、 最 初 の 代理 人 の 
取り 消し と みな され る 。 


第 2007 条 


代理 人 は 、 本 人 に その 財 を 通知 する こと に より 、 座 任 
を 放棄 する こと が で きる 。 


た だ し 、 こ の 放棄 が 本 人 に 不利 益 を 皇 え る 場合 、 本 人 
が 相当 の 不利 益 を 被る こと な く 変 任 を 継続 する こと が 
で き な い 場合 を 除き 、 代 理 人 に よっ て 補償 を 受け な け 
れ は ば ならない 、。 


第 2008 条 


代理 人 が 本 人 の 死亡 また は その 他 の 委任 の 終了 上 原因 の 1 
つ を 知ら な か っ た 場合 、 そ の 知ら な い 間 に 行っ た こと 
は 有効 で ある 。 


第 2009 条 


上 記 の 場合 、 秋 任 者 の 約定 は 、 普 意 で ある 第 三 者 に つい 
て 履行 され る も の と する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
第 2010 条 


委任 者 が 死亡 し た 場合 、 そ の 相続 人 は 本 人 に 通知 し 、 そ 
の 間 に 、 後 者 の 利益 の た め に 必要 な 事情 を 定め な けれ 


ば な ら な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま な 方 法 


第 2011 条 


信託 は 、1 人 また は 複数 の 設定 者 が 、 現在 また は 格 来 の 
財産 、 権 利 、 有 価 証券 、 ま た は 一 連 の 財産 、 権 利 、 有 価 
証券 を 1 人 また は 複数 の 受託 者 に 譲渡 し 、 受 託 者 は それ 
ら を 自分 の 財産 か ら 分 離し 、1 人 また は 複数 の 受益 者 の 
た め に 特定 の 目的 の た め に 行動 する も の で ある 。 


第 2012 条 


信託 は 、 法 律 ま た は 契約 に よっ て 成立 する 。 信託 は 明 
示 的 で な けれ ば な ら な い 。 


信託 財産 に 移転 され る 財産 、 権 利 ま た は 証券 が 、 夫 婦 間 
の 共同 生活 また は 未 分 割 の 所 有 権 に 依存 する 場合 、 信 託 
契約 は 、 無 効 の 削 則 の 下 に 、 公 正 証書 に よっ て 確立 され 
な けれ ば な ら な い 。 


第 2013 条 


信託 在 約 が 受益 者 に 有利 な 自由 意思 に 基づい て いる 場 
合 、 信 託 契約 は 無効 で や る 。 こ の 無効 は 公 序 民 俗 の 問題 
で ある 。 


第 201S 条 


第 50 条 の I に 記載 され て いる 信用 機関 の み 。311-1 

S11-1) に 記載 され て いる 偽 用 機関 、 同 法 第 50 条 .S18-1 
に 記載 され て いる 機関 お よび サー ビス の み で す 。318-1 
に 記載 され て いる 機関 お よび サー ビス 、 第 30 条 .531-4 に 
記載 され て いる 投資 会 社 、 第 50 条 .$31-? に 記載 され て い 
る 投資 会 社 の み 。331-4 に 記載 され て いる 投資 会 社 、 

ポ ボ ポートフォリオ マネ ジメント 会 社 、 保 険 法 第 50 条 . 310-1 
が 適用 され る 保険 会 社 が 管財 人 に な る こと が で きま 

3 の 


また 、 法 律 家 も 受託 者 と し て の 地位 を 有する こと が で 
きる 。 


第 2016 条 


設定 者 また は 受託 者 は 、 信 託 契 約 の 受益 者 また は 受益 者 
の 王 入 と が か る こと が ' で きる 。 

Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


第 2017 条 


信託 契約 に 別段 の 定め が な い 限 り 、 設 定 者 は 、 い つ で 

も 、 契 約 の 履行 に お いて 自己 の 利益 の 保護 を 確保 し 、 法 
律 が 設定 者 に 付 世 する 権限 を 有する 第 三 者 を 指定 する 

se が で きる 6 


設定 者 が 自然 人 の 場合 、 設 定 者 は この 権限 を 放棄 する こ 
と は で きま せん 。 


設定 者 は 、 当 該 第 三 者 の 選任 を 受託 者 に 通知 し な けれ ば 
な ら な い 。 


第 2018 条 


信託 契約 は 、 無 効 の 神 則 の 下 に 、 次 の 事項 を 決定 する 。 


(1) 譲渡 され る 財産 、 権 利 ま た は 証券 。 そ れ ら が 閣 来 の 
も の で ある 場合 、 確 定 可能 で な けれ ば な ら な い 、2. 譲 渡 
の 期間 (契約 締結 か ら 99 年 を 超え る こと は で き な 
We 8 


(④) 受託 者 また は 受託 者 の 身元 。 

($) 受益 者 の 身元 、 ま た は 受益 者 を 指定 で き な い 場合 

は 、 そ の 指定 を 許可 する 規則 (6) 受託 者 また は 受託 者 の 
使命 、 管 理 ・ 処 分 の 権限 の 範囲 

第 2018-1 条 

信託 妥 約 に お いて 、 信 託 財産 に 移転 され た 事業 また は 


業務 用 不動 産 の 使用 また は 亭 受 を 設定 者 が 保持 する こと 
を 定め た 場合 、 こ の 目的 の た め に 締結 され た 契約 は 、 


別段 の 定め が な い 限 り 、 商 法 第 1 巻 の 第 4 編 の 第 4 章 お よ 
び 第 $ 章 の 適用 を 受け な いも の と する 。 


第 2018-2 条 


信託 に 基づい て 行わ れ た 債権 の 譲渡 は 、 信 託 契約 また 
は それ を 記録 し た 裏書 の 日 付 に お いて 、 第 三 者 に 対し 
て 強制 執行 が 可能 で ある も の と する 。 譲渡 され た 債権 
の 債務 者 に 対し て は 、 譲 渡 人 また は 受託 者 に よる 通知 
に よっ て の み 、 依 拠 す る こと が で きる 。 


第 2019 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

信託 契約 お よび その 修正 条項 は 、 無 効 を 覚悟 で 、 そ の 日 
付か ら 1 ヶ 月 以内 に 受託 者 の 登録 事務 所 の 税務 緒 、 ま た 
は 受託 者 が フラ ンス に 居住 し て いな い 場 合 は 疾 居 住 者 

の 税務 賭 に 登録 し な けれ ば な ら な い 。 


不動 産ま た は 不動 産 の 残余 財産 に 関わ る 場合 、 同 じ 制 
裁 を 受け 、 一 般 税法 第 647 条 お よび 637 条 に 規定 され る 
条件 の も と で 公告 され ます 。 


信託 契約 か ら 生 じ る 権利 の 移転 、 お よび 信託 胡 約 で 受益 
者 が 指定 され て いな い 場 合 、 そ の 後 の 受益 者 の 指定 

は 、 無 効 を 覚悟 で 、 同 じ 条 件 の 下 で 登録 され た 書面 を 生 
じ さ せな けれ ば な り ま せん 。 


第 2017 条 に 基づく 第 三 者 の 指定 と 、 第 50 条 に 記載 され た 
信託 の 受益 者 の 身元 に 関す る 情報 。 ま た 、 通 貨 金融 法典 
561-2-2 に 基づく 第 三 者 指定 は 、 無 効 と な る 可能 性 が あ 


る た め 、 受 託 者 が 作成 し 、 同 じ 条 件 で 登録 され た 書面 
を 作成 し な けれ ば な り ま せん 。 


第 2020 条 


信託 の 国内 登録 澄 は 、 コ ン セ イ ユ ・ デ タ の 政信 で 定め 
る 手続 き に 従っ て 設 資 され る も の と する 。 


第 2021 条 


受託 者 が 信託 の た め に 行動 する 場合 、 そ の 冒 を 明示 し 
な けれ ば な ら な い 。 


同様 に 、 信 託 財 産 に 、 そ の 譲渡 が 公開 の 対象 と な る 財産 
また は 権利 が 含ま れる 場合 、 そ の 譲渡 に は 、 そ の 資格 
に お いて 受託 者 の 氏名 を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


第 2022 条 


信託 妥 約 は 、 受 託 者 が その 任務 に つい て 設定 者 に 報告 す 
る 条件 を 定め な けれ ば な ら な い 。 


た だ し 、 契 約 履行 中 に 設定 者 が 後見 の 措 草 を 受け て い 

る 場合 、 受 託 者 は 、 契 約 で 定め られ た 周期 を 損なう こ 

と な く 、 後 見 人 の 要請 に 応じ て 少な く と も 年 に 1 回 、 後 
見 人 に 任務 に つい て 報告 し な けれ ば な ら な い 。 契約 履 

行 中 に 、 設 定 者 が 後見 人 措 加 の 対象 と な っ た 場合 、 受 旗 
者 は 、 同 じ 条 件 の も と 、 設 定 者 お よび その 後見 人 に 任 

務 に つい て 報告 する も の と する 。 


受託 者 は 、 受 益 者 及び 第 2017 条 に 基づき 指定 され た 第 三 
者 に 対し 、 そ の 求め に 応じ て 、 契 約 で 定め られ た 間隔 
で 、 そ の 任務 に つい て 報告 する も の と する 。 


第 2023 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

第 三 者 と の 関係 に お いて 、 受 託 者 は 、 第 三 者 が その 権限 
の 制限 を 認識 し て いた こと が 示さ れ な い 限 り 、 信 託 財 
産 に 対し て 最も 広い 権限 を 有する と みな され る 。 


第 2024 条 


受託 者 の た め に 保護 手続 、 法 的 救済 手続 また は 司法 清算 
手 旨 地 さ れ て も 、 信託 財産 に 影響 を 所 えな い 。 


第 202S 条 


信託 契 約 以 前 に 公表 され た 担保 に 付随 する 追求 権 を 有 す 
る 設定 者 債権 者 の 権利 を 害する こと な く 、 ま た 設定 者 
債権 者 の 権利 に 対す る 詐欺 の 場合 を 除き 、 二 
財産 の 保存 また は 管理 か ら 生 じ る 債権 の 保有 者 に 

て の み 者 し 押さ える こと が で きる 。 


信託 財産 が 不足 し た 場合 、 信 託 梨 約 に 別段 の 定め が な い 
限り 、 設 定 者 の 財産 は こ れ ら の 債権 者 の 共通 の 質 料 と 


な り 、 受 託 者 に 債務 の 全部 また は 一 部 が 課さ れ ま す 。 


また 、 依 託 契 約 で は 、 信 託 債務 の 支払 義務 を 信託 財 産 の 
み に 限 定 す る こと が で きま す 。 

この よう な 条項 は 、 そ れ を 明示 的 に 受け 入れ た 債権 者 
に 対し て の み 設 定 す る こと が で きる 。 


第 2026 条 


受託 者 は 、 そ の 使命 の 行使 に 際 し て 犯し た 過失 に つい 
て 、 自 己 の 財産 か ら 責 任 を 負う 。 


第 2027 条 


管財 人 の 交代 条件 を 定め た 契約 上 の 規定 が な い 場 合 、 管 
財 人 が その 任務 を 果たさ ず 、 委 託さ れ た 利益 を 危険 に 
さら す 場 合 、 あ る い は 保護 手続 き や 管 財 手 続き の 対象 
と な っ た 場合 、 設定 者 、 受 益 者 、 第 2017 条 に 従っ て 指定 
され た 第 三 者 は 、 裁 剤 所 に 仮 の 管財 人 の 任命 、 管 財 人 の 
交代 を 請求 する こと が で きる 。 こ の 要請 を 認め る 裁 章 
所 の 決定 は 、 自 動 的 に 元 の 受託 者 の 権利 を 剥奪 し 、 信 託 
財産 を 後任 者 に 移転 する 。 


第 2028 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


信託 契約 は 、 受 益 者 が 受諾 する まで は 設定 者 が 取り 消す 
の 0 の OS 


受益 者 が 受諾 し た 後 は 、 受 人 益 者 の 同意 また は 裁 鹿 所 の 命 
人 に よっ て の み 、 契 約 の 変更 また は 取り 消し を 行う こ 
と が で きる 。 


第 2029 条 


信託 契約 は 、 自 然 人 で ある 設定 者 の 死亡 、 期 間 の 到来 、 
期間 前 に 発生 し た 信託 の 目的 の 実現 に よっ て 終了 し ま 
9 


受益 者 全員 が 依 託 を 放棄 し た 場合 も 、 契 約 上 継続 する 条 
件 が 定め られ て いな い 限 り 、 法 律 の 運用 に より 終了 す 
る 。 同 じ 但 し 書き に 従っ て 、 受 託 者 が 裁 鹿 所 の 命 信 に 

よっ て 清算 され た 場合 、 解 散 し た 場合 、 譲 渡 ま た は 買 
収 に よっ て 消滅 し た 場合 、 お よび 弁護 士 で ある 場合 

は 、 一 時 的 な 禁止 、 抹 消 、 名 注 か ら の 抹消 の 場合 に も 終 
了 す る 。 


第 2030 条 


信託 契約 が 受益 者 不在 で 終了 し た 場合 、 信 託 財 産 に 存在 
する 権利 、 財 産ま た は 証券 は 、 権 利 と し て 設定 者 に 返 選 
され る 。 


設定 者 の 死亡 に よっ て 終了 し た 場合 、 信 託 財 産 は 法律 の 
運用 に より 遺産 に 帰す る 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま な 方法 


第 15 編 : 取引 
第 2044 条 


取引 と は 、 当 事 者 が お 互い の 譲歩 に より 、 発 生 し た 紛 
省 を 終了 させ 、 あ る い は 紛争 が 発生 し な いよ うに する 
た め の 契 約 で ある 。 


契約 は 書面 で な けれ ば な ら な い 。 


第 204S 条 


受 協 する た め に は 、 取 引 に 含ま れる 物 を 処分 する 能 
を 有 し て いな けれ ば な ら な い 。 


後見 人 は 、 未 成年 者 また は 第 467 条 “の 見 出し に 従っ て 
後見 され る 満年齢 の 人 の た め に の み 、 区 協 す る こと が 
2 きる の 

後見 人 は 、“ 未 成年 、 後 見 お よび 離任 “の 見 出し の 下 に 
ある 第 467 条 に 従う 以外 、 未 成年 者 また は 後見 を 受け て 
いる 滴 年 齢 者 の た め に 取引 を 行う こと が で きず 、 同 じ 
見 出し の 下 に ある 第 472 条 に 従う 以外 、 後 見 口座 の 満 年 
貞 に 達し た 未成 年 者 の た め に 取引 を 行う こと が で き な 
Ne 


国 の 公 の 施設 は 、 内 閣 総理 大 臣 の 明示 的 な 許可 を 得 た 場 
合 に 限り 、 区 協 す る こと が で きる 。 


第 2046 条 


第 2046 条 不法 行為 か ら 生 じ た 民 事 上 の 利益 に つい て 
は 、 和 和解 を 成立 させ る こと が で きる 。 


和解 は 検察 庁 の 起訴 を 妨げ な い 。 


第 2048 条 


和解 は その 主題 に 限定 され る 。 和解 に お いて な され る 
すべ て の 権利 、 、 請求 の 放棄 は 、 和 和解 の 原因 と な っ 
た 紛争 に 関連 する も の の み で ある と 理解 され る 。 


第 2049 条 


取引 は 、 当 事 者 が 特別 また は 一 般 的 な 表現 に よっ て 意思 
表示 を し た か どう か 、 ま た は この 意思 が 表現 され た も 
の の 必然 的 な 結果 と し て 認識 され る か どう か に か か わ 
ら ず 、 そ の 中 に 含ま れる 紛争 の み を 解決 する も の で あ 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 20S0 条 


自己 の 権利 と し て 有 し て いた 権利 に つい て 定め を し た 
者 が 、 そ の 後 、 他 人 の 権利 と し て 同様 の 権利 を 取得 し 
た 場合 、 新 た に 取得 し た 権利 に つい て は 、 従 前 の 定め 
に 拘束 され な い 。 


第 20S1 条 


利害 関係 者 の 一 人 が 行っ た 取引 は 、 他 の 利害 関係 者 を 拘 
東 せ ず 、 彼 ら に 対抗 する こと が で き な い 。 


第 2052 条 


和解 は 、 当 事 者 が 同じ 目的 の た め に 法 的 手続 を 開始 し 、 
また は 継続 する こと を 妨げ る も の で ある 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 


第 3 巻 : 財産 取得 の さま ざま か 方 法 
第 16 編 : 仲 坊 合意 
第 209 条 


すべ て の 人 は 、 自 分 が 自由 に 処分 で きる 権利 に つい て 
交 協 する こと が で きる 。 


第 2060 条 


第 10 条 個人 の 身分 お よび 能力 に 関す る 事項 、 離 婚 お よ 
び 法 的 分 離 に 関す る 事項 、 公 共 団 体 お よび 公共 施設 に 関 
する 紛争 、 さ ら に 一 般 的 に は すべ て の 公共 政策 に 関す 
る 事項 に つい て は 、 仲 裁 を 成立 させ る こと が で き な 
いい N 


た だ し 、 産 業 お よび 商業 的 性 格 を も つ 公 共 施 設 の カテ 
ゴリ ー に つい て は 、 政 金 で 妥協 する こと を 認め る こと 
が で きる 。 


第 2061 条 


仲 裁 条項 は 、 最 初 に それ を 受け 入れ た 当事者 の 権利 お 
よび 義務 を 継承 し て いな い 限 り 、 そ れ が 行使 され る 当 
事 者 に よっ て 受け 入れ られ て いな けれ ば な ら な い 、。 

当事者 の 一 方 が その 事業 の 過程 で 契約 し て いな い 場 

合 、 こ の 条項 は 、 そ の 当事者 に 対し て 設定 する こと は 
でき が)。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 取得 の さま ざま か な 方法 

第 17 編 : 参加 型 手続 き 合意 書 

第 2062 条 

参加 型 手続 き 合 意 と は 、 紛 争 の 当事者 が 、 紛 争 の 友好 的 
解決 また は 訴訟 の 和解 に 向け て 、 共 同 し て 誠実 に 取り 
紺 むこ と を 約束 する 合意 で ある 。 

この 契約 は 一 定期 間 締 結 さ れる 。 

第 2063 条 


参加 型 手続 合意 は 、 無 効 と され る 削 則 の 下 、 以 下 を 明記 
し た 書面 に 記載 され な けれ ば な ら な い 。1? その 期間 。 


2? 紛争 の 主題 


3? 紛争 の 解決 また は 訴訟 の 準備 に 必要 な 書類 お よび 情 
報 、 お よび それ ら の 交換 条件 。 


4? 該当 する 場合 、 国 務 院 の 法 信 で 定め られ た 条件 の 
下 、 当 事 者 が 作成 する こと に 同意 し た 弁護 士 の 連 賭 に 
よる 文書 。 


第 2064 条 


何人 も 、 弁 護 士 に 援助 され 、 第 2067 条 の 規定 に 従っ て 、 
全 和 1 PNe いて 参加 型 手続 協約 を 締結 す 
の CO でき の 0。 


第 206S 条 


進行 中 で ある 限り 、 問 題 が 裁 記 官 に 付託 され る 前 に 締結 
され た 参加 型 手続 合意 は 、 紛 争 に 関す る 半 決 を 得る た 
め に 裁 砂 記 に 頼る こと を 許さ れ な いも の と する 。 し か 
半生 
は 紛争 を 裁 剤 札 に 付託 し て 麟 断 を 仰ぐ べ こ と が で き る 。 


味 急 の 場合 、 協 定 は 当事者 が 暫定 的 また は 保全 的 な 措 普 
を 要求 する こと を 妨げ な い 。 


第 2066 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 50 条 を 害する こと な く 。 民 事 執行 手続 法 111 条 の 3 は 、 
参加 型 手続 の 合意 の 終了 時 に 、 紛 争 の 全部 また は 一 部 を 
解決 する 合意 に 達し た 当事者 は 、 こ の 合意 を 裁 麟 互 に 提 
出し 、 承 認 を 求め る こと が で きる 。 

問題 が 裁 記 官 に 付託 され る 前 に 締結 され た 協定 の 終了 時 
に 合意 に 全 ら な か っ た 場合 、 当 事 者 は その 紛争 を 裁 
官 に 提出 し 、 調 停 ま た は 事前 調停 が ある 場合 は 、 そ の 
適用 を 免れ る 。 


第 2 項 は 、 労 働 問題 に お ける 紛争 に は 適用 され な い 。 
第 2067 条 

離婚 また は 法 的 分 離 の 問題 に お いて 、 合 意 に よる 解決 
を 求め る た め に 、 配 偶 者 が 参加 型 手続 き 協 定 を 締結 す 
ぐら と が で きる 。 


第 2066 条 は 、 こ の 間 題 に は 適用 され な い 。 参加 型 手続 の 
合意 に 従っ て 提出 され た 離婚 また は 法 的 分 離 の 申請 

は 、 離 婚 に 関す る 第 1 巻 の 第 6 編 に 規定 され た 規則 に 
従っ て 形成 され 、 痢 断 さ れる 。 


第 2068 条 

参加 型 手続 き は 、 民 事 訴訟 法 に 準拠 する 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 3 巻 : 財産 の 取得 方 法 の 違い 


第 20 編 : 消滅 時 効 


第 1 章 : 一 般 的 な 規定 

第 2219 条 

消滅 時 効 と は 、 一 定期 間 、 権 利 者 の 不作 為 に よっ て 生じ 
る 権利 の 消滅 の 態様 を いう 。 

第 2220 条 


差押 え の 期 限 は 、 法 律 で 別段 の 定め が ある 場合 を 除 
き 、 本 タイ トル に よら な い 。 


第 2221 条 


消滅 時 効 は 、 そ れ が 影響 を 及ぼ す 権 利 に 適用 され る 法 
律 に 従う 。 


第 2222 条 


時 効 の 期間 また は 差押 え の 期 間 を 延長 する 法律 は 、 取 得 
し た 時 効 ま た は 差押 え に は 影響 を 及ぼ さ な い 。 そ の 施 
行 日 に お いて 時 効 期間 また は 差押 え 期 間 が 満了 し て い 
な い 場 合 に 適用 され る 。 こ の 場合 、 既 に 経過 し た 期間 
を 考慮 する も の と する 。 


時 効 期間 また は 差押 え 期 間 が 短縮 され た 場合 、 新 し い 期 
間 は 新法 の 発効 日 か ら 、 合 計 期 間 が 旧法 で 定め られ た 期 
間 を 超え な いよ うに 進行 する 。 


第 2223 条 


本 タイ トル の 規定 は 、 他 の 法律 で 規定 され た 特別 な 規 
則 の 適用 を 妨げ る も の で は な い 。 

第 2 章 : 時 効 の 期限 と 起算 点 

消滅 時 効 

第 1 分 : 一 般 法 に お ける 時 効 と その 起算 点 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2224 条 

個人 訴訟 また は 動産 訴訟 は 、 権 利 者 が その 行使 を 可能 
する 事実 を 知り 、 ま た は 知る ベ べき で あっ た 日 か ら $ 年 経 
過す る と 時 効 と な る 。 

第 2 節 : 一 定 の 期間 と 特定 の 起算 点 

第 222S 条 

裁 鹿 に お いて 当事者 の 代理 人 また は 補佐 人 を 和 務め た 者 
に 対す る 責任 追及 の 訴え は 、 彼 ら に 託さ れ た 文書 の 紛 


失 ま た は 破壊 を 含め て 、 そ の 任務 の 終了 か ら 3$ 年 を 経過 
まる のど 村 ら れる 。 


第 2226 条 


人 身 傷害 を も た らし た 出来 事 か ら 生 じ た 責 任 に 関す る 


所 訟 は 、 そ の 結果 生じ た 損害 の 下 接 また は 間接 の 被害 者 
が 提起 し た 場合 、 最 初 の 損害 また は 加重 され た 損害 が 
確定 し た 日 か ら 10 年 経過 島 す る と 、 桂 止 さ れる も の と す 
る 。 


た だ し 、 兵 問 も し く は 人 注 行 、 ま た は 未成 年 者 に 対す る 
柄 力 も し く は 性 的 半 行 に よっ て 生じ た 傷害 の 場合 
事 責任 の 制限 期 間 は 20 年 て あ る 。 


第 2226-1 条 
本 書 第 2 編 第 3 編 の 第 3 草 の 下 で 救済 され る 生態 学 的 損害 
に 対す る 賠償 責任 訴訟 は 、 訴 訟 権 者 が 生態 学 的 損害 の 発 


いい また は 知る べき で あっ た 日 か ら 10 年 を 経過 
する と 、 茜 止 さ れる も の と する 。 


第 2227 条 

所 有 権 は 、 不 可 侵 で ある 。 こ の 留保 を 条件 と し て 、 不 動 
財産 に お ける 遠隔 地 訴 訟 は 、 権 利 者 が その 行使 を 可能 に 
の り 、 ま た は 知る べべ ベ き で あっ た 日 か ら 30 年 
経過 する と 時 効 と な る 。 

第 3 章 : 消滅 時 効 の 経過 

第 1 節 : 総則 

第 2228 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


時 効 は 時 間 で は な く 、 日 数 で 数 える 。 


第 2229 条 


期間 の 最終 日 が 終わ っ た 時 点 で 取得 する 。 

第 2230 条 

時 効 の 中 断 は 、 す で に 経過 し た 時 間 を 消去 する こと な 
く 、 そ の 経過 を 一 時 的 に 停止 させ る 。 

第 2231 条 

中 断 は 、 す で に 進行 し て いる 時 効 の 期間 を 消去 する 。 

古い 期間 と 同じ 期間 の 新しい 期間 を 開始 する 。 

第 2232 条 

起算 点 の 延期 、 時 効 の 中 断 ま た は 停止 は 、 権 利 が 発生 し 
た 日 か ら 20 年 を 超え て 消滅 時 効 の 期間 を 延長 する 効力 

2 朋 9 の こと ( ポ まで きか なか い 。 

第 1 項 は 、 第 2226 条 、 第 2226 条 の 1、 第 2227 条 、 第 2233 

条 、 第 2236 条 、 第 2241 条 第 1 項 、 第 2244 条 第 1 項 に 掲げ る 
場合 に は 適用 され な い 。 ま た 、 人 の 身分 に 関す る 行為 
に も 適用 され な い 。 

第 2 節 : 起算 点 の 延期 また は 時 効 の 中 断 の 原因 

第 2233 条 


時 効 は 進行 し な い 。 
(1) 条件 に 依存 する 債権 に つい て は 、 条 件 が 到来 する ま 


で 、⑫) 保証 訴訟 に つい て は 、 立 ち 退 き が 行わ れる ま 
で 、 3) 期限 付 債権 に つい て は 、 期 限 が 到来 する まで 、 
Ge 2 


第 2234 条 


時 効 は 、 法 律 、 合 意 ま た は 不可 抗力 に よる 支障 の た め 

に 行為 で き な い 者 に 対し て は 、 進 行 せ すず 、 ま た は 中 断 

され る 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 223S 条 

賃金 、 滞 納 家 賃 、 扶 養 料 、 賃 料 、 貸 付け 金 の 利息 、 お よ 
び 一 般 に 年 単位 また は これ より 短い 周期 で 支払 うべ き 
すべ て の も の の 支払 の た め の 訴え を 除い て 、 独 立 し た 


未成 年 者 お よび 後見 人 中 の 成年 者 に 対し て 、 訴 権 は 及ば 
な いか 停止 され て いる 。 


第 2236 条 

配偶 者 間 、 お よび 市 民 連 淀 協定 で 結ば れ た パー トナ ー 間 
で は 、 適 用 され な いか 、 ま た は 中 断 さ れる 。 

第 2237 条 

承継 を 受け 入れ る 相続 人 は 、 承 継 に 対し て 有する 債権 
に つい て 、 純 資産 の 額 を 限度 と し て 、 承 継が 行わ れ 

ず 、 ま た 停止 され る 。 

第 2238 条 


時 効 は 、 紛 争 が 生じ た 後 、 当 事 者 が 調停 また は 和解 に 訴 
える こと に 合意 し た 日 、 ま た は 書面 に よ る 合意 が な い 

場合 は 、 最 初 の 調停 また は 和解 の 会 合 の 日 か ら 中 断 さ 

れる 。 ま た 、 時 効 は 、 参 加 型 手続 協定 の 締結 日 、 ま た は 
第 50 条 に 規定 する 手続 に 参加 する こと を 司法 書士 が 記録 
し た 債務 者 の 同意 日 か ら 中 断 さ れる 。 民 事 執 行 手続 法 

125 条 1 項 。 


制限 期間 は 、 当 事 者 の 一 方 も し く は 両方 、 ま た は 調停 委 
員 も し く は 和解 委員 が 調停 また は 和解 の 終了 を 宣言 し 

た 日 か ら 、6 ヶ 月 を 下回る こと が で き な い 期間 、 再 び 開 
始 さ れ ま す 。 参 加 型 手続 の 合意 の 場合 、 制 限 期間 は 合意 
の 終了 か ら 再 び 開 始 さ れ 、 そ の 期間 は 6 ヶ月 を 下回る こ 
と が で き な い 。 同 条 に 規定 され る 手続 き に 失敗 し た 場 

合 、 時 効 期間 は 、 執 行 巨 が 指摘 し た 債務 者 の 拒 紙 の 日 か 
ら 、6 ヶ 月 を 下回る こと が で き な い 期間 、 再 び 進 行 し 始 
め る 。 


第 2239 条 
攻 間 前 に 行わ れ た 調査 措 連 の 請求 を 裁 刻 官 が 認め た 場合 
も 、 時 効 は 中 断 する 。 


時 効 の 期間 は 、 そ の 措 交 が 実行 され た 日 か ら 6 ヶ 月 を 下 
ら な い 期 間 、 再 び 進 行 し 始め る も の と し ます 。 


第 3 節 : 時 効 中 断 の 原因 
第 2240 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


債務 者 が 時 効 の 相手 方 の 権利 を 承認 し た こと に より 、 
時 効 期間 が 中 断 す る 。 


第 2241 条 

裁 鹿 所 へ の 申請 は 、 略 式 手続 き で あっ て も 、 時 効 期間 だ 
け で な く 、 差 押え 期間 も 中 断 する 。 

管轄 権 を 有 し な い 裁 鹿 所 に 提起 され た 場合 、 ま た は 裁 
痢 所 に 提起 し た 行為 が 手続 上 の 下 六 に より 無効 と され 
た 場合 も 同様 で ある 。 

第 2242 条 

才 鹿 所 へ の 申請 に よる 中 断 は 、 手 続 が 消滅 する まで そ 
の 効果 を 生じ る 。 

第 2243 条 

原告 が 請求 を 取り 下げ た り 、 手 続 を 失効 させ た り し た 
場合 、 あ る い は 原告 の 請求 が 決定 的 に 拒 紙 さ れ た 場合 、 
中 断 は 無効 で ある 。 

第 2244 条 

時 効 期間 また は 差押 え 期 間 は 、 民 事 執 行 手続 法 の 適用 を 


受け て と られ た 保護 措 資 また は 強制 執行 の 行為 に よっ 
て も 中 断 さ れる 。 


第 224S 条 


連帯 債務 者 の 1 人 が 裁 間 所 へ の 申立 て や 強制 執行 行為 に 


よっ て 介入 し た り 、 債 務 者 が 時 効 援用 者 の 権利 を 承認 し 
た りす る と 、 他 の 全員 、 さ ら に は その 相続 人 に 対す る 
時 効 期間 も 中 断 さ れる 。 


一 方 、 連 帯 債務 者 の 相続 人 の 一 人 に 対す る 呼出 、 ま た は 
その 相続 人 の 承認 は 、 抵 当 権 設定 債権 の 場合 で あっ て 

も 、 債 務 が 可 分 で あれ ば 、 他 の 共同 相続 人 に 対す る 時 効 
期間 を 中 断 さ せな い 。 間 借り や 認知 は 、 他 の 共同 債務 者 
に つい て は 、 そ の 相続 人 が 責任 を 負う べき 持分 に つい 

て の み 、 時 効 期間 を 中 断 さ せる 。 


他 の 連 淀 債務 者 に つい て 全体 の 時 効 期間 を 中 断 さ せる 

た め に は 、 死 亡 し た 債務 者 の 相続 人 全員 に 対し て 、 そ 

の 則 の 申 迷 を する か 、 そ の 相続 人 全員 が その 事実 を 承 

認 す る 必要 が ある 。 

第 2246 条 

主 債務 者 の 取立 また は その 承認 は 、 保 証人 に 対す る 時 効 
期間 を 中 断 さ せる 。 


Code civil - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 
2022 年 04 月 13 日 


第 4 章 : 消滅 時 効 の 条件 

第 1 節 : 時 効 の 援用 

第 2247 条 

萩 鹿 記 は 、 自 己 の 申立 て に より 、 時 効 に よっ て 生じ た 
弁明 を 代え る こと が で き な い 。 

第 2248 条 


時 効 は 、 放 棄 し な い 限 り 、 控 訴 天 で あっ て も 、 ど の よ 
うな 場合 で あっ て も 援用 する こと が で きる 。 


第 2249 条 

債務 を 消滅 させ る た め に し た 支払 い は 、 時 効 期間 が 経 
過 し た こと の み を 理由 と し て 、 こ れ を 絆 り 返す こと は 
で きだ な い 。 

第 2 節 : 時 効 の 放棄 

第 22S0 条 


後天 的 な 時 効 に 限り 、 時 効 を 放棄 する こと が で きる 。 
第 22S1 条 

時 効 の 放棄 に は 、 明 示 的 な も の と 黙示 的 な も の が あ 
る 。 

黙示 の 放棄 は 、 時 効 を 援用 し な い 意 思 を 明確 に 立証 する 
事情 か ら 生 じ る 。 

第 22S2 条 

自分 で 権利 を 行使 する こと が で き な い 者 は 、 取 得 し た 
時 効 を 自分 で 放棄 する こと は で き な い 。 

第 22S3 条 


債権 者 その 他 時 効 の 取得 に つい て 利害 関係 を 有する 者 


は 、 債 務 者 が 時 効 を 放棄 し た 場合 で あっ て も 、 時 効 に 
対抗 し 、 又 は 時 効 を 援用 する こと が で きる 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 3 節 : 契約 に よる 時 効 の 調整 
第 22S4 条 
時 効 の 期間 は 、 当 事 者 の 合意 に より 、 短 縮 し 、 又 は 伸長 


する こと が で きる 。 た だ し 、1 年 未満 に 短縮 し 、10 年 を 
直 え て 延長 する こと は で き な い 。 


また 、 当 事 者 は 、 合 意 に よっ て 、 法 律 に 定め る 時 効 の 
中 断 ま た は 停止 の 原因 に 追加 する こと が で きる 。 

前 2 項 の 規定 は 、 賃 金 の 支払 また は 回 収 の 訴え 、 洋 納 家 
賃 、 扶 養 料 、 賃 料 、 貸 付け 金 の 利息 お よび 一 般 に 年 単位 
また は これ より 短い 周期 で 支払 うべ きも の の 支払 の 訴 
え に は 、 適 用 し な い 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 3 巻 : 財産 を 取得 する さま ざま な 方法 

第 21 急 : 占有 と 取得 時 効 

第 1 章 : 一 般 的 な 規定 

第 22SS 条 

占有 と は 、 あ る 物 や 権利 を 、 自 分 自身 で 、 あ る い は 自 


分 の 代わ り に 保持 し た り 行 使 し た りす る 他人 が 保持 し 
記 り 画 記 だ りす る こと で ある 


第 22S6 条 


他人 の た め に 所 有 し 始め た こと が 証明 され な い 限 り 、 
人 は 常に 自分 の た め に 、 そ し て 所 有 者 と し て 所 有 し て 
いる と 推定 され る 。 


第 22S7 条 


他人 の た め に 所 有 し 始め た と き は 、 他 に 証明 され な い 
限り 、 常 に 同じ 能力 で 所 有する も の と 推定 され る 。 


第 2 章 後天 性 時 効 。 
第 22S8 条 


後 大 性 時 効 と は 、 主 張 す る 者 が 所 有 権 を 証明 する 義務 を 
負わ ず 、 ま た 部 意 か ら 推 認 さ れる 例外 を 援用 する こと 
も で きず 、 占有 の 効果 に よっ て 財産 また は 権利 を 取得 
する 手段 で ある 。 


第 22S9 条 


第 2221 条 お よび 第 222 条 、 な ら び に 本 書 第 20 編 の 第 3 章 お 
よび 第 4 章 は 、 本 条 に 定め る と ころ に 従い 、 取 得 時 効 に 
適用 され る 。 

の 規定 は 、 本 草 の 規 定 に 従っ て 、 本 書 の 適用 を 受け る 


も の と する 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 1 節 : 取得 時 効 の 条件 

第 2260 条 

商取引 に 供 さ れ て いな い 財 産 や 権利 を 時 幼 に する こと 
(3G き が も 6)。 

第 2261 条 


時 効 取 得 で きる た め に は 、 継 続 的 か つ 途 切れ る こと な 
く 、 平 和 的 、 公 的 、 明 白 な 所 有 、 所 有 権 が 必要 で ある 。 


第 2262 条 


純粋 な 能力 に よる 行為 や 、 単 な る 庄 認 に よる 行為 は 、 
所 有 も 時 効 も 成立 し な い 。 


第 2263 条 


禁 力 行為 も 、 時 効 を も た ら す こと が で きる 占有 を 見 出 
すこ と が で き な い 。 


有用 な 所 有 は 、 禁 力 が 止む まで 始ま ら な い 。 


第 2264 条 


現在 の 占有 者 が 以前 所 有 し て いた こと を 証明 し た 場 
合 、 他 に 証明 し な い 限 り 、 そ の 間 の 期間 も 所 有 し て い 
た も の と 推定 され る 。 


第 226S 条 


時 効 期間 を 完成 させ る た め に 、 普 通 的 権原 、 特 定 権原 、 
利益 権原 、 有 償 権 原 な ど 、 2 
も の で あれ 、 自 分 の 著作 者 の も の を 自分 の 所 有 に 加え 
の この が で きる 。 


第 2266 条 


民法 - 最終 更新 日 : 02 March 2022 - 2022 年 4 月 15 日 に 作成 
され た 文書 


他人 の た め に 所 有する 者 は 、 い か な る 期間 に よっ て も 
規定 する こと は で き な い 。 
し た が っ て 、 借 家人 、 留 芝 人 、 用 益 権 者 、 そ の 他 財 産 や 
所 有 者 の 権利 を 不安 定 に 保有 すす る すべ て の 者 は 、 そ れ 
を 規定 する こと は で き な い 、。 


第 2267 条 


前 条 で 指定 され た いずれ か の 能力 で 財産 また は 権利 を 


保有 し て いた 者 の 相続 人 は 、 い ずれ も これ を 定め る こ 
の が で できない 


第 2268 条 
た だ し 、 第 2266 条 お よび 第 2267 条 に 掲げ る 者 は 、 第 三 
か ら の 原因 に よっ て 、 ま た は 所 有 者 の 権利 に 対抗 し た 


矛盾 に よっ て 、 そ の 所 有 権 が 逆転 し た 場合 に は 、 こ れ 
を 定め る こと が で きる 。 


第 2269 条 

音 家 人 、 寄 託 者 、 用 益 権 者 、 そ の 他 の 不安 定 な 保有 者 
が 、 所 有 権 を 移転 する 権原 に よっ て 財産 また は 権利 を 
移転 し た 者 は 、 そ れ を 定め る こと が で き る 。 

第 2270 条 

自己 の 所 有 の 原因 お よび 原則 を 自己 に 変更 する こと が 


で き な い と いう 意味 で 、 自 己 の 所 有 権 に 反し て 時 効 を 
援用 する こと は で き な い 。 


第 2271 条 


後天 性 時 効 は 、 財 産 の 占有 者 が 、 所 有 者 また は 第 三 者 に 
よっ て も その 財産 の 享受 を 1 年 以上 奪わ れ た 場合 に 中 断 
する 。 


第 2 分 : 不動 産 の 取得 権 の 時 効 。 
第 2272 条 


不動 産 を 取得 する た め に 必要 な 時 効 期間 は 30 年 で あ 
る 。 

た だ し 、 善 意 で 正当 な 権原 に より 不動 産 を 取得 し た 者 
は 、10 年 で 所 有 権 を 時 効 取 得する 。 

第 2273 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


形式 を 欠く た め に 無効 な 権原 は 、10 年 の 時 効 期間 の 根拠 
する こる は で きか が かい 。 


第 2274 条 
善意 は 常に 推定 され 、 惑 意 を 主張 する 者 が それ を 証明 
し な けれ ば な ら な い 。 


第 227S 条 


取得 時 に 善意 が 存在 すれ ば 足り る 。 
第 3 節 : 動産 の 取得 に 関す る 時 効 
第 2276 条 


動産 に 関す る 事項 で は 、 占有 は 所 有 権 に 相当 する 。 


し か し な が ら 、 物 を 失い 、 あ る い は 次 ま れ た 者 は 、 そ 
れ を 発見 し た 者 に 対し て 、 失 くし た 日 ある い は 次 ま れ 
た 日 か ら 3 年 間 、 そ れ を 請求 する こと が で きる が 、 後 者 


が それ を 得 た 者 に 対し て 請求 する こと は で き な い 。 


第 2277 条 


盗 区 また は 紛失 し た 物 の 現在 の 所 有 者 が 、 そ れ を 見 本 
市 、 市 場 、 公 売 、 ま た は その よう な 物 を 売る 商人 か ら 
買っ た 場合 、 元 の 所 有 者 は 、 そ の 所 有 者 に か か っ た 代 
価 を 弁償 する 以外 に 、 そ れ を 返 選 させ る こと が で き な 
い 。 


また 、 第 2332 条 に より 、 自 分 の 同意 な し に 持ち 出さ 
れ 、 同 じ 条 件 で 購入 され た 動産 を 請求 する 賃貸 人 も 、 購 
入 者 に か か っ た 代金 を 弁償 し な けれ ば な ら な い 。 


第 3 章 : 占有 的 保護 。 
第 2278 条 


占有 権 を 有する 者 は 、 そ の 権利 の 内 容 に か か わら ず 、 
これ に 影響 を 及ぼ し 、 ま た は これ を 脅かす 妨害 か ら 保 
護 さ れる 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 

所 有 権 の 保護 は 、 同 様 に 、 所 有 者 が その 権利 を 派生 させ 
た 者 以外 の いか な る 者 に 対し て も 認め られ る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - ドキ ュ メ ント 生成 
日 : 2022 年 04 月 1 日 


第 4 巻 : 有価 証券 
第 2284 条 


個人 的 に 義務 を 負っ た 者 は 、 現 在 お よび 閣 来 の すべ て 
の 動産 お よび 不動 産 に つい て 、 そ の 約束 を 履行 する 義 
務 を 負う 。 


第 228S 条 


債務 者 の 財産 は 、 そ の 債権 者 の 共通 の 質 料 で あり 、 そ 
の 代価 は 、 債 権 者 間 に 優先 する 正当 な 理由 が な い 限 り 、 
出資 に よっ て 債権 者 間 で 分 配 さ れる 。 


第 2286 条 


次 の 者 は 、 そ の 物 に 対す る 留 交 権 を 援用 する こと が で 
きる 。 


1? その 債権 が 支払 われ る まで 物 を 引き 渡さ れ た 者 、2? 
その 引き 渡し を 義務 づけ た 契約 か ら 未 払い 債権 が 生じ 
た 者 、3? その 物 の 保有 中 に 未払い 債権 が 生じ た 者 、4? 
没収 を 伴わ な い 次 権 か ら 利 益 を 受け る 者 。 


押 直 権 は 、 自 発 的 な 離 有 科 に よっ て 失わ れる 。 


第 2287 条 


本 書 の 規定 は 、 保 護 手 続 、 法 的 救済 手続 も し く は 法 的 清 
算 手 続 が 開始 され た 場合 、 ま た は 個人 の 過剰 債務 状況 の 
処理 の た め の 手続 が 開始 され た 場合 に 、 定 め ら れ た 規 
則 の 適用 を 妨げ な いも の と する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 1 日 

第 4 巻 : 有価 証券 

第 1 編 : 個人 向け 有価 証券 

第 2287-1 条 


本 タイ トル が 適用 され る 個人 向け 証券 は 、 保 証書 、 独 立 
保証 書 、 趣 意 書 で ある 。 


第 1 章 : 保証 書 

第 1 節 : 総則 

第 2288 条 

保証 債 と は 、 債 務 者 の 債務 不履行 の 場合 に 、 保 証人 が 債 
権 者 に 債務 を 支払 うこ と を 約束 する 契約 で ある 。 


主 債務 者 の 要請 に より 、 あ る い は 要請 が な く と も 、 ま 
た 主 債務 者 が 知ら な いう ち に 締結 され る こと も ある 。 


第 2289 条 


法律 が 権利 の 行使 を 担保 の 提供 に 従属 させ る 場合 、 そ れ 
は 法 的 担保 と 呼ば れる 。 


法律 が 裁 刻 所 に 対し て 、 担 保 の 提供 を 条件 と し て 債権 の 
満足 を 得る 権限 を えて いる 場合 、 そ れ は 才 記 上 の 担 
保 と 呼ば れる 。 


第 2290 条 


保証 に は 、 単 純 保 証 と 連 淀 保証 が ある 。 


連帯 保証 は 、 保 証人 と 主たる 債務 者 の 間 、 保 証人 の 間 、 
ある い は 保証 人 全員 の 間 で 規定 され る 。 


第 2291 条 

主 債務 者 を 保証 し た 者 は 、 債 権 者 の た め に 保証 人 と な 
の こと か" で きる 。 

第 2291-1 条 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

副 保 証人 と は 、 保 証人 が 保証 に 基づき 債務 者 が 負う べき 
も の を 支払 うこ と を 約束 する 契約 の こと で ある 。 
第 2 人 節 : 保証 書 の 成立 と 範囲 

第 2292 条 


保証 書 は 、1 つ また は 複数 の 現在 また は 閣 来 の 具体 的 ま 


た は 確定 的 な 債務 を 保証 する こと が で きる 。 

第 2293 条 

保証 書 は 、 有 効 な 債務 に 対し て の み 存 在 す る こと が で 
きる 


し か し な が ら 、 契 約 能力 が な いこ と を 知っ て いた 自然 
人 に 対し て 保証 を し た 者 は 、 そ の 約束 に 拘束 され る 。 


第 2294 条 


保証 は 明示 的 で な けれ ば な ら な い 、。 


保証 は 、 契 約 さ れ た 男 囲 を 超え て 拡大 する こと は で き 
が し い 。 


第 229S 条 


別段 の 定め が な い 限 り 、 保 証 は 、 保 証 債務 の 利息 お よ 
びそ の 他 の 付属 物 、 な ら び に 最初 の 要求 の 費用 、 お よ 
び 保 証人 に 世 えら れ た 通知 以 隆 の すべ て の 費用 に 及ぶ 
も の と する 。 


第 2296 条 


保証 ボン ド は 、 債 務 者 の 債務 を 超え る こと は で きず 、 
また 、 保 証 さ れ た 債務 の 範囲 内 で 減額 され る こと を 条 
件 と し て 、 よ り 過 酷 な 条件 で 契約 する こと は で き な 

US 


債務 の 一 部 に 対し て の み 、 よ り 緩 や か な 条件 で 契約 す 
る こと は 可能 で ある 。 


第 2297 条 


保証 の 無効 の 削 則 の 下 で 、 自 然 人 保証 人 は 、 債 権 者 の 債 
務 不 履行 の 場合 に 、 元 本 お よび 付属 品 の 金額 の 範囲 内 

で 、 債 権 者 が 支払 うべ き 金 額 を 保証 人 と し て 引き 受け 

る と いう 声明 を 、 言 葉 お よび 数 字 で 自ら 貼付 し な けれ 

ば な ら な い 。 差 額 が 発生 し た 場合 、 保 証 は 全額 書か れ 

た 金額 に 対し て 有効 で ある 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

保証 人 が 話し 合い や 分 割 の 利益 を 奪わ れ た 場合 、 債 権 者 
が 債務 者 を 先 に 訴え た り 、 保 証人 の 間 で 手続 き を 分 割 
する こと を 要求 で き な い こと を この 声明 で 認め て い 

る 。 こ れ に 失敗 し た 場合 、 彼 は これ ら の 利益 を 利用 す 
る 権利 を 保持 する 。 


保証 人 と し て 行動 する よう 他人 に 委任 する 自然 人 は 、 
本 条 の 規定 に 従わ な けれ ば な ら な い 。 


第 2298 条 
保証 人 は 、 第 2293 条 第 2 項 の 規定 に 従っ て 、 債 務 者 に 属 


する 個人 的 また は 固有 の すべ て の 例外 を 債権 者 に 対抗 
する こと が で きる 。 

た だ し 、 保 証人 は 、 こ れ に 反する 特別 な 規定 が な い 限 
り 、 債 務 者 の 債務 不履行 の 結果 と し て 債務 者 が 享受 する 
法 的 また は 司法 的 措 帝 を 援用 する こと は で き な い 。 


第 2299 条 


第 20 休 プロ の 債権 者 は 、 主 た る 債務 者 の コミ ッ ト メ ン 
ト が 自然 人 で ある 保証 人 の 財務 能力 に 適し て いな い 場 
合 、 自 然 人 で ある 保証 人 に 警告 する 義務 が ある 。 


これ を 人 怠 っ た 場合 、 債 権 者 は 保証 人 が 被っ た 不利 益 の 範 
囲 内 で 保証 人 に 対す る 権利 を 喪失 する も の と する 。 


第 2300 条 

自然 人 が 職業 的 債権 者 に 対し て 引き 受け た 保証 書 が 、 そ 
の 締結 の 時 点 で 、 保 証人 の 収入 お よび 資産 に 明らか に 
不 釣り 合い で あっ た 場合 、 そ の 時 点 で 保証 人 が 約束 で 
きる 金額 まで 減額 され る も の と する 。 

第 2301 条 

法 的 また は 司法 的 な 保証 を 引き 受け る 者 は 、 そ の 義務 
を 果たす た め に 十分 な 支払 能力 を 有 し て いな けれ ば な 
ら な い 、。 

保証 人 が 支払 不能 に な っ た 場合 、 債 務 者 は 、 保 証 の 提供 
の 対象 と な る 期間 を 失い 、 ま た は 利益 を 失う と いう 浪 
則 の も と に 、 別 の 保証 人 を 立て な けれ ば な ら な い 。 


債務 者 は 、 法 律 上 また は 司法 上 の 保証 に 代え て 、 十 分 な 
現実 の 担保 を 提供 する こと が で きる 。 


第 3 節 : 保証 書 の 効力 
第 1 小節 債権 者 と 保証 人 と の 間 の 保証 の 効果 
保証 人 


第 2302 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

職業 債権 者 は 、 毎 年 3 月 31 日 まで に 、 自 己 の 費用 で 、 保 
証 債務 に 関し て 前 年 の 12 月 31 日 に ま だ 支払 うべ き 債 務 
の 元 本 、 利 息 お よび その 他 の 付属 品 の 額 を 、 前 回 の 情報 
の 日 付 以降 、 新 し い 情 報 の 伝達 日 まで の 利息 お よび 前 則 
の 保証 を 喪失 させ る 浪 則 付き で 、 自 然 人 保証 人 に 通知 す 
る 義務 を 負う も の と する 。 債権 者 と 保証 人 の 関係 に お 
いて 、 こ の 期間 中 に 債務 者 が 行っ た 文 払 い は 、 債 務 の 
元 本 に 優先 し て 請求 され ます 。 


職業 的 債権 者 は 、 自 己 の 費用 と 同じ 制 裁 を 受け な が ら 、 
自然 人 で ある 保証 人 に 、 そ の 約束 の 期間 、 ま た は 保証 
が 無期 限 の 場合 は 、 い つ で も それ を 終了 させ る 権利 と 
この 権利 を 行使 する こと が で きる 条件 に つい て 思い 出 
させ る こと が 要求 され る 。 


本 人 条 は 、 法 人 が 信 用 機関 また は 金融 会 社 に 対し て 、 企 業 
に 供 さ れる 金融 支援 の 担 保 と し て 提供 する 保証 に も 
適用 され る も の と する 。 


第 2303 条 


第 11 条 職業 的 債権 者 は 、 最 初 の 支払 事故 が 文 払 期日 か 
ら 1 ヶ 月 以内 に 改善 され な い 場 合 、 廊 ち に 自然 人 保証 人 
に 主 債務 者 の 不履行 を 知ら せる 義務 が あり 、 事 故 発生 日 
か ら 知 ら さ れ た 日 まで の 利 四 お よび 祝 約 金 の 保証 が 没 
収 さ れる と いう 削 則 が ある 。 


債権 者 と 保証 人 の 関係 で は 、 こ の 期間 に 債務 者 が 行っ た 


支払 い は 、 債 務 の 元 本 に 優先 し て 請求 され る も の と す 
る 。 


第 2304 条 


第 2302 条 お よび 第 2303 条 に 従っ て 受け 取っ た 情報 を 、 受 
け 取 っ て か ら 1 ヶ 月 以内 に 、 保 証人 は 自己 の 費用 で 自然 
人 の 副 保 証人 に 伝 達 し な けれ ば な ら な い 。 


第 230S 条 


協議 の 利益 に より 、 保 証人 は 、 債 権 者 が 最初 に 主たる 債 
務 者 を 追及 する こと を 義務 づけ る こと が で きる 。 


債務 者 と 連帯 し て 責任 を 負う 保証 人 、 こ の 利益 を 放 華 し 
た 保証 人 、 お よび 司法 保証 人 は 、 こ の 利益 を 援用 する 
こと が で き な い 。 


第 2305-1 条 


協議 の 利益 は 、 保 証人 に 対し 提起 され た 最初 の 手続 か 
ら 、 保 証人 が 行使 する も の と する 。 


保証 人 は 、 債 権 者 に 対し 、 差 し 押さ える こと が で きる 
債務 者 の 財産 を 示さ な けれ ば な ら ず 、 そ れ は 、 人 係争 中 
の 財産 また は 第 三 者 の た め に 特別 な 担保 の 対象 と な っ 
て いる 財産 で あっ て は な ら な い 。 


債権 者 が 債務 者 を 追及 し な か っ た 場合 、 債 権 者 は 債務 者 
の 債務 超過 に 対し て 、 有 用 に 示さ れ た 財産 の 価値 を 上 限 
と し て 保証 人 に 責任 を 負う も の と する 。 


第 2306 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


複数 の 者 が 同一 の 債務 に つい て 保証 人 を 和 務め た 場合 、 
その 者 は それ ぞ れ 全体 に つい て 南 任 を 負う 。 


それ に も か か わら ず 、 訴 えら れ た 者 は 、 分 割 の 利益 に 
つい て 債権 者 に 対抗 する こと が で きる 。 そ の 場合 、 債 
権 者 は 手続 を 分 割 する 義務 を 負い 、 債 務 の 自分 の 分 し か 
請求 で き な い 。 


他 の 保証 人 と 連帯 し て 責任 を 負う 保証 人 、 ま た は 分 割 の 
利益 を 放 棄 し た 保証 人 は 、 こ の 利益 を 利用 する こと は 
で き な い . 


第 2306-1 条 


分 割 の 利益 は 、 保 証人 に 対す る 最初 の 手続 きか ら 、 保 証 
人 に よっ て 行使 され な けれ ば な ら な い 。 


分 割 の 利益 は 、 支 払 能力 の ある 保証 人 の 間 で の み 行 使 す 
る こと が で き る 。 分 割 が 請求 され た 日 に お ける 保証 人 
の 債務 超過 は 、 文 払 能 力 の ある 者 が 負担 する 。 分 割 を 要 
求 し た 保証 人 は 、 そ の 後に 発生 し た 他 の 保証 人 の 債務 超 
過 を 理由 に 、 も は や 訴え られ る こと は な い 、。 


第 2306-2 条 
債権 者 が 自ら の 意思 で 訴え を 分 割 し た 場合 に は 、 た と 


え 訴 え の 時 点 で 支払 不能 の 保証 人 が いた と し て も 、 も 
は や この 分 割 に 後戻り する こと は で き な い 。 


第 2307 条 


債権 者 の 行為 は 、 自 然 人 で ある 保証 人 か ら 第 50 条 で 定め 
られ た 最低 限 の 資源 を 奪う 効果 を 持つ こと は で き な 
い 。 消費 者 法 第 731 条 の 2 


第 2 小節 : 債務 者 と 保証 人 の 間 の 保証 の 効果 
保証 人 

第 2308 条 

債務 の 全部 また は 一 部 を 支払 っ た 保証 人 は 、 支 払っ た 金 
額 と 利息 お よび 費用 の 両方 に つい て 、 債 務 者 に 対し て 
個人 的 な 請求 権 を 有する も の と する 。 

利息 は 、 法 律 の 運用 に より 、 支 払 の 日 か ら 発 生 す る 。 


保証 人 が 債務 者 に 対し て 訴訟 手続 を 通知 し た 後に 発生 し 
た 費用 の み 、 弁 済 す る こと が で きる 。 


保証 人 が 第 1 項 に 記載 され た 金額 の 支払 遅延 と は 無関係 
に 損害 を 被っ た 場合 、 保 証人 は その 補償 を 受け る こと 
も で きる 。 


第 2309 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

債務 の 全部 また は 一 部 を 弁済 し た 保証 人 は 、 債 権 者 が 債 
務 者 に 対し て 有 し て いた 権利 に 代位 する 。 


第 2310 条 


同一 の 債務 に つい て 連帯 し て 責任 を 負う 主たる 債務 者 
が 数 人 ある 場合 、 保 証人 は 、 そ の 各 人 に 対し て 前 条 に 規 
定 する 救済 手段 を 有する 。 


第 2311 条 

保証 人 は 、 債 務 者 に 通知 する こと な く 債 務 を 支払 っ た 
場合 お よび 債務 者 が その 後に 支払 っ た 場合 、 ま た は 
支払 い の 時 点 で 消滅 を 宣言 させ る 手段 を 有 し て いた 場 
合 に は 、 何 ら の 請求 権 も 有 し な い 。 た だ し 、 債 務 者 は 
返 選 を 求め て 債権 者 を 提訴 する こと が で きる 。 
第 3 節 保証 人 間 の 保証 債務 の 効力 

第 2312 条 

数 人 の 保証 人 が いる 場合 、 支 払い を 行っ た 者 は 、 他 の 者 
に 対し て 、 そ れ ぞ れ 自 分 の 取り 分 に つい て 、 個 人 的 な 
求償 権 お よび 代位 的 な 求償 権 を 有する 。 

第 4 節 : 保証 契約 の 解除 

第 2313 条 

保証 人 の 債務 は 、 他 の 債務 と 同じ 原因 に よっ て 消滅 す 
る 。 

また 、 保 証 さ れ た 債務 の 消滅 に よっ て も 消滅 する 。 
第 2314 条 


債権 者 の 過失 に より 、 債 権 者 に 有利 な 権利 の 代位 が で き 
な く な っ た 場合 、 保 証人 は 、 そ の 被る 損失 の 範囲 内 で 
免責 され る 。 


これ に 反する いか な る 条項 も 不 文 律 と みな され る 。 


保証 人 は 、 債 権 者 が 選択 し た 担保 の 実現 方 法 に つい て 手 
上 難 す る こと は で き な い 。 


第 231S 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

閣 来 の 債務 に 対す る 保証 が 無期 限 で ある 場合 、 保 証人 は 
契約 で 規定 され た 通知 期間 、 ま た は それ が な い 場 合 は 
合理 的 な 期間 を 尊重 する こと を 条件 に 、 い つ で も それ 
を 人 氏 了 させ る こと が で きる 。 


第 2316 条 

閣 来 の 債務 の 保証 が 終了 し た 場合 、 保 証人 は 別段 の 定め 
が な い 限 り 、 事 前 に 発生 し た 債務 に つい て 引き 続き 貢 
任 を 負う 。 

第 2317 条 

保証 人 の 相続 人 は 、 保 証人 の 死亡 前 に 発生 し た 債務 に の 
み 拘 束 さ れる 。 

これ に 反する 条項 は 不 文 律 と みな され る 。 


第 2318 条 


債務 者 また は 債権 者 の 企業 体 が 合併 、 分 割 ま た は 第 
1844-S 条 第 3 項 に 規定 する 事由 に より 解散 し た 場合 、 保 
証人 は 取引 の 効力 発生 前 に 第 三 者 に 対し て 生じ た 債務 に 
つい て 引き 続き 責任 を 負う も の と し 、 そ の 後に 生じ た 
債務 に つい て は 、 取 引 の 際 ま た は 債権 者 の 企業 に 影響 
を 芋 え る 取引 に つい て は 事前 に 同意 し た 場合 に の み 保 
証する も の と する 。 


第 1 項 の 事由 に より 保証 人 が 解散 し た 場合 、 保 証 か ら 生 
じ る 義務 は すべ て 移転 され る 。 


第 2319 条 


当座 また は 預金 口座 の 残高 の 保証 人 は 、 保 証 の 終了 後 $ 
年 を 経過 する と 、 も は や 訴え る こと が で き な い 。 


第 2320 条 


債権 者 が 主たる 債務 者 に えた 単純 な 期間 延長 は 、 保 証 
人 を 免責 する も の で は な い 。 


当初 の 期間 が 満了 し た 場合 、 保 証人 は 、 債 権 者 に 支払 

い 、 債 務 者 に 対し て 訴訟 を 起こ すか 、 民 事 執行 手続 法 の 
第 $ 巻 の 規定 に 基づい て 、 保 証 金 額 を 上 限 と し て 債務 者 
の あら ゆる 財産 に 司法 担保 の 設定 を 請求 する こと が で 

きる 。 こ の 場合 、 債 務 者 の 立証 が な い 限 り 、 債 権 の 回 収 
を 連 か す 可 能 性 の ある 状況 を 正当 化す る も の と 推定 さ 

る 5 


第 2 章 : 自律 保証 


第 2321 条 


民法 - 最終 更新 日 : 02 March 2022 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 1 日 


自律 的 保証 と は 、 保 証人 が 第 三 者 に よっ て 引き 受け ら 
れ た 義務 の 対価 と し て 、 最 初 の 要求 に 応じ て 、 ま た は 
合意 され た 条件 に 従っ て 、 金 額 を 支払 うこ と を 約束 す 
る 事業 で ある 。 


保証 人 は 、 受 益 者 に よる 明らか な 乱用 や 詐欺 、 ま た は 
受益 者 と 本 人 と の 共謀 が あっ た 場合 、 拘 束 さ れ ま せ 
ん 。 


保証 人 は 、 保 証 さ れ た 債務 に 関す る いか な る 例外 も 申 
し VC の こる ば は で きま 半 ん 


別段 の 合意 が な い 限 り 、 こ の 担保 は 保証 され た 債務 に 
従わ な い 。 

第 3 章 : レタ ー・ オ プ ・ イ ン テ ン ト 

第 2322 条 

意向 書 と は 、 債 務 者 が 債権 者 に 対し て 義務 を 履行 する こ 


と を 支援 する こと を 目的 と し た 、 行 うか 行わ な いか の 
約束 の こと 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 
04 月 1 日 


第 4 巻 : 有価 証券 

第 2 編 : 担保 権 

サブ タイ トル 1: 一 般 規 定 

第 2323 条 

担保 権 と は 、 現 在 ま た は 格 来 の 資産 また は 資産 グル ー 


プ を 債権 者 の 優先 的 また は 排他 的 な 支払 い に 譲渡 する 
GND ぐ の 6 


第 2324 条 


担保 権 は 、 債 権 の 性 質 上 、 法 律 に よっ て 認め られ る 
か 、 保 護 羊 決 に よっ て 認め られ る か 、 契約 に よっ て 認 
め ら れる か に よっ て 、 法 的 、 司 法 的 、 契 約 的 な も の と 
な る 。 


また 、 動 産 に 関連 する か 不動 に 関連 する か に よっ て 、 
動産 また は 不動 で ある 。 


すべ て の 動産 お よび 不動 産 に 関係 する 場合 は 一 般 的 で 
あり 、 動 産 に の み 、 ま た は 不動 産 に の み 関 係 する 場合 
は 特殊 で ある 。 特 定 の 、 ま た は 確定 で きる 動産 や 不動 
産 に の み 関 係 す る 場合 は 、 特 別 と な り ま す 。 


第 232S 条 


契約 上 の 担保 権 は 、 債 務 者 また は 第 三 者 が 設定 する こと 
0G き る 。 


第 二 者 に よっ て 構成 され る 場合 、 債 権 者 は 担保 と し て 
使用 され る 財産 ( 30063 
きる 。 第 2299 条 、 第 2302 条 か ら 第 2305 条 の 1 まで 、 

23082 条 か ら 第 2312 条 お よび 第 2314 条 の 規定 は 、 の 
適用 され る も の と する 。 


第 2326 条 


第 2326 条 不動 産 担保 は 、 私 法 ( 0 
対し て 、 私 填 の 下 に 作成 され た 協議 また は 委任 に 
権限 に よっ て 設定 する こと が で きる が 、 
正式 の 証書 に よる も の で な けれ ば な ら な い 。 

サブ タイ トル II : 動産 に 対す る 担保 権 

第 2329 条 

動産 に 対す る 担保 権 と は 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 2022 年 4 月 1 日 作成 
文書 


19 動産 に 対す る 先取 特権 : 
2 動産 の 質 権 : 
3? 無形 動産 に 対す る 質 権 


4? 担保 と し て 保持 また は 譲渡 され る 財産 


第 1 章 : 動産 の 先取 特権 
第 2330 条 


可動 式 の 先取 特権 は 、 法 律 で 認め られ て いる 。 

一 般 的 な も の と 特別 な も の が ある 。 

先取 特権 を 規定 する 法律 条項 は 厳格 に 解釈 され る 。 
他 の 債権 者 より 優先 され る 権利 を 丘 え る 。 別 段 の 定め 
が な い 限 り 、 追 及 権 は 付 紀 され な い 。 債務 者 の 買主 に 
対す る 代金 請求 権 に 引き 継が れる 。 

第 1 節 : 一 般 的 な 先取 特権 

第 2331 条 

特別 法 で 規定 され た も の に 加え て 、 動 産 の 一 般 的 性 質 
に 対し て 特権 を 有する 債権 は 次 の と お り で ある 。1? 弁 
護 士 費用 (た だ し 、 特 権 が 反対 され る 債権 者 の 利益 と 
な っ た 場合 に 限る ) 、2? 葬儀 費用 : 

3? 以下 の 報酬 お よび 補償 金 。 

- 従 業 員 お よび 見 習い 従業 員 の 過去 6 ヶ 月間 の 報酬 


- 過 去 1 年 間 お よび 当年 度 の 、 第 50 条 に よっ て 定め られ た 
繰延 給 下 。 農 村 ・ 海 事 漁業 法 第 321-13 条 


- 商 業 お よび 工芸 企業 の 発展 な ら び に 経済 的 、 法 的 お よ 
び 社 会 的 環境 の 改善 に 関す る 1989 年 12 月 31 日 付 法律 第 
89-1008 号 の 第 14 条 に より 制定 され た 遺族 請求 権 お よび 
第 30 条 . 田園 ・ 海 事 漁業 法 321-21-1。 


フラ ンス 労働 法典 1243-8 で 規定 され て いる 契約 終了 補 
償 。 フ ラン ス 労 働 法典 1243-8 お よび 同 第 50 条 .1231-32 に 
規定 され る 雇用 不安 補償 。1251-32 に 規定 され る 雇用 不 
雪 補 償 。 


フラ ンス 労働 法典 第 50 条 .1234-? に 規定 され る 通知 期間 
の 不履行 に 対す る 補償 。 フ ラン ス 労 働 法典 1234-$ 条 に 規 
定 さ れる 通知 期間 お よび 第 50 条 . に 規定 され る 補償 金 。 
1226-14 で 規定 され て いる 補償 金 


- 同 法典 L.3141-24 条 に 規定 され る 有給 休暇 に 対す る 補償 
金 、 民 法 、 最 終 修正 日 : 2022 年 3 月 2 日 、 文 書 作成 日 : 
2022 年 4 月 1 日 

労働 協約 、 事 業 所 協定 、 就 業 規則 、 慣 習 、 フ ラン ス 民 事 
訴訟 法 L.1226-14、L.1234-9、L.711-9 お よび L.711-2 の 規 
定 の 適用 に よる 余 刺 人 員 補 償 金 

L. 1234-9、L. 7112-3 か ら L. 7112-?、 フ ラン ス 労 働 法典 の 
第 50 条 に 言及 する 上 限 以下 の 部 分 全体 に つい て 。 同 法律 
3253-2 項 お よび 同上 限 を 超え る 部 分 の 4 分 の 1。 


L.1226-15、L. 1226-20、L. 1226-21、L. 1235-2 お よび L. 
1235-3 に 従い 、 該 当 す る 場合 、 従 業 員 に 支払 うべ き 賠 償 
金 。 

4? 過去 1 年 間 に 、 農 業 生産 者 が 承認 され た 長期 的 な 職 
業 間 契 約 に 基づい て 納入 し た 製品 、 お よび 承認 され た 
標準 豚 約 に 基づい て 農業 生産 者 の 契約 当事者 が 負担 し た 
金額 。 


第 2331-1 条 


公庫 と 社会 保障 基金 の 先取 特権 は 、 そ れ ら に 関係 する 法 
律 に より 決定 され る 。 


第 2 節 : 特別 な 先取 特権 

第 2332 条 

特別 法 が 定め る も の の ほか 、 特 定 の 動産 に 対す る 優先 
債権 は 1? 賃貸 借 の 実行 また は 建物 の 占有 の た め に 支払 
うべ きす べ て の 金額 で 、 敷 地 の 調 度 品 お よび 債務 者 に 
属す る も の (該当 する 場合 、 稼 働 中 の 家具 お よび 1 年 分 
の 収穫 物 を 含む ) に 対す る も の 。 

2? 家具 を 保存 する た め の 費 用 。 

3? 家具 の 売却 価格 。 

4? 第 50 条 に 定義 され る 在宅 労働 者 の 給 互 所 得 者 の アシ 
スタ ント の 雇用 契約 か ら 生 じ る 請求 権 。 労働 法 第 7412 条 
第 1 項 に 規定 され る ホー ム ワ ー カ ー の 給 王 所 得 者 の アシ 
スタ ント の 雇用 契約 か ら 生 じ る 請求 権 で 、 ク ライ アン 
ト が この 労働 者 に 支払 うべ き 金 額 。 

第 3 節 : 先取 特権 の 分 類 

第 2332-1 条 


別段 の 定め が な い 限 り 、 特 別 の 先取 特権 は 、 一 般 の 先取 
特権 に 優先 する 。 


第 2332-2 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


一 般 先 取 特 権 は 第 2331 条 の 順に 行使 され る が 、 例 外 と し 
て 公庫 の 先取 特権 (その 順位 は 関係 する 法律 に より 決 
定 ) お よび 社会 保障 基金 の 先取 特権 (その 順位 は 従業 員 
の 先取 特権 と 等 し い ) が ある 。 


同 順位 の 優先 債権 者 は 、 併 合 に よっ て 支払 われ る 。 

第 2332-3 条 

不動 産 の 賃貸 人 、 保 佐 人 、 動 産 の 売主 の 特別 先取 特権 
は 、 次 の 順序 で 行使 され る 。 


(1) 保存 の 費用 が 他 の 先取 特権 の 発生 より 後に 発生 し た 
場合 、 保 存 者 の 先取 特権 。 


(2) 他 の 先取 特権 の 存在 を 知ら な か っ た 不動産 賃貸 人 の 
先取 特権 3) 保全 費用 が 他 の 先取 特権 の 設定 より 前 に 発 
生 し た 場合 の 保 佐 人 の 先取 特権 (④ 他 の 先取 特権 の 存在 
を 知ら な か っ た 人 不動産 賃貸 人 の 先取 特権 ($) 他 の 先取 特 
権 の 存在 を 知っ て いた 不動 産 賃 貸 人 の 先取 特権 


(4) 家具 の 売主 の 先取 特権 。 


($) 他 の 先取 特権 の 存在 を 知っ て いた 不動 産 の 賃貸 人 の 
先取 特権 。 


同じ 家具 の 保存 者 間 で は 、 最 も 新しい も の が 優先 され 
ます 。 


上 記 の 規則 の 適用 上 、 在 宅 勤 務 の サラ リー マン の 先取 特 
権 は 、 家 具 の 売主 の 先取 特権 と 同化 する 。 


第 2332-4 条 


特別 の 法律 に よる 場合 を 除き 、 貨 権 に よっ て えら れ 
る 優先 権 は 、 不 動産 の 賃貸 人 の 先取 特権 と 同じ 順位 で 行 
使 さ れる 。 


第 2 章 : 有形 固定 資産 の 質入れ 
第 2333 条 
質 権 は 、 質 権 者 が 債権 者 に 対し 、 現 在 また は 閣 来 の 動産 


また は 一 群 の 動産 に つい て 、 他 の 債権 者 に 優先 し て 借 
済 を 受け る 権利 を 付 選 する 契約 で ある 。 


被 担保 債権 は 現在 で も 持 来 で も よく 、 後 者 の 場合 、 確 定 
可能 で な けれ ば な ら な い 。 
第 2334 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


質 権 は 、 目 的 地 に よっ て 固定 され た 動産 に 設定 する こ 
と が で きる 。 


抵当 権 者 と 質 権 者 の 間 の 優先 順位 は 、 第 2419 条 に 従っ て 
決定 され る も の と する 。 


第 233S 条 
他人 の 財産 に 対す る 商 権 は 、 そ の 財産 が 質 権 者 の も の 


で な いこ と を 知ら な か っ た 債権 者 の 請求 に より 、 取 り 
消す こと が で きる 。 


第 2336 条 


質 権 は 、 担 保 さ れる 債務 の 指定 、 質 入れ され た 財産 の 数 
量 お よび その 種類 また は 性 質 を 記載 し た 書面 を 作成 す 
こと ど に よっ う て 、' 完 成す る 。 


第 2337 条 


質 権 は 、 そ れ に 王 え られ た 公示 に よっ て 、 第 三 者 に 対 
し て 依拠 する こと が で きる 。 


また 、 質 権 の 目的 で ある 財産 、 ま た は 船荷 証券 の よう 
に それ を 表す 権利 書類 を 債権 者 また は 合意 され た 第 三 
者 の 手中 に 収め る こと に よっ て も 執行 可能 で な けれ ば 
な ら な い 。 


質 権 が 正式 に 公示 され て いる 場合 、 質 権 者 の 権利 承継 人 
は 第 2276 人 条 を 援用 する こ と は で き な い 。 


第 2339 条 


質 権 者 は 、 元 本 、 利 息 お よび 費用 の 被 担保 債務 を 完全 に 
支払 うま で 、 登 記 の 抹消 また は 質物 の 返 世 を 請求 する 
Ge でき 86 


第 2340 条 


同一 の 財産 が 複数 の 連続 し た 丘 所 有 質 権 の 対象 で ある 場 
合 、 債 権 者 の 順位 は その 登録 の 順序 に よっ て 決定 され 


る 。 


考 所 有 質 権 と し て 互 え られ た 資産 が 、 そ の 後 、 占 有 買 権 
の 対象 と な っ た 場合 、 先 の 質 権 者 の 優先 権 は 、 後 の 質 権 
者 の 男 資 権 に か か わら ず 、 正 式 に 公示 され て いる 場合 
に は 、 後 の 買 権 者 に 対し て 設定 する こと が で きる 。 


第 2341 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


引渡 質 権 の 目的 物 が 腐敗 し や すい 物 で ある 場合 、 債 権 者 
は それ ら を 自己 に 帰属 する 同種 の 物 と 区 別して 保管 し 
な けれ ば な ら な い 。 こ れ を 怠っ た 場合 、 設 定 者 は 第 
2344 条 の 第 1 項 の 規定 を 援用 する こと が で きる 。 


契約 に より 債権 者 が この 義務 を 免除 され た 場合 、 債 権 者 
は 、 同 等 の 物 を 同 量 返 選 する こと を 条件 に 、 質 入れ さ 
れ た 物 の 所 有 権 を 取得 する 。 


第 1 項 の 場合 に お いて 、 契 約 書 に 規定 が ある と き は 、 充 
電 者 は 、 同 量 の 同等 の も の と 交換 する こと を 条件 に 、 
質物 を 処分 する こと が で きる 。 

第 2342 条 

疾 所 有 質 権 の 目的 物 が 腐敗 し や すい 物 で ある 場合 、 質 権 
者 は 、 別 段 の 合意 が な い 限 り 、 同 量 の 同等 物 と 交換 する 
こと を 条件 に 、 そ れ ら を 疎外 する こと が で きる 。 


第 2342-1 条 


質 権 者 が 第 2341 条 また は 第 2342 条 に 定め る 条件 に より 質 
物 の 処分 の 選択 肢 を 有する 場合 に お いて 、 質 権 者 が 取 
得 し た 物品 を 

に 定め る 条件 に より 、 質 権 者 が 質物 を 処分 する 選択 肢 
を 有する 場合 、 交換 に より 取得 し た 物品 は 、 自 動 的 に 
質 権 の 基礎 に 含ま れる 。 


第 2343 条 


質 権 者 は 、 債 権 者 また は 合意 され た 第 三 者 が 質 権 の 保全 
の た め に 負担 し た 有用 また は 必要 な 費用 を 弁済 する も 
の と する 。 


第 2344 条 


質 権 者 は 、 債 権 者 また は 合意 され た 第 三 者 が 質 権 保存 の 
義務 を 履行 し な い 場 合 、 損 害 賠償 を 害する こと な く 、 
質 権 の 返 選 を 請求 する こと が で きる 。 


質 権 が 占有 を 伴わ ず に 設定 され た 場合 、 債 権 者 は 、 質 権 
者 が 質 権 保存 の 義務 を 履行 し な けれ ば 、 被 担保 債務 の 期 
間 の 没収 を 請求 し 、 ま た は 追加 の 質 権 を 要求 する こと 
が で きる 。 


第 234S 条 


別段 の 合意 が な い 限 り 、 質 権 者 が 被 担保 債務 の 債権 者 で 
ある 場合 、 そ の 財産 の 果実 を 受け 取り 、 利 皿 と 相殺 し 、 


それ が で き な け れ ば 、 債 務 の 元 本 と 相殺 する も の と す 
る 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2346 条 


被 担保 債務 が 支払 われ な い 場 合 、 債 権 者 は 、 担 保 不 動産 
の 売却 を 進め る こと が で き る 。 売却 は 、 民 事 執行 手続 
法 の 定め る 手続 に 従っ て 行わ れる も の と し 、 貢 権 設定 
契約 は これ を 介 謗 する こと が で き な い 、。 


質 権 が 職業 上 の 債務 の 担保 と し て 設定 され て いる 場 

合 、 債 権 者 は 、 債 務 者 お よび 該当 する 場合 は 質 権 を 設定 
し た 第 三 者 へ の 簡単 な 通知 か ら 5 日 後に 、 公 証人 、 執 行 
巨 、 司 法 競売 人 また は 定 秦 物品 仲介 人 に よっ て 人 質 権 の あ 
る 不動 産 の 公売 を 進め る こと が で きま す 。 


第 2347 条 
債権 者 は また 、 そ の 財産 が 自己 へ の 支払 を 継続 する こ 
と を 栽 利 所 に 命じ させ る こと が で きる 。 


財産 の 価値 が 被 担保 債務 の 額 を 上 回 る 場合 、 そ の 差額 に 
相当 する 金額 は 質 権 者 に 支払 われ る か 、 ま た は 他 の 質 
権 者 が いる 場合 に は 、 供 託さ れ な けれ ば な ら な い 。 


第 2348 条 


質 権 設 定時 また は その 後に 、 被 担保 債務 の 履行 が な い 場 
合 、 債 権 者 が 質 権 の 所 有 者 と な る こと を 合意 する こと 


が で きる 。 


資産 の 価値 は 、 通 貨 金融 法典 の 意味 に お ける 取引 プラ ッ 
ト フ ォ ー 人 合 、 法 廷 外 ま 

た は 司法 で 任命 され た 専門 家 に よっ て 譲渡 の 日 に 決定 
失 これ に 反する いか な る 条項 も 不 文 律 と みな 
され ます 。 


この 価額 が 被 担保 債務 の 額 を 超え る 場合 、 差 額 に 相当 す 
る 金額 は 、 付 者 に 支払 われ る か 、 ま た は 他 の 質 権 者 
が いる 場合 に は 、 預 託さ れる も の と する 。 


第 2349 条 
質 権 は 、 債 務 者 の 相続 人 また は 債権 者 の 相続 人 の 間 で 債 


務 を 分 割 す る こと が で きる に も か か わら ず 、 不 可 分 で 
ある 。 


債務 の 一 部 を 弁 消し た 債務 者 の 相続 人 は 、 債務 が 完全 に 
免 際 され る まで 、 買 権 の 持分 の 返還 を 請求 する こと が 
で き な い 。 


逆 に 、 債 務 の 一 部 を 受け 取っ た 債権 者 の 相続 人 は 、 支 払 
われ て いな い 共 同相 続 人 の 不利 益 に な る よう に 質 権 を 
再 取得 する こと は で き な い 。 

第 23s0 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


保証 また は 予防 措 帝 と し て 裁 麟 所 が 命じ た 金銭 、 物 品 ま 


た は 有価 証券 の 隔離 また は 寄託 は 、 第 2333 条 の 意味 に お 
ける 特別 な 配分 お よび 優先 権 を 伴う も の で ある 。 


第 2 節 : 自動 車 に 対す る 質 権 。 
第 23S1 条 


登録 され た 土地 の 自動 車 ま た は トレ ー ラ ー に 関す る 場 
合 、 質 権 は 、 国 務 院 の 政信 で 定め られ た 条件 下 で 行政 当 
局 に 対し て 行う 宜 計 に より 、 第 三 者 に 対し て 依拠 する 
だ 20.@ き る: 


第 23S2 条 


宣言 に 対す る 領収 書 を 発行 する こと に より 、 質 権 者 は 
質物 を 所 有 し て いた も の と みな され る 。 


第 23S3 条 


質 権 の 実現 は 、 債 務 者 の 地位 に か か わら ず 、 第 2346 条 か 
ら 第 2348 条 まで に 定め る 規則 に 従う も の と する 。 


第 3 章 : 無形 財産 の 質 権 設 定 
第 23SS 条 


質 権 と は 、 債 務 の 担保 と し て 、 無 形 動産 また は 現在 も 
し く は 格 来 の 無形 動産 の 一 群 を 譲渡 する こと で ある 。 


契約 上 また は 司法 上 の も の で ある 。 


司法 上 の 質 権 は 、 民 事 上 の 強制 執行 手続 き に 適用 され る 
規定 が 適用 され る 。 


特別 な 規定 が な い 場 合 、 契 約 上 の 債権 質 権 は 、 本 章 に 準 
拠 す る 。 


その 他 の 無形 動産 の 質 権 は 、 特 別 な 規定 が な い 場 合 、 第 
2286 条 の 4 を 除き 、 有 形 動産 の 質 権 に 定め られ た 規定 に 
従い ます 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


第 23S6 条 


債権 の 質入れ は 、 無 効 を 覚悟 で 、 書 面 で 行わ か けれ ば 
な ら な い 。 


被 担保 債権 と 被 担保 債権 は 、 証 書 で 指定 され な けれ ば な 
ら な い 。 


それ ら が 格 来 の も の で ある 場合 、 証書 は それ ら を 個別 
に 識別 で きる よう に する か 、 ま た は 債務 者 の 表示 、 支 
払 場所 、 債 権 の 額 ま た は 評価 、 お よび 該当 する 場合 に 
は その 満期 な ど 、 そ の 識別 を 可能 に する 要素 を 含ま な 
けれ は な が ら が い 。 


第 23S8 条 


債権 の 質入れ は 、 特 定 の 期間 に わた っ て 行う こと が で 
きる 。 


た だ し 、 債 権 が 不可 分 で ある 場合 は 、 債 権 の 端数 に 関連 
する こと が で きる 。 


第 23s9 条 


質 権 は 、 当 事 者 が 別段 の 合 し な い 限 り 、 債 権 の 付属 
物 に まで 及ぶ も の と する 。 


第 2360 条 


質 権 が 口座 に 関連 し て いる 場合 、 質 権 の 対象 と な る 債権 
は 、 民 事 執行 手続 で 定め られ た 手続 に 従っ て 、 進 行 中 の 
業務 の 正規 化 に 従い 、 担 保 の 実現 の 日 に お いて 、 暫 定 的 
か 最終 的 か を 問わ ず 、 信 用 残高 と 解 さ れる 。 


同 但し 書き に 従い 、 保 証人 に 対す る 保護 措 区 、 法 的 救済 
措 壮 、 法 的 清算 手続 き 、 個 人 の 過 和 債 務 状 況 の 処理 の た 
め の 手 続き が 開始 され た 場合 、 質 権 設 定 債権 者 の 権利 
は 、 開 始 閉 決 日 の 口座 残高 に 関係 する も の と し ます 。 


第 2361 条 


現在 また は 閣 来 の 債権 の 質 権 は 、 当 事 者 間 で 効力 を 生 
じ 、 証 書 の 日 付 で 第 三 者 に 対し て 執行 可能 で ある 。 紛 争 
が 生じ た 場合 、 日 付 の 証明 は 質 権 者 に 義務 づけ られ 、 余 
権 者 は いか な る 手段 に よ っ て も これ を 証明 する こ と が 
で きる 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2361-1 条 


同一 の 債権 が 連続 し て 質 権 の 目的 と か っ て いる 場合 、 
債権 者 の 順位 は 行為 の 順序 に よっ て 決定 され る も の と 
する 。 最 初 の 債権 者 は 、 債 務 者 が 支払 い を 行う は ず 
だ っ た 債権 者 に 対し て 、 求 償 権 を 有する も の と する 。 


第 2362 条 
質 権 の ある 債権 の 債務 者 に 対し て 強 制 執 行 を 行う た め 


に は 、 債 権 の 質 権 が 本 人 に 通知 され る か 、 本 人 が 行為 
に 介入 し な けれ ば な ら な い 、。 


これ を 怠る と 、 質 権 者 の み が 債 権 の 弁済 を 有効 に 受け 
る ご と に な る 。 


第 2363 条 


通知 後 、 質 権 設定 債権 者 は 、 質 権 設定 債権 に 対す る 罰 区 
権 を 有 し 、 そ の 資本 金 お よび 利息 の 支払 に 対す る 唯一 
の 権利 を 有する 。 


質 権 設 定 債権 者 は 、 設 定 者 と 同様 に 、 他 の 者 に 正当 に 通 
知 さ れ た 上 で 、 債 権 の 行使 を 追及 する こと が で きる 。 


第 2363-1 条 


質 権 付 債権 の 債務 者 は 、 質 権 者 に 対し て 債務 に 内 在 す る 
抗弁 を 行う こと が で きる 。 ま た 、 買 権 設定 者 と の 関係 
か ら 生 じ る 抗弁 を 申し 立て る こと が で きる 。 


第 2364 条 


担保 付 債権 に 基づき 文 払わ れ た 金額 は 、 被 担保 債権 の 弁 
済 期 が 到来 し た 場合 に 相殺 され る 。 


そう で な い 場 合 、 質 権 設定 債権 者 は 、 そ れ ら を 受け 取 
る 権限 を 有する 機関 に その 目的 の た め に 開設 され た 特 
別 指定 口 座 に 担保 と し て 保管 し 、 被 担保 債務 が 履行 され 
た 場合 に それ ら を 返 世 し な けれ ば な ら な い 。 債務 者 が 
被 担保 債務 を 不履行 と し 、 正 式 な 通知 が 効力 を 持た ず に 
8 日 経過 し た 場合 、 債 権 者 は 未払い 額 の 範囲 内 で その 債 
権 の 弁済 に 充て る も の と する 。 


第 236S 条 

債務 者 の 債務 不履行 の 場合 、 質 権 設定 債権 者 は 、 裁 鹿 所 
に より 、 ま た は 契約 に 定め られ た 条件 の 下 で 、 質 権 設 
定 債権 お よび それ に 付随 する すべ て の 権利 を 譲渡 させ 
の こら だ の G き る 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


また 、 買 権 付 債権 の 弁済 期 が 到来 する まで 待つ こと も 


で きる 。 


第 2366 条 


質 権 者 が 彼 担 保 債務 を 上 回 る 金額 を 支払 われ た 場合 、 そ 
の 差額 を 付 互 者 に 負担 させ る 。 


第 4 章 担保 と し て 保持 また は 譲渡 され る 財産 
第 1 節 : 担保 と し て 保持 され て いる 財産 
第 2367 条 


財産 の 所 有 権 は 、 そ の 対価 と な る 債務 が 完全 に 支払 わ 
れる まで 契約 の 譲渡 可能 な 効力 を 停止 する 権利 留保 条項 
の 効果 に より 、 担 保 と し て 留保 され る こと が ある 。 


この よう に 留保 され た 財産 は 、 そ の 支払 い を 保証 する 
債権 の 付属 物 で ある 。 


第 2368 条 


所 有 権 の 留保 は 、 書 面 に より 合意 され な けれ ば な ら な 
Se 


第 2369 条 


カビ の 生え る 資産 の 留保 され た 所 有 権 は 、 債 務 者 また 
は その 代理 人 が 所 有する 同じ 種類 お よび 品質 の 資産 に 
対し て 、 ま だ 支払 うべ き 債 務 の 額 を 限度 と し て 行使 す 
の 0 が で きる 。 


第 2370 条 


所 有 権 留保 の 対象 と な る 動産 が 他 の 財産 に 組み 込ま れ 
る こと は 、 そ の 財産 が 損害 な く 分離 で きる 場合 に は 、 
債権 者 の 権利 行使 を 妨げ な い 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 
第 2371 条 


支払 期日 に 全額 が 支払 われ な い 場 合 、 債 権 者 は その 処分 
権 を 回 復 す る た め 、 財 産 の 返 選 を 請求 する こと が で き 
る 。 


差し 戻さ れ た 財産 の 価値 は 、 支 払 に よっ て 、 和 被 保証 債務 
の 残額 と 相 統 され る も の と する 。 


取り 上 げた 財産 の 価値 が まだ 支払 われ て いな い 被 担保 
債務 の 額 を 超え る 場合 、 債 権 者 は 債務 者 に その 差額 に 相 
当 する 金額 を 支払 う も の と する 。 


第 2372 条 


財産 の 疎外 また は 紛失 の 場合 、 所 有 権 は 債務 者 の 転 得 者 
に 対す る 債権 また は 財産 に 代位 する 保険 補償 に 移転 す 
る 。 


そし て 、 転 得 者 また は 保険 者 は 、 債 権 者 に 対し 、 債 務 に 
内 在 する 抗弁 お よび 譲渡 を 認識 する 以前 の 債務 者 と の 
関係 か ら 生 じ る 抗弁 を 提起 する こと が で きる 。 

第 2 節 : 担保 と し て 譲渡 され た 財産 

第 1 小節 : 担保 に よる 信託 

第 2372-1 条 

動産 また は 権利 の 所 有 権 は 、2011 条 か ら 2030 条 まで に 


従っ て 締結 され た 信託 契約 に 基づく 債務 の 担保 と し て 
譲渡 する こと が で きる 。 


担保 され る 債務 は 、 現 在 ま た は 哲 来 の も の で あっ て よ 

く 、 哲 来 の も の で ある 場合 に は 、 確 定 可能 で な けれ ば 
な ら な い 、。 

第 2029 館 に か か わら ず 、 自 然 人 設定 者 の 死亡 は 、 本 節 に 
基づき 締結 され た 信託 契約 を 終了 させ な い 。 


第 2372-2 条 

保証 と し て 締結 され た 信託 の 場合 、 契 約 書 に は 、 第 2018 
条 の 規定 に 加え て 、 和 無効 の 削 則 付 き で 、 保 証 債務 に つい 
て 記載 し な けれ ば な ら な い 。 

第 2372-3 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

被 保 証 債 務 の 支払 い が な い 場 合 、 信 託 契 約 に 別段 の 定め 
が な い 限 り 、 受 託 者 が 債権 者 で ある 場合 は 、 担 保 と し 
て 譲渡 され た 財産 また は 権利 の 自由 な 処分 を 取得 す 
る 。 


受託 者 が 債権 者 で な い 場 合 、 債 権 者 は 受託 者 に 財産 の 明 
渡し を 求め 、 受 託 者 は これ を 自由 に 処分 する こと が で 
き 、 信 託 契 約 に 定め が ある 場合 は 、 譲 渡さ れ た 財産 ま 

た は 権利 を 売却 し 、 そ の 代金 の 全部 また は 一 部 を 送金 

よる と が で きる 。 


譲渡 され た 財産 また は 権利 の 価値 は 、 通 貨 金 融 法典 に い 
う 取 引 プ ラッ ト フ ォ ー ム に お ける 公式 の 相場 に よる 場 
合 、 ま た は 財産 が 金銭 で ある 場合 を 除き 、 法 廷 外 また 
は 司法 に より 選任 され た 専門 家 に よっ て 決定 され る も 
の と し ます 。 こ れ に 反する 条項 は 、 不 文筆 と みな され 
まあ 。 


受託 者 は 、 専 門 家 が 定め た 価格 で の 買い 手 が 見 つか ら 
な い 場 合 、 自 己 の 責任 に お いて 、 そ の 価値 に 相当 する 
と 考え る 価格 で 、 財 産ま た は 権利 を 売却 する こと が で 
SS 


第 2372-4 条 


信託 の 受益 者 が 第 2372-3 条 に 従っ て 譲渡 され た 財産 また 
は 権利 の 自由 処分 を 取得 し た 場合 、 同 条 第 2 項 に 記載 の 
価額 が 被 担保 債務 の 額 を 超え る と き は 、 信 託 財産 の 保存 
また は 管理 か ら 生 じ る 債務 の 先払 い を 条件 に 、 そ の 価 


額 と 債務 の 額 の 差額 に 相当 する 金額 を 設定 者 に 支払 わな 
けれ ば な ら な い 。 


同 但し 書き に 従い 、 受 託 者 が 信託 契約 に 基づき 府 渡 され 
た 財産 また は 権利 を 売却 し た 場合 、 そ の 売却 代金 の う 
ち 、 場 合 に より 被 担保 債務 の 価格 を 超え る 部 分 を 設定 者 
に 返 選 する 。 


第 2372-S 条 


第 2372-1 条 に 従っ て 譲渡 され た 財産 は 、 後 者 が 明示 的 に 
定め て いる 場合 に 限り 、 そ の 後 、 設 定 資 料 に 記載 され 
て いる 以外 の 債務 を 保証 する た め に 使用 する こと が で 
きる 。 


設定 者 は 、 最 初 の 債権 者 だ け で な く 、 新 し い 債権 者 に 対 
し て も 、 最 初 の 債権 者 が 支払 われ て いな い 場 合 で も 、 
それ を 担保 と し て 提供 する こと が で き ます 。 設定 者 が 
自然 人 の 場合 、 信 託 財 産 は 再 担保 の 日 の 推定 価格 を 上 限 
と し て 、 新 た な 債務 の 担保 と し て 使用 する こと が で き 
まず す 。 

無効 を 覚悟 で 、 第 2372-2 条 の 規定 に 従っ て 作成 され た リ 
ロー ド 契 約 は 、 第 2019 条 に 規定 され た 書式 で 登記 され 
る 。 登録 の 日 付 は 、 債 権 者 の 順位 を 、 と り わ け 決 定 す 
る 。 


本 人 条 は 公 序 民 俗 に 反する 規定 で あり 、 こ れ に 反する 条 
項 は 不 文 律 と みな す 。 


第 2 小節 担保 と し て の 債権 の 譲渡 
第 2373 条 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

債権 の 所 有 権 は 、 第 1321 人 条 か ら 第 1326 条 まで の 規定 に よ 
り 締 結 さ れ た 契約 の 効力 に よっ て 、 債 務 の 担保 と し て 
譲渡 する こと が で きる 。 


第 2373-1 条 


被 担保 債権 と 譲渡 債権 は 、 証 書 で 指定 され る 。 


それ ら が 特 来 の も の で ある 場合 、 証書 は それ ら を 個別 
に 識別 で きる よう に する か 、 ま た は 債務 者 の 表示 、 支 
払 場 所 、 債 権 の 額 ま た は その 評価 、 お よび 適切 な 場合 
に は それ ら の 期日 な ど 、 こ れ を 可能 に する 要素 を 含ん 
で いな けれ ば な ら な が い 。 


第 2373-2 条 

譲渡 され た 債権 に 関し て 譲受 人 に 支払 われ た 人 金額 は 、 
被 保全 債権 が 弁済 期 に ある 場合 に は 相殺 され ます 。 
そう で な い 場 合 は 、 第 2374 条 の 3 か ら 第 2374 条 の 6 に 規 
定 する 条件 の も と 、 譲 受 人 は これ を 保持 する も の と す 
る 。 

第 2373-3 条 

被 担保 債権 が 譲渡 債権 の 弁済 前 に 完済 され た 場合 、 譲 受 
人 は 後者 の 所 有 権 を 自動 的 に 回 復 す る も の と する 。 
第 3 小節 担保 と し て の 人 金銭 の 譲渡 


第 2374 条 


ユー ロ ま た は 他 の 通貨 に よ る 金銭 の 所 有 権 は 、1 つ また 
は 複数 の 現在 また は 閣 来 の 請求 権 の 担保 と し て 譲渡 す 
の ここ だ が で きる 。 


第 2374-1 条 


誠 渡 は 、 無 効 の 削 則 の 下 に 、 書 面 で 行わ か けれ ば な ら 
MAI 電 


この 書面 に は 、 被 担保 債権 の 指定 が 含ま れ て いな けれ 
ば な り ま せん 。 債権 が 閣 来 の も の で ある 場合 、 そ の 証 
書 は 、 債 権 を 個別 に 識別 で きる よう に する か 、 ま た は 
債務 者 の 表示 、 支 払 場所 、 債 権 の 額 ま た は その 評価 額 、 
場合 に よっ て は その 支払 期限 な ど 、 こ れ を 可能 に する 
要素 を 含ん で いな けれ ば な ら な い 。 


第 2374-2 条 

裏 渡 は 、 譲 渡さ れ た 金額 の 送金 に より 、 第 三 者 に 対し 
て 依拠 する こと が で きる 。 

第 2374-3 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

譲受 人 は 、 譲 渡さ れ た 金額 を 自由 に 処分 する こと が で 
きる が 、 こ れ に 反する 契約 に よっ て その 使途 が 特定 さ 
れ て いる 場合 を 除く 。 


第 2374-4 条 


譲受 人 が 譲渡 され た 人 金額 を 自由 に 処分 で き な い 場合 、 別 
段 の 合意 が な い 限 り 、 そ の 果実 と 利息 が 保証 の 基礎 と 
な る 。 


譲受 人 が 譲渡 され た 金額 を 自由 に 処分 で きる 場合 、 譲 渡 
人 の 利益 の た め に 利 四 を 取り 決め る こと が で きる 。 
第 2374-S 条 


債務 者 が 債務 不履行 に 陥っ た 場合 、 譲 受 人 は 譲渡 金額 と 
果実 お よび 利息 を 被 保証 債権 と 相殺 する こと が で き 

る 。 場合 に よっ て は 、 超 過 分 を 譲渡 人 に 返 選 し な けれ 
ば な ら な い 、。 


第 2374-6 条 

被 担保 債権 が 全額 弁済 され た 場合 、 譲受 人 は 譲渡 金額 に 
果実 お よび 利息 を 加え て 譲受 人 に 返 選 する も の と す 
る 。 

サブタイトル III: 不動 物 の 担保 権 

第 237S 条 

不動 産 に 対す る 担保 権 と は 、 先 取 特 権 、 質 権 お よび 抵当 
権 で ある 。 


また 、 不 動産 の 所 有 権 は 、 担 保 と し て 保持 また は 譲渡 
する こと が で きる 。 


第 1 章 : 不動 産 の 先取 特権 


第 2376 条 


不動 産 の 先取 特権 は 、 法 律 で 認め られ て いる 。 

一 般 的 な も の で ある 。 

登記 が 不要 で ある 。 

先取 特権 を 規定 する 法律 条項 は 厳格 に 解釈 され る 。 


他 の 債権 者 より 優先 され る 権利 を 世 える が 、 追 求 権 は 
えな い 。 


先取 特権 が 債務 者 の 一 般 動 産 に も 関係 する 場合 、 十 分 な 
動産 が な い 場 合 に の み 、 不 動作 に 対し て 行使 され る 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2377 条 


特別 法 で 規定 され る も の の ほか 、 す べ て の 不動 財産 の 
上 に 特権 的 に 認め られ る 請求 権 は 次 の と お り で ある 。 
た だ し 、 特 権 が 行使 され た 債権 者 の 利益 と な っ た 場合 
に 限る 。 


2? 以下 の 報酬 お よび 手当 。- 従業 員 お よび 見 習い 従業 貞 
の 過去 6 ヶ月 間 の 報酬 。 

- 過 去 1 年 間 お よび 当年 度 の 第 50 条 で 定め られ た 召 延 給 
王 。 農 村 ・ 海 事 漁業 法 第 321-13 条 

- 商 業 お よび 工芸 企業 の 発展 な ら び に 経済 的 、 法 的 お よ 
び 社 会 的 環境 の 改善 に 関す る 1989 年 12 月 31 日 付 法律 第 
89-1008 号 の 第 14 条 に より 制定 され た 遺族 請求 権 お よび 


第 50 条 . 321-21-1 of the rural and maritime fishing code: 


フラ ンス 労働 法典 1243-8 で 規定 され て いる 契約 終了 補 
償 。 フ ラン ス 労 働 法典 1243-8 お よび 同 第 50 条 .1251-32 に 
規定 され る 雇用 不安 補償 。1251-32 に 規定 され る 雇用 不 
雪 補 償 。 


フラ ンス 労働 法典 第 50 条 .1234-? に 規定 され る 通知 期間 
の 不履行 に 対す る 補償 。 フ ラン ス 労 働 法典 1234-$ 条 に 規 
定 さ れる 通知 期間 お よび 第 50 条 . に 規定 され る 補償 金 。 
1226-14 で 規定 され て いる 補償 金 


- 同 法典 第 3141-24 条 以降 に 規定 され る 有給 休暇 に 対す る 
補償 金 


5 働 協約 、 事 業 所 の 労働 協約 、 就 業 規則 、 慣 習 お よび 
フラ ンス 労働 法典 L.1226-14、L.1234-.9 お よび L.7112-3 か 
ら L.7112-$ の 規定 に 従っ て 支払 われ る べき 冗 長手 当 で 、 
第 50 条 に 言及 する 上 限 以下 の 部 分 全体 に 対し て 。 同 法律 
第 3253 条 の 2 に 規定 され る 上 限 額 以 下 の 部 分 と 、 上 限 額 
を 超え る 部 分 の 4 分 の 1。 


L. 1226-15、L. 1226-20、L. 1226-21、L. 1235-2 お よび L. 
1235-3 に 従い 、 該 当 す る 場合 、 従 業 員 に 支払 うべ き 賠 償 
金 。 

L. 1226-21、L. 1235-2 か ら L. 1235-4、L. 1235-11、L. 1233- 
12、L. 1235-14、L. 1243-4 労 働 法 典 に 基づく 。 


第 2378 条 


一 般 的 な 先取 特権 は 、 不 動産 に 対す る 質 権 お よび 抵当 権 
に 付随 する 優先 的 権利 に 優先 し て 行使 され ます 。 


これ ら は 第 2377 条 に 定め られ た 順序 で 行使 され る 。 


第 2 章 : 不動 産 に 対す る 質 権 
第 2379 条 


不動 産 の 質 権 は 、 債 務 の 担保 と し て 不動 産 を 譲渡 する こ 
と で あり 、 そ の 際 、 譲 渡す る 者 の 占有 を 伴う 。 


第 2380 条 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 2390 条 、 第 2409 条 か ら 第 2413 条 まで 、 第 2415 条 お よび 
第 2450 条 か ら 第 2453 条 まで に 定め る 挑 当 権 に 関す る 規定 
は 、 不 動産 の 質 権 に 適用 され る も の と する 。 


第 2381 条 


債権 者 は 、 担 保 に 供 され た 不動 産 の 果実 を 、 利 息 が ある 
場合 に は 利 思 と 相殺 し 、 債 務 の 元 本 と 補助 的 に 相殺 する 
こと を 条件 と し て 、 こ れ を 回 収 す る 。 


債権 者 は 、 没 収 の 前 則 の 下 に 、 不 動産 の 保存 お よび 維持 
に 努め る 義務 を 負い 、 徴 収 し た 果実 を 債務 に 充当 する 

前 に この 目的 の た め に 使用 する こと が で きる 。 ま た 、 

その 所 有 者 に 返 選 する こと に より 、 い つ で も この 義務 

を 免れ る こと が で きる 。 


第 2382 条 


債権 者 は 、 所 有 権 を 失う こと な く 、 不 動産 を 第 三 者 また 
は 債務 者 本 人 に 賃貸 する こと が で きる 。 


第 2383 条 


債務 者 は 、 債 務 が 完全 に 免除 され る 前 に 財産 の 返 選 を 請 
求まる で (お で き が いい 


第 2384 条 

不動 産 に 質 権 を 有する 債権 者 の 権利 は 、 特 に 以下 の 場合 
に 消滅 する 。1? 主 債務 の 消滅 に より 消滅 する 。 

2 不動 産 が その 所 有 者 に 早期 に 返 世 され る こと に よっ 

KG 

第 3 章 抵当 権 

第 1 節 : 総則 

第 238S 条 

抵当 権 と は 、 債 務 の 担保 と し て 、 そ れ を 行う 者 を 春 う 

こと な く 、 不 動産 を 譲渡 する こと で ある 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 2386 条 


抵当 権 は 、 法 律 で 説 め られ た 場合 お よび 様式 に し た 
が っ て の み 成 立 する 。 


第 2387 条 


抵当 権 は 、 法 律 上 、 裁 記 上 、 また は 契約 上 の も の で な け 
れ ば な が ら な い 、。 


第 2388 条 


商業 的 に 利用 され て いる すべ て の 人 不動産 権 は 、 抵 当 権 
の 対象 と な る 。 


第 2389 条 

抵当 権 は 、 抵 当 物 件 に 施さ れ た 改良 、 お よび 不動 と み 
な され る 付属 品 に も 及ぶ も の と する 。 

第 2390 条 

抵当 権 は 、 被 担保 債務 の 利 皿 お よび その 他 の 付属 物 に も 
及ぶ 。 こ の 拡張 は 、 被 担保 債務 に お いて 代位 され た 第 
三 者 が 、 自 己 に 文 払 うべ き 利 息 お よび その 他 の 付属 品 
に つい て 利益 を 受け る も の と する 。 

第 2391 条 


抵当 権 は 、 債 務 の 分 割 に か か わら ず 、 不 可 分 で ある : 


抵当 不動 産 を 所 有する 共同 債務 者 は 、 そ の 不動 産 に つい 
て 、 全 体 に 対し て 責任 を 負う : 債権 者 の 各々 は 、 債 務 に 
対す る 自分 の 取り 分 の 担保 と し て 、 全 財産 を 有する 。 


抵当 権 は 、 不 動産 の 分 割 や 複数 の 動産 に か か わら ず 、 依 
然 と し て 不可 分 で ある : 分 割 され た 不動 産 の 各部 分 、 各 
動産 は 、 債 務 全体 の 担保 に 充て られ る 。 

第 2 節 : 法定 振 当 権 


第 2392 条 


法定 抵当 権 に は 、 一 般 抵当 権 と 特別 抵当 権 が ある 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

一 般 抵当 権 の 受益 者 で ある 債権 者 は 、 債 務 者 に 現に 帰属 
する すべ て の 人 不動産 に つい て 、 そ の 権利 を 登記 する こ 
と が で きる 。 そ の 後 債務 者 の 財産 の 一 部 と な っ た 不動 
産 に つい て 追加 登記 を する こと が で き る 。 


特別 抵当 権 の 受益 者 で ある 債権 者 は 、 そ の 権利 の 登記 

を 、 そ の 挑 当 権 が 関連 する 不動 産 に 対し て の み 行 うこ 

ら 2 の CGC き る 。 

第 1 節 一 般 抵当 権 

第 2393 条 

第 1 項 一 般 抵当 権 特別 法 の 規定 に よ に る も の の ほか 、 一 般 
抵当 権 の 対象 と な る 債権 は 、: 

19 配偶 者 の 一 方 が 他方 に 対し て 有する 債権 。 


2? 未成 年 者 また は 成年 後見 人 の 法定 代理 人 また は 後見 
人 に 対す る 債権 3? 国 、 県 、 市 、 公 共 施 設 の 徴収 人 お よ 
び 会 計 管理 人 に 対す る 債権 


49? 第 1017 条 に よる 相続 財産 で ある 不動 産 に 対す る 遺贈 
者 、3? 葬儀 費用 。 


6? 有 罪 鹿 決 を 受け た 債務 者 に 対す る 誠 決 の 対象 で ある 
も の 、7 税務 手続 き に 定め られ た 条件 の 下 で の 財務 省 
の も の 、8? 社会 保障 法典 に 定め られ た 条件 の 下 で の 社 
会 保障 基金 の も の 。 


第 1 項 : 配偶 者 の 法 的 抵当 権 に 関す る 規定 
配偶 者 の 法 的 抵当 権 に 関す る 規則 
第 2394 条 


配偶 者 が 取得 財産 へ の 参加 を 定め た 場合 、 別 段 の 合意 が 
な い 限 り 、 そ れ ぞ れ が 参加 権 の 担保 と し て 法定 抵当 権 
を 登記 する 権利 を 有 し ます 。 


この 登記 は 、 夫 婦 関 係 の 解消 前 に 行う こと が で きる 
が 、 そ の 解消 の 日 か ら 、 ま た その 日 に 関連 する 不動 産 
が 債務 者 で ある 配偶 者 の 財産 に 存在 する こと を 条件 と 
し て の み 効 力 を 持つ 。 


早期 清算 の 場合 、 申 請 前 の 登記 は 申請 日 か ら 効 力 を 生 
じ 、 後 の 登記 は 第 2418 条 に ある よう に 、 そ の 日 か らし 
か 効力 を 生じ な い 。 


また 、 夫 婦 別 姓 が 解消 され た 翌年 に も 登記 を 行う こと 
が で き 、 そ の 場合 は その 日 か ら 効 力 を 生じ る 。 


第 239S 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 15 日 


前 条 に 従っ て 法定 抵当 権 の 登記 が な され た 場合 、 婚 如 契 
約 が 明示 的 に 禁止 し て いな い 限 り 、 登 記 の 受益 者 で あ 
る 配偶 者 は 、 他 の 配偶 者 の 債権 者 また は 自己 の 債権 者 の 
た め に 、 そ の 順位 の 譲渡 また は その 登記 か ら 生 じ る 権 
利 の 代位 に 同意 する こと が で き る 。 


この こと は 、 配 偶 者 自身 また は その 子供 の た め に 攻 え 
られ る 、 ま た は 五 え られ る 可能 性 の ある 扶養 料 を 保証 
する 裁 記 上 の 抵当 権 の 場合 に も 当て は まる 。 


登記 の 受益 者 で ある 配偶 者 が 、 順 位 ま た は 代位 の 譲渡 に 
同意 し な いこ と に よっ て 、 他 の 配偶 者 が 家族 の 利益 の 
た め に 必要 な 抵当 権 を 構成 する こと を 妨げ る 場合 、 

た は その 配偶 者 が 意思 表示 を する こと が で き な い 場 

合 、 裁 鹿 記 は 、 当 該 配偶 者 の 権利 を 保護 する た め に 必要 
と 考え る 条件 に お いて 順位 また は 代位 の 譲渡 を 許可 す 
る こと が で きる 。 婚 如 契 約 に 第 1 項 の 条項 が ある 場合 に 
も 同様 の 権限 を 有する 。 


第 2396 条 
前 条 を 適用 し て な され る 章 決 は 、 民 事 訴 訟 法 の 定め る 
様式 で な され る 。 


配偶 者 の 法 的 抵当 権 は 、 碑 文 の 更新 に つい て は 、 第 2429 
人 条 の 規定 に 従う 。 


第 2397 条 


第 2393 条 か ら 第 2396 条 まで の 規定 は 、 政 信 で 定め られ 
た 条件 下 で 、 配 偶 者 また は 格 来 の 配偶 者 の 注意 を 喚起 す 
る 。 


第 2 項 : 未成 年 者 また は 成年 後見 人 の 法定 折 当 権 に 
特有 の 規則 


未成 年 者 また は 成年 被 後見 人 の 法定 抵当 権 に 関す 
る 規定 


第 2398 条 


後見 開始 時 に 、 家 族 会 議 また は 裁 麟 巨 が 、 後 見 人 の 意見 
を 聞い た 上 で 、 後 見 人 の 不動 産 に 登記 が 必要 か どう か 

を 決定 し ます 。 そ の 場合 、 家 族 会 は 登記 すべ き 金 額 を 

決定 し 、 請求 する 不動 尊 を 指定 する 。 た だ し 、 そ う で 

な い 場 合 は 、 抵 当 権 の 登記 を 質 権 ま た は 的 当 権 の 設定 に 
芯 き 換え る こと を 決定 し 、 そ の 条件 は 家族 会 議 が 自ら 

決定 する こと が で きる 。 


後見 期間 中 、 未 成年 者 また は 成年 被 後 見 人 の 利益 の た め 
に 必要 と 思わ れる と き は 、 家 族 会 議 ま た は これ に よら 
な い 裁 刻 互 は 、 常 に 、 最 初 の 登記 も し く は 追加 の 登記 
を する こと 、 ま た は 質 権 も し く は 担保 を 設定 する こと 
を 命ずる こと が で きる 。 


未成 年 者 の 財産 の 法定 管理 の 場合 、 後 見 裁 刻 札 は 、 職 権 
で 、 ま た は 親 や 親族 、 検 察 庁 の 要請 に より 、 法 定 管理 者 
の 動産 に 登記 を 行う こと 、 ま た は 後者 が 質 権 や 担保 を 
構成 する こと を 決定 する こと が で きる 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


本 条 に 規定 する 記載 は 、 後 見 裁 麟 互 の 書記 官 の 請求 に よ 
り 行 い 、 そ の 費用 は 後見 会 計 に 計上 する も の と する 。 


第 2399 条 


第 2399 条 未成 年 者 が 成年 また は 解放 され た 後 、 ま た は 成 
年 後見 人 が 後見 を 解除 され た 後 、 成 年 後見 人 は 、1 年 以 
内 に 、 そ の 法定 抵当 権 の 登記 また は 追加 登記 を 請求 する 
と 2 で きる 。 


この 権利 は 、 相 続 人 も 同期 間 内 に 、 あ る い は 未成 年 者 ま 
た は 成年 後見 人 で ある 間 に 死 亡 し た 場合 に は 、 そ の 死 
亡 か ら 1 年 以内 に 行使 する こと が で きる 。 


第 2400 条 

未成 年 の 間 お よび 成年 後見 の 間 は 、 民 法 第 2429 条 に 従 
い 、 司 法 裁 鹿 所 の 書記 官 に よっ て 第 2398 条 に 基づく 登記 
が 更新 され な けれ ば な ら な い 。 


で 有 草 鹿 決 に 付随 する 法定 抵当 権 に 関す る 規 
| 


有 慕 炒 決 に 付随 する 法定 抵当 権 に 関す る 規則 

第 2401 条 

有 甘 鹿 決 に 付随 する 法 的 抵当 権 は 、 講 決 を 得 た 者 に 有利 
な 矛盾 し た 草 決 や 不履行 装 決 、 確 定 閉 決 や 仮 決定 か ら 生 
じ ま す 。 


また 、 エ クイ コー ル が 付 避 され た 仲裁 剤 断 や 、 フ ラン 
ス で 執行 可能 な 他国 の 裁 剤 所 が 下 し た 司法 章 断 か ら も 発 


(しま 1 


第 2 項 特殊 抵当 権 
第 2402 条 


特別 法 で 規定 さ れ て いる も の の ほか 、 特 別 法 抵当 権 が 
設定 され る 債権 は 以下 の 通り で す 。 


29 不動 産 の 取得 の た め に 資金 を 提供 し た 者 の 債権 は 
その 金額 が こ の た の の の が 貸借 
証書 に よっ て 、 ま た 支払 い が 借入 資金 か ら 行 われ た こ 
と が 業者 の 領収 書 に よっ て 認証 され て いる 場合 に 、 後 
者 に 担保 され る : (3) 共同 所 有 者 の 組合 の 、 当 年 度 お 
よび 過去 4 年 間 の 期限 に 関す る あら ゆる 性質 の 債権 は 
債務 者 の 共同 所 有 者 の 売 地 に 担保 され る : 民法 - 最終 変 
更 日 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 2022 年 04 月 1 日 
4? 相続 人 また は 共有 者 の 分 割 、 報告 また は 減殺 の 効果 
に よる 債権 は 、 分 割 、 贈 包ま た は 遺贈 され た 不動 尊 を 
全便 た 


5? 被 相続 人 に 対す る 債権 お よび 金銭 の 遺産 、 か な ら び に 
相続 人 の 個人 に 対す る 債権 は 、 そ れ ぞ れ 第 878 条 に 規定 
され る 相続 不動 産 お よび 相続 人 の 動産 に 対し て 担保 さ 
れる : 6? 1984 年 7 月 12 日 法律 第 84-$9$ 号 の 規定 に よ る 借 
NR 
0 上 賃貸 物件 の 定義 に 関す る 1984 年 7 月 12 日 法律 第 84-S95 
1 介 上 人 0 伯 店 の いろ 回 時 の 拓 
了 、 こ の 契約 に 基づい て 保持 し て いる 権利 を 保証 す 
る た め に 、 契 約 の 対象 で ある 不動 産 に 対し て 保証 され 
る : 7 第 50 条 s の 適用 か ら 生 じ る 国 、 自 治 体 、 独 自 の 税 
制 に よる 自治 体 間 協 力 に 関す る 公 的 機関 また は リヨン 
都市 較 、 場 合 に よっ て の 請求 権 。184-1、 第 3$ 巻 の 第 1 


章 、 ま た は 第 30 条 . 184-1、 第 1 編 、 第 $ 巻 、 第 50 条 . 21-3- 
2 は 、 こ れ ら の 規定 を 適用 し た 措 弾 の 対象 と な る 建築 物 
に つい て 保証 され て いま す 。 


第 2403 条 


第 1654 条 に よっ て 確立 され た 解決 措 帝 は 、 販 売 者 の 特別 
抵当 権 の 消滅 後 、 ま た は この 抵当 権 の 銘 刻 が な い 場 合 、 
購入 者 の 頭 で 建物 に 関す る 権利 を 取得 し 、 そ れ を 公表 
し た 3 分 の 1 に 不利 益 を 性 え て 行使 する こと は で き な 
い 。 


第 2404 条 


第 2402 条 第 7 項 に 規定 する 債権 者 は 、 以 下 の 二 車 登録 に 
より 、 そ の 挑 当 権 を 保全 する 。 


19 第 $0 条 を 適用 し た 警察 命 金 の 作成 者 に よる も の 。1? 
第 50 条 . 建 築 ・ 住 宅 法 の 184-1 条 を 適用 し て 、 居 住ま た は 
使用 の 付 止 、 施 設 の 最終 的 な 閉鎖 、 ま た は 第 30 条 . 建 
築 ・ 住 宅 法 の $11-11 条 の 処 六 に 基づい て 実施 され た 措 
の 作成 者 に よる も の で ある 。 同 コー ド の S11-11、 実 施さ 
れる 措 草 や 作業 の 費用 の 概要 評価 か ら な る 。 


2? 作成 者 に よる 債権 回 収 の 名 義 。 


第 1 章 、 第 1 編 、 第 $ 巻 また は 第 $0 条 の 適用 か ら 生じ る 請 
求 権 に つい て 。 建設 住 宅 法 第 521 条 第 3 項 第 2 号 に より 、 
居住 に 適さ な い 、 ま た は 倒壊 の 危険 が ある と され た 建 
物 の 取り 壊し が 命じ られ た 場合 、 最 初 の 登記 で は 評価 
額 ま た は 回 収 命 多 額 まで 、2 番 目 の 登記 で は 回 収 命 金 額 
の うち 最初 の 登記 に よる 額 よ り 高 い 端数 まで 、 拓 当 権 
が 優先 され る 。 


その 他 の 債務 に つい て は 、 評 価額 また は 債権 回 収 手段 
の 額 が 低い 場合 に は その 人 額 を 限度 と し て 挑 当 権 が 留保 
され る 。 


第 240S 条 


第 2404 条 の 例外 と し て 、 朱 当 権 は 、 債 務 回 復 証 書 の 単独 
登記 に よっ て も 、 そ の 価額 を 限度 と し て 保全 され る こ 

と が ある 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
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第 2406 条 


登記 に 要する 費用 は 、 債 務 者 の 負担 と する 。 


第 2407 条 


第 2404 条 第 1 号 の 命 金 また は 正式 通知 に よっ て 定め られ 
た 措 交 が 所 有 者 また は 事業 者 に よっ て 行わ れ た 場合 、 
同 条 第 2 号 に 規定 する 債権 回 収 名 義 の 記載 前 に その 費用 
で 解除 命 今 を 公表 する こと は 、 最 初 の 記載 の 失効 を 意味 
する も の と する 。 こ の 和 失効 に よる 抹消 は 、 所 有 者 又は 
運営 者 の 費用 負担 で 、 記 載 事項 の 余白 に 記載 され な けれ 
ば な ら な い 、。 


第 二 登 録 は 、 第 2436 条 以下 の 規定 に 従っ て の み 取 り 消 す 
人 
お よび 以下 の と お り で ある 。 


第 3 節 : 攻 別 上 の 折 当 権 

第 2408 条 

予防 的 措 曽 と し て 構成 され る 司法 抵当 権 は 、 民 事 執 行 手 
続 法 の 規定 に よる も の と する 。 

人 第 4 節 : 契約 上 の 的 当 権 

第 2409 条 


従来 の 抵当 権 は 、 公 正 証書 に よっ て 付 さ れる 。 
抵当 権 設定 の 秋 任 は 、 同 じ 書 式 で 行わ れる 。 
人 第 2410 条 


契約 抵当 権 は 、 抵 当 と する 不動 産 を 処分 する 能力 を 有 す 
る 者 の み が 設 定 す る こと が で きる 。 


第 2411 条 


不動 産 に 対し て 条件 付 の 権利 し か 有 し な い 者 は 、 同 じ 
条件 付 で 抵当 権 を 設定 する こと が で きる だ け で ある 。 
民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 15 日 


第 2412 条 
未 分 割 の 不動 産 に 対す る 抵当 権 は 、 未 分 割 の 共有 者 全員 


に よっ て 付 選 され て いる 場合 に は 、 分 割 の 結果 に か か 
わら ず そ の 効力 を 保持 する 。 そ れ 以 外 の 場合 は 、 分 割 


時 に 抵当 権 を 設定 し た 未 分 割 共有 者 が 未 分 割 の 不動 産ま 
た ( は 不動 産 を 割 り 還 90 0 また は 不動 産 が 第 


三 者 に 競売 され た 場合 、 そ の 未 分 割 共有 者 が 競 売 の 代金 
を 割り 当て られ た 場合 に 限り 、 そ の 効果 を 保持 する 。 


1 つま た は 複数 の 未 分 割 不動 産 の 持分 の 抵当 権 は 、 分 割 
時 に それ を 巧 え た 未 分 割 共有 者 が 未 分 割 不動 産ま た は 不 
動産 を 割り 当て られ た 男 囲 で の みそ の 効力 を 保持 し 、 
その 後 は それ を 巧 え た 未 分 割 共有 者 に 属し て いた 持分 

に 制限 され ず 、 そ の 割り 当て の 全 範 囲 で その 効力 を 保 
し 、 そ の 人 不動 産 が 第 三 者 に 競売 され た 場合 、 未 分 割 共 
有 者 が 競売 価格 を 割り 当て られ た 場合 も と の 効力 を 保 
持 する 。 


第 2413 条 
外国 で 締結 され た 契約 は 、 政 治 法 ま た は 条約 に 反対 の 規 


定 が な い 限 り 、 フ ラン ス 国 内 の 不動 産 に 抵当 権 を 設定 
す ひる こと が で きか が かい 。 


第 2414 条 

抵当 権 は 、 現 在 ま た は 格 来 の 不動 産 に 対し て 設定 する 
70SGS の 5 

無効 を 覚悟 で 、 公 正 証書 に は 、 第 2421 条 に ある よう に 
これ ら の 人 不動 物 の それ ぞ れ の 性 質 と 場所 を 具体 的 に 指 
定 し な けれ ば な ら な い 。 


第 241S 条 


抵当 権 は 、1 つ また は 複数 の 現在 また は 閣 来 の 債権 の 担 
保 と し て 設定 する こと が で きる 。 そ れ ら が 閣 来 の も の 
で ある 場合 に は 、 確 定 で きる も の で な けれ ば な ら な 
い 。 


その 原因 は 、 証 書 の 中 で 決定 され な けれ ば な ら な い 、。 
第 2416 条 


職業 上 の 目的 の た め に 自然 人 また は 法人 に よっ て 設定 
され た 抵当 権 は 、 後 者 が 明示 的 に その よう に 定め て い 
る 場合 に 限り 、 設 定 行為 に 記載 され て いる 以外 の 職業 上 
の 債権 を 担保 する た め に その 後 使用 する こと が で き 

の 98 


設定 者 は 、 設 定 行為 お よび 第 2417 条 に 規定 され た 金額 の 
範囲 内 で 、 最 初 の 債権 者 だ け で な く 、 反 対 の 条項 に も 

か か わら ず 、 最 初 の 債権 者 が 支払 われ て いな い 場 合 で 

も 、 新 し い 債 権 者 に 対し て も 担保 と し て 提供 する こと 

OCS の 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

元 の 債権 者 また は 新しい 債権 者 の いずれ か と 純 結 する 
リロ ー ド 契約 は 公証 され る 。 


第 三 者 へ の 対抗 不能 の 前 則 の も と 、 第 242$ 条 に 規定 され 
た 書式 で 公開 され る 。 


第 2417 条 


抵当 権 は 常に 、 資 本 金 に 対し て 、 無 効 を 覚悟 で 公証 人 が 
言及 する 特定 の 金額 を 上 限 と し て 設定 され る 。 当 す 

る 場合 、 当 事 者 は この 目的 の た め に 不 確 定 、 可 能 ま た 

は 条件 付き の 年 金 、 利 益 お よび 権利 を 評価 する も の と 

する 。 債権 に 再 評価 条項 が 付 さ れ て いる 場合 、 証 書 に 

その 冒 が 記載 され て いれ ば 、 保 証 は 再 評価 され た 債権 

に 及ぶ 。 


保証 が 1 つま た は 複数 の 格 来 の 請求 権 の 担保 と し て 無期 
限 に 付 弓 され る 場合 、 付 避 者 は 3 ヶ月 前 の 通知 を 条件 と 
し て で て 、 い つ で も これ を 余 了 きせ る こと が で きる 。. 一 是 
終了 し た 後 は 、 事 前 に 発生 し た 債権 の 担保 と し て の み 
残り ます 。 


第 S 節 : 振 当 権 の 分 類 
第 2418 条 


法律 抵当 権 、 裁 講 抵 当 権 お よび 契約 抵当 権 は 、 法 律 で 定 
め ら れ た 形式 お よび 方 法 で 不動 産 登 記 簿 に 登録 され た 
日 か らし か 順位 が 付か な いも の と し ます 。 


例外 と し て 、 第 2402 条 (3) に 規定 する 抵当 権 は 、 登 記 
が 免除 され る 。 当 年 分 お よび 過去 2 年 分 の 支払 期日 の 他 
の すべ て の 挑 当 権 に 優先 する 。 前 年 の 業者 抵当 権 お よ 
び 金 貸し 抵当 権 に 優先 する 。 


同一 の 不動 産 に つい て 同日 に 複数 の 登記 が な され た 場 
合 、 そ れ ぞ れ の 順位 は 、 第 2447 節 に 規定 され る 登記 簿 
か ら 得 られ る 順位 に か か わら ず 、 以 下 の よ うに 決定 さ 
れる 。 


- た だ し 、 売主 の 特別 抵当 権 お よび 貸主 の 特別 抵当 権 の 


場合 は 、 前 者 が 後者 より 優先 する も の と する 。 

- 通 常 の 抵当 権 ま た は 法定 抵当 権 の 登記 が 複数 ある 場 
合 、 日 付 の 早い 表題 に 基づく も の が 上 位 と みな され 、 
表題 が 同じ 日 付 の 場合 、 そ れ ら は 互い に 競合 する 。 


第 2419 条 

抵当 権 者 と 質 権 者 の 間 の 優先 順位 は 、 質 権 者 の 留 薄 権 に 
か か わら ず 、 そ の 質 権 が 不動 と みな され る 財産 に 関す 
る 限り 、 そ れ ぞ れ の 表題 が 公示 され た 日 付 に よ っ て 決 
定 さ れる も の と する 。 

第 2420 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


同一 の 充電 式 抵当 権 を 有する 債権 者 は 、 担 保 を 構成 する 
契約 の 登記 の 順位 の 利益 を 受け る 。 


た だ し 、 そ の 相互 関係 に お いて は 、 再 担保 契約 の 公告 
日 が その 順位 を 決定 する 。 法 定 抵当 権 ま た は 司法 抵当 権 
を 有する 債権 者 に つい て も 同様 と する 。 

第 6 節 : 抵当 権 の 登記 

第 1 小節 : 抵当 権 の 登記 方 法 

第 2421 条 

法律 上 、 司 法 上 また は 契約 上 の 抵当 権 は 、 第 2418 条 第 2 


項 に 規定 する 例外 を 除き 、 不 動産 の 所 在 地 の 土 地 登記 所 
で 登記 し な けれ ば な ら な い 。 


この 登記 は 、 第 2423 条 に 規定 され た 条件 の も と で 、 特 
定 の 金額 お よび 特定 の 不動 産 に 対し て の み 、 職 権 で 行 
お 私 る こと は が い 。 


いずれ の 場合 に お いて も 、 登 録 が 必要 な 不動 物件 は 、 
その 所 在 す る コミ ュー ン を 表示 し た 上 で 個別 に 指定 さ 
れ な けれ ば な ら ず 、 一 般 的 な 指定 や 特定 の 地域 に 限定 
し た 指定 は 除外 され る 。 


第 2422 条 


抵当 権 者 は 、 第 三 者 へ の 譲渡 の 公告 時 か ら 前 所 有 者 に 対 
し て 有益 な 登記 を する こと は で き な い 。 


登記 は 、 遺 産 が 純資産 の 額 ま で し か 認め られ な い 場 
合 、 ま た は 空き 家 と され た 場合 に お いて 、 そ の うち の 1 
者 に よっ て の み 人 死亡 後に な され た 場合 に は 、 遺 産 の 債 
権 者 の 間 で は 効力 を 有 し な いも の と する 。 


財産 の 差し 押さ え 、 保 護 、 法 的 救済 、 法 的 清算 の 手続 
き 、 ま た は 個人 の 過 午 債務 状況 の 処理 の た め の 手 続き 
の 場合 、 抵 当 権 の 登記 は 、 民 事 執 行 手続 き 法 の 第 3 巻 、 
消費 法典 の 第 7 巻 、 商 法 第 6 巻 の 第 2、 第 3、 第 4 章 の 規定 
に よっ て 規制 され た 効果 を 生じ させ る も の で ある 。 


バニ = ラン 県 、 オ ー= ラ ン 県 、 モ ー ゼ ル 県 で は 、 不 動産 
の 強制 執行 の 場合 、 抵 当 権 の 登記 は 1924 年 6 月 1 日 の 法律 
の 規定 に よっ て 規制 され た 効果 を 生む 。 

第 2423 条 


抵当 権 の 登記 は 、1933 年 1 月 4 日 の 法人 金 第 $ 条 お よび 第 6 条 
に 規定 する 身分 証明 書 の 著名 者 が 日 付 、 著 名 お よび 互い 


に 適合 する こと を 証明 し た 2 枚 の 伝票 を 預け る こと に よ 
り 、 土 地 登 記 担当 役所 が 行う も の と する 。 登 録 者 が 規定 
の 書式 を 使用 し な い 場 合 、 そ の 書式 は 保管 され な けれ 
ば な ら な い 、。 

登録 者 が 規定 の 書式 を 使用 し な い 場 合 、 土 地 癌 記 を 担当 
する サー ビス は 、 そ れ に も か か わら ず 、 本 条 第 2 項 の 規 
定 に 従っ て 、 預 託 を 受理 する も の と する 。 


た だ し 、 有 基 午 決 に 付 さ れ た 法定 抵当 権 お よび 司法 抵当 
権 の 登記 に つい て は 、 債 権 者 は 、 自 ら ま た は 第 三 者 を 
介し て 、 同 サー ビス に 以下 を 提示 し な けれ ば な ら な 
い : 1? 第 2401 条 の 規定 に よっ て 後者 が 生じ る 場合 、 挑 
当 権 の 原因 と な っ た 痢 決 の 原本 、 正本 また は 文字 通り 
の 抜粋 、2? 裁 鹿 官 の 許可 、 司 法 章 決ま た は 司法 担保 権 
に 関す る 表 十 。 


各 証 明 書 に は 、 国 家 評議 会 の 政信 で 定め られ た 表示 お よ 
び 明 細 の み を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


第 10 休 出願 は 拒絶 され る 。 


19 有 上 固 羊 決 に 付 さ れ た 法定 抵当 権 お よび 司法 抵当 権 の 
担保 証券 が 提示 され て いな い 場 合 。 


2? 1933 年 1 月 4 日 付 法 金 第 $ 条 お よび 第 6 条 に 規定 する 当 
事 者 の 身元 証明 に 言及 され て いな い 場 合 、 ま た は 不動 
地 が 個別 に 指定 され て いな い 場 合 、 そ の 所 在 す る コ 
ミュ ー ン の 表示 を 伴う 場合 。 


土地 登記 担当 局 が 供託 を 受理 し た 後 、 所 定 の 事項 の 1 つ 
が 欠落 し て いる こと 、 ま た は 、 伝 杜 に 記載 され た 当 事 
者 の 身元 また は 不動 資産 の 指定 に 関す る 記述 と 、 一 方 で 
は これ ら の 記 述 と の 間 に 不 一 致 が ある こと を 指摘 し た 
場合 、 土 地 登記 担当 局 は 、 供 託 を 受理 し た 後 、 所 定 の 事 
項 の 1 つが 欠落 し て いる こと 、 ま た は 、 伝 昧 に 記載 され 


た 当事者 の 身元 また は 不動 資産 の 指定 に 関す る 記述 と 

の 間 に 不 一 致 が ある こと を 指摘 し た 。 申 請 者 が 伝票 を 

正規 化す る か 、 ま た は その 正確 さ を 証明 する 正当 な 理 

由 を 提出 し な い 限 り 、 形 式 は 拒絶 され る も の と し 、 そ 

の 場合 、 形 式 は 預金 登記 簿 に 記載 され た 伝票 の 交付 日 に 
優先 する も の と する 。 


また 、 本 条 第 1 項 の 仮説 に お いて 、 申 請 者 が 、 形 式 的 に 
不 規則 な 陳述 に 対し て 、 規 制 され た 形式 上 の 新た な 陳 迷 
に 代え な い 場 合 、 陳 に 、 有 草 鹿 決 に 付 さ れ た 法定 抵当 
権 お よび 司法 抵当 権 の 表題 に 記載 され た 額 よ り 大 きい 

担保 債務 の 額 が 含ま れ て いる 場合 、 形 式 は 却下 され る 

も の と する 。 


上 記 で 規定 され た 政信 は 、 提 出 を 拒 合 す る 、 ま た は 形 
式 を 拒 合 す る た め の 手 続き を 決定 する も の と する 。 


第 2424 条 


登記 上 、 共 有 の 地位 を 有する 不動 産 に 基づく 分 譲 地 に 設 
定 さ れ た 挑 当 権 は 、 そ の 分 譲 地 に 含ま れる 共有 持分 を 

担 作 し な いも の と みな され る 。 た だ し 、 登 録 債権 者 

は 、 配 当 の 目的 で ある 譲渡 の 時 に 存在 する 当該 株 式 に 対 
し て 権利 を 行使 し 、 当 該 株 式 は 、 専 有 部 分 と 同一 の 有価 
証券 に よっ て の み 担 保 さ れる も の と する 。 


第 242S 条 


抵当 権 の 代位 、 免 除 、 減 免 、 優 先 権 の 譲 お よび 譲渡 の 
許可 、 期 間 の 延長 な ど は 、 既 存 の 登記 の 余白 に 注記 する 
形 で 、 不 動産 登記 簿 に 公告 され る も の と する 。 

第 10 条 時 効 の 延長 、 本 籍 地 の 変更 お よび 一 般 に 、 特 に 
登記 か ら 利 益 を 得る 債権 者 の 個人 に お ける すべ て の 恋 


更 で 、 債 務 者 の 状況 を 部 化 さ せる 効果 を 有 し な いも 
の 。 


同じ こと が 、 返 選 を 条件 と する 生前 贈与 また は 遺言 に 
よる 処分 、 抵当 権 に 関す る 請求 に も 当 て は まり ます . 


第 2416 条 に 従っ て 公開 され な けれ ば な ら な い 合意 は 、 
同じ 形式 で 公開 され ます 。 


これ ら の 様々 な 合意 又は 規定 を 記録 し た 証書 及び 草 決 、 
並び に 記載 事項 の 執行 を 目的 と し て 土地 登記 担当 サー ビ 
ス に 寄託 され た 陸 し 、 抜 粋 又は 複 宮 に は 、1933 年 1 月 4 日 
の 法 信 第 $ 条 及び 第 6 条 の 第 1 項 に 従っ て 当事者 の 呼称 が 
記載 され て いな けれ ば な ら な い 。 こ の 指定 は 、 証 明 さ 

れる 必要 は な い 。 


さら に 、 前 述 の 補正 が 抵当 不動 産 の 一 部 の み に 関 する 
も の で ある 場合 、 供 託 提 否 の 神 則 の 下 に 、 当 訪 不 動産 が 
個別 に 指定 され る も の と する 。 


第 2426 条 

土地 登記 を 担当 する 役所 は 、 伝 票 を 寄託 し た こと を 下記 
第 2447 条 に 規定 する 登記 簿 に 記載 し 、 表 題 部 また は 表題 
部 の 隔 し と 伝票 1 通 の 両方 を 申立 人 に 引き 渡さ な けれ ば 
な ら ず 、 そ の 足元 に は 、 保 管 の た め の 伝票 を 寄託 し た 

日 付 、 巻 お よび 番号 を 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


登録 の 日 付 は 、 寄 託 の 登録 筐 に 記載 され た も の に よっ 
て 決定 され る 。 


第 2427 条 


利息 お よび 延 溢 金 を 伴う 資本 金 に つい て 登記 され た 挑 


当 権 者 は 、 最 初 の 登記 に よっ て 保持 され る 以外 の 利息 
お よび 延滞 金 に つい て 、 そ の 日 付か ら 挑 当 権 を 伴う 特 
別 登記 が な され る こと を 妨げ る こと な く 、3 年 間 に 限 
り 、 元 金 と 同じ 順位 で 登記 を 受け る 権利 を 有する 。 


た だ し 、 債 権 者 は 、 第 50 条 1 に 規定 する 生命 貸付 の 担保 
と し て 拓 当 権 が 設定 され た 場合 に は 、 元 本 と 同 順 位 の 
利息 の 全額 に つい て 挑 当 権 を 設定 され る 権利 を 有 す 

る 。 消 費 者 法 の 315 条 1 項 


第 2428 条 


登記 を 申請 し た 者 、 お よび 認証 され た 証書 に よる その 
代理 人 また は 譲受 人 は 、 土 地 登記 を 担当 する 役所 に お い 
で 。 フラ ンス 替 、 渦 外見 また だ た は サン ピエ ニール : エ > 
ミク ロン に ある 別 の 本 籍 地 を 選択 し 、 指 示す る こと に 
より 、 こ の 登記 に お いて 選択 し た 本 籍 地 を 変更 する こ 
と が で きる も の と する 。 


第 2429 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 3 月 2 日 - 文書 作成 日 : 2022 年 4 
月 13 日 


登記 は 、 以 下 の 規 定 に 従っ て 、 債 権 者 が 定め た 期日 まで 
抵当 権 を 保全 し ます 。 

被 担保 債務 の 元 本 が 一 以上 の 特定 日 に 消滅 する と き は 、 
弁済 期 ま た は 最後 の 弁済 期 前 に し た 登記 の 最も 選 い 効力 
発生 日 は 、 そ の 弁済 期 か ら 1 年 を 超え な いも の と し 、 登 
記 の 存続 期間 は 30 年 を 超え な いも の と する 。 


期限 また は 最終 期限 が 不 確 定 で ある 場合 、 特 に 第 30 条 . 


に 規定 され る 場合 。 消 費 者 法典 第 315 条 第 1 項 、 ま た は 挑 
当 権 が 第 2416 条 還 され る 再 担 保 条項 の 対象 と な る 場 
っ 人 全 の 国生 0 どい の 
と し ます 。 


弁済 期 ま た は 最終 弁済 期 が 登記 前 また は 登記 と 同時 で あ 
る 場合 、 登 記 の 存続 期間 は 形式 的 な 日 付 で 最長 10 年 で あ 
る 。 


担保 が 数 個 の 債権 を 担保 し 、 こ れ ら が 前 3 項 の うち の い 
くつ か に 烹 当 する よう な も の で ある 場合 、 債 権 者 は 
それ ぞ れ の 債権 に つい て 別々 の 登記 を 要求 する か 、 ま 
た は 最後 の 期日 まで それ ら の すべ て に つい て 1 つの 登記 
を 要求 する こと が で きる 。 こ の 3 つの 項 の うち 最初 の 項 
の み が 適 用 され 、 異 な る 債権 が 同じ 支払 期日 また は 最 
終 支払 期日 を 有 し な い 場 合 も 同様 と する 。 


第 2430 条 


登録 は 、 第 2429 条 4 こ 更新 
され な か っ た 場合 、 効 力 を 失う も の と する 。 


各 更 新 は 、 指 定 さ れ た 期日 まで 必要 と され る 。 こ の 期 
日 は 第 2429 条 に 記載 され て いる よう に 定め られ て お 
り 、 期 限 日 また は 最終 期限 日 が 定め られ て いる か どう 
か 、 た と え そ れ が 期間 延長 の 結果 で あっ て も 、 更 新 の 
日 以降 で ある か どう か に よっ て 区 別 さ れる 。 


更新 は 、 登 記 が 法 的 効力 を 生じ た 場合 、 特 に 質 権 の 実現 
の 場合 、 代 金 が 支払 われ る か 寄託 さ れる ま て 義務 つけ 
られ て いる 。 


第 2431 条 


第 2428 条 お よび 第 2429 条 に 規定 され る 期間 の 1 つが 遵守 
され て いな い 場 合 、 登 録 は その 期間 の 満了 の 日 を 超え 
て 効力 を 有 し な いも の と する 。 


第 2432 条 


司法 抵当 権 の 仮 登記 が な され た 場合 に は 、 第 2429 条 か ら 
第 2431 条 まで の 規定 は 、 本 登記 お よび その 

の 規定 は 、 最 終 の 登記 お よび その 更新 に 適用 され る 。 
期限 の 起算 日 は 、 最 終 の 登記 また は その 更新 の 日 と す 
る 。 


第 2433 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

2433. 反 対 の 定め が な い 場 合 、 登 記者 が 立替 えた 登記 費 
用 は 債務 者 の 負担 と し 、 売 主 が その 法定 抵当 権 の 登記 の 
た め に 要求 する こと が で きる 売買 証書 の 公告 費用 は 買 
主 の 負担 と する 。 


第 2434 条 


第 2 項 債権 者 に 対し て 提起 され る 訴訟 は 、 債 権 者 また は 
債権 者 が 住所 を 選択 し た 者 の いずれ が 死亡 し て も 、 債 

権 者 本 人 また は 債権 者 が 記入 用 紙 で 選択 し た 最後 の 住所 
に お いて 行わ れる 召喚 状 に より 、 管 轄 裁 羊 所 に 提訴 さ 

れる も の と する 。 


第 2 小節 : 記載 事項 の 取消 し お よび 削減 


第 1 項 : 一 般 規 定 
第 243S 条 


登記 は 、 関 係 者 及び その 能力 を 有する 者 の 同意 に よ 

り 、 ま た は 確定 閉 決 も し く は 対決 に より 、 抹 消さ れる 
も の と する 。 抹消 は 、 第 2416 条 第 4 項 に 規定 する 余白 に 
注記 する 形式 で の 公告 を 行っ て いな い 債権 者 を 拘束 す 
る 。 


第 2436 条 


いずれ の 場合 も 、 抹 消 を 求め る 者 は 、 認 証 さ れ た 同意 
証書 の 旨 し また は 章 決 の 陸 し を 土地 登記 担当 部 緒 に 預け 
な けれ ば な ら な い 。 


当事者 の 地位 、 能 力 お よび 資質 を 証明 する 記 枯 に つい 
て は 、 公 証人 また は 行政 当局 が その 記 述 が 正確 で ある 
こと を 証明 する 場合 、 認 証 さ れ た 証書 の 裏付け と な る 
文書 は 必要 な い 。 


登記 の 抹消 は 、 債 権 者 が 債務 者 の 要請 に 応じ て その 抹消 
に 同意 し た こと を 証明 する 公正 証書 の 正本 を 土地 登記 担 
当 部 署 に 預け る こと て 請求 で きる 。 こ の 部 賭 が 行う 管 
理 は 、 証 書 の 形式 的 正当 性 に 限ら れ 、 そ の 実質 的 有効 性 
は 拝 除 され る 。 


第 2437 条 


た だ し 、 債 務 者 お よび 債権 者 と され る 者 が 他 の 裁 剤 所 
で 和憲 理 中 で ある か 、 ま た は 審理 され る 予定 の 執行 また 
は 清算 に つい て 、 可 能 性 の ある また は 未 確 定 の 対決 の 
担 作 と し て 記入 され た 場合 は 、 そ の 取消 し の 申請 は 、 


その 裁 鹿 所 が 管轄 する 裁 鹿 所 に 行う か 、 ま た は その 裁 
者 所 に 付託 され な けれ ば な ら な い 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

た だ し 、 債 権 者 と 債務 者 が 、 紛 争 が 生じ た 場合 に は 、 両 
者 が 指定 し た 裁 鹿 所 に 債権 を 提訴 する 計 の 合意 を し た 

と き は 、 両 者 の 間 で 執行 され る も の と する 。 


第 2438 条 


登記 が 法律 も し く は 権原 に 基づか ず に な され た 場合 、 
また は 不 規則 、 消 滅 も し く は 定まっ た 権原 に よっ て な 
され た 場合 、 ま た は 挑 当 権 が 法 的 手段 に よっ て 抹消 さ 
れ た 場合 、 才 記 所 は 抹消 を 命じ な けれ ば な ら な い 。 


第 2439 条 

一 般 法定 抵当 権 に 基づく 登記 が 過大 で ある 場合 、 債 務 者 
は 第 2437 条 に 定め る 管轄 規則 に 従っ て その 減額 を 請求 
する こと が で きる 。, 

数 個 の 不動 産 を 担保 と する 登記 は 、 そ の うち の 1 個 ま た 
は 数 個 の 価値 が 、 資 本 金 お よび 付属 品 の 法 的 請求 権 の 金 
額 の 2 僅 に 相当 する 金額 を 超え 、 そ の 人 金額 の 3 分 の 1 を 増 
加 し た 場合 、 過 大 な も の と みな され る 。 

第 2 項 : 抵当 権 に 関す る 特別 規定 

配偶 者 お よび 被 後見 人 の 的 当 権 に 関す る 特別 規定 


第 2440 条 


2) 第 2394 条 の 申請 に より 法定 抵当 権 が 登記 され た 場 
合 、 婚 燥 契約 に PEPSRPRE 
登記 の 受益 者 で ある 配偶 者 は 全部 また は 一 部 の 解除 を 
する こと が で きる 。 


これ は 、 配 偶 者 自身 また は その 子供 の た め に 付 且 さ 
れ 、 ま た は 付 さ れる 可能 人 條 の ある 扶養 を 確保 する た 
め の 法 的 抵当 権 、 ま た は 場合 に よっ て は 司法 抵当 権 に 
つい て も 同様 で ある 。 


受益 者 で ある 配偶 者 が 、 抵 当 権 の 減免 を 拒 合 す る こと 
に よっ て 、 他 方 の 配偶 者 が 家族 の 利益 の た め に 必要 な 

朱 当 相 定 また は 異化 を 行う こと を 妨げ る 場合 、 ま た 
は その 配偶 者 が 意思 表示 を する こと が で き な い 場合 S 

0 当該 配偶 者 の 権利 を 保護 する た め に 必要 と 考 

RSE と が で き る 。 才 
2 に 第 1 項 の 条 項 が ある 場 合 に も 同様 の 権限 を 有 す 
る 。 


第 2441 条 


未成 年 者 また は 成年 被 後 見 人 の 抵当 権 が 設定 され た 不動 
産 の 価格 が 、 家 庭 教師 の 管理 を 保証 する た め に 必要 な 価 
格 を 著しく 超え る 場合 、 成年 抽 見 人 は 宅 所 また 
は 家庭 教師 裁 記 記 に 、 十 分 な 不動 産 に 登記 を 縮小 する よ 
う 請 求 す る こと が で きる 。 


また 、 家 庭 教師 は 、 未 成年 者 に 対す る 義務 の 評価 の 減額 
を 家族 会 議 ま た は これ に 代え て 後見 裁 刻 官 に 請求 する 
SKU 
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法律 上 の 管理 者 は 、 第 2398 条 に 基づき その 動産 に 記入 さ 
れ た 場合 、 同 じ ケ ー ス で 、 請 求 さ れ た 動産 また は 担保 
され た 人 金額 に つい て 、 後 見 裁 刻 官 に 対し て 減額 を 申請 
(お 2 の こと の で きる 。 


家庭 教師 お よび 法定 代理 人 も また 、 必 要 で あれ ば 、 同 
じ 条 件 の も と で 、 的 当 権 の 全面 的 な 解除 を 請求 する こ 
と が で きる 。 


抵当 権 の 一 部 また は 全部 の 解除 は 、 こ の 目的 の た め に 
委任 され た 家族 会 議 の メン バー が 賭 名 し た 解除 証書 に 
基づき 、 ま た は それ が で き な い 場合 は 、 家 庭 教師 の 不 
動産 に 関し て は 後見 裁 刻 官 の 決定 に 基づき 、 法 律 管理 人 
の 不動 産 に 関し て は 後見 裁 鹿 札 の 決定 に 基づき 、 行 わ 
れる も の と する 。 


第 2442 条 
前 条 に 規定 する 場合 に お ける 配偶 者 、 後 見 人 また は 法定 


管理 者 の 請求 に 関す る 鹿 決 は 、 民 事 訴 訟 法 に 規定 され た 
書式 で 喜 い 渡さ れる 。 


裁 麟 所 が 特定 の 不動 産 に 対す る 抵当 権 の 減殺 を 宜 告 し た 
場合 、 他 の すべ て の 人 不動産 に つい て な され た 記載 は 抹 
消さ れる 。 


5 登記 簿 の 公開 お よび 土地 の 問題 に 関す る 貢 


土地 公示 に 関す る 事項 
第 2443 条 


土地 の 広報 を 担当 する 業務 は 、 請 求 す る 者 すべ て に 対 
し 、 請 求 の あっ た 日 か ら 3$0 年 以内 に 寄託 され た 登記 用 
低 以 外 の 文書 の 召し また は その 抜粋 、 現 存 の 登記 の 可 
し また は その 抜粋 、 あ る い は 請求 の 範囲 に 属す る 文書 
また は 登記 が 存在 し な いこ と の 証明 書 を 交付 し な けれ 
ば な ら な いも の と する 。 


また 、 請求 が あっ た 場 10 日 以内 に 不動 産 フ ァイル 
の 了 し また は 抜粋 、 NR 
録 が な い 則 の 証明 書 を 交付 する よう 要求 され る も の と 
する 。 


第 2444 条 


I.- 国 は 、 土地 谷 記 を 担当 する 各 サ ービス が その 職務 を 
遂行 する 上 で 犯し た 過失 か ら 生 じ る 損害 に つい て 、 特 
に 以下 の 責任 を 負う も の と する 。1. 土 地 登記 を 担当 す 
る サー ビス に 預け られ た 証書 お よび 司法 半 断 、 な ら び 
に 必要 な 記載 事項 を 公表 し な か っ た 場合 、 そ の 公表 し 
な か っ た こと が 拒否 また は 拒 紙 の 決定 か ら 生 じ た も の 
で な い 場 合 は 、 特 に 以下 の 通り で ある 。 
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た だ し 、 後 者 の 場合 、 誤記 が 不 十 分 また は 不正 確 な 指定 
に 起因 する も の で あり 、 そ れ ら の 指定 に 帰す る こと が 
で き な い 。 


- 土地 登記 を 担当 する 各 サ ービス が 犯し た 過失 に 対す 
二の次 的 は 司法 裁 記 官 に 提起 され 、 差 し 押さ え 
の 信 則 の 下 、 過 和 失 が 犯さ れ た 日 か ら 10 年 以内 に 行わ れ 
な けれ ば な ら な い 。 


第 244S 条 


土地 登記 を 担当 する 役所 が 不動 産 の 新しい 権利 者 に 証明 
書 を 発行 する 際 に 、 的 当 権 の 記載 を 省略 し た 場合 、 証 明 
書 の 発行 が その 権利 の 公表 の 結果 と し て 利害 関係 者 に 
よっ て 要求 され た 場合 に 限り 、 そ の 権利 は 未 公表 の 的 
当 権 の な い 新しい 権利 者 の 手中 に 残る も の と する 。 国 
に 対す る 求償 権 を 害する こと な く 、 省 略 さ れ た 登記 の 
受益 者 で ある 債権 者 は 、 購 入 者 に よっ て 価格 が 支払 わ 
れ て いな い 限 り 、 ま た は 他 の 債権 者 の 間 に 開か れ た 順 
序 へ の 介入 が 許可 され て いる 限り 、 当 該 登 記 に よっ て 
王 えら れ た 順位 を 利用 する 権利 を 失わ な いも の と す 

る 。 


第 2446 条 


土地 の 広報 に 関す る 立法 また は 規制 の 規定 に 従っ て 、 
供託 を 把 合 し た り 形 式 を 拒否 する こと が 正当 化 さ れる 
場合 を 除き 、 土 地 の 広 報 を 担当 する 業務 は 、 当 事 者 へ の 
損害 賠償 の 削 則 の も と 、 形 式 の 実行 また は 規則 的 に 要求 
され る 書類 の 交付 を 拒否 また は 眉 延 する こと が で き な 
い 。 こ の た め 、 申請 者 の 要求 に 応じ て 、 司 法 裁 記 所 の 裁 
首 官 、 事 件 を 審理 する 延 更 、 ま た は 2 人 の 証人 に 補佐 さ 
れ た 他 の 廷 更 また は 公証 人 が 、 拒 人 否 ま た は 選 延 の 議事 
録 を その 場 で 作成 し な けれ ば な ら な い 、。 


第 2447 条 


土地 登記 を 担当 する 役所 は 、 登 記 薄 を 保管 する こと を 妥 


求 さ れ 、 そ こ に は 、 証 書 、 記 決 、 伝 票 、 お よび 一 般 に 登 
明生 3 の 2 邊 の 0 の 
を 、 日 ご と に 、 番 号 順に 記入 し な けれ ば な ら な い 。 


登記 記 は 、 交 付 さ れ た 日 付 及び 順序 に 従っ て の み 、 手 続 
を 条 ② こ どの" でき さる 。 


年 、 前 年 度 に 閉鎖 され た 登記 簿 の 複製 は 、 土 地 登記 を 
担当 する 部 門 が 所 在 す る 地区 以外 の 地区 に ある 司法 裁 半 
所 の 書記 官 事 務 所 に 無料 で 寄託 され る も の と する 。 


複製 が 奇 託さ れる 登記 所 の 裁 記 所 は 、 法 務 大 臣 の 命 久 に 
より 指定 され る も の と する 。 


政 人 は 、 本 条 を 適用 する た め の 手 続 、 特 に 、 登 記 所 に 提 
出す べき 複製 の 成立 に 用 いる こと が で きる 技術 的 手続 
を 定め る も の と する 。 
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第 2448 条 
前 条 の 執行 に より 保管 され る 登記 簿 は 、 そ の 事務 所 を 


管轄 する 司法 裁 記 所 の 裁 刻 官 が 引用 し 、 各 ペー ジ に 姓名 
で イニ シャ ル を 記入 する 。 DI 


この 場合 、 証明 に 関し て あら ゆる 保証 を 提供 する 手段 
に より 、 作 成 さ れる と 同時 に 、 識 別 、 番 号 、 日 付 が 付 さ 
れ て いな けれ ば な ら な い 。 

第 2449 条 


第 2448 条 HHR 
る 土地 登記 を 担当 する 業務 に お いて は 、 情 報 請求 に 


いて 個別 に 指定 され た 不動 産 に つい て 、 不 動産 ファ イ 
ル へ の 寄託 お む お よび 登録 待ち の た め に 受け 入れ られ た 手 
続き に 関す る 証明 書 を 発行 する も の と する 。 こ の 証明 
書 の 内 容 に つい て は 、 国 務 院 金 で 定め る も の と する 。 


第 7 節 : 抵当 権 の 効力 

第 1 小節 : 優先 権 お よび 追随 権 

第 24S0 条 

未払い 抵 当 権 者 は 、 民 事 執行 手続 法 が 定め る 手続 に 従っ 
て 拓 当 不動 産 の 売却 を 追及 する こと が で き 、 拓 当 権 設 定 
契約 は これ を 介 腕 する こと が で き な い 、。 


完 却 代金 は 無 担保 債権 者 に 優先 し て 支払 われ る 。 他 の 抵 
当 権 者 と 競合 し て いる 場合 は 、 第 2418 条 か ら 第 2420 人 条 に 
よっ て 割り 当て られ た 順位 で 文 払わ れる も の と する 。 


第 24S1 条 


第 2451 条 抵当 権 者 は 、 不 動産 が 付 王 者 の 主たる 住居 を 
構成 し な い 場 合 に も 、 自 己 へ の 支払 を 継続 する よう 裁 
鹿 所 に 申請 する こと が で きる 。 


第 24S2 条 


抵当 権 設 定 契 約 に お いて 、 債 権 者 が 抵当 不動 産 の 所 有 者 
と な がかる こと を 合意 ま る こと が で きる 、。 た だ し 、 こ の 条 

項 は 、 債 務 者 の 主たる 住居 を 構成 する 不動 産 に 対し て 

は 効力 を 有 し な い 。 


第 24S3 条 
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前 2 条 に 規定 する 場合 、 財 産 は 、 友 好 的 また は 司法 的 に 
選任 され た 専門 家 に より 見 積もる 必要 が ある 。 


その 価額 が 被 担保 債務 の 額 を 超え る 場合 、 債 権 者 は その 
差額 に 相当 する 金額 を 債務 者 に 負担 し 、 他 に 抵当 権 者 が 
ある 場合 に は 、 そ れ を 記録 し な けれ ば な ら な い 。 


第 24S4 条 


不動 産 が 譲渡 され た 場合 、 抵 当 権 は 第 三 者 の 買主 の 手 に 
渡り 、 そ れ に 従う 。 


この た め 、 第 三 者 の 買 受 人 は 、 登 記 の 範囲 内 で 、 資 本 金 
お よび 利息 を 含む 被 担保 債務 の 全額 を 、 金 額 の いか ん 
に か か わら ず 、 支 払う 義務 を 負う 。 


未払い で ある 場合 、 抵 当 権 者 は 、 民 事 執 行 手続 法 の 第 3 
巻 に 規定 され た 条件 に 基づい て 挑 当 不 動産 の 売却 を 求 
め る こと が で きる 。 


第 24SS 条 


個人 的 に 債務 を 負担 し て いな い 第 三 者 の 買 受 人 は 、 同 じ 
債務 に 抵当 権 が 設定 され た 他 の 不動 産 が 主たる 債務 者 の 
手元 に 残っ て いる 場合 、 そ の 不動 産 の 売却 に 反対 し 、 
この 法典 の 第 1 編 、 第 4 編 に 定め られ た 形式 で 事前 協議 を 
要求 する こと が で きる 。 


この 協議 の 間 、 抵 当 不 動産 の 売却 は 延期 され る も の と 
し ます 。 


第 三 者 の 買 受 人 は 、 保 証人 と し て 、 主 た る 債務 者 に 属す 
る すべ て の 抗弁 を 債権 者 に 対抗 する こと が で きる 。 


第 24S6 条 


第 2456 条 弁済 を 要求 され た 場合 、 前 条 に 規定 する 協議 
の 利益 を 害する こと な く 、 第 三 者 買 受 人 は 次 の いずれ 
が か が 行 ご こと が で きる 。 


- 支 払う こと が で きる 。 

- 次 の 款 に 定め る 規則 に 従っ て 財産 を 抵当 に 入れ る 。 

- 押 収 さ れる こと を 認め る 。 

第 2457 条 

第 2457 条 第 三 者 買 受 人 は 、 自 己 の 行為 また は 過失 に よ 
り 不 動産 の 価値 を 減少 させ た 劣化 に よる 損害 を 抵当 権 者 
に 賠償 し な けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 不 動産 の 保存 に 
必要 な 費用 お よび その 価値 を 増加 させ た 費用 に つい て 
は 、 返 思 の 日 に お ける 価値 の 増加 見 込 額 の 範囲 内 で 、 売 


却 価格 か ら 控除 する こと に より 、 そ の 償 選 を 受け る こ 
と が で きる 。 


第 24S8 条 


民法 ・ 最 終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 ・ 文 書 作成 日 : 
2022 年 04 月 15 日 


売 却 価格 が 住宅 ロー ン 債 務 を 上 回 る 場合 、 そ の 差額 は 


不動 産 に 登記 され て いる 彼 の 債権 者 の 権利 を 除い て 、 
第 三 者 の 買 受 人 の も の と な る 。 


第 24s9 条 


売却 後 、 第 三 購入 者 は 、 取 得 前 に 不動 産 に 対し て 有 し て 
いた 物権 特に 地 役 権 を 回 復 す る 。 


第 2460 条 


第 2 項 抵当 権 の 債務 を 支払 い 、 ま た は 挑 当 不 動産 の 差押 
え を 受け た 第 三 者 の 買 受 人 は 、 普 通 法 の 条件 に 基づく 保 
証 お よび 主たる 債務 者 に 対す る 代位 請求 権 を 利用 する 

こと が で きる も の と する 。 


第 2 小節 パー ジ 
第 2461 条 


財産 は 2 に 財産 の 差押 え 

に よる 売却 、 公 益 の た め の 収 用 、 二 8 は 消 費 
3 7 巻 に 規定 され て いる 状況 に お いて 、 権 利 と し 
て 抵当 に 付 さ れ た 追求 権 を 清算 され る も の と する 。 


第 2462 条 
所 有 権 を 移転 する タイ トル の 土地 登記 を 担当 する サー 


ビス で の 単純 な 公表 は 、 そ の 人 不動産 に 設定 され た 挑 当 
権 を 淫 化 する も の で は な い 。 


売主 は 、 売 られ た も の に 対し て 自ら が 持っ て いた 財産 
と 権利 の み を 買主 に 譲渡 する も の と し 、 売ら れ た も の 


が 担保 に され て いた の と 同じ 抵当 権 の 下 で それ ら を 譲 
渡し な けれ ば な ら な い 。 


第 2463 条 


抵当 不動 産 の 売却 に 際 し 、 登 録 債権 者 の すべ て が 、 代 金 
を 自己 また は 一 部 の 債権 の 全部 また は 一 部 の 支払 い に 
充て る こと に 債務 者 と 合意 し た 場合 、 彼 ら は 代金 に 対 
し て 優先 権 を 行使 し 、 譲 受 人 お よび 代金 債権 を 差し 押さ 
える 債権 者 に 対し て も これ を 援用 する こと が で きる 。 


この よう な 支払 の 効果 に より 、 財 産 は 抵当 権 に 付随 す 
る 追及 権 か らら 排除 さ れる 。 


第 2464 条 
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第 10 条 前 条 に 定め る 合意 が な い 場 合 、 第 三 者 の 買 受 人 
は 、 売 却 が 公告 され た 後 、 抵 当 権 に 付 さ れ た 追及 権 を 抹 
中 ま る こと が で きる 。 


当該 買 受 人 は 、 手 続き に 先立ち 、 ま た は 当該 買 受 人 に な 
され た 最初 の 支払 督促 か ら 1 ヶ 月 以内 に 、 期 限 の 定め の 
有無 に か か わら ず 、 取 得 証書 に 定め られ た 価格 を 上 限 
と し て 、 ま た は 当 屯 買 受 人 が 贈 革 に より 不動 産 を 受領 
し た 場合 に は その 申告 し た 価格 を 上 限 と し て 挑 当 債 務 
を 青 ち に 支払 う 準 備 が ある こと を 迷 べ た 証書 を 登記 債 
権 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


第 246S 条 


登録 され た 債権 者 は 、 そ の 通知 か ら 40 日 以内 に 、 規 定価 
格 また は 申告 価格 の 10 分 の 1 を 上 回 る 価格 で 入札 し 、 か 
つ 入 札 額 ま で の 担保 を 提供 する こと を 条件 に 、 競 売 に 

よる 不動 産 の 売却 を 請求 する こと が で き る 。 


第 2466 条 


申立 債権 者 は 、 他 の 登録 債権 者 全員 の 同意 が な い 限 り 、 
取り 下げ に よっ て 、 ま た 高い 方 の 入札 額 を 支払 うこ と 
を 申し 出 た と し て も 、 競 売 を 阻止 する こと は で き な 
bN。 


第 2467 条 
所 定 の 期間 内 に 競売 を 請求 する 債権 者 が いな い 場合 、 財 


産 の 価格 は 規定 価格 また は 申告 価格 で 確定 され る も の 
と する 。 


その 結果 、 不 動産 は 、 登 録 債権 者 へ の 上 記 金 額 の 支払 
い 、 ま た は その 預金 に よっ て 、 挑 当 権 か ら 解 放さ れる 
も の と する 。 


第 2468 条 
競売 (Re 該当 する 場 、 そ れ を 要求 し た 債権 者 ま AM 


の 全 の 宇 に より 、 民 事 訴訟 法 で 定め られ た 
形式 に 従っ て 実施 され る も の と する 。 


第 2469 条 


落札 者 は 、 そ の 入札 の 価格 以上 に 、 そ の 公表 を 含む 契約 
の 費用 、 通 知 、 そ の 他 パ ー ジ に 要 し た すべ て の 費用 

を 、 第 三 者 の 購入 者 に 弁済 する 義務 を 負う も の と す 
る 。 


第 2470 条 


落札 者 と な り 、 不 動産 の 所 有 権 を 保持 する 第 三 者 の 買 受 
人 は 、 売 却 講 決 の 公告 を 受け る 必要 は な い 。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 
売主 に 対し て 、 定 め ら れ た 価格 を 超え る 部 分 の 弁済 お 
よび その 支払 の 日 か ら の 超過 分 の 利息 を 請求 する こと 
が で きる 。 


第 2471 条 


第 3 者 の 買 受 人 が 同一 の 行為 に より 、 不 動産 お よび 動産 
を 合計 価格 また は 個別 価格 で 取得 し た 場合 、 ま た は 複数 
の 不動 産 (その うち の いく つか は 単独 で 抵当 権 が 設定 

され 、 同 一 の 保有 物 を 形成 する か 合 か は 問わ な い ) を 

取得 し た 場合 、 登 記 に よっ て 影響 を 受け る 各 不動 産 の 価 
格 は 、 第 2464 条 に 定め る 通知 に お いて 、 場 合 に より 合 

計 価 格 の 内 訳 と と も に 申告 され な けれ ば な ら な い 。 

た だ し 、 第 三 者 の 買 受 人 が その 著作 者 に 対し て 、 取 得 

の 対象 の 分 割 ま た は 保有 物 の 分 割 に よっ て 被る 損害 の 

賠償 を 請求 する 場合 を 除く 。 


第 2472 条 


売却 され た 財産 に 質 権 の 目的 に よる 財産 が 含ま れる 場 
合 、 質 権 者 は 本 節 の 目的 上 、 登 録 債権 者 と し て 扱わ れ 
る 。 


第 3 者 の 買 受 人 は 、 売 却 が 公告 され た 後 、 第 2464 条 に 
従っ て 質 権 に 付 さ れ た 目的 別 不動 産 を 追及 する 権利 を 抹 
消す る こと が で きる 。 そ の 場合 、 通 知 は 、 目 的 地 別 に 
質入れ され た 不動 産 の 価格 を 、 必 要 な 場合 は 価格 の 合計 
の 内 訳 を 示し 、 本 条 に 定め る 範囲 お よび 条件 の 下 で 、 
質 権 に よっ て 担保 され る 債務 を 支払 うと いう 約束 を 含 
まな けれ ば な が ならない 。 


質 権 者 が 第 2465 条 に 基づき 高値 で 入札 し た 場合 、 そ れ は 
目的 地 別に 質入れ され た 人 不 動産 に の み 関 係 する 。 


質 権 者 と 抵当 権 設定 債権 者 が 改善 入札 を 行っ た 場合 、 後 
者 の 入札 の み が 有 効 と な る 。 


第 2463 条 また は 第 2467 条 第 2 項 に 基づく 支払 また は 供託 
の 効果 に より 、 不 動産 は 質 権 か ら 解放 され る 。 


第 8 節 : 抵当 権 の 移転 と 消滅 

第 2473 条 

抵当 権 は 、 法 律 の 運用 に より 被 担保 債務 と と も に 譲渡 さ 
れる 。 挑 当 権 者 は 、 抵 当 権 に つい て 他 の 債権 者 を 代位 
し 、 そ の 債権 を 保持 する こと が で きる 。 


また 、 優 先 権 の 譲渡 に より 、 そ の 登記 上 の 順位 を 後 順位 
の 債権 者 に 譲り 渡し 、 そ の 地位 を 得る こと が で きる 。 


第 2474 条 


抵当 権 は 、 特 に 消滅 する 。 
民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


(1) 第 2422 条 に 規定 する 場合 を 除き 、 主 た る 債務 の 消滅 
に よっ て (②) 同じ 但し 書き に 従っ て 、 債 権 者 に よる 抵当 
権 の 放棄 に よ っ て (3) 清算 に よっ て 。 


(④) 第 2417 条 の 最終 段落 で 許可 され 、 同 条 に 規定 され る 
男 k で の 終了 に よる も の 。 


第 4 章 : 担保 と し て の 信託 

第 2488-1 条 

不動 産 の 所 有 権 は 、2011 年 か ら 2030 年 の 間 に 締結 され た 
信託 契約 に 基づく 債務 の 担保 と し て 譲渡 する こと が で 
きる 。 


担保 と な る 債務 は 現在 で も 格 来 で も よく 、 後 者 の 場 
合 、 確 定 可 能 で な けれ ば な ら な い 。 


第 2029 侵 に か か わら ず 、 自 然 人 で ある 設定 者 の 死亡 


は 、 本 章 に 基づき 締結 され た 信託 契約 を 終了 させ な 
Ns 


第 2488-2 条 


保証 と し て 締結 され た 信託 の 場合 、 契 約 書 に は 、 第 2018 
条 の 規定 に 加え て 、 無 効 の 削 則 付き で 、 保 証 債務 に つい 
て 記載 し な けれ ば な ら な い 。 


第 2488-3 条 


被 保 証 債務 の 支払 い が な い 場 合 、 信 託 契約 に 別段 の 定め 
が な い 限 り 、 受 託 者 が 債権 者 で ある 場合 は 、 担 保 と し 
て 譲渡 され た 財産 の 自由 な 処分 を 取得 する 。 


受託 者 が 債権 者 で な い 場 合 、 債 権 者 は 受託 者 に 財産 の 明 
渡し を 要求 し 、 受 託 者 は これ を 自由 に 処分 する こと が 
で き 、 ま た 、 契 約 に 規定 が ある 場合 は 、 財 産 を 売却 し 
て 代金 の 全部 また は 一 部 を 送金 する こと が で きる 。 


財産 の 価値 は 、 裁 鹿 所 外 で 任命 され た 専門 家 ま た は 裁 羊 
所 に よっ て 決定 され る も の と する 。 こ れ に 反する 条項 
は 、 不 文 律 と みな され ます 。 


管財 人 が 専門 家 の 定 め た 価格 で 買 受 人 を 見 つけ な い 場 
合 、 管 財 人 は 、 そ の 責任 に お いて 、 そ の 価値 に 相当 す 
る と 考え る 価格 で 財産 また は 権利 を 売却 する こと が で 
きる 。 


第 2488-4 条 


信託 の 受益 者 が 第 2488-3 条 に 従っ て 財産 の 自由 処分 を 取 
得 し た 場合 、 同 条 第 2 項 に 記載 の 価額 が 被 担保 債務 の 額 
を 超え る と き は 、 被 担保 債務 の 額 に 相当 する 金額 を 設 
定 者 に 支払 わな か けれ ば な ら な い 、。 

(@) 信託 に よっ て 担保 され る 債務 の 価額 が 被 担保 債務 の 
額 を 超え る 場合 、 信 託 財 産 の 保存 また は 管理 か ら 生 じ 
る 債務 の 先払 い を 条件 と し て 、 そ の 価額 と 債務 の 額 と 
の 差額 に 相当 する 金額 を 支払 うこ と 。 


同 但 書 に 従い 、 受 託 者 が 信託 契約 に 従っ て 財産 の 売却 を 


進め た 場合 、 そ の 売却 代金 の うち 、 担 保 さ れ た 債務 の 
価額 を 超え る 部 分 が あれ ば 、 そ れ を 設定 者 に 返 選 す 
と? 


第 2488-$ 条 


2488-1 条 の 適用 に より 譲渡 され た 財産 は 、 設 定 行為 に 明 
示 的 に 規定 され て いれ ば 、 設定 行為 に 記載 され て いる 

以外 の 債務 を 保証 する た め に その 後 譲渡 する こと が で 

きる 。 


設定 者 は 、 最 初 の 債権 者 だ け で な く 、 新 し い 債権 者 に 対 
し て も 、 最 初 の 債権 者 が 支払 い を 行っ て いな い 場 合 で 
も 、 そ れ を 担保 と し て 提供 する こと が で きる 。 設定 者 
が 自然 人 の 場合 、 信 託 財産 は 再 担保 の 日 の 推定 価格 を 上 
限 と し て 、 新 た な 債務 の 担保 と し て 使用 する こと が で 
Nd 


無効 を 覚悟 で 、 第 2488-2 条 の 規定 に 従っ て 作成 され た 再 
担保 契約 は 、 第 2019 条 に 規定 され た 様式 で 公表 され る 。 
公表 の 日 付 は 、 債 権 者 間 の 順位 を 決定 する も の と す 

る 。 


本 条 は 公 序 民 俗 に 反する 規定 で あり 、 こ れ に 反する 条 
項 は 不 文 律 と みな す 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 4 巻 : 有価 証券 

第 3 編 : 証券 会 社 


第 2488-6 条 


担保 や 保証 は 、 被 担保 債務 の 債権 者 の た め に 自己 の 名 で 
行動 する 担保 代理 人 に よっ て 取得 、 登 録 、 管 理 、 執行 さ 
れる こと が で きる 。 


担保 代理 人 は 、 担 保 お よび 保証 の 保有 者 で ある 。 

担保 代理 人 が その 任務 の 行使 に お いて 取得 し た 権利 お 
よび 資産 は 、 担 保 代理 人 自身 の 財産 と は 別個 に 、 担 保 代 
理 人 に 譲渡 され た 財産 を 形成 する 。 


担保 の 受益 者 に 要求 され る 資質 は 、 被 担保 債務 の 債権 者 
の 個人 で 評価 され る も の と する 。 


第 2488-7 条 
無効 を 覚悟 で 、 債 権 者 が 担保 代理 人 を 選任 する 合意 は 、 


その 能力 、 任 務 の 目的 お よび 期間 、 権 限 の 範囲 を 記載 し 
た 書面 に よっ て 証明 され る も の と する 。 


第 2488-8 条 

担保 権 者 は 、 被 担保 債務 の 債権 者 の た め に 行動 する 場合 
に は 、 そ の 能力 を 明示 し な けれ ば な ら な い 。 

第 2488-9 条 

担保 権 者 は 、 特 別 な 委任 の 証拠 を 示す こと な く 、 被 担保 
債務 の 債権 者 の 利益 を 擁護 する た め の 行動 を と り 、 請 
求 の 宣 訓 を 行う こと が で きる 。 

第 2488-10 条 


第 11 休 担保 代理 人 が その 任務 の 行使 に お いて 取得 し た 
権利 お よび 財産 は 、 転 売 権 の 行使 を 条件 と し て 、 詐 欺 の 
場合 を 除き 、 そ の 保存 また は 管理 か ら 生 じ る 債権 者 の 
み が 差 し 押さ える こと が で きる 。 


担保 代理 人 に 対す る 保全 、 法 的 救済 、 法 的 清算 、 専 門前 
回 収 、 過 剰 債務 、 ま た は 銀行 破 旋 処理 手続 き の 開 始 は 、 
その 使命 に 割り 当て られ た 資産 に 影響 を 及ぼ さ な い も 
の と する 。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2488-11 条 


第 11 条 担保 代理 人 の 交代 条件 を 定め た 契約 上 の 規定 が 
な い 場 合 、 お よび 、 担 保 代理 人 が 職務 に 和 失敗 し 、 秋 託さ 
れ た 利益 を 危険 に さら す 場 合 、 ま た は 保護 、 法 的 救済 、 
法 的 清算 、 専 門 的 回 収 、 過 剰 債務 、 銀 行 破綻 処理 の 対象 
で ある 場合 、 担 保 と 保証 の 受益 者 で ある 債権 者 は 裁 装 所 
に 仮 の 担保 代理 人 の 任命 また は 担保 代理 人 の 交代 を 申請 
で きる も の と する 。 


契約 上 また は 司法 上 の 担保 代理 人 の 交代 は 、 影 響 を 受け 
る 資産 を 自動 的 に 新しい 担保 代理 人 に 譲渡 する こと を 
意味 し ます 。 


第 2488-12 条 


第 11 条 証券 会 社 は 、 そ の 職務 を 遂行 する 上 で 犯し た 過 
失 に つい て 、 自 己 の 資産 に 基づい て 責任 を 負う 。 

民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 S 巻 : マヨ ッ ト 島 へ の 適用 規定 
第 2489 条 


1 本 書 に 定め られ た 条件 の 下 、 マ ヨッ ト 島 
適用 され る 。 


第 2490 条 


マヨ ッ ト 島 に お ける 現行 法 の 適用 に あたり 、 以 下 に 列 
仙 す る 用 語 は 、 以 下 の よ うに 加 き 換 えら れる 。19? ( 府 
0 


2? “ 裁 鹿 所 “また は “控訴 裁 羊 所” by: Chambre d'appel de 
Mamoudzou': 3 “Juge dinstance” by: “第 一 審 裁 麟 所 長 ”: 


[第 共 所 長官 また は その 代理 人 (9 "県 " また は 
“者 by: 「collectivite departementale”: 5? (削除 ): 


(⑥ “1953 年 1 月 4 日 の 法人 by: “1953 年 1 月 4 日 の 法人 ": * 第 
4 編 の 規定 ”: (7) “Service charge de la publicite fonciere” by: 
“Service charge de la publicit6 fonciere": “servlce de 1a 
conservation de la propriete immobihere: 8" (Deleted): 


9? “土地 登記 担当 サー ビス へ の 登録 ” by: “土地 登記 担当 
サー ビス へ の 登録 ”: "mscription au livre foncier”: 10? 
“Fichier immobilier "by: “Hhvre foncier “IiVre foncier'"。 
民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 16 日 


第 $ 巻 : マヨ ッ ト 島 へ の 適用 規定 
予備 的 所 有 権 予備 的 表題 に 関す る 規定 


第 2491 条 

第 1 条 か ら 第 6 条 は 、 マ ヨッ ト 島 に 適用 され る 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 $ 巻 : マヨ ッ ト 島 へ の 適用 規定 

第 1 編 : 第 1 巻 に 関す る 規定 

第 2492 条 

第 1 巻 は 、 以 下 の 規定 に 従っ て マヨ ッ ト 島 に 適用 され 

る 。 

第 2493 条 

マヨ ッ ト 島 で 出生 し た 子供 に つい て 、 第 21-7 条 お よび 第 
21-11 条 の 第 1 項 は 、 そ の 出生 日 に お いて 、 両 親 の 少な く 
と も 一 方 が 滞在 許可 証 に 隠れ て 合法 的 に フラ ンス に 3 ヶ 
月 以上 途切れ な く 居住 し て いた 場合 に の み 適 用 され 

る 。 

第 2494 条 

第 2493 条 は 第 17-2 条 に 規定 され た 条件 の も と で 適用 され 
る 。 


た だ し 、21-7 条 お よび 21-11 条 は 、 管 理 さ れ た 移民 、 有 
効 な 亡命 の 権利 お よび 成功 し た 統合 に 関す る 2018 年 9 月 


10 日 の 法律 2018-778 号 の 発効 前 に 外国 人 の 両親 か ら マ 
ヨッ ト で 生ま れ た 子 に つい て 、 両 親 の 一 方 が 同 21-7 条 お 
よび 21-11 条 に 記載 の $ 年 間 、 フ ラン ス に 合法 的 に 居住 し 
て いる こと を 証明 すれ ば 適用 可能 で ある 。 


第 249S 条 


両親 の うち の 1 人 の 要請 と 添付 書類 の 提示 に より 、 子供 
の 出生 日 に 、 洛 在 許可 証 に 隠れ て 、3 ヶ 月 以上 継続 し て 
フラ ンス に 合法 的 に 居住 し て いた 事実 を 、 コ ン セ イ 
ユ ・ デ タ の 法人 金 で 定め られ た 条件 と 手続 き に 従っ て 、 
子供 の 出生 証明 書 に 記入 する も の と する 。 


民事 登記 巨 が 記載 を 拒否 し た 場合 、 親 は この 問題 を 検察 
官 に 照会 する こと が で き 、 検 察 亡 は 、 必 要 で あれ ば 、 
国家 評議 会 の 法 信 で 定め られ た 手続 に 従い 、 記 録 の 余白 
に この 公示 措 費 を 命じ る こと を 決定 する 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 $ 巻 : マヨ コット 鳥 へ の 適用 規定 

第 2 編 : 第 2 巻 に 関す る 規定 

第 2500 条 

第 515 条 の 14 か ら 第 710 条 まで は 、 第 642 条 と 第 643 条 を 除 


き 、 第 2501 条 と 第 2502 条 に 規定 され た 適応 を 条件 と し て 
マヨ ッ ト 島 に 適用 され ます 。 


不動 資産 に 関す る 規定 は 、 本 書 第 4 編 の 規定 に 従っ て の 
み 適 用 され る も の と する 。 


第 2S01 条 


第 524 条 の 適用 上 、 水 路 、 運 河 、 小 川 と 連絡 し て いな い 
水域 の 魚 、 養 魚 場 お よび 養魚 池 の 魚 は 、 所 有 者 に よっ て 
土地 の サー ビス お よび 利用 の た め に 区 か れ た 場合 、 
的 に よる 動産 制度 の 対象 と な る 。 


第 2s02 条 
第 S64 条 の 適用 に つい て は 、 単 語 。 農 村 法 典 第 432 条 お よ 


び 第 433 条 で 吉 及 され る 「 ま た は 水域 」 は 、 次 の 言葉 に 
芯 き 換え られ る 。 「 養 魚 場 ま た は 養魚 樺 "。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 $ 巻 : マヨ ッ ト 島 へ の 適用 規定 

第 3 鍋 : 第 3 巻 に 関連 する 規定 

第 2503 条 

第 711 条 か ら 第 832 条 の 2 まで 、 第 832 条 の 4 か ら 第 2279 条 


まで は 、 第 2504 条 か ら 第 25308 条 まで の 規定 に 従っ て マ 
ヨッ ト 島 に 適用 され る 。 


不動 資産 に 関す る 規定 は 、 本 書 第 4 編 の 規定 に 従っ て の 
み 適 用 され る 。 


第 2S0S 条 


第 833 条 の 第 1 パパ ラグ ラフ の マヨ ッ ト 島 へ の 適用 に つい 

て は 、 以 下 の 文 献 を 参照 する こと 。 「831 か ら 832-4 ま で 
の 引用 を 次 の 引用 に 資 き 換え ます 。 「831 か ら 832-4 は 、 

831 か ら 832-1、832-3 お よび 832-4 に 加 き 換え られ る 。 


第 833 条 の 第 2 項 の 適用 に 際 し て は 、 以 下 の 文言 が 追加 さ 
れ ま す 。832 条 の “と いう 言葉 は 、“832 条 の “と いう 言葉 
に 資 き 換え られ る 。 「832 条 お よび 832-2 条 “に 改め る 。 


第 2507 条 


第 1873-13 条 の マヨ ッ ト 島 へ の 適用 に つい て 、 単 語 を 次 
の よう に 買 き 換え た 。831 か ら 832-1、832-3 お よび 832-4 
“と いう 言葉 は “832 か ら 832-2“ と いう 言葉 に 旨 き 換え ら 
れ ま し た 。 「832 か ら 832-2 “に 変更 。 


第 2s08 条 

第 3 巻 の 第 19 編 お よび 第 4 巻 の 第 2 編 の 規定 は 、 本 書 の 第 4 
編 の 規定 お よび 以下 の 規定 に 従っ て マヨ ッ ト に お いて 
適用 され る も の と する 。1. 第 2331 条 の 4? は 、 次 の 条件 の 
下 で マイ ヨッ ト に 適用 され る : a) (廃止 され た ) 。 

b) 第 3 パラ グラ フ は 適用 され な い 。 

(c) 第 4 項 は 以下 の 規定 に 葵 き 換 えら れる 。 


手工 業 ま た は 商業 の 事業 主 の 生存 配偶 者 の 請求 権 で 、 給 
世 を 受け ず 、 事 業 の 損益 に 関係 な く 、 少 な く と も 10 年 
間 事 業 の 活動 に 万 接 か つ 効 果 的 に 参加 し た こと を 何ら 
か の 手段 で 証明 する も の 」。 


民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 


年 04 月 1 日 

“前 迷 の 請求 権 は 、 死 亡 の 日 に 有効 な 年 間 最 保 職業 間 成 
長 賃 金 の 3 倍 に 相当 し 、 相 続 財産 の 25% を 上 限 と し 、 譜 
当 す る 場合 、 相 続 分 三 と 夫婦 財産 清算 に お ける 生存 配偶 
者 自身 の 権利 額 は 、 こ の 請求 額 に の 0 相続 
税 の 清算 = つい て は この 債権 は 生存 配偶 者 の 取り 分 
に 加え られ る 。“ :) 第 5 項 は 以下 の 規定 ! こ 資 き 換 えら れ 
る 。 


「 従 業 員 お よび 実習 生 の 最近 6 ヶ月 間 の 報酬 」、c) ( 廃 
止 ) 


? (廃止 ) 
(8) (廃止 ) 
h) (廃止) 
(2) 第 2332 館 に お いて 、 第 9 項 は 適用 され な い 。 


(3) 第 2377 条 中 「 不 動産 登記 簿 に 、 次 条 ie ミ と 
2428 条 で 定め られ た 方 法 で 記載 する こと に より 」( 
の 
れ た 方 法 で 、 そ の 登記 の 日 か ら 、 次 条 で 定め る 例外 に 
従っ て 記載 する こと に より 」 に 交 き 換え られ る 。(④) 第 
242$ 条 お よび 第 2431 条 に お いて 、 第 2453 条 に 規定 する 登 
記 簿 へ の 言及 は 、 記載 すべ き 証書 お よび 文書 の 寄託 の 
登記 簿 へ の 言及 に 連 き 換え られ る 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 5 巻 : マヨ ッ ト 島 に 適用 され る 規定 
第 4 編 : 動産 と その 権利 の 登記 に 関す る 規定 。 


の 登録 に 関す る 規定 
第 2s09 条 


マヨ ッ ト 島 で は 、 不 動産 に 対す る 権利 、 先 取 特 権 お よ 
び 挑 当 権 、 な ら び に 不動 産 に 対す る 残余 の 権利 の 組織 、 
構成 、 伝 達 お よび 消滅 に 関す る 規定 、 な ら び に その 他 
の 権利 お よび 公表 の 対象 と な る 行為 は 、 本 タイ トル の 
規定 に 従っ て 、 慎 習 法 の 民事 法 に お ける も の で ある 。 


第 1 章 : 不動 財産 の 登記 制度 
第 1 分 : 総則 
第 2S10 条 


不動 産 の 登記 は 、 所 有 権 お よび 所 有 権 証書 で 認め られ た 
他 の すべ て の 権利 を 保証 し 、 不 動産 に すでに 存在 する 
すべ て の 権利 を 明らか に する こと を 可能 に する 手続 き 
の 末 に 成立 し ます 。 こ の 手続 き の 様 式 は 、 国 家 評議 会 
の 政信 で 定め られ て いま す 。 


第 2S11 条 


本 条 第 3 項 お よび 第 4 項 の 規定 に 従い 、 公 有 地 に 属す る も 
の を 除き 、 建 設 さ れ た か 合 か を 問わ ず 、 す べ て の 種類 
の 不動 産 は 、 第 2513 条 に 記載 され た マヨ ッ ト の 土地 合 
帳 に 登録 され る 。 こ れ ら の 人 不動産 に 関す る 権利 の 譲渡 
お よび 構成 は 、 同 じ 帳 簿 に 登録 され る 。 


裁 電 所 で の 売却 の 対象 と な る 未 登記 の 不動 産 は 、 国 家 
評議 会 の 法 信 で 定め られ た 条件 の も と 、 競 売 前 に 登 録 
され ます 。 


私 的 埋葬 の た め に 建設 され た 不動 産 の 区 画 は 、 登 記す 
る こと が で きま す 。 


慣習 に よっ て 確立 され た 集団 的 な 不動 産 権利 は 、 登 記 の 
対象 で は あり ませ ん 。 慣習 に より 設定 され た 集合 不動 
産 権 は 、 登 記 の 対象 と は な り ま せん 。 


民法 - 最終 更新 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2S12 条 


不動 産 登 記 お よび 第 2521 条 に 記載 され た 権利 の 土地 登記 
注 へ の 記録 は 、 所 有 者 また は 権利 者 の 法 的 地位 に か か 
わら ず 、 強 制 さ れる 。 


当事者 の 契約 履行 の た め の 相 互 の 権利 お よび 行為 を 害 
する こと な く 、 第 2521 条 に 記載 の 権利 は 、 本 章 の 規定 
に 従っ て 、 場 合 に より 土地 登記 簿 へ の 登録 また は 記載 
に よっ て 公示 され て いる 場合 に の み 、 第 三 者 に 対し て 
行使 する こと が で きる 。 


第 2S13 条 


土地 登記 簿 は 、 不 動産 に 対す る 権利 の 公示 を 目的 と する 
登記 簿 で 構成 され る 。 


土地 登記 簿 は 、 不 動産 保存 部 門 が 保管 する 。 ま た 、 第 
1366 条 に 規定 され た 条件 の も と で 、 こ の サー ビス に 
よっ て 電 チ 形式 で 保 官 まる こと が で きる 。 


第 2S14 条 


第 2513 条 不動 産 の 登記 お よび 第 2521 条 に 記載 され た 不 
動産 に 対す る 権利 の 記録 は 、 国 務 院 の 法 信 で 定め られ 
た 条件 の も と で 提出 され た 要求 に 応じ て 行わ れる も の 
どす る 。 


第 10 条 第 2521 条 に 記載 され た 権利 の 1 つ を 確実 に 登録 す 
る た め 、 ま た は その 後 の 修正 の 有効 性 を 保証 する た め 
に 、 裁 講 所 の 決定 に よ り 予 備 的 注記 が 行わ れる こと が 
ある 。 


仮 保護 記載 は 、 申 立 人 の 請求 に より 、 必 要 な 記載 に 対す 
る 障害 を 取り 除く た め に 認め られ た 期間 中 に 、 国 務 院 
の 政信 で 定め られ た 条件 下 で 、 登 記 官 が 行う も の と す 
の 。 


第 2S1S 条 


登記 手続 中 に 開示 され な か っ た 財産 に 対す る 権利 を 主 
張 し よう と する 訴え は 、 許 され な い 。 


第 2 節 : 不動 物 の 登記 と その 効果 
第 2516 条 


登記 すべ き 不 動体 は 、 あ ら か じ め 標 示し な けれ ば な ら 
な い 。 

民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


た だ し 、 所 有 者 は 、 隣 接する 所 有 者 と 合意 し て 、 そ の 
画定 を 放棄 する こと が で きる 。 


境界 は 、 そ の 敷地 に 接し て いる 所 有 者 に 帰属 する 。 


第 2517 条 


登記 は 、 不 動産 登記 官 に よっ て 権利 証書 を 作成 する こと 
に な る 。 


権利 証 は 、 必 要 に 応じ て 所 有 者 の 地位 を 証明 する も の 
で ある 。 


攻 記 所 で は 、 登 記 時 に 不動 産 に 対す る 権利 の 起算 点 を 構 
成す る 。 


不動 産 登 記 後 、 利 害 関係 者 の 要求 に より 、 特 別 な 権原 を 
設定 する こと が で きる 。 


第 2518 条 


登記 後 の 権利 証 の 変更 は 、 他 に 証明 され な い 限 り 、 そ 
こ に 記載 され た 権利 の 証拠 と な る 。 


第 2519 条 


権利 証書 と その 記載 事項 は 、 そ れ ら が 取り 消さ れ た り 
修正 され た り し な い 限 り 、 そ れ ら が 記録 する 権利 を 保 
持 し 、 そ こ に 記載 され た 者 が そこ に 記載 され た 権利 を 
有する こと を 第 三 者 に 対し て 証明 する も の と する 。 


第 2S20 条 


登記 利 は 、 登 記 申 また は 対処 する こと が 
で き な い と 考え る 場合 、 そ れ を 裁 剤 所 に 転送 する も の 
と する 。 


扶 議 申 立 書 、 正式 の 登 記 が な され て いな い 登 記 申 請書 
また は 申請 人 が 応じ る こと を 拒否 し て いる 登記 申請 書 
が ある 場合 も 同様 と する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 13 日 

第 10 条 裁 叫 所 は 、 不 動産 谷 記 お よび その 存在 を 認め た 
物権 ・ 債 権 の 登記 の 全部 また は 一 部 を 命ずる こと が で 
きる 。 裁 剤 所 は 、 必 要 な 場合 、 不 動産 の 境界 お よび 図面 


を 修正 する 。 


登記 互 は 、 登 記 を 命じ た 裁 計 所 の 決定 が 確定 し た 場合 、 
境界 線 お よび 不動 産 の 図面 の 修正 また は 所 定 の 手続 き 
の 実行 後 、 そ の 決定 に 従っ て 所 有 権 を 確定 する 。 
第 3 節 : 不動 産 に 対す る 権利 の 登記 

第 2521 条 

本 法典 、 他 の 法典 また は マヨ ッ ト 島 で 適用 され る 民法 
の 規定 に よっ て 登録 が 規定 され て いる 他 の 権利 を 害 す 
る こと な く 、 以 下 の も の が 第 三 者 へ の 対抗 可能 性 を 目 
的 と し て 土地 登記 簿 に 登録 され る 。 

19 以下 の 不動 産 所 有 権 。 

a) 不動 産 の 所 有 権 : 


b) 人 間 の 意志 に より 設立 され た 同一 不動 産 の 用 益 権 o 
使用 お よび 居住 


d) 農 漁業 法 第 451 条 第 1 項 か ら 第 451 条 第 12 項 まで の 規定 
に 基づく 長期 賃貸 権 


e) 表面 積 
f) 地 所 権 
g) 不動 産 の 質 権 


h) マヨ ッ ト 島 に 適用 され る 国 及 び 公 共 団 体 の 領域 に 関 
する 法典 を 適用 し て 発行 され た 国 又 は その 公共 施設 の 


公有 地 の 占 有 権 に 起因 する 物権 。 
) 借地 権 お よび 的 当 権 


29 12 年 を 超え る 存続 期間 の リー ス 、 及 び こ れ よ り 短 い 
存続 期間 の リー ス で あっ て も 、3 年 間 の 未 経 過 賃 料 又 は 
リー ス 料 に 相当 する 期間 の 受取 又は 譲渡 3? 1? 及 び 2? に 
より 公開 の 対象 と な る 権利 、 契 約 の 決議 、 撤 回 、 取 消 又 
は 処分 又は 死後 に 代わ る 処分 を 記録 又は 宜 告 する 行為 又 
は 決定 か ら 生 じ る も の 。 


た だ し 、 敷 地 の 自 然 的 状況 に 由来 する 地 役 権 、 ま た は 法 
律 で 定め られ た 地 役 権 は 、 公 表 を 免除 され る 。 


第 2s22 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


第 2522 条 の 1? お よび 2? に 記載 され た 権利 に 関す る 場合 、 

不 許可 の 宮 則 の も と 、 土 地 登記 簿 に 記載 され る も の と 

ずる 。 

第 2521 条 の 1? お よび 2? に 記載 され た 権利 に 関す る 場合 、 

合意 また は 死因 処分 の 決議 、 撤 回 、 取 り 消 し また は 取消 
の た め の 法 的 手続 き は 、 不 許可 の 削 則 を 適用 し て 土地 登 
記 澄 に 記載 され な けれ ば な ら な い 。 


第 2523 条 


第 2521 条 に 記載 され た 権利 の うち の 1 つの 権利 者 は 、 三 
接 の 著作 者 の 権利 が 登録 され る まで 、 登 録 す る こと が 
で き な い 。 


所 有 権 以 外 の 権利 の 所 有 者 は 、 所 有 者 が 時 効 ま た は 譲位 
に よっ て 取得 され た 場合 を 除き 、 所 有 者 が 登記 され た 
の けれ ば 登記 する こと が で き な い 。 


第 2S24 条 


登記 する こと が で きる 権利 に 関す る 行為 は 、 登 記 の た 
め に 、 公 証人 、 一 般 管 轄 裁 鹿 所 また は 公権力 に よっ て 正 
式 の 形式 で 作成 され な けれ ば な ら な い 。 


不動 産 を 譲渡 また は 宣言 する 生前 贈 互 証書 、 ま た は 他 の 
形式 で 作成 され た 土地 地 役 権 を 構成 また は 譲渡 する 生前 
贈与 証書 は 、 和 失効 を 覚悟 で 、 証 書 実行 後 6 ヶ月 以内 に 認 
証 さ れ た 証書 、 ま た は 当事者 の 一 方 が 拒否 し た 場合 に 
は 裁 記 所 の 申請 に よっ て 従わ な けれ ば な ら な い 、。 


登記 され た 不動 産 の 上 に 譲渡 され た 、 ま た は 構成 され 
た 権利 を 立証 する た め に 必要 な 認証 文書 の 証拠 は 、 国 家 
評議 会 の 政信 で 決定 され ます 。 こ の 政信 は また 、 不 動 
産 の 開封 の 際 に 権利 の 登記 を 得る た め に 提供 すべ き 書 
類 の 一 覧 表 を 定め る も の と する 。 


第 252S 条 


公務 員 お よび 公権力 は 、 当 事 者 の 意思 と は 無関係 に 
滞 な く 、 そ の 前 ( 同和 も 
か ら 生 じ た 第 2521 条 に 言及 され た 権利 を 登録 する 義務 
03。 


第 2526 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

第 11 条 利害 関係 を 有する 者 は 、 登 記 官 に 対し 、 登 記す 

べき 権利 を 構成 する 正式 の 書面 お よび 本 号 に 規定 する 

その 他 の 書面 を 提出 し て 、 権 利 の 登記 の 登記 、 抹 消 ま た 
は 訂正 を 請求 する も の と する 。 


第 2527 条 


不動 産 登記 衛 ま た は 裁 剤 所 は 、 差 し 押さ えら れ た 場合 、 
請求 で 言及 され た 権利 が 登記 可能 で ある か どう か 、 請 
求 を 裏付け る た め に 提出 され た 書類 が 所 定 の 様式 に 準 
拠 し て いる か どう か 、 お よび 権利 の 作成 者 自身 が 第 
2323 条 の 規定 に 従っ て 登記 され て いる か どう か を 検証 
し な けれ ば な ら な い 、。 


第 2S28 条 


第 2521 条 に 基づく 登録 の 対象 と な る 権利 は 、 登 録 さ れ 
て いな い 場 合 、 同 一 の 財産 に つい て 同一 の 著作 者 か ら 
登録 の 対象 と な る 権利 と 競合 する 権利 を 取得 し た 第 三 者 
に 対し て 強制 力 を 有 し な いも の と する 。 


この よう な 権利 は 、 登 録 さ れ て いる 場合 、 そ の 第 三 者 


に よっ て 行使 され る 権利 が 以前 に 登録 され て いた 場合 
に も 行使 で き な い も の と する 。 


た だ し 、 競 合 す る 権利 の 公表 に 自ら 責任 を 負っ て いた 
第 三 者 、 ま た は その 普 的 権利 束 角 人 は 、 こ の 規定 を 援 
用 する こと は で き な い 。 


第 2529 条 


同一 の 不動 産 に 関し て 、 第 2528 条 に 基づき 第 三 者 に 対し 
て 強制 執行 可能 な 効果 を も た ら す 性 質 の 複数 の 方 式 が 同 
日 に 要求 され た 場合 、 登 録 さ れ た 預金 の 順序 に か か わ 
ら ず 、 日 付 の 最も 早い 表題 部 に 基づく も の が 先 に 順位 
付け られ た も の と みな され る も の と する 。 


2) 第 2321 条 の 1、i お よび 2 を 除き 、 第 2528 条 の 第 三 者 に 
対し て 効力 生じ させ る こと が で きる 形式 と 抵当 権 の 
設定 が 、 同 一 の 不動 産 に 関し て 同日 に 必要 と され 、 公 開 
され る 証書 と 設定 の 表題 が 同じ 日 付 を 持つ 場合 、 登 録 さ 
れ た 提出 物 の 順序 に か か わら ず 、 設定 が より 早い も の 
と 見 な され る 。 


第 2521 条 , paragraphs 1, except i, and 2 に 基づく 強制 手続 き 
と 第 2528 条 に 基づく 第 三 者 に 対す る 強制 執行 可能 な 効果 
を 生み 出す こと が で きる 手続 き が 同日 に 同時 に 必要 で 

あり 、 公 開 さ れる 行為 が 同じ 日 付 を 持つ 場合 、 こ れ ら 

の 手続 き は 同じ 順位 に ある も の と みな され ます 。 


同一 の 不動 産 に つい て 、 第 2528 条 に 基づき 第 三 者 に 対し 
て 強制 執行 可能 な 効果 を も た ら す こと が で きる 形式 
と 、 差 押え の た め に 有効 な 召喚 状 の 公示 が 同日 に 必要 
と され る 場合 、 形 式 の 順位 は 、 提 出 順序 に か か わら 


ず 、 一 方 は 召喚 状 に 記載 され た 執行 文 の 日 付 、 他 方 は 同 
時 に 行わ れ た 形式 の 記 の 日 付 に 従っ て 決定 され る も 

の と し ます 。 証書 が 同じ 日 付 の 場合 、 差 押え の た め に 

有効 な 呼出 状 の 公告 が 優先 権 を 有 す す る る と みな され る も 

の と する 。 

民法 - 最終 修正 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 


いか な る 場合 に お いて も 、 第 2393 条 (1) 、 (2) 、 

(3) お よび 第 2402 条 ($) に 規定 する 法定 抵当 権 の 登記 
は 、 同 日 に 必要 と され る 他 の 方 式 に 優先 する も の と み 
な す 。 


第 2 章 : 雑則 

第 1 節 : 抵当 権 お よび 挑 当 権 

第 2s30 条 

第 2377 条 の 規定 の 例外 と し て 、 マ ヨッ ト 島 で 適用 され 
る 不動 産 に 対す る 一 般 的 な 先取 特権 は 、 訴 訟 費用 と 公庫 
の 権利 だ け で ある 。 こ の 2 つの 先取 特権 は 、 土 地 登記 簿 
へ の 登録 が 免除 され る 。 


第 2531 条 
抵当 権 が 設定 で きる の は 以下 の も の に 限ら れ ま す 。 


1) 不動 産 お よび その 付属 品 (不動 と みな され る ) 2) 
同じ 不動 産 お よび 付属 品 の 用 益 権 (存続 期間 中 ) 3) 長 
期 リ ー ス (存続 期間 中 


4? 表面 積 の 権利 
第 2532 条 


契約 上 の 的 当 権 は 、 正式 の 形式 で 執行 され た 証書 に よっ 
て の み 設 定 す る こと が で きる 。 挑 当 権 の 譲渡 お よび 解 
除 も 同じ 形式 で 行わ か けれ ば な ら な い 。 


マヨ ッ ト 島 外 で 締結 され た 契約 は 、 本 号 の 規定 に 適合 
し な い 限 り 、 マ ヨッ ト 島 に 所 在 する 不動 産 に 抵当 権 を 
設定 する こと を 目的 と し て 有効 で あや る こと は な い 。 


第 2 節 : 強制 購入 
第 2534 条 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 

その 公表 の 目的 上 、 共 有 の 地位 に ある 不動 産 に 依存 する 
区 画 に 関す る 強制 執行 命 信 は 、 当 該 区 画 に 含ま れる 共有 
部 分 の 取り 分 に 関係 し か いも の と みな され る も の と す 
る 。 


た だ し 、 分 取 債 権 者 は 、 配 当 の 目的 で ある 譲渡 の 時 の 価 
人 額 で 、 そ の 持分 に つい て その 権利 を 行使 する 。 


民法 - 最終 変更 日 : 2022 年 03 月 02 日 - 文書 作成 日 : 2022 
年 04 月 1 日 
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